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(注)　1．本書に記載の「香港ドル」は、中華人民共和国の香港特別行政区の法定通貨を意味する。本書におい

て別段の記載がない限り、本書において記載されている香港ドルから日本円への換算は、1香港ドル＝

11.72円(株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行が2010年5月31日に提示した対顧客電信売買相場の仲値)の換

算レートにより行われている。

　　　2． 本書に記載の「人民元」は、中華人民共和国の法定通貨を意味する。本書において別段の記載がない

限り、本書において記載されている人民元から日本円への換算は、100円＝7.4733人民元（1人民元＝

約13.38円に相当(中国通信社配信による中国人民銀行が発表した2010年5月31日の仲値))の換算レー

トにより行われている。

　　　3． 当行の事業年度は暦年である。

　　　4． 表中における値とそれぞれの合計は、端数処理の結果として一致しない場合がある。

　　　5． 別段の記載がない限り、本書における未定事項は2010年7月上旬頃までに決定される予定である。

　　　6． 本書には、当行および当行の関連会社に関し、当行の経営陣の考え、経営陣の仮定および経営陣が現在

有する情報に基づく将来の見通しに関する記述が記載されている。本書において、当行または経営陣

に関連して、「目標とする」、「企図する」、「確信する」、「ことがある」、「予想する」、「今後」、

「意図する」、「可能性がある」、「計画する」、「企画する」、「目指す」、「見込む」、「予定であ

る」、「であろう」ならびにこれらの否定形の用語および類似の表現は、将来の見通しを示すもので

ある。かかる表現は、将来の出来事、事業、流動性および資本資源に基づく当行の経営陣の現時点にお

ける見通しを反映したものであり、それらが実現する保証はなく、また、変更される可能性がある。こ

れらの記述は、本書に記載されるその他のリスク要因を含む特定のリスク、不確定要素および仮定に

よる影響を受ける。かかる将来の見通しに関する記述に依拠することには既知および未知のリスクや

不確定要素があることに強く留意されたい。当行がさらされるリスクおよび不確定要素で、将来の見

通しに関する記述の正確性に影響を及ぼす可能性のあるものには、以下の事項が含まれるがこれらに

限られない。

・　当行の事業の見通し

・　当行が事業を営む業界および市場の発展、傾向および状況

・　当行の事業戦略およびそれらの戦略を実現するための計画

・　全般的な経済状況

・　当行が事業を営む業界および市場における規制環境および全般的な見通し

・　当行の経費削減能力

・　当行の配当方針

・　当行の事業の発展の規模、内容および見込み

・　資本市場の発展

・　当行の競合他社の行動および発展

・　金利、為替レート、価格、数量、運営、マージン、リスク管理および全般的な市場傾向に関し、「第

二部-第３-４-（１）リスク要因」、「第二部-第２-３-（１）-(a) 業界の概要」、「第二部-

第２-３-（１）-(b) 監督および規制」、「第二部-第２-３-（２）-(a) 事業」、「第二部-第

２-３-（２）-(d) リスク管理」、「第二部-第３-７-（２）資産および負債」、「第二部-第３

-７-（１）財務情報」、「第二部-第３-７-（３）最近の動向」、「第二部-第２-３-（２）

-(b) 県域銀行業務」、「第二部-第２-３-（２）-(c) 発起人との関係および関連当事者間取

引」および「第一部-第１-２-（２）手取金の使途」の項目に記載された一定の事項

上場規則に規定のある場合を除き、当行は、新たな情報、将来的な出来事その他いかなる理由によって

も、本書に記載された将来の見通しに関する記述を更新または修正する予定はない。このため、また他

のリスク、不確定要素および仮定により、本書に記載される将来の見通しが予想と異なる結果として

発生するかまたは全く発生しない可能性がある。したがって、将来の見通しに関する記述に過度に依

拠しないよう留意されたい。本書の将来の見通しに関する記述はすべて、本注記の制約を受ける。

　　　7． 本書において、文脈上別意に解すべき場合を除き、下記の用語は下記に定める意味を有するものとす

る。

  

 「Ａ株式オファリング」 当行のグローバル・オファリングと同時に中国において行う当行Ａ株
式のオファリングを意味する。

   

 「定款」 当行の定款（制定後の変更を含む。）を意味する。文脈上別意に解すべ
き場合を除き、定款とは、2010年4月21日に開催された第2回臨時株主総
会において変更された定款をいい、かかる定款はCBRCにより認可され
ており、上場時に効力を生じる。

   

 「バーゼルⅠ」 1988年バーゼル自己資本合意を意味する。
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 「バーゼルⅡ」 2004年6月に公布されたバーゼルの新自己資本比率規制を意味する。

   

 「四大銀行」 中国農業銀行、中国銀行、中国建設銀行および中国工商銀行を意味す
る。

   

 「CBRC」 中国銀行業監督管理委員会（China Banking Regulatory
Commission）を意味する。

   

 「中国」 中華人民共和国を意味する。ただし、本書の記載の目的に限るものと
し、文脈上要求される場合を除き、本書において「中国」は、香港、マカ
オおよび台湾を含まない。

   

 「CIRC」 中国保険監督管理委員会（China Insurance Regulatory
Commission）を意味する。

   

 「県域」 中国の行政区分制度において県または県水準の都市（県級市）に指定
された地域を意味する。行政区分上の単位として、県または県級市は、
一般に、所属する市または省のレベルの政府の直轄となり、直接的な監
督下に置かれる。県域には、管轄地域における経済発展の進んだ県の中
心部、市街地および広大な農村地区が含まれる。2008年12月31日現在、
中国には2,003の県および県級市が存在した。2008年12月31日現在、県
および県級市は中国の全地域の95.2％および全人口の69.8％を占め、
2008年において中国のGDP合計の49.6％を産出した。

   

 「県域銀行業務」または
「三農銀行業務」

当行が2,048の県級準支店および22の第二級支店を通じて県域の顧客
に対して提供する、様々な金融商品およびサービスを意味する。「県域
銀行業務」または「三農銀行業務」は、いずれもかかる銀行業務を指
すものとして、本書において同義で用いられる。

   

 「CSRC」 中国証券監督管理委員会（China Securities Regulatory
Commission）を意味する。

   

 「GDP」 国内総生産を意味する。

   

 「グローバル・オファリ
ング」

香港オファリングおよび国際オファリングを意味する。

   

 「香港」 中国香港特別行政区を意味する。

   

 「香港オファリング株
式」

香港オファリングによりオファーされるＨ株式を意味する。

   

 「香港オファリング」 香港の一般投資家による申込みを目的とする香港オファリング株式の
オファリングを意味する。

   

 「香港証券取引所」 香港証券取引所（The Stock Exchange of Hong Kong Limited）を意
味する。

   

 「匯金公司」 中央匯金投資有限責任公司（Central Huijin Investment Ltd.）（旧
Central SAFE Investment Limited）を意味する。

   

 「IAS第39号」 国際会計基準第39号「金融商品：認識および測定」ならびにIASBによ
るその解釈を意味する。

   

 「IASB」 国際会計基準審議会（International Accounting Standards Board）
を意味する。

   

 「IFRIC」 国際財務報告解釈指針委員会（International Financial Reporting
Interpretations Committee）を意味する。

   

 「IFRS」 IASBが公布した国際会計基準、国際財務報告基準、それらの修正および
関連する解釈を意味する。

   

 「国際オファリング株式」 国際オファリングによりオファーされるＨ株式を意味する。
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 「国際オファリング」 国際引受人による国際オファリング株式の条件付オファリングを意味
し、詳細は「第一部-第４-１-(１）グローバル・オファリングの構
造」に記載する。

   

 「大手商業銀行」 中国農業銀行、中国銀行、交通銀行、中国建設銀行および中国工商銀行
を意味する。

   

 「最近日」 本書に含まれる一定の情報を確認することのできる、本書作成日に実
務上最も近い日である2010年6月18日を意味する。

   

 「LIBOR」 ロンドン銀行間取引金利（通常、オーバーナイトから1年物）を意味す
る。

   

 「上場規則」 香港証券取引所の上場規則（その後の改正を含む。）を意味する。

   

 「マカオ」 中国マカオ特別行政区を意味する。

   

 「MOF」 中国財政部（Ministry of Finance）を意味する。

   

 「新自己資本比率規則」 CBRCにより2004年2月23日に公布され、2004年3月1日付で施行され、
2007年7月3日に改訂された商業銀行の自己資本比率に関する行政措置
を意味する。

   

 「OFAC」 米国財務省の外国資産管理局（Office of Foreign Assets Control）
を意味する。

   

 「オファー価格」 オファリング株式1株当たりの香港ドル建ての最終価格（仲介手数料、
証券先物委員会による取引賦課金および香港証券取引所取引手数料を
除く。）を意味し、かかる価格によりオファリング株式の引受けが行わ
れる。

   

 「オファリング株式」 香港オファリング株式および国際オファリング株式ならびに（該当す
る場合には）グローバル・オファリングにおけるオーバーアロットメ
ント・オプションの行使に伴い追加的に発行されるすべての株式を意
味する。

   

 「その他の全国的な商業
銀行」

中信銀行、中国光大銀行、華夏銀行、広東発展銀行、深?発展銀行、中国
招商銀行、上海浦東発展銀行、興業銀行、中国民生銀行、恒豊銀行、浙商
銀行および渤海銀行を意味する。

   

 「中国GAAP」 2006年2月15日にMOFにより公布された中国の企業会計基準および企業
会計規則ならびにこれに係る付則を意味する。

   

 「第一次産業」 農業、林業、畜産業および漁業ならびにこれらの産業を支えるサービス
を意味する。

   

 「QDII」 CSRCにより外国証券市場への投資資格を与えられた中国の適格国内機
関投資家を意味する。

   

 「QFII」 CSRCにより中国国内の証券取引所に上場される人民元建ての株式への
投資資格を与えられた適格外国機関投資家を意味する。

   

 「適格機関投資家」また
は「QIB」

米国証券法に基づくルール144A上の意味における適格機関投資家を意
味する。

   

 「ルール144A」 米国証券法に基づくルール144Aを意味する。

   

 「SAFE」 中国国家外為管理局（State Administration of Foreign Exchange）
を意味する。

   

 「SAIC」 中国国家工商行政管理局（State Administration of Industry and
Commerce）を意味する。
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 「三農」 「農業、農村地区および農民」を指す略称である。「三農」という用語
は、当初は中国における3つの農村開発問題（特に農業、農村地区およ
び農民）を意味する造語であったが、中国の政策立案者により広く採
用された表現となった。本書において、「三農」は、文脈に応じて、中国
政府の政策または当行の目的（農業成長、農村開発および中国農民の
福祉の促進）のいずれかを指すものとして使用される。中国県域にお
ける現状の経済発展は、中国政府による「三農」政策の直接の成果に
よるものである。

   

 「SASAC」 国務院国有資産監督管理委員会（State-owned Assets Supervision
and Administration Commission of the State Council）を意味す
る。

   

 「第二次産業」 鉱業および採石業、製造業、電力生産および供給業、水道およびガス産
業ならびに建設業等を意味する。

   

 「証券先物委員会」また
は「SFC」

香港証券先物委員会（Securities and Futures Commission）を意味
する。

   

 「SFO」 証券先物条例（香港法第571章）（その後の改正を含む。）を意味す
る。

   

 「SHIBOR」 中国銀行間資金センター（National Interbank Funding Center）が
毎日公表する基準金利である、上海銀行間取引金利を意味する。

   

 「SSF」 中国全国社会保障基金理事会（National Council for Social
Security Fund of the PRC）を意味する。

   

 「国務院」 中国国務院を意味する。

   

 「第三次産業」 銀行業、保険業、小売業および卸売業、運輸業、物流業、マスメディア、観
光業、飲食業、医療等の第一次産業または第二次産業以外の経済活動す
べてを意味する。

   

 「トラックレコード期
間」

2009年12月31日に終了した3事業年度を意味する。

   

 「合衆国」または「米国」 アメリカ合衆国ならびにその準州、属領およびすべての管轄地域を意
味する。

   

 「都市部」 県域以外の中国の地域を意味する。

   

 「米国証券法」 1933年米国証券法（その後の改正を含む。）ならびに同法に基づき制
定された規則およびルールを意味する。

   

 「ジョイント・グローバ
ル・コーディネーター」

チャイナ・インターナショナル・キャピタル・コーポレーション香港
セキュリティーズ・リミテッド、ゴールドマン・サックス（アジア）
エル・エル・シー、モルガン・スタンレー・アジア・リミテッドおよ
びABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッドを意味する。

   

 「ジョイント・ブックラ
ンナー」

チャイナ・インターナショナル・キャピタル・コーポレーション香港
セキュリティーズ・リミテッド、ゴールドマン・サックス（アジア）
エル・エル・シー、モルガン・スタンレー・アジア・リミテッド、ドイ
チェ・バンク・アーゲー香港支店、J.P.モルガン・セキュリティーズ
・リミテッド、マッコーリー・キャピタル・セキュリティーズ・リミ
テッドおよびABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッドを意味
する。

   

 「ジョイント・スポン
サー」

チャイナ・インターナショナル・キャピタル・コーポレーション香港
セキュリティーズ・リミテッド、ゴールドマン・サックス（アジア）
エル・エル・シー、モルガン・スタンレー・アジア・リミテッド、ドイ
チェ・バンク・アーゲー香港支店、J.P. モルガン・セキュリティーズ
(アジア・パシフィック)リミテッド、マッコーリー・キャピタル・セ
キュリティーズ・リミテッドおよびABCIセキュリティーズ・カンパ
ニー・リミテッドを意味する。

   

 「国際買取契約」 当行および国際引受人を代表するジョイント・ブックランナーとの間
で締結される国際オファリングに関連する買取契約を意味する。
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 「香港引受契約」 当行および香港引受人との間で締結される香港オファリングに関連す
る引受契約を意味する。

   

 「WTO」 世界貿易機関を意味する。

   

　　　8． 本書における表記はさらに以下のルールに従う。

・　「当行」および「当行グループ」とは、中国農業銀行股?有限公司（当行の前身である中国農

業銀行を含む。）を個別または集合的に指し、文脈上別意に解すべき場合を除き、中国農業銀行

股?有限公司（当行の前身である中国農業銀行を含む。）の子会社を含む。

・　「本支店機構」とは、当行の本店、支店および出張所ならびにその他の施設を含む。

・　「営業日」とは、土曜日、日曜日または香港の公休日以外の日をいう。

・　「関連会社」、「関連当事者」、「関連当事者間取引」、「支配株主」、「子会社」および「大株

主」の定義は、文脈上別意に解すべき場合を除き、上場規則に定義された意味を有するものと

する。

参照の簡略化のため、別段の記載がない限り、本書において「顧客への貸出金」、「貸出金」および

「顧客貸出金」は、同義で用いられる。

「不良債権」および「減損貸出金」という用語は、「第二部-第６-１ 財務書類-A-VI.注記18」に

おいて「減損した貸出金」として識別される貸出金と同義で用いられる。中国の適用あるガイドライ

ンに従って当行が用いる5段階の貸出金区分制度に基づき、当行の不良債権は「破綻懸念先」、「実質

破綻先」または「破綻先」のいずれかに分類される。「第二部-第３-７-（２）資産および負債-資産

-当行の貸出金ポートフォリオの資産の質-貸出金区分基準」を参照のこと。

別段の記載がない限り、本書における貸出に関する記述は、当行の顧客への貸出金の純額ではなく、

減損損失引当金控除前の顧客への貸出金の総額に基づくものである。当行の連結貸借対照表には、減

損損失引当金控除後の顧客への貸出金の純額が記載されている。

本書における当行の事業および経営指標に関する成長率は、百万人民元を単位として算出されてい

る。

 

　　　9． 本書において、当行の支店ネットワークならびに経営成績および財政状態の記載の目的上、中国の

地理的区域は以下のとおり分類される。

    

 地理的区域  支店

    

 「長江デルタ」  上海市、江蘇省、浙江省、寧波市

    

 「珠江デルタ」  広東省、深?市、福建省、廈門市

    

 「環渤海」  北京市、天津市、河北省、山東省、青島市

    

 「中国中部」  山西省、湖北省、河南省、湖南省、江西省、海南省、安徽省

    

 「中国東北部」  遼寧省、黒竜江省、吉林省、大連市

    

 「中国西部」  重慶市、四川省、貴州省、雲南省、陝西省、甘粛省、青海省、寧夏回族自
治区、新疆ウイグル自治区、新疆生産建設兵団、チベット自治区、内
モンゴル自治区、広西チワン族自治区
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第一部【証券情報】

第１【募集要項】

１【株式の募集】

（１）【新規発行株式】

記名・無記名の別、額面・無額面の別
及び種類

発行数 内容

記名式額面Ｈ株式

（１株の額面金額1.00人民元）
25,411,765,000株（注）

当行Ｈ株式は、当行の普通株式資本における１

株当たり額面金額が1.00人民元の国外上場外

国株であり、その引受けおよび取引は香港ドル

建てで行われ、香港証券取引所に上場される。

当行Ｈ株式の詳細に関しては、下記「第二部-

第１ 本国における法制等の概要」を参照のこ

と。

（注）　本書により企図されている当行Ｈ株式の日本における募集（以下「本募集」という。）は、国際オファリン
グの一部を構成し、国際オファリングは香港オファリングとともにグローバル・オファリングを構成する
（グローバル・オファリングの詳細に関しては、「第４-１ グローバル・オファリング」を参照のこ
と。）。上記発行数は、グローバル・オファリングにおいて当行が発行する予定の当行Ｈ株式の株式総数で
ある。上記発行数には、当行がグローバル・オファリングのジョイント・ブックランナーに付与するオー
バーアロットメント・オプションの行使により当行により発行されることのある当行Ｈ株式は含まれてい
ない（オーバーアロットメント・オプションの詳細については、「第４-１-（３）オーバーアロットメン
ト・オプション」を参照のこと。）。本募集において発行される当行Ｈ株式の株式数は、ブックビルディン
グの結果を勘案し、グローバル・オファリングの（引受人を代表する）ジョイント・ブックランナーおよ
び当行の合意により、下記「（２）-② 募集の条件」の(注2)に記載の条件決定日における発行価格の決定
に引続き決定される。したがって、本募集により発行される株式数は上記発行数と大幅に異なる。

 

摘　　要

1.　当行Ｈ株式の発行は、2010年４月21日付の当行臨時株主総会決議および同日付の取締役会決議により承認され
た。

2.　当行は、グローバル・オファリングと並行して、中国において別途当行Ａ株式のオファリングを行う予定である。
Ａ株式オファリングは、当初22,235,294,000株の当行Ａ株式のオファリングからなり、Ａ株式オファリングおよ
びグローバル・オファリングのいずれにおいてもオーバーアロットメント・オプションが行使されないと仮定
した場合、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリング完了後の当行の発行済株式総数の約7.00％に
相当する。（Ａ株式オファリングの詳細については、「第４-３ Ａ株式オファリング」を参照のこと。）

3.　当行の発行済Ｈ株式およびグローバル・オファリングにより発行される当行Ｈ株式は、香港証券取引所の上場委
員会に対して上場および取引の承認申請がなされている。日本の金融商品取引所への当行Ｈ株式の上場予定は
ない。

4.　2010年７月16日（以下「上場日」という。）午前８時（香港時間）までにグローバル・オファリングの前提条件
が充足されると仮定した場合、香港証券取引所における当行Ｈ株式の取引は上場日の午前９時30分（香港時
間）に開始される予定である。当行Ｈ株式の取引単位は1,000株となる予定である。
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（２）【募集の方法及び条件】

①【募集の方法】

募集の形態 発行数 発行価額の総額 資本組入額の総額

一般募集

（ブックビルディング方式）

25,411,765,000株

（注1）

80,809,412,700香港ドル

（約947,086百万円）

（注2）

25,411,765,000人民元

（約340,009百万円）

（注3）

 

（注1）上記発行数は、グローバル・オファリングにおいて当行が発行する当行Ｈ株式の株式総数に相当し、オー
バーアロットメント・オプションの行使により発行されることのある当行Ｈ株式は含まれていない。上記
「（１）新規発行株式」の(注)に記載のとおり、本募集において発行される当行Ｈ株式の株式数は条件決定
日における発行価格の決定に引続き決定される予定である。

（注2）上記発行価額の総額は、上記発行数に基づき、発行価格が下記「② 募集の条件-発行価格」に記載の仮条件
の中間値（１株当たり3.18香港ドル）に等しいと仮定して計算された暫定額である。発行価格は、下記「② 
募集の条件」の(注2)に記載のとおり、条件決定日に香港ドル建てで決定される。

（注3）上記資本組入額の総額は、グローバル・オファリングにおいて当行が発行する当行Ｈ株式の株式総数に係る
資本組入額の合計額であり、オーバーアロットメント・オプションの行使により当行により発行されること
のある当行Ｈ株式は含まれていない。

 

②【募集の条件】

額面・無額面の別 発行価格 資本組入額 申込株数単位 申込期間 申込証拠金 払込期日

額面株式

(未定)香港ドル

（１株当たり
2.88香港ドル
から3.48香港ド
ルを仮条件とす

る。）

（注1）

（注2）

（注3）

１株当たり

1.00人民元

10,000株以上

1,000株単位

（注4）

2010年７月12日から

2010年７月13日まで

（注5）

不要
2010年７月16日

（注5）

 

（注1）当行Ｈ株式の申込人は、申込みにあたり、発行価格に仲介手数料１％、SFC取引賦課金0.004％および香港証券
取引所取引手数料0.005％を加えた金額を支払わなければならない。

（注2）発行価格は、（引受人を代表する）ジョイント・ブックランナーおよび当行の合意により、上記仮条件に基
づき行われるブックビルディングの結果を勘案して、条件決定日において香港ドル建てで決定される予定で
ある。

何らかの事由により、発行価格が2010年７月14日（香港時間）までに（引受人を代表する）ジョイント・
ブックランナーおよび当行により合意されない場合、グローバル・オファリングは実行されず無効となる。

条件決定日は、2010年７月７日（香港時間）を予定しているが、市場環境を勘案して、１週間を超えない範囲
で繰り下げられることがある。

（注3）発行価格および当該価格の決定に伴い連動して訂正される事項、すなわち本募集における発行数、発行価額
の総額、条件決定日、資本組入額の総額、国際引受人の引受手数料ならびに本募集における払込金額の総額、
発行諸費用の概算額および差引手取概算額（発行価格と併せて、これらを以下「発行価格等」と総称す
る。）は、有価証券届出書の効力発生後、申込期間の最終日まで、野村證券株式会社のウェブサイト
（http://www.nomura.co.jp）および大和証券株式会社のウェブサイト（http://www.daiwa.jp）（以下
「ウェブサイト」と総称する。）において、かつ申込期間の初日付の日本経済新聞（ウェブサイトとともに、
以下「新聞等」と総称する。）において公表される。この場合、発行価格等に関する目論見書訂正事項分の交
付は省略する。ただし、条件決定日後に提出される訂正届出書において発行価格等以外の事項の記載が訂正
される場合には、目論見書訂正事項分が交付され、新聞等における公表は行わない。

（注4）本募集における当行Ｈ株式の申込みは10,000株以上1,000株単位で行うものとするが、実際に投資家ごとに
割り当てられる株式数は、本募集のために配分される当行Ｈ株式の株式数により、10,000株未満となること
がある。ただし、いずれも1,000株を販売単位とする。

（注5）申込期間は、条件決定日の変更に応じて、１週間を超えない範囲で繰り下げられることがある。払込期日は、
申込期間の変更に応じて、１週間を超えない範囲で繰り下げられることがある。
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摘　　要

1.　当行Ｈ株式の株券は、上場日の午前８時頃（香港時間）に初めて有効な権原証書となる。ただし、(a)グローバル
・オファリングの前提条件がすべて充足され、かつ、(b)香港引受契約および国際買取契約に基づく解約権が行
使されていないことを条件とする。

　　当行Ｈ株式の受渡しは、上場日（払込期日と同日）に行われる予定である。かかる受渡しの期日は、払込期日の変
更に応じて、１週間を超えない範囲で繰り下げられることがある。

2.　下記「（３）株式の引受け」に記載の本募集の申込取扱金融商品取引業者における外国証券取引口座を通じて
当行Ｈ株式を申し込む者に対して、当該金融商品取引業者がかかる当行Ｈ株式に係る支払額を通知する。各申込
人による当行Ｈ株式の取引は、当該申込人が当該金融商品取引業者との間で締結した外国証券取引口座約款の
規定に従ってなされる。かかる外国証券取引口座を開設していない各申込人は、これを開設しなければならな
い。各投資家は、適用ある法令により認められる場合には、海外口座を通じて当行Ｈ株式を購入することができ
る。詳細については下記「第二部-第８ 本邦における提出会社の株式事務等の概要」を参照のこと。

 

③【申込取扱場所】

　下記「（３）株式の引受け」に記載の本募集の申込取扱金融商品取引業者の日本国内にある本支店

 

④【払込取扱場所】

　下記「（３）株式の引受け」に記載の本募集の申込取扱金融商品取引業者の日本国内にある本支店

 

（３）【株式の引受け】

　本募集に関連して、日本において引受けは行われない。本募集は国際オファリングの一部として行われ、以下の金融
商品取引業者が本募集の申込みの取扱いを行う。国際オファリングの引受けの詳細に関しては、「第４-１-（２）
-(b) 国際オファリング」を参照のこと。

　本募集の申込取扱金融商品取引業者

名　称 所在地

野村證券株式会社
（本募集の共同事務幹事会社）

東京都中央区日本橋一丁目９番１号

大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社
（本募集の共同事務幹事会社）

東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号

ゴールドマン・サックス証券株式会社 東京都港区六本木六丁目10番１号

モルガン・スタンレーMUFG証券株式会社 東京都渋谷区恵比寿四丁目20番３号

ドイツ証券株式会社 東京都千代田区永田町二丁目11番１号

ＪＰモルガン証券株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目７番３号

マッコーリー・キャピタル・セキュリティーズ・
ジャパン・リミテッド

東京都千代田区紀尾井町４番１号

 

　野村證券株式会社および大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社は、当行より本募集の申込みの取扱いを請け
負っている。大和証券キャピタル・マーケッツ株式会社は、本募集の申込みの取扱いの一部を大和証券株式会社に委
託している。

 

２【新規発行による手取金の使途】

（１）【新規発行による手取金の額】

払込金額の総額 発行諸費用の概算額 差引手取概算額
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80,809,412,700香港ドル

（約947,086百万円）

（注1）（注2）

（未定）香港ドル

（注2）

（未定）香港ドル

（注2）

（注1）払込金額の総額は、グローバル・オファリングにおいて当行が発行する当行Ｈ株式の株式総数（上記「１-
（２）-① 募集の方法-発行数」に記載される。）に基づき、オーバーアロットメント・オプションが行使さ
れず、発行価格が上記「１-(２)-② 募集の条件-発行価格」に記載の仮条件の中間値（１株当たり3.18香港
ドル）に等しいものと仮定して算出した場合の暫定額である。

（注2）払込金額の総額、発行諸費用の概算額および差引手取概算額は、条件決定日に決定される予定である。

 

（２）【手取金の使途】

　当行は、本募集による差引手取概算額（未定）香港ドルを含むグローバル・オファリングによる（関連する手数料
および諸費用を差し引いた）純手取金を、当行の事業成長を支えるための資本基盤の強化に直ちに充当する予定で
ある。
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第２【売出要項】

　該当事項なし。

 

第３【第三者割当の場合の特記事項】

　該当事項なし。

 

第４【その他の記載事項】

　当行のロゴおよび名称ならびにジョイント・グローバル・コーディネーター、ジョイント・ブックランナーおよび
本募集の共同事務幹事会社の名称が新株式発行届出目論見書の表紙に記載される。

 

　以下の情報が、新株式発行届出目論見書の「第４　募集又は売出しに関する特別記載事項」において記載される。

 

１　グローバル・オファリング

（１）グローバル・オファリングの構造

当行によるグローバル・オファリングは、

(a)　香港における1,270,590,000株（修正される可能性がある。）の当行Ｈ株式の香港オファリング

(b)　レギュレーションＳに依拠して海外取引として米国外において行われる、およびルール144Aまたは米国
証券法に基づく登録要件からのその他の免除規定に依拠して米国の適格機関投資家に対して行われる
24,141,175,000株（修正される可能性があり、オーバーアロットメント・オプションに服する。）の当
行Ｈ株式の国際オファリング（香港における専門および機関投資家に対するオファリングおよび本募
集を含む。）

により構成される。

　国際オファリングの一環として、ジョイント・ブックランナーおよび当行は、11名の投資家（以下「特定投
資家」という。）と中核的投資家契約を締結した。当該契約に基づき、特定投資家は、合計54.5億米ドルに相当
する株数のオファリング株式（Ｈ株式1,000株単位で1,000株未満は切捨て）をオファー価格で引き受けるこ
とに合意した。詳細については、「第二部-第３-５ 経営上の重要な契約等」を参照のこと。

再配分

　上場規則に基づき、申込みの合計が所定の水準に達した場合、グローバル・オファリングにおいてオファー
されるオファリング株式総数の一定割合に達するまで香港オファリング株式の株式数を増加させることとな
る、クローバック・メカニズムを採用しなければならない。関連する上場規則の厳格な遵守についての免除が
申請されており、かかる免除が香港証券取引所に承認されれば、申込みが超過する場合、ジョイント・ブック
ランナーは、当行との協議後、香港オファリングにおける申込みの締切後に、下記の方式でクローバック・メ
カニズムを適用する。

・　香港オファリングにおいて有効に申し込まれたオファリング株式の株式数が、香港オファリングにおいて
申込みの対象となる当初のオファリング株式数の15倍以上50倍未満である場合、国際オファリングから
香港オファリングにオファリング株式が再配分され、香港オファリングにおいて申込みの対象となるオ
ファリング株式の合計数は1,905,884,000株（グローバル・オファリングにおいて申込みの対象となる
当初のオファリング株式数の約7.5％に相当する。）となる。

・　香港オファリングにおいて有効に申し込まれたオファリング株式の株式数が、香港オファリングにおいて
申込みの対象となる当初のオファリング株式数の50倍以上100倍未満である場合、国際オファリングから
香港オファリングにオファリング株式が再配分され、香港オファリングにおいて申込みの対象となるオ
ファリング株式の合計数は2,541,178,000株（グローバル・オファリングにおいて申込みの対象となる
当初のオファリング株式数の約10％に相当する。）となる。

・　香港オファリングにおいて有効に申し込まれたオファリング株式の株式数が、香港オファリングにおいて
申込みの対象となる当初のオファリング株式数の100倍以上である場合、国際オファリングから香港オ
ファリングにオファリング株式が再配分され、香港オファリングにおいて申込みの対象となるオファリ
ング株式の合計数は5,082,354,000株（グローバル・オファリングにおいて申込みの対象となる当初の
オファリング株式数の約20％に相当する。）となる。

　いずれの場合も、国際オファリングに配分されたオファリング株式の株式数は、ジョイント・ブックラン
ナーが適切と考える方法でその相当分が減少される。

　さらに、ジョイント・ブックランナーは、香港オファリングにおいて有効に行われた申込みに応じるために
オファリング株式を国際オファリングから香港オファリングに再配分することができる。
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　香港オファリングにおいてオファリング株式総数に対する申込みがなかった場合には、ジョイント・ブック
ランナーは、申込みが行われなかった香港オファリング株式の全部または一部をジョイント・ブックラン
ナーが適切と考える割合で、国際オファリングに再配分する権限を有する。

（２）引受け

(a)　香港オファリング

香港引受契約

　香港証券取引所の上場委員会がグローバル・オファリングにより発行される当行Ｈ株式の上場および取
引を承認することを前提として、香港引受契約に定められるその他の一定の条件に従って、香港引受人は個
別に、香港オファリング株式を引受けまたは香港オファリング株式の引受人を斡旋することに合意する。

　香港引受契約は、国際買取契約が調印され、前提条件が充足されることを条件とする。

(b)　国際オファリング

国際買取契約

　国際オファリングに関して、当行は国際引受人との間で国際買取契約を締結する予定である。国際買取契
約に基づき、同契約に定められる一定の条件に従って、国際引受人は個別に、国際オファリングによりオ
ファーされる国際オファリング株式を買取るかまたは国際オファリング株式の買取人を斡旋することに同
意する。

　国際引受人による当該義務は、香港証券取引所の上場委員会がグローバル・オファリングによりオファー
されたオファリング株式の上場を承認し、取引を許可していること、ならびに香港オファリングの前提条件
が充足され、その条件に従って解約されていない場合など一定の条件の充足を前提とする。

手数料および費用

　国際オファリングに関連して、国際引受人は国際オファリングにおいて投資家に販売された当行Ｈ株式の
株数につき、オファー価格の（未定）％（仲介手数料、SFC取引賦課金および香港証券取引所取引手数料を
除く。）を手数料として受領する。

（３）オーバーアロットメント・オプション

　グローバル・オファリングにおいて、当行は国際引受人に対してオーバーアロットメント・オプションを付
与する予定であり、国際引受人を代表するジョイント・ブックランナーは、とりわけ国際オファリングにおけ
る超過割当を行った場合にこれを補填することを目的として、香港オファリングにおける申込期間の最終日
から30日間、グローバル・オファリングにおける当初オファリング株式の約15％に相当する3,811,764,000株
の当行Ｈ株式を上限として、国際オファリングにおける当行Ｈ株式１株当たりの価格と同額にて、当行Ｈ株式
の発行を当行に求めることができる。

（４）安定操作

　安定操作とは、引受人が有価証券の販売を促進するために、一部の市場において利用されている慣行である。
価格の安定化を図ることを目的として、引受人は、有価証券の市場価格が募集価格を下回ることを遅らせ、も
しくは可能な場合にはこれを防ぐために、一定期間中、流通市場において新規発行の有価証券のビッド（買い
呼び値）を提示し、または買入れを行う場合がある。香港およびその他多くの法域においては、市場価格の下
落を目的とした行為は禁じられており、また、安定操作が実施される価格は募集価格を上回ってはならない。

　グローバル・オファリングに関連して、安定操作取引実施者としてのゴールドマン・サックス（アジア）エ
ル・エル・シー（以下「安定操作取引実施者」という。）、その関係会社またはそれらに代わって行為する者
は、引受人を代表して、当行株式の市場価格を、上場日後の一定期間、公開市場における価格を本来の価格より
も高い水準に安定、または釘付けすることを目的とした取引を行うことがある。しかしながら、安定操作取引
実施者、その関係会社またはそれらに代わって行為する者がかかる安定操作取引を行う義務は負わない。かか
る安定操作取引が開始された場合、いつでも中止することができるが、一定期間経過後には終了しなければな
らない。グローバル・オファリングに関連して安定操作取引が実施される場合、かかる取引はジョイント・
ブックランナー、その関係会社またはそれらに代わって行為する者の完全な裁量により行われる。

　香港において、証券先物（安定操作取引）規則（その後の改正を含む。）に基づいて認められている安定操
作取引には以下のものが含まれる。

(a)　株式の市場価格の下落を防止するかまたは最小限にとどめるための超過割当

(b)　株式の市場価格の下落を防止するかまたは最小限にとどめるためにショート・ポジションを作る目的で
行われる株式の売却または売却の合意

(c)　上記(a)または(b)に基づいて形成されたポジションを解消することを目的とした、オーバーアロットメ
ント・オプションに基づく株式の購入もしくは引受け、または購入もしくは引受けの合意

(d)　株式の市場価格の下落を防止するかまたは最小限にとどめることを唯一の目的とする株式の購入または
購入の合意

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

 12/588



(e)　かかる購入により形成されたポジションを解消するための株式の売却または売却の合意

(f)　上記(b)、(c)、(d)または(e)に記載された行為の申込みまたは試み

　とりわけ、オファリング株式の申込人および投資家になる可能性がある者は、以下の点に留意する必要があ
る。

・　安定操作取引実施者、その関係会社またはそれらに代わって行為する者は、安定操作取引に関連して、当行
Ｈ株式におけるロング・ポジションを維持することがある。

・　安定操作取引実施者、その関係会社またはそれらに代わって行為する者がかかるロング・ポジションを維
持する規模および時期または期間については不確定である。

・　安定操作取引実施者、その関係会社またはそれらに代わって行為する者によるかかるロング・ポジション
の解消は、当行Ｈ株式の市場価格に悪影響を及ぼすことがある。

・　上場日に開始し、香港オファリングの申込期間の最終日から30日後である2010年８月５日に終了する安定
操作期間を超えて、当行Ｈ株式の価格を維持するための安定操作を行うことはできない。かかる日以降、
安定操作は行われず、当行Ｈ株式に対する需要が減少し、当行Ｈ株式の価格が下落する可能性がある。

・　いかなる安定操作の実施によっても、当行Ｈ株式の価格がオファー価格以上となることを確実にすること
はできない。

・　安定操作によるビッドまたは安定操作の一環として行われる取引はオファー価格以下の価格で行われる
ことがあるが、これは安定操作によるビッド（買い呼び値）または取引が当行Ｈ株式の申込人または投
資家が支払った価格以下で行われることがあることを意味する。

超過割当

　グローバル・オファリングに関する当行Ｈ株式の超過割当後に、ジョイント・ブックランナー、その関係会
社またはそれらに代わって行為する者は、（とりわけ）安定操作取引実施者、その関係会社またはそれらに代
わって行為する者が流通市場で購入した株式を用いて、または、オーバーアロットメント・オプションの全部
または一部を行使することによって、超過割当分を調達することがある。かかる株式の購入は、香港の法令
（安定操作に関してSFOが定める証券先物（安定操作取引）規則（その後の改正を含む。）を含む。）に従っ
て行われる。超過割当される株式数は、グローバル・オファリングに関するオーバーアロットメント・オプ
ションの行使により発行することができるＨ株式の株式数（グローバル・オファリングにおいて申込みの対
象となる当初のオファリング株式数の約15％に相当する3,811,764,000株のＨ株式）を上回ることはない。

 

２　ロックアップ

（１）当行による誓約

上場規則に基づく香港証券取引所に対する誓約

　当行は、上場日から６ヶ月間は、当行の株式または当行の持分証券（既に上場しているか否かを問わない。）
に転換可能な有価証券の追加発行は行わず、またかかる発行を合意の対象としないことを香港証券取引所に
約束している（当行の株式または当行の有価証券の当該発行が取引開始日から６ヶ月以内に完了するか否か
を問わない。）。ただし、以下の場合を除く。

(a)　上場規則第10.08条に定める一定の場合

(b)　Ａ株式オファリング、グローバル・オファリングおよびオーバーアロットメント・オプションに基づく
場合

引受人に対する誓約

　当行は、香港引受契約に従い、ジョイント・グローバル・コーディネーター、ジョイント・ブックランナー、
ジョイント・スポンサーおよび香港引受人に対して、香港引受契約の締結日以降、国際オファリングに関する
最終目論見書の日付から180日が経過するまでの間は、以下の事項を遵守すること約束している。ただし、ジョ
イント・ブックランナーの事前の書面による同意を得た場合はこの限りではない（ただし、上場規則の適用
要件に従う。）。

(a)　当行の株式資本、または当行の株式資本に転換、行使もしくは交換可能な、または当行の株式資本を受取
る権利を表章する有価証券について、（直接または間接を問わず）これらの募集、質権設定、発行、売却
を行わず、これらの発行もしくは売却の契約を締結せず、これらを購入するためのオプションもしくは
契約を売却せず、これらを売却するためのオプションもしくは契約を購入せず、これらを購入もしくは
引き受けるためのオプション、権利もしくはワラントの付与または付与の合意を行わず、これらの貸出、
譲渡、処分または買戻しを行わないこと

(b)　当該株式資本を保有する経済的効果の全部または一部を第三者に譲渡するスワップまたはその他の取引
を行わないこと
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上記(a)または(b)に記載の取引については、当行の株式資本もしくはその他の有価証券の交付または現金そ
の他によって決済されるか否かを問わない。ただし、上記の制約は、グローバル・オファリングによる当行の
Ｈ株式の発行（オーバーアロットメント・オプションによる発行を含む。）またはＡ株式オファリングによ
る当行のＡ株式の発行（オーバーアロットメント・オプションによる発行を含む。）には適用されない。ま
た、国際オファリングに関する最終目論見書の日付から180日が経過した後に、Ｈ株式またはその持分を発行
または処分する場合、当行は、かかる発行または処分によりＨ株式の市場を混乱させ、誤った市場が形成され
ないようあらゆる合理的な措置を講じることに合意している。

（２）匯金公司およびMOFによる誓約

　匯金公司およびMOFはそれぞれ、香港証券取引所に対して以下の事項を誓約し、また、関係する登録所持人に
かかる事項を遵守させることを誓約している。

(a)　本書においてその株式の保有の開示がなされている日付に開始し、上場日から６ヶ月後に終了する期間
（以下「当初６ヶ月間」という。）は、本書においてその実質所有者であると記載されている当行株式
または当行の有価証券について、処分、処分を約する契約の締結またはその他オプション、権利、持分も
しくは担保の設定を行わないこと

(b)　当初６ヶ月間が終了する日から６ヶ月間は、上記(a)に記載の株式または有価証券について、処分または
オプションの行使もしくは実行がされた場合に直ちに匯金公司またはMOFが当行の支配株主ではなくな
る場合には、かかる処分、処分を約する契約の締結またはその他オプション、権利、持分もしくは担保の
設定を行わないこと

　また、匯金公司およびMOFは、香港証券取引所および当行に対して、本書においてその株式の保有の開示がな
されている日付に開始し、上場日から12ヶ月後に終了する期間は、以下の事項を行うこと約束している。

(a)　実質的に所有する当行の株式またはその他の株式資本に対して認可機関（香港銀行条例第155条に定義
される。）による正規の商業貸付けのために質権または担保権が設定された場合には、かかる質権また
は担保権が設定されたことおよび当該質権または担保権が設定された当該株式またはその他の有価証
券の数を当行に直ちに通知すること

(b)　質権者または担保権者から、質権または担保権が設定された当行の株式またはその他の有価証券につい
て、それらを処分する旨の通知（口頭によるものか書面によるものかを問わない。）を受領した場合に
は、当行にかかる通知の受領を直ちに通知すること

　当行は、上記の事項がある場合には、匯金公司もしくはMOFから通知を受領後直ちに香港証券取引所に対して
報告し、また匯金公司もしくはMOFからそのように通知を受領後可能な限り速やかにかかる情報を新聞公告に
より一般に開示する。

 

３　Ａ株式オファリング

（１）当行が実施するＡ株式オファリング

　グローバル・オファリングと並行して、当行は、中国において当行Ａ株式のオファリングを実施する。

　Ａ株式オファリングは、当初22,235,294,000株のＡ株式のオファリングからなり、Ａ株式オファリングおよ
びグローバル・オファリング完了後の当行の発行済株式総数の約7.00％（Ａ株式オファリングおよびグロー
バル・オファリングのいずれにおいてもオーバーアロットメント・オプションが行使されないと仮定した場
合）に相当する。当行のＡ株式オファリングに関する本書記載の情報は、当行のＡ株式オファリングが、当初
22,235,294,000株のＡ株式のオファリングからなるとの前提に基づき作成されている。

　当行は、チャイナ・インターナショナル・キャピタル・コーポレーション・リミテッドがＡ株式オファリン
グの引受人を代表して当行Ａ株式の上海証券取引所上場日から30日以内に行使することができる、最大で合
計3,335,294,000株（Ａ株式オファリングにおいて当初オファーされるＡ株式の約15％に相当する。）のＡ株
式の発行および割当を当行に要求することができるオーバーアロットメント・オプションをＡ株式オファリ
ングの引受人に付与した。

　当行Ａ株式は上海証券取引所に上場され、取引される予定であり、適用ある中国の法令に服するものとして、
中国の法人、自然人もしくはその他の主体、QFIIまたは海外の戦略的投資家のみが保有することができる。当
行のＡ株式とＨ株式は、「第二部-第５-１-(２) 発行済株式総数及び資本金の推移」に記載された例外事項
を除き、すべての重要な点において同順位となる。当行Ａ株式の配当金は人民元建てで支払われる。当行のＨ
株式とＡ株式は代替不能であるが、MOF、匯金公司およびSSFが保有する当行Ａ株式は、Ｈ株式として再登録す
ることができる。「第二部-第５-１-（２）発行済株式総数及び資本金の推移」を参照のこと。

（２）一方のオファリングが他方のオファリングを条件とすることはない

　グローバル・オファリングおよび当行のＡ株式オファリングのいずれも、一方のオファリングが他方のオ
ファリングを条件とすることはない。

　当行は、予定どおりにＡ株式オファリングを完了できることを保証することはできない。中国国内の市場環
境によって、当行のＡ株式オファリングをグローバル・オファリングと並行して進めるのが望ましくないか
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または実行不能である場合、当行のＡ株式オファリングは、グローバル・オファリングが完了した後に実施さ
れる場合があり、また、Ａ株式オファリングの規模および上記で詳述した事項が変更される可能性がある。

（３）Ａ株式オファリングによる手取金の使途

　当行は、Ａ株式オファリングによる（Ａ株式オファリングに関連する手数料および諸費用を差し引いた）純
手取金を、当行の事業成長を支えるための資本基盤の強化に充当する予定である。

（４）Ａ株式の上場申請

　当行Ａ株式の上海証券取引所における上場および取引のための申請がなされる予定である。

　上海証券取引所における当行Ａ株式の取引は、2010年７月15日頃の午前９時30分（上海時間）に開始予定で
ある。

 

４　グローバル・オファリングに関するリスク

（１）当行Ｈ株式が活発に取引される市場が発展せず、その取引価格が大きく変動する可能性がある。

　Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングが行われる前までは、当行株式が公開されている市場
はない。当行は、グローバル・オファリング後、当行Ｈ株式の流動性のある公開市場が発展しまたは継続する
ことを保証することはできない。また、当行Ｈ株式のオファー価格は、（引受人を代表する）ジョイント・
ブックランナーと当行との間の合意に基づき決定される予定であるが、グローバル・オファリング完了後の
当行Ｈ株式の市場価格の指標となるとは限らない。グローバル・オファリング後、当行Ｈ株式の活発な公開市
場が発展しない場合、当行Ｈ株式の市場価格および流動性に悪影響を及ぼす可能性がある。

（２）当行は、グローバル・オファリングと並行して、これとは別にＡ株式オファリングを行っているが、Ａ株式と
Ｈ株式とでは市場の特性が異なる。

　当行は、グローバル・オファリングと並行して中国における当行Ａ株式のオファリングを行い、これを上海
証券取引所に上場する予定である。当行のＡ株式オファリングは当初、（Ａ株式オファリングおよびグローバ
ル・オファリングのいずれにおいてもオーバーアロットメント・オプションが行使されない場合）Ａ株式オ
ファリングおよびグローバル・オファリング完了直後の当行の発行済株式総数の約7.00％に相当する
22,235,294,000株のＡ株式のオファリングから構成される。

　当行のＡ株式オファリングとグローバル・オファリングは、２つの別個独立のオファリングであり、いずれ
も、他方を条件とするものではない。何らかの理由でＡ株式オファリングが予定どおり進まないかまたはＡ株
式オファリングにおいてオファーされる当行Ａ株式の株式数が減少するかもしくは当行Ａ株式の実際の募集
価格がＡ株式オファリングにて想定される価格の範囲内にとどまらない場合でも、本書に記載されたとおり
にグローバル・オファリングを実施することができる。Ａ株式オファリングとグローバル・オファリングの
日程および市場慣行が異なるため、投資家は、Ａ株式オファリングにおける最終的な発行価格または規模を通
知されることはなく、当行は、条件決定日までにＡ株式オファリングの遅延または中止について投資家に通知
がされることを保証することはできない。

　Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの後、当行Ｈ株式は香港証券取引所において、当行Ａ
株式は上海証券取引所において取引される。現行の法令に基づき、MOF、匯金公司およびSSFが保有するＨ株式
に転換可能なＡ株式を除いては、当行のＨ株式とＡ株式は互いに転換および代替不能であり、また、Ｈ株式の
市場とＡ株式の市場の間で売買または決済が行われることはない。Ｈ株式の市場とＡ株式の市場とでは、個人
および機関投資家の市場参加の程度が異なるなど、取引特性（取引量および流動性を含む。）および投資家層
が異なる。かかる相違のため、当行のＨ株式とＡ株式の取引価格が一致しない可能性がある。さらに、当行Ａ株
式の価格変動は当行Ｈ株式の価格に、また、当行Ｈ株式の価格変動は当行Ａ株式の価格に悪影響を及ぼす可能
性がある。Ａ株式とＨ株式の市場の特性が異なるため、当行Ａ株式の価格変動は、当行Ｈ株式の価格推移の指
標とはならない可能性がある。したがって、投資家は当行Ｈ株式に対する投資を判断するにあたり、当行Ａ株
式の取引価格に過度に依拠しないよう留意されたい。

（３）当行Ｈ株式が、公開市場において将来大量に売却された場合もしくは大量に売却されると認識された場合、ま
たは当行Ａ株式がＨ株式に転換された場合、当行Ｈ株式の実勢市場価格に悪影響を及ぼし、また、当行株主が
保有するＨ株式の希薄化を生じさせる可能性がある。

　将来、当行Ｈ株式または当行Ｈ株式に関連するその他の有価証券が公開市場において大量に売却された場
合、当行Ｈ株式の新規発行が行われた場合、またはかかる売却もしくは発行の可能性が認識された場合、当行
Ｈ株式の市場価格が下落する可能性がある。また、当行Ｈ株式が、将来大量に売却された場合または大量に売
却されると認識された場合、当行が適切と考える時期に適切と考える価格で資金を調達する能力に重大な悪
影響を及ぼす可能性がある。さらに、将来当行が有価証券を追加で発行または売却する際に、当行株主の保有
する当行株式の希薄化が生じる可能性がある。既存株主に対する持株比率に応じた割当てを除き、当行の株式
またはこれに転換可能な証券の新規発行により追加の資金を調達する場合、当行における既存株主の保有割
合が減少し、また、当該新規発行証券には、Ｈ株式に認められる権利より有利な権利が認められる可能性があ
る。
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　グローバル・オファリングの完了後、SSFは一定のＨ株式を保有することになる。これらのＨ株式は、ロック
アップの対象とならない。「第二部-第５-１-（２）発行済株式総数及び資本金の推移」を参照のこと。SSFが
当行Ｈ株式を将来売却するかまたは売却すると認識された場合、当行Ｈ株式の市場価格に悪影響を及ぼす可
能性がある。

　Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了後、MOF、匯金公司およびSSFは、当行のＡ株式の
大半を保有することになる。MOFおよび匯金公司が保有するＡ株式は、Ａ株式オファリング完了後36ヶ月間は
ロックアップの対象となり、株式引受契約に基づきSSFが保有するＡ株式は、2015年４月21日までロックアッ
プの対象となる。株式引受契約の詳細については、「第二部-第２-２ 沿革-中国全国社会保障基金理事会
（SSF）による投資」を参照のこと。CSRCまたは国務院の権限ある証券認可当局の承認を条件に、MOF、匯金公
司およびSSFが保有するかかるＡ株式は、将来、種類株主総会での承認を要することなくＨ株式に転換するこ
とができ、かかるＨ株式は、香港証券取引所への上場および取引が可能となる。株式引受契約に基づきSSFが保
有するＡ株式に対するロックアップは、SSFの転換されたＨ株式には適用されるが、MOFおよび匯金公司が保有
するＡ株式に対する上記のロックアップは、MOFおよび匯金公司の転換されたＨ株式には適用されない。「第
二部-第５-１-（２）発行済株式総数及び資本金の推移」を参照のこと。MOF、匯金公司またはSSFが保有する
転換されたＨ株式が、将来売却されるかまたは売却されると認識された場合は、当行Ｈ株式の取引価格に悪影
響を及ぼす可能性がある。

（４）過去に宣言された配当金は、今後の配当政策の指標とはならない可能性がある。

　トラックレコード期間において配当金が支払われることはなかった。2010年４月21日開催の臨時株主総会に
おいて、2009年12月31日に終了した事業年度に係る200億人民元の現金配当が承認された。また、同株主総会に
おいて、2010年６月30日に終了する６ヶ月間にかかる特別現金配当案も承認された。グローバル・オファリン
グの潜在的投資家は、当該特別配当に対する権利を有しておらず、当該特別配当は2010年６月30日現在の登録
株主に対してのみ分配される。今後の配当の宣言は当行取締役会により提案され、配当金額は、当行の経営成
績、財政状態、今後の事業見通しおよび当行取締役会が重要と考えるその他の要因など様々な要因に左右され
る。当行の配当政策の詳細については、「第二部-第５-２ 配当政策」を参照のこと。当行は、将来において配
当金を支払うかどうか、また、配当金支払いの時期を保証することはできない。

（５）当行は、投資家に対して、新聞記事もしくはその他のマスコミ報道に含まれるＡ株式オファリングおよびグ
ローバル・オファリングに関する情報またはＡ株式オファリングに関連して当行が発表する情報には一切依
拠しないよう強く注意を喚起する。

　本書の日付前に、または本書の日付以降グローバル・オファリングの完了前に、当行、Ａ株式オファリングお
よびグローバル・オファリングに関して新聞またはマスコミによって報道がなされる可能性がある。かかる
新聞記事またはその他マスコミの報道には、当行およびＡ株式オファリングに関する情報など、Ａ株式オファ
リングの一環で当行が中国において開示した一定の事由または情報について言及されている可能性がある。
Ａ株式オファリングに関連して当行が発表するプロスペクタス（目論見書）およびその他の情報は、グロー
バル・オファリングに適用されるものとは異なる中国の規制要件および市場慣行に基づくものである。当行
Ｈ株式に関する投資判断においては、本書に記載された情報および日本での当行による公式発表にのみ依拠
されたい。当行は、当行Ａ株式もしくは当行Ｈ株式、Ａ株式オファリングもしくはグローバル・オファリング
または当行に関して、新聞またはその他マスコミが報道する情報の正確性または完全性、および新聞またはそ
の他マスコミで報じられる予想、見解または意見の公正性または適切性について一切の責任を負うものでは
ない。当行は、かかる情報または報道のいずれについても、その適切性、正確性、完全性または信頼性について
表明を行っていない。従って、潜在的投資家は、当行のグローバル・オファリングにおける投資の判断を行う
にあたり、かかる情報、報道または刊行物のいずれにも依拠しないよう留意されたい。

　当行はまた、Ａ株式オファリングに関連して、当行Ａ株式に関するプロスペクタスの発行を含む当行および
Ａ株式オファリングに関する一定の公式の開示を中国において行わなければならない。かかる情報は、グロー
バル・オファリングには適用のない中国における規制要件に基づいて、Ａ株式オファリングに関連して発表
されるものである。当行のＡ株式オファリングに関する開示の一部は香港証券取引所のウェブサイトで公表
される。

　しかしながら、Ａ株式オファリングに関するかかる情報およびプロスペクタスは本書の一部を構成するもの
ではなく、今後もその予定はない。Ｈ株式の潜在的投資家は、当行Ｈ株式の購入について判断するにあたり、本
書に記載された財務、事業およびその他の情報にのみ依拠されたい。グローバル・オファリングにおいて当行
Ｈ株式の購入を申し込むことにより、投資家は、本書に記載された情報以外の一切の情報に依拠しないことに
同意したものとみなされる。

 

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

 16/588



第二部【企業情報】

第１【本国における法制等の概要】

１【会社制度等の概要】

（１）【提出会社の属する国・州等における会社制度】

中国法

中国の会社法

当行は、中国において株式有限会社として設立され、香港証券取引所における上場を申請しているため、主に以下
の3つの中国の法令の適用を受ける。

?　1993年12月29日の全国人民代表大会の常任委員会において制定され、1994年7月1日に施行され、1999年12月25
日、2004年8月28日および2005年10月27日に改正された中国の会社法（以下「中国会社法」という。）

?　1994年8月4日に国務院が制定した株式有限会社による株式の国外募集および上場に関する特別規定（以下「特
別規定」という。）

?　1994年8月27日に国務院証券委員会および国家経済体制改革委員会によって合同で制定され、国外上場を予定す
る株式有限会社として当行がその定款に組み込まなければならない国外上場を予定する会社の定款に含まれ
るべき必須条款（以下「必須条款」という。）

 

概要

「株式有限会社」とは、中国会社法に基づき設立された法人であり、その登録資本は、額面金額の等しい株式に分
割される。その株主の責任は当該株主が保有する株式の範囲内に限られ、会社の責任はその所有するすべての資産の
総額に限られる。

会社の登録資本は、SAICにおいて登録されている会社の払込資本金の額に等しい。

会社の同一の種類の株式は、すべて同順位であり、等しい権利を有する。会社は、株主総会において会社の株主の承
認を得て新株式を発行することにより、会社の株式資本を増加することができる。同一の種類の株式の発行における
条件および払込金額は、同一でなければならない。会社は、株式を額面金額で発行するかまたはそれを上回る金額で
発行することができるが、額面金額を下回る金額でこれを発行することはできない。

中国法に従い、額面金額が人民元建てであり、かつ人民元で引き受けられる会社のＡ株式は、中国法人、自然人、
QFIIおよび海外の戦略的投資家によってのみ引き受けられるかまたは取引される。人民元建てであり、かつ人民元以
外の通貨で引き受けられる会社のＨ株式は、中国のQDIIならびに香港、マカオおよび台湾または中国以外の国および
地域の投資家（以下「外国投資家」という。）によってのみ引き受けられ、かつ取引される。

会社が外国投資家に対して発行する株式および国外で上場される株式は、記名式で額面金額が人民元建てであり、
かつ外貨で引き受けられなければならない。香港、マカオおよび台湾を含む海外の投資家が購入し香港に上場される
株式（Ｈ株式を含む。）は、「国外上場外国株」と称される。

会社は、記名式で発行された株式全部について株主名簿を作成しなければならない。株主の詳細、各株主が保有す
る株式の数および株主が当該株式の保有者となった日等の情報は、株主名簿に記載されなければならない。

また、会社は、株主総会における株主の承認を得て、一定の手続に従い、かつ、中国会社法に基づく最低登録資本要
件を充たすことを条件として、登録資本を減少することができる。

会社の株式は、中国会社法、中国証券法および特別規定等の関連法令に従って譲渡することができる。

設立

会社は、発起設立または募集設立の方法により設立される。発起設立とは、発起人が、会社の発行するすべての株式
を引き受けて会社を設立する方式をいう。募集設立とは、発起人が会社の発行する株式の一部を引き受け、その他の
部分を募集または特定の引受人に対する募集を行って会社を設立する方式をいう（中国会社法第78条）。

会社は、2名以上200名以下の発起人により設立されなければならず、発起人の過半数は、中国国内に住所を有する
者でなければならない（中国会社法第79条）。

 

株式

会社は、記名式株券または無記名式株券を発行することができる。ただし、発起人および法人に対して発行される
株式は、記名式株券でなくてはならず、異なる名義または代表者の名義で記載されてはならない。株式の発行は、公平
および公正の原則によらなくてはならず、同一種類の株式はいずれも同等の権利を有する。同時に発行する同一種類
の株券の1株当たりの発行条件および金額は均一でなければならず、いかなる団体または個人が引き受ける株式も、1
株当たりの払込価額は均一でなければならない。
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中国証券法に従って、証券取引所を通じた証券取引により、投資者が上場会社の発行株式の5％を自らまたは合意
その他の取決めにより他人と共同して保有する場合、当該事由の発生後3日以内に、国務院証券監督管理機構および
証券取引所に対し、書面で報告を行い、また、当該上場会社に通知し、かつ公告を行わなければならない。この期間中、
当該上場会社の株式を売買することはできない（中国証券法第86条）。

増資

中国会社法および中国証券法に基づき、会社が新株の公開発行により増資をする場合、株主総会において株主の承
認を受け、かつ以下の条件を充たさなければならない（中国証券法第13条）。

(ⅰ)　 健全で、かつ良好に機能する組織機構を備えていること。

(ⅱ)　 持続的に利益を得る能力を備え、財政状態が良好であること。

(ⅲ)　 直近3年間の財務会計文書に虚偽の記載がなく、かつ、その他の重大な違法行為がないこと。

(ⅳ)　 国務院の認可を経て国務院証券監督管理機構が定めたその他の条件。

 

減資

会社は、最低登録資本要件を充たす範囲で、中国会社法が規定した以下の手続に従い、その登録資本を減少する
（中国会社法第178条）。

(ⅰ)　 会社は、貸借対照表および財産目録を作成しなければならない。

(ⅱ)　 登録資本の減少は、株主総会において、株主により承認されなければならない。

(ⅲ)　 会社は、減資を承認する決議案の可決後、債権者に対して10日以内に減資の事実を通知し、30日以内に
減資の新聞公告を行わなければならない。

(ⅳ)　 会社の債権者は、法定期間内に、会社に対し、債務の弁済または当該債務について相当の担保の提供を
要求することができる。

(ⅴ)　 会社は、関連工商行政管理機関に対して、登録資本の減少について、登記手続を申請しなければならな
い。

自己株式の取得

会社は、次の場合を除いて、自己株式を取得することができない。

(ⅰ)　 減資を行う場合

(ⅱ)　 会社の株式を保有する他の会社と合併する場合

(ⅲ)　 会社の従業員にストック・オプションを付与する場合

(ⅳ)　 株主が、株主総会で行った会社の合併または分割の決議に異議があり、会社に対してその株式の買取
りを要求した場合

上記(ⅰ)から(ⅲ)の理由で自己株式を取得する場合、会社は、株主総会の決議を経なければならない。会社は、上記
に従い自己株式を取得した後、(ⅰ)の場合は取得の日から10日以内に当該株式を消却し、(ⅱ)の場合および(ⅳ)の場
合は、6ヶ月以内に譲渡または消却しなければならない（中国会社法第143条）。

株式の譲渡

株式は、関連法令に従い譲渡することができる（中国会社法第138条）。株主は、法律に基づき設立された証券取引
所において、または国務院が規定したその他の方法によって、株式の譲渡を行うことができる（中国会社法第139
条）。記名式株券は、裏書または適用法令の定めるその他の方式により譲渡することができる。発起人株式は、会社の
設立日から1年以内に譲渡することができず、また、会社の株式公開発行の前に発行された株式は、証券取引所におけ
る上場取引の日から1年以内に譲渡することができない（中国会社法第142条第1項）。

株主

会社の株主は、会社の定款に記載された権利および義務を有する。会社の定款は、各株主を拘束する。

中国会社法および関連する法令に基づき、株主は、以下の権利を有する。

(ⅰ)　 自らまたは代理人に委任して株主総会に出席し、その保有する株式数に応じて議決権を行使するこ
と。

(ⅱ)　 中国会社法および会社の定款に従って、法律により設立された証券取引所において株式の譲渡を行う
こと。

(ⅲ)　 会社の定款、株主総会議事録および財務会計報告書を閲覧し、会社の業務について提案および質問を
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行うこと。

(ⅳ)　 株主総会または取締役会において可決された決議案が、何らかの法律もしくは行政法規に違反する
か、または株主の合法的権益を侵害する場合、裁判所に申請を提出し、違法な権利侵害行為の停止を
求めること。

(ⅴ)　 保有する株式数に応じて配当を受けること。

(ⅵ)　 会社の終了または清算にあたり、その保有する株式数に応じて残余財産を受領すること。

(ⅶ)　 法令および会社の定款が定めるその他の株主権。

株主総会

株主総会は、会社の機関であり、中国会社法に従って、その権限を行使する。

株主総会は、以下の権限を行使する。

(ⅰ)　 会社の経営計画および投資計画を決定すること。

(ⅱ)　 従業員の代表以外の取締役を選任および解任し、また、当該取締役の報酬に関する事項を決定するこ
と。

(ⅲ)　 従業員の代表以外の監査役を選任および解任し、また、当該監査役の報酬に関する事項を決定するこ
と。

(ⅳ)　 取締役会の報告書を審議し承認すること。

(ⅴ)　 監査役会の報告書を審議し承認すること。

(ⅵ)　 会社の年度財務予算案および決算案を審議し承認すること。

(ⅶ)　 会社の利益処分案および損失補填案を審議し承認すること。

(ⅷ)　 会社の登録資本の増加および減少について承認すること。

(ⅸ)　 会社の社債発行について承認すること。

(ⅹ)　 会社の合併、分割、解散および清算ならびに会社形態の変更等の事項について承認すること。

(ⅺ)　 会社の定款を変更すること。

(ⅻ)　 会社の定款が定めるその他の権限（中国会社法第100条、同法第38条第1項）。

定時株主総会は、毎年1回開催される。以下のいずれかの事由が発生した場合、2ヶ月以内に臨時株主総会を開催し
なければならない。

(ⅰ)　 取締役の数が中国会社法の定める数を下回るか、または会社の定款に定められた数の3分の2を下回っ
た場合

(ⅱ)　 補填されていない会社の損失額が、会社の払込済株式資本総額の3分の1に達した場合

(ⅲ)　 会社の株式の10％以上を保有する株主の請求があった場合

(ⅳ)　 取締役会が必要と判断した場合

(ⅴ)　 監査役会がその開催を提案した場合

(ⅵ)　 会社の定款が定めるその他の場合

株主総会は、取締役会により招集され、また、取締役会会長が議事進行を行う。

株主総会の開催通知は、中国会社法に基づき、株主総会の20日前までに（中国会社法第103条）、また、特別規定お
よび必須条款に従う場合は45日前までになされなければならず、総会の日時、場所および審議事項をすべての株主に
対し通知する。特別規定および必須条款に基づき、株主総会に出席予定の株主は、株主総会開催の20日前までに、会社
に対して株主総会出席の書面回答を会社に送付しなければならない。特別規定に基づき、会社の議決権の5％以上を
有する株主は、会社の定時株主総会において、会社に対し、新しい議案を書面で提出する権利を有し、当該議案が株主
総会の権限の範囲に属するときは、当該株主総会の議案に組み入れなければならない。株主総会に出席した株主は、
その保有する株式1株につき1議決権を有する。

株主総会の決議は、株主総会の出席株主（代理人が代理する株主を含む。）の議決権の過半数により可決される。
ただし、会社の定款の変更、増資または減資に関する決議および会社の合併、分割、解散または会社形態の変更に関す
る決議については、株主総会の出席株主（代理人が代理する株主を含む。）の有する議決権の3分の2以上の賛成を要
する。

必須条款に従って、株式資本の増加もしくは減少、いずれかの種類の株式、コール・オプション、ワラントもしくは
その他類似の証券または社債の発行、会社の分割、合併、解散および清算、会社の定款の変更ならびに株主の普通決議
に基づいて特別決議により承認されるべきと判断されたその他の事項は、株主総会の出席株主の有する議決権の3分
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の2以上による可決を必要とする特別決議により承認されなければならない。株主は、議決権の行使範囲を明記した
書面による委任状により代理人に授権委任し、株主総会に出席させることができる。

中国会社法には、株主総会の定足数に関する規定は存在しない。ただし、特別規定および必須条款は、会社が株主総
会開催日の20日前までに、会社の議決権の50％以上の株式を保有する株主による出席の回答を受領した場合にのみ
株主総会を開催することができる。当該50％の規定が達成できない場合においては、会社は、回答受領期間の最終日
から5日以内に、株主総会における審議予定事項ならびに株主総会の日時および場所を、公告形式で再度株主に通知
し、この通知を経た後で株主総会を開催することができる旨を定めている。

取締役

会社は、取締役会を設置しなければならず、その構成員は、5名から19名でなければならない。中国会社法により、取
締役の任期は、3年を超えてはならない。取締役は、再選により再任されることができる。民事行為能力を有しないか、
または民事行為能力が制限されている者は、会社の取締役を務めることはできない。取締役会は、1名の取締役会会長
を任命し、取締役会会長は、すべての取締役の過半数により選任される。

取締役会は、少なくとも毎年2回開催しなければならない。取締役会の開催通知は、当該取締役会の少なくとも10日
前までに、すべての取締役および監査役に対して送付されなければならない。臨時取締役会を開催する場合、取締役
会は、別途、通知方法および通知期間を定めることができる。

中国会社法に基づき、取締役会は、以下の権限を行使する（中国会社法第109条第4項、同法第47条）。

(ⅰ)　 株主総会を招集し、株主総会に対して業務報告を行うこと。

(ⅱ)　 株主総会の決議を実行すること。

(ⅲ)　 会社の経営計画および投資計画を決定すること。

(ⅳ)　 会社の年度財務予算案および決算案を作成すること。

(ⅴ)　 会社の利益処分案および損失補填案を策定すること。

(ⅵ)　 会社の登録資本の増加案および減少案ならびに社債発行案を策定すること。

(ⅶ)　 会社の合併、分割、解散または会社形態の変更案を策定すること。

(ⅷ)　 会社の内部管理システムの設置を決定すること。

(ⅸ)　 会社の総経理の選任または解任、総経理の指名に基づく会社の副総経理および財務責任者の選任また
は解任およびこれらの報酬に関する事項を決定すること。

(ⅹ)　 会社の基本運営管理制度を制定すること。

(ⅺ)　 会社の定款が定めるその他の権限。

取締役会の決議が法律、行政法規、会社の定款または株主総会決議に違反し、会社に著しい損害を与えた場合、決議
に参加した取締役は、会社に対して損害賠償責任を負う。ただし、決議の際に異議を表明し、かつこれを議事録に記載
したことが証明された場合、当該取締役は、責任の免除を受けることができる（中国会社法第113条第3項）。

 

監査役

会社は、監査役会を設置しなければならず、その構成員は3名を下回ってはならない。監査役の任期は3年で、再選に
より再任されることができる。監査役会は、株主代表および適切な割合の従業員代表からなり、そのうち、従業員代表
の比率は全体の3分の1を下回ってはならない。取締役および幹部役員は、監査役を兼任することができない。

監査役会は、以下の権限を行使する（中国会社法第119条第1項、同法第54条）。

(ⅰ)　 会社の財政状態を監査すること。

(ⅱ)　 取締役および幹部役員（総経理、副総経理、財務責任者、上場会社の取締役会秘書役および定款で定め
るその他の者をいう（中国会社法第217条第1号）。以下同じ。）の職務の執行を監督し、法律、行政法
規、会社の定款または株主総会の決議に違反した取締役および幹部役員につき、解任を提案するこ
と。

(ⅲ)　 取締役または幹部役員の行為が会社の利益を害する場合に、取締役または幹部役員に対して、そのよ
うな行為の是正を要求すること。

(ⅳ)　 臨時株主総会の開催を提案し、また、取締役会が、中国会社法の定めによる株主総会の招集および主宰
の職責を果たさない場合に、株主総会を招集し、これを主宰すること。

(ⅴ)　 株主総会に対して議案を提出すること。

(ⅵ)　 中国会社法第152条の規定（株主代表訴訟の項を参照のこと。）に基づき、取締役および幹部役員に対
し、訴訟を提起すること。
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(ⅶ)　 会社の定款が定めるその他の権限。

監査役は、取締役会に出席することができる。

総経理

会社の総経理は、取締役会により選任または解任され、取締役会に対して責任を負わなければならない。総経理は、
以下の権限を行使することができる。

(ⅰ)　 会社の生産業務、経営業務および管理業務を監督し、取締役会決議の実施を手配すること。

(ⅱ)　 会社の経営計画および投資計画の実施を手配すること。

(ⅲ)　 会社の内部統制システムの構築計画を策定すること。

(ⅳ)　 会社の基本運営管理制度を制定すること。

(ⅴ)　 会社の内部規則を制定すること。

(ⅵ)　 副総経理および財務責任者の選任および解任を提議し、その他の管理担当役員（取締役会により任命
または解任する旨定められている者を除く。）を任命し、解任すること。

(ⅶ)　 取締役会に出席すること。

(ⅷ)　 取締役会により付与されたその他の権限。

取締役、監査役、総経理および幹部役員の職責

取締役、監査役、総経理または幹部役員が職責を履行するにあたり法律、行政法規または会社の定款に違反し、その
結果、会社に損害が生じた場合、会社に対して個人的に責任を負う。

株主による直接の訴訟提起

取締役または幹部役員が法律、行政法規または会社の定款の規定に違反し、株主の利益に損害を与えた場合、株主
は、裁判所に訴訟を提起することができる（中国会社法第153条）。

株主代表訴訟

取締役または幹部役員が、会社の職務を執行するにあたり、法令または定款に違反し、会社に損害を与えた場合、損
害賠償責任を負わなければならず、有限責任会社の株主および連続して180日以上単独でまたは共同で会社の100分
の1以上の株式を有する株式有限会社の株主は、監査役会または監査役会を設置していない有限責任会社の監査役に
対して、裁判所に訴訟を提起することを書面により請求することができる。監査役が、会社の職務を執行するにあた
り、法律、行政法規または定款に違反し、会社に損害を与えた場合、損害賠償責任を負わなければならず、上記の株主
は、取締役会または取締役会を設置していない有限責任会社の執行取締役に対して、裁判所に訴訟を提起することを
書面により請求することができる。

監査役会もしくは監査役会を設置していない有限責任会社の監査役または取締役会もしくは執行取締役が、株主
による上記の書面請求の後において、訴訟の提起を拒絶した場合、請求を受領した日から30日以内に訴訟を提起しな
かった場合、または、緊急事態であり、直ちに訴訟を提起しなければ、これにより会社の利益に対し回復し難い損害を
与えるおそれがある場合は、上記の株主は、会社の利益のため自己の名義で、直接的に、裁判所に訴訟を提起すること
ができる。

第三者が会社の合法的権益を侵害し、会社に対して損害を与えた場合、上記の株主は、上記に従って裁判所に訴訟
を提起することができる（中国会社法第152条）。

財務会計

会社は、法律、行政法規および関連政府当局の規定に従って財務会計システムを構築しなければならない。また、各
会計年度末において財務報告書を作成し、法令に従い会計事務所の監査を受けることを要する。

会社の財務報告書は、定時株主総会開催の少なくとも20日前までに会社に備え置き、株主の閲覧に供されなければ
ならない。株式を公開している会社は、その財務報告書を公告しなくてはならない。

各年の税引後利益の配当を行うにあたり、会社は、その10％を積み立て、法定準備金に組み入れなければならない
（ただし、当該準備金が会社の登録資本の50％に達している場合を除く。）。

会社の法定準備金が以前の年度の会社の損失を補填するに足りない場合、当年度の利益は、法定準備金への組入れ
をする前に、損失を補填するために使用しなければならない。

会社の税引後利益の中から法定準備金を積み立てた後、株主総会の決議を経て、税引後利益の中から任意準備金を
積み立てることができる（中国会社法第167条第3項）。

会社による損失の補填および法定準備金の積立て後の余剰利益は、株主の持株比率に応じて分配することができ
る。
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会社の資本準備金には、会社の発行株式の額面超過金および関連政府当局が資本準備金とみなすべきことを定め
ているその他の金額が含まれる。

会社の準備金は、会社の損失を補填するため、会社の事業運営を拡大するため、または資本への組入れのために用
いることができる。ただし、資本準備金は、損失の填補のために用いることができない。法定準備金を資本に組み入れ
る場合、残存する当該準備金は、組入れによる増加前における登録資本の25％を下回ってはならない（中国会社法第
169条）。

会計事務所の選任および退任

特別規定により、会社は、独立し、資格を有する会計事務所を任用し、会社の年度報告の監査ならびにその他の財務
書類の検討および検査を求めなければならない。会計事務所の任用期間は、会社の定時株主総会の終了時から次回の
定時株主総会の終了時までの期間である。

会社が会計事務所を解任し、または不再任とする場合、会社は、特別規定に基づき、会計事務所に対して事前に通知
しなければならず、また、会計監査人は、株主総会において、株主に対し意見を述べることができる。会社による会計
事務所の選任、解任または不再任は、株主総会が決定し、CSRCに届け出るものとする。

利益配当

特別規定は、Ｈ株式の保有者に対して支払われる配当金およびその他の金員は、人民元により計算して宣言し、か
つ外貨により支払う旨を定める。必須条款に基づき、株主に対する外貨の支払いは、受取代理人を介して行われる。

解散および清算

中国会社法に基づき、以下のいずれかの事由が発生した場合、会社は解散しなければならない（中国会社法第181
条）。

(ⅰ)　 会社の定款に定められた経営期間が満了し、または会社の定款において定められた解散事由が発生し
た場合

(ⅱ)　 株主総会が解散を決議した場合

(ⅲ)　 合併または分割により解散する必要がある場合

(ⅳ)　 法により営業許可証を剥奪され、閉鎖を命じられ、または取り消された場合

(ⅴ)　 裁判所が中国会社法第183条の規定（少数株主による解散請求の規定）に基づき解散させた場合

会社の経営管理に重大な困難が生じ、会社の存続が株主の利益に重大な損害を与える場合であって、他の方法によ
りこれを解決することができないときは、会社の全株主の議決権の10％以上を有する株主は、裁判所に対し、会社の
解散を請求することができる（中国会社法第183条）。

株式の権利内容

Ａ株式およびＨ株式は、会社の株式資本における普通株式である。Ａ株式は中国（香港、マカオおよび台湾を除
く。）の法人もしくは自然人またはCSRCに認可されたQFIIの間でのみ引き受けられ、取引され、かつ、人民元にて引き
受けられ、取引される。Ｈ株式に関するすべての配当は人民元建てで宣言され、香港ドル建てで会社が支払う。一方、
Ａ株式に関するすべての配当は人民元建てで会社が支払う。

上記の点を除き、株主への通知および財務報告書の送付、紛争解決、株主名簿の別分冊への当行株式の登録、株式の
譲渡方法ならびに配当受取機関の委任等の面に関して、Ａ株式とＨ株式はすべての点において同等の権益を享受し、
特に、本書の日付以後に公表され、配当され、または支払われるすべての配当または割当てに関して同等の権益を有
する。ただし、Ａ株式の譲渡については、中国で随時発効する規制に従う。

株券の遺失

株主名簿に登録されているすべての株主、または株主名簿にその氏名もしくは名称を登録することを要求する者
は、株券を遺失した場合、会社に対し、当該株式（すなわち、原株券に係る株式）につき新たな株券を発行するよう申
請することができる。

Ａ株式の株主が株券を紛失し、新たな株券の発行を申請する場合は、中国会社法第144条の規定に従って処理され
る。

国外上場外国株の株主が株券を紛失し、新たな株券の発行を申請する場合は、国外上場外国株の株主名簿の正本が
存在する場所の法律、証券取引所規則またはその他の関連規定によって処理される。

 

中国証券法

中国証券法は1999年7月1日に施行され、2004年8月28日および2005年10月27日に改正された。中国証券法は中国の
証券市場を包括的に規制するものであり、とりわけ証券の発行および取引、上場企業による買収ならびに証券取引
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所、証券会社および国務院の証券規制当局の義務および責任に関する条文を有している。中国証券法は、海外で当行
の株式を発行または上場するためには当行はCSRCの承認を得なければならないと規定している。

CSRCは中国における証券の監督および規制機関であり、証券取引の監督および規制のみならず、証券に関する政策
の制定、証券に関する法および規則の起草、証券市場、市場仲介者および市場参加者の監督ならびに中国企業による
国内および海外における証券の公募の監督および規制に関して責任を負う。

現在、海外で発行される株式（Ｈ株式を含む。）の発行および上場は、主に国務院およびCSRCが公布した一連の法
律および規則により規制されている。当行の株式の海外における上場については、特別規則を遵守しなければならな
い。

 

（２）【提出会社の定款等に規定する制度】

以下は、当行の定款の一部の規定を要約したものである。以下に含まれる情報は、要約の形を取っているため、潜在
的投資家にとって重要なすべての情報を含んでいない可能性がある。

当行は、中国において株式有限会社として設立された。定款は、当行の基幹文書の一部を構成する。

当行の定款は、2010年4月21日に条件付きで可決され、2010年4月26日にCBRCにより認可されており、当行の上場時
にその効力を生じる。

定款は、当行の本店において、閲覧に供される。

 

　(a)　種類株式

種類株主とは、異なる種類の株式を保有する株主である。

種類株主は、法律、行政法規および定款によって定められた権利を有し、義務を負う。

その他の種類株主のほか、国内上場株式および国外上場株式を保有する株主は、それぞれ種類株主とみなされる。

 

　(b)　取締役

取締役会

当行は、定款に従い、7名以上17名以下の取締役（執行取締役、非執行取締役および独立取締役を含む。）により構
成される取締役会を設置している。取締役会の構成員の正確な人数は、株主総会により決定される。定款に従い、独立
取締役は3名以上でなければならず、その資格要件は、監督当局の要求に沿ったものでなければならない。執行取締役
の数は、取締役会の構成員の総数の3分の1以下とする。取締役会会長および副会長は、取締役により指名され、取締役
会の構成員の過半数により選任されるものとする。

取締役会は、株主総会に対して責任を負う機関であり、以下の機能を果たし、権限を行使する。

・　株主総会の招集および株主総会への業務報告

・　株主総会決議の実行

・　開発戦略（三農に関する開発戦略を含む。）の決定

・　経営計画および投資計画の決定

・　リスク資本分配案の決定

・　年度財務予算案および決算案の作成

・　利益処分案および損失補填案の策定

・　登録資本の増加案または減少案に関する計画の策定

・　社債およびその他の有価証券の発行案および上場案の策定

・　当行の合併、分割、解散または会社形態の変更に関する計画の策定

・　自己株式取得案の策定

・　基本内部管理システムならびにリスク管理システムおよび内部統制システムの策定ならびにこれらの制度お
よび方針の実行の監督

・　幹部役員の全体的なリスク管理報告の審議および承認ならびにリスク管理の有効性の評価およびその改善

・　定款、株主総会議事規則および取締役会議事規則ならびに企業統治規則の変更案および改正案策定

・　総裁によって提案された、総裁業務規則の審議および承認

・　株主総会の授権に基づく、重要な法人の設立、合併および買収、重要な投資、重要な資産の購入、重要な資産の処
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分、重要な資産の減価償却ならびに重要な担保の提供の決定

・　総裁および取締役会秘書役の任命および解任

・　総裁の指名に基づく副総裁およびその他の幹部役員（取締役会秘書役を除く。）の任命および解任

・　単独または共同で当行の議決権の10％以上の株式を保有する株主、取締役会会長、取締役の3分の1以上または
独立取締役の半数以上（最低2名）の提案に基づく指名および報酬委員会の主席および委員の選任ならびに
指名および報酬委員会の指名に基づく他の委員会の主席および委員（戦略計画委員会の主席を除く。）の選
任

・　取締役の業績評価方法ならびに取締役および監査役の報酬制度（監査役会の評価を受けることを要する。）の
策定ならびに承認を受けるための株主総会への提案

・　幹部役員の報酬の決定、業績の評価およびインセンティブの査定

・　内部の事業部門、第一級の国内支店および国外支店、直属支店ならびにその他の直轄機構もしくは国外機構の
設立の決定または総裁に対するかかる決定の授権

・　コーポレート・ガバナンスの定期的な評価およびその改善

・　株式インセンティブ・プランの策定

・　情報開示の管理

・　会計事務所の任用、解任および不再任に関する株主総会への提案

・　関連取引の審議および承認または関連取引監視委員会に対するその承認の授権ならびに株主総会に対する関
連取引および関連取引管理規則の実行の報告

・　委員会による提案の審議および承認

・　関連する監督条件に従い、すべての取締役がその任務遂行のために十分な情報を得ることを確保するための、
総裁の報告の聴取および幹部役員がその任務を効果的に遂行することを確保するための、幹部役員の業績の
評価

・　法律、行政法規、部門規則および定款により要求され、または株主総会により授権された機能

 

取締役会会長

取締役会会長は、以下の職務を行い、権限を行使するものとする。

・　株主総会の主宰および取締役会を代表しての株主総会への報告

・　取締役会の招集および取締役会の主宰

・　取締役会決議の実行の監督および調査

・　当行の株券、社債券およびその他の有価証券への署名

・　当行の法律上の代表者が署名すべきその他の書類への署名

・　関連する法律、行政法規、部門規則および定款により与えられ、または取締役会により授権されたその他の職務
および権限

取締役会会長がその職務および権限を行うことができないか、または行わない場合、副会長が会長を代理するもの
とし、副会長がその職務および権限を行うことができないか、または行わない場合、すべての取締役の半数以上に
よって選任された取締役が副会長を代理するものとする。

 

(ⅰ) 株式の割当ておよび発行の権限

定款には、取締役、監査役および幹部役員に対して株式の割当ておよび発行の権限を与える規定は存在しない。

当行の登録資本の増加に係るすべての提案は、株主総会の特別決議による承認を受けるために提出されなければ
ならない。かかる増加はすべて、関連主管機構の認可を前提とする。

 

(ⅱ) 当行またはその子会社の資産処分権限

固定資産の処分にあたり、取締役会が処分を予定する固定資産の見積額と、かかる処分の提案の前4ヶ月間に処分
された固定資産の総額との合計額が、株主総会で審議された直近の貸借対照表に記載された固定資産の額の33％を
超えるときは、取締役会は、当該処分につき株主総会の承認を得るまでは、当該固定資産の処分または処分の承認を
行ってはならない。

固定資産の処分には、資産に対する一部の権利および持分の移転を含むが、固定資産を担保に提供することを含ま
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ない。

当行が固定資産の処分のために行った取引の有効性は、上記の事項の影響を受けない。

 

(ⅲ) 職務の喪失に関する補償または給付

当行は、株主総会の事前の承認を前提として、取締役および監査役との間で、報酬事項に関する書面による契約に
署名するものとする。報酬事項には、以下が含まれる。

・　当行の取締役、監査役または幹部役員としての地位に対する報酬

・　当行の銀行子会社の取締役、監査役または幹部役員としての地位に対する報酬

・　当行およびその子会社の経営を支えるその他の職務に対する報酬

・　取締役または監査役の地位の喪失または退職にあたっての報酬

取締役および監査役は、上記の契約に基づく場合を除き、当行に対していかなる訴訟も提起してはならず、上記の
事項に関して自らが受領すべき利益を主張してはならない。

 

(ⅳ) 取締役、監査役および幹部役員に対する貸出

当行は、直接的または間接的に、その取締役、監査役および幹部役員に対して貸出または貸出の担保を提供しては
ならず、かかる者の関係者に対してもこれらを提供してはならない。

以下の場合、上記の禁止は適用されない。

・　当行が、その子会社に対して貸出または貸出の担保を提供する場合

・　当行が、株主総会で承認された雇用契約に従い、当行の取締役、監査役および幹部役員に対して、かかる者によ
る当行のための支払いまたはかかる者の職務の遂行により生じた費用の支払いを可能にするために、貸出、貸
出の担保またはその他の資金を提供する場合

・　通常の取引条件により取締役、監査役および幹部役員ならびにかかる関係者に対する貸出または貸出の担保を
提供する場合

 

(ⅴ) 株式の購入に対する財務的援助

当行またはその子会社は、当行の株式の購入者または潜在的購入者に対して、その時期および方法を問わず、いか
なる財務的援助も提供してはならない。上記の当行の株式の購入者には、当行の株式の購入により直接的または間接
的に債務を負う者が含まれる。

当行またはその子会社は、上記の債務者が当行の株式の購入または購入の意図により負担する債務を軽減または
免除することを目的として、その時期および方法を問わず、いかなる財務的援助も提供してはならない。

以下の行為は、禁止されていない。

・　当行が自らの利益のために誠実に行い、かつその主たる目的が当行の株式の購入でない場合、またはそれが当
行の全体的な計画の付随的な一部である場合の財務的援助

・　配当の形による当行の財産の合法的な分配

・　株式の形による配当の分配

・　定款に従った登録資本の減少、株式の取得および株式構造の構成等

・　経営範囲内であり、かつ通常の業務の過程における、当行による貸出の提供（ただし、これにより当行の純資産
が減少しないこと、またはこれにより純資産が減少する場合には、当行の配当可能利益から財務的援助が拠出
されることを要する。）

・　従業員持株制度に対する当行からの資金の提供（ただし、これにより当行の純資産が減少しないこと、または
これにより純資産が減少する場合には、当行の配当可能利益から財務的援助が拠出されることを要する。）

上述の財務的援助は、以下の方法を含むが、これらに限定されない。

・　贈与

・　担保（債務者の債務の履行を担保するための、保証人による債務の負担または財産の提供を含む。）、補償（当
行の過失に起因する補償を除く。）および免責または権利の放棄

・　貸出の提供または当行がその他の当事者に先立って債務を履行することとなる契約の締結、当該貸出および契
約の当事者の変更ならびに当該貸出および契約に係る権利の譲渡

・　当行が履行不能であるか、もしくは純資産を有しない状況におけるその他一切の形態の当行による財務的援
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助、または純資産を著しく減少させるような財務的援助

上記の義務は、契約への署名もしくは合意の締結に起因する義務者の義務、またはその他すべての方法でその財務
状況に変更を生じさせる義務者の義務（上記の契約もしくは合意が実行可能であるか否か、または当該義務を義務
者が単独で負うか他者と共同で負うかを問わない。）を含むものとする。

 

(ⅵ) 当行またはその子会社との契約上の利害関係の開示

当行の取締役、監査役および幹部役員が、直接的または間接的に、当行が署名し、または計画している契約、取引ま
たは合意（当行と、その取締役、監査役および幹部役員との間の雇用契約を除く。）に関係する場合、それらの者は、
当該事項が一般に取締役会の承認を要するか否かを問わず、当該関係の内容および程度を取締役会に報告しなけれ
ばならない。

当該事項が、利害関係を有する取締役、監査役および幹部役員により取締役会に開示され、かつ、それらの者を定足
数に含めず、決議に参加させない取締役会において承認されない限り、当行は、相手方が当該取締役、監査役および幹
部役員の義務違反につき善意であった場合を除き、当該契約、取引または合意を取り消す権利を有する。

当行の取締役、監査役および幹部役員は、その関係者が特定の契約、取引または合意につき利害関係を有する場合
にも、利害関係人として扱われる。

 

(ⅶ) 報酬

取締役の報酬は、株主総会の事前の承認を受けることを要する。

 

(ⅷ) 辞任、任命および解任

取締役の指名および選任

当行の取締役には、執行取締役、非執行取締役および独立取締役が含まれる。

取締役の候補者は、取締役会または単独もしくは共同で当行の議決権付株式総数の5％以上を保有する株主により
指名され、株主総会により選任される。

取締役会、監査役会および単独または共同で当行の議決権付株式総数の1％以上を保有する株主は、独立取締役の
候補者を指名することができ、かかる独立取締役は、株主総会により選任される。独立取締役の任期は、当行の他の取
締役の任期と同一とする。独立取締役就任のための資格要件は、国務院銀行業監督管理機構に提出され、その審査を
受けなければならない。

監査役の指名および選任

当行の監査役には、株主代表監査役、独立監査役および従業員代表監査役が含まれる。当行の従業員代表監査役の
比率は、監査役総数の3分の1を下回ってはならず、また当行は、2名以上の独立監査役を有するものとする。

株主代表監査役の候補者は、監査役会または単独もしくは共同で当行の議決権付株式の5％以上を保有する株主に
より指名され、当行の株主総会により選任される。

従業員代表監査役は、従業員により選任および解任される。

当行の独立監査役は、監査役会または単独もしくは共同で当行の株式の1％以上を保有する株主により指名され、
株主総会により選任される。

取締役の解任および辞任

株主総会は、任期満了前においては、正当な理由なくしていかなる取締役も解任してはならない。ただし、関連する
法律および行政法規に違反しない場合においては、株主総会は、普通決議によって取締役をその任期中に解任するこ
とができる（ただし、取締役による契約に基づく賠償の請求を妨げない。）。

取締役は、その任期満了前に辞任することができる。取締役が辞任しようとする場合、当該取締役は、取締役会に書
面による辞任届を提出する。取締役会は、その旨を2日以内に開示しなければならない。

取締役の任期満了時において新任の取締役を適時に選任することができないか、または取締役の辞任によって取
締役の数が法定の最低人数を下回ることとなる場合、当該取締役は、新たな取締役が選任され、かつその就任を承諾
するまでは、法律、行政法規および定款に従い、引続き自らの職務を行う。

取締役の辞任によって取締役の数が法定の最低人数を下回るという上記の場合を除き、取締役の辞任は、その旨が
取締役会に通知された時にその効力を生じる。独立取締役の辞任は、定款に従う。

定款には、定年による取締役の退任の有無に関する規定は存在しない。

監査役の解任および辞任

いかなる監査役も、その任期満了前においては正当な理由なく解任されない。
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監査役は、その任期満了前に辞任を申し出ることができる。辞任しようとする監査役は、監査役会に書面による辞
任届を提出する。取締役の辞任に関する規定は、監査役に対しても適用される。

 

(ⅸ) 借入権限

定款は、以下の規定を除き、借入権限の行使方法について明確に定めておらず、かかる借入権限の変更方法につい
ても明確に定めていない。

・　取締役会に対して、当行による社債またはその他の有価証券の発行案を策定する権限を与える規定

・　社債およびその他の有価証券の発行には、株主総会の特別決議による承認を要する旨を定める規定

 

(ⅹ) 取締役会の議事

取締役会の決議は、すべての取締役の投票数の過半数の賛成により承認および可決される。ただし、以下の事項は、
すべての取締役の投票数の3分の2以上の賛成により可決され、またこの場合、書面による決議を行ってはならない。

・　年度財務予算案および決算案

・　リスク資本分配案、利益処分案および損失補填案

・　登録資本の増加案または減少案

・　社債またはその他の有価証券の発行案および上場案

・　合併、分割、解散、清算および会社形態の変更案

・　株式取得案

・　定款の変更

・　株主総会の授権の範囲内における、重要な法人の設立、重要な買収および合併、重要な投資、重要な資産の購入、
重要な資産の処分、重要な資産の除却ならびに重要な担保に関する事項

 

　(c)　基幹文書の変更

当行は、法律、行政法規および定款の規定に従い、その定款を変更することができる。当行は、以下のいずれかの事
由が発生した場合、定款を変更する。

・　定款のいずれかの規定が、その時々における改正後の中国会社法ならびにその他の関連する法律および行政法
規に違反することとなった場合

・　当行につき、定款の特定の規定への違反を惹起するような変更があった場合

・　定款変更の決議が株主総会で可決された場合

関連する銀行監督機関の承認を要する定款変更はすべて、承認のために関連する銀行監督当局に申請するものと
する。登記を要する定款変更については、当行は、関連する法律に従いかかる変更を登記する。

 

　(d)　既存の株式または種類株式の権利の変更

当行による特定の種類株主の権利の変更または廃止は、当該変更または廃止が株主総会の特別決議および影響を
受ける当該種類株主が定款に従って招集した種類株主総会の決議によって承認された後にのみ、これを行うことが
できる。

以下の場合、種類株主の権利の変更または廃止とみなされる。

・　当該種類株式の数が増加もしくは減少した場合、または当該種類株式と同等かもしくはそれより多くの議決
権、配当受領権もしくはその他の特別な権利を有する種類株式の数が増加もしくは減少した場合

・　当該種類株式の全部もしくは一部が他の種類株式に変更された場合、他の種類株式の全部もしくは一部が当該
種類株式に転換された場合、またはかかる変更の権利が与えられた場合

・　当該種類株式に付された、未払配当金または累積配当金に対する権利が廃止または縮小された場合

・　当該種類株式に付された、当行の清算の過程における配当優先権または財産分配優先権が縮小または廃止され
た場合

・　当該種類株式に付された、株式転換権、オプション、議決権、譲渡権、株式発行における先買権または当行の有価
証券の取得権が追加、廃止または縮小された場合

・　当該種類株式に付された、特定の通貨で当行からの支払いを受領する権利が廃止または縮小された場合
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・　当該種類株式と同等かまたはそれより多くの議決権、配当受領権またはその他の特別な権利を有する新たな種
類株式が創設された場合

・　当該種類株式の譲渡または所有を制限し、または制限の強化がなされた場合

・　当該種類株式または他の種類株式の引受権、またはそれらへの転換権が発行された場合

・　他の種類株式の権利および特別な権利が拡大された場合

・　その過程において、異なる種類株主に異なる程度の責任を負わせることとなる当行の再編が行われた場合

・　上記の規定が変更または廃止された場合

利害関係を有する株主は、種類株主総会において議決権を行使することができない。利害関係を有する株主とは、
以下の意味を有する。

・　当行が、定款に従い、すべての株主に対して等しく持株数に応じた取得の申込みを行った場合、または証券取引
所の公開取引により取得を行った場合、「利害関係を有する株主」とは、定款に定義する支配株主をいう。

・　当行が、定款に従い、証券取引所外の相対取引により取得を行った場合、「利害関係を有する株主」とは、当該
取引に関係する株主をいう。

・　当行の再編計画においては、「利害関係を有する株主」とは、同一の種類株式のその他の株主よりも軽い責任
を負う株主、または同一の種類株式のその他の株主とは異なる利害関係を有する株主をいう。

種類株主総会の決議は、当該種類株主総会の出席株主が保有する議決権付株式の3分の2以上の賛成によってのみ
可決される。

以下の場合、種類株主の議決権に関する特別手続は適用されない。

・　当行が、株主総会の特別決議による承認後、12ヶ月ごとに個別または同時に国内上場株式および国外上場株式
を発行する場合であって、発行される国内上場株式および国外上場株式が、発行済みの同種の株式の20％を超
えない場合

・　当行の設立過程における国内上場株式および国外上場株式の発行計画が、国務院証券監督管理機構の認可日か
ら15ヶ月以内に完了する場合

・　当行の発起人の保有株式が、国務院証券監督管理機構または国務院の授権された証券審査認可機構の認可を得
て、国外上場株式に転換される場合

 

　(e)　資本の額の変更

登録資本の増加

当行は、事業および事業の発展のために必要がある場合、関連する法律に従い、株主総会の決議および関連主管機
構の認可を条件として、以下の方法でその登録資本を増加させることができる。

・　不特定の投資家に対する新株式の募集

・　特定の投資家に対する新株式の募集

・　既存の株主に対する新株式の割当て

・　資本準備金の組入れ

・　関連主管機構または法律および行政法規により認められるその他の方法

新株式の発行による当行の増資は、定款に従って承認された後、関連する法律および行政法規の定める手続に従っ
て行う。

登録資本の減少

当行は、定款の規定に従い、その登録資本を減少させることができる。

当行は、登録資本を減少させる場合、貸借対照表および財産目録を作成しなければならない。

当行は、登録資本の減少に係る決議の可決後10日以内に、債権者に対してその旨を通知し、30日以内に、当該決議の
公告を新聞に3回以上掲載するものとする。債権者は、書面による通知の受領から30日以内に、または書面による通知
を受領しなかった場合は最初の公告が行われた日から90日以内に、当行に対して、その債務の全額の支払いを求める
か、または返済のための相当の担保の提供を求めることができる。

当行の減資後の登録資本の額は、法定の最低限度額を下回ってはならない。

 

　(f)　過半数の賛成を要する特別決議

株主総会の決議は、(ⅰ)普通決議および(ⅱ)特別決議の2種類に分類される。
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株主総会の普通決議は、当該総会の出席株主（その代理人を含む。）が有する議決権付株式の過半数の賛成により
可決される。

株主総会の特別決議は、当該総会の出席株主（その代理人を含む。）が有する議決権付株式の3分の2以上の賛成に
より可決される。

以下の事項は、株主総会の特別決議によって可決されるものとする。

・　当行の登録資本の増加または減少

・　社債またはその他の有価証券の発行および上場

・　当行の合併、分割、解散、清算および会社形態の変更等

・　自己株式の取得

・　定款の変更

・　株式インセンティブ・プランの承認

・　重要な法人の設立、重要な買収および合併、重要な投資、重要な資産の処分、重要な資産の減価償却ならびに重
要な担保に関する事項等の提案の審議および承認、または取締役会に対するそれらの承認の授権

・　株主総会において、当行にとって重要であり、特別決議による承認を要すると判断されたすべての普通決議事
項

・　法律、行政法規、部門規則または定款により、特別決議による可決を要すると定められたその他の事項

特別決議による承認を要しないすべての決議事項は、普通決議によって承認される。

 

　(g)　議決権

株主（その代理人を含む。）は、株主総会での投票にあたり、1株につき1議決権として、自らが保有する議決権付株
式の数に応じてその議決権を行使する。

当行が保有する株式については、議決権はなく、当該株式は、株主総会の出席株主が代表する議決権付株式に含ま
れない。

株主は、当行の株式上場地の証券監督管理機構の関連規則が書面投票を求めない限り、または以下の者が挙手によ
る投票の前後を問わず書面投票を要求しない限り、株主総会において挙手により投票することができる。

・　総会の議長

・　議決権を有する2名以上の株主またはその代理人

・　単独または共同で、当該総会における議決権付株式の10％以上を保有する1名以上の株主（その代理人を含
む。）

何人かが書面投票を提案しない限り、総会の議長は、挙手による投票の結果に従って議案の可決状況を発表し、当
該総会で可決された議案に関し、賛成票もしくは反対票の数または比率を示すことなく、最終的な根拠としてそれを
総会議事録に記録するものとする。書面投票の要求は、提案者が撤回することができる。

総会の議長の選任または総会の終了に関する事項について書面投票が要求された場合には、速やかにこれを行う
ものとし、その他の事項については、総会の議長がいつ書面投票を行うかを決定するものとする。総会は、その他の事
項を審議するためにこれを継続することができ、その投票結果は、当該総会で可決された決議とみなされる。

書面投票の場合、2票以上の議決権を有する株主（その代理人を含む。）は、そのすべてを賛成票もしくは反対票ま
たは棄権として統一して行使することを要しない。

 

　(h)　定時株主総会

株主総会には、定時株主総会および臨時株主総会の2種類がある。株主総会は、通常、取締役会によって招集される。

定時株主総会は、年に1回、前会計年度終了後6ヶ月以内に開催しなければならない。特別な理由により株主総会を
延期しなければならない場合、適時にかつ理由を示して、国務院銀行業監督管理機構にその旨を報告する。

臨時株主総会は、以下のいずれかの事由が発生した日から2ヶ月以内に招集される。

・　取締役の数が、法定の定数、定款が定める最低人数、または株主総会が決定した取締役会の人数の3分の2を下
回った場合

・　当行の未填補の損失が、当行の払込済株式資本総額の3分の1に達した場合

・　単独または共同で当行の議決権付株式の10％以上を保有する株主が、株主総会の招集を書面により要求した場
合
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・　取締役会が必要と判断した場合

・　監査役会がその開催を提案した場合

・　法律、行政法規、部門規則および定款に定めるその他の場合

 

　(i)　会計および監査

当行は、法律、部門規則および国務院財務主管部門が策定した中国の会計基準の規定に従って、その財務会計シス
テムを構築する。

取締役会は、各定時株主総会において、関連する法律、行政法規および部門規則の定めに従い当行が作成した財務
書類を、株主に提出する。

当行は、中国の会計基準および規則だけでなく、国際会計基準または国外上場地の会計基準に従ってその財務書類
を作成するものとする。2種類の会計基準に従って作成された財務書類に重大な相違がある場合、かかる相違を財務
書類の注記に明記する。当行は、関連する会計年度の税引後利益の配分にあたり、上記の2種類の財務書類のうち少な
い方の税引後利益を採用する。

当行は、その財務報告書を各会計年度に2回、すなわち、会計年度の最初の6ヶ月間の終了後60日以内に中間財務報
告書を、会計年度の終了後120日以内に年度財務報告書を、それぞれ公表する。当行の株式上場地の証券監督管理機構
のその他の規則は、これに優先する。

 

　(j)　株主総会招集通知およびそれに関する手続

当行が株主総会を招集する場合、取締役会は、総会の45日前までに、当該総会の場所および日時ならびに議案をす
べての株主に通知しなければならない。株主総会への出席を予定する株主は、当該総会の招集日から20日以上前に、
当行に対して書面による出席の回答を送付しなければならない。

当行は、株主総会の20日以上前に受領した書面による回答に基づいて、議決権付株式の数を計算するものとする。
総会は、当該総会への出席を予定する株主の保有する議決権付株式の数が、当行の議決権付株式総数の2分の1に達し
た場合に、これを開催することができる。かかる条件が充たされない場合、当行は、当該総会の議案、場所および日時
の公告という形で、5日以内に再度株主への通知を行うものとする。当行は、かかる公告がなされた後に、当該株主総
会を招集することができる。

株主総会招集通知は、以下の条件を充たさなければならない。

・　書面によること。

・　総会の場所および日時を明記していること。

・　総会の議案を記載していること。

・　すべての株主が、株主総会に出席する権利、必要に応じて1名以上の代理人（当行の株主であることを要しな
い。）に総会への出席および議決を委任する権利を有している旨を、明確に記載していること。

・　株主が議案について合理的な判断をするのに必要な資料および説明を提供していること。かかる資料および説
明には、主として、提案された取引に関する具体的な条件および契約（もしあれば）ならびに当行が合併、株
式の取得、株式構造の再編またはその他の形による組織再編を提案するときは、その理由および状況に関する
詳細な説明を含むが、これらに限定されない。

・　取締役、監査役およびその他の幹部役員が議案について重要な利害関係を有する場合は、当該利害の性質およ
び範囲を明らかにしていること。さらに、株主である取締役、監査役およびその他の幹部役員に対して議案が
及ぼす影響が、同一の種類株式のその他の株主に対して及ぼす影響と異なる場合は、当該相違について説明し
ていること。

・　総会での可決が提案されているすべての特別決議案の全文を記載していること。

・　総会のための委任状の到達期限および送付先を定めていること。

・　株主総会への出席を認められる株主の基準日を定めていること。

・　総会に関する主な連絡担当者の氏名および電話番号を記載していること。

・　株主総会が、インターネットまたはその他の方法による場合は、インターネットまたはその他の方法による投
票の時間および手続を明確に記載していること。

 

　(k)　株式譲渡

法律、行政法規、部門規則および当行の株式上場地の証券監督管理機構の規則に別段の定めがない限り、当行の株
式は、いかなる留置権も付されずに法律に従いこれを譲渡することができる。香港において上場された国外上場株式
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を譲渡する場合、譲渡人は、当行が委託した香港の株式登記機構に登記手続を委託しなければならない。

香港証券取引所に上場された全額払込済みの国外上場株式は、定款に従って自由にこれを譲渡することができる。
ただし、取締役会は、定款に定める条件が充たされている場合を除き、理由を示すことなく譲渡文書の承認を拒否す
ることができる。

香港において上場された国外上場株式を譲渡するすべての場合において、一般的な様式もしくは通常の様式また
は取締役会が容認する様式の書面による譲渡文書を用いるものとする。書面による譲渡文書には、署名することがで
きる。株主が、SFOが定義する公認の決済機関またはその代理人である場合、書面による譲渡文書には、機械の印刷に
よる記名を付すことができる。

当行は、自己株式を、質権の目的物として受け入れてはならない。

 

　(l)　当行の自己株式取得権限

当行は、以下の場合、法律、行政法規、部門規則および定款の規定に従い、その株式を取得することができる。

・　当行の登録資本を減少させるために株式を消却する場合

・　当行の株式を保有する他社と合併する場合

・　当行の従業員に対して、ストック・オプションを付与する場合

・　株主総会で可決された当行の合併および分割に関する決議に反対する株主から、当行の株式の買取りを求めら
れた場合

・　法律、行政法規および部門規則ならびに当行の株式上場地の証券の監督管理機構により認められるその他の場
合

1番目から3番目の事情で株式を取得する場合、当行は、株主総会の承認を得なければならない。1番目の事情で株式
を取得する場合、当行は、取得の日から10日以内に当該株式を消却しなければならない。2番目および4番目の事情で
株式を取得する場合、当行は、6ヶ月以内に当該株式を譲渡または消却しなければならない。

当行が3番目の事情で取得する株式は、当行の発行済株式総数の5％を超えないものとする。取得の資金は、当行の
税引後利益の中から支払うものとする。取得された株式は、1年以内に従業員に譲渡されるものとする。

当行は、関連主管機構の認可を得た後、以下のいずれかの方法によってその株式を取得することができる。

・　証券取引所での公開取引による取得

・　すべての株主に対する同様の比率による取得の申込み

・　証券取引所外の相対取引による取得

・　関連主管機構または法律および行政法規により認められるその他の方法

 

　(m)　当行子会社の株式保有権限

定款には、当行の子会社による当行株式の保有を制限する規定は存在しない。

 

　(n)　配当および配分のその他の方法

当行の事業年度末の税引後利益は、以下の優先順位に従って配分される。

(ⅰ) 前年度の損失の補填

(ⅱ) そのうち10％の法定準備金への積立て

(ⅲ) 一般準備金の積立て

(ⅳ) 任意準備金の積立て

(ⅴ) 株主への配当

当行の法定準備金の累積額がその登録資本の50％に達したか、または50％を超えた場合、それ以上の積立ては要求
されない。株主総会は、法定準備金の積立ておよび一般準備金の積立てを行った後に、任意準備金を積み立てるか否
かを決定する。当行は、損失の補填および法定準備金の積立ておよび一般準備金の積立ての前においては、あらゆる
株主に対していかなる利益の配分も行ってはならない。

当行は、現金または株式の形で配当を行うことができる。

当行は、国外上場株式の株主に代わって支払いを受領する代理人を任命する。代理人は、関係株主に代わって、国外
上場株式に対する配当および当行によるその他の支払いを受領する。
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当行が任命する代理人は、法律または上場地の証券取引所の関連規定の条件を充たす者でなければならない。

当行が香港の国外上場株式の株主のために任命する代理人は、香港の受託者条例に基づいて登録された信託会社
とする。

 

　(o)　代理人

株主総会への出席および株主総会での議決権の行使を認められるすべての株主は、自らを代理して出席し、議決権
を行使する1名以上の者（株主であることを要しない。）を、その代理人として任命する権利を有する。

株主は、書面により代理人への委任をなすものとし、委任状には、株主または株主が書面により授権した代理人が
署名するものとする。株主が法人である場合、委任状には、当該法人の印鑑を押印するか、またはその法律上の代表者
もしくは取締役もしくは書面により授権された代理人が署名する。

株主が株主総会への出席を代理人に委任するために発行する委任状は、以下の内容を含む。

・　代理人の氏名

・　代理人の議決権および議決権付株式

・　株主総会の各議案についての指示（各決議についての株主の賛成、反対または投票の棄権の意思を示すもの）

・　委任状の発行日およびその有効期間

・　株主または書面により授権した代理人の署名または押印

委任状には、株主の指示がない場合、その代理人が自らの意思により投票する旨を明記する。

株主が投票前に死亡するか、行為能力を失うか、もしくは委任状もしくは署名済みの授権書類を取り消すか、また
は関連する株式が投票前に譲渡された場合、委任状の条項に従ってなされた投票は、当行が当該総会の開始前にかか
る旨の書面による通知を受領しない限り、有効とする。

 

　(p)　株式に関する請求および株式の失権

当行は、何人からの請求もなされなかった配当については、中国の関連する法律、行政法規および部門規則の遵守
を条件として、支払いを拒絶する権利を行使することができるが、かかる権利の行使は、適用される期間の満了後に
限られる。

当行は、国外上場株式の保有者への配当通知書の郵送を終了させる権利を有するが、かかる権利の行使は、配当通
知書が2回連続して換金されなかった場合に限られる。ただし、当行は、1回目に当該配当通知書が配達できず返送さ
れてきた場合にも、かかる権利を行使することができる。

当行は、以下の条件が充たされた場合、所在が確認できない国外上場株式の株主が保有する株式を取締役会が適当
と判断した方法によって売却する権利を有する。

・　当行が、当該株式に対して12年以内に3回以上配当を行い、かつ、当該期間中に何人からも当該配当の請求がな
されないこと。

・　当行が、12年の期間終了後に、当行の株式上場地の1紙以上の新聞に、株式売却の意図を記載した公告を掲載
し、かつ、当行の株式上場地の証券監督管理機構への通知を行うこと。

 

　(q)　株主名簿の閲覧

当行の株主は、株主名簿の全部を無料で閲覧し、合理的な費用でそれを複写する権利を有する。

 

　(r)　株主総会および種類株主総会の定足数

当行は、株主総会の20日以上前に受領した書面による回答に基づいて、議決権付株式の数を計算するものとする。
総会は、当該総会への出席を予定する株主が保有する議決権付株式の数が、当行の議決権付株式総数の2分の1に達し
た場合に、これを開催することができる。かかる条件が充たされない場合、当行は、当該総会の議案、場所および日時
の公告という形で、5日以内に再度株主への通知を行う。当行は、かかる公告がなされた後に、当該株主総会を開催す
ることができる。

当行は、総会への出席を予定する株主が代表する議決権付株式の数が、当該総会における同種の議決権付株式総数
の2分の1以上に達した場合に、種類株主総会を開催することができる。かかる条件が充たされない場合、当行は、5日
以内に、当該総会の議案、日時および場所を公告によって再度株主に通知し、その後に種類株主総会を開催すること
ができる。
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　(s)　不正行為または抑圧に関する少数株主の権利

当行の支配株主は、当行およびその他の株主に対して忠実義務を負う。支配株主は、投資家としての自らの権利の
行使にあたり、法律、行政法規、部門規則および定款を厳守しなければならず、また、不正な利益を得るために自らの
地位を濫用してはならず、当行またはその他の株主の法律上の権利および利益を損なってはならない。

支配株主は、それが法律、行政法規、または当行の株式上場地の証券監督管理機構の関連する規則に基づく義務で
ある場合を除き、株主としての権利および議決権の行使にあたり、以下の事由に関して、株主の全部または一部の利
益を損なうような決定をしてはならない。

・　当行の最大の利益のために誠実に行為する取締役および監査役の責任を免除すること。

・　取締役および監査役が、自己または第三者の利益のために、あらゆる形で当行の財産（当行にとって有利な機
会を含むが、これに限定されない。）を剥奪するのを承認すること。

・　取締役および監査役が、自己または第三者の利益のために、他の株主の個々の権利および利益（配当受領権お
よび議決権を含むがこれらに限定されない。）を剥奪するのを承認すること（ただし、定款に従って承認のた
めに株主総会に提出された当行の組織再編を除く。）。

当行の支配株主は、当行の意思決定ならびに法律に従って行われる経営活動および営業活動を直接的または間接
的に妨げてはならず、当行およびその他の株主の権利および利益を損なってはならない。

「支配株主」とは、以下の条件のいずれかを充たす者をいう。

・　単独または共同で、取締役の2分の1以上を選任する権利を有していること。

・　単独または共同で、当行の議決権の30％以上を行使するか、または行使を支配する権利を有していること。

・　単独または共同で、当行の発行済株式の30％以上を保有していること。

・　単独または共同で、その他の方法により当行を事実上支配していること。

 

　(t)　清算手続

当行は、以下の場合に、法律に従って解散および清算する。

・　株主総会においてその旨の決議があった場合

・　当行の合併または分割の結果として必要な場合

・　当行の営業許可証が停止されるか、または法律もしくは規則への違反を理由として終了もしくは無効を命じ
られた場合

・　当行の業務および経営に重大な困難があり、当行の存続が株主利益を著しく損なうおそれがあり、かつ他の方
法による問題の解決が不可能である場合

当行の解散は、認可のために国務院銀行業監督管理機構に報告する。

取締役会は、当行の清算（当行の破産宣告の結果としての清算を除く。）を決定する場合、当行の状況を包括的に
調査した結果、当行が清算開始後12ヶ月以内にすべての債務を弁済することができると判断した旨を、かかる目的の
ために招集される株主総会の招集通知に記載する。

当行の取締役会の権限および機能は、株主総会おける清算の決議と同時に終了する。

清算委員会は、株主総会の指示に従い、同委員会の収支、当行の事業および清算の進捗状況を年に1回以上株主総会
に報告し、清算終了時に株主総会に対して最終報告を行う。

清算委員会は、その成立後10日以内に、債権者に対して成立を通知し、60日以内に、成立の公告を新聞に3回以上掲
載する。

債権者は、通知を受領した日から30日以内に、または通知を受領しなかった場合は最初の公告が行われた日から45
日以内に、清算委員会に対して自らの債権を届け出る。

債権者は、自らの債権の届出にあたり、当該債権に関連する事項を説明し、かつ、その証拠資料を提出しなければな
らない。清算委員会は、債権を記録する。

清算委員会は、債権届出期間中においては、債権者に対していかなる債務の弁済もしてはならない。

 

　(u)　当行の株主にとって重要なその他の規定

株主総会の機能および権限

株主総会は、以下の機能を果たし、権限を行使することを認められた機関である。

・　経営計画および投資計画の決定
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・　取締役の選任、交替および解任ならびに取締役の報酬の決定

・　独立監査役および株主代表監査役の選任、交替および解任ならびに監査役の報酬の決定

・　取締役会の報告の審議および承認

・　監査役会の報告の審議および承認

・　年度財務予算案および決算案の審議および承認

・　利益処分案および損失補填案の審議および承認

・　登録資本の増加または減少に関する決議

・　社債およびその他の形式の有価証券の発行ならびに上場に関する決議

・　当行の合併、分割、解散、清算または会社形態の変更に関する決議

・　自己株式取得案の審議および承認

・　定款ならびに株主総会議事規則、取締役会議事規則および監査役会議事規則の変更の承認

・　会計事務所の任用、解任または不再任の決定

・　重要な法人の設立、合併および買収、重要な投資、重要な資産の購入、重要な資産の処分、重要な資産の減価償却
ならびに重要な担保の提供の審議および承認、または取締役会に対するそれらの授権

・　募集資金の使途の変更の審議および承認

・　株式インセンティブ・プランの審議および承認

・　単独または共同で議決権の3％超を代表する株主の提案の審議および承認

・　法律、法規、規則、関連証券監督管理機構の条件および定款に従い、株主総会での審議および承認を必要とする
関連取引の審議および承認

・　法律、法規、規則、関連証券監督管理機構の条件および定款に従い、株主総会での審議および承認を必要とする
その他の事項の審議および承認

 

株主に対する貸出

当行が株主に対して提供する貸出の条件は、当行が同種の貸出に係るその他の借入人に対して提供する条件より
有利なものであってはならない。

当行の株主1名に対する貸出残高は、当行の純資本額の10％を超えてはならない。

当行の株式の5％超を保有し、かつ当行に対して延滞中の貸出を有する株主は、延滞期間中は議決権を行使するこ
とができず、また、当該株主が保有する株式は、株主総会の出席株主が保有する議決権付株式総数に含まれない。当行
は、当該株主に支払われるべき配当を、延滞貸出金の返済に充てるために留保する権利を有する。当行の清算の過程
において当該株主に分配されるべき資産も、当行に対する未払いの貸出金の返済のために優先して使われる。

 

取締役の株式資格

取締役は、自然人であるものとし、また、当行の株式を保有することを要しない。

 

取締役会委員会

取締役会の下には、戦略計画委員会、県域銀行業務発展委員会、監査委員会、指名および報酬委員会ならびにリスク
管理委員会（同委員会の下に、関連取引監視委員会が設置される。）が設置される。取締役会は、必要に応じて随時、
その他の委員会を設置し、既存の委員会を調整することができる。取締役会各委員会は、取締役会に対して説明責任
を負い、取締役会の授権に基づき、取締役会に専門的意見を提供し、専門的意見を要する事項に関して決定を下す。

各委員会は、年度活動計画を立て、定期的に会合を行う。各委員会は、3名以上の取締役により構成される。非執行独
立取締役は、監査委員会、指名および報酬委員会ならびに関連取引監視委員会の過半数を占め、かつ当該委員会の主
席を務める。

 

戦略計画委員会

戦略計画委員会は、以下の職務を行う。

・　戦略発展のための全体的計画および個別計画の制定ならびにそれらに関する取締役会への提案

・　国内および国外の金融情勢および市場の変化に照らした、当行の戦略発展計画の展開および実行に影響を及ぼ
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す要因の評価ならびに取締役会に対する戦略発展計画の提案

・　各種金融事業の全体的な進展の評価および取締役会に対する戦略発展計画の修正の提案

・　幹部役員が提示した経営計画、投資計画および財務計画の審議ならびにそれらに関する取締役会への提案

・　年度財務予算および決算の審議ならびにそれらに関する取締役会への提案

・　法人の設立ならびに合併および買収に関する計画の審議ならびにそれらに関する取締役会への提案

・　投資、資産の購入および処分、資産の減価償却ならびに担保に関する事項の審議ならびにそれらに関する取締
役会への提案

・　戦略的資本運用ならびに資産および負債管理の目標の審議ならびにそれらに関する取締役会への提案

・　本店の部門、第一級の国内支店および国外支店、本店の直属支店およびその他の機構ならびに国外における機
構の設立および調整の審議ならびにそれらに関する取締役会への提案

・　当行の経営計画および投資計画の実行に関する監督および調査

・　当行のコーポレート・ガバナンスの評価およびそれに関する取締役会への提案

・　法律、行政法規および部門規則により要求される機能ならびに取締役会により授権された機能

 

県域銀行業務発展委員会

県域銀行業務発展委員会は、以下の職務を行う。

・　当行の全体的な戦略発展計画に沿った、県域銀行業務の戦略発展計画の審議およびそれに関する取締役会への
提案

・　三農に関する国の方針ならびに三農の経済および金融市場の動向に沿った、当行の県域銀行業務の開発に影響
を及ぼす重要な要因の評価ならびに取締役会に対する県域銀行業務の戦略発展計画の修正の提案

・　県域銀行業務に関する当行の方針および基本制度の審議ならびにそれらに関する取締役会への提案

・　当行のリスク管理戦略計画に沿った、当行の県域銀行業務のリスク戦略計画の審議、県域銀行業務に関するリ
スク管理および内部統制の評価ならびにそれらに関する取締役会への提案

・　当行の県域銀行業務の戦略計画、方針および基本制度の実行の監視、三農に関するサービスの効果の評価なら
びにそれらに関する取締役会への提案

・　当行の経営計画に沿った、県域銀行業務計画の審議およびそれに関する取締役会への提案

・　県域銀行業務に関する事項または取締役会に授権された事項の審議

 

監査委員会

監査委員会は、以下の職務を行う。

・　当行の内部統制の監督ならびに当行の中核的事業活動および主要な事業ならびにそれらの法令遵守状況の検
討および評価

・　当行の重要な財務方針およびその実行の審査ならびに当行の財務運営の監督

・　当行の内部監査規則ならびに内部監査に関する中長期的計画および年度計画の審査、当行の内部監査方針、規
則および計画の実行の監督ならびにそれらに関する取締役会への提案

・　当行の内部監査制度設置計画の審議およびそれに関する取締役会への提案

・　内部監査の独立性を確保するための、内部監査部門の年度予算の審議、または取締役会の授権に基づくその審
査

・　内部監査部門の職務遂行の監督および評価

・　会計事務所の任用または解任の提案および会計事務所の独立性を確保するためのその職務遂行の監督

・　会計事務所が考案した年度監査計画、監査範囲および重要な監査規則の審議

・　当行の年度監査報告書、個別意見、監査済年度財務会計報告書、会計事務所が作成したその他の財務会計報告書
および財務情報の審議ならびにそれらが真実、完全かつ正確である旨の表明および承認のための取締役会へ
のそれらの提出

・　当行の内部監査部門と会計事務所との間の意思疎通の促進

・　法律、行政法規および部門規則により要求される機能ならびに取締役会により授権された機能
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指名および報酬委員会

指名および報酬委員会は、以下の職務を行う。

・　取締役、委員会の主席および委員ならびに幹部役員の選任の基準および手続の制定ならびに承認のための、取
締役会への手続案および基準案の提出

・　取締役、総裁、取締役会秘書役、副総裁および総裁が指名したその他の幹部役員の候補者の審査および取締役会
への提案

・　他の委員会の主席および委員（戦略計画委員会の主席を除く。）の候補者の指名

・　幹部役員および主要な人材の開発計画の制定

・　取締役および幹部役員の評価方法ならびに取締役、監査役および幹部役員の報酬計画（監査役の報酬計画は、
監査役会の意見を求めることを要する。）の制定ならびに承認のための取締役会へのそれらの提出

・　取締役の業績評価の実施、取締役の報酬についての承認のための、取締役会への助言および提案

・　監査役会が行った監査役の評価に基づく、取締役会への監査役の報酬に関する承認のための助言および提案

・　幹部役員の業績評価の実施ならびに承認のための取締役会への幹部役員の報酬の提案

・　幹部役員が提示した、人事および報酬に関する方針および基本制度の審議ならびに承認のための取締役会への
提案およびそれらの実行の監視

・　法律、行政法規および部門規則により要求される機能ならびに取締役会により授権された機能

 

リスク管理委員会

リスク管理委員会は、以下の職務を行う。

・　当行の全体的な戦略に照らした、当行のリスク管理戦略および方針ならびに内部統制方針および基本制度の審
査ならびに取締役会への提案

・　当行のリスク管理戦略および方針ならびに内部統制方針および基本制度の監督および評価ならびに取締役会
への提案

・　リスク資本分配案の審議および承認のための取締役会への提案

・　信用、市場および業務に関する幹部役員のリスク管理の監督および評価ならびに当行のリスク管理および内部
統制の定期的な評価ならびに取締役会への提案

・　幹部役員が提出したリスク管理報告書の全体的な審議および取締役会への提案

・　リスク管理および内部統制部門の設置、作業手順およびその効果の評価

・　法律、行政法規および部門規則により要求される機能ならびに取締役会により授権された機能

 

関連取引監視委員会

関連取引監視委員会は、以下の職務を行う。

・　関連取引の管理、関連取引に関する基本的規則およびその実行の検討ならびに取締役会に対する提案

・　当行の関連者の特定、取締役会および監査役会への報告ならびに関係者への通知

・　当行の関連取引の特定、取締役会または株主総会の承認に基づく関連取引の審議および承認のための取締役会
または取締役会を通じた株主総会への提案

・　取締役会の授権に基づく、関連取引に関する事項の承認、関連取引に関する届出の管理および取締役会への定
期的な報告

・　開示を必要とする、重要な関連取引に関する情報の審議

・　法律、行政法規および部門規則により要求される機能、または取締役会により授権された機能

 

監査役会

当行は、監査機関であり、株主総会に対して責任を負う監査役会を設置した。監査役会は、以下の機能および権限を
有する。

・　取締役会および幹部役員の業績の監督、取締役および幹部役員の義務履行の監督およびこれに関する調査なら

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

 36/588



びに取締役および幹部役員に対する当行の利益を損なう行為の是正の要求

・　法律、行政法規、部門規則および定款または株主総会決議に違反した取締役および幹部役員に対する解任およ
び訴訟の提起の提案

・　必要に応じた取締役および幹部役員の離任監査の実行

・　財務活動、経営決定、リスク管理および内部統制の監督ならびに内部監査業務に関する助言

・　取締役会が株主総会に提出する財務会計報告書、業務報告書および利益処分案の審議ならびに問題が発見され
た場合の当該報告書を審議する会計士および会計監査人の任命

・　県域銀行業務の発展戦略計画、方針および基本管理制度の実行の監督

・　株主総会への提案の提出

・　株主代表監査役、社外監査役および独立監査役の指名

・　監査役会議事規則の修正案の制定

・　法律、行政法規、部門規則および定款により要求されるその他の機能、または株主総会により授権されたその他
の機能

 

２【外国為替管理制度】

中国の法定通貨である人民元は、現在、外国為替管理の対象となっており、外国為替に自由に交換することができ
ない。中国人民銀行の権限下にあるSAFEは、外国為替に関連する一切の事項の管理を担当している。

人民元は、需給に基づき、かつ通貨バスケットを参照して為替レートを決定する管理変動相場制をとっている。中
国人民銀行は、各営業日の市場の営業終了後に銀行間外国為替市場における米ドル等の外国通貨に対する人民元の
終値を発表し、翌営業日の人民元に関する取引の中心レートを決定する。その後、取引はかかる中心レート価格前後
の限定取引範囲内で行うことができる。

外国投資企業および貿易会社等の一部のその他免除会社を除き、中国のすべての法人は、外国為替による全収入を
指定外国為替銀行に売却しなくてはならない。外国法人からの借入れまたは株式および債券の発行による外国為替
（海外で当行のＨ株式を売却することにより当行が得る外国為替を含む。）による収入については、売却を要求され
ず、指定外国為替銀行の外国為替口座に預託することができる。

中国外国為替管理規則に基づき、すべての国際的支払いおよび移転は経常勘定項目および資本勘定項目に分類さ
れる。

経常勘定項目の支払いおよび移転は、SAFEまたはその他政府による承認なく行うことができる。経常勘定項目に関
する取引で外国為替が必要な中国企業は、当該取引の有効な受領証および証明により、その外国為替口座または指定
外国為替銀行から支払いを行うことができる。

直接投資および資本拠出等の資本勘定項目に関する外国為替の交換は、依然として規制対象であり、当該取引にお
ける外国為替の購入について、SAFEの事前の承認を得なければならない。

当行のＨ株式保有者に対する配当は、人民元建てで宣言されるが、香港ドルで支払われなければならない。

当該規則に従い、外国為替により株主に配当を支払わなければならない中国企業（当行を含む。）は、利益配当に
関する株主総会の決議および取締役会の決議に基づき、その外国為替口座からの支払い、または指定外国為替銀行に
おける交換および配当の支払いを行うことができる。

 

３【課税上の取扱い】

（１）中国における課税

配当金に関する課税

中国個人所得税法および同実施規定に従い、中国企業から非居住者である個人に対して支払われる配当は、通常、
一律20％の個人所得税を課される。しかしながら、国家税務総局により発行された一定の通達により、実務上、非居住
者である個人がＨ株式等の外国証券取引所において上場されている株式に関連して中国企業により支払われる配当
について、個人所得税は徴収されていない。

中国法人所得税法および同実施規定に従い、中国国内に恒久的施設を有していない非居住者である企業は、中国国
内で発生する利益につき、税率10％の法人所得税が課される。一方、2008年11月6日に国家税務総局により発行され
た、「非居住者である外国企業のＨ株式の株主に対し中国居住者である企業から支払われる配当に係る法人所得税
の源泉徴収の問題に関する通知」により、中国居住者である企業は、2008年度以降、非居住者である企業のＨ株式の
株主に支払う年間配当の分配に対し、一律10％の税率による法人所得税の源泉徴収を行う。

中国との間に二重課税の防止に関する租税条約または協定を締結している国に居住している投資家は、かかる租
税条約または協定の条項に基づき、源泉徴収税を軽減される権利を有する。上記通達に基づき、非居住者である企業
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株主は、配当を受領した際、源泉徴収された税額と当該条約に基づき支払うべき金額との差額の返金を、中国税務当
局に申請することができる。

 

キャピタル・ゲインに対する課税

中国個人所得税法および同実施規定は、個人が株式の売却により実現した利益を、税率20％の所得税の対象である
と定め、MOFに、国務院の承認の後、かかる税金の徴収の仕組みに関する詳細な課税規則を作成し、実施する権限を付
与している。しかしながら、国家税務総局により公布された一定の通達により、実務的には、非居住者である個人が国
外上場会社の株式（Ｈ株式を含む。）の売却により実現した利益に課される個人所得税は、これまで徴収されていな
い。

中国法人所得税法および同実施規定によれば、非居住者である企業には、一般的に、中国の法人における株式持分
の処分により得た利益を含む、中国国内において発生した利益については、かかる税金が適用ある二重課税の防止に
関する租税条約により減免されない限り、税率10％の法人所得税の対象となる。

 

配当およびキャピタル・ゲインに対する中国による課税に租税条約が及ぼす影響

所得に関する二重課税の回避および脱税の防止のための中国と日本国との間の条約（以下「日中租税条約」とい
う。）は1984年6月26日に効力を生じている。日中租税条約第10条に基づき、中国政府は、中国の会社が日本の適格な
Ｈ株式保有者に対して支払う配当金につき、当該配当の総額に対して10％を上限とする税率により所得税を課すこ
とができる。この規定は配当に充当される利得に係る当該会社に対する課税に影響を及ぼすものではない。日中租税
条約に従い、「日本の適格なＨ株式保有者」とは、(1)日中租税条約の適用上、日本国の居住者に該当する者で、(2)中
国国内に、Ｈ株式が帰属し、またはそこを通じて実質所有者が事業を行っている、もしくは行ってきた恒久的施設ま
たは固定的施設を有しておらず、(3)Ｈ株式に関連して得られる所得または利益につき日中租税条約の恩典を享受す
る上でその他の点につき不適格ではない、日本の保有者をいう。

 

中国税制に関するその他の事項

中国印紙税

暫定規定の下で中国の公開企業の株式譲渡に課される中国の印紙税は、中国印紙税暫定条例により、中国人以外の
投資家が中国国外でＨ株式または米国預託株式を取得および譲渡する場合には適用されない。本条例は1988年10月1
日に施行されたもので、中国の印紙税が、中国国内において作成または受領され、同条例に列挙される、中国国内で法
的効力を有し、中国法の保護を受ける証憑にのみ課される旨を定めている。

 

遺産税

中国法の下では、中国国籍を有しないＨ株式保有者に対して、いかなる遺産税の納税義務も生じない。

 

（２）香港における課税

配当金に関する課税

現在の香港税務局の扱いによれば、当行が支払う配当は、香港において課税されない。

 

所得税

香港において、Ｈ株式の譲渡によるキャピタル・ゲインに対しては課税されない。しかし、香港において事業もし
くは専門的職業を営む者、または何らかの業務に従事する者が、かかる事業、専門的職業または業務につき、香港にお
いて発生した、または香港から得られた課税所得（資本取引による譲渡所得を除く。）を有する場合には、香港の所
得税が課される。現在、法人に対して課される所得税の税率は16.5％であり、個人に対して課される標準税率の上限
は15％である。一定の類型の納税者（例えば金融機関、保険会社および証券会社）の所得については、当該納税者が
かかる有価証券への投資が長期保有目的であることを証明できない限り、キャピタル・ゲインではなく、事業所得と
みなされる可能性がある。

香港証券取引所におけるＨ株式の売却による譲渡所得は、香港において生じたか、または香港から得られたものと
みなされる。香港で証券取引業務に従事する者が香港証券取引所において行ったＨ株式の売却により得た譲渡益に
ついては、所得税を納付しなければならない。

 

印紙税
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香港の証券（Ｈ株式を含む。）の売買における買主および売主は、取引ごとに香港で印紙税を納付しなければなら
ない。現在、Ｈ株式の対価と市場価額のいずれか高い方に0.1％の従価税率が課されている（すなわち、Ｈ株式の譲渡
については合計0.2％の税率による印紙税が課される。）。さらに、Ｈ株式の譲渡証書については、すべて5.00香港ド
ルの固定税率による印紙税を支払う必要がある。売買取引の一方当事者が非香港居住者であり、かつ、印紙税を支払
わない場合には、未納部分については（譲渡証書があれば）譲渡証書に基づいて評価が行われ、譲受人が納税する。
支払期限までに印紙税が支払われない場合、納付すべき税額の最大10倍の罰金が課されることがある。

 

（３）日本における課税

適用ある租税条約、所得税法、法人税法、相続税法およびその他の日本の現行の関連法令に従い、またこれら法令上
の制限を受けるものの、日本の個人または日本法人の所得（および個人に関しては相続財産）が上記の中国または
香港の税制に関する記載における中国または香港の租税の対象となる場合、かかる中国または香港の租税は、当該個
人または法人が日本において支払うこととなる租税の計算上税額控除の対象となる場合がある。なお、「第二部-第
８-２-（５）本邦における配当等に関する課税上の取扱い」も参照のこと。

 

４【法律意見】

（１）中国法に関する法律意見書

当行の中国における法律顧問である徳恒律師事務所より、大要以下の趣旨の法律意見書が関東財務局長宛てに提
出されている。

(ⅰ)　当行は、中国法に基づく株式有限会社として有効に存続している。

(ⅱ)　当行のＨ株式の日本における募集は、中国の適用法令または当行の定款の規定に違反しない。

(ⅲ)　有価証券届出書に含まれる中国の法令に関するすべての記述は、すべての重要な点において真実かつ正確で
ある。

 

（２）香港法に関する法律意見書

当行の香港における法律顧問であるフレッシュフィールズブルックハウスデリンガーより、大要以下の趣旨の法
律意見書が関東財務局長宛てに提出されている。

(ⅰ)　当行のＨ株式の日本における募集は、香港の適用法令または当行の定款の規定に違反しない。

(ⅱ)　有価証券届出書に含まれる香港の法令に関するすべての記述は、すべての重要な点において真実かつ正確で
ある。

 

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

 39/588



第２【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

要約財務情報

下記の2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日に終了した事業年度に係る過去の要約連結損益計
算書データならびに2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日現在の過去の要約連結貸借対照表デー
タは、「第二部-第６-１ 財務書類」に記載されたIFRSに基づく会計士報告書からの抜粋である。下記の過去の要約
財務情報は、「第二部-第６-１ 財務書類」と併せて読まれるべきである。

 

過去の要約連結損益計算書データ

 （単位：別段の記載がない限り、百万人民元）
 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

受取利息 250,035 321,855 296,147
支払利息 (85,852) (121,852) (114,508)

受取利息純額 164,183 200,003 181,639

受取報酬および手数料純額 22,995 23,798 35,640

その他の収益純額
(1) (3,727) (9,785) 6,358

営業収益 183,451 214,016 223,637

営業費用
(2)

(74,620) (110,175) (109,567)
減損損失引当金繰入額 (30,574) (51,478) (40,142)
関連会社の損失持分 -  (14) -

税引前当期純利益 78,257 52,349 73,928
法人所得税費用 (34,470) (896) (8,926)

純利益 43,787 51,453 65,002
その他の包括利益（税引後） (8,641) 24,926 (12,618)

包括利益合計 35,146 76,379 52,384
      
持分所有者帰属 35,146 76,400 52,374
　少数株主持分 -  (21) 10
      
1株当たり利益
－基本的（単位：人民元） N/A N/A 0.25

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　主として、トレーディング業務利得／（損失）純額、損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品に係

る利得／（損失）純額、投資有価証券に係る利得／（損失）純額およびその他の営業収益／（費用）純額である。

(2)　主として、人件費、一般営業管理費、減価償却費ならびに営業税および付加税により構成される。 

 

過去の要約連結貸借対照表データ

 （単位：百万人民元）
 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

顧客貸出金（純額） 2,709,192 3,014,984 4,011,495
投資有価証券およびその他の金融資産(純

額）
(1)

1,309,107 2,309,077 2,616,672
現金および中央銀行預け金 937,014 1,145,884 1,517,806
銀行およびその他の金融機関への預け金
（純額） 16,432 62,668 61,693
銀行およびその他の金融機関への貸出金
（純額） 52,498 44,479 49,435
売戻し条件付契約に基づき保有する金融
資産 144,848 246,370 421,093

その他の資産
(2) 136,415 190,889 204,394

資産合計 5,305,506 7,014,351 8,882,588
      
顧客からの預り金 5,287,194 6,097,428 7,497,618
銀行およびその他の金融機関からの預り
金 296,618 289,772 573,949
銀行およびその他の金融機関からの借入
金 30,375 34,131 26,312
買戻し条件付契約に基づいて売却した金
融資産 73,391 35,090 100,812
発行債務証券 4,154 5,150 55,179
中央銀行からの借入金 150,867 314 58
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その他の負債
(3) 190,512 261,925 285,735

負債合計 6,033,111 6,723,810 8,539,663

払込／株式資本 121,612 260,000 260,000
準備金 (4,597) 18,423 23,002
（欠損金）／利益剰余金 (844,620) 12,022 59,817

当行の持分所有者に帰属する持分 (727,605) 290,445 342,819
少数株主持分 -  96  106

資本合計 (727,605) 290,541 342,925

資本および負債合計 5,305,506 7,014,351 8,882,588
      
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　投資有価証券およびその他の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産（トレーディング目的保有金融資産

および純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産を含む。）、売却可能金融資産、満期保有投資お

よび債権として分類される債務証券である。投資有価証券およびその他の金融資産は、2009年12月31日、2008年12月31日お

よび2007年12月31日現在の関連する減損損失引当金としてそれぞれ210百万人民元、274百万人民元および513百万人民元が

控除されている。

(2)　主として、有形固定資産、繰延税金資産、デリバティブ金融資産、関連会社に対する持分、無形資産およびその他の資産であ

る。

(3)　損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債、トレーディング目的保有金融負債、デリバティブ金融負

債、未払人件費、税金負債およびその他の負債である。

 

主要財務比率

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

収益性指標      

総資産利益率
(1)

0.83％  0.73％  0.73％

平均総資産利益率
(2)

0.88％  0.84％  0.82％

株主資本利益率
(3)

N/A
(4) 17.72％  18.96％

正味利息スプレッド
(5)

2.85％  3.02％  2.20％

正味利息収益率
(6)

2.94％  3.13％  2.28％
営業収益に対する受取報酬および手数料純額 12.53％  11.12％  15.94％

経費率
(7)

34.60％  45.30％  43.37％

 

 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

自己資本指標      

中核的自己資本比率
(8)

N/A
(4) 8.04％  7.74％

自己資本比率
(9)

N/A
(4) 9.41％  10.07％

資産合計に対する資本合計の比率 N/A
(4) 4.14％  3.86％

      
資産の質に関する指標      

不良債権比率
(10)

23.57％  4.32％  2.91％

不良債権に対する引当率
(11)

93.42％  63.53％  105.37％

貸出金総額に対する引当率
(12)

22.02％  2.75％  3.06％
      
その他の指標      
預貸比率 65.71％  50.84％  55.19％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　資産合計の期末残高に対する期中純利益（少数株主持分帰属利益を含む。）の割合を表示している。

(2)　資産合計の期首および期末の平均残高に対する期中純利益（少数株主持分帰属利益を含む。）の割合を表示している。

(3)　少数株主持分を除く資本合計の期末残高に対する当行の持分所有者に帰属する利益の割合を表示している。

(4)　当行は、2007年12月31日時点では債務超過の状態にあったため、有意でない。

(5)　平均利付資産の平均収益率と平均有利子負債の平均費用率との差として算出される。

(6)　受取利息純額を平均利付資産で除して算出される。

(7)　営業税および付加税を差し引いた営業費用合計を営業収益で除して算出される。

(8)　中核的自己資本比率＝（中核的自己資本－中核的自己資本控除額）／（リスク加重資産＋12.5×市場リスク資本）で算出

される。中核的自己資本、中核的自己資本控除額およびリスク加重資産の内訳については、「第二部-第２-３-（１）-(b) 

監督および規制-自己資本比率の監督-自己資本比率ガイドライン」および「第二部-第３-７-（１）財務情報-資本資源-

自己資本比率」を参照のこと。2009年度に関して計上され、2009年12月31日現在の当行の株主名簿に登録された株主に対し

て支払われた現金配当200億人民元は、2009年12月31日現在の上記の中核的自己資本比率の算出時に中核的自己資本から控

除されていない。2009年12月31日において現金配当が中核的自己資本から控除される場合には、当該日における当行の中核

的自己資本比率は7.28％となる。

(9)　自己資本比率＝規制資本／（リスク加重資産＋12.5×市場リスク資本）で算出される。規制資本およびリスク加重資産の内

訳については、「第二部-第２-３-（１）-(b) 監督および規制-自己資本比率の監督-自己資本比率ガイドライン」および
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「第二部-第３-７-（１）財務情報-資本資源-自己資本比率」を参照のこと。2009年度に関して計上され、2009年12月31日

現在の当行の株主名簿に登録された株主に対して支払われた現金配当200億人民元は、2009年12月31日現在の上記の自己資

本比率の算出時に規制資本から控除されていない。2009年12月31日において現金配当が規制資本から控除される場合には、

当該日における当行の自己資本比率は9.61％となる。

(10)　不良債権である顧客貸出金を顧客貸出金総額で除して算出される。

(11)　顧客貸出金総額に係る減損損失引当金を不良債権である顧客貸出金の合計で除して算出される。

(12)　顧客貸出金総額に係る減損損失引当金を顧客貸出金総額で除して算出される。

 

業務別営業収益

 （単位：百万人民元）
 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

法人向け銀行業務 96,592 116,375 123,105
個人向け銀行業務 61,013 67,996 73,614
資金運用業務 24,238 29,073 26,109
その他の業務 1,608 572 809

合計 183,451 214,016 223,637
      

 

県域銀行業務の主要業績指標

 12月31日現在および12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

平均総資産利益率
(1)

N/A 0.57％  0.62％
営業収益に対する受取報酬および
手数料純額率 18.52％  14.46％  16.04％

経費率
(2)

57.23％  58.01％  50.44％
預貸率 50.81％  33.10％  39.33％

不良債権比率
(3)

31.91％  5.51％  3.69％

不良債権に対する引当率
(4)
 94.97％  58.25％  98.26％

貸出金総額に対する引当率
(5)
 30.31％  3.21％  3.63％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　資産合計の期首および期末の平均残高に対する当期純利益の割合を表示している。当期純利益は、税引前当期純利益に1と当

行の実効法人所得税率の差を乗じた積を表す。平均総資産残高率は当期首および当期末の平均残高を表す。

(2)　営業税および付加税を差し引いた営業費用合計を営業収益で除して算出される。

(3)　不良債権である顧客貸出金を顧客貸出金総額で除して算出される。

(4)　顧客貸出金総額に係る減損損失引当金を不良債権である顧客貸出金の合計で除して算出される。

(5)　顧客貸出金総額に係る減損損失引当金を顧客貸出金総額で除して算出される。

 

 

２【沿革】

沿革

当行の前身である農業協同銀行は、1951年に設立された。1950年代には、当行は中国人民銀行の特殊子会社として、
地方金融施策の立案推進を行い、また政府の農業開発への投資および農業目的の貸出を実行する機能を担った。1963
年11月から1965年11月にかけて、当行は国務院の直接の監督下で運営する金融機関として、農業目的の支援および貸
出のために配分される政府資金の管理を行い、あわせて農業信用事業を主導した。

1979年2月以降、当行は国有の特殊銀行から完全国有の商業銀行へと発展を遂げ、続いて株式有限会社形態の商業
銀行へと再編された。1990年代の中国の地方金融システムの改革前には、国有の特殊銀行としての当行の主たる役割
は、農村における経済開発を支援すること、農業信用組合を指導することおよび農村金融の資金調達の主要なチャネ
ルとして機能することであった。1994年、当行は政策関連の銀行業務を中国農業発展銀行に移譲した。1996年に当行
および農業信用組合の経営関係が切り離された後、当行は農業ビジネスに信用を供与し、都市部における金融事業の
発展を促進させる完全国有の商業銀行へと発展した。年月を経て、当行は今や都市および地方の両方を網羅する全国
的な支店ネットワークを擁し、総合的な商品およびサービスを提供する大手国有商業銀行として高い知名度と評判
を誇っている。

1990年代後半、中国政府は国有の商業銀行の資本基盤の強化および資産価値の向上を目的として、数々の施策を実
行した。1998年、MOFは当行に対して元本総額933億人民元の30年満期の特別国債を発行し、その手取金を利用して当
行の自己資本を充実させた。1999年、当行は簿価総額3,458億人民元の不良債権を中国長城資産管理公司に譲渡する
ことについて承認を受けた。

2007年、中国政府は、当行の改革の指針として、三農のニーズに応じること、全体的な事業再編を実行すること、営
利的な運営を実施することおよび適切な時期に上場することを全国金融工作会議において決議し、これにより、当行
は近代的な商業銀行へと発展する段階に入った。市場における立ち位置が明確に示されたことにより、当行は三農向
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け金融サービスを発展させ、県域銀行業務を積極的に育成する試行的な計画を始動した。2008年10月21日、国務院は、
当行の改革計画について大筋で承認した。当行はその後、政府による資本拠出を受け、不良債権および減損したその
他の資産の売却を行う等、数々の大規模な財務改革の取組みを実施した。財務改革を通じて、当行の資産の質、収益
性、資本基盤および財政状態は大幅に改善された。2009年1月15日、当行は完全国有の商業銀行から株式有限会社へと
再編された。

 

財務改革

2008年、当行は、(ⅰ)2007年12月31日時点の簿価総額8,157億人民元の不良債権および減損したその他の資産を売
却し、(ⅱ)MOFが当時の現存資本1,300億人民元を保有し続ける一方で、(ⅲ)匯金公司による約190億米ドル（1,300億
人民元相当）の資本拠出を受け入れる等の財務改革を実施した。

不良債権および減損したその他の資産の売却

2008年11月21日、MOFの承認を受けて、当行は、2007年12月31日時点の帳簿価額で、実質破綻先に分類される不良債
権2,173億人民元、破綻先に分類される不良債権5,495億人民元および減損資産489億人民元により構成される、総額
8,157億人民元の不良債権および減損したその他の資産を売却した。かかる不良債権および減損したその他の資産
は、ノンリコース・ベースで売却された。

上記の不良債権および減損したその他の資産のうちの一部は、当行の中国人民銀行からの借入金1,506億人民元の
相殺に使用された。残部の不良債権および減損したその他の資産は、MOFに対する元本総額6,651億人民元の債権に交
換され、この債権に対して2008年1月1日以降年率3.3％の割合で利息が発生している。

MOFおよび当行は、MOFに対する債権に係る元本および利息を当行に15年間以内に弁済することを目的とした共同
運用ファンドを設立し、これを共同で運用している。ファンドの保有資産はMOFが所有している。共同運用ファンドの
資金源は、(ⅰ)共同運用ファンドの設定期間内に当行が中国中央政府に支払った法人所得税、(ⅱ)共同運用ファンド
の設定期間内に当行がMOFに分配した現金配当、(ⅲ)財務改革に伴い、当行がMOFに対して売却した不良債権および減
損したその他の資産に係る（関連費用控除後の）現金の手取金純額、(ⅳ)MOFによる当行株式の売却の手取金のうち
共同運用ファンドに配分された部分、(ⅴ)MOFまたはその他の中国の政府機関により配分されたその他の資金ならび
に(ⅵ)共同運用口座に預けられた資金の受取利息である。

MOFは、当行に対して、MOFに対する債権に係る元本および利息の弁済を、資金源に応じて設定されるスケジュール
に従い、分割で行う。上記(ⅰ)および(ⅱ)の資金源に関しては、MOFは一般に当行に対して毎年弁済を行う。(ⅲ)の資
金源に関しては、MOFは当行に対して四半期ごとに弁済を行う。その他の資金源に関しては、MOFは当行に対して、かか
る資金源による資金が利用可能になった後に弁済を行う。かかる共同運用ファンドによる資金が、MOFに対する債権
に係る未償還の元本および利息を2022年12月31日までに弁済するのに不十分である場合は、MOFは、当行との協議お
よび国務院による認可を得たうえで、MOFに対する債権の未払残高の処理を目的として共同運用ファンドの設定期間
の延長および財政支援の提供等の施策を導入する予定である。

当行は、MOFにより、その代理人として不良債権および減損したその他の資産ならびにこれらに関連する未収利息
の管理、売却および取立を行うことを委任されており、MOFとの関連協定に従い、その対価として代理人手数料を請求
している。

資本拠出

2008年10月29日、当行は設立時の資本拠出として匯金公司から約190億米ドル（1,300億人民元相当）の出資を受
けた。MOFは、2007年12月31日時点の当行の純資産の評価価格に基づき現存資本1,300億人民元を引続き保有した。

MOFおよび匯金公司に関しては、「第二部-第２-３-（２）-(c) 発起人との関係および関連当事者間取引」を参照
のこと。

 

株式有限会社としての当行の設立

2009年1月13日、CBRCは当行の株式有限会社への再編を承認し、あわせて、新規の金融業営業許可証を発行した。
2009年1月15日、当行は株式有限会社として設立され、SAICから新しい営業許可証が付与された。当行の設立時点の登
録資本は総額2,600億人民元であり、MOFおよび匯金公司が当行の発起人として当行株式のそれぞれ50％を保有した。

 

劣後債の発行

当行は、資本基盤の強化および資本構成の最適化を目的として、元本総額500億人民元の3トランシェの劣後債を銀
行間債券市場において発行することにつき、2009年5月20日付でCBRCおよび中国人民銀行から承認を取得した。「第
二部-第３-７-（１）財務情報-資本資源-負債-劣後債」を参照のこと。劣後債の発行により、当行の自己資本比率は
さらに改善した。

 

中国全国社会保障基金理事会（SSF）による投資
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当行、MOF、匯金公司およびSSFは、2010年4月21日、株式引受契約（以下「株式引受契約」という。）を締結し、これ
に従って、SSFは当行の新規発行株式10,000,000,000株（以下「割当株式」という。）を約155億人民元で引き受け、
当行の登録資本は2,700億人民元に増加した。この取引の完了後、2010年4月22日における当行の登録資本における
MOF、匯金公司およびSSFの株式保有比率は、それぞれ約48.15％、約48.15％および約3.70％であった。株式引受契約に
従い、割当株式の議決権の行使はMOFに委任される。

株式引受契約に従い、SSFが保有する割当株式は、ロックアップの対象となり、その期間は、クロージング日から5年
間または新規株式公開の価格決定日から3年間のいずれか長い期間である。当行の新規株式公開がクロージング日か
ら5年以内に完了した場合には、SSFは、ロックアップ期間の終了から1年間を経過するまでは、全割当株式（株式分
割、特別配当およびそれらに付随する株式分配により取得した株式を含む。）のうち30％を超えない限度でのみこれ
を譲渡することができ、ロックアップ期間終了から2年間を経過するまでは、全割当株式（株式分割、特別配当および
それらに付随する株式分配により取得した株式を含む。）のうち60％を超えない限度でのみこれを譲渡することが
できる。

株式引受契約に従い、SSFは以下の権利を有する。

処分権

SSFは、クロージング日から5年後の日に始まる30暦日の間、その時点でSSFが保有する当行の全株式を一括してMOF
および／または匯金公司に対して、SSFが当該割当株式に対して支払った価格で売却する権利を有する。ただし、ク
ロージング日から5年を経過する前に、当行が上場会社となり、SSFの保有するすべての当行株式が国内の証券取引
所、香港証券取引所またはニューヨーク証券取引所において取引される場合は、かかる権利は失効する。

情報受領権

当行は、中国法に従い、SSFが割当株式の50％以上を保有している限り、SSFに対して、各種の定期的な財務書類なら
びに当行の株主および取締役会に提供されるすべての財務情報、事業情報およびその他の情報を提供しなければな
らない。ただし、かかる権利は当行の新規株式公開が完了した時点で消滅する。

希薄化防止権

SSFは、新規株式公開直前の当行に対する持分比率に等しい比率を当行の新規株式公開の完了時点において維持す
ることを目的として、当行の新規株式公開において当行の株式をオファー価格で購入する権利を付与された。当行の
新規株式公開が完了した時点で、かかる権利は消滅する。

 

経営改革

当行は、ワールドクラスの商業銀行を目指して、明確な使命および視点を備えた長期的な事業発展戦略を明示し、
株式制度の改革を実施し、事業改編を促進して経営構造の効率化を図ることによって、行内の再編および改革を加速
させている。当行の事業改編および改革に向けた近時の取組みは、主として以下の通りである。

?　組織改革の実施および業務過程の革新

?　事業改編の加速

?　県域銀行業務の改革および拡大

?　リスク管理および内部統制のための総合的なシステムの構築

・　財務資金運用の総合的な改革の実施

?　ITを利用した業務支援の拡大

?　人材開発の推進

 

組織改革の実施および業務過程の革新

当行は、主要な部門の業務を最適化している。当行は、本店における部門を、マーケティングを担うフロントオフィ
スである3部（県域銀行部、法人銀行部および個人銀行部）ならびに管理支援を担うミドルオフィスおよびバックオ
フィスの4部（リスク管理部、財務部、技術商品部および行政部）の7部に機能別に編成した。本店における7部に沿う
形で、支店ネットワークの管理システムについても段階的に改革が進められ、都市部と県域の差異に応じた準支店に
おける組織構造の合理化に向けて、取組みを強化した。

さらに、当行の中核的な業務過程についても販売、与信承認、業務運営等の積極的な革新を行った。販売プロセスに
ついては、異なる顧客グループを対象とした、きめ細かな販売戦略を採用することとした。当行は、段階的な与信承認
システムを導入し、与信審査員を選任し、集中的かつ垂直的な与信承認システムの確立に努めている。また、当行は、
バックオフィス業務を集中化した。

当行は、こうした取組みにより、運営効率を向上させることができると考えている。
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事業改編の加速

当行は、法人向け銀行業務、個人向け銀行業務および商品開発分野の改編に注力している。

法人向け銀行業務の分野においては、顧客、サービスおよび業務過程につき戦略的な改革が重点的に実施された。
当行は、顧客に広範囲の商品およびサービスを提供するため、きめ細かな販売戦略を採用した。当行は、本店、第一級
支店および第二級支店レベルで重要な顧客を特定し、顧客リストに基づく経営システムを実行した。当行は、多様な
金融商品に対する当行の法人顧客の要望に応じた、ワンストップ型の銀行サービスの提供を目指している。また、当
行は、収入構成を多様化させるため投資銀行業務等の報酬および手数料制の事業を拡張し、追加的な付加価値サービ
スを導入すべくビジネスモデルを変容した。当行は、業務過程を簡略化し、当行の法人向け銀行業務における販売力
およびクロス・セールスを強化する施策を実行した。

個人向け銀行業務の分野においては、支店ネットワークの合理化、ITシステムとサービス・チャネルの統合および
本支店機構のマーケティング機能の強化を通じて、本支店機構における全体的なサービスおよびマーケティング能
力を向上させる施策を実施している。さらに、顧客満足度を改善するために、窓口業務および個人向け貸出業務に関
する手続の合理化を行った。また、当行は、取扱個人向け金融商品の充実化を図り、各種の銀行カードおよびウェルス
・マネジメント商品の導入といった取組みを強化した。さらに、当行のサービスの質および全体的な顧客満足度を高
めるために、セルフサービス型設備および電子バンキング取引チャネルを拡充した。

商品開発分野においては、商品開発プロセスの効率を高めるために、集中的な開発体制を確立し、プロジェクト管
理システムを採用した。当行では、集中的なデータベースを通じて研究開発の情報を共有している。また、商品の質お
よび収益率を向上させるため、商品開発に関する定期的な査定および評価を行い、奨励策を実施している。さらに、当
行は、県域顧客向けの新たな商品の展開に注力した。当行は、県域顧客の多様な要望に応じる広範囲の貸出商品およ
び預金商品ならびに報酬および手数料制の商品のラインアップを導入した。

 

県域銀行業務の改革および拡大

当行は、県域銀行業務における商品提供の改善、リスク管理の強化、販売チャネルの拡大ならびに財務会計システ
ムおよび資源配分システムの向上に重点を置く、県域銀行業務の発展に向けた試行プログラムを実施してきた。当行
は当初、8省（区および市を含む。）にまたがる123県において試行プログラムを2007年10月に開始し、2008年10月に
はこれを合計で全国1,027県に拡大させた。2009年10月には、県域銀行業務はさらに当行の全部に拡大された。

当行は、県域銀行業務の一層の発展を図り、2,048の県級準支店および22の第二級支店を擁する県域銀行業務専門
の部を設置した。当行は、この新しい部における組織、業務および管理の責任ならびに報告ラインを明確にした。県域
銀行業務におけるさらに効率のよい経営構造を追求するため、当行は、8の第一級支店を抽出し、県域銀行業務を事業
分野として試行的に行わせることとした。

当行は、こうした試行プログラムを通じて、以下の分野において県域銀行業務の分化型経営システムを追求してい
る。(ⅰ)与信管理　当行は、県域における与信事業の施策ガイドラインを導入し、県域銀行部の承認管理システムおよ
び与信承認構造を構築した。(ⅱ)資源配分　当行は、経済資本、事業運営ならびに県域銀行部の営業費および固定資産
に関する独自の計画を立案した。(ⅲ)業績評価　当行は、県域銀行部の開発および運営計画に基づく、総合的な業績評
価システムを構築した。また、当行の県域銀行部は、報酬が業績評価に連動する業績ベースの内部評価システムを確
立した。(ⅳ)リスク管理　当行は、当行のリスク管理システム下において、県域銀行部に適合させたリスク管理の方針
を実施した。

当行の県域銀行業務に関しては、「第二部-第２-３-（２）-(b) 県域銀行業務」を参照のこと。

 

リスク管理および内部統制のための総合的なシステムの構築 

近年、当行は、包括的リスク管理システムの構築ならびに当行のリスクの認識、測定、監視および管理に関する能力
の改善に着手した。当行は、取締役会の下にリスク管理委員会を設置し、部門のリスク管理機能を見直し、包括的なリ
スク管理の組織構造を構築した。当行は、リスク管理機能の独立性を強化するために、第一級支店から第二級支店に
リスク責任者を、第二級支店から準支店にリスク管理者を選任した。当行は、リスク管理のための方針、手順および方
法の改良に引続き努めた。例えば、当行は、リスク管理能力を向上させるために、経済資本、リスク・エクスポー
ジャー・リミット、リスク・プライシングおよび行内資金移転価格等の多様な方法を導入した。また、当行は指定さ
れた内部監査機能を確立した。

適用ある中国の法令およびバーゼル委員会のガイドラインに従い、当行は、内部環境、リスクの評価、統制活動、情
報と伝達およびモニタリングに及ぶ統一的な内部統制システムを確立してきている。

当行のリスク管理システムおよび内部統制システムに関しては、「第二部-第２-３-（２）-(d) リスク管理」を
参照のこと。

 

財務資金運用の総合的な改革の実施

当行は、包括的かつ正確で透明性の高い効率的な会計管理および財務管理システムを確立するため、以下の通り施
策を実施した。

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

 45/588



・　当行の本店および支店の部門において、新しい財務管理方針を策定し、予算過程改革を実行した。

?　財務に係る効果的かつ明示的な意思決定システムを構築するため、承認および授権に係る方針および手続を導
入した。

?　準支店においてそれぞれの第二級支店が行う財務管理を簡略化かつ集中化した。

・　資源配分を改善するため、経済的付加価値（EVA）およびリスク調整後経済資本利益率（RAROC）に基づく業績
評価システムを導入した。

?　財務管理情報システム（FMIS）、業績価値管理システム（PVMS）および事業分野別の報告システムを通じて、事
業分野別および商品別に分類される経営成績を反映する財務報告基盤を構築した。

?　行内資金移転価格（FTP）システムに基づいて当行の資金の管理および配分を行う集中型資金運用業務を実施
することで、資金運用を改善した。現在、当行の第一級支店は、集中型資金運用業務を実施している。

 

ITを利用した業務支援の拡大

当行は、とりわけ以下の点に関して、IT基盤を拡張し、IT能力を向上し、IT利用を強化した。

?　主要銀行業務応用システム、投資事業基盤、電子バンキングの応用基盤、基礎データ基盤、企業情報ポータル技術
の基盤およびその他のインフラの改良を目的とした既存のITシステム、装置およびネットワークの拡張、アッ
プグレードおよび改良を通じた情報システムインフラおよび応用基盤の強化

?　ソフトウェアに係る研究開発の質の向上を目的としたソフトウェアに係る研究開発能力の強化およびソフト
ウェアに係る開発プロセスの簡略化

?　意思決定、事業報告、リスク管理、業績評価および顧客関係管理に対して効果的な技術支援を提供することを目
的とした、様々なITシステム・アプリケーションの開発および改良ならびにITのサービスおよび規格統一の
強化

?　事業運営およびシステム管理の安定性を増大させることを目的とした情報セキュリティおよびリスク予防の強
化

 

人材開発の推進

当行は、包括的な開発計画に基づき、人材管理制度改革を継続的に推進している。当行の32の第一級支店および5の
本店の直属支店は組織構造改革を実行し、これにより当行が、(ⅰ)従業員のキャリア開発を促進するため、「管理
職」、「専門職」および「業務職」等の複数の職種の導入により、明確なキャリア開発システムを構築し、(ⅱ)従業
員が能力を向上させ成果を上げることを奨励するため、報酬を業績に連動させ、従業員の地位、責任、能力および成果
に基づいて報酬を支払う、成果主義の評価システムを導入し、(ⅲ)市場重視の採用の経路および昇進の仕組みを採り
入れることができるようになると期待される。当行はこれらの取組みによって、従業員を動機付け、有能な人材を集
めることができると考えている。
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３【事業の内容】

（１）業界の概要

　(a)　業界の概要

本項には、当行が事業を営む業界に関する情報が含まれている。かかる情報の一部は、様々な公的情報源または公
開の情報源からの引用および抜粋である。当行は、かかる情報に関する情報源としてそれらが適当であると考えてお
り、また、当該情報の収集および複製にあたり合理的な注意を払っている。当該情報が虚偽もしくは誤解を生じるも
のであるか、または当該情報を虚偽もしくは誤解を生ぜしめるような事実の省略がなされていると信じる理由はな
いが、当行、その関係会社もしくは顧問、または引受人、それらの関係会社もしくは顧問のいずれも、かかる情報を独
自に検証しておらず、その正確性に関する表明はなされていない。さらに、本項中の一部の財務データ（当行に関す
るデータを含む。）は、中国の会計基準(中国GAAP）に基づいて作成されているため、本書の他の部分に記載された
IFRSに基づく財務データとは異なっている。

 

概要

中国は、中国政府の広範な経済改革により、過去30年間にわたり著しい経済成長を遂げた。中国国家統計局による
と、中国の名目GDPは2005年から2009年の間に18.5兆人民元から33.5兆人民元へと増加し、複合年間成長率は16.0％
であった。世界銀行によると、2009年、中国はGDPでは世界第3位の経済大国となった。以下の表は、2005年から2009年
までの間の中国のGDPおよび1人当たりGDPを示したものである。

 12月31日に終了した年度

 
2005年  2006年  2007年  2008年  2009年  

複合年間

成長率

名目GDP
（単位：十億人民元） 18,494 21,631 26,581 31,405 33,535 16.0％
1人当たりGDP
（単位：人民元） 14,144 16,456 20,117 23,648 25,125 15.4％

＿＿＿＿＿＿＿

出所：中国国家統計局

 

中国の経済の急激な成長は、中国の銀行業界の発展を牽引した。中国の銀行業金融機関における人民元建貸出金総
額および人民元建預金総額は、2005年から2009年までの間の複合年間成長率はそれぞれ19.7％および20.1％増加で
あった。以下の表は、2005年から2009年までの間における、中国の銀行業金融機関の人民元および外貨建貸出金総額
ならびに人民元および外貨建預金総額を示したものである。

 12月31日現在

 
2005年  2006年

 
2007年  2008年

 
2009年  

複合年間

成長率

人民元建貸出金総額
（単位：十億人民元） 19,469 22,529 26,169 30,340 39,969 19.7％
人民元建預金総額
（単位：十億人民元） 28,717 33,543 38,937 46,620 59,774 20.1％
外貨建貸出金総額
（単位：十億米ドル） 151 166 220 244 380 26.0％
外貨建預金総額
（単位：十億米ドル） 162 161 160 179 209 6.6％

＿＿＿＿＿＿＿

出所：中国人民銀行

 

中国における所得水準の向上に伴って、中国の銀行業界では都市部および県域における個人顧客向け預金が急成
長を遂げており、中国の銀行業界にとって主要な資金源となった。2005年から2009年までの間、人民元建個人顧客定
期預金および人民元建個人要求払預金の複合年間成長率は、それぞれ15.6％および19.6％であった。以下の表は、
2005年から2009年までの間の、国内個人向けの人民元建個人定期預金および人民元建個人要求払預金の残高を示し
たものである。
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 （単位：十億人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 
2005年  2006年

 
2007年  2008年

 
2009年  

複合年間

成長率

人民元建個人
定期預金 9,226  10,301 10,829 14,367 16,473 15.6％
人民元建個人
要求払預金 4,879  5,858 6,746 7,834 9,992 19.6％

＿＿＿＿＿＿＿

出所：中国人民銀行

 

歴史および発展

1949年から1970年代まで、中国の銀行業界は中央計画経済の一部として機能していた。中国人民銀行は、中国の中
央銀行としての機能のみならず、預金の受入れ、貸出および決済業務を行う主要な商業銀行としても機能していた。
1970年代後半以降、中国の経済改革に伴い、銀行業界は大きな変容を遂げた。中国人民銀行の商業銀行機能の一部が
中央銀行機能から切り離され、四大銀行は国有の特殊銀行の役割を担うこととなった。国務院は、中国人民銀行を中
国の中央銀行および中国の銀行制度の主たる規制当局として正式に指定した。四大銀行は、それぞれ農業向け融資、
外国為替および貿易金融、建設およびインフラ貸出ならびに都市商業向け融資に特化するよう指示された。国務院
は、四大銀行にその業務運営に関し限定された自治権を付与すると共に、また中国の経済改革の発展に合わせてその
特定の機能以外の他の商業銀行業務を取り扱うことを許可した。

1980年代中頃、新たな商業銀行およびノンバンクが設立された。これらの商業銀行のうち、「その他の全国的な商
業銀行」として知られているいくつかの銀行は、全国的な規模で商業銀行サービスを提供することが認められたが、
他方で、それ以外の銀行は地域市場のみでの営業が認められていた。しかし、この期間における中国の銀行制度は政
府計画や政策によって厳しい規制を受けており、中国の銀行は、独立したまたは商業ベースでの営業は許されていな
かった。

1990年代中頃、中国政府は一連の財政改革に乗り出し、四大銀行の商業的な運営を推奨した。四大銀行の政策的な
金融機能を実質的に担わせるために、1994年、中国政府は政策銀行3行（中国国家開発銀行、中国輸出入銀行および中
国農業発展銀行）を設立した。これによって、四大銀行は国有商業銀行への転換を開始した。1995年、中国商業銀行法
および中国人民銀行法が制定され、これによって商業銀行に認められた経営範囲ならびに中央銀行および中国の銀
行規制当局としての中国人民銀行の機能および権限がより明確に定められた。2003年、銀行業の主要監督機関とし
て、また中国人民銀行の規制機能の大部分を担うCBRCが設立された。

中国の銀行は、従前より多額の不良債権を抱えてきた。1990年代後半以降、中国政府は銀行の資産の質を改善し、中
国の商業銀行の資本基盤を強化するために、以下を含む様々な構想を実施してきた。

・　1998年、MOFは四大銀行に対し、自己資本比率を改善するために特別国債を発行し、その手取金2,700億人民元を
利用して資本拠出を行った。

・　1999年、中国における金融システムの改革の促進を目的として、中国政府は四大銀行の不良債権の取得、管理お
よび売却を行うために、完全国有の金融資産管理会社4社（中国華融資産管理公司、中国長城資産管理公司、中
国信達資産管理公司および中国東方資産管理公司）を設立した。1999年、四大銀行および中国国家開発銀行
は、資産管理会社に対し合計13,939億人民元の不良債権および減損したその他の資産を譲渡した。

・　2001年、中国はWTOに加盟し、その銀行部門を外資系金融機関に開放することを承諾した。

・　2003年、匯金公司は、中国銀行および中国建設銀行に対して、それぞれ225億米ドルの資本を拠出した。

・　2004年、MOFおよび匯金公司はまた、交通銀行に対して、総額80億人民元の資本拠出を行った。

・　2005年、匯金公司はまた、中国工商銀行に対し150億米ドルの資本を拠出した。

・　2008年、匯金公司は、当行の株式有限会社への転換に先立って、当行に対し、約190億米ドル（1,300億人民元相
当）の資本を拠出した。当行の再編については、「第二部-第２-２ 沿革-財務改革」を参照のこと。

上記の取組みと中国経済の著しい成長により、中国の大手商業銀行の資産の質は大きく改善され、中国銀行業の今
後の成長のための基盤が整った。さらに、不良債権の処分および匯金公司からの資本拠出に続き、交通銀行、中国建設
銀行、中国銀行および中国工商銀行は、国内外の戦略的投資家を呼び込み、その株式を上海証券取引所および香港証
券取引所に上場させた。

その他の全国的な商業銀行および都市商業銀行の多くもまた、戦略的投資家を呼び込み、資本基盤を強化するため
に株主から出資を受け、また国内外の株式市場にその株式を上場させた。また、これらの銀行は、一部の大手商業銀行
と同様に、国際的な管理手法を採り入れ、資産の質および収益性を改善させた。

 

現在の競争環境
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中国の銀行業金融機関は、大手商業銀行、その他の全国的な商業銀行、都市商業銀行、都市信用組合、農村金融機関、
外資系金融機関およびその他の銀行業金融機関に分類されている。以下の表は、2009年12月31日現在または2009年12
月31日に終了した事業年度の各区分における中国の金融機関の総資産、株主資本および純利益の合計金額ならびに
市場占有率を示したものである。

   （単位：十億人民元、機関の数および％を除く。）

   2009年12月31日現在および2009年12月31日に終了した事業年度

   総資産  株主持分  純利益

 

法人機関

の数
 

合計

金額
 

市場

占有率

（％）  

合計
金額

 

市場
占有率
（％）  

合計

金額
 

市場

占有率

（％）

大手商業銀行 5  40,089 50.9％  2,186 49.3％  400  59.9％
その他の全国的な
商業銀行 12  11,785 15.0 563  12.7 93  13.8
都市商業銀行 143  5,680 7.2  359  8.1  50  7.4
都市信用組合 11  27  0.0  2  0.0  0  0.0

農村金融機関
(1)

3,467 8,638 11.0 431  9.7  51  7.7

外資系金融機関
(2)

37  1,349 1.7  167  3.8  6  1.0
その他の銀行業金

融機関
(3) 182  11,201 14.2 725  16.4 68  10.2

合計 3,857 78,769 100.0％  4,434 100.0％  668  100.0％

              
＿＿＿＿＿＿＿

出所：CBRCの2009年の年次報告書

(1)　農村金融機関は、農業信用組合、農業商業銀行、農業組合銀行、村鎮銀行、貸付会社および農業協同組合により構成される。本

表における農村金融機関の総資産、株主資本および純利益ならびにそれぞれの市場占有率の数値には、農業信用組合、農業

商業銀行および農業組合銀行の数値のみが含まれる。

(2)　外資系金融機関は、外国銀行の支店および現地子会社ならびに中外合弁による銀行により構成される。

(3)　その他の銀行業金融機関は、政策銀行、金融資産管理会社、信託会社、金融会社、ファイナンス・リース会社、自動車金融会社、

ブローカーおよび中国郵政貯蓄銀行により構成される。本表におけるその他の銀行業金融機関の総資産、株主資本および純

利益ならびにそれぞれの市場占有率の数値には、政策銀行、信託会社、金融会社、ファイナンス・リース会社、自動車金融会

社、ブローカーおよび中国郵政貯蓄銀行の数値のみが含まれる。

 

　大手商業銀行

当行は、中国銀行、交通銀行、中国建設銀行および中国工商銀行と共に中国の企業、機関および個人にとって主要な
資金供給源となってきた。CBRCの2009年の年次報告書によると、2009年12月31日現在の中国の銀行業金融機関全体に
占める大手商業銀行の総資産は、50.9％であった。CBRCおよび大手商業銀行の2009年の年次報告書によると、2009年
12月31日現在の中国の銀行業金融機関全体に占める大手商業銀行の貸出金総額および預金総額の割合は、それぞれ
50.4％および56.1％であった。

以下の表は、大手商業銀行の国内本支店機構の合計数、総資産、貸出金総額および預金総額を示したものである。

   （単位：十億人民元、機関の数および％を除く。）
 2009年12月31日現在

 

国内
本支店機構の
合計数

 総資産  貸出金総額  預金総額

  

金額  
合計額
に対する
割合（％）  

金額  
合計額
に対する
割合（％）  

金額  
合計額
に対する
割合（％）

中国農業銀行 23,624 8,883 21.0％  4,138 19.3％  7,498 21.8％

中国工商銀行 16,232 11,785 27.8 5,729 26.7 9,771 28.5
中国建設銀行 13,384 9,623 22.7 4,820 22.5 8,001 23.3
中国銀行 9,988 8,752 20.7 4,910 22.9 6,685 19.5

交通銀行 2,761 3,309 7.8  1,839 8.6  2,372 6.9

合計 65,989 42,352 100.0％  21,436 100.0％  34,327 100.0％

              
＿＿＿＿＿＿＿

出所：大手商業銀行の2009年の年次報告書（ただし、当行のデータ以外）

 

　その他の全国的な商業銀行

2009年12月31日現在、12行のその他の全国的な商業銀行が中国において全国的規模で商業銀行業務を経営する許
可証を有しており、中国の銀行業金融機関全体に占める総資産、株主資本合計および純利益合計の割合は、それぞれ
15.0％、12.7％および13.8％であった。

 

　都市商業銀行および都市信用組合
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都市商業銀行および都市信用組合は、通常、それぞれ特定の地域内で商業銀行業務を行うことが認められている。
一部の都市商業銀行は、他の都市においても支店を設けて業務を行っている。2009年12月31日現在、中国には都市商
業銀行が143行、都市信用組合が11行ある。中国の銀行業金融機関全体に占めるこれら2種類の金融機関の総資産、株
主資本合計および純利益合計の割合は、それぞれ7.2％、8.1％および7.4％であった。

 

　農村金融機関

農村金融機関は、主に農業信用組合、農業商業銀行、農業組合銀行、村鎮銀行、貸付会社および農業協同組合により
構成される。農村金融機関は、大手商業銀行およびその他の全国的な商業銀行に比べ、県域の企業や住民に対し、限ら
れた範囲の金融商品およびサービス（個人向けの預金の受入れおよび貸出ならびに決済サービス等を含む。）を提
供している。2006年末以降、CBRCは、県域における村鎮銀行、貸付会社および農業協同組合といった非従来型の農村金
融機関の設立を奨励する一連の政策および措置を実施した。2009年12月31日現在および同日に終了した事業年度に
おいて、農業信用組合が3,056行、農業商業銀行が43行、農業組合銀行が196行、村鎮銀行が148行、貸付会社が8行およ
び農業協同組合が16行設立されており、それらが中国の銀行業金融機関全体に占める総資産、株主資本合計および純
利益合計の割合は、それぞれ11.0％、9.7％および7.7％であった。

 

　外資系金融機関

外資系金融機関には、完全外国資本による銀行および中外合弁による銀行の駐在員事務所ならびに外国銀行の支
店および現地子会社が含まれる。中国における外資系金融機関は当初、人民元建業務に関して、その営業区域および
顧客セグメントに関する規制を受けてきたが、2006年の終わりにこれらの規制は撤廃されている。2009年12月31日現
在、中国で駐在員事務所を開設した外国銀行は46の海外区域に及ぶ194行、中国で現地法人として設立された完全外
国資本による銀行は33行であった。2009年12月31日に終了した事業年度において、中国の銀行業金融機関全体に占め
る外資系金融機関の総資産、株主資本合計および純利益合計の割合は、それぞれ合計1.7％、3.8％および1.0％であっ
た。

 

　その他の銀行業金融機関

その他の銀行業金融機関には、政策銀行、金融資産管理会社、信託会社、金融会社、ファイナンス・リース会社、自動
車金融会社、ブローカーおよび中国郵政貯蓄銀行が含まれる。2009年12月31日現在および同日に終了した事業年度に
おいて、中国の銀行業金融機関全体に占めるその他の銀行業金融機関の総資産、株主資本合計および純利益合計の割
合は、それぞれ14.2％、16.4％および10.2％であった。

 

業界の動向

　業界における基盤の強化

2003年以降、国有商業銀行の株式有限会社形態の商業銀行への転換は、中国の銀行業界の改善および発展に大きな
影響を与えた。それ以降、中国の銀行業は、コーポレート・ガバナンス、リスク管理、資本力、収益性、ブランド力およ
び市場認知度の面において大幅に改善された。CBRCの2009年の年次報告書によると、2005年から2009年までの間、中
国の銀行業金融機関の総資産は41.3兆人民元増加しその複合年間成長率は20.4％であった。また、同期間の中国の銀
行業金融機関の株主資本は2.8兆人民元増加し、その複合年間成長率は27.8％であった。中国における銀行業金融機
関の資産の質も大幅に改善され、当該期間における中国の商業銀行の不良債権は13,130億人民元から4,970億人民元
にまで減少し、その不良債権比率は8.61％から1.58％へと低下した。近年の世界的な金融危機下においても、中国の
銀行部門は概してそれほど深刻な影響を受けておらず、2009年末現在、中国工商銀行、中国銀行および中国建設銀行
は、時価総額において世界的な銀行の中で上位に入っている。

以下の表は、2005年から2009年の間における大手商業銀行およびその他の全国的な商業銀行の不良債権比率およ
び不良債権に対する引当率を示したものである。

 （単位：％）
 12月31日現在

 

2005年  2006年  2007年  2008年

 

2009年

不良債権比率
 (1) 8.9％  7.5％  6.7％  2.4％  1.6％

不良債権に対する引当率
 (2) 24.8％  34.3％  39.2％  117.9％  155.4％

＿＿＿＿＿＿＿

出所：CBRC

(1)　不良債権である顧客貸出金を顧客への貸出金総額で除して算出される。

(2)　顧客貸出金総額に係る減損損失引当金を不良債権である顧客への貸出金の合計で除して算出される。

 

　規制および監督の強化

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

 50/588



中国の銀行規制当局は、保守的な規制枠組みを構築しており、かつその改善を続けている。また同時に、コーポレー
ト・ガバナンス、内部統制、コンプライアンスおよびリスク管理等の多様な分野における中国の金融改革を推し進め
ている。特に情報開示義務が強化され、また国内外の規制当局との調整および協力が進められた。

2008年の世界的な金融危機に伴い、CBRCは、(ｉ)慎重な監督および(ⅱ)反景気循環的な規制を目的とした政策を強
化した。

・　慎重な監督: CBRCは、商業銀行のリスク管理制度をさらに改善し、ハイリスク市場および業界への過度のエク
スポージャーを防ぐための効果的な手続的措置を確立させるための規則を公表した。この規制措置は、信用リ
スク、市場リスク、オペレーショナル・リスクおよび流動性リスクを含む一連の潜在的リスクに対処するもの
である。

・　反景気循環的な規制: CBRCはまた、商業銀行が経済成長により生じる貸出需要に一層の対応を図ると共に潜在
的リスクを効果的に管理することを奨励するための指針を公表した。具体的な措置には、買収融資の与信の奨
励、小規模事業に対する貸出の専門的管理、プロジェクトファイナンスの提供範囲の拡大、革新的な信用保証
および消費者のローン保証の導入が含まれる。

慎重な監督に関連して、CBRCは、商業銀行の資本管理能力を強化するために、バーゼルⅡに従って、一連の規制およ
び指針を公布した。かかる規制および指針は、とりわけ自己資本比率の情報開示、資本測定およびリスク・エクス
ポージャーの計算に関連するものである。

 

　県域における銀行業務の大規模かつ急速な成長

中国の急速な都市化および産業の県域への移転に伴い、過去10年間において県域の経済は急速に成長しており、中
国経済全体にとってより重要度を増している。2008年12月31日現在、県域は中国全土の95.2％および全人口の69.8％
を占めており、2008年に中国のGDP合計の49.6％を産出している。

近年、県域の急速な経済成長と中国政府による効果的な政策により、県域の銀行市場は急成長を遂げている。しか
しながら、県域の銀行市場の普及率は相対的に低いままであり、潜在成長性を示している。こうした状況の中、一部の
大手商業銀行および外国銀行は、県域における市場拡大への取組みを強化している。一方で、非従来型の農村金融機
関も急速な成長を遂げている。2009年12月31日現在、中国では172行の非従来型の農村金融機関が設立されている。
CBRCによると、2008年12月31日現在、県域の金融機関の貸出残高は合計59,966億人民元であり、これは中国の全銀行
業金融機関の貸出金総額の18.7％を占めていた。県域における貸出の複合年間成長率は、2005年から2008年までの間
に16.0％に達し、同期間における全国の15.7％の複合年間成長率を上回った。「第二部-第２-３-（２）-(b) 県域銀
行業務-県域市場の戦略的位置付け-県域経済の大きな潜在成長性-国家の優遇政策」および「第二部-第２-３-
（１）-(b) 監督および規制-中国における銀行の監督および規制-主要な商業銀行活動に対する規制-農業関連金融
サービスの監督および規制」を参照のこと。

 

　個人向け銀行商品およびサービスに対する需要の高まり

世帯収入の増加およびそれによる生活様式の変化ならびに消費の拡大によって、住宅ローン、銀行カード、その他
の消費者金融商品およびウェルス・マネジメントサービスが、中国の商業銀行にとって成長拡大の主要な要因と
なった。個人向け銀行業務は、多様な銀行商品およびサービスに対する消費者の需要の増大に伴って、重要な成長機
会に直面している。以下の表は、下記の期間における中国の1人当たりGDP、特定世帯の所得および大手商業銀行の個
人向け貸出残高を示したものである。

 12月31日現在および12月31日に終了した事業年度

 
2005年  2006年

 
2007年  2008年

 
2009年  

複合年間

成長率（％）

1人当たりGDP
（単位：人民元） 14,144 16,456 20,117 23,648 25,125 15.4％
都市世帯の1人当たり可処分
所得（単位：人民元） 10,493 11,759 13,786 15,781 17,175 13.1
県域世帯の1人当たり純所得
（単位：人民元） 3,255 3,587 4,140 4,761 5,153 12.2
大手商業銀行の個人向け貸
出残高(単位:十億人民元) 1,944 2,229 2,872 3,124 4,543 23.6％
大手商業銀行の貸出金総額
に対する個人向け貸出金の
割合 16.8％  17.1％  19.4％  19.4％  21.2％  ̶

＿＿＿＿＿＿＿

出所：中国国家統計局、大手商業銀行の年次報告書

 

従来型の個人向け銀行業務に加えて、世帯資産の急激な増加および富裕層の拡大の結果、ウェルス・マネジメント
サービスという新しい市場が誕生した。商業銀行は、中間層から富裕層向けに、カスタマイズされかつ専門的なウェ
ルス・マネジメントサービス（資産配分、ダイナミックな資産の管理および企業財務への助言サービス）の提供を
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開始した。複数の外国銀行がプライベート・バンキング業務を開始したことに伴い、国内の商業銀行も独自のプライ
ベート・バンキング部門を設置し、富裕層向けのプライベート・バンキングサービス市場への進出を始めた。

 

　従来型の商業銀行業務のさらなる拡大

従来型の銀行商品およびサービスの拡充に加えて、中国の金融サービス業界は近年、ファイナンス・リース、資金
運用および保険の分野における金融商品およびサービスの提供を拡大してきた。2008年12月31日現在、ファイナンス
・リース子会社への共同出資またはその設立に関与している中国の商業銀行は7行であり、当行を含む中国の商業銀
行8行は、資金運用子会社を設立している。2008年12月31日現在、銀行が経営する資金運用会社は、中国において管理
されている純資産合計のうち12.4％の市場占有率を有している。

従前から、中国の銀行は保険商品およびサービスの引受けが認められていなかった。2009年11月、CBRCは「商業銀
行による保険会社に対する投資に関する試験的管理措置」を制定し、商業銀行の保険業界に対する投資を容認した。
現在、中国政府は、中国人民銀行、MOF、CBRC、CSRC、CIRCおよび他の金融規制当局との間でかかる規制監督の実施体制
を模索している。

銀行が従来とは異なる分野において金融商品およびサービスの提供を継続的に展開していくにしたがって、銀行
の総合的な支店ネットワークを通じた金融商品のクロス・セールスおよび電子バンキングは、銀行の報酬および手
数料収入を増加させる重要な手段となってきている。中国の上場銀行14行が公開している情報によると、これらの銀
行の総収入に対して報酬および手数料収入の合計が占める割合は、2005年は6.4％であったのに対し、2009年には
16.3％にまで増加した。ただし、この数字は成熟した海外の銀行市場における比率に比べ依然としてかなり低く、国
内の銀行が法人顧客および個人顧客の需要に合致した報酬および手数料制の商品およびサービスを拡充させること
により、今後さらに増加することが予想される。したがって、中国の銀行による報酬および手数料制の事業には、大き
な潜在成長性が見込まれている。

 

　顧客のセグメント化および業務改革を通じた差別化の達成

中国の銀行がその事業の範囲および規模を拡大するにつれ、顧客の多様化するニーズを満たすための差別化され
たサービスを提供することが、銀行の競争力向上のためにより一層重要となった。

中国の銀行は差別化を行うため、(ⅰ)市場のセグメント化、ターゲットとなる顧客層の明確化およびサービスのカ
スタマイズ化、(ⅱ)費用管理、質および顧客満足度の面で競争上優位に立つためのビジネスモデルの改善ならびに
(ⅲ)ブランド認知を含む多様な措置を取ってきた。

さらに、中国の銀行はその経営および業務の改革にも着手している。一部の銀行は、(ⅰ)顧客の需要に応じたワン
ストップ型の専用の商品およびサービスを提供することに特化した事業部を設置し、マーケティング活動を強化し、
(ⅱ)与信承認プロセスを簡略化させ、垂直的なリスク管理を実施しているほか、(ⅲ)効率性の向上および営業費用の
削減のためのバックオフィス管理の集中化を行っている。一例を挙げると、すべての大手商業銀行が、独立した運営
管理部門、データセンターと共に処理決済センターを既に設置している。

 

　(b)　監督および規制

中国における銀行の監督および規制

概要

中国の銀行業は厳格な規制を受けている。中国における銀行業の主要な規制当局にはCBRCおよび中国人民銀行が
含まれる。CBRCが銀行業金融機関の監督および規制に関与しており、中国人民銀行が中国の中央銀行として金融政策
の策定および実施に関与している。当行はさらに、MOFの規制を受けている。中国の銀行業に関する主要な法令は、中
国商業銀行法、中国人民銀行法および銀行業監督管理法ならびにそれらに基づき公布された規制および規則である。

 

規制枠組の沿革および発展

1948年12月1日に設立された中国人民銀行は当初、中国の金融業界において主要な規制当局であった。1986年1月に
国務院は「中国の銀行管理に関する暫定条例」を公布したが、これは中国人民銀行が中国の中央銀行であり、かつ、
中国の金融業界の規制当局である旨を初めて明確に定めるものであった。

中国の銀行業における現在の規制枠組は、商業銀行法および中国人民銀行法の制定によって、1995年より構築が始
まった。商業銀行法は1995年5月に公布され、中国における商業銀行の業務の基本原則を規定した。1995年3月に施行
された中国人民銀行法は、中国人民銀行の責任の範囲および組織構造を定め、中国人民銀行に対して人民元の管理、
金融政策の実施ならびに中国の金融業界の規制および監督を行う権限を付与した。

中国の銀行業の規制制度はその後、さらなる重要な改革が行われて発展してきた。CBRCが2003年4月に設立され、中
国の金融業界における主要な規制当局は中国人民銀行からCBRCに変わった。CBRCは、改革の実施、全体的なリスクの
軽減、安定および発展の促進ならびに中国の銀行業の世界的な競争力の強化を行う使命を付与された。2003年12月に
は商業銀行法および中国人民銀行法が改正され、2004年2月1日に銀行業監督管理法が施行された。銀行業監督管理法
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はCBRCの規制機関としての機能および責任を規定している。

 

主要な規制当局

中国銀行業監督管理委員会（CBRC）

機能および権限

CBRCは、商業銀行、都市信用組合、農業信用組合、その他の預金取扱金融機関および政策銀行を含む中国で営業する
銀行業金融機関ならびに金融資産管理会社、信託投資会社、金融会社、ファイナンス・リース会社およびCBRCによる
設立認可を必要とする他の金融機関等、一定のノンバンクの監督と規制に責任を負う主たる規制当局である。CBRCは
また、国内の金融機関が国外で設立した事業体および上記の銀行業金融機関およびノンバンクの海外事業に関する
監督と規制についても責任を負っている。銀行業監督管理法および関連規則に従い、CBRCの主要な職責には以下の事
項が含まれる。

?　銀行業金融機関およびその業務を統制する規制および規則を制定および公布すること。

・　銀行業金融機関の設立、変更および解散ならびにその経営範囲につき審査し、承認することならびに商業銀行
およびその支店に対して金融業営業許可証を付与すること。

・　提供する商品およびサービスを含め、銀行業金融機関の業務活動を規制すること。

・　銀行業金融機関の取締役および幹部役員の資格要件を承認または監督すること。

・　銀行業金融機関のリスク管理、内部統制、自己資本比率、資産の質、減損損失引当金、リスクの集中、関連取引お
よび流動性要件に関して慎重なガイドラインおよび基準を設定すること。

・　銀行業金融機関の業務およびリスク基準に関する実地調査および実地外調査を行うこと。

・　適用ある銀行業規制の違反があった場合に、是正措置および罰則措置を課すこと。

・　国有の銀行業金融機関に関する統計データおよび営業報告書を作成し、公表すること。

 

検査および監督

CBRCは、北京の本部および中国全土の支部を通じて、実地調査および実地外調査により銀行およびその支店の業務
を監視している。実地調査には一般に、銀行の業務敷地内での調査、従業員との面接、業務およびリスク管理の重大な
事由に関する幹部役員および取締役に対する説明の要求ならびに銀行が保管する関連書類および資料の精査が含ま
れる。実地外調査には、通常、銀行がCBRCに定期的に提出する様々な業務報告、財務書類およびその他の報告書の精査
が含まれる。

銀行業金融機関が適用ある銀行業規制に違反した場合、CBRCは、罰金の徴収、特定の事業活動の停止命令、配当金お
よびその他の分配ならびに資産譲渡の制限ならびに新たな支店設置の中止を含む是正措置および処罰措置を課す権
限を有する。極端な場合または商業銀行がCBRCにより指定された期間内に是正措置を取らなかった場合、CBRCは銀行
業金融機関に業務を停止させ、金融業営業許可証を取り消すことができる。銀行業金融機関内に危機が発生し、また
は破綻した場合、CBRCは当該銀行業金融機関の支配権を引き継ぐかまたはその再編を推し進めることができる。

 

中国人民銀行

中国人民銀行は中国の中央銀行として、金融政策の策定および実施ならびに中国の金融市場の安定維持に責任を
負う。中国人民銀行法および適用ある規制に従って、中国人民銀行は以下の権限を有する。

・　その職務に関連する指令および規制を公布し、実施すること。

・　法律に従い金融政策を策定し、実施すること。

・　人民元を発行し、その流通を管理すること。

・　銀行間短資市場および銀行間債券市場を規制すること。

・　外国為替管理を実施し、銀行間為替市場を規制すること。

・　金市場を規制すること。

・　国の外貨準備および金準備を保持し、調整し、管理すること。

・　国庫を管理すること。

・　決済制度および清算制度の正常な運営を維持すること。

・　金融業界におけるマネーロンダリング防止活動を指揮および組織し、マネーロンダリング規制の監視につき責
任を負うこと。
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・　金融業界に関する統計データ、調査、分析および予測につき責任を負うこと。

 

MOF

国務院の支配下にある省庁として、MOFは国の財政、税金および国有資産の管理に関する職務を実行する権限を有
する。MOFは主に、国の支配下にある銀行の幹部役員の勤務評定制度および報酬制度ならびに国有資産の評価を規制
している。MOFにより公布された中国の企業会計基準および企業会計規則が2007年1月1日に施行されてからは、MOFは
さらに、銀行業におけるかかる基準および規則の実施を監視する責任をも負っている。MOFの主要な職責には以下が
含まれる。

・　財政運営、財務管理および会計管理に関する法律および規則を起草し、規制を制定し、外国関連の資金および負
債に関する国際交渉を取りまとめ、関連契約および協定の様式に合意すること。

・　国有金融資産を管理し、国有資産管理に関する規制の起草に参加し、資産評定を管理すること。

・　金融および税金に関する規制および政策の実施を管理・調査し、金融収益および費用の管理に関する重要な問
題を報告し、監督監査官室を管理すること。

 

その他の規制当局

中国の商業銀行はまた、上記の規制当局に加えて、SAFE、CSRC、CIRC、国家審計署および国家税務総局を含むその他
の規制当局による監督および規制を受ける。

 

許認可要件

基本的要件

中国商業銀行法および2006年2月1日に施行された「中国資本の商業銀行に関する行政許可事項の実施に関する措
置」は、商業銀行の経営範囲を定め、その許認可の基準およびその他の要件を規定している。商業銀行の設立には、
CBRCの承認と営業許可証の発行が必要とされる。その条件には以下の事項が含まれる。

・　申請者である商業銀行の定款が、中国商業銀行法および中国会社法の関連要件を遵守していること。

・　申請者である商業銀行の登録資本金が、中国商業銀行法に基づく最低要件を充たしていること（全国的な商業
銀行、都市商業銀行および農業商業銀行について、それぞれ10億人民元、100百万人民元および50百万人民
元）。

・　申請者である商業銀行の取締役および幹部役員が必要な資格を有していること。

・　申請者である商業銀行の組織構造および管理制度が適切に確立されていること。

・　申請者である商業銀行の店舗およびその他設備の安全および保安ならびにそれらの保安措置が関連要件を充
たしていること。

 

重大な変更

銀行は、以下を含む重大な変更を行う場合には、CBRCの承認を得る必要がある。

・　商号の変更

・　登録資本金の変更

・　本店の住所変更

・　経営範囲の変更

・　銀行の株式の購入者が当該銀行の株主資本の5％以上の保有者となるような株式の購入および銀行の資本合計
または株式の5％以上を保有する株主の変更

・　定款の変更

・　合併または分割

・　解散または清算

 

支店の設立

国内支店
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商業銀行は、支店を設立するにあたり、その承認ならびに営業許可証および金融業営業許可証の発行を、CBRCまた
はその現地事務所に申請しなければならない。かかる営業許可証および金融業営業許可証を取得するには、支店は、
その規模に見合う十分な運転資金を保有し、かつその他の事業要件を充たさなければならない。商業銀行は、各支店
に最低限の運転資金を分配することを義務づけられ、また、商業銀行の全支店に提供される運転資金の合計額は、そ
の資本合計の60％を超えてはならない。

 

海外支店

中国の商業銀行による海外支店の設立は、関連する外国法域で適用あるすべての規制の遵守に加えて、CBRCの承認
を受けなければならない。かかる申請を行う銀行は、以下の条件を充たさなければならない。

・　自己資本比率が8％以上であること。

・　原則として、株式投資残高の比率がその純資産の50％以内であること。

・　直近の連続する3事業年度において利益を計上していること。

・　申請の直近年度末の資産残高が1,000億人民元以上であること。

・　適法な外国為替資金を充分に有していること。

・　優れたコーポレート・ガバナンス制度を有しており、健全かつ効率的な内部統制措置が実施されていること。

・　健全性に関する統制および管理に係る主要な指標が規制要件を充たしていること。

・　CBRCにより定められたその他の健全性に関する条件を充たしていること。

 

経営範囲

中国の商業銀行は、中国商業銀行法の下で以下の業務のいずれかまたはすべてを行うことができる。

・　公衆からの預金の受入

・　短期、中期および長期の貸出の実施

・　国内および海外における支払決済の実行

・　手形の引受けおよび割引

・　債券の発行

・　国債の発行、支払いおよび引受けの代行

・　国債および金融機関債券の売買

・　銀行間貸出

・　外国為替の自己勘定取引または代理取引

・　銀行カード事業

・　信用状の発行および保証サービスの提供

・　債権の回収および支払いの代行ならびに保険代理店としての活動

・　貸金庫サービスの提供

・　CBRCが認可するその他の事業

中国の商業銀行は、経営範囲を定款に記載し、その定款をCBRCに提出して承認を得る必要がある。SAFEによる承認
を条件として、商業銀行は外国為替の決済および外貨の販売を行うことができる。

 

主要な商業銀行活動に対する規制

貸出

信用供与に関するリスクを管理するために、中国の銀行規則により、商業銀行は、(ⅰ)厳格かつ統一された信用リ
スク管理システムの構築、(ⅱ)信用枠を供与する前のデュー・ディリジェンス調査の実施、借入人の返済能力の監視
および定期的な信用評価報告書の作成を含む信用供与における各段階の標準作業手順の確立ならびに(ⅲ)リスク管
理に関する適格な人材を任命するための手配等を義務付けられている。

CBRCはまた、関連当事者貸出に関するリスクを管理するため、ガイドラインおよび施策を公布した。「第二部-第５
-５-（１）コーポレート・ガバナンスの状況-コーポレート・ガバナンスおよび内部統制-関連取引」を参照のこ
と。
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2009年7月23日、CBRCは、効率的な実体経済および重要なプロジェクトに対する資金の流入の確保、信用リスクの回
避、貸出構造の最適化、銀行業金融機関の貸出管理の向上、銀行業のシステムリスクの回避ならびに銀行業金融機関
のリスク管理能力の向上を目的として、「固定資産貸出の管理に関する暫定措置」を施行した。

さらにCBRCは、中国の商業銀行の信用リスクを抑制するため、一定の業種および顧客に対する貸出および信用の供
与に関する規則を公表した。かかる規則には、主に以下のものが含まれる。

・　「商業銀行によるグループ融資先に対する信用供与のリスク管理に関するガイドライン」に基づき、商業銀行
はグループ融資先に対する信用供与に関するリスク管理制度を確立し、CBRCに提出しなければならない。商業
銀行による単一のグループ融資先に対する信用エクスポージャーがその規制資本の15％を超えた場合、商業
銀行はリスクを分散するためにシンジケート・ローン、ジョイント・ローンおよび貸出金の譲渡等の措置を
取らなければならない。健全性に関する監督要件に沿って、CBRCは、単一のグループ融資先に対する信用エク
スポージャーに関する割合要件を引き下げることがある。

・　「商業銀行の不動産融資のリスク管理に関するガイドライン」に基づき、商業銀行は、不動産融資に関する検
討および承認基準を確立し、不動産融資の市場リスク、法的リスクおよびオペレーショナル・リスクに関する
管理および内部統制制度を確立しなければならない。商業銀行は土地使用権証書および必要な許可を有して
いない借入人に対して、不動産開発ローンを提供することができない。CBRCはガイドラインの実施に関して定
期的な調査を行っている。

・　「自動車ローンに関する措置」に基づき、商業銀行は自動車ローンに関して信用格付制度および監視制度を確
立しなければならない。さらに、かかる措置は自動車ローンの申請に関して一定の条件を規定している。また、
自動車ローンの額は、自己使用目的の車両の価格の80％、商業用車両の価格の70％、中古車両の価格の50％を
超えてはならない。商業銀行はさらに、自動車ローンにつき、借入人に対してその車両に対する抵当権の設定
またはその他の担保の提供を義務付けなければならない。

・　「運転資金貸出の管理に関する暫定措置」に基づき、商業銀行は運転資金貸出の使用を管理し、顧客情報に対
する完全なアクセスを可能にする効果的な内部統制制度およびリスク管理制度の確立を義務付けられてい
る。商業銀行は、顧客が実際に必要とする額を算出し、これを上回らないよう貸出額を決定するために合理的
かつ慎重な措置を取らなければならない。商業銀行は運転資金貸出に関して決定的かつ合理的な目的を設定
しなければならない。かかる運転資金貸出は、固定資産投資および株式投資または法律上禁止されている分野
もしくは目的に使用してはならない。

・　「商業銀行による買収および合併に関する信用供与のリスク管理に関するガイドライン」に基づき、商業銀行
はガイドラインに従った業務フローおよび内部統制システムを確立することが義務付けられており、CBRCに
対する報告の後にこれを実行しなければならない。商業銀行は以下の条件を充たした場合、買収および合併に
関する貸出業務を行うことができる。(ⅰ)適切なリスク管理制度および効率的な内部統制制度を確立してい
ること、(ⅱ)減損貸出金の引当率が100％以上であること、(ⅲ)自己資本比率が10％以上であること、(ⅳ)一般
準備金が同期間中の貸出残高の1％以上であること、かつ(ⅴ)デュー・ディリジェンスおよびリスク評価に関
する専門家チームが組織されていること。ガイドラインはさらに、全体的な戦略リスク、法的リスクおよびコ
ンプライアンス・リスク、合併リスク、オペレーショナル・リスクおよび財務リスクを含む買収および合併に
関連するリスク評価およびリスク管理に関する一定の要件を規定している。

・　「個人向け貸出の管理に関する暫定措置」に基づき、商業銀行は個人向け貸出に関して効果的な全過程管理体
制およびリスク制限管理制度の確立を義務付けられている。かかる措置はさらに、個人向け貸出の申請につい
ても特定の条件を規定している。個人向け貸出の使用にあたっては、関連する法律および政策を遵守しなけれ
ばならない。商業銀行は個人向け貸出の目的を特定しなければならない。

・　「プロジェクト融資事業に関するガイドライン」に基づき、銀行業金融機関は適切な業務フローおよびリスク
管理体制の確立を義務付けられている。銀行業金融機関は、政策リスク、財務リスク、完成リスク、商品市場リ
スク、予算超過リスク、原料リスク、オペレーショナル・リスク、為替リスク、環境リスクおよびその他の関連
リスクを含むプロジェクト建設期間および運用期間に関連するリスクを完全に識別し、評価しなければなら
ない。さらに、銀行業金融機関は、技術的および財務的な実現可能性ならびに返済原資に関するリスクを評価
するために借入人の返済能力に焦点を合わせなければならない。さらに、銀行業金融機関は借入人に対して、
プロジェクトによる収益を受け取る特定口座を開設し、口座を監視し、異常な動きがあった場合には対応策を
取ることを要求しなければならない。

当行はCBRCにより公表された上記の規制を遵守するために一定の準則および対策を導入している。さらに、当行は
特定の業種および顧客に対する貸出および信用供与に関して、リスク管理および内部統制能力を強化している。

 

外国為替事業

商業銀行は、外国為替事業に従事するにあたりCBRCおよびSAFEの承認を受ける必要がある。中国の金融機関はま
た、中国のマネーロンダリング防止法令の下で、大型取引または疑わしい外国為替取引があった場合は、速やかに
SAFEに通報しなければならない。

 

有価証券および資産管理事業
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中国の商業銀行は一般に、株式の売買および引受けを禁じられている。中国の商業銀行は、以下の業務を行うこと
ができる。

・　中国国債、金融機関が発行する債券および適格非金融機関が発行する商業債券の引受けおよび取引

・　中国政府、金融機関およびその他の企業が発行する債券を含む有価証券に関連する取引における代理業者とし
ての行為

・　機関投資家および個人投資家に対する包括的な資産管理顧問サービスの提供

・　大規模インフラ事業、買収および合併の取引ならびに破産更生に関連する財務顧問としての行為

・　有価証券投資ファンドおよび企業年金基金を含むファンドの保管機関としての行為

CSRCおよびCBRCが2004年11月29日に共同で公布し、2005年1月1日に施行された、「証券投資ファンドの保管業務の
資格に関する行政措置」に基づき、商業銀行は、証券投資のファンドの保管業務のための資格を申請することができ
る。ただし、かかる商業銀行は他の要件に加えて、直近の3事業年度末現在において、純資産が20億人民元以上であり、
かつ、自己資本比率に関連する規制上の要件を充たしていなければならない。ファンドの保管機関は、保管事業とそ
の他の事業の分離を確保し、かつファンド資産の独立性を確保しなければならない。CSRCおよびCBRCは、ファンドの
保管機関の資格に関する審査、承認および業務の監督に共同で責任を負う。さらに、商業銀行のファンドの保管部門
の上級管理者は一定の資格を充たさなければならず、かかる上級管理者の任命はCSRCの承認を得なければならない。
中国労働社会保障部、CBRCおよびその他の当局が2004年2月23日に共同で公布し、2004年5月1日に施行された「企業
年金基金管理に関する暫定措置」に基づき、商業銀行は企業年金基金の保管業務を行う場合および特別ファンドの
保管部門を設立する場合はCBRCに届け出なければならない。

 

保険

中国の商業銀行は、保険証券の引受けを行うことを認められていないが、その販売ネットワークを通じて代理店と
して保険商品を販売することは認められている。保険商品の代理販売を行う商業銀行は、CIRCが制定する適用ある規
則に従わなければならない。2000年8月4日にCIRCが公布した「付随的保険代理事業の管理に関する暫定措置」に基
づき、商業銀行は、保険代理事業を行うにあたっては事前にCIRCから許可証を取得しなければならない。2006年6月15
日にCIRCおよびCBRCが共同で公布した「銀行による保険代理事業の標準化に関する通知」に基づき、かかる許可証
は、当該事業を行う商業銀行の主要な支店すべてに要求されている。

2010年1月13日にCIRCおよびCBRCは、「銀行の生命保険代理サービス業務の再編の強化および健全な発展の向上に
関する通知」を共同で公布し、生命保険の代理店許可証に関する監督を強化した。この通知により、販売ネットワー
クを通じて生命保険業務を行うすべての商業銀行は、事前にCIRCにより発行される許可証を取得しなければならな
い。

 

個人向けウェルス・マネジメントサービス

CBRCは2005年9月、「商業銀行の個人向けウェルス・マネジメント事業に関する暫定行政措置」を公表した。この
措置の下で、商業銀行は、一定のウェルス・マネジメントサービスを提供するにはCBRCの承認を取得しなければなら
ないが、その他の一定のウェルス・マネジメントサービスを提供するにはCBRCに対する報告のみが要求されている。
また、商業銀行は、個人向けウェルス・マネジメント計画に基づく商品提供に関しても一定の制約を受ける。さらに、
2005年9月にCBRCが公表した「商業銀行の個人向けウェルス・マネジメントサービスに関連するリスク管理に関す
るガイドライン」に基づき、商業銀行は、ウェルス・マネジメントサービスに関する監査および報告のシステムを確
立し、重要なリスク管理に関する問題点について当局に通知しなければならない。それ以降、CBRCは、商業銀行が提供
する個人向けウェルス・マネジメントサービスの報告体制およびリスク管理の改善を目的として、一連の通知を公
表した。

国内におけるウェルス・マネジメント事業に加えて、中国人民銀行、CBRCおよびSAFEは、「商業銀行による海外の
ウェルス・マネジメントに関する暫定措置」を共同で公布し、2006年4月17日に施行された。これにより、正式に許可
証を交付された商業銀行が国内の機関および個人を代理して事前に承認された金融商品に海外で投資することが認
められた。

 

電子バンキング

CBRCは2006年1月、電子バンキング部門におけるリスク管理とセキュリティ基準の向上を目指して、「電子バンキ
ング事業を規制する行政措置」および「電子バンキングのセキュリティ評価に関するガイドライン」を公表した。
電子バンキング事業の立上げを申請するすべての銀行業金融機関は、適切な内部統制システムおよびリスク管理シ
ステムを備えていなければならず、申請に先立つ直前の1年間に、情報管理と業務処理の主要システムに関連する大
事故が発生していてはならない。さらに、電子バンキング事業に従事するすべての銀行業金融機関は、情報の秘密性
の保持および電子バンキング口座の不正利用防止のためのセキュリティ対策を講じなければならない。
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資産に対する投資

一般に、中国の商業銀行は、中国政府および金融機関が発行する債務証券、適格非金融機関が発行する短期コマー
シャル・ペーパー、ミディアム・ターム・ノートおよび社債ならびに一定のデリバティブ商品以外への国内投資を
禁じられている。中国の商業銀行は、中国政府の承認を得ない限り、信託投資事業および証券業への従事、自己利用以
外の不動産に対する投資またはノンバンクおよび事業体に対する投資を禁じられている。

 

デリバティブ

CBRCは2004年2月4日、「金融機関のデリバティブ事業に関する暫定行政措置」を公表した。これは特に、金融機関
が行うデリバティブ事業に関連する市場に対するアクセスおよびリスク管理の詳細な規制を定めたものである。デ
リバティブ事業を行おうとする中国の商業銀行は、この暫定措置に従って、関連する適格要件を充たし、CBRCから事
前の承認を得なければならない。CBRCは、中国の商業銀行によるデリバティブ事業のリスク管理をさらに強化するた
め、2005年3月22日に「国内銀行によるデリバティブ商品取引に関するリスク警告に関する通知」を公表し、2006年
12月28日に「金融機関によるデリバティブ商品取引の管理に関する暫定行政措置」を改定し（2007年7月3日施
行）、2009年7月31日に「銀行業金融機関と機関顧客との間のデリバティブ商品取引のリスク管理の強化に関する通
知」を公表した。

 

中国の商業銀行による金融刷新の支援および奨励

2006年12月、CBRCは「商業銀行の金融刷新に関するガイドライン」を公表したが、その目的は中国の商業銀行によ
る新事業の展開および商品の開発、既存事業および商品の改善、経営範囲の拡大、コスト効率および収益性の改善な
らびに収益源としての貸出事業に対する依存度の引下げを含む、金融刷新関連の活動に慎重に取り組むことを促す
ことである。中国の商業銀行による金融刷新を促進させるため、CBRCは新商品の検査および承認手続を合理化し、検
査および承認手続の効率性を向上させると述べている。

 

農業関連金融サービスの監督および規制

中国の規制当局は農業関連の金融サービスを規制し、促進するためにいくつかの規則および政策を公表した。

2006年12月、CBRCは「農村地域における銀行業参入政策の調整および緩和ならびに新農村開発の支援向上に関す
るガイドライン」を公表した。かかる意見では、持続可能な事業の維持の原則に基づき、銀行業金融機関による農村
地域の新規参入に関する政策が調整され、かつ緩和され、参入基準が緩和されている。

2007年1月、CBRCは「村鎮銀行設立の承認に関する慣行ガイドライン」および「村鎮銀行の管理に関する暫定規
則」を公表し、村鎮銀行の設立および管理に関する基準を規定した。

2007年8月、CBRCは「銀行業金融機関による農村少額貸出の促進に関するガイドライン」を公表し、これによりす
べての銀行業金融機関による農村の借入人に対する少額貸出の実行が可能となった。このガイドラインに基づき、か
かる貸出を受ける資格を有する農村の借入人には伝統的な農村家庭および様々な小企業が含まれ、かかる少額貸出
は県域開発に貢献する重要な地域および主要部門を対象としている。少額貸出の限度額は先進地域において100,000
人民元から300,000人民元、低開発地域においては10,000人民元から50,000人民元の範囲に引き上げられた。共同担
保貸出の限度額は与信限度枠に基づいて正式に引き上げることができ、貸出の期限は最長で3年間延長することがで
きる。

2008年4月、中国人民銀行およびCBRCは「村鎮銀行、貸付会社、農業協同組合および少額貸付会社に係る特定政策に
関する通知」を共同で公表し、かかる機関の持続的な発展につなげ、かつこれを促進するために預金準備、貸出およ
び預金の金利、支払決済および会計管理に関する措置を含む特定の監督措置を定めた。

2008年10月、中国人民銀行およびCBRCは「農村の金融商品およびサービス革新の促進に関するガイドライン」を
共同で公布し、主要な作物生産地域であるかまたは県域の経済発展開発の強固な基盤である、中国中央部の6省およ
び中国東北部の3省に位置する特定の県および市における農村金融の商品およびサービスの革新を促進するための
試行的な革新プログラムを可能にした。

2008年12月、国務院弁公庁は「金融政策による経済開発の推進に関する諸意見」を公表し、地方金融の政策支援を
向上させ、農村地域に対する貸出を増加させた。

2009年1月、CBRCは「特定貸出監督政策および安定的経済発展の促進の調整に関する通知」を公表し、関連する貸
出監督規則および要件に適切な調整を行い、農業関連貸出に関する貸出管理および審査方針の差別化を重視し、農業
関連貸出の実行を強化した。

2009年6月、CBRCは「少額貸付会社の村鎮銀行への転換に関する暫定規則」を制定した。かかる規則は、県域におけ
る金融市場を発展させ、三農および中小企業に対する支援を向上させるために、銀行業金融機関に対し、少額貸付会
社の村鎮銀行への転換を促進することが義務付けられた。

2009年7月、CBRCは新たな農村金融機関の発達を促進するために、「2009年-2011年における非従来型農村金融機関
の総合的な業務整理の実施に関する関連事項に関する通知」を公表した。
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2010年4月、CBRCおよびCIRCは「農業関連貸出と農業関連保険との間の連携の強化に関するガイドライン」を共同
で公布した。これは、農業関連保険に対し、農業関連貸出のリスクを分散し、農村の借入人による借入機会を拡大し、
もって農村地域における信用供与に関する問題を解決するためのメカニズムを導入するものである。

2009年4月、CBRCは、「中国農業銀行の県域銀行部制改革および監督に関するガイドライン」（以下「本ガイドラ
イン」という。）を発表したが、これは、当行に対して、県域銀行業務に関する適切な組織構造および運営体制の確立
を求め、以下を含む中国GAAPに基づき算出される一定の規制上の指標（特に義務的な指標）を定めるものである。

・　県域銀行業務に関して、新規預金に対する新規貸出の割合を、当行の財務改革が完了した年の翌年中に原則
として50％以上に引き上げること。

・　県域銀行業務に関して、預金残高に対する貸出残高の割合を、5年以内に50％超に引き上げることを目指すこ
と。

・　県域銀行業務に関する貸出の増加率は、当行の貸出金総額の増加率を下回らないようにすること。

・　県域銀行業務に関する資産の額が当行の資産の総額に占める割合および県域銀行業務に関する負債の額が当
行の負債の総額に占める割合が、それぞれ、当行の財務改革が完了した年の末日現在におけるそれらの各々の
割合を下回らないようにし、安定した成長の達成を目指すこと。

・　県域銀行業務に関する経費率を、当行の財務改革が完了した年の翌年以降、50％未満とすること。

・　県域銀行業務に関する資産利益率を、当行の財務改革が完了した年の翌年に0.5％以上とし、その後数年内にこ
れを0.8％超に引き上げること。

・　県域銀行業務に関する不良債権比率を原則として5％未満とすること。

・　県域銀行業務に関する引当率が、当行の財務改革が完了した年の末日現在において60％を下回らないように
し、その後3年以内にこれを100％まで増加させることを目指すこと。

当行は、本ガイドラインの要件に従い、その県域銀行業務部門に関して業務管理体制、リスク管理制度および内部
統制制度の確立に努め、県域銀行業務に関するサービスの向上および競争力の強化を目指している。2009年12月31日
現在、当行の県域銀行業務に関する資産合計は当行の資産合計の36.4％であり、当行の県域銀行業務に関する負債合
計は当行の負債合計の37.7％であった。同日現在、当行の県域銀行業務に関する貸出残高は2008年12月31日現在と比
較して43.4％増加し（これは貸出金総額の増加率を9.9ポイント上回るものである。）、当行の県域銀行業務に関す
る預貸率は39.3％であり（これは2008年12月31日現在の預貸率を6.2ポイント上回るものである。）、当行の資産利
益率、不良債権比率、引当率および経費率は、それぞれ0.62％、3.69％、98.3％および50.5％であった（いずれも中国
GAAPに基づき算出された。）。本ガイドラインによると、当行が本ガイドラインに定められた該当する比率要件を遵
守できなかった場合、CBRCは、当行に対し、所定の期間内にかかる不遵守を是正することを要求し、当行がかかる不遵
守の是正ができなかった場合または規定期間内にいかなる是正措置をも講じなかった場合には、CBRCは、さらなる規
制上の措置を講じる場合がある。2009年12月31日現在、県域銀行業務に関する資産が当行の資産合計に占める割合、
県域銀行業務に関する負債が当行の負債合計に占める割合および経費率は、本ガイドラインの要件を充たしていな
かったが、最近日現在、かかる不遵守につき当行はいかなる規制上の措置も受けていない。

当行は、本ガイドラインの要件を遵守するために、(ⅰ)県域銀行業務の開発計画の実施の促進に向けた取組み、
(ⅱ)当行の管理体制および運営体制のさらなる改善に向けた、県域銀行業務部門の改革の実施の促進、(ⅲ)業績評価
の強化および県域銀行業務に関する業務効率の改善、(ⅳ)当行の県域市場における浸透および県域への貸出の実行
の促進ならびにサービスおよび競争力の向上ならびに(ⅴ)リスク指標を合理的な範囲に維持することを目的とした
県域銀行業務に関するリスク管理制度のさらなる構築を含む一定の対策を講じる予定である。当行は、本ガイドライ
ンの関連要件の遵守に努めている。

 

商品およびサービスの価格設定

貸出金利および預金金利

人民元建ての貸出および預金の金利は、従前は中国人民銀行によって設定されていた。中国商業銀行法に基づき、
各商業銀行は、中国人民銀行により設定された貸出金利の下限に従い貸出金利を設定し、中国人民銀行により設定さ
れた預金利率の上限に従い預金利率を設定しなければならない。中国人民銀行は近年、金利の規制を段階的に緩和
し、人民元建ての貸出および預金の金利の決定について、より大きな裁量を銀行に認めてきた。以下の表は、表示期間
における人民元建ての貸出および預金について許容された金利の範囲を示したものである。

 貸出

2004年10月29日以降
(1)

 預金

2004年10月29日以降
(2)

最高金利 上限なし（農業信用組合および都市信用組合につ
いては中国人民銀行基準金利の230％を上限とす
る。）

 中国人民銀行基準金利（譲渡性預金を除く。）

最低金利 中国人民銀行基準金利の90％以上  下限なし

＿＿＿＿＿＿＿
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(1)　2005年3月17日から2006年8月18日において、住宅ローンの金利は他の種類のローンと同様に規制されていた。2006年8月19日

以降、商業的な個人向け住宅ローンの最低金利は中国人民銀行の基準ローン金利の85％に変更された。2008年10月27日以

降、商業的な個人向け住宅ローンの最低金利は中国人民銀行の基準ローン金利の70％に変更された。

(2)　2004年10月29日以降、中国の商業銀行は人民元建ての預金については、中国人民銀行の関連基準金利を超えない範囲で金利

を独自に設定することができる。ただし、この制限は、譲渡性預金（すなわち、国内の保険会社による30百万人民元以上の預

金もしくは省レベルの社会保障基金による500百万人民元以上の預金（いずれも期間が5年超の場合）または中国郵政貯蓄

銀行による30百万人民元以上の預金（期間が3年超の場合））には適用されない。

 

2006年8月19日から2008年12月23日にかけて、中国人民銀行は人民元建貸出の基準金利および人民元建預金の基準
金利の調整をそれぞれ12回および11回行った。それ以降、最近日まで、中国人民銀行は人民元建貸出の基準金利およ
び人民元建預金の基準金利を調整していない。

以下の表は、2006年8月19日以降の人民元建貸出の中国人民銀行の基準金利を示したものである。

            住宅ローン  住宅共済基金ローン

調整日
 
6ヶ月以内  

6ヶ月超

1年以内  
1年超

3年以内  
3年超

5年以内  5年超  5年以内  5年超  5年以内  5年超

  （年率（％））

2006年8月19日  5.58 6.12 6.30 6.48 6.84 6.48 6.84 4.14 4.59

2007年3月18日  5.67 6.39 6.57 6.75 7.11 6.75 7.11 4.32 4.77

2007年5月19日  5.85 6.57 6.75 6.93 7.20 6.93 7.20 4.41 4.86

2007年7月21日  6.03 6.84 7.02 7.20 7.38 7.20 7.38 4.50 4.95

2007年8月22日  6.21 7.02 7.20 7.38 7.56 7.38 7.56 4.59 5.04

2007年9月15日  6.48 7.29 7.47 7.65 7.83 7.65 7.83 4.77 5.22

2007年12月21日 6.57 7.47 7.56 7.74 7.83 7.74 7.83 4.77 5.22

2008年9月16日  6.21 7.20 7.29 7.56 7.74 7.56 7.74 4.59 5.13

2008年10月9日  6.12 6.93 7.02 7.29 7.47 7.29 7.47 4.32 4.86

2008年10月30日 6.03 6.66 6.75 7.02 7.20 7.02 7.20 4.05 4.59

2008年11月27日 5.04 5.58 5.67 5.94 6.12 5.94 6.12 3.51 4.05

2008年12月23日 4.86 5.31 5.40 5.76 5.94 5.76 5.94 3.33 3.87
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以下の表は、2006年8月19日以降の人民元建預金の中国人民銀行の基準金利を示したものである。

    定期預金

調整日  要求払預金  3ヶ月  6ヶ月  1年  2年  3年  5年

  （年率（％））

2006年8月19日  0.72 1.80 2.25 2.52 3.06 3.69 4.14

2007年3月18日  0.72 1.98 2.43 2.79 3.33 3.96 4.41

2007年5月19日  0.72 2.07 2.61 3.06 3.69 4.41 4.95

2007年7月21日  0.81 2.34 2.88 3.33 3.96 4.68 5.22

2007年8月22日  0.81 2.61 3.15 3.60 4.23 4.95 5.49

2007年9月15日  0.81 2.88 3.42 3.87 4.50 5.22 5.76

2007年12月21日  0.72 3.33 3.78 4.14 4.68 5.40 5.85

2008年10月9日  0.72 3.15 3.51 3.87 4.41 5.13 5.58

2008年10月30日  0.72 2.88 3.24 3.60 4.14 4.77 5.13

2008年11月27日  0.36 1.98 2.25 2.52 3.06 3.60 3.87

2008年12月23日  0.36 1.71 1.98 2.25 2.79 3.33 3.60

 

3百万米ドル（またはその相当額）未満かつ満期が1年以下の米ドル、香港ドル、日本円またはユーロ建ての預金を
除き、中国人民銀行は一般に外貨建ての貸出または預金の金利を規制していない。3百万米ドル（またはその相当
額）未満の米ドル、香港ドル、日本円またはユーロ建ての満期が1年以下の預金の最高金利は、外貨建ての少額預金に
対する中国人民銀行の基準金利を超えてはならない。

人民元建貸出に関する同時期の中国人民銀行の基準金利を上回らない限り、商業銀行は、中国人民銀行が設定した
再割引率を基準として割引率を設定することができる。2004年3月25日、中国人民銀行は商業銀行に対する再割引率
を年率3.24％に設定し、2008年1月1日に4.32％に引き上げ、2008年11月27日に2.97％に引き下げ、2008年12月23日に
は1.80％にさらに引き下げた。

 

報酬および手数料制の商品およびサービスの価格設定

2003年6月26日にCBRCおよび中国国家発展改革委員会が共同で制定し、2003年10月1日に施行された「商業銀行の
サービスの価格設定に関する暫定行政措置」に基づき、政府の価格ガイドラインの対象となるサービスには、銀行為
替手形、銀行引受手形、約束手形、小切手、送金、回収受託等の基本的な人民元決済サービスならびにCBRCおよび中国
国家発展改革委員会が指定するその他のサービスが含まれる。その他の商品およびサービスに関する手数料は、市場
状況に基づいて決定される。商業銀行はまた、新たな料金体系を実施する15営業日前までにCBRCに報告し、かかる料
金体系を、その実施に先立つ10営業日前までに、関連する事業所で公表しなければならない。

 

法定預金準備金

商業銀行は、顧客に対する払戻しのための十分な流動性を確保するため、預金全体の一定比率を準備金の形で中国
人民銀行に維持しなければならない。現在、大規模な国有商業銀行は、中国人民銀行の関連要件に従って、かかる銀
行の人民元建ての預金残高の総額の17％に相当する預金準備金を維持しなければならない。

近年、大手の預金取扱金融機関に適用されている人民元建ての法定預金準備率の過去の数値を以下の表に示す。ト
ラックレコード期間中、当行は中国人民銀行の関連要件を遵守していた。2010年5月10日から最近日まで、法定預金準
備率は変更されていない。

調整日  

人民元建ての法定預金準備率

（％）

2007年1月15日  9.5

2007年2月25日  10.0

2007年4月16日  10.5

2007年5月15日  11.0

2007年6月5日  11.5

2007年8月15日  12.0

2007年9月25日  12.5

2007年10月25日 13.0

2007年11月26日 13.5

2007年12月25日 14.5

2008年1月25日  15.0

2008年3月25日  15.5

2008年4月25日  16.0

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

 61/588



2008年5月20日  16.5

2008年6月15日  17.0

2008年6月25日  17.5

2008年9月25日  17.5

2008年10月15日 17.0

2008年12月5日  16.0

2008年12月25日 15.5

2010年1月18日  16.0

2010年2月25日  16.5

2010年5月10日  17.0

 

自己資本比率の監督

自己資本比率ガイドライン

2004年3月1日より前においては、商業銀行は、中国GAAPに基づき、以下の算式に従って計算される最低8％の自己資
本比率と最低4％の中核的自己資本比率を維持する必要があった。

自己資本比率 ＝
資本－資本控除

×100％
オン・バランスシートおよびオフ・バランスシートのリスク加重資産

 

中核的自己資本比率 ＝
中核的自己資本－中核的自己資本控除

×100％
オン・バランスシートおよびオフ・バランスシートのリスク加重資産

 

2004年2月23日、CBRCは、新自己資本比率規則を公布し、これは2004年3月1日に施行され、2007年7月3日に改正され
た。新自己資本比率規則は、8％の自己資本比率および4％の中核的自己資本比率という従前の要件を変更するもので
はなかったが、様々な資産のリスク加重を修正し、資本の構成要素を調整し、自己資本比率の計算に市場リスク資本
を含めた。さらに新自己資本比率規則により、商業銀行は、自己資本比率の計算前に、貸出に関連したものを含む様々
な減損損失に十分な引当を行わなければならない。かかる変更の結果、自己資本比率要件は一層厳格になった。

新自己資本比率規則に従い、中国GAAPに基づき、自己資本比率および中核的自己資本比率は以下の算式に従って計
算される。

自己資本比率 ＝
資本－資本控除

×100％
リスク加重資産＋(12.5×市場リスク資本)

 

中核的自己資本比率 ＝
中核的自己資本－中核的自己資本控除

×100％
リスク加重資産＋(12.5×市場リスク資本)

 

資本の構成要素

規制資本には、関連する資本控除を差し引いた後の中核的自己資本と補完的自己資本が含まれる。補完的自己資本
は、中核的自己資本を上回ってはならない。中核的自己資本には、以下の項目が含まれる。

・　払込資本金または普通株式

・　資本準備金

・　利益準備金および一般準備金

・　未処分利益

・　少数株主持分

補完的自己資本には以下が含まれる。

・　再評価準備金の最大70％

・　CBRCの要件に基づく一般減損損失引当金。「第二部-第２-３-（１）-(b) 監督および規制-中国における銀行
の監督および規制-貸出金の区分、引当および償却-貸出金区分」および「第二部-第２-３-（１）-(b) 監督
および規制-中国における銀行の監督および規制-貸出金の区分、引当および償却-貸出の引当金」を参照のこ
と。

・　優先株式
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・　普通株式に転換可能な適格債券

・　国有商業銀行の中核的自己資本の25％を超えない適格劣後債

・　ハイブリッド出資証券

・　公正価値の変動（保有者の持分の一部として計上されていた売却可能な債券の公正価値のプラスの変動は
（50％を限度として）補完的自己資本に計上することができ、マイナスの変動は補完的自己資本から差し引
かなければならない。商業銀行が自己資本比率を算出する場合、資本準備金に計上した売却可能債券の公正価
値を中核的自己資本から補完的自己資本に振り替えなければならない。）

資本控除は以下で構成される。

・　のれん

・　非連結金融機関に対する株式投資

・　自己の業務に使用しない不動産に対する持分投資またはノンバンクおよび事業体に対する株式投資

中核的自己資本控除は、以下で構成される。

・　のれん

・　非連結金融機関に対する株式投資の50％

・　自己の業務に使用しない不動産に対する持分投資の50％またはノンバンクおよび事業体に対する株式投資の
50％

 

リスク加重資産

新自己資本比率規則には、オン・バランスシート項目に関して、リスク加重資産は減損損失引当金を差し引き、そ
れぞれの対応するリスク加重を乗じることにより（リスク緩和要因を加味した上で）計算されることが規定されて
いる。外国為替契約、金利契約およびその他のデリバティブ契約を含むオフ・バランスシート項目は、想定元本額に
信用転換係数を乗じることで、まずオン・バランスシートの与信相当額に転換される。さらに、一定の種類の担保ま
たは保証によって付保されている貸出は、適用される担保または保証人のリスク加重を配分される。部分的に担保ま
たは保証されている貸出は、担保または保証されている貸出部分に関してのみ、かかる低いリスク加重を受ける。各
種資産に対するリスク加重を以下の表に示す。

リスク加重  資産

0％  ・手許現金

・金

・中国で設立された商業銀行に対する債権で当初の満期が4ヶ月以内のもの

・中国の中央政府に対する債権または中国人民銀行における預金

・中国人民銀行に対する債権

・中国の政策銀行に対する債権

・国有銀行から不良債権を取得するために中国の金融資産管理会社が発行した債券

・格付がAA－以上の他国または他地域の政府または中央銀行に対する債権
(1)

・多国籍開発銀行に対する債権

20％  ・中国で設立された商業銀行に対する債権で当初の満期が4ヶ月を超えるもの

・格付がAA－以上の他国または他地域で設立された、中国以外の商業銀行および証券会社に

対する債権
(1)

50％  ・個人向け住宅ローン

・中国の中央政府が投資した中国の公共法人に対する債権

・格付がAA－以上の他国または他地域の政府が投資した中国以外の公共法人に対する債権
(1)

100％  ・上記以外の資産

＿＿＿＿＿＿＿

(1)かかる格付は、スタンダード・アンド・プアーズまたは同等の機関による信用格付である。

 

市場リスク資本

市場リスク資本とは、資産に関連する市場リスクに対して銀行が維持することを義務づけられる資本をいう。市場
リスクとは、市場価格の変動により生じるオン・バランスシートおよびオフ・バランスシートにおける資産価値の
損失リスクをいい、トレーディング勘定の中の金利感応性のある金融商品および有価証券に関連するリスク、為替リ
スクおよび商業銀行の商品に関連するリスクが含まれる。2005年第1四半期以降、85億人民元と、銀行のオン・バラン
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スシート資産とオフ・バランスシート資産の総額の10％とのいずれか少ない方よりも多いトレーディング勘定ポジ
ションを有する国内銀行は、自己資本比率を算定する際に、トレーディング業務から生じる市場リスクを考慮しなけ
ればならない。

 

劣後債務および劣後債の発行

2004年6月17日以降、中国人民銀行とCBRCが共同で公表した「商業銀行の劣後債の発行の管理に関する措置」に
従って、中国の商業銀行は、当該銀行の他の債務に劣後するが株式資本に優先する社債の発行を許可されている。中
国の商業銀行は、CBRCの承認を得た上で、かかる劣後債を補完的自己資本に含めることができる。劣後債は、銀行間債
券市場における公募または私募のいずれかによって発行することができる。中国の商業銀行が保有する他の銀行が
発行した劣後債務の総額は、当該商業銀行の中核的自己資本の20％を超えてはならない。商業銀行による劣後債務に
よる調達は、CBRCの承認を条件とする。中国人民銀行は、銀行間債券市場での劣後債の発行および売買を規制する。

CBRCは、2005年12月12日に、「補完的自己資本の補充のための商業銀行によるハイブリッド出資証券の発行に関す
る通知」を公表し、適格商業銀行が銀行間市場でハイブリッド出資証券を発行し、それを補完的自己資本に含めるこ
とを認めた。中国におけるハイブリッド出資証券の導入は、商業銀行の補完的自己資本を補充し、自己資本比率を改
善する新たな方法となった。

2009年10月18日、CBRCは「商業銀行の資本補充メカニズムの改善に関する通知」を公表し、主要な商業銀行および
その他の銀行が補完的自己資本の補充を目的として長期劣後債務による調達を行う際に、その中核的自己資本比率
が最低、それぞれ7％および5％であることを義務付けた。主要な商業銀行およびその他の銀行は、それぞれの中核的
自己資本の25％および30％を超える長期劣後債務による調達を行ってはならない。2009年10月18日以降、銀行は、自
己資本比率を算出するにあたり、その取得した長期劣後債のうち、他の銀行により2009年7月1日以降に発行されたも
のを完全に差し引かなければならない。

 

中国銀行業監督管理委員会（CBRC）による自己資本比率の監督

CBRCは、中国の銀行業金融機関の自己資本比率の監督に責任を負う。CBRCは、実地調査および実地外調査の双方に
よって銀行業金融機関の自己資本比率を見直し、評価する。商業銀行は、非連結自己資本比率を四半期ごとに、また、
連結自己資本比率を半年ごとにCBRCに報告しなければならない。商業銀行は、自己資本比率に基づいて以下のように
3区分に分類される。

区分  自己資本比率    中核的自己資本比率

自己資本が充足している銀行  8％以上  かつ  4％以上

自己資本が不足している銀行  8％未満  または  4％未満

自己資本が著しく不足している銀行  4％未満  または  2％未満

 

銀行が自己資本比率要件を充足していない場合、CBRCは、資本不足の程度に応じて、以下を含む多様な措置を講じ
る。

・　監督通知の発行

・　受諾できる資本補充計画の2ヶ月以内の提出および実施の要求

・　資産増加の制限

・　高リスク資産の削減

・　固定資産の購入制限

・　配当およびその他の形式の分配の制限

さらに、銀行のリスク水準および資本補充計画の実施状況に応じて、CBRCは、支店の新設もしくは新サービスの導
入を禁止するかまたはかかる銀行の（低リスク業務を除く）事業全体を停止することができる。

CBRCは、資本が著しく不足する銀行に対して、幹部役員の交代、支配権の移転、事業再編、または最も深刻な場合に
は関連法令に基づく閉鎖を含むさらなる措置を求めることができる。

 

バーゼル合意

バーゼル自己資本比率規制（バーゼルⅠ）は、1988年にバーゼル銀行監督委員会（バーゼル委員会）によって導
入された。バーゼルⅠは、最低資本基準を8％とする信用リスク測定枠組みの実施について定めた銀行のための資本
測定制度である。バーゼル委員会は1998年より、バーゼルⅠに代えて新自己資本比率規制（バーゼルⅡ）について一
定の提案を行っている。バーゼルⅡは、銀行に対する一般的な要件として、リスク加重資産の最低8％に相当する資本
の維持等のバーゼルⅠの主要な要素を引き継ぐ一方、(ⅰ)3つの「柱」、すなわち第一の柱の「最低資本基準」、第二
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の柱の「規制当局による監督および規制」および第三の柱の「情報開示」の確立ならびに(ⅱ)自己資本比率の算出
方法の重大な変更の導入ならびに単純ないし複雑および多様な方法の採用を含む資本枠組みの様々な主要な点にお
ける改善を図っている。

CBRCは「新自己資本比率規則」を2004年2月23日に公布し、2007年7月3日に改正した。CBRCは、新自己資本比率規則
がバーゼルⅡの一定の側面を考慮しつつ、バーゼルⅠに基づくものであると述べている。2007年2月28日、CBRCは「中
国銀行業における新自己資本比率規制の導入に関するガイドライン」を公表した。これに従い、他の国または地域
（香港およびマカオを含む。）で活動する事業体を設立しており、かつ大規模な国際事業を有する大規模な商業銀行
は、2010年末までに、またはCBRCの承認により遅くとも2013年末までに、バーゼルⅡを導入しなければならない。バー
ゼルⅡの導入の準備を促進するため、CBRCは2008年9月にバーゼルⅡの導入に関して、「商業銀行口座の信用リスク
・エクスポージャーの分類に関するガイドライン」、「商業銀行の信用リスク内部評価システムの監督に関するガ
イドライン」、「商業銀行専門貸出の規制資本の算出に関するガイドライン」、「商業銀行信用リスク緩衝の規制資
本の算出に関するガイドライン」および「商業銀行のオペレーショナル・リスクに係る規制資本の算出に関するガ
イドライン」を含む最初の一連の監督ガイドラインを制定した。2009年3月、中国は正式にバーゼル委員会に加わり、
銀行監督に関する国際基準の策定に参加しており、これは中国の銀行業における監督技術および監督水準の向上に
寄与している。

2009年11月以降、CBRCはバーゼルⅡを導入するため、「自己資本比率の開示に関するガイドライン」、「自己資本
比率測定の先進的な手法の検証に関するガイドライン」、「商業銀行口座の金利のリスク管理に関するガイドライ
ン」、「自己資本比率の監督および検討に関するガイドライン」および「資産証券化に関連するリスク・エクス
ポージャーの測定に関するガイドライン」の5つの規制ガイドラインを公表した。この5つの規制ガイドラインは、
バーゼルⅡの導入を促進するものであるが、このうち商業銀行口座の金利のリスク管理に関するガイドラインは
バーゼルⅡをまだ導入していない銀行にも適用される。

 

貸出金の区分、引当および償却

貸出金区分

現在、中国の銀行は、「リスクベースの貸出金区分に関するガイドライン」に基づき、元本および金利の返済に関
する想定された可能性に基づいて貸出金を5段階に分類しなければならない。5段階の区分とは、正常先、要注意先、破
綻懸念先、実質破綻先および破綻先である。返済可能性を評価するための主な要素には、融資先のキャッシュ・フ
ロー、財政状態および信用履歴が含まれる。

 

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

 65/588



貸出の引当金

「リスクベースの貸出金区分に関するガイドライン」によれば、破綻懸念先、実質破綻先または破綻先として分類
される貸出金は不良債権とみなされ、商業銀行は、損失の可能性の合理的な見積もりに基づいて、慎重かつ適時に引
当金を計上しなければならない。減損損失引当金は、一般引当金、個別引当金および特別引当金から構成される。一般
引当金とは、起こり得る不特定のあらゆる損失に対する引当金をいい、貸出残高総額に対する一定の比率に基づいて
計上される。個別引当金とは、ガイドラインの区分に基づく個々の貸出に関連する特定の損失に対する引当金をい
う。特別引当金とは、一定の国、地域、産業または一定の種類の貸出に特に関係するリスクに対する引当金をいう。

「貸倒損失引当金ガイドライン」に基づいて、商業銀行は、減損損失引当金を四半期ごとに計上し、毎年12月31日
現在の貸出残高総額の1％以上の一般引当金を維持しなくてはならない。同ガイドラインはさらに、個別引当金の水
準に関する指針を、各債権区分の貸出残高に対する比率として定めており、かかる比率は、要注意先については2％、
破綻懸念先については20％から30％、実質破綻先については40％から60％、破綻先については100％である。商業銀行
は、（一定の産業および国に関係するリスクを含む）特別なリスク要因、予想損失額および過去の実績に基づいて、
特別引当金を計上することができる。

 

CBRCによる貸出金分類および貸出引当金の監督

商業銀行は、貸出金分類、承認、審査および関連事項に関する各関連部門の責任を明確に定めた詳細な内部手続を
策定しなければならない。さらに、商業銀行は2004年以降、貸出金ポートフォリオの分類および貸倒損失引当金に関
する四半期報告書および年次報告書をCBRCに提出しなければならない。CBRCは、かかる報告書を審査した上で、貸出
金区分および貸倒引当金水準の重大な変動の説明を商業銀行に求めることができ、さらに詳しい検査を実施するこ
ともできる。

 

貸出金の償却

商業銀行は、CBRCおよびMOFが制定した規則に基づいて、貸倒損失を償却するための厳格な審査承認プロセスを確
立しなければならない。償却を行うには、貸出はMOFが設定する基準を充たす必要がある。貸出の償却をもって認識さ
れた損失は、税務上控除可能であるが、かかる控除は、償却貸出金がMOFの基準への適合性について税務当局の審査お
よび承認を受ける必要がある。

 

減損に関する引当および法定一般準備金

MOFにより公表された「金融機関の不良資産の引当金設定に関する行政措置」およびそれに続く「不良資産の引
当金設定の関連事項に関する通知」に基づいて、中国の金融機関は、十分な総額の減損損失引当金を維持しなければ
ならない。さらに、金融機関は、まだ特定されていない潜在的減損を補填するために法定一般準備金を設定しなけれ
ばならない。金融機関は、法定一般準備金の水準決定に際して、資産のリスク構成を評価しなければならない。原則と
して、かかる水準は貸借対照表の日付における各金融機関の減損引当前のリスク資産総額の1％を下回ってはならな
い。金融機関は、十分な減損損失引当金および法定一般準備金が設定されない限り、株主に対して利益を分配するこ
とはできない。2005年にかかる要件を充足できなかった金融機関は、2005年から約3年以内（ただし、いかなる場合も
5年以内）に当該要件を充たすよう必要な措置を講じなければならない。

 

その他の業務比率およびリスク管理比率

CBRCによって公布された「商業銀行のリスク管理に関する基本指標（試行的実施）」（以下「基本指標（試
行）」という。）は、2006年1月1日に施行された。

基本指標（試行）に定められる所定の比率および中国GAAPに基づき算出した2009年12月31日に終了した3年間の
当行の比率を以下の表に示す。
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        12月31日現在の当行の比率（％）

リスク水準  一次指標  二次指標  要件（％）  2007年  2008年  2009年

リスク水準             

流動性リスク  流動性比率
(1)  人民元  25 以上  37.04 44.79 40.99

    外貨    123.39 205.54 122.54

  基本的負債比率
(2)    60 以上  66.53 74.97 67.66

  流動性ギャップ比率
(3)

   (10) 以上 (24.37) (19.08) (9.01)

信用リスク  不良資産比率
(4)    4 以下  15.87 2.27 1.49

    不良債権比率
(5)  5 以下  23.57 4.32 2.91

  単一グループ融資先

に対する信用エクス

ポージャー
(6)

   15 以下  N/A 34.67 25.80

    単一融資先に対す

る貸出エクスポー

ジャー
(7)

 10 以下  N/A 6.04 4.41

  関連者に対する全体

的な信用エクスポー

ジャー
(8)

   50 以下  N/A 0.68 0.27

市場リスク  外貨建エクスポー

ジャーの累積的割合
(9)

   20 以下  N/A  64.45 14.14

リスク緩衝             

収益性  経費率
(10)    45 以下  33.52 44.71 43.11

  資産利益率
(11)    0.6 以上  0.88 0.84 0.82

  資本利益率
(12)    11 以上  N/A N/A 20.53

適正引当率  資産減損に対する引

当率
(13)

   100 超  N/A 132.14 115.60

    貸出金減損に対す

る引当率
(14)

 100 超  108.07 86.56 108.55

適正自己資本  自己資本比率
(15)    8 以上  N/A 9.41 10.07

    中核的自己資本比

率
(16)

 4 以上  N/A 8.04 7.74

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　流動性比率は、流動資産を流動負債で除した額に100を乗じて算出する。流動資産は、現金、金、剰余預金準備金、1ヶ月以内の

満期を有する銀行および金融機関における正味貸出金および預け金、1ヶ月以内の満期を有する未収利息およびその他の債

権、1ヶ月以内の満期を有する適格貸出、1ヶ月以内の満期を有する債務証券投資、国際流通市場で随時流動化できる債務証

券ならびに1ヶ月以内の満期を有するその他流動化可能な資産（かかる資産の延滞部分は除く。）を含む。流動負債は、要求

払預金（政策預金を除く。）、1ヶ月以内の満期を有する定期預金（政策預金を除く。）、1ヶ月以内の満期を有する銀行およ

び金融機関からの正味借入金および預り金、1ヶ月以内の満期を有する発行債務証券、1ヶ月以内の満期を有する未払利息お

よびその他未払金、1ヶ月以内の満期を有する中国人民銀行からの借入ならびに1ヶ月以内の満期を有するその他の負債を

含む。

(2)　基本的負債比率は、基本的負債額を負債合計で除した額に100を乗じて算出する。基本的負債とは、3ヶ月以上の満期を有する

定期預金、発行債務証券および要求払預金の50％の合計額をいう。負債合計とは、中国GAAPに基づき作成された貸借対照表

における負債合計をいう。

(3)　流動性ギャップ比率は、流動性ギャップを90日以内の満期を有するオン・バランスシートまたはオフ・バランスシート資産

の額で除した額に100を乗じて算出する。流動性ギャップとは、90日以内の満期を有するオン・バランスシートまたはオフ

・バランスシート資産の額から90日以内の満期を有するオン・バランスシートまたはオフ・バランスシート負債の額を差

し引いた金額をいう。

(4)　不良資産比率は、信用リスクにさらされた不良資産額を信用リスクにさらされた資産額で除した額に100を乗じて算出する。

不良資産には、不良債権および不良に分類されたその他の資産が含まれる。貸出金以外の資産の分類は、関連するCBRC規則

に従ってなされる。

(5)　不良債権比率は、不良債権額を貸出金総額で除した額に100を乗じて算出する。不良債権とは、中国人民銀行およびCBRCの5段

階の貸出金区分制度に従って、破綻懸念先、実質破綻先および破綻先に分類された貸出金をいう。
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(6)　単一グループ融資先に対する信用エクスポージャーは、最大のグループ融資先への与信合計額を規制資本で除した額に100

を乗じて算出する。最大のグループ融資先とは、期末時において最大の与信上限額を付与された単一のグループ融資先をい

う。

(7)　単一融資先に対する貸出エクスポージャーは、最大融資先への貸出金総額を規制資本で除した額に100を乗じて算出する。最

大融資先とは、期末時において最大の総貸出残高を有する融資先をいう。

(8)　関連者に対する全体的な信用エクスポージャーは、すべての関連者に付与された与信上限を規制資本で除した額に100を乗

じて算出する。関連者とは、関連取引措置で定義された当事者をいう。すべての関連者に付与された与信上限とは、かかる関

連者に付与された与信上限から、銀行預金および中国国債の形態での現金預金保証および担保を差し引いたものをいう。

(9)　外貨建エクスポージャーの累積的割合は、外貨建エクスポージャーの累積額を規制資本で除した額に100を乗じて算出する。

外貨建エクスポージャーの累積額とは、為替レート感応性のある外貨建資産から為替感応性のある外貨建負債を差し引い

たものをいう。

(10) 経費率は、営業費用および管理費用を営業収益で除した額に100を乗じて算出する。

(11) 資産利益率は、純利益を当期総資産平均額で除した額に100を乗じて算出する。

(12) 資本利益率は、純利益を当期株主資本平均額で除した額に100を乗じて算出する。

(13) 資産減損に対する引当率は、信用リスクにさらされた資産に係る実際の引当額を、信用リスクにさらされた資産に対する必

要な引当額で除した額に100を乗じて算出する。

(14) 貸出金減損に対する引当率は、実際の貸出金引当額を必要な貸出金引当額で除した額に100を乗じて算出する。必要な貸出

金引当額は、「第二部-第２-３-（１）-(b) 監督および規制-中国における銀行の監督および規制-貸出金の区分、引当およ

び償却-貸出の引当金」に記載の中国人民銀行のガイドラインが定める方法に基づいて算出する。

(15) 自己資本比率は、資本から資本控除を差し引いた額を、リスク加重資産と市場リスク資本に12.5を乗じた額の和で除して算

出する。2009年度に関して計上され、2009年12月31日現在の当行の株主名簿に登録された株主に対して支払われた現金配当

200億人民元は、2009年12月31日現在の上記の自己資本比率の算出時に規制資本から控除されていない。2009年12月31日に

おいて現金配当が規制資本から控除される場合には、当該日における当行の自己資本比率は9.61％となる。

(16) 中核的自己資本比率は、中核的自己資本から中核的自己資本控除を差し引いた額を、リスク加重資産と市場リスク資本に

12.5を乗じた額の和で除して算出する。2009年度に関して計上され、2009年12月31日現在の当行の株主名簿に登録された株

主に対して支払われた現金配当200億人民元は、2009年12月31日現在の上記の中核的自己資本比率の算出時に中核的自己資

本から控除されていない。2009年12月31日において現金配当が中核的自己資本から控除される場合には、当該日における当

行の中核的自己資本比率は7.28％となる。

 

当行は過去において、基本指標（試行）に基づき義務付けられている特定の規制比率を充たせなかったことがあ
る。以下がその詳細である。

・　当行は2007年12月31日および2008年12月31日に終了した事業年度につき、流動性ギャップ比率の規制要件を充
たせなかったが、これは主として、短期流動資産の比率が低かったことによるものである。当行はその後、適用
ある規制要件を遵守するため、(ⅰ)当行の直ちに利用可能な高品質な流動資産準備金の増加、(ⅱ)当行の資産
満期の短縮を目的とした売戻し条件付契約に基づき保有される金融資産、短期債務証券および割引手形等の
短期資産の増加ならびに(ⅲ)特定の負債の満期の延長等、積極的に適切な措置を取った。2009年12月31日現
在、当行は流動性ギャップ比率の適用ある規制要件を充たしている。

・　当行の2008年12月31日現在の貸出金減損に対する引当率は、適用ある規制要件を充たしていなかった。これは
主として、当行の財務改革に関連して貸倒引当金から多額な流出があったことに起因するものである。しかし
ながら、当行は、IFRSに基づき評価される貸倒引当金の額は、当行の貸出に係る損失の可能性の合理的な見積
もりを反映していると考えている。減損損失引当金の水準を決定するための、IFRSに基づく貸出金の減損の評
価方法は、中国人民銀行のガイドラインに基づく方法と異なっているため、IFRSおよび中国人民銀行のガイド
ラインに基づく貸倒引当金の額は異なり、これらを比較することはできないのが通常である。2009年中、当行
はマクロ経済の不安定な状況において、減損損失の引当金の計上に関して保守的な取組みを行った。2009年12
月31日現在、当行の貸出金減損に対する引当率は規制要件を充たしている。

・　当行の単一グループ融資先に対する信用エクスポージャーの比率は2009年12月31日現在、規制要件を充たして
いなかった。当行は、当行の最大の単一グループ融資先に対する信用エクスポージャーを低減させるために積
極的な措置を取っている。2010年4月30日現在、当行はCBRCの適用ある規制要件を充たしている。

CBRCは、基本指標（試行）に規定されている商業銀行によるリスク管理比率の遵守を監督しており、必要あると判
断した場合には規制措置を取る。ただし、基本指標（試行）は不遵守に関して処罰を規定していない。当行の取締役
は、2010年3月31日現在、当行はその国内事業に関して、単一のグループ融資先に対する信用エクスポージャーの比率
（これについては2010年4月30日付で適用ある要件を充たすこととなった。）を除き、基本指標（試行）により要求
される規制上の比率を遵守していると考えている。2010年4月30日現在、かかる基本指標の不遵守につき当行はいか
なる処罰も受けていない。

さらに、中国商業銀行法は、商業銀行の預貸率が75％を超えてはならないことを定めている。2007年12月31日、
2008年12月31日および2009年12月31日現在、当行の預貸率はそれぞれ65.71％、50.84％および55.19％であ
り、これらはすべてかかる要件を充たしていた。

 

所有および株主に対する制限
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銀行に対する株式投資の規制

商業銀行の株主資本合計の5％以上を取得しようとする自然人または法人は、CBRCの事前の承認を得る必要があ
る。商業銀行の既存株主が、CBRCの事前承認を得ずに5％以上に保有株式を増やした場合、かかる株主は、とりわけか
かる取得の無効化、かかる株主が得た利益（もしあれば）の返還および罰金等の制裁をCBRCから受ける。

「海外金融機関による中国出資金融機関に対する投資および株式保有の管理に関する措置」に基づいて、外国金
融機関は、CBRCの承認を条件として中国国内商業銀行に対する株式投資を行うことができる。ただし、単一の外国金
融機関が国内商業銀行の株式を20％以上保有することはできない。さらに、外国投資総額が未上場の中国国内商業銀
行の株主資本合計の25％を上回る場合、かかる銀行は、外資系銀行として規制を受ける。上場している中国国内商業
銀行は、外国投資総額がその銀行の株主資本合計の25％を上回っても、引続き中国の国内銀行として規制を受ける。

 

株主に対する制限

「株式有限会社形態の商業銀行のコーポレート・ガバナンスに関するガイドライン」は、中国の株式有限会社形
態の商業銀行の株主に対して一定の追加要件を課している。以下にその例を掲げる。

・　中国の商業銀行が流動性問題に直面した場合、その株主は、期限の到来した債務を直ちに返済し、かかる銀行に
対する期限の到来していない未払債務を期限前弁済しなければならない。

・　中国の商業銀行が自己資本比率要件を維持できない場合、その株主は、自己資本比率を引き上げるためにかか
る銀行の取締役会が決定した措置を支持しなければならない。

・　中国の商業銀行の株主が未払債務を期限に弁済しない場合、未払債務の延滞中は、かかる株主の議決権は制限
される。

さらに、中国会社法および関連あるCBRCの規則に基づき、商業銀行の株主によるその株式の担保としての差入れに
は、一定の制限が課されている。例えば、株式有限会社形態の商業銀行は、自己株式を担保として受け入れることは
できない。さらに、株式有限会社形態の商業銀行の株主が、その有する当該銀行の株式につきその他の当事者に対し
て行う担保差入れについても、法律上の制限が存在する。「株式有限会社形態の商業銀行のコーポレート・ガバナン
スに関するガイドライン」に従って、(ⅰ)株式有限会社形態の商業銀行の株主は、かかる銀行の株式を担保に差入れ
ることを希望する場合、かかる銀行の取締役会に事前に通知しなければならず、(ⅱ)株主に対する銀行の貸出残高
が、当該銀行に対するかかる株主の持分の前年度の監査済価額を上回り、かつ、かかる株主が、国債または銀行預金証
書を担保として差し入れない限り、かかる株主は当該銀行の株式を担保として差し入れることはできない。

 

リスク管理

CBRCはその設立当初から、信用リスク管理、オペレーショナル・リスク管理、市場リスク管理、コンプライアンス・
リスク管理およびリスク格付制度を含む中国の商業銀行のリスク管理を改善するため、特定の業種および顧客に対
する貸出および信用供与に関するガイドラインならびにバーゼルⅡの導入に関するガイドライン（「第二部-第２-
３-（１）-(b) 監督および規制-中国における銀行の監督および規制-主要な商業銀行活動に対する規制-貸出」お
よび「第二部-第２-３-（１）-(b) 監督および規制-自己資本比率の監督-バーゼル合意」を参照のこと。）に加え
て、数々のリスク管理ガイドラインおよび規則を公表してきた。CBRCはまた、中国の商業銀行のリスク管理を監督す
るための基準として「基本指標（試行）」を公布した。基本指標（試行）において、CBRCは、リスク水準およびリス
ク規定に関連する一定の比率の要件を定めており、中国の商業銀行のリスクを評価し、監視するためのリスク軽減に
関する一定の比率要件を定めると予想されている。「第二部-第２-３-（１）-(b) 監督および規制-中国における銀
行の監督および規制-その他の業務比率およびリスク管理比率」を参照のこと。CBRCは、かかる指標を分析し、評価
し、適時にリスクの早期警告を発するため、実地外調査システムを通じてデータを定期的に収集している。

 

オペレーショナル・リスク管理

CBRCは、2005年3月22日、中国の商業銀行によるオペレーショナル・リスクの識別、管理および制御能力を一層強化
するために、「オペレーショナル・リスクの制御強化に関する通知」を公布した。この通知に基づき、商業銀行は、特
にオペレーショナル・リスクの管理および抑制を目的とした内部方針および手続を確立しなければならない。銀行
の内部監査部門および業務部門は随時、銀行の事業活動の独立した臨時の見直しおよび検査を実施する必要があり、
高度のオペレーショナル・リスクを伴う事業分野については、継続的な見直しおよび検査の実施が必要である。さら
に、商業銀行の本店は随時、オペレーショナル・リスクに関する内部の方針および手続の実施と遵守を評価しなけれ
ばならない。

この通知はまた、とりわけ、支店の業務担当役員の定期的な交代制度の確立、従業員による適用規則および内部規
定および方針の完全遵守を促進するための制度の確立、中国の商業銀行と顧客の間での定期的な勘定照合の改善、銀
行の内部会計の適時の勘定照合の改善、帳簿担当者と勘定照合担当者の分離ならびに印鑑、署名鑑および証拠書類の
使用および保管の厳格な制御管理制度の構築等の詳細な要件を定めている。

さらに、2007年5月14日、CBRCは、中国の商業銀行のリスク管理能力を強化するため、「商業銀行のオペレーショナ
ル・リスク管理に関するガイドライン」を公布した。同ガイドラインは特に、取締役会の監督および管理、幹部役員
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の責任、適切な組織構造ならびにオペレーショナル・リスク管理の方針、手段および手続に対処するものである。か
かる方針および手続はCBRCに提出される。商業銀行に重大なオペレーション事故が発生し、要求期間内に効果的な是
正措置を採用できなかった場合、CBRCは関連する規制措置をとる。

 

市場リスク管理

2004年12月29日、CBRCは、中国の商業銀行の市場リスク管理を強化するため、「商業銀行の市場リスク管理に関す
るガイドライン」を公布し、これは2005年3月1日に施行された。同ガイドラインは特に、(ⅰ)市場リスク管理の監督
における銀行の取締役会および幹部役員の責任、(ⅱ)市場リスク管理に関する方針および手続、(ⅲ)市場リスクの検
知、定量化、監視および制御ならびに(ⅳ)内部統制および社外監査の実施に関する責任を規定している。

 

コンプライアンス・リスク管理

2006年10月20日、CBRCは、商業銀行のコンプライアンス・リスク管理を強化し、中国の商業銀行の業務の安全性お
よび安定性を維持するため、「商業銀行のコンプライアンス・リスク管理に関するガイドライン」を公布した。同ガ
イドラインはコンプライアンス・リスク管理に関する取締役会および幹部役員の責任を明確にし、コンプライアン
ス・リスク管理の組織構造を標準化し、銀行のリスク管理の規制メカニズムを規定した。

 

リスク格付制度

中国の株式有限会社形態の商業銀行は、暫定的なリスク格付制度に基づいてCBRCによる評価を受ける。同制度に基
づいて、株式有限会社形態の商業銀行の自己資本比率、資産の質、管理の質、収益性、流動性および市場リスク・エク
スポージャーがCBRCによって継続的に評価され、評点が付される。各銀行は、評点に応じて5つのリスク格付分類のい
ずれかに分類される。CBRCは、リスク格付分類を基準にして、実地調査の頻度および範囲を含む銀行に関する監督活
動を決定する。リスク格付はまた、銀行による新規事業許可証の申請および幹部役員の資格をCBRCが評価する際の根
拠となる。リスク格付は現在公表されていない。

 

マネーロンダリング防止規制

2007年1月1日に施行された中国マネーロンダリング防止法は、規制対象となる金融機関のマネーロンダリング防
止対策に関する規則および規制の策定に参加することならびに金融機関に対してマネーロンダリングの防止に関す
る適正な内部統制システムの確立を要求すること等、マネーロンダリングの防止に関する関連金融規制当局の責任
を規定している。中国マネーロンダリング防止法の導入を促進するため、中国人民銀行は「金融機関のマネーロンダ
リング防止規則」を公布し、これは2007年1月1日に施行された。かかる規則に基づき、中国の商業銀行は、マネーロン
ダリングの防止に係る内部手続を定め、独立したマネーロンダリング防止部門を設置するかまたはマネーロンダリ
ング防止の手続を実施する適切な部門を指定しなければならない。中国人民銀行、CBRC、CSRCおよびCIRCが共同で公
布し、2007年8月1日に施行された「金融機関の顧客身元特定、資料および取引記録の管理に関する措置」に従い、中
国の商業銀行は、顧客の身元特定システムの構築が義務付けられている。中国の商業銀行はさらに、全顧客の身元お
よび各取引の関連情報を記録し、個人向けの取引書類および帳簿を保管しなければならない。中国人民銀行により公
布され、2007年3月1日に施行された「金融機関による大型取引および疑わしい取引の報告に関する行政措置」に基
づき、中国の商業銀行は、疑わしい取引または高額の取引を発見したときは、適宜、中国人民銀行またはSAFEにその取
引について通報する義務がある。中国の商業銀行は、必要に応じてしかるべき司法手続に従って、マネーロンダリン
グ活動の阻止および資産凍結に向けて政府当局と協力しなければならない。中国人民銀行は、中国マネーロンダリン
グ防止法に基づき、中国の商業銀行によるマネーロンダリング防止規制の遵守を監督し、実地調査を実施し、違反が
あった場合は罰則を科すことができる。

 

その他の要件

資金の利用

中国商業銀行業法に基づいて、商業銀行は、関連政府当局が別段に認可する場合を除いて、信託投資事業もしくは
証券事業への従事、自己利用以外の不動産に対する投資、またはノンバンクおよび事業体への投資を認められない。
商業銀行による資金の利用は以下に制限される。

・　短期、中期および長期の貸出

・　譲渡可能証券の割引

・　銀行間貸出

・　国債の売買

・　金融機関の債券の売買

・　銀行業金融機関への投資
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・　関連政府当局が認可するその他の利用

CBRCを含む関連当局から認可を得た上で、商業銀行は、保険会社、ファンド管理会社およびファイナンス・リース
会社に投資することができる。

2005年2月20日、中国人民銀行、CBRCおよびCSRCは、「商業銀行によるファンド管理会社の設立に関する試験的行政
措置」を共同で公布し、実施した。かかる措置に基づき、国有商業銀行および株式有限会社形態の商業銀行はCBRCお
よびCSRCから承認を得た上で、ファンド管理会社を設立または買収することができる。さらに、商業銀行は資本市場
および銀行業に関連するリスクを阻止するために効果的な措置を採用しなければならない。

2007年にCBRCにより改訂された「ファイナンス・リース会社に関する行政措置」に基づき、商業銀行が自己資本、
収益性、コーポレート・ガバナンスおよびその他の事項に関する関連要件を充たしている場合、商業銀行はファイナ
ンス・リース会社に投資することができる。

2009年11月5日、CBRCは「商業銀行による保険会社に対する投資に関する試験的管理措置」を制定した。この試験
的管理措置により、保険会社に投資する商業銀行は、関連規制当局に対して投資の試行的計画を提出し、国務院の承
認を得ることが義務付けられている。各商業銀行は、保険会社1社にのみ投資することができる。試験的管理措置はさ
らに、保険会社に対する投資を計画している商業銀行および投資の対象となる保険会社に関して必要な条件を規定
している。

 

当行の海外業務に対する規制および監督

当行の香港支店および当行の子会社の一部、すなわち、ABCインターナショナル・ホールディングス・リミテッド
の傘下にあるABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッド、ABCIインシュアランス・カンパニー・リミテッド
およびABCIインシュアランス・ブローカー・リミテッドは香港金融管理局、証券先物委員会および香港保険業監理
処による規制を受ける。当行のシンガポール支店はシンガポール金融管理局による規制を受ける。当行は香港および
シンガポールにおいて営業を行う認可をそれぞれの規制当局により受けている。

香港における銀行業務は主に香港銀行条例により統制され、香港金融管理局により規制されている。香港金融管
理局の主な役割は、香港の銀行制度の全般的な安定性と有効性を高めることである。香港金融管理局は、香港銀行条
例の規定ならびに証券先物委員会により公布された香港金融管理局のガイドラインおよび法律の遵守を監督してい
る。香港金融管理局は、銀行業金融機関の規制および銀行業営業許可証の交付に責任を有し、銀行業営業許可証に条
件を付す裁量を有する。香港金融管理局は、すべての認可金融機関に対して、業務に関する各種リスクの識別、計測、
監視および管理を行う総合的なリスク管理システムの構築を要求すると共に、適宜、これらのリスクに備えるための
資本を保有するよう求める。

香港銀行条例は、銀行に対し、特定の定期的収益およびその他の情報を香港金融管理局に提出するよう要求する
と共に、自己資本、流動性、資本金、株式保有制限、単一顧客に対するエクスポージャー、銀行関係者に対する無担保貸
出および土地権益保有に関する一定の最低基準および比率を定めており、香港において営業を行うすべての銀行は、
それらを遵守しなければならない。

シンガポールにおける銀行業務は、主として、シンガポール銀行法により統制され、シンガポール金融管理局によ
り規制されている。シンガポール金融管理局の主な役割は、(ⅰ)金融政策の実行、通貨の発行、決済システムの監視な
らびにシンガポール政府の銀行およびその金融代理人としての業務を含むシンガポールの中央銀行としての機能を
果たし、(ⅱ)金融サービスの総合的な管理および金融の安定性の監視を行い、(ⅲ)シンガポールの外貨準備を管理
し、ならびに(ⅳ)シンガポールを国際的な金融中心地として発展させることである。

当行はニューヨーク、ロンドン、東京、フランクフルト、ソウルおよびシドニーの6箇所に駐在員事務所を有してい
る。これらの駐在員事務所はそれぞれ、ニューヨーク連邦準備銀行およびニューヨーク州銀行局、英国金融サービス
機構、日本国金融庁、ドイツ連邦金融監督庁、韓国金融委員会ならびにオーストラリア健全性規制委員会による規制
を受ける。当行の海外支店および駐在員事務所はさらに、内部統制、自己資本およびその他の要件を含む地域の銀行
規制要件を遵守しなければならない。

 

香港の財務情報開示要件

上場規則のルール4.10に従い、当行の会計士報告書中で開示すべき財務情報は、最善慣行に合致するものでなけれ
ばならない。当該財務情報は少なくとも、香港会社条例、IFRSおよび香港金融管理局により公布された銀行（開示）
規則（以下「開示規則」という。）に基づいて、企業の諸勘定科目中の具体的項目に関し開示されるべき財務情報で
なければならない。

当行は現在、該当情報を入手できないため、開示規則が要求する一定の開示を行うことができない。当行は、当行が
現在提供できない財務情報の開示は、グローバル・オファリングにおける潜在的な投資家にとって重要ではないと
考えている。当行は上場規則のルール4.10の完全な遵守からの免除を香港証券取引所に申請し、香港証券取引所は当
行の免除申請を許可した。しかしながら当行は、将来の合理的な期間内に開示規則の要求する開示を行うことができ
るよう該当情報の収集に努めているところである。
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（２）事業

　(a)　事業

概要

当行は、総資産、貸出金総額および預金総額に関して中国における有数の商業銀行である。2009年12月31日現在、当
行の総資産は88,826億人民元、貸出金総額は41,382億人民元、預金総額は74,976億人民元であり、中国の全銀行業金
融機関における市場占有率ではそれぞれ11.3％、9.7％および12.3％を占めた。「ザ・バンカー」誌の「世界の銀行
上位1,000行」で、当行は、2008年の税引前利益に関して第8位にランクされた。

当行は、本支店機構数の点では、大手商業銀行の中で最大の販売ネットワークを有する。2009年12月31日現在、当行
は合計で23,624の本支店機構を擁している。大規模なネットワークを活用することで、当行は全国の各種法人顧客お
よび個人顧客に対して幅広いバンキング商品およびサービスを提供している。当行は、中国の銀行業務市場の多数の
分野において、主導的地位にある。

・　当行は、個人顧客数では中国で最大の銀行であり、2009年12月31日現在の個人顧客は約320百万人である。

・　当行は、大手商業銀行の中で中国の地理的範囲を最も広範に網羅する全国的な販売ネットワークを有してお
り、ATM設置台数も最多である。

・　当行は、2006年から2009年までの各事業年度末現在において、銀行カードの総発行数および銀行カードの預金
額に関し、中国のすべての商業銀行の中で常に第1位であった。また、2006年から2009年までの各事業年度にお
けるデビットカードの総取引量に関しても第1位であった。

・　当行は、2009年、中国のすべての商業銀行の中で、販売ネットワークを通じて販売した新規保険商品の保険料で
第1位、またバンカシュアランス事業による手数料で第2位であった。

・　当行は、2009年12月31日現在、保管している資産に関し、中国では2番目に大きい保管銀行であり、保険基金向け
としては最大の保管銀行であった。

・　当行は、2006年にデータの集中化を達成し中国国家情報化評価センターによる「2008年中国IT化企業上位500
社」で第5位であった。

当行は、中国の都市部における主導的な銀行として、中国経済の急激な成長から利益を享受してきた。当行は、都市
部における市場での地位をさらに強化するため、広範囲の販売ネットワークおよび大規模な顧客基盤を活用してき
た。2009年12月31日現在、都市部における当行の貸出金総額および預金総額はそれぞれ29,448億人民元および44,630
億人民元であり、2008年12月31日からそれぞれ29.8％および24.6％増加した。

当行は、急成長を遂げる中国の広大な県域における金融サービスの主要な提供者であると共に、市場の主導的地位
にあり、大手商業銀行の中で最大の本支店機構数を有している。当行は、県域顧客に対し、2,048の県級準支店および
22の第二級支店の業務部を通じて、幅広い金融商品および金融サービスを提供している。当行は、かかる銀行業務を
「県域銀行業務」または「三農銀行業務」と呼んでいる。当行は、確立された市場での主導的地位および県域銀行業
務の広範な販売ネットワークにより、県域の急速な都市化ならびに経済の好ましい成長および政策の進展から生じ
る様々な成長機会から利益を享受することができると考えている。2009年12月31日現在、中国の県域における当行の
貸出金総額および預金総額は、11,934億人民元および30,346億人民元であり、2008年12月31日からそれぞれ43.4％お
よび20.7％増加した。

当行は、「中国農業銀行」は中国で最も認知度の高い金融サービスブランドの一つであると考えている。当行の業
務実績については、国内外から数多くの賞を受賞している。例えば、2009年に「ザ・アジアン・バンカー」誌から
「キャッシュ・マネジメント・アチーブメント・アワード（大中華圏）」を受けたほか、2009年に「ザ・チャイ
ニーズ・バンカー」誌から「企業向け金融商品上位10位」に選ばれ、2008年にはビザ・インターナショナルから
「ビジネス・プログレス・アワード」を、またマスターカード・インターナショナルから「ベスト・プロダクト・
デザイン・アワード」をそれぞれ受賞している。

全国的な販売ネットワークを備えた当行の本店は北京にあり、このほか香港およびシンガポールに支店を、ニュー
ヨーク、ロンドン、東京、フランクフルト、ソウルおよびシドニーに駐在員事務所をそれぞれ設けている。また、当行は
さらに、ABCインターナショナル・ホールディングスおよびCAファイナンス・カンパニー・リミテッドを含む完全子
会社を香港に設立している。

 

当行の競争優位性

当行の主な競争優位性には、以下のものが含まれる。

 

中国の都市部および県域の両地域における成長から利益を得られる地位

当行は、都市部および県域の両地域に高い市場占有率および大きなプレゼンスを持つことで、都市部および県域を
統合した基盤を通じ総合的な商品およびサービスを顧客に対して提供することができ、中国の今後の成長から利益
を得ることのできる地位にある。
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急速な都市化、都市部と県域との間の取引の増加および消費主導の経済への継続的な移行は、都市部と県域の両地
域の力強い成長を促進した。また、将来の開発戦略の中核として、中国政府は引続き県域の経済開発の促進に重点的
に取り組むことを計画している。この3年における中国中央政府の国家予算に占める県域関連の補助金の額の複合年
間成長率は29.6％であり、この傾向は当面続くと考えられる。国内需要を刺激し、都市と農村の開発格差を縮小し、都
市化プロセスを加速させ、あらゆる地域の開発を促進するための多数の施策を中国政府が主導したことにより、県域
に関連する中国のGDPの割合は、2001年には45.9％であったが2008年には49.6％へと増加した。当行は、継続する都市
化傾向により、中国のGDPに占める県域の寄与度はさらに増加すると考えている。県域の経済発展は、かかる地域の銀
行業界の急速な成長を促進した。都市部と県域の両地域において当行が確立した主導的地位は、結果として当行に中
国の都市部と県域いずれの将来的な成長からも利益を得る機会をもたらすことになると考える。

当行は、都市部と県域の両地域において均衡の取れた発展を維持するよう努めている。当行は、都市部と県域の両
地域を幅広く網羅し、大規模な顧客基盤を持つことで、中国の他の商業銀行に比較して競争上の優位性が当行に引続
きもたらされるものと考えている。

 

マルチチャネルの電子バンキングシステムと結合した大規模な全国的本支店機構ネットワーク

当行は、全国的な販売ネットワークを有しており、その本支店機構の数は大手商業銀行の中で最多である。2009年
12月31日現在、当行は合計23,624の国内本支店機構を有しており、中国のすべての市および99.5％の県を網羅してい
る。当行は、経済的な発展度の高い地域において強力なプレゼンスを維持している。2009年12月31日現在、当行は長江
デルタ、珠江デルタおよび環渤海地区に、それぞれ3,116、2,590および3,355の本支店機構を有しており、この数は他
のいずれの大手商業銀行をも上回っている。

全国的な販売ネットワークを補完し、拡大する重要なものとして、当行は主にATM、インターネットバンキング、テ
レホンバンキング、携帯電話バンキングおよび非現金取引端末により構成されるマルチチャネルの電子バンキング
取引システムを構築している。当行はインターネット・ポータルや年中無休、24時間のコールセンターといった優れ
た電子顧客サービスも有している。2009年12月31日現在、当行は41,011台のATMを保有しており、これは大手商業銀行
の中で最多であった。2009年12月31日に終了した事業年度において、当行の全取引の49.8％は当行の電子バンキング
システムを通じて行われたものであった。

マルチチャネルの電子バンキングシステムにより補完された当行の大規模な全国的支店ネットワークは、当行に
とって強力な販売基盤となっており、これにより商品のクロス・セールスおよび上質かつ便利で、総合的なサービス
の提供が可能となっている。また、この支店ネットワークにより、当行は、預金、貸出、決済、保管、代理人サービスおよ
び銀行カードを含む主要な商品およびサービスの提供において、主導的な地位を確立している。

 

成長の機会をもたらす大規模かつ多様な顧客基盤

幅広いマルチチャネルの販売ネットワークを通じて、当行は大規模かつ多様な法人顧客および個人の顧客基盤を
築いている。

2009年12月31日現在、当行は約2.60百万の法人顧客を有しており、このうち約68,000の顧客に貸出を行っている。
同日現在、当行は約3.15百万の法人向け人民元決済口座を設けており、約51,000のキャッシュ・マネジメント顧客お
よび約25,000の財務アドバイザリーサービスの契約顧客を有している。また、顧客基盤の拡大に加えて、業界大手の
大企業、金融機関および政府機関との関係を発展させることで、顧客構造を最適化することにも重点的に取り組んで
きた。2009年12月31日現在、当行は、SASACが監督する大規模国有企業129社のうち、62社と緊密な事業関係を確立して
いる。また、同日現在、中国の59の保険会社、93の証券会社および161の先物取引会社と提携関係を結んでいる。

当行は、中国で最大の個人向け銀行業務の顧客基盤を有していると考えられ、2009年12月31日現在で約320百万の
個人顧客を有している。特に、当行は個人向け貸出事業において大きな顧客基盤があり、2009年12月31日現在、当行か
ら貸出を受けている個人顧客は約8.24百万である。また、同日現在、200,000人民元を超える預金残高を有する個人顧
客は約3.01百万であり、これらの顧客の小口預金の総額は、当行の小口預金総額のうち38.2％を占めている。この大
規模かつ潤沢な個人顧客基盤によって、当行は魅力的な新しい商品およびサービスを導入することが可能になった。
当行は、ウェルス・マネジメント、バンカシュアランスおよび投資等の新しい金融サービスに対する需要は、当行の
顧客の個人資産がより潤沢となるにつれて、大幅に増加すると考えている。

当行は、当行の大規模かつ多様な顧客基盤は、当行に大きな事業成長の機会をもたらし、当行の競争優位性を多様
な事業部門にわたって強化するものと考えている。

 

低コストで安定した資金調達を可能とする強固な預金基盤

当行は、当行の大規模な販売ネットワークは、中国の幅広い顧客基盤に対し便利なサービスを提供し、当行の顧客
の間で強固なブランドを確立することを可能にしていると考えている。当行は中国の全商業銀行の中で最大の顧客
預金基盤を持つ銀行の一つであり、その額は2009年12月31日現在で74,976億人民元に達し、中国の全銀行業金融機関
において12.3％の市場占有率を有している。

当行の2009年12月31日現在における個人預金残高は43,654億人民元であり、中国の全銀行業金融機関において
16.5％の市場占有率を有し、中国の全商業銀行中2位であった。同日現在、当行の個人預金は預金総額の58.2％を占
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め、大手商業銀行の中で最も高い割合を示している。大規模な個人預金基盤により、当行は安定した資金調達の資金
源を持つことになった。また、当行の預金構成は、要求払預金が高い割合を占めている。要求払預金は、2009年12月31
日現在で当行の預金総額のうち55.5％を占めており、大手商業銀行の中で最も高い割合を示している。主に要求払預
金により構成される預金を持つことで、中国の他の商業銀行に比べて低い預金コストを維持することが可能となっ
ている。2009年12月31日および2008年12月31日に終了した各事業年度における当行の国内平均預金コストは、それぞ
れ1.49％および1.98％であり、これらは大手商業銀行の中で最も低い数字であった。

当行は、大規模な預金基盤により、低コストで安定した資金源を利用することが可能となり、これにより貸出業務
を成長させ、財務実績を改善することができると考えている。

 

報酬および手数料制の事業の急速な成長

報酬および手数料制の事業の成長は、当行の成長戦略の重点の一つに位置付けられる。支店および電子バンキング
のネットワークならびに日々多様化する商品およびサービスのポートフォリオにより、当行の報酬および手数料制
の事業は順調な発展を遂げている。2009年における当行の受取報酬および手数料は356億人民元であり、2008年から
49.8％増加した。当行の営業収益に対する受取報酬および手数料の割合は、2007年の12.5％から2009年の15.9％へと
増加した。商品の革新、異なる事業部門間のリソースの共有およびクロス・セールスを通じて、当行は決済、資産の保
管、銀行カードおよびバンカシュアランスの各事業における当行の強みを維持することが可能となった。

2009年の当行の人民元決済の取引量は、234.4兆人民元であった。2009年12月31日現在、当行の保管資産は13,913億
人民元に達し、これは中国の全商業銀行の中で2番目に高かった。かかる保管資産のうち、保険資産の額は中国の全商
業銀行の中で最大であった。また、銀行カードの総発行数に関しては、2006年から2009年までの各事業年度末現在で
常に第1位であった。当行は2009年12月31日現在で約365百万枚の銀行カードを発行しており、当行の金穗カードは中
国で幅広く認知されている。2009年、当行は保険商品の販売により、中国の全商業銀行の中で最高の728億人民元の新
規保険料収入を得、受取報酬および手数料として28億人民元の収益を得た。これは中国の全商業銀行の中で2番目に
高い金額であった。

このほか、当行は大規模で多様な顧客基盤を背景として、一定の新規事業分野において急速な成長を遂げている。
2007年から2009年までの財務アドバイザリーサービスおよび電子バンキングサービスから発生した報酬および手数
料の複合年間成長率は、それぞれ307.2％および84.2％であった。当行は、資産管理、ウェルス・マネジメントおよび
投資銀行業務等の潜在成長性のある新規事業分野においてもイニシアチブを取っている。当行は、CBRCが承認した人
民元建てのウェルス・マネジメント商品を提供する中国の銀行業金融機関約100社のうち、初めて当該商品を提供し
た銀行の一つである。また、2010年4月30日現在で、投資信託に対し保管サービスを提供する認可を受けた中国の商業
銀行17行中、初めて当該サービスを提供する認可を受けた銀行の一つである。

 

リスク管理能力および内部統制能力の強化の継続

近年、当行はリスク管理能力および内部統制能力を、方針および手続の改善ならびに最新のリスク管理ツールの導
入により強化してきた。

当行は、集中リスク管理システムおよび独立した効果的なリスク管理機能を構築するために、慎重なリスク管理戦
略を採用し、リスク管理に関する組織体制を引続き強化している。当行はまた、信用リスク管理システムの強化を引
続き行っている。この関係では、当行は業種ごとの与信ガイドラインおよび顧客リストに基づく管理システムを採用
し、専門家による承認審査を採り入れた標準承認プロセスおよび与信承認プロセスを実施してきた。当行は、融資先
に対するエクスポージャーに関する信用限度額を採用し、リスク報告制度を強化し、12段階の貸出金区分制度を実施
し、法人向け貸出の顧客信用格付システムを採用することにより、リスク管理のためのツールおよびシステムをさら
に改善させた。また、バーゼルⅡを実施し、顧客のために内部格付に基づくシステムを改良する計画を推進している。
さらに、経済的な資本管理システムの利用を信用リスク管理から市場リスク管理、業務リスク管理へと拡張した。

当行は第一級支店から第二級支店にリスク責任者を派遣すると共に、第二級支店から準支店にリスク管理者を派
遣するためのプログラムの実施に着手している。

当行は、リスク管理の強化により、当行の資産の質が改善されたと考えている。正常先および要注意先の貸出に分
類された国内貸出金ポートフォリオの悪化率は、2008年の3.35％から2009年には1.65％に低下した。

当行は、内部統制およびコンプライアンス管理システムならびに内部監査システムを構築し、改善してきた。これ
らのシステムにより、当行の内部統制およびコンプライアンスの管理能力が高められ、当行の所定の内部監査機能が
強化され、当行の業務リスクおよび詐欺その他の違反行為の発生が減少した。

 

先進的なIT基盤

当行は、自らが、中国の全商業銀行の中で最先端のIT基盤を有する銀行の一つであると考えている。当行は、2006年
にデータの集中化を達成し、集中コンピューター・ネットワーク・システムを段階的に構築した。このシステムは、
当行の全国データセンターを通じて、中国全土の20,000を超える本支店機構を網羅し、170,000のATMのターミナルを
接続するものである。当行は、国家情報化評価センターによる「2008年中国IT化企業上位500社」において第5位で
あった。さらに、当行の事業の発展および業務管理のニーズを満たすための最新の基幹バンキングシステムを構築す
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べく、IT基盤の機能向上に向けた準備を進めている。

対面カウンター業務、インターネットバンキング、顧客サービスシステム、テレホンバンキング、携帯電話バンキン
グおよびIT基盤を含む、当行の各種の顧客サービス経路を有効に一体化させるITシステムを確立することによって、
当行は経営陣に対し取引日の翌日には財務および業務データを提供することが可能となり、顧客に対しても質の高
いサービスを効率的かつ効果的な方法で提供することができるようになった。当行はさらに、県域における銀行業務
の需要を満たすため、また県域分野における当行の継続的成長を支えるITを強化するための情報システムの調整に
重点的に取り組んでいる。

 

実績ある経験豊富な経営陣

当行は、財務サービス業界において実績を有する、精力的かつ経験豊富で先鋭的な経営陣を擁している。当行の取
締役会会長である項俊波氏は、国家審計署副署長および中国人民銀行副総裁を歴任しており、監督監査ならびに金融
のマクロ経済管理および統制について豊富な経験を持つ。当行総裁の張雲氏は、勤続20年を超え、これまで総裁補佐
および執行副総裁を歴任している。当行の監査役会代表監査役である車迎新氏は、CBRC委員長補佐および国有重点金
融機構監査委員会の議長を歴任しており、金融機関の監督について豊富な経験を有している。当行の幹部役員（すな
わち、会長、総裁、執行副総裁および取締役会秘書役）は、金融業界で平均20年を超える専門的経験を有している。当
行の経営陣は、全員が銀行の業務および経営への造詣が深く、当行および中国の他の金融機関での経験を通じ、中国
のマクロ経済環境、特に中国県域の銀行業界および金融システムについて深い理解を有している。

経験豊富な当行の経営陣は、当行の財務改革ならびにコーポレート・ガバナンスおよびリスク管理の改善を含む、
一連の組織再編の過程を成功に導いた実績を持つ。当行経営陣のリーダーシップの下、当行はその業務および財務実
績を大幅に改善させており、今もワールドクラスの商業銀行になるという目標に向け邁進している。
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当行の主要な事業

当行の事業部門は、法人向け銀行業務、個人向け銀行業務、資金運用業務およびその他の業務から構成されている。
以下の表は、表示期間における事業部門別の営業収益を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

 

金額
 割合

（％）

 

金額
 割合

（％）

 

金額
 割合

（％）

法人向け銀行業務 96,592 52.6％  116,375 54.4％  123,105 55.0％
個人向け銀行業務 61,013 33.3 67,996 31.8 73,614 32.9
資金運用業務 24,238 13.2 29,073 13.6 26,109 11.7
その他の業務 1,608 0.9 572 0.2 809 0.4

合計 183,451 100.0％  214,016 100.0％  223,637 100.0％
            

 

法人向け銀行業務

法人向け銀行業務は、当行の主要な収益源を構成するものであり、常に当行の総営業収益の50％超を占めている。
当行は、国有企業、民間企業、外資系企業および政府機関を含む法人およびその他の事業体に対して、各種の法人向け
銀行業務商品およびサービスを提供している。当行は、これらの事業体を総称して法人顧客と呼んでいる。当行の法
人向け銀行業務は、主に企業向け貸出、手形割引、法人預金、決済サービス、キャッシュ・マネジメント、投資銀行、保
管サービス、法人向け資金サービス、保証サービス、第三者預託および先物証拠金預入れならびにその他の代理サー
ビスで構成されている。法人向け銀行業務は、2009年、2008年および2007年の当行の総営業収益の55.0％、54.4％およ
び52.6％をそれぞれ占めている。2009年12月31日現在、2008年12月31日現在および2007年12月31日現在、当行の国内
法人向け貸出金は貸出金総額のそれぞれ71.7％、76.1％および79.5％を占めると共に、国内法人預金は顧客預金合計
のそれぞれ38.7％、35.5％および39.9％を占めていた。

 

顧客基盤

2009年12月31日現在、当行は約2.60百万の法人顧客を有しており、このうち約68,000の顧客に対して貸出残高があ
る。

2009年12月31日現在、当行の法人向け貸出業務の顧客は主に(ⅰ)製造業、(ⅱ)不動産業、(ⅲ)電力、ガスおよび水道
水の生産および供給業ならびに(ⅳ)運輸、物流および郵便サービス業に集中しており、これらが当行の法人向け貸出
金総額に占める割合はそれぞれ29.9％、14.4％、13.9％および10.2％であった。

顧客基盤の拡大に加えて、大規模国有企業、業界大手企業および政府機関との関係を発展させることにより、顧客
構造の最適化にも重点的に取り組んでいる。

2009年12月31日現在、当行はSASACが監督する大規模国有企業129社のうち62社との間で取引関係を築いている。ま
た、エネルギーおよび資源産業、電気通信業、航空産業、鉄鋼産業、自動車産業、化学工業ならびにエレクトロニクス産
業における多数の大手企業との間にも取引関係があり、これらの企業には中国の主要な電力供給会社、国営電力会
社、国営石油会社および国営電気通信サービス会社もすべて含まれる。

 

主要な商品およびサービス

法人向け貸出

法人向け貸出は、従来から、当行の貸出金ポートフォリオの最大の構成要素である。当行の法人向け貸出には、運転
資金貸出、不動産開発ローン、プロジェクト・ローンおよび貿易金融商品が含まれる。当行の法人向け貸出は実質的
にすべて人民元建貸出である。2009年12月31日現在、当行の国内法人向け貸出残高は29,687億人民元であり、当行の
貸出金総額の71.7％を占めた。

 

運転資金貸出

当行は、顧客に対しその運転資金需要に対応するために運転資金貸出を提供している。当行の運転資金貸出は主と
して短期貸出である。2009年12月31日現在、当行の運転資金貸出残高は13,773億人民元であり、当行の国内法人向け
貸出金総額の46.4％を占めており、2008年12月31日から15.5％増加した。

 

不動産開発ローン

当行は、法人向け銀行業務の顧客に対し、不動産開発の資金需要に対応するため、住居用不動産開発貸出、商業用不
動産開発貸出および土地開発用貸出、事業用不動産抵当貸出および政府保有地用貸出を含む、不動産開発貸出を提供
している。2009年12月31日現在、当行の不動産開発貸出残高は4,325億人民元であり、当行の国内法人向け貸出金総額
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の14.6％を占めており、そのうち1,573億人民元が住居用不動産開発貸出で、当行の不動産開発貸出金総額の36.4％
を占めた。

当行は、ショッピング・モール、オフィス・ビル、サービス付きマンションおよび製造工場の所有者に対し、事業用
不動産抵当貸出を提供している。不動産抵当はかかる貸出の担保となり、かかる不動産の運用から発生する収入は、
多くの場合当該貸出の主たる返済原資となる。2009年12月31日現在、当行の事業用不動産抵当貸出残高は871億人民
元であり、2008年12月31日から47.7％増加した。

 

プロジェクト・ローン

当行は、法人顧客に対し、主にインフラ開発および技術改良等の多様な固定資産投資プロジェクトに関連した資金
需要に対応するため、プロジェクト・ローンを提供している。2009年12月31日現在、当行のプロジェクト・ローン残
高は6,351億人民元であり、当行の国内法人向け貸出金総額の21.4％を占め、前年度に対し24.7％増加した。

 

貿易金融

当行は、国際貿易に従事する顧客に対し、主に「輸入金融通」、「輸出金融通」および「支払受領通」という3種類
の商品を通じて貿易金融サービスを提供している。これらの商品の各種類は当行の貿易金融商品およびサービスの
一定の機能を統合したものである。当行の主要な貿易金融商品およびサービスには、信用状、輸入手形、船荷保証、梱
包用貸出、フォーフェイティング、輸出手形割引、輸出債権融資、輸出信用保証融資、裏書保証および国際的ファクタ
リングが含まれる。2009年、2008年および2007年に当行国内本支店機構により実施された国際貿易金融取引額はそれ
ぞれ、271億米ドル、202億米ドルおよび177億米ドルであり、当該期間に係る複合年間成長率は23.6％であった。

 

小規模事業貸出

小規模事業に対するサービスに特化された管理を開始した最初の銀行の一つとして、当行は、2006年に小規模事業
に対応するため専門のユニットを設置した。かかるユニットは、小規模事業顧客に対する当行のサービスの効率およ
び質をさらに強化するために、2009年に小規模事業融資部として再編された。当行は、当行の小規模事業貸出の専門
的管理を引続き改善し、小規模事業顧客による与信申請の審査および承認手続のワンストップ化を実施している。
2009年12月31日現在、当行の小規模事業貸出（割引手形を含む。）残高は3,766億人民元であった。

従来型の金融ならびに信用商品およびサービスに加え、当行は小規模事業顧客に対し、簡易型貸出、セルフサービ
ス型リボルビング式クレジットおよびサプライ・チェーン融資等の特殊な商品も提供している。

簡易型貸出は与信限度枠が少額の小規模事業のために設計されている。申請者は、信用格付、承認および与信の手
続をより効率的に進めることができる。2009年12月31日現在、当行の簡易型貸出の残高は256億人民元であり、前年度
に対し98.6％増加した。

セルフサービス型リボルビング式クレジットは、当行の小規模事業顧客の事業運営上の運転資金需要に対応する
ために設計されている。小規模事業顧客は、一定の与信限度枠の範囲内で、リボルビング式クレジットを銀行窓口ま
たはATMにおいて利用できる。2009年12月31日現在、当行のセルフサービス型リボルビング式クレジットの残高は10
億人民元であり、前年度に対し37.3％増加した。

 

シンジケート・ローン

当行は、他の銀行もしくは非金融機関とのシンジケート団の主幹事銀行または参加者として、主として大規模な建
設および開発プロジェクトに関連して借入人にシンジケート・ローンを提供している。2009年12月31日現在、当行の
シンジケート・ローンの残高は1,365億人民元であり、当行の国内法人向け貸出金総額の4.6％を占めていた。2009
年、当行は中国銀行業協会の「シンジケート・ローン最優秀業績賞」を受賞した。

 

割引手形

割引手形とは、満期までの残存期間が6ヶ月未満の銀行引受手形および企業引受手形の割引購入を指す。手形割引
は法人顧客に提供される短期融資の一形式である。当行は、中国人民銀行または手形割引業務を許可されたその他の
金融機関にかかる手形を転売することができ、これにより追加的流動性および差額による収益を得ることができる。
2009年12月31日現在、当行の国内割引手形残高は3,522億人民元であり、これは当行の貸出金ポートフォリオ合計の
8.5％を占める。2009年12月31日現在、銀行割引手形は当行の割引手形合計残高の90.1％を占めた。

 

法人預金

当行は、法人顧客に対し、人民元建ておよび主要外貨建ての定期預金および要求払預金を提供している。当行はま
た、要求払預金の利率よりも高い利率が適用されるコール預金も提供している。顧客は1日から7日前の通知を行うこ
とにより預金を引き出すことができるため、要求払預金の融通性も一定程度併せ持つものである。2009年12月31日現
在、当行の法人預金合計残高は29,012億人民元であり、2008年12月31日現在の21,639億人民元から34.1％増加した。
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報酬および手数料制の商品およびサービス

当行は、法人顧客に対して、決済サービス、現金管理、投資銀行業務、保管サービス、企業資金運用サービス、保証業
務、代行業務ならびに証券取引における資金決済および先物取引のための預入証拠金の預託業務を含む、報酬および
手数料制の幅広い商品およびサービスを提供している。近年、当行は報酬および手数料制の法人向け銀行業務商品お
よびサービスの拡充と提供をより一層重視しているため、法人向け銀行業務における当該分野の成長は著しく、2009
年、2008年および2007年に、それぞれ200億人民元、87億人民元および108億人民元の受取報酬および手数料純額を発
生させ、当該期間に係る複合年間成長率は36.1％であった。

 

決済サービス

当行は、銀行窓口、インターネットバンキング、テレホンバンキング、ATMおよびPOS機（精算時点管理、すなわち店
舗またはいずれかの取引地点における精算台を指す。）等、幅広いチャネルを通じて広範かつ便利な決済サービスを
提供している。当行は従来型の決済サービスにおける強みを利用して、顧客がインターネットにより支払いの決済を
行える電子決済口座の利用を促進している。2009年12月31日現在、当行の人民元建法人決済口座数は約3.15百万であ
り、2009年12月31日に終了した事業年度におけるその決済額は144.2兆人民元であった。

当行の国際決済サービスには、荷為替信用状、荷為替回収、送金およびクリーンビルの回収が含まれる。当行は、専
門的サービスをさらに拡充するため、集中管理による国際決済業務処理システム（GTS）を開発した。2009年、当行の
国内支店における国際決済額は合計3,491億米ドルに上った。2009年、当行の国内支店は、国際決済サービスから918
百万人民元の収益を上げた。

当行はかねてから、クロスボーダー貿易決済において主導的な地位にあり、同業務に初めて参入した銀行の一つで
あった。2009年、当行のクロスボーダー貿易決済の取引額は53億米ドルにまで増加している。

 

現金管理

当行は、法人顧客に対しその流動資金の管理のために、口座管理、情報サービス、回収および支払い、取引決済、投資
ならびに金融サービスを含む、総合的な現金管理サービスを提供している。現金管理サービスは、多くの拠点または
支店間の現金の移動を集中的に管理する必要のある大企業に特に有用である。2009年、当行は、顧客に人民元および
外貨両方で総合的なグローバル・サービスを提供する、新たな現金管理ブランド「行雲」を導入した。2009年12月31
日現在、当行の現金管理顧客数は約51,000であり、2008年12月31日から48.5％増加している。2009年、当行の現金管理
サービスによる取引処理の合計額は32.9兆人民元に達した。当行の顧客には、中国企業上位100社の55％および中国
企業上位500社の約35％が含まれている。2009年、当行は「ザ・アジアン・バンカー」誌から、「キャッシュ・マネジ
メント・アチーブメント・アワード（大中華圏）」を受賞し、21世紀アジア金融年次会議において「キャッシュ・
マネジメント・ビジネス・イノベーション・アワード」を受賞した。
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投資銀行業務

当行は法人顧客に対し投資銀行業務を提供し、財務アドバイザリー業務、事業再編および買収業務、コマーシャル
・ペーパーおよび中期債券等の証券引受業務、確定利付投資アドバイザリー業務ならびに資産証券化に係るアドバ
イザリー業務に従事している。当行の投資銀行業務は、従前からの法人向け銀行業務の顧客関係を活用して急速に成
長している。2007年から2009年において、当行の投資銀行業務から発生した収益の複合年間成長率は292.2％であり、
2009年には59億人民元に達した。

当行は、財務アドバイザリー業務を通じて顧客に対し財務上の助言、事業計画の策定ならびに産業および金融市場
に関する徹底分析を提供している。2009年12月31日現在、当行の財務アドバイザリー業務の契約顧客数は約25,000で
あった。2009年、財務アドバイザリー業務は44億人民元の収益を上げ、2008年から300.3％増加した。当行は、最初の外
貨建中期債券および最初の民間企業中期債券の中国への導入ならびに地方および農業関連の小規模事業向けの集合
債券の試行等、投資銀行業務における商品開発を積極的に推進している。当行は2009年および2010年の両年におい
て、「セキュリティーズ・タイムズ」誌により「最も革新的な投資銀行」および「債券引受業務における最優良投
資銀行」と評価されている。

 

保管サービス

当行は、中国のすべての商業銀行の中で最も総合的な保管サービスを有する銀行の一つである。保管資産には主
に、投資ファンド資産、保険資産、企業年金、QFIIおよびQDIIが運用する投資、ファンド管理会社の一定の顧客資産、証
券会社が運用する集合投資スキーム型ファンドおよびプライベート・エクイティ・ファンドが含まれる。当行の保
管サービスには、保管、ファンド決済、資産評価、投資のモニタリングおよび保管報告業務が含まれる。また当行は、市
場情報の提供、調査報告および税務相談等の付加価値のあるサービスも提供している。当行は、継続的に業務プロセ
スを整備し、保管サービスに係る内部統制システムの効率性および健全性を強化するよう努めており、内部統制に関
する国際認定基準SAS70を取得している。さらに当行は、中国証券業協会が主催する中国証券投資基金業年次会議に
より、2008年「保管サービスにおける最優良銀行」に選ばれている。

当行は、最大の保険資産保管銀行であり、保管資産規模で中国第2位の保管銀行である。2009年12月31日現在、当行
の保管資産は13,913億人民元であり、そのうち8,458億人民元が保険資産であった。2009年、当行は保管およびその他
の信託業務から761百万人民元の手数料収入を得た。

当行は、2008年に年金基金保管事業を開始し、これは企業年金、農業者向け年金基金および社会保険基金を網羅す
るまでに拡大された。2009年12月31日現在、保管年金基金は737億人民元に上り、前年度に対し368.7％増加している。

 

企業資金運用サービス

当行の企業資金運用サービスには、法人顧客に対する資産の証券化業務、資産管理サービスならびに資金運用商品
およびサービスの提供が含まれる。当行は、人民元建ておよび外貨建て双方による柔軟かつ安定的な企業資金運用商
品を導入するよう努めてきた。2009年、当行は総額848億人民元の企業資金運用サービス商品を提供した。

 

保証業務

当行は、主に履行保証、入札保証、前払い保証および品質保証を通じて、法人向け銀行業務の顧客に対し保証業務を
提供している。2009年、当行は保証業務により772.0百万人民元の手数料収入を得ており、2007年から2009年の期間、
15.7％の複合年間成長率を達成した。

 

第三者預託および先物証拠金預託

当行は、証券会社に対する証券取引の決済資金ならびに先物取引会社および証券取引所に対する先物証拠金につ
いて、第三者預託サービスを提供している。2009年12月31日現在、当行は国内の全証券会社の87.0％に相当する93社
の証券会社に対し第三者預託サービスを提供しており、契約顧客数は9.45百万に達している。2009年、証券会社から
預託された1日当たりの平均合計資金残高は1,067億人民元に上った。当行は当該事業から178百万人民元の手数料収
入を得ており、その2007年から2009年の期間に係る複合年間成長率は101.1％であった。

当行は、3つの主要な国内商品先物取引所および中国金融先物取引所との間で事業関係を構築している。2009年12
月31日現在、当行は161社の国内先物取引会社に対し証拠金預託サービスを提供しており、証拠金預託残高は191億人
民元である。

 

政府の収入および支出に関する代行業務

当行は、中央政府および地方自治体に対し、資金の回収および費用の支払いに関する代行業務を提供している。
2009年、当行は中国中央政府の財務機関に対し、取引総額で1,576億人民元に上る代行業務を提供した。

 

その他の商品およびサービス
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上記の商品およびサービスに加え、当行は他の銀行およびノンバンクとの提携によるファクタリング、相互委託お
よび共同委託に参加している。

 

マーケティング

当行の本店は、当行全体の会社事業開発計画を策定し、産業、地域、顧客および商品を考慮に入れた総合的なマーケ
ティング指針を策定している。当行の第一級支店はかかる指針に基づき、主要地域、顧客および事業に特化した詳細
なマーケティング計画を展開している。

当行はきめ細かな販売戦略を実施するために顧客のセグメント化を実施している。当行は主要顧客を3つのカテゴ
リーに分類し、これらをそれぞれ本店、第一級支店および第二級支店が担当しているほか、特定の顧客および市場向
けに差別化したマーケティングを行っている。当行は、第一級支店および第二級支店の一部に戦略的により多くの資
金を配分し、これらの支店の営業部門が現地の市場の需要に応じてより一層柔軟な経営を行うことを奨励している。

法人向け銀行業務におけるマーケティングは、主に異なる事業部門の渉外および商品の担当マネージャーにより
行われている。当行は異なる事業部門間の協力を促進し、マーケティングおよびサービスに係るマトリックス手法に
よるプログラムを策定している。

当行は、顧客の固有のニーズに対応するため、個別マーケティングおよびクロス・セールスを展開している。当行
は、事業拡大のために、1つの主要な商品またはサービスを利用して追加的な商品またはサービスの販売を促進する、
いわゆる1+N式経営販売モデルというマーケティング・モデルを採用している。当行はさらに、法人向け銀行業務と
個人向け銀行業務の相互作用を強化するため、第三者預託、バンカシュアランスおよび先物取引会社との資金振替事
業を発展させるべく、証券会社、保険会社および先物取引会社と提携している。

 

個人向け銀行業務

当行は個人向け銀行業務の顧客に対し、小口貸出、銀行カード、個人預金、決済、バンカシュアランス、個人向けウェ
ルス・マネジメントならびにその他の報酬および手数料制の商品およびサービスを含む、幅広い商品およびサービ
スを提供している。

2009年、当行の個人向け銀行業務の営業収益は736億人民元で、営業収益合計の32.9％を占めている。2009年12月31
日現在、当行の国内個人預金総額は43,654億人民元で、当行の預金総額の58.2％を占めており、国内預金基盤の規模
としては中国の全商業銀行中第2位であった。2009年12月31日現在、当行の国内個人向け貸出残高は7,893億人民元に
上り、当行の貸出金総額の19.1％を占めている。2009年12月31日現在、当行は365百万枚の銀行カードを発行してお
り、2006年から2009年の各年度末現在において、銀行カードの発行数に関し、常に中国の全商業銀行中第1位を維持し
ている。

 

顧客基盤

2009年12月31日現在、当行は約320百万の個人向け銀行業務の顧客を有していた。当該顧客のうち、個人向け貸出顧
客が約8.24百万であり、そのうち約2.69百万が住宅ローンの顧客で、約300,000が個人向けの事業貸出顧客であった。
2009年12月31日現在、200,000人民元超の預金残高を有する顧客は約3.01百万であり、これは個人預金総額の38.2％
を占め、2008年12月31日から31.8％増加した。2009年12月31日現在、5百万人民元超の預金残高を有する顧客は20,000
超であったが、これは2008年12月31日から65.3％の増加であった。これらの顧客の預金は、2009年12月31日現在、個人
預金総額の4.9％を占めている。
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主要な商品およびサービス

個人向け貸出

2009年12月31日現在、当行の国内個人向け貸出残高は7,893億人民元であり、当行の貸出金総額の19.1％を占め、
2008年12月31日から69.9％増加している。

 

住宅ローン

当行は顧客に対し、変動金利住宅ローン、固定金利住宅ローンおよびハイブリッド型住宅ローンを提供している。
当行の住宅ローンは通常、当該ローンにより購入される不動産により担保されている。2009年12月31日現在、当行の
住宅ローン残高は4,979億人民元であり、当行の国内個人向け貸出金総額の63.1％を占めている。

 

個人消費者ローン

当行は、個人向け与信限度枠、消費者自動車ローン、総合消費者ローンおよび担保付個人向け貸出を含む各種の個
人消費者ローンを提供している。2009年12月31日現在、当行の個人消費者ローン残高は856億人民元であり、当行の国
内個人向け貸出金総額の10.8％を占めている。

当行は、顧客が当行に必要な抵当権、担保権もしくは保証を提供している場合、または顧客の信用性に問題がない
場合に、個人顧客に与信を付与している。顧客は指定された期間中、付与された与信限度枠の範囲内で迅速にリボル
ビング形式で貸出を受けることができる。個人向け与信限度枠サービスは、当行の預金、貸出および手数料事業にお
いて他の顧客に比べ利用の多い優良顧客に対してのみ提供される。2009年12月31日現在、当行の個人向け与信限度枠
残高は600億人民元であり、2008年末から156.8％増加している。

当行は顧客に対し、自動車購入価格の80％を上限とする消費者自動車ローンを提供している。当行は通常、かかる
ローンに関しては担保を要求している。2009年12月31日現在、当行の消費者自動車ローンの残高は、104億人民元であ
り、2008年から10.6％増加している。

当行は、住宅リフォーム、駐車場購入、高額耐久消費財および海外留学費用等の生活関連費用および一般消費を目
的とした総合消費者ローンを提供している。2009年12月31日現在、当行の総合消費者ローン残高は102億人民元であ
り、2008年末から100.7％増加している。

 

個人事業ローン

個人事業ローンは通常、個人事業主に対しその事業運営に伴う資金需要に対応するため提供されるが、これには主
に個人事業の運営資金としてのローン、個人事業向け商業用抵当ローンおよび個人事業用自動車ローンが含まれる。
2009年12月31日現在、当行の個人事業ローン残高は1,060億人民元であり、当行の国内個人向け貸出金総額の13.4％
を占めている。

 

個人向け銀行カードによる当座貸越

当行のクレジットカードおよび準クレジットカードの利用顧客は、クレジット消費機能の利用により現金引出し
または当座貸越が可能である。2009年12月31日現在、当行の個人用銀行カードによる当座貸越残高は合計141億人民
元であり、これは当行の国内個人向け貸出金総額の1.8％を占めている。

 

その他の個人向け貸出

当行は、地方世帯向け貸出および教育ローン等、その他各種の個人向け貸出を提供している。2009年12月31日現在、
当行のこれらの個人向け貸出残高は857億人民元であり、当行の国内個人向け貸出金総額の10.9％を占めている。

 

銀行カード

当行は個人顧客に対し、金穂カードというブランドで総合的なカード商品およびサービスを提供しているが、これ
には人民元建デビットカード、クレジットカードおよび準クレジットカードならびに人民元建ておよび米ドル建て
のデュアル通貨クレジットカードが含まれる。

2009年12月31日現在、当行は365百万枚の銀行カードを発行しており、これは大手商業銀行中首位であった。当行の
加盟店ネットワークは、2008年12月31日から80.2％増の約274,000の加盟店により構成される。2009年の当行の銀行
カードの取引総額は14,108億人民元であり、中国の全商業銀行中第2位であった。2009年における当行の銀行カード
事業からの合計手数料収入は48億人民元であり、2008年から26.1％増加した。

当行は、中国の銀行カード・ネットワーク組織である中国銀聯の設立メンバーの1社である。当行の銀行カードは、
中国における当行独自のネットワークならびに中国銀聯の国内外のネットワークにおいて利用可能である。当行の
デュアル通貨クレジットカードも、マスターカードおよびビザのネットワークにおいて利用可能である。
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以下の表は、表示期間における銀行カード発行数およびかかる銀行カードによる取引総額を示したものである。

 （単位：千枚）
項目 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

デビットカードの発行数 310,438 334,115 347,468

クレジットカードの発行数 3,252 9,277 15,428
準クレジットカードの発行数 2,950 2,716 2,516

合計 316,640 346,108 365,412
      

 

 （単位：百万人民元）
 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

デビットカードによる取引金額 658,493 775,271 1,292,044

クレジットカードによる取引金額 15,918 52,372 107,368
準クレジットカードによる取引金額 15,672 15,072 11,345

合計 690,083 842,715 1,410,757
      

 

金穂デビットカード

当行は当行に預金口座を有する顧客に対し、カード保有者の預金口座から取引による支払代金を直接引き落とす
形式のデビットカードを発行している。当行の金穂デビットカードにより、顧客は現金の預金および引出し、資金振
替、決済ならびに請求に対する支払いを含む多様な金融サービスを利用することができる。さらに、金穂デビット
カードは、顧客に自動積立預金、自動支払、投資取引、引落しおよび回収代行等の拡充されたサービスも提供してい
る。当行のデビットカードに係る収益は主に、当行のカードが利用される加盟店から回収する手数料ならびにカード
保有者から回収する年間手数料およびその他のサービス手数料からなっている。

当行は、カード発行数およびかかるカードによる取引総額に関する主導的地位を維持するため、金穂デビットカー
ドの保有者に提供するサービスを拡充するよう努めている。2009年12月31日現在、当行は、中国の全商業銀行中最多
の347.5百万枚のデビットカードを発行しており、2009年におけるかかるカードによる取引総額は12,920億人民元で
あり、中国の全商業銀行中最大であった。

 

金穂クレジットカードおよび準クレジットカード

当行は、人民元建クレジットカードおよび準クレジットカードならびにデュアル通貨クレジットカードを発行し
ており、これらは当行のクレジットカード・センターで集中管理されている。当行のクレジットカード・センター
は、独立した会計および管理システムを保有しており、クレジットカードおよび準クレジットカード関連のマーケ
ティング、申請、認可、カードの交付、口座管理および顧客サービス機能を促進するために支店との調整を行ってい
る。

当行は、カード保有者が加盟店に支払いを行うための信用を供与するかまたはカード保有者が中国銀聯、ビザおよ
びマスターカードのネットワークにおけるATMから現金を引き出すことができる金穂クレジットカードを発行して
いる。当行の金穂デュアル通貨クレジットカードは、中国および海外において人民元または米ドル建ての商品および
サービスを購入するために利用できる。当行の金穂デュアル通貨クレジットカードは、中国銀聯、ビザおよびマス
ターカードのシステムを介して世界中で利用することができる。当行はカードの種類のさらなる拡充を目指してお
り、現在、特にVIP用カード、企業従業員または公務員のための業務関連支出用のクレジットカード、旅行専用カード、
個人向けカード、食事専用カードおよび公用カードを含む幅広い商品を展開している。また当行は、複合的支払方法、
カード紛失補償、海外サポート、オフライン支払い、リアルタイム・モニタリングおよび24時間サービス・ホットラ
インを含む新たな機能を充実させることにより、金穂クレジットカードの品質を高めていく予定である。当行は、マ
スターカード・インターナショナルより、2007年および2008年に、「デュアル通貨カード最優秀賞」および「最優秀
商品企画賞」をそれぞれ受賞している。

2009年12月31日現在、当行のクレジットカード発行数は約15.4百万枚であり、2007年末から2009年末の期間に係る
複合年間成長率は117.8％であった。2009年、当行のクレジットカードによる取引総額は1,074億人民元であり、2007
年から2009年の期間に係る複合年間成長率は159.7％であった。

当行はまた、金穂クレジットカードと異なりカード保有者が当行の預金口座を維持する必要のある、金穂準クレ
ジットカードも発行している。金穂準クレジットカードにより行われた取引の支払代金は、まずカード保有者の預金
口座から引き落とされる。カード保有者の口座の預金残高が不足する場合、準クレジットカード保有者は付与されて
いる与信限度枠を利用することができる。

当行は、金穂クレジットカードおよび準クレジットカードの保有者に付与する与信限度枠を、個人の経歴、家庭状
況、雇用状況、当行との関係ならびに提供された保証および担保の価値や種類等の多くの要素に基づいて査定してい
る。

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

 83/588



当行のクレジットカードおよび準クレジットカードに係る収益は、主に当行のカードが利用される加盟店から得
る手数料ならびにカード保有者から得る年間手数料、利息、決済手数料および支払延滞金により構成される。中国に
おいてクレジットカードによる支払いがますます普及していることから、当行は、クレジットカード事業は大きな成
長を遂げると見込んでいる。

 

個人預金

当行は、個人向け銀行業務の顧客に対し、人民元建ておよび外貨建ての個人向けの要求払預金ならびに定期預金を
提供している。個人向け要求払預金には、要求払当座預金および変動条件型要求払預金が含まれる。個人向け定期預
金は、普通定期預金、コール預金、教育貯蓄預金、一括預金（解約型）、分割預金（一括解約型）ならびに要求払いが
可能な定期利付定期預金からなっている。当行は現在、満期が3ヶ月から5年の人民元建預金および1ヶ月から2年の外
貨建預金の普通定期預金商品を提供している。

2009年12月31日現在、当行の国内個人預金は43,654億人民元であり、これは当行の預金残高合計の58.2％を占めて
いる。中国人民銀行の統計によれば、当行の個人預金残高合計は、中国の全銀行業金融機関における個人預金合計の
16.5％を占めており、中国の全商業銀行中第2位であった。当行の国内個人預金残高の2007年末から2009年末の期間
に係る複合年間成長率は21.0％であった。

 

報酬および手数料制の商品およびサービス

当行は個人向け銀行業務の顧客に対し、バンカシュアランス、個人向けウェルス・マネジメント、個人決済ならび
に中国国債、ファンド商品および金現物の代理販売等の商品およびサービスを提供している。2009年、当行の個人向
け銀行業務に係る手数料純額は157億人民元に上り、2007年から2009年の期間に係る複合年間成長率は13.3％であっ
た。

 

バンカシュアランス

当行は、保険会社の代理機関として保険証券を販売している。当行は、保険会社との関係を積極的に拡大しており、
これにより当行は中国の全商業銀行の中でその主導的地位を維持している。2009年12月31日現在、当行は国内のほと
んどの保険会社をカバーする59社の保険会社と業務提携契約を締結している。

2009年、当行は保険商品の販売から1,235億人民元の保険料収入を得たが、そのうち728億人民元は新規の保険商品
であり、これは中国の全商業銀行中最多であった。2009年、当行はバンカシュアランス事業から28億人民元の手数料
収入を得ているが、これは中国の全商業銀行中第2位であり、2007年から2009年の期間に係る複合年間成長率は
44.5％であった。

 

ファンド商品の販売

当行は、約50社のファンド管理会社および証券会社との提携により、多様なファンド商品を代理機関として販売し
ている。2009年末現在、435のファンドを販売している。2009年、当行は取引総額1,630億人民元に上るファンド商品を
販売し、12億人民元の手数料を得た。
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個人向けウェルス・マネジメントサービス

当行は個人向けウェルス・マネジメントサービスのための総合的なポートフォリオ商品を有している。2009年の
当行の提供した人民元建てまたは外貨建ての資産管理商品に係る取引総額は1,334億人民元に上った。当行は、「中
国証券報」誌および中国社会科学院金融研究所が共同で発表した2008年の中国の最優良金融機関ランキングにおい
て、「外貨建資産管理最優良銀行」に選ばれた。

 

中国国債の代理販売

2009年、当行は240億人民元の中国国債証書の発行代理および259億人民元の中国国債証書の支払代理を行った。当
行はまた、175億人民元の中国電子国債の販売代理人を務めた。当行は、MOFおよび中国人民銀行により、「2008年／
2009年中国国債証書優良引受人」の1社に、MOFにより「2009年度中国振替国債優良引受人」の1社にそれぞれ選ばれ
ている。

 

決済サービス

当行は個人向け銀行業務の顧客に対し、人民元および外貨建現金振替および送金サービス、回収サービスならびに
銀行小切手、銀行為替手形および小切手の決済を含む決済サービスを提供している。2009年、当行の人民元建決済の
事業規模は90.2兆人民元に上った。当行はまた、デビットカード、クレジットカードおよび準クレジットカードによ
る支払いに関して加盟店に対し決済サービスを提供している。2009年12月31日現在、当行は約274,000の加盟店にか
かる決済サービスを提供していた。

 

金地金の代理販売

当行は、金取引会社の代理として、指定された支店において金現物の売買を行っている。当行は個人向け銀行業務
の顧客のために金地金カウンターを開設した最初の銀行の一つであった。2009年、当行の金地金の取引量は1,560キ
ログラムであり、合計売上高は340百万人民元であった。

 

マーケティング

当行の本店は、個人向け銀行業務の商品およびサービスの促進のために総合的なマーケティング戦略、指針および
基準を策定している。当行の第一級支店は、本店の指示に従い具体的なマーケティング計画を策定し、かかる計画を
個別の地域、顧客の選好および市場動向に合せて調整している。

当行は、個人向け銀行業務のサービスを、基本銀行業務、投資および個人向けウェルス・マネジメント、個人向け貸
出およびクレジットカード・サービスの、4つの主要商品分類に統合している。当行は、各商品分類中、主要商品を選
び、主力ブランドを設定し、主要商品の発展を優先している。当行は「金鎖匙」系列の商品として、ファンド事業向け
に「基金宝」、個人向けウェルス・マネジメント事業向けに「本利豊」、「匯利豊」、「境外宝」および「財富宝」、
個人向け貸出向けに「好時貸」ならびに金現物の販売について「伝世之宝」を展開している。

当行は、顧客を一般の顧客および中・上級顧客に区分している。一般顧客に対するマーケティング活動は、主に渉
外担当マネージャーによる活動、支店で行われるプレゼンテーションおよび一般的なメディア広告により行われて
いる。当行は、中・上級顧客に対するマーケティングとして、顧客別のリスク選好、財務目標およびサービス選好に合
せた個別の付加価値サービスを伴う、カスタマイズされた金融商品を導入している。当行はまた、「個人顧客関係管
理（PCRM）」システムおよび「最重要顧客財産エキスパート（CFE）」システム等の高度な顧客データマイニング
および区分手法を採用している。

当行は、専任の個人向けウェルス・マネジメントアドバイザーに対して継続的な研修を行っている。2009年12月31
日現在、当行は、20,000人超の個人向け銀行業務渉外担当マネージャーおよびウェルス・マネジメントアドバイ
ザー、7,000人超のアソシエイト・ファイナンシャル・プランナー（AFP）、800人超の公認ファイナンシャル・プラ
ンナー（CFP）ならびに400人超の上級ファイナンシャル・プランナー（EFP）を有していた。さらに、当行は838ヶ所
の最重要ウェルス・マネジメントセンターおよび14ヶ所の最重要財産センターにより構成される852ヶ所の富裕層
向けウェルス・マネジメントセンターを設立している。

 

資産管理業務

当行の資産管理業務は、主に(ⅰ)短資市場活動、(ⅱ)投資およびトレーディング活動、(ⅲ)顧客のための資産取引
ならびに(ⅳ)金取引およびその他の事業から構成されている。当行は、当行の資産管理業務を行うにあたって、市場
およびマクロ経済の状態を考慮し、流動性を確保すると共に、当行の投資ポートフォリオにおいて利益およびリスク
の均衡を取ることを目標としている。2009年の当行の資産管理事業による営業収益は、当行の営業収益合計の11.7％
に相当する261億人民元であった。

 

短資市場活動
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当行の短資市場活動は、主に(ⅰ)銀行間短資市場取引、レポ取引および逆レポ取引ならびに(ⅱ)中国人民銀行によ
るレポ取引および逆レポ取引、中国人民銀行手形および国庫の現金管理の入札を含む公開市場入札から構成されて
いる。当行の銀行間レポ取引および逆レポ取引で取引される有価証券は、主に人民元建ての中国政府および政策銀行
の債券、銀行引受手形ならびに中国人民銀行手形であり、その他は主として外国政府および機関により発行された外
貨建ての債券である。

当行は、中国人民銀行の承認によってSHIBOR相場に参加した最初の銀行の一つである。2002年から2008年まで、当
行は中国の銀行間短資市場において7年連続して全国銀行間短資市場センターの「優れた取引メンバー」に、2009年
には「最も影響力のある市場参加者」に選ばれている。当行は、SHIBOR相場に参加する銀行の一つとして、当行の流
動性ならびに資本需要および供給に従って日々の相場を提供している。2009年、当行の人民元建資金量は65,872億人
民元であった。

 

投資およびトレーディング活動

2009年12月31日現在、当行の投資ポートフォリオの価値は2008年12月31日から13.3％増加し、26,167億人民元で
あった。2009年12月31日現在、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産、売却可能金融資
産、満期保有投資および債権は、それぞれ1,122億人民元、7,304億人民元、8,839億人民元および8,902億人民元であ
り、当行の投資ポートフォリオに占める割合はそれぞれ4.3％、27.9％、33.8％および34.0％であった。「第二部-第３
-７-（２）資産および負債-資産-投資有価証券およびその他の金融資産」を参照のこと。

 

トレーディング活動

当行は、短期的な利益を得るため、トレーディング目的で流動性の高い各種債務証券および手形を購入および売却
している。当行は主に、中国政府発行の債務証券、中国人民銀行手形および外国政府発行の債務証券に投資する。当行
はかかるトレーディング有価証券を、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産として分
類し、かかるトレーディング取引には厳しいストップロスおよびその他の制限を課している。加えて、当行は当行の
投資リスクを、利率スワップ契約等のデリバティブ金融商品の購入によりヘッジしている。

 

投資活動

当行は、投資に関連する利率、為替レート、与信、流動性、マクロ経済の傾向およびその他のリスクの評価を通じて、
売却可能金融資産、満期保有投資および債権について目標利益を設定している。国内市場においては、当行は主に中
国政府発行の債務証券、中国人民銀行手形および政策銀行発行の債務証券、（これらより少ないものの）その他の金
融機関および非金融機関の発行に係る債務証券に投資する。世界的なマクロ経済の環境に鑑み、当行の外貨建債務証
券の大部分は短期の満期を有する。

 

顧客のための資産取引

当行は、中国で最初に先物決済サービスおよびその他の金融デリバティブ商品の提供を認められた商業銀行の一
つである。当行は法人向け銀行業務および個人向け銀行業務の顧客のための資産取引を幅広く取り扱っている。さら
に、当行は顧客のために、資産取引を通じ、主に決済、外貨取引、外貨デリバティブ取引および資産管理サービスを提
供している。2007年から2009年まで、当行は中国外国為替センターの「最優秀マーケットメイカー」、「最も影響力
のあるマーケットメイカー」および「最優良デリバティブ・マーケットメイカー」に選ばれた。

 

金取引

当行は、当行の勘定でまたは顧客のために金取引を行っている。2009年、当行は当行の勘定でまたは顧客のために、
それぞれ137.2トンおよび31.4トンの金取引を行った。2009年に当行は上海金取引所の「最優秀トレーディング会
員」に選ばれている。

 

海外業務

当行は、香港およびシンガポールの2つの支店、香港の子会社ならびにニューヨーク、ロンドン、東京、フランクフル
ト、ソウルおよびシドニーの駐在員事務所を通じて海外業務を行っている。また、2009年12月31日現在、当行は108カ
国の1,201ヶ所の外資系銀行とコルレス関係を築いていた。当行の海外支店および子会社の資本合計は2009年12月31
日現在で409億人民元であり、2009年には約600百万人民元の税引前当期純利益を上げている。

当行の香港支店は銀行業務の認可を有しており、法人向け銀行業務に主に注力し、国内および海外の企業にシンジ
ケート・ローン、運転資本貸出、債券引受および販売、国際決済、貿易金融ならびに預金取扱サービスを提供してい
る。2009年12月31日現在、当行の香港支店の資本合計は317億人民元であった。

当行のシンガポール支店は海外銀行業務の認可を有しており、法人向け銀行業務に主に注力し、国内および海外の
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企業に商業銀行としての商品およびサービスを提供している。2009年12月31日現在、当行のシンガポール支店の資本
合計は86億人民元であった。

ABCインターナショナル・ホールディングス・リミテッドおよびCAファイナンス・カンパニー・リミテッドは、い
ずれも香港で設立された当行の完全子会社である。ABCインターナショナル・ホールディングス・リミテッドは、そ
の子会社の経営を介して、主に企業金融、証券ブローカレッジ、投資およびファンドの運用を含む投資銀行業務に携
わっている。

当行の海外の駐在員事務所は営業活動を行わず、主に連絡および情報収集業務に従事している。

 

商品および業務価格政策

当行が当行の人民元建貸出に適用する金利は、一般に中国人民銀行によって規制されており、人民元建の（住宅
ローンおよびクレジットカード残高以外の）法人向け貸出および個人向け貸出につき、金利を中国人民銀行の基準
金利の90％以下に設定することはできない。ただし、2004年10月29日以来、上限は設けられていない。住宅ローン金利
に関しては、当行は同期間の中国人民銀行の基準金利の70％以下に設定することはできない。「第二部-第２-３-
（１）-(b) 監督および規制-中国における銀行の監督および規制-商品およびサービスの価格設定-貸出金利および
預金金利」を参照のこと。外貨建貸出の金利は、一般に中国の法規制の対象ではなく、当行はかかる貸出に適用され
る金利について裁量を有している。

当行の人民元建ての要求払預金および通常定期預金に対する金利は、中国人民銀行の基準金利より高く設定する
ことはできない。しかし、当行は一定の条件の下で、保険会社、SSFおよび中国郵政貯蓄銀行に対して裁量により決定
される金利で定期預金を提供することができる。当行は、3百万米ドル相当額またはそれ以下の金額の米ドル、ユー
ロ、日本円および香港ドル建て以外の外貨預金の金利について裁量を有している。「第二部-第２-３-（１）-(b) 監
督および規制-中国における銀行の監督および規制-商品およびサービスの価格設定-貸出金利および預金金利」を
参照のこと。

報酬および手数料制の業務に関して、CBRCおよび中国国家発展改革委員会が指定する基本的な人民元決済業務等
の一部の業務は、政府指針による価格によらなければならない。「第二部-第２-３-（１）-(b) 監督および規制-中
国における銀行の監督および規制-商品およびサービスの価格設定-報酬および手数料制の商品およびサービスの価
格設定」を参照のこと。

当行の資産および負債管理委員会は、当行の価格政策の決定を行う。当行の商品は、適用される規制上の要件に従
い、資産のリスク因子、当行の事業に対する個人顧客の寄与、当行のコスト、予想されるリスクおよびコスト調整後の
収益ならびに当行内部の資金価格設定基準等、様々な基準に基づいて価格が決定される。加えて、当行は一般市場の
状況ならびに当行の競合他社が提供する類似商品およびサービスの価格を考慮する。

現在、当行の第一級支店は集中化された資金運用を行っている。当行の資産および負債管理委員会による承認に
従って、当行の資産および負債管理部が、中国の資本市場における実勢金利の傾向、当行の預金および貸出の金利構
造ならびに当行の資産および負債管理委員会が設定した戦略および目標を含む複数の要因に基づいて内部移転価格
基準を決定する。

当行の報酬手数料制事業管理委員会は、当行の報酬および手数料制の事業の発展およびその価格方針の決定につ
いて責任を負う。原則として、当行の報酬手数料制事業管理委員会は、毎年報酬の徴収率および市場状況の変化等、複
数の要因に基づいて報酬および手数料制の商品の価格を見直す。

 

販売チャネル

当行の販売チャネルは、2009年12月31日現在で全国に広がる23,624ヶ所の国内本支店機構からなり、総合的な電子
バンキング・チャネルによって補完されている。当行は、多様な販売ネットワークを通じて当行の顧客にとって便利
なサービスを提供している。

 

本支店機構

2009年12月31日現在、当行は23,624ヶ所の国内本支店機構を有しており、大手商業銀行のうち最多の本支店機構数
を有する。当行の本支店機構は、当行の本店、第一級支店32店舗、本店の直属支店5店舗、第二級支店307店舗、第一級準
支店3,520店舗およびその他の拠点19,759店舗により構成される。当行の本店は北京に所在し、当行の全体的な意思
決定および経営に責任を負う。当行の第一級支店は、中国の省、自治区および政府直轄の地方自治体の各中心都市に
所在する。第一級支店は、各地域の全本支店機構を管理する地方本部としての役割を担っており、本店直轄となって
いる。第二級支店は、通常、省および自治区内の府級都市に所在する。第二級支店は、各地域の第一級支店の直轄と
なっている。それぞれの業務の遂行に加え、第二級支店は等級の低い本支店機構の管理に関する責任も負っている。
第一級準支店は、主に支店の事業運営および管理に対する責任を負っており、第二級支店の直轄となっている。その
他の施設は主に、顧客に対し直接金融サービスを提供するが、上記のいずれの分類にも区分されない本支店機構であ
る。

当行の本支店機構は、省級行政区の100％、府級行政区の100％、県級行政区の99.5％に対応している。当行は自身を
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中国のすべての市およびほとんどの県に本支店機構を有する唯一の大手商業銀行であると考えている。

当行の支店ネットワークは、中国の経済的先進地域においてより幅広く展開されている。2009年12月31日現在、当
行は長江デルタ、珠江デルタおよび環渤海地域にそれぞれ3,116ヶ所、2,590ヶ所および3,355ヶ所の本支店機構を有
しており、これはそれぞれの地域においてどの大手商業銀行よりも多いものである。

以下の表は、表示期間における地域別の当行の国内本支店機構数を示したものである。

 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

地域 数  

全体に
占める

割合（％）

 

数  

全体に
占める

割合（％）

 

数  

全体に
占める

割合（％）

本店
(1)

4  0.0％  4  0.0％  4  0.0％
長江デルタ 3,212 13.1 3,162 13.1 3,116 13.2
珠江デルタ 2,701 11.1 2,661 11.1 2,590 11.0
環渤海 3,649 14.9 3,490 14.5 3,355 14.2
中国中部 5,310 21.7 5,288 22.0 5,243 22.2
中国東北部 2,375 9.7 2,311 9.6 2,233 9.4
中国西部 7,201 29.5 7,148 29.7 7,083 30.0

合計 24,452 100.0％  24,064 100.0％  23,624 100.0％
            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　本店、割引手形および大口顧客を担当する各業務部ならびにクレジットカード・センターを含む。

 

当行は、県域において特に大きな割合の拠点を有している。2009年12月31日現在、当行は県域において12,737ヶ所
の本支店機構を有しており、これは当行の全本支店機構の53.9％に相当する。

当行は現在、本支店機能の大幅な拡充計画を実行している。この新たな取組みには、主要な本支店のためのスペー
スの拡張、異なるサービス機能別に個々のスペースを設けること、当行の顧客サービス能力の強化および当行の業務
効率の強化が含まれる。2007年から2009年の間に、当行の300平方メートルから500平方メートルの店舗を2,755ヶ所
から3,718ヶ所に、また、500平方メートル以上の店舗を1,509ヶ所から1,888ヶ所に増加させた。

2009年12月31日現在、現金サービス、非現金サービス、セルフサービスおよびVIPサービスを含む5つの個別の機能
を備えた店舗は5,817ヶ所に増え、当行の全店舗のうち24.6％を占めている。同日現在、当行の全店舗のうち47.4％に
相当する11,189ヶ所が個別のセルフサービス地域を、当行の全店舗のうち32.1％に相当する7,577ヶ所がVIPサービ
ス地域を設定している。
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電子バンキング

当行は、当行の顧客に対し安全、迅速、柔軟かつ効率のよい、口座管理、現金預金および引出し、送金および支払い、
料金の支払いならびに投資およびウェルス・マネジメントを含む電子バンキングサービスを提供している。当行は
これらのサービスを、インターネットバンキング、テレホンバンキング、携帯電話バンキングおよびセルフサービス
バンキングを通じて週7日、1日24時間提供している。

2009年12月31日現在の当行の電子バンキングの顧客数は70百万人超であり、2008年12月31日時点の顧客数約30百
万人から大幅に増加した。2009年に、当行は当行の全取引の49.8％を占める約105億回の電子取引を完了した。2009年
の当行の電子バンキングサービスの報酬および手数料は、合計12億人民元であった。2007年から2009年にかけての当
行の電子バンキングサービスの報酬および手数料の複合年間成長率は84.2％であった。2009年、2008年および2007年
には、当行の電子バンキングブランド「金e順」が、中国電子商取引協会により「顧客満足度の高い電子金融ブラン
ド」に選ばれている。

 

インターネットバンキング

当行のインターネットバンキング基盤は、個人向けおよび法人向けのインターネットバンキングシステムにより
構成される。当行の個人向けインターネットバンキングの商品およびサービスは、個人向け口座管理、資金移動およ
び送金、料金の支払い、投資およびウェルス・マネジメント、クレジットカード、個人向け貸出およびオンライン
ショッピングを含む。

当行の法人向けインターネットバンキングの商品およびサービスは、口座管理、資金移動および送金、グループ資
金運用、貸出、外貨業務、投資および資金運用ならびに現金管理を含む。

2009年12月31日現在、当行のインターネットバンキングを利用する顧客数は22.56百万人であり、これには（2007
年末から2009年末の複合年間成長率が108.6％であった）22.07百万人の登録個人顧客および（2007年末から2009年
末の複合年間成長率が53.6％であった）0.49百万人の登録法人顧客が含まれる。2009年の当行のインターネットバ
ンキングによる取引総額は、37.3兆人民元であった。2008年の当行のインターネットバンキング事業は、中国金融認
証センターにより「国内商業銀行のうち業務開拓における最優良銀行」に選ばれている。

 

テレホンバンキング

当行は中国全土からアクセス可能な顧客サービス番号「95599」によりテレホンバンキングサービスを提供して
いる。当行のテレホンバンキングサービスは、口座管理、情報の問い合わせ、送金および決済、請求書の支払い、投資お
よびウェルス・マネジメントならびに個人向け貸出を含む。2009年12月31日現在、当行のテレホンバンキングを利用
する顧客数は17.32百万人であり、これには16.92百万人の個人顧客および0.41百万人の法人顧客が含まれる。2009年
の当行のテレホンバンキング事業の取引額合計は、2,961億人民元であった。

 

携帯電話バンキング

当行の携帯電話バンキングサービスは、2008年4月に正式に全国的に展開され、口座の問い合わせ、送金、料金の支
払いおよびクレジットカードによる返済等のサービスを提供している。2009年12月31日現在、当行の携帯電話バンキ
ング事業の個人顧客数は3.01百万人である。2009年の携帯電話バンキング事業による取引額合計は、441百万人民元
である。

当行は、契約顧客に対し銀行口座取引、顧客対応および安全認証に関連するショートメッセージの送信を含む
ショートメッセージサービス（SMS）を提供している。2009年12月31日現在、当行のSMSの契約顧客は27.87百万人で
ある。2009年に当行は、契約顧客に対して合計13億通のショートメッセージを送信した。

 

セルフサービスバンキング

2009年12月31日現在、当行は大手商業銀行の中では最多となる41,011台のATMを含む54,688のセルフサービス端末
を有している。当行は、週7日、1日24時間営業する9,151ヶ所のセルフサービスバンキングセンターを有し、うち915ヶ
所は本支店機構から離れたところにあるセルフサービスバンキングセンターであり、このほか、サービス提供用の
1.37百万台の送金用電話が設置されている。2009年に当行は43億件のセルフサービスバンキング取引を行い、その取
引額合計は8.7兆人民元であった。

 

電子商取引

当行は、電子商取引の支払いを支える優れた基盤を有している。当行の電子支払いの取扱品目は、B2C、B2B、クレ
ジット支払基盤を含み、資金を直接販売する電子商取引のモデルを形成している。2009年に当行は237百万件の電子
商取引を行い、取引額合計は1,073億人民元であった。

加えて、当行は、当行の顧客の日常的な金融サービスの需要を満たすホームバンキングサービスを提供しており、
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これには主要な金融情報の問い合わせ、口座残額の問い合わせ、資金移動および送金、料金の支払い、資金取引、第三
者預託、宝くじの購入およびテレビショッピングが含まれる。

 

情報技術（IT）

ITは、当行の競争力の核心である。当行は、IT能力の開発に重点的に取り組んでおり、当行の幹部役員の下にIT開発
委員会を創設した。当行はまた、当行の運営上のニーズに見合うIT開発意思決定システムならびに当行の事業運営を
総合的に支えるIT管理システムおよび能力を開発している。

当行は2006年に、チベット自治区における少数の本支店機構を除くすべての国内本支店機構を上海のデータセン
ターを通じて網羅し、中国全土の約170,000のATMの端末を接続する、集中コンピューター・ネットワーク・システム
を開発した。中央ネットワーク・システムに接続されていないのは、チベット自治区に所在するごく少数の本支店機
構で、遠隔地での十分な電力および電気通信インフラの欠如を含む多数の制約が存在することによる。これらの本支
店機構での取引は一般に取引量が少なく、取引は手作業で記録され、月次ベースでかかる本支店機構の財務勘定から
当該システムに入力される。

 

情報システム

当行の情報システムは、当行の事業全般に及ぶ。当該システムは、当行のコア・バンキングシステム、フロントオ
フィス・バンキングアプリケーションシステム、チャネル・アプリケーションシステム、内部管理システム、マーケ
ティング分析システムおよびオフィスオートメーションシステムの6つのアプリケーションにより構成される。

コア・バンキングシステム　中国農業銀行の統合バンキングシステム(ABIS)は、当行のコア・バンキングシステム
であり、当行のほぼすべての本支店機構におけるネットワークの中心的な接続および管理を行うものである。統合バ
ンキングシステムは、会計機能、顧客情報の集中管理ならびに貸出、預金および決済等のその他の基本的なサービス
をサポートしている。特に、法人顧客のための現金管理システムは、約1,300の企業グループ顧客により幅広く利用さ
れ、その中には中国企業上位500社の35％および中国企業上位100社の55％も含まれる。

フロントオフィス・バンキングアプリケーションシステム　当行のフロントオフィス・バンキングアプリケー
ションシステムは、アプリケーションを統合したプリコンソールシステム(AIPS)、金融サービス基盤である「金融
サービス基盤」、投資基盤、国際銀行事業システム(BIBS)およびその他のITアプリケーション基盤を主体としてお
り、ファンドおよび債券の販売、第三者預託、資金運用、保管ならびにその他の新規事業等を含む、デリバティブ、報酬
および手数料制の業務ならびに地方固有の業務を支えている。加えて、当行はフロントオフィス・アプリケーション
システムを通じて、事業拡大および商品開発をサポートすると共に、管理、研究開発、保守および統計分析等の多岐に
わたる機能を統合した銀行業務基盤を展開している。

チャネル・アプリケーションシステム　当行のチャネル・アプリケーションシステムは、当行の高度な顧客ブラウ
ザシステム(ACBS)、インターネットバンキング、顧客サービスシステム、テレホンバンキングおよび携帯電話バンキ
ング基盤の基礎を形成し、当行の多様なバンキングサービス・チャネルおよび週7日、1日24時間のバンキングサービ
スを当行の顧客に提供するための包括的なサポートを提供している。当行は、高度な「.Net」基盤に依拠し、当行独
自のインターネットバンキングシステムを展開している。当行は、「95599」テレホンバンキングシステムならびに
天津、成都および上海における3つの顧客サービスセンターにおけるITシステムを確立している。

内部管理システム　当行の内部管理システムは、信用管理、財務管理ならびに資産および負債管理からなり、当行の
リスク管理、内部管理、意思決定分析および情報開示に関するニーズに対応することができるものである。

当行の信用管理システムは、日常的業務の処理、貸出の査定および承認、融資事後管理、リスク監視、貸出金区分、貸
出および顧客情報管理ならびにデータマイニングをサポートしている。

当行の財務管理情報システムは、コスト管理、財務予算、決算および業績評価をサポートしている。

当行の資産および負債管理情報システムは、当行全体の資産および負債管理ならびに資本管理を技術的にサポー
トしている。

マーケティング分析システム　当行の顧客関係管理システムは、マーケティング活動をサポートする市場分析を提
供している。このシステムは、市場のセグメント化および顧客のランク付けを行い、顧客の不履行に係る情報を得た
り、マーケティングの実績を評価することで、当行の個人顧客およびグループ顧客の管理を可能にする。

オフィスオートメーションシステム　当行のオフィスオートメーションシステムには電子メールシステムおよび
ドキュメンテーションシステムがある。当行の従業員は、電子メールシステムによって内外の連絡を行っている。ド
キュメンテーションシステムにより、一定の業務フローを自動化し、電子的処理により完了することができる。オ
フィスオートメーションシステムにより、通信の効率性が向上し、長期間の記録保持が可能となることによって、業
務の円滑化が促進されている。

 

ITリスク管理

当行のITリスク管理は、業務リスク管理委員会により遂行されており、IT部、リスク管理部、監査室および内部コン
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プライアンス部に職務が割り当てられている。当行のITリスク管理が対象とする範囲には、さらにセキュリティ、人
事、ネットワーク、研究開発、維持管理、緊急対応および外部委託が含まれる。

当行は、ファイヤーウォール、情報の暗号化、侵入の検出および集中型認証を含むIT安全管理措置を採用している。
当行の上海支店は、情報安全管理の国際認証（ISO27001）を取得し、当行のITシステムの安全性が高度であることを
証明した。

このほか、当行はデータセンター、第一級支店および第二級支店のデータを保護するため、専用の障害復旧管理装
置を設置し、総合的な障害復旧管理システムを構築している。当行の中核となる生産システムは上海のデータセン
ターにあるが、主要な生産システムおよび主要な業務データの障害復旧機能を有する障害復旧試験センターは北京
に置いている。かかる障害復旧システムにより、上海のデータセンターにおいて障害が発生した場合、当行の支店は
当行の北京の障害復旧試験センターに速やかに接続することができる。

 

ITの研究および運営能力

ソフトウェア研究開発能力　当行の本店に所在するソフトウェア研究開発センターは、主なIT計画の実施およびIT
ソフトウェアの研究開発を担当し、需要の分析、プロセス設計、プロジェクトの実施および大規模プロジェクトのプ
ロモーションを行う能力を有する。当行はソフトウェア開発手続の合理化に成功し、これによりIT製品の品質が向上
し、ITリスク管理も強化された。ソフトウェア研究開発センターは2008年末に、CMMIの認証レベル3の認定を受けてい
る。

生産および業務能力　当行の上海のデータセンターは、当行の事業運営の支援および管理情報の作成、技術および
業務の安全保障、生産データ管理、取引監督ならびに当行全体の業務およびデータ管理のためのバックエンドプロ
セッサを担っている。当行の2009年におけるデータ生産システムの利用率は99.9％に上った。北京の障害復旧試験セ
ンターは、上海のデータセンターにおける中核的な業務データに対し長期的なバックアップおよび障害復旧を行う
ものである。当行は現在、中国北部に3つ目のデータセンターを設立することを予定している。2009年5月、上海のデー
タセンターは、国際認証団体からISO20000のITサービス管理システム認証を取得した。

 

IT計画および展望

2008年、コーポレート・ガバナンスおよびリスク管理全般のニーズの変化に適応するため、当行は完了まで3年か
ら5年を要する新たなコア・バンキングシステムの構築計画に着手した。当行は、現在のシステムをアップグレード
し、アプリケーション構造、基盤インフラ、データ構造およびITガバナンス構造を最適化することを計画している。新
たなコア・バンキングシステムの構築により、商品の柔軟なカスタマイズをサポートし、改良を促進し、また当行の
業務の需要を満たすスピードを高めることが可能になる。

 

資本管理

新しい自己資本比率規制および「商業銀行の資本補充メカニズムの改善に関する通知」を含むCBRCにより公布さ
れた規則に従い、当行は、当行の資本管理を強化し当行の自己資本を確保するため、2010年から2012年までの当行の
資本計画を制定した。2010年6月2日、かかる計画は当行取締役会会議および臨時株主総会において承認された。

 

当行の資本管理の基本方針

・　継続的に規制上の要件を充足し、合理的な資本水準を維持し、自己資本比率の水準を株主価値の最大化と合致
させること。

・　継続的に資本金に基づく経済価値管理システムを改善し、資産配分を最適化し、経済資本を合理的に配分し、あ
らゆる種類のリスクに対応し、持続可能な事業成長を確保すること。

・　多様な資本性商品を利用し、資本基盤および資本構造を改善し、資本の質を高め、資本コストを削減すること。

 

当行の自己資本比率管理の目標

当行は、自己資本比率管理の目標を、当行の資本管理の一般原則に従い、マクロ経済および金融環境の分析、様々な
規制上の要件、当行の事業戦略ならびにリスク選好に基づいて設定している。とりわけ経済および金融環境に重大な
悪化がないことを前提とした場合、2010年から2012年までの当行の中核的自己資本比率および自己資本比率の目標
は、それぞれ8.5％以上および11.5％以上である。

 

資本強化メカニズム

当行は、留保利益を資本基盤拡大の優先的手段とする予定である。当行はまた、劣後債、転換社債またはハイブリッ
ド出資証券の発行、株主割当または私募の実施ならびにCBRCにより承認されているその他一定の代替手段等の多様
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な対外的な代替手段により、資本基盤を拡大することができる。

 

資本管理策

・　収益性の強化および内部資本創出力の改善　当行は、事業運営の転換の促進、収入の多様化の促進および業務効
率の改善を含む多様な手段により収益性を高める予定である。また、当行は合理的な配当性向を設定すること
により、内部資本創出力の強化に努めている。

・　資本強化ツールの模索および資本強化チャネルの拡大　当行は、現行の規制枠の範囲内で多様なツールおよび
チャネルを利用するよう努め、継続的に新しい資本強化ツールを模索し、資本強化チャネルの拡大を継続す
る。

・　資本管理メカニズムの改善および資本配分効率の強化　当行は、資本予算管理を強化し、経済的付加価値
（EVA）およびリスク調整後経済資本利益率（RAROC）等の経済的資本指標に基づく業績評価をより重視し、
資本制限に対する認識を高め、経済的資本管理によりリスク資産の増加を制御するよう努めている。当行はま
た、資本消費を削減するため、経済的な資本配分の管理を改善し、事業および資産配分の調整を統制し、少ない
資本で大きな収益が得られる事業の発展を優先する予定である。

・　リスク管理能力の強化および自己資本比率の査定手続の構築　当行は、内部管理および意思決定の重要な要素
である自己資本比率の査定手続を構築し、継続的に改善するよう努めている。当行は、量的リスク管理測定技
法の利用を促進し、経済的な資本測定を改善し、主要なリスク負担に対応し、当行のリスク管理能力に見合っ
た十分な資本を確保する予定である。

・　資本計画管理の強化および十分な資本基盤の維持　マクロ経済環境および規制環境の変化、当行のバーゼルⅡ
の実施の進捗状況ならびに事業展開による必要性に基づき、当行はその資本基盤の規模を、将来的な事業の成
長およびリスク・エクスポージャーに適合させることができるよう、積極的に資本計画を調整する予定であ
る。

 

競争

当行は、事業の主要な範囲において中国の他の商業銀行およびその他の金融機関と競合している。当行は現在、主
に大手商業銀行およびその他の全国的な商業銀行と競合しているほか、都市商業銀行および中国で営業する外資系
銀行を含む他の金融機関との激化する競争にもさらされている。中国の他の商業銀行および他の金融機関との競争
は、主に商品ならびにサービスの種類、価格および品質、銀行施設の利便性、流通ネットワークの範囲、ブランドの認
知力ならびにIT能力に焦点が当てられている。

県域における当行の競合者は、経済発展および金融市場の成熟度に地域間の差異が存在することから、地域によっ
て異なっている。当行は、他の大手商業銀行、その他の全国的な商業銀行、都市商業銀行および中国で営業する外資系
銀行に加えて、地方信用銀行、農業商業銀行、中国郵政貯蓄銀行および県域のその他の農業関連の金融機関とも競合
している。県域の銀行市場への参入に係る規制緩和により、より多くの村鎮銀行、貸付会社、農業協同組合およびその
他の新たなタイプの地方金融機関が県域で設立された。さらに、各種の金融機関がそれぞれ県域市場における市場浸
透度を高めている。その結果、当行は県域において激しさを増す競争に直面している。

加えて、当行は、証券会社および保険会社等のノンバンクと、顧客に対する金融サービスの提供において競合して
いる。

当行と外資系金融機関の間の競争は、今後激しさを増す見込みである。2006年、中国政府はWTO加盟に伴い、中国で
事業を行う外資系銀行の地理的な進出規制、顧客基盤規制および営業許可に関する制約を廃止した。加えて、香港お
よびマカオと中国の間の経済貿易緊密化協定がそれぞれの管轄区域における小規模な銀行にも中国で営業すること
を認めたため、中国の銀行市場における競争がさらに増加した。

「第二部-第３-４-（１）リスク要因-中国の銀行業界に関連するリスク-当行は、中国の銀行業界における厳しい
競争のみならず、代替的な企業金融および企業投資との競争にも直面している。」および「第二部-第３-７-（１）
財務情報-当行の経営成績に影響を与える一般的な要因-中国銀行業界内の競争状況」を参照のこと。

当行は競争的な環境に対応し、競合者との差別化を図るための戦略を引続き実施し、中国の商業銀行市場における
効率的な競争を実現する予定である。

以下の表は、当行の人民元建ておよび外貨建ての預金総額および貸出金総額の市場占有率を示したものである。

 （単位：％）
 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

人民元建預金 13.4  12.9 12.4

人民元建貸出 12.9  10.0 10.0
外貨建預金 6.4 5.6 6.5
外貨建貸出 5.3 4.7 6.0
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土地使用権および主要な無形資産

 

当行の土地使用権

2010年3月31日現在、当行の土地使用権の帳簿価額は249億人民元であった。

 

当行の主要な無形資産

当行は、商標、特許、ドメインネーム、著作権および非特許技術を含む多様な知的財産権を有している。当行は、「中
国農業銀行」、「Agricultural Bank of China」、「ABC」等のブランド名およびロゴを使用して事業を行っている。

 

商標

2010年3月31日現在、当行は、中国において登録商標179件を有しており、審査のため受理された登録出願件数は124
件である。当行はまた、中国国外で登録商標12件を有しており、審査のため受理された登録出願件数は23件である。

 

特許

2010年3月31日現在、当行は、中国において特許2件を有しており、審査のため受理された特許出願件数は27件であ
る。

 

著作権

2010年3月31日現在、当行は、中国において著作権および著作権登録証書50件を有している。

 

ドメインネーム

2010年3月31日現在、当行は、中国においてドメインネーム10件を登録している。

 

非特許技術

2010年3月31日現在、当行は、中国において非特許技術621件を有している。

 

当行の土地使用権および無形資産の価値

土地使用権および無形資産は貸借対照表上、取得原価または再評価額から償却累計額および減損損失引当金を控
除した額として反映される。土地使用権および無形資産の取得原価または再評価額は、定額法により償却される。

以下の表は、2009年、2008年および2007年の12月31日現在の当行の土地使用権および無形資産の取得原価、償却累
計額、減損損失引当金および帳簿価額を示したものである。

 （単位：百万人民元）
 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

ソフトウェア
　取得原価

 
2,490

  
1,874

  
2,348

　償却累計額 (1,190) (417) (786)
　減損損失引当金 -  (28) (29)

　帳簿価額 1,300 1,429 1,533

その他
　取得原価

 
66

  
69

  
71

　償却累計額 (39) (12) (24)
　減損損失引当金 -  -  -

　帳簿価額 27 57  47

小計
　取得原価

 
2,556

  
1,943

  
2,419

　償却累計額 (1,229) (429) (810)
　減損損失引当金 -  (28) (29)

　帳簿価額 1,327 1,486 1,580

土地使用権
　取得原価

 
1,116

  
26,272

  
26,552

　償却累計額 (328) (733) (1,443)
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　減損損失引当金 -  (25) (47)

　帳簿価額 788  25,514 25,062

合計
　取得原価

 
3,672

  
28,215

  
28,971

　償却累計額 (1,557) (1,162) (2,253)
　減損損失引当金 -  (53) (76)

　帳簿価額 2,115 27,000 26,642
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　(b)　県域銀行業務

香港証券取引所に上場している大手商業銀行は多いが、いずれの銀行も中国県域において大きなプレゼンスを確
立していない。そのため、当行は、一般に投資家は中国県域の市場状況、特に当行の県域銀行業務に精通していない可
能性があるものと考える。中国県域経済の実質的成長および当行の県域銀行業務の独自性を踏まえ、本項では当行の
県域銀行業務についての理解を容易にするために、その環境、開発、事業および財務状況の概要を記載する。当行の県
域銀行業務の財務および業績に関するデータは、「第二部-第２-３-（２）-(a) 事業」、「第二部-第３-７-（２）
資産および負債」、「第二部-第３-７-（１）財務情報」および「第二部-第３-７-（３）最近の動向」に開示され
ている財務および業績に関するデータに記載されている。「県域」、「県域銀行業務」、「三農」、「三農銀行業務」
および「都市部」の定義については、本書の表紙末尾を参照のこと。

当行は、県域顧客に対して、当行の2,048の県級準支店および22の第二級支店の業務部を通じ幅広い金融商品およ
びサービスを提供している。当行は、かかる銀行業務を「県域銀行業務」と称する。

県域の経済は、中国の国家経済において重要な役割を担っている。2008年末現在、県域の人口は928百万人であり、
中国総人口の69.8％を占める。2008年に県域のGDP合計は15兆人民元に達し、中国全土のGDP合計の49.6％を占める。
県域経済は、国内消費の拡大、都市化の進展および均衡の取れた地域開発を目指す中国の新たな国家経済開発戦略に
おける主要な要素であり、県域経済の発展は中国の長期的な経済成長の重要な牽引役となると期待されている。県域
経済の成長、県域銀行業務の継続的な業務環境の改善ならびに都市部および県域間のより均衡の取れた経済開発の
結果として、当行は、県域銀行市場は継続的に拡大し、中国の銀行業界に重要な成長機会をもたらすことになると考
えている。

当行は、比類なき販売ネットワーク、最大の営業規模、多様かつ革新的な商品およびサービスの提供ならびに県域
銀行市場における数十年来の経験と専門知識を有する、県域における最大の銀行業務提供者および市場の主導者と
して、県域の今後の経済成長による利益を享受することのできる優位な地位にある。

・　当行は、中国全県の99.5％にまたがる、大手商業銀行中で最多数の県域本支店機構を有する。さらに、当行の
12,737の県域本支店機構の大多数は、経済的により発展した県の中心部や市街地に所在する。

・　当行は、都市部において提供される当行の商品およびサービスを県域にも拡大し、都市部と県域を共にカバー
する統合された情報、資本および商品の基盤ならびに広範かつ全国的な本支店機構および電力供給ネット
ワークの利用により、都市部および県域の顧客に対してワンストップ・サービスを提供することのできる優
位な地位にある。

・　当行は中・上級の顧客に焦点を当てた広範な顧客基盤を維持している。

・　当行は、総合的かつ専用の県域銀行部門を有する唯一の大手商業銀行である。当行は、急速に拡大し、かつ高度
化する当行の県域顧客の銀行業務へのニーズに応えるために、総合的な商品ポートフォリオ、強固な資金基盤
および充実したITシステムを提供している。

・　当行は、固定顧客維持の強化につながる、中国において知名度の高い県域銀行ブランドを築き上げてきた。

・　当行は、当行の県域銀行業務における力強い成長を維持すると同時に、経営効率の改善およびリスク管理能力
の強化を進めてきた。当行の県域銀行業務による税引前当期純利益は、2007年の94億人民元から2009年には
209億人民元に増加し、同期間における複合年間成長率は49.0％であった。

 

県域市場の戦略的位置付け

県域経済の大きな潜在成長性

過去10年間で、中国主要地域における継続的な都市化、工業化および産業の移転に伴い、県域経済は大きな成長を
遂げた。2001年から2008年までの間、県域の名目GDPは複合年間成長率で16.8％の成長を遂げ、同期間における中国全
土の名目GDPの複合年間成長率15.5％を上回った。当行は、県域経済は引続き中国の急速な都市化および工業化、産業
の移転ならびに政府の優遇政策等の要因による恩恵を受けることから、中国の国家経済における県域経済の重要性
は高まるものと考えている。
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以下の表は、表示期間における全国GDPおよび県域GDPの成長を示したものである。

  （単位：10億人民元、％を除く。）

  2001年  2002年  2003年  2004年  2005年  2006年  2007年  2008年

県域GDP  5,030.3 5,612.2 6,400.4 7,740.0 8,802.0 10,335.8 12,550.3 14,905.0

全国GDP  10,965.5 12,033.3 13,582.3 15,987.8 18,321.7 21,192.4 25,730.6 30,067.0

全国GDPにおける県

域GDPの割合(％)

 

45.9

 

46.6

 

47.1

 

48.4

 

48.0

 

48.8

 

48.8

 

49.6

＿＿＿＿＿＿＿

出所：　全国GDPデータは中国国家統計局、県域GDPデータは（中国の主要情報提供会社の一つである）北京華通人商用信息有限

公司による。中国国家統計局は、同局が2009年に実施した経済調査に基づき全国GDPの調整を行っているが、対応する県域

GDPの調整後のデータは未だ入手不能なため、本表においては、比較目的のためかかる調整後のデータを使用していない。

 

急速な都市化

中国は急速な都市化を経験しており、中国の都市化比率は、1978年の17.9％から2008年には45.7％に上昇した。県
域の市街地への移住人口は増加し、第二次産業および第三次産業における主要な労働力となっている。国連は、中国
における都市化比率は2015年には51.1％、2025年には58.6％に達すると予測している。中国政府による農村地区から
市街地への移民に対する居住制限の緩和政策により、都市化はさらに進行する見込みである。

以下の表は、表示期間における中国の都市化比率を示したものである。

  1978年 1985年 1990年 1995年 2000年 2005年 2006年 2007年 2008年

都市化比率(％)  17.9 23.7 26.4 29.0 36.2 43.0 43.9 44.9 45.7

＿＿＿＿＿＿＿

出所：　2009年中国統計年鑑

中国の都市化の進展に伴う生活様式の変化により、県域における消費は拡大し、住宅、耐久消費財およびその他の
製品に対する需要が増加した。さらに、都市化に伴う県域におけるインフラ投資の増加は、引続き県域における将来
の経済成長の重要な原動力になると見込まれる。以下の表は、表示期間の県域内の中国農村部における固定資産投資
および農村世帯における消費支出の増加を示したものである。

 

  2001年  2002年  2003年  2004年  2005年  2006年  2007年  2008年

農村部における固定資産投資

額(10億人民元)

 
721.2

 
801.1

 
975.5 1,144.9 1,367.9 1,662.9 1,985.9

 
2,409.0

農村世帯の1人当たり平均消

費支出(人民元)

 
1,364

 
1,468

 
1,577

 
1,754

 
2,555 2,415 3,224

 
3,661

＿＿＿＿＿＿＿

出所：　中国国家統計局

 

県域の産業構造の改良

農業機械の利用増加、農業インフラの改善および農業の生産拡張性の向上により、中国における農業の工業化およ
び近代化は加速を続け、第一次産業の生産性は着実に向上した。しかしながら、中国の国家経済において第一次産業
の占める割合は1980年代以降減少を続けている。2008年の県域GDPのうち第一次産業に係るものは17.7％まで減少し
た一方、残りの82.3％は第二次産業および第三次産業に係るものであり、2001年から8.7ポイント増加している。全農
村人口における非農業労働者の割合は引続き増加している。第一次産業と比較して第二次産業および第三次産業の
限界生産性が高いことから、当行は現在進行中の県域における産業構造の変化は今後も県域経済の急成長に拍車を
かけることとなると予想する。
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以下の表は、表示期間における県域の産業構造の変化を示したものである。

  （単位：10億人民元、％を除く。）

  2001年  2002年  2003年  2004年  2005年  2006年  2007年  2008年

県域GDP  5,030.3 5,612.2 6,400.4 7,740.0 8,802.0 10,335.8 12,550.3 14,905.0

第一次産業GDP  1,328.9 1,396.5 1,452.5 1,722.7 1,884.9 2,022.6 2,320.8 2,633.0

県域GDPにおける割合(％) 26.4 24.9 22.7 22.3 21.4 19.6 18.5 17.7

第二次産業GDP  2,085.8 2,374.5 2,872.7 3,553.7 4,155.1 5,053.1 6,262.2 7,645.3

県域GDPにおける割合(％) 41.5 42.3 44.9 45.9 47.2 48.9 49.9 51.3

第三次産業GDP  1,615.6 1,841.2 2,075.2 2,463.6 2,762.0 3,260.1 3,967.3 4,626.7

県域GDPにおける割合(％) 32.1 32.8 32.4 31.8 31.4 31.5 31.6 31.0

＿＿＿＿＿＿＿

出所：　中国国家統計局

 

産業構造の改善に伴い、都市部から県域へ労働集約産業の移動が起こり、県域に工業中心地が形成された。県域に
おける工業中心地の出現は、産業資本形成の促進および固定資産投資の増加へとつながった。当行は、豊富な労働力
供給および固定資産投資の継続的な増加は、県域の経済成長をさらに推進するものと見込んでいる。

 

国家の優遇政策

中国政府が近年取り組んできた農業生産、農村開発および農民の所得向上の推進を目的とした数々の国家主導の
政策は、県域経済の成長を促進する重要な役割を担っている。政府の三農関連支出は、2007年比で37.9％増加した
2008年の5,956億人民元から、2009年にはさらに21.8％増加し、7,253億人民元となった。

中国政府は、農業補助金、特定の農産物に対する価格保証、農業税額控除および農業の近代化に対する投資の増額
をはじめとした中国農業経済の成長に対する様々な支援策を継続的に実施している。中国政府は農村インフラの整
備、農村の公共施設開発支援、農村地区の義務教育に対する財政支援の増額ならびに農業組合による保健、社会保障
および年金保険制度の開発のための措置を実施した。また、農民の所得向上の推進および農村における消費傾向の改
善のために、中国政府は農村における家庭用電化製品、乗用車およびオートバイの販売促進等、農村地区における消
費刺激策を改良しており、政府が推し進める国内消費拡大へ向けた方策全体の中で、引続き県域消費拡大に重点を置
いている。

中国政府はさらに、県域および都市部の統合および農村の財産権改革を含む一連の農村改革政策に着手し、特定の
省における試行プログラムを開始した。同プログラムに基づき、対象となる省内の県はより強力な権限を与えられ、
行政区として省政府の直接的な監督下に置かれている。これらの政策は県域における資源配分の質および効率性の
向上ならびに管轄区域における政府の経済および社会事象の管理能力に寄与しており、引続き県域における経済成
長および社会的発展を推進すると期待されている。

 

県域銀行市場

中国の県域金融機関には、商業銀行、協同組合銀行および政策銀行が含まれる。過去数十年間にわたり、大手商業銀
行、農業発展銀行、農業信用組合、農業組合銀行、農業商業銀行および中国郵政貯蓄銀行を含む県域金融機関は、預金
および貸出金総額の面において大幅な成長を遂げた。さらに、業績および資産の質の観点から見ても、中国県域の金
融機関の全体的な健全性は向上している。とりわけ2004年以降、県域の銀行業金融機関の不良債権比率は大幅に低下
した。
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以下の表は、表示期間における中国県域金融機関の主要な経営指標を示したものである。

  12月31日現在および12月31日に終了した事業年度

  2004年  2005年  2006年  2007年

県域貸出(兆人民元)  3.63 3.84 4.52 5.32

全国貸出金総額における割合(％)  19.3 18.6 19.0 19.2

県域預金(兆人民元)  5.75 6.76 8.00 9.11

全国預金総額における割合(％)  22.7 22.5 23.0 22.7

県域金融機関による利益(10億人民元)  9.90 18.10 35.12 70.48

＿＿＿＿＿＿＿

出所：　中国人民銀行

 

中国政府は近年、県域金融機関の運営環境の改善、金融商品およびサービスの範囲の拡大ならびに県域銀行市場の
発展の促進を目指す一連の政策を実施した。

・　中国政府は、(ⅰ)農業信用組合に対する一定のCBRC規制監督手数料の一時的な免除および(ⅱ)商業銀行に一般
的に適用される規定の預金準備率よりも低い預金準備率の農業信用組合への適用を含む、個別の規制政策お
よび金融政策を農業信用組合およびその他の農村金融機関に適用した。

・　2004年10月29日以来、中国人民銀行は商業銀行による貸出に対する上限金利を撤廃し、都市および農業組合が
課す変動金利の幅を当該基準金利の2.3倍に拡大した。

・　2009年4月22日に、MOFは「財政県域金融機関の農業関連貸出増加奨励資金運用暫定措置」を公布した。MOFは、
暫定措置および関連する補足的な通知に従い、黒龍江省およびその他7つの省における県域金融機関に対し
て、前年比年間成長率15％を上回る未払農業関連貸出平均残高の2％に相当する奨励金を与える。

・　2009年8月21日に、MOFおよび国家税務総局は、「金融企業による農業関連貸出および中小企業向け貸出の貸倒
引当金の税引前控除の政策に関する通知」を共同で公布し、これにより金融企業は、農業関連の貸出および中
小企業向けの貸出のリスク分類の完了時に、当該貸出に係る貸倒引当金について所定の割合を課税所得から
控除することができるようになった。この優遇政策は、2010年12月31日に終了する予定である。

・　2009年、MOFは、「中小企業および農業関連の不良債権の償却に関する問題についての通知」を公布し、これに
より商業銀行は、償却前1年以上債権回収のための誠実な努力がなされたことを条件に、税引後ベースで5百万
人民元以下の小規模事業および県域顧客に対する個々の不良債権を償却することができるようになった。

・　2010年5月13日に、MOFおよび国家税務総局は、「農村金融関連の税収政策に関する通知」を公布した。この通知
に従い、2009年1月1日から2013年12月31日まで、金融機関は(ⅰ)少額の農業世帯への貸出金からの受取利息に
係る営業税の支払いを免除され、また(ⅱ)それらの課税所得を計算する際に、これらの貸出金からの受取利息
の90％のみを計上することができる。さらに、2009年1月1日から2011年12月31日までの期間、農業信用組合、村
鎮銀行、農業協同組合、貸付会社および銀行業を営む機関により単独で設立されたその他の企業ならびに中国
の行政区分制度上、県級または県級以下の区分の地域に所在する農業組合銀行および農業商業銀行について
は、その銀行業務およびバンカシュアランスの収益に対して3％の軽減営業税率が適用される。

・　2010年5月14日、中国人民銀行、MOFおよびCBRCは、「中国農業銀行『県域銀行部』の改革の試行の深化に関連す
る事項に関する通知」、すなわち、当行の県域銀行部の試行ベースの改革プログラムの範囲、管理構造および
経営構造ならびに当該試行ベースの改革プログラムへの政策支援についての通知を共同で公布した。かかる
通知は、試行プログラムの対象である全地理的地域にあたる四川省、湖北省、広西省、甘粛省、吉林省、福建省、
山東省および重慶市の561の県級準支店における農業関連の貸出に適用される税務政策を規定しており、これ
は農業信用組合に適用される政策またはこれに類する政策を基準とする。さらに、かかる通知により、試行プ
ログラムに参加する県級準支店は一定の規制監督手数料を免除され（かかる免除は、農業信用組合に適用さ
れる手数料政策に関連して与えられる。）、またこれらの準支店に適用される個別の規定の預金準備率が課さ
れる。

さらに、以下の一連の重要なインフラ開発構想により、中国県域銀行業界の開発が進められている。

・　全国的な県域信用情報インフラの構築　中国全土の大半の県を対象とした電子信用情報データベースの開発が
進められている。財務および信用情報に基づき、農村世帯、組合および企業の標準的信用度を算定する同デー
タベースの機能により、県域金融機関における意思決定の円滑化が進むものと期待される。

・　担保付融資制度の改善　中小企業に対する貸出のための保証基金および保証機関の設立、担保の査定、登録およ
び認定に関する手続の改善、資産競売市場および財産権取引市場における業務改善ならびに担保の換価性の
改善等を含む数々の進展により、金融担保について担保物が多様化しその担保としての品質が向上した。

・　リスク軽減メカニズムの導入　中央政府からの補助金による農業保険プログラムの拡大および農作物の先物市
場の急速な発展はまた、県域金融機関に対する効果的なリスク軽減メカニズムの提供につながった。例えば、
2009年12月31日現在、農業保険プログラムに加入する農村世帯数は133百万にのぼり、2008年から前年比で
48％増となった。
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・　農業経営者の専門的経済組合の継続的な拡大　農業経営者による経済組合の法的地位が認識されたことによ
り、様々な専門的農業経済組合機関が大幅に拡大した。さらに、農業経済組合機関、専門団体およびその他組織
的基盤の信用情報インフラの継続的な発展により、農村金融機関が運営する信用リスク環境はさらに向上す
るものと期待される。

県域における経済にはプラス成長の見込みがあるにも関わらず、現在、県域銀行市場は依然として全体的に未成熟
のままである。2008年には都市部の対GDP貸出比率が171.5％であったのに対し、県域GDP合計において県域貸出の占
める割合は40.2％であった。当行は、県域の持続的な経済成長により、金融商品およびサービスへの需要は今後も大
いに高まるものと確信している。例えば、農村インフラに対する固定資産投資、消費者の支出パターンの変化、不動産
開発、農業関連施設およびその他のプロジェクトに関連した資金需要により、県域の与信需要は今後も高まると予想
されている。同様に、農業の近代化による融資需要の高まりにより、貸出および負債による資金調達等の報酬および
手数料制の銀行業務は発展すると見込まれている。

 

当行の県域銀行業務

県域銀行業界における当行の主導的地位を強化するため、当行は既に2,048の県級準支店および22の第二級支店の
業務部に県域銀行業務を専門とする部門を設置しており、また、県域銀行業務に特化した業務部門を設置する試行プ
ログラムを実施している。当行は、これらの部門の措置により当行の戦略的焦点を明確にし、リスク管理および経営
効率を向上させ、増加および多様化傾向にある当行の県域顧客の銀行業務に対する需要をより適格に捉えることが
できると確信している。2009年12月31日現在、当行の県域銀行業務による貸出金総額および預金総額は、当行の貸出
金総額および預金総額のそれぞれ28.8％および40.5％を占めている。

CBRCによれば、2008年12月31日現在の貸出金総額および預金総額の県域銀行市場における市場占有率はそれぞれ
約13.6％および約21.6％であった。

以下の表は、2008年12月31日現在の県域銀行市場における銀行業金融機関の預金総額、貯蓄預金総額、貸出金総額
および拠点数の市場占有率を示すものである。

  2008年12月31日現在

  預金総額  貯蓄預金総額  貸出金総額  拠点数

中国農業銀行  21.6％  22.1％  13.6％  12.1％

他の大手商業銀行  34.0％  27.6％  33.7％  11.4％

政策銀行  0.8％  0.0％  10.5％  1.4％

農業信用組合  22.7％  27.2％  28.9％  45.4％

中国郵政貯蓄銀行  10.8％  15.3％  0.4％  23.0％

その他の銀行業金融機関  10.1％  7.8％  12.9％  6.7％

県域合計  100.0％  100.0％  100.0％  100.0％

         
＿＿＿＿＿＿＿

出所：　CBRC

 

組織構成

当行は、取締役会の下に県域銀行業務全般に適用される戦略、計画、方針ならびに内部手続および規程を制定する
県域銀行業務発展委員会を、また幹部役員の下に県域銀行業務に関する取締役会の決定の実施について一次的な責
任を負う県域銀行業務経営委員会を設けている。

当行は、県域銀行業務の運用に当たる県域銀行部門を設けている。当該部門は、当行総裁および当行の県域銀行業
務経営委員会委員長でもある部門長に直属している。当行の県域銀行業務に関する重要な事項は、すべて県域銀行業
務経営委員会での会議における議論の後、当行総裁の最終決裁に付される。

当行は、県域銀行部門の下に政策調査、手続の制定、商品開発、マーケティングおよび信用管理等の機能を有する複
数の専門部署を設けている。さらに、県域銀行部門をサポートするために、県域銀行業務監査、業績考査センター、リ
スク管理センター、商品調査開発センターおよび人材管理センターを含む、複数の経営管理およびバックオフィス管
理センターを当行の本店に設立している。

当行の第一級支店および第二級支店の県域銀行部門およびその部署により運営される、当行の2,048の県級準支店
および22の第二級支店業務部は、当行が県域銀行業務を遂行する上での基本的な事業単位となっている。

当行の県域銀行部門は、その付与された権限の範囲内で独立した運用を行っている。当行の県域銀行部門には、上
位の支店から権限が委譲されており、関連する責任が明確に規定されている。当該部門は、銀行全体の経営方針およ
び手続の適用を受けるほか、特に信用管理、資金配分、業績考査およびリスク管理に関して、県域銀行業務の異なる需
要に対応した一連の方針および手続を制定している。「第二部-第２-２ 沿革-経営改革」を参照のこと。
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市場ポジショニング

当行は、県域銀行業務のための市場ポジショニング戦略を採用しており、かかる戦略は都市部における銀行業務に
適用される市場ポジショニング戦略とは異なるものである。当行は県域銀行業務の戦略的焦点を、当行の中核事業領
域への財源集中、当行の市場における主導的地位の強化および県域における競争上の優位性の維持に絞ってきた。当
行は、現在の当行の県域銀行市場における主導的地位ならびに県域経済の成長の見通しおよび県域銀行のビジネス
チャンスに関する深い理解に基づきかかる戦略を展開してきた。

当行の県域顧客の多様なニーズをより的確に捉えるため、当行はより多くの資源を県域市場のセグメント化を実
施するために割り当てている。当行の県域における法人向け銀行業務は、県域内の各業種の主導的地位にある企業な
らびにその供給業者、顧客および販売業者を対象としている。当行の県域における個人向け銀行業務に関しては、当
行の預金ならびに報酬および手数料による収入の拡大を目指した新たな農村年金保険および新たな農村組合医療保
険に関する業務の展開のため、当行は引続き恵農カードを活用する。当行の県域における業務は、地域ごとに異なる
経済発展レベルに見合ったものとなっている。以下はその具体例である。

・　県、県級市および集落の中心部への当行本支店機構の集結

・　財務的に優位な中国東部およびその他の開発の進んだ県域における事業の強化

・　潜在成長性の高い中国中部および中国西部の県に対する当行の焦点の明確化

・　当行の県域事業の成長の推進を目指した、一部の県域の準支店に対する追加的な財源および経営資源の投入

 

顧客区分

当行は県域において広範な顧客基盤を有する。2009年12月31日現在、当行は合計で約33,700の法人向け貸出および
割引手形顧客、3.604百万の個人向け貸出顧客との取引を行い、1.15百万の法人預金口座および340百万の個人預金口
座に関する業務を取り扱っている。

近年の県域経済の急速な発展に伴い、当行の県域における顧客基盤は、従来型の農産物の供給業者および販売業者
から優良事業会社および家計収入が増加しつつある個人富裕層へと変化した。

・　法人顧客　当行が対象とする法人顧客は、都市化および工業化のプロセスに積極的に関与する法人顧客である。
これらの法人顧客には、農業の近代化を行う大手農業セクター企業、農産物の主要生産拠点、中国農業部指定
の卸売販売業者、中国商務部指定の商品販売業者、成長が見込まれ、信用履歴が良好であり、かつ運転資金サイ
クルの短い中小企業ならびに供給および販売を行う大規模かつ主導的な地位にある農業企業が含まれる。

・　個人顧客　当行が対象とする個人顧客は、県および県級市の住民、個人事業主および富裕農村世帯である。当行
はかかる顧客の要望に応えるために、県域のウェルス・マネジメントセンターの開設を進めている。また、当
行は当行の個人顧客を資産別に分類し、その分類に応じた販売およびマーケティング業務の調整を行う。これ
らの努力を通じて、県域住民の資産および消費の拡大によりもたらされた機会を活用することにより、当行は
個人向け銀行業務の展開を目指している。

 

当行の業務チャネル

当行は、中国全土の都市、県および市街地にわたる当行の広範なプレゼンスにより、本支店機構、電子バンキング、
テレホンバンキング、携帯電話バンキング、セルフサービスセンター、ATMおよび顧客サービスセンターを通じた総合
的な銀行業務販売ネットワークを確立している。

2009年12月31日現在、当行は全国の99.5％の県にわたる県域に12,737の本支店機構を設立している。CBRCによれ
ば、2008年12月31日現在、県域内の当行の物理的な本支店機構数は全国の全県域銀行本支店機構の12.1％に達し、他
の全大手商業銀行の本支店機構の合計を上回った。

当行は、継続的に県域の電子業務チャネルの開発に取り組んでいる。2009年12月31日現在、当行は県域において
15,350台のATM、3,398のセルフサービスセンター、4,666のセルフサービス端末、88,089のPOS機、606,823の電信送金
機、8.28百万人のオンライン・バンキング顧客および626,000人の携帯電話バンキング利用者を擁する。当行は、当行
のオンライン・バンキングシステムを通じて、農業経営者向け小口貸出および当行の個人顧客向けリボルビング式
クレジット等の多様な県域銀行業務を提供している。当行は、当行のテレホンバンキングシステムを通じて恵農カー
ド所有者向けの口座照会、口座振替および財務管理業務ならびに小口貸出を提供している。

当行は2010年3月に四川省成都に県域銀行顧客サービスセンターを設立した。同センターは、商品サポートの提供、
情報の収集および提供を行っており、顧客サービスセンターのバックアップとして機能している。

当行は、モバイル業務チャネルの強化、未だ当行のネットワークがカバーしていない地域における電子バンキング
機器の台数の増加および当行の出張顧客マネージャーによる営業の促進を図っている。当行はまた、その他の農村金
融機関と連携して、恵農カードの発行数増加および利用範囲の拡大を進めている。

 

商品ポートフォリオ
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当行は、共同して県域銀行商品全般の研究開発にあたる当行本店の全国センターおよび重慶のサブセンターを設
立している。当行の県域における支店および準支店は、地元の顧客特有のニーズに適合した商品の開発に当たってい
る。2009年、当行は、当行の顧客に対する総合的な県域銀行商品ポートフォリオの提供を可能にする傘下ブランド
「金益農」を導入した。銀行全体の標準的商品に加え、当行は当行の県域顧客に対して下記商品およびサービスを提
供している。

 

法人顧客向け信用商品

大手農業工業化企業向け貸出

当行は、大手農業工業化企業顧客を積極的に取り込み、これら顧客に対しては各種流動性商品、中長期のプロジェ
クト融資、固定資産貸出およびその他の金融商品を提供している。

 

県域中小企業向け貸出

当行は、高い成長性のある、ハイレベルな中小企業のニーズに応えるために、担保貸出およびセルフサービス型リ
ボルビング式クレジットを含む総合的な商品を提供している。

 

都市化関連貸出

当行は、県域の都市化に対する投資を行うために、市街地のインフラ開発および公共建設事業に対する貸出を含む
インフラ開発およびその他県域の都市化関連を目的とする複数の貸出商品を立ち上げた。

 

県域の商品販売関連貸出

当行は、中国農業部および中国商務部公認の卸売販売業者および商品販売業者の施設および機能向上の促進に尽
力している。当行は、大手企業の都市部および県域における事業の拡大を支援するための金融商品を開発した。当行
は、当行の広範囲にわたる販売ネットワークを活用して、県域の商品販売業者ならびに運輸および物流企業に対し
て、資金調達の決済、代理業務およびその他の金融サービスを提供している。

 

個人顧客向け商品

農村世帯向け小口貸出

当行は、2008年4月、農村世帯に対して3,000人民元から50,000人民元の貸出金を提供する貸出商品を投入した。同
商品は、抵当権、質権および保証または複数の農村世帯による連帯保証を付すことができるもので、信用度の高い世
帯は、限度額10,000人民元の融資枠を申し込むことができる。同商品の貸出形態には、返済期間が3年以内のものおよ
び返済期間が1年のリボルビング式クレジットのものがある。

 

県域個人事業ローン

当行は、水産業、製造業、運送業、サービス業およびその他の産業活動に従事する県域内の家族経営事業を対象とし
た貸出商品を提供している。それぞれの貸出金額は50,000人民元から1百万人民元である。

 

恵農カード

当行は、2008年4月、当行の既存のデビットカードの基盤を活用して、金穂恵農カード事業を開始した。当行の金穂
恵農カードは、金穂デビットカードの基本的な機能に加え、取引記録、農村世帯に対する少額貸出、新しい農業組合医
療保険サービス、料金支払代行業務ならびに地方交付金および農業補助金の支払い等の機能が強化されている。2009
年12月31日現在、当行は33.36百万の農村世帯に対して金穂恵農カードを発行している。

当行は、2009年1月、県域の企業家、小規模事業主および高額純資産保有個人顧客を対象に、金穂恵農クレジット
カード事業を開始した。当行の金穂恵農クレジットカードは、カード所持人に対してリボルビング式クレジットを提
供する。2009年12月31日現在、当行は約214,500枚の金穂恵農クレジットカードを発行している。

また、当行の支店および準支店は、県域顧客の多様なニーズに応えるため、様々な特定地域の限定金融商品を開発
している。

 

報酬および手数料制の事業

　当行は、当行の支払いおよび決済基盤を通じて各種の報酬および手数料制サービスを提供している。当行は、当行の
県域法人顧客に対して投資銀行サービスの総合的なポートフォリオを提供している。当行はまた、保険商品、ウェル
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ス・マネジメント商品および中国国債を販売している。2009年、当行は県域において、代理人として総額318億人民元
のウェルス・マネジメント商品の販売、総額530億人民元のファンド商品の設定および総額39億人民元の貯蓄債券の
販売を行い、それぞれ2008年から382.7％、10.5％および22.8％の増加となった。

 

価格戦略

　当行は、当行の県域銀行商品の価格設定を行う際、地方市場の特性および競争的な環境ならびに当行の顧客のリス
クプロファイルを考慮する。現在、県域市場には金融サービスに対する大きな需要が存在し、また、中国人民銀行によ
ると、競合他社が決定するそれらの貸出商品の価格は、通常、基準金利を大幅に上回るものである。当行は、当行の革
新的かつ差別化された商品の販売、広範なネットワークならびに確立されたブランドにより、当行リスク調整後の収
益の増加を目的とした価格戦略を柔軟に追求することができると考える。

 

リスク管理

　当行は、県域における当行の事業について、当行全体のリスク管理の方針および手続を適用している。さらに当行
は、当行の県域事業のリスクに具体的に対処するための方針および手続を確立している。「第二部-第２-３-（２）
-(d) リスク管理-信用リスク管理-県域銀行業務に関する信用リスク管理」を参照のこと。

 

 

　　次へ
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資産および負債

資産

　2009年12月31日現在の当行の県域銀行業務の総資産は32,351億人民元で、2008年12月31日現在の27,152億人民元か
ら19.1％増加し、2008年12月31日現在には2007年12月31日現在の19,112億人民元から42.1％増加した。当行の全体的
な業務における資産の詳細については、「第二部-第３-７-（２）資産および負債-資産」を参照のこと。

　顧客への貸出金と銀行内取引残高は、当行の県域銀行業務の資産ポートフォリオの2大構成要素である。以下の表
は、表示日現在の当行の県域銀行業務の資産ポートフォリオの内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)

 2009年

 

残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）

顧客への貸出金（総額） 1,057,137 -％  832,278 -％  1,193,413 -％
減損損失引当金 (320,369) -  (26,698) -  (43,327) -
顧客への貸出金（純額） 736,768 38.6 805,580 29.7 1,150,086 35.6

銀行内取引残高
(2)

1,093,614 57.2 1,800,086 66.3 1,975,226 61.1

その他の資産
(3) 80,778 4.2 109,511 4.0 109,791 3.3

　資産合計 1,911,160 100.0％  2,715,177 100.0％  3,235,103 100.0％
            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。当行は、財務改革に関連してなされた不良債権7,668

億人民元および減損したその他の資産489億人民元の売却を以下一般に「改革関連の売却」という。「第二部-第２-２ 沿

革-財務改革」を参照のこと。

(2)　内部の資金移動を通じて当行の県域銀行業務から当行の他の事業に提供された資金を表す。

(3)　主に投資有価証券（債権を含む。）、現金、銀行およびその他の金融機関への預け金および貸出金、売戻し条件付契約に基づ

き保有する金融資産ならびに固定資産で構成される。

 

顧客への貸出金

　2009年12月31日現在の当行の県域銀行業務における顧客への貸出金は11,934億人民元で、2008年12月31日現在の
8,323億人民元から43.4％増加している。この増加は、当行の貸出金ポートフォリオ合計の成長率よりも高い成長率
を表している。2008年12月31日現在の当行の県域銀行業務における顧客への貸出金は8,323億人民元で、2007年12月
31日現在の10,571億人民元から21.3％減少しているが、これは主に当行の改革関連の売却によるものである。

 

県域貸出の商品別内訳

　以下の表は表示日現在の当行の県域銀行業務の顧客への貸出金の商品別内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)

 2009年

 

残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）

法人向け貸出金            
　短期貸出金 523,392 49.6％  377,063 45.3％  449,139 37.6％

　中長期貸出金 315,503 29.8  259,748 31.2  381,954 32.0

　小計 838,895 79.4  636,811 76.5  831,093 69.6

割引手形 42,764 4.0  40,370 4.9  57,191 4.8

個人向け貸出金            
　住宅ローン 75,393 7.2  86,047 10.2  134,282 11.3
　個人事業ローン 41,396 3.9  38,201 4.6  58,646 4.9
　個人消費者ローン 19,112 1.8  18,812 2.3  36,394 3.0
　クレジットカード残高 439 0.0  424 0.1  714 0.1
　農村世帯用貸出金 20,128 1.9  9,077 1.1  72,467 6.1

　その他
(2) 19,010 1.8  2,536 0.3  2,626 0.2

　小計 175,478 16.6  155,097 18.6  305,129 25.6

　　顧客貸出金総額 1,057,137 100.0％  832,278 100.0％  1,193,413 100.0％

            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　主に教育ローンおよびその他の特定のローン商品で構成される。
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　2009年12月31日現在、2008年12月31日現在および2007年12月31日現在の法人向け貸出金の比率は、当行の県域銀行
業務の貸出金ポートフォリオのうちそれぞれ69.6％、76.5％および79.4％を占めており、当行の県域銀行業務の貸出
金ポートフォリオ中最大の内訳である。2009年12月31日現在の法人顧客向け貸出金は8,311億人民元であり、2008年
12月31日現在の6,368億人民元から30.5％増加している。かかる増加は主に、(ⅰ)中国政府の景気対策政策の実施、県
域経済の継続的な成長ならびに県域の都市化および小規模市街地の発展ならびに(ⅱ)当行が新商品および新サービ
スを当行の県域の法人顧客に紹介することで県域銀行業務を拡大する取組みに対する一層の注力によるものであ
る。

　2008年12月31日現在の法人顧客向け貸出金は6,368億人民元であり、2007年12月31日現在の8,389億人民元から
24.1％減少しているが、これは主に当行の改革関連の売却によるものである。

　2009年12月31日現在の割引手形は572億人民元であり、2008年12月31日現在の404億人民元から41.7％増加している
が、これは主に、(ⅰ)顧客の当該商品に対する需要の高まりおよび(ⅱ)市場における流動性の増加によるものであ
る。2008年12月31日現在の割引手形は404億人民元で、2007年12月31日現在の428億人民元から5.6％減少しているが、
これは主に、当行の資金を重要な顧客および主要なプロジェクトに貸出可能にするために、当行の県域銀行業務の貸
出金ポートフォリオにおける割引手形を縮小したことによるものである。

　2009年12月31日現在の個人顧客向け貸出金は3,051億人民元であり、2008年12月31日現在の1,551億人民元から
96.7％増加した。かかる増加は主に、(ⅰ)当行の農村世帯向けの少額貸出が、主に当行の恵農カードの普及により著
しく増加したこと、(ⅱ)個人消費者ローンおよび個人事業ローンが、主に当行の多様な消費者ニーズに応えたマーケ
ティング活動の結果として、2009年12月31日現在にはそれぞれ364億人民元および586億人民元と著しく増加したこ
とならびに(ⅲ)主に県域における経済の急速な発展を反映した県域世帯による不動産購入時の資金調達のための
ローンに対する需要の高まりに応えるべく、当行のマーケティング活動を強化した結果、住宅ローンが2009年12月31
日現在1,343億人民元と56.1％増加したことによるものである。

　2008年12月31日現在の県域世帯および農村世帯に対する個人向け貸出金は1,551億人民元で、2007年12月31日現在
の1,755億人民元から11.6％減少しているが、これは主に当行の改革関連の売却によるものである。

 

貸出の地域別内訳

　当行では、融資を行った本支店機構の所在地に基づき当行の県域銀行業務の貸出金を地域別に分類している。当行
の県域における本支店機構は通常、同地域に所在する融資先に対して貸出を行っている。以下の表は表示日現在の当
行の県域銀行業務の貸出金ポートフォリオの地域別の内訳を示したものである。当行の地域の定義については、本書
の表紙末尾を参照のこと。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)

 2009年

 

残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）

長江デルタ 292,742 27.7％  313,284 37.6％  427,059 35.8％
珠江デルタ 56,699 5.4  60,571 7.3  96,902 8.1
環渤海 171,382 16.2  125,450 15.1  177,499 14.9
中国中部 176,970 16.7  76,446 9.2  131,943 11.1
中国東北部 66,948 6.3  13,371 1.6  27,894 2.3
中国西部 292,396 27.7  243,156 29.2  332,116 27.8

　顧客貸出金総額 1,057,137 100.0％  832,278 100.0％  1,193,413 100.0％
            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

 

　当行は、長江デルタ、中国西部および中国中部といった、県域経済が比較的発展している地域または潜在成長性の高
い地域における融資事業を成長させることならびに各地域の発展水準に応じて当行の貸出の地域別の配分を最適化
する取組みを強化してきた。2009年12月31日現在の長江デルタ、中国西部および中国中部における当行の県域顧客へ
の貸出金は、2008年12月31日現在からそれぞれ36.3％、36.6％および72.6％増加した。2008年12月31日現在から2009
年12月31日現在にかけて、かかる地域における当行の県域貸出の増加分の合計は当行の県域における貸出の増加分
合計の71.5％を占めた。2007年12月31日現在から2008年12月31日現在にかけての県域銀行業務における貸出の地域
別内訳の変化は、主に当行の改革関連の売却による。

 

貸出金ポートフォリオの資産の質

　当行は、当行の県域銀行業務の貸出金ポートフォリオを当行全体の貸出金ポートフォリオの分類基準と同じ基準を
用いて分類している。「第二部-第３-７-（２）資産および負債-資産-当行の貸出金ポートフォリオの資産の質-貸
出金区分基準」を参照のこと。以下の表は、表示日現在の5段階の貸出金区分別による当行の県域銀行業務の貸出金
ポートフォリオの内訳を示したものである。
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 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)

 2009年

 

残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）

正常先 654,748 61.94％  675,929 81.21％  1,053,266 88.26％
要注意先 65,036 6.15  110,513 13.28 96,054 8.05
破綻懸念先 14,500 1.37  30,453 3.66  20,980 1.75
実質破綻先 82,565 7.81  13,288 1.60  20,386 1.71
破綻先 240,288 22.73 2,095 0.25  2,727 0.23

　顧客貸出金総額 1,057,137 100.00％  832,278 100.00％  1,193,413 100.00％
            

不良債権比率
(2)

  31.91％    5.51％    3.69％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　不良債権合計を顧客貸出金総額で除して算出される。

 

　2007年12月31日現在から2009年12月31日現在にかけて、当行の県域銀行業務の貸出金ポートフォリオの不良債権残
高および不良債権比率は減少した。当行の県域銀行業務の貸出金ポートフォリオの不良債権比率は、2008年12月31日
現在の5.51％から2009年12月31日現在の3.69％に減少した。かかる減少の複合的理由として、主に(ⅰ)当行の信用リ
スク管理の方針および手続の強化ならびに新規の不良債権の発生を抑制するための信用リスク管理ツールを改善す
るための当行の継続的な取組み、(ⅱ)当行の不良債権の回収のためのさらなる取組み、(ⅲ)重要な顧客および主要な
プロジェクトに対する当行の集中的な融資ならびに(ⅳ)当行の県域銀行業務の貸出金ポートフォリオの全体的な増
加が挙げられる。2008年12月31日現在の当行の県域銀行業務の貸出金ポートフォリオの不良債権比率は5.51％であ
り、2007年12月31日現在の31.91％から著しく減少しているが、これは主に当行の改革関連の売却によるものである。

 

当行の県域銀行業務の新規貸出および既存貸出の資産の質の変化 

　下記の議論は、表示日現在の当行の県域銀行業務の顧客貸出金の資産の質の変化を分析したものである。既存貸出
には、初回の実行が2004年1月1日より前である県域貸出が含まれる。新規貸出には、初回の実行が2004年1月1日以降
である県域貸出が含まれる。初回の実行が2004年1月1日より前であり、2004年1月1日以降に再び貸出が実行されてい
るものは、既存貸出に含まれる。2004年1月1日の起算日の使用に関する議論については、「第二部-第３-７-（２）資
産および負債-資産-当行の貸出金ポートフォリオの資産の質-当行の国内貸出金ポートフォリオの資産の質の変化、
新規貸出および既存貸出別」を参照のこと。
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　以下の表は、表示日現在の新規貸出および既存貸出の残高を示すものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 

残高  

割合
（％）  残高  割合（％）  残高  割合（％）

新規貸出 643,961 60.9％  736,667 88.5％  1,111,328 93.1％
既存貸出 413,176 39.1 95,611 11.5 82,085 6.9

　合計 1,057,137 100.0％  832,278 100.0％  1,193,413 100.0％
            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

 

以下の表は、表示日現在の当行の県域銀行業務の新規貸出の貸出金区分別による内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合（％）  残高  割合（％）  残高  割合（％）

正常先 573,641 89.08％  615,147 83.50％  993,964 89.44％
要注意先 42,818 6.65 89,696 12.18 83,862 7.55
破綻懸念先 7,016 1.09 22,163 3.01 17,215 1.55
実質破綻先 16,629 2.58 8,750 1.19 14,675 1.32
破綻先 3,857 0.60 911 0.12 1,612 0.14

　新規貸出金総額 643,961 100.00％  736,667 100.00％  1,111,328 100.00％
            

不良債権比率
(2)

  4.27％    4.32％    3.01％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　新規不良債権総額を新規貸出金総額で除して算出される。

 

以下の表は、表示日現在の当行の県域銀行業務の既存貸出の貸出金区分別による内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合（％）  残高  割合（％）  残高  割合（％）

正常先 81,107 19.63％  60,782 63.57％  59,302 72.24％
要注意先 22,218 5.38 20,817 21.77 12,192 14.86
破綻懸念先 7,484 1.81 8,290 8.67 3,765 4.59
実質破綻先 65,936 15.96 4,538 4.75 5,711 6.96
破綻先 236,431 57.22 1,184 1.24 1,115 1.35

既存貸出金総額 413,176 100.00％  95,611 100.00％  82,085 100.00％
            

不良債権比率
(2)

  74.99％    14.66％    12.90％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　既存不良債権総額を既存貸出金総額で除して算出される。

 

不良債権の商品別内訳

　以下の表は、表示日現在の当行の県域銀行業務の貸出金ポートフォリオの不良債権の商品別による内訳を示したも
のである。

 （単位：百万人民元、％を除く。） 

 12月31日現在  

 2007年  2008年
(1)  2009年  

 
残高  割合（％）  

不良債権

比率
(2)

 残高  割合（％）  

不良債権

比率
(2)

 残高  割合（％）  

不良債権

比率
(2)

 
法人向け貸出金                   
　短期貸出金 186,635 55.4％ 35.66％ 17,591 38.4％ 4.67％ 16,351 37.1％ 3.64％ 
　中長期貸出金 108,675 32.2 34.44 24,418 53.3 9.40 23,328 52.9 6.11 

　　小計 295,310 87.6 35.20 42,009 91.7 6.60 39,679 90.0 4.77 

割引手形 72 0.0 0.17 71 0.2 0.18 61 0.1 0.11 
個人向け貸出金                   
　住宅ローン 1,819 0.6 2.41 1,396 3.0 1.62 1,410 3.2 1.05 
　個人事業ローン 3,158 0.9 7.63 1,441 3.1 3.77 1,741 4.0 2.97 
　個人消費者ローン 2,978 0.9 15.58 211 0.5 1.12 226 0.5 0.62 
　クレジットカード残高 38 0.0 8.66 10 0.0 2.36 10 0.0 1.40 
　農村世帯用貸出金 17,019 5.0 84.55 405 0.9 4.46 715 1.6 0.99 

　その他
(3) 16,959 5.0 89.21 293 0.6 11.55 251 0.6 9.56 
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　　小計 41,971 12.4 23.92 3,756 8.1 2.42 4,353 9.9 1.43 

不良債権合計 337,353 100.0％ 31.91％ 45,836 100.0％ 5.51％ 44,093 100.0％ 3.69％ 
                   

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　各区分の不良債権合計を同区分の貸出金総額で除して算出される。

(3)　主に教育ローンおよびその他の特定のローン商品で構成される。

 

　当行の県域銀行業務の法人向け貸出金ポートフォリオの不良債権比率は、2008年12月31日現在の6.60％から2009年
12月31日現在には4.77％に低下した。かかる低下は主に、(ⅰ)様々な農業関連事業に適用される当行の産業別信用ガ
イドラインおよび県域経済の発展に基づく、顧客識別作業の改善および対象リスク管理基準の実施に係る当行の取
組みを含む、信用リスク管理の方針および手続を強化するための当行の継続的な取組み、(ⅱ)当行の県域法人向け貸
出金の融資事後の監視の強化ならびに(ⅲ)当行の県域銀行業務の法人向け貸出金ポートフォリオの全体的な増加に
よるものである。2008年12月31日現在の当行の県域銀行業務の法人向け貸出金ポートフォリオの不良債権比率は
6.60％で、2007年12月31日現在の35.20％から著しく減少しているが、これは主に当行の改革関連の売却によるもの
である。

　2009年12月31日現在の当行の県域銀行業務の個人向け貸出金ポートフォリオの不良債権比率は1.43％で、2008年12
月31日現在の2.42％から減少している。かかる減少は主に、(ⅰ)当行の貸出プロセスを通じた当行のリスク管理およ
び監視ならびに業務リスクおよびモラル・ハザードを減らすための予防策へのさらなる注力、(ⅱ)農業ビジネスの
事業サイクルおよびキャッシュ・フロー等の様々な要因に基づく返済期間の調整ならびに(ⅲ)当行の県域銀行業務
の個人向け貸出金ポートフォリオの全体的な増加によるものである。2008年12月31日現在の当行の県域銀行業務の
個人向け貸出金ポートフォリオの不良債権比率は2.42％で、2007年12月31日現在の23.92％から著しく低下している
が、これは主に当行の改革関連の売却によるものである。

 

不良債権の地域別内訳

　以下の表は、表示日現在の当行の県域銀行業務の不良債権の地域別による内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）  

 12月31日現在   

 2007年  2008年
(1)  2009年   

 残高  割合（％）  

不良債権

比率
(2)

 残高  割合（％）  

不良債権

比率
(2)

 残高  割合（％）  

不良債権

比率
(2)

 
 

長江デルタ
15,672 4.6％ 5.35％ 7,384 16.2％ 2.36％ 7,529 17.1％ 1.76％

  

珠江デルタ
5,877 1.7 10.37 2,721 5.9 4.49 2,723 6.2 2.81

  

環渤海
59,662 17.7 34.81 4,983 10.9 3.97 4,703 10.7 2.65

  

中国中部
110,503 32.8 62.44 5,780 12.6 7.56 5,259 11.9 3.99

  

中国東北部
54,266 16.1 81.06 2,216 4.8 16.57 1,983 4.5 7.11

  

中国西部
91,373 27.1 31.25 22,752 49.6 9.36 21,896 49.6 6.59

  

　顧客貸出金総額
337,353 100.0％ 31.91％ 45,836 100.0％ 5.51％ 44,093 100.0％ 3.69％

  
                   

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　各区分の不良債権を同区分の貸出金総額で除して算出される。

 

　2009年12月31日現在の上記の6つの地域における借入人に対する県域銀行業務の不良債権比率は、2008年12月31日
現在の同比率よりも低下している。中国東北部、中国中部および中国西部における当行の借入人に対する県域貸出の
不良債権比率は2008年12月31日現在から2009年12月31日現在にかけて、それぞれ9.46ポイント、3.57ポイントおよび
2.77ポイント低下している。上記の地域における当行の顧客向け県域貸出の不良債権比率の低下は主に、(ⅰ)従来不
良債権比率の高いかかる地域における貸出のリスク管理の強化に対する当行の取組みの強化および(ⅱ)かかる地域
で行われた当行の県域貸出の全体的な増加によるものである。

　2008年12月31日現在の上記の6つの地域における借入人に対する当行の県域銀行業務における貸出金の不良債権比
率は、2007年12月31日現在の同比率よりも低下しているが、これは主に当行の改革関連の売却によるものである。
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銀行内取引残高

　銀行内取引残高とは、当行の県域銀行業務が他業務に提供する資金を表す。2009年12月31日現在の銀行内取引残高
総額は19,752億人民元で、2008年12月31日現在の18,001億人民元から9.7％増加している。当行の県域銀行業務の資
産ポートフォリオの比率としては、銀行内取引残高は2008年12月31日現在の66.3％から2009年12月31日には61.1％
に減少しているが、これは主に当行の県域における貸出が増加していることによる。

　2008年12月31日現在の銀行内取引残高の絶対額および当行の県域銀行業務の資産ポートフォリオの比率は、それぞ
れ18,001億人民元および66.3％で、2007年12月31日現在の銀行内取引残高の絶対額および当行の県域銀行業務の資
産ポートフォリオの比率であった10,936億人民元および57.2％からそれぞれ増加している。かかる増加は主に、(ⅰ)
改革関連の売却の一環として行われた県域貸出金の不良債権の売却による手取金の当行の銀行内における移転およ
び(ⅱ)当行の県域銀行業務内の顧客預金がその他の業務に対し提供された資金の増加による。

 

負債および資金源

　2009年12月31日現在の当行の県域銀行業務の負債総額は32,174億人民元で、2008年12月31日現在の27,035億人民元
から19.0％増加しており、また2008年12月31日現在には2007年12月31日現在の22,235億人民元から21.6％増加して
いる。当行の全体的な業務における負債および資金源の詳細については、「第二部-第３-７-（２）資産および負債-
負債および資金源」を参照のこと。

　2009年12月31日現在、2008年12月31日現在および2007年12月31日現在の当行の県域銀行業務における顧客預金は、
それぞれ当行の県域銀行業務の負債総額のうち94.3％、93.0％および93.6％を占めており、当行の県域銀行業務の主
たる資金源となっている。

　以下の表は、表示日現在の当行の県域銀行業務の負債総額の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 

残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）

顧客預金 2,080,639 93.6％  2,514,308 93.0％  3,034,646 94.3％

その他の負債
(1) 142,881 6.4  189,190 7.0  182,760 5.7

　負債総額 2,223,520 100.0％  2,703,498 100.0％  3,217,406 100.0％
            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　銀行およびその他の金融機関からの預り金および借入金、買戻し条件付契約に基づいて売却された金融資産、受取銀行内取

引資金、中央銀行からの借入金、未払人件費、税金負債、未払利息およびその他の負債で構成される。

 

　2009年12月31日現在の当行の県域銀行業務における顧客預金合計は30,346億人民元で、2008年12月31日現在の
25,143億人民元から20.7％増加しており、また2008年12月31日現在には2007年12月31日現在の20,806億人民元から
20.8％増加している。当行の県域銀行業務における顧客預金の全体的な増加は主に、(ⅰ)農業経営者の世帯収入の増
加および(ⅱ)当行の県域内における支店ネットワークを活用した継続的なマーケティングへの取組みを反映してい
る。

　以下の表は、表示日現在の当行の商品別および事業分野別の県域銀行業務における顧客預金の内訳を示したもので
ある。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 

残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）

法人預金            
　定期 99,894 4.8％  119,554 4.8％  159,478 5.3％
　要求払 528,611 25.4  581,293 23.1  774,663 25.5

　　小計 628,505 30.2  700,847 27.9  934,141 30.8

個人預金            
　定期 800,910 38.5  1,025,034 40.8  1,146,218 37.8
　要求払 605,887 29.1  731,051 29.1  891,128 29.4

　　小計 1,406,797 67.6  1,756,085 69.9  2,037,346 67.2

その他の預金
(1) 45,337 2.2  57,376 2.2  63,159 2.0

　顧客預金合計 2,080,639 100.0％  2,514,308 100.0％  3,034,646 100.0％
            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　預り証拠金および送金のために当行に預け入れられた資金により構成される。
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　個人預金は当行の県域銀行業務の顧客預金合計の大部分を占めている。2009年12月31日現在、2008年12月31日現在
および2007年12月31日現在の個人預金は、当行の県域銀行業務の顧客預金合計のうちそれぞれ67.2％、69.9％および
67.6％を占めており、2009年12月31日現在、2008年12月31日現在および2007年12月31日現在の当行の全体業務の顧客
預金合計の個人預金比率よりもそれぞれ9.0ポイント、8.6ポイントおよび11.2ポイント高かった。

　2009年12月31日現在、2008年12月31日現在および2007年12月31日現在において当行の県域銀行業務の個人預金およ
び法人預金に影響を与えた一般的な要因については、当行の全体業務の顧客預金合計の個人預金に影響を与えた一
般的な要因との特別な相違はみられなかった。「第二部-第３-７-（２）資産および負債-負債および資金源-顧客預
金」を参照のこと。

 

県域預金の地域別による内訳

　当行では、預金を受け入れた本支店機構の所在地を基準に預金を地域別に分類している。通常、預金者の所在地とそ
の預金を受け入れる支店の所在地との間には、大きな相関関係がある。

　以下の表は、表示日現在の当行の県域銀行業務における顧客預金の地域別による内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 

残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）

長江デルタ 450,339 21.6％  529,207 21.0％  666,811 22.0％
珠江デルタ 157,977 7.6  183,115 7.3  213,932 7.1
環渤海 313,889 15.1  388,819 15.5  467,407 15.4
中国中部 451,869 21.7  549,672 21.9  639,747 21.1
中国東北部 118,567 5.7  144,645 5.8  165,653 5.4
中国西部 587,998 28.3  718,850 28.5  881,096 29.0

　顧客預金合計 2,080,639 100.0％  2,514,308 100.0％  3,034,646 100.0％
            

 

当行の県域銀行業務の経営成績

　2009年の当行の県域銀行業務による税引前当期純利益は209億人民元で、2008年の134億人民元と比較して55.8％増
加しているが、これは主に受取利息純額、受取報酬および手数料額の増加を含む当行の県域銀行業務の継続的な成長
によるものである。2008年の当行の県域銀行業務による税引前当期純利益は134億人民元で、2007年の94億人民元と
比較して42.5％増加しているが、これは主に受取利息純額の増加に起因する当行の県域銀行業務の成長によるもの
である。

　当行の全体業務の経営成績の詳細については、「第二部-第３-７-（１）財務情報」を参照のこと。

　以下の表は、表示期間における当行の県域銀行業務の経営成績の概要を示したものである。

 （単位：百万人民元）
 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

外部受取利息 51,696 62,889 57,708
外部支払利息 (33,207) (48,514) (41,830)

銀行内取引残高からの受取利息
(1) 18,149 45,953 54,575

受取利息純額 36,638 60,328 70,453
受取報酬および手数料 8,974 10,671 14,146
支払報酬および手数料 (133) (255) (453)

受取報酬および手数料純額 8,841 10,416 13,693

その他の収益純額
(2) 2,246 1,281 1,215

営業収益 47,725 72,025 85,361
営業費用 (30,644) (45,757) (46,892)
減損損失引当金繰入額 (7,647) (12,824) (17,524)

税引前当期純利益 9,434 13,444 20,945
      
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　市場価格に基づき決定された行内資金移転価格により当行のその他の業務に提供された資金について得られた受取利息を

表す。

(2)　トレーディング業務利得／（損失）純額、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産および負債の

利得／（損失）純額、投資有価証券に係る利得／（損失）純額、為替差益／（差損）純額ならびにその他の営業収益純額を

含む。

 

受取利息純額
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　2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日に終了した各事業年度における当行の県域銀行業務におけ
る営業収益のうち受取利息純額は、それぞれ82.5％、83.8％および76.8％を占めており、当行の県域銀行業務におけ
る営業収益の大部分を構成している。2009年の当行の県域銀行業務の受取利息純額は705億人民元で、2008年の603億
人民元と比較して16.8％増加しており、また2008年には2007年の366億人民元と比較して64.7％増加している。

 

外部受取利息

　2009年の当行の県域銀行業務における外部受取利息は577億人民元で、2008年の629億人民元から8.2％減少してい
る。2008年の当行の県域銀行業務における外部受取利息は629億人民元で、2007年の517億人民元から21.7％増加して
いる。

　2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日に終了した各事業年度における当行の県域銀行業務におけ
る外部受取利息のうち顧客への貸出金による受取利息はそれぞれ99.9％、99.8％および99.5％を占めており、当行の
県域銀行業務における外部受取利息のうちほぼすべてを構成している。

　2009年の顧客への貸出金による受取利息は、平均残高の増加があったものの、576億人民元となり、2008年の628億人
民元から8.1％低下しているが、これは主に平均収益率が2008年の7.80％から2009年の5.50％に低下したことによ
る。かかる平均収益率の低下は、主に(ⅰ)中国人民銀行の基準金利が2008年下半期において低下を続け融資の際の金
利が低下したこともしくは価格が改定されたことおよび(ⅱ)中国の金融政策の緩和を反映して貸出市場において銀
行貸出が急速に成長した結果競争が激化し、それにより中国の商業銀行の価格決定力が低下したことによるもので
ある。

　2008年の顧客への貸出金による受取利息は、当行の改革関連の売却による平均残高の低下があったものの、628億人
民元となり、2007年の514億人民元から22.0％増加しているが、これは主に平均収益率が2007年の5.57％から2008年
の7.80％に上昇したことによる。2008年の当行の県域銀行業務の貸出金ポートフォリオにおける法人向け貸出金、割
引手形および個人向け貸出金の平均収益率は2007年と比較してそれぞれ233ベーシスポイント、13ベーシスポイント
および212ベーシスポイント上昇している。

　以下の表は、表示期間における当行の県域銀行業務の貸出金ポートフォリオの平均残高、受取利息および各項目の
平均収益率を示したものである。貸出金の平均残高は、月ごとの平均を示している。

 （単位：百万人民元、％を除く。） 

 12月31日に終了した事業年度  

 2007年  2008年
(1)  2009年  

 平均残高  受取利息  

平均
収益率
（％）  平均残高  受取利息  

平均
収益率
（％）  平均残高  受取利息  

平均
収益率
（％）  

法人向け貸出金 726,026 40,081 5.52％ 625,953 49,141 7.85％ 749,969 43,202 5.76％ 
個人向け貸出金 146,313 8,947 6.11 146,372 12,045 8.23 231,895 12,989 5.60 

割引手形 50,333 2,405 4.78 31,904 1,565 4.91 66,440 1,448 2.18 

　顧客貸出金総額 922,672 51,433 5.57％ 804,229 62,751 7.80％ 1,048,304 57,639 5.50％ 

                   

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日に終了した事業年度の平均残高および平均収益率の額には、改革関連の売却の影響が反映されている。

 

外部支払利息

　2009年の当行の県域銀行業務の外部支払利息は418億人民元で、2008年の485億人民元から13.8％低下している。
2008年の当行の県域銀行業務の外部支払利息は485億人民元で、2007年の332億人民元から46.1％増加している。2009
年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日に終了した各事業年度における当行の県域銀行業務における顧
客預金による受取利息はそれぞれ98.7％、98.3％および97.5％を占め、当行の県域銀行業務における外部支払利息合
計のほぼすべてを構成している。

　以下の表は、表示期間における当行の県域銀行業務の顧客預金の平均残高、支払利息および各項目の平均費用率を
示したものである。預金の平均残高は、月ごとの平均残高を示している。

 （単位：百万人民元、％を除く。） 

 12月31日に終了した事業年度  

 2007年  2008年  2009年  

 平均残高  支払利息  

平均
費用率
（％）  平均残高  支払利息  

平均
費用率
（％）  平均残高  支払利息  

平均
費用率
（％）  

法人預金                   
定期 114,844 3,312 2.88％ 152,983 5,690 3.72％ 214,290 4,995 2.33％ 
要求払 428,872 3,591 0.84 535,576 4,210 0.79 662,128 2,793 0.42 

　小計 543,716 6,903 1.27 688,559 9,900 1.44 876,418 7,788 0.89 

個人預金                   
定期 752,061 20,471 2.72 935,912 32,570 3.48 1,140,834 30,117 2.64 
要求払 526,040 5,013 0.95 680,546 5,206 0.76 833,669 3,392 0.41 

　小計 1,278,101 25,484 1.99 1,616,458 37,776 2.34 1,974,503 33,509 1.70 

　顧客預金合計 1,821,817 32,387 1.78％ 2,305,017 47,676 2.07％ 2,850,921 41,297 1.45％ 

                   

 

　2009年の当行の県域銀行業務の顧客預金による支払利息は、平均残高の増加があったものの、413億人民元となり、
2008年の477億人民元から、13.4％低下しているが、これは主に平均費用率が2008年の2.07％から2009年の1.45％に
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低下したことによる。平均費用率の低下は、主に中国人民銀行の基準金利が2008年第4四半期において低下を続けた
結果、2009年第4四半期および2008年第4四半期において新規に獲得した顧客預金に適用のある金利が低下したこと
および既存の顧客預金に対する金利が改定されたことによる。平均残高の増加は主に、(ⅰ)金融政策の緩和により流
動性が高まったことおよび(ⅱ)県域における世帯収入の継続的な増加による。

　2008年の顧客預金による支払利息は477億人民元で、2007年の324億人民元から47.2％増加しているが、これは主に
平均残高が増加したことおよび（影響は小さいものの）平均費用率が2007年の1.78％から2008年の2.07％に上昇し
たことによる。当行のかかる顧客預金の平均残高の増加は、主に中国の証券市場の景気停滞期間および中国の税務当
局が利息に対する課税を停止している期間における、当行の県域銀行業務の顧客の低リスク投資に対する選好を反
映している。当行の顧客預金における平均費用率の上昇は、主に中国人民銀行の基準金利が2007年に上昇し続けた結
果によるものである。

 

銀行内取引残高からの受取利息

　2009年、2008年および2007年における当行の県域銀行業務の銀行内取引残高からの受取利息はそれぞれ546億人民
元、460億人民元および181億人民元を記録した。かかる受取利息は市場価格に基づき決定された行内資金移転価格に
よる、当行の県域銀行業務からその他の業務に対し提供された資金についての受取利息を意味する。

 

受取報酬および手数料純額

　2009年の当行の県域銀行業務による受取報酬および手数料純額は137億人民元で、2008年の104億人民元から31.5％
増加しており、2008年には2007年の88億人民元から17.8％増加している。以下の表は、表示期間における当行の県域
銀行業務による受取報酬および手数料純額の主要な構成要素を示したものである。

 （単位：百万人民元）
 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

受取報酬および手数料      
決済および清算手数料 3,254 4,273 5,059
代理人手数料 3,036 2,225 3,383
銀行カード手数料 1,629 2,292 2,255
コンサルタントおよびアドバイザ
リー報酬 161 872 2,581

その他
(1) 894 1,009 868

合計 8,974 10,671 14,146
支払報酬および手数料 (133) (255) (453)

受取報酬および手数料純額 8,841 10,416 13,693
      
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　電子バンキングサービス手数料、保管報酬、保証およびコミットメント手数料ならびにその他の報酬および手数料収入を含

む。

 

　2009年、2008年および2007年に当行の県域銀行業務の受取報酬および手数料純額に影響を与えた一般的な要因につ
いては、当行の全体業務の受取報酬および手数料純額に影響を与えた一般的な要因と特別な相違はみられなかった。
「第二部-第３-７-（１）財務情報-2007年12月31日、2008年12月31日および2009年12月31日に終了した各事業年度
の経営成績-受取報酬および手数料純額」を参照のこと。

 

営業費用

　以下の表は、表示期間における当行の県域銀行業務による営業費用の主要な構成要素を示したものである。

 （単位：百万人民元）
 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

人件費 14,762 24,864 25,132
一般営業管理費 7,914 11,175 13,673
減価償却費および償却費 2,969 4,897 3,978
営業税および付加税 3,329 3,976 3,832
その他費用 1,670 845 277

　合計 30,644 45,757 46,892
      

 

　2009年の当行の県域銀行業務による営業費用は469億人民元で、2008年の458億人民元から2.5％増加しており、2008
年には2007年の306億人民元から49.3％増加した。かかる増加は主に(ⅰ)当行の県域銀行業務の全体的な成長による
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当行の一般管理費および人件費の増加ならびに(ⅱ)2008年の年金数理上の仮定の変更に伴う補足的退職給付および
早期退職給付の増加によるものである。2009年、2008年および2007年の当行の県域銀行業務の経費率（営業税および
付加税を除く。）はそれぞれ50.44％、58.01％および57.23％であり、当行の業務全体の2009年、2008年および2007年
における経費率43.37％、45.30％および34.60％よりも高かった。当行の県域銀行業務の経費率（営業税および付加
税を除く。）が比較的高いのは、県域に所在する大部分の本支店機構の収益が、都市部の本支店機構に比べ平均的に
低いことに起因する。

 

減損損失引当金繰入額

　2009年の当行の県域銀行業務の資産に係る減損損失引当金繰入額は175億人民元で、2008年の128億人民元から
36.7％増加している。かかる増加は主に(ⅰ)当行の県域銀行業務の貸出金ポートフォリオの増加および(ⅱ)マクロ
経済の状況が不透明である中、当行がより慎重に引当てを行うようになった結果として当行の県域銀行業務の顧客
への貸出金に係る減損損失引当金繰入額が増加したことによる。2009年12月31日現在の当行の県域銀行業務の不良
債権に対する引当率は98.26％で、2008年12月31日現在の58.25％から増加している。2008年の当行の県域銀行業務の
資産に係る減損損失引当金繰入額は128億人民元で、2007年の76億人民元から67.7％増加している。かかる増加は主
に世界経済危機の影響、マクロ経済におけるマイナス成長および2008年の四川大地震を反映して貸出金の提供が増
加したことによるものである。

 

主要業績指標

　以下の表は、表示日現在および表示期間における当行の県域銀行業務の主要業績指標を示したものである。

 12月31日現在および12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

平均総資産利益率
(1)

N/A 0.57％  0.62％
営業収益のうち受取報酬および手数
料純額率 18.52％  14.46％  16.04％

経費率
(2)

57.23％  58.01％  50.44％
預貸率 50.81％  33.10％  39.33％

不良債権比率
(3)

31.91％  5.51％  3.69％

不良債権に対する引当率
(4)
 94.97％  58.25％  98.26％

貸出金総額に対する引当率
(5)
 30.31％  3.21％  3.63％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　当期純利益が当期首および当期末現在の平均総資産残高に占める割合をいう。当期純利益は、税引前当期純利益に1と当行の

実効法人所得税率の差を乗じた積を表す。平均総資産残高率は当期首および当期末の平均残高を表す。

(2)　営業費用合計（営業税および付加税を除く。）を営業収益で除して算出される。

(3)　不良債権である顧客貸出金を顧客貸出金総額で除して算出される。

(4)　顧客貸出金総額に係る減損損失引当金を不良債権である顧客貸出金の合計で除して算出される。

(5)　顧客貸出金総額に係る減損損失引当金を顧客貸出金総額で除して算出される。

 

　　次へ
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　(c)　発起人との関係および関連当事者間取引

概要

当行は、2009年1月、当行の組織再編の一環として、完全国有の商業銀行からMOFおよび匯金公司を発起人とする株
式有限会社に移行した。最近日現在、MOFおよび匯金公司は、各々、当行の発行済株式総数の約48.15％を保有してい
た。Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの直後に、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファ
リングのいずれについてもオーバーアロットメント・オプションが行使されない場合には、MOFは当行の登録資本の
約40.20％を保有することになり、匯金公司は当行の登録資本の約40.93％を保有することになる。

 

MOFとの関係

当行の発起人2名のうちMOFは、国務院に属する行政機関であり、主にマクロ経済の管理、国の財政収支および課税
政策に関する事項を所轄する。

 

匯金公司との関係

当行の発起人2名のうち匯金公司は、中国中央政府に最終的に保有される完全国有の有限責任会社であり、政府か
ら主要な中国の金融機関の株式に投資しこれを保有することを委託されている。匯金公司は、中国政府に代わり、当
行、中国工商銀行、中国建設銀行および中国銀行を含む複数の金融機関への投資家として権利を行使しかつ義務を負
い、また、国有金融機関の改革に関する中国政府の方針を実行する。匯金公司はいかなる商業活動にも従事していな
い。

匯金公司は、以下の事項を当行に約束している。

(1)　匯金公司は、当行の株式の保有を継続する限り、または中国もしくは当行の株式が上場されている地域の法律
もしくは上場規則に基づき支配株主もしくは支配株主の関連当事者であるとみなされる限り、当行と競合す
る商業銀行活動に従事または参加しない。匯金公司が、中国内外において、当行と競合する商業銀行活動また
は当行と競合する商業銀行活動に発展する活動に従事または参加した場合、匯金公司は、かかる当行と競合
する商業銀行活動への参加、かかる商業銀行活動の運営またはかかる商業銀行活動への従事を直ちに中止す
る。

(2)　匯金公司が、商業銀行活動を直接的に行うための政府の認可、承認もしくは許可証を取得した場合、または商
業銀行活動を行うためのその他の機会を得た場合、匯金公司は、かかる認可、承認または許可証を直ちに放棄
し、またいかなる商業銀行活動も行わない。

(3)　上記(1)および(2)の約束にかかわらず、匯金公司は、金融機関に投資するために中国政府によって設立された
国有の投資機関として、その他の企業への投資（自らが完全所有する企業、ジョイント・ベンチャー、契約上
のジョイント・ベンチャーまたはかかる企業の株式もしくはその他の持分の直接的もしくは間接的保有を
含むが、これらに限られない。）を通じて、中国内外において、当行と競合する商業銀行活動を行うかまたは
これに参加する可能性がある。

(4)　匯金公司は、金融機関に投資するために中国政府によって設立された国有の投資機関として、商業銀行への投
資を公平に取り扱い、いかなる商業銀行に対しても、商業銀行活動を行うための政府の認可、承認もしくは許
可証または実際のもしくは潜在的な事業機会を与えることはなく、また、当行の株主としての地位またはか
かる地位によって得られた情報を、当行に対抗するか、または他の商業銀行の利益のための決定または判断
のために利用せず、また、かかる状況の発生を防ぐ。匯金公司は、あたかも当行が商業銀行として唯一の投資
対象であるかのごとく、当行にとって最大の利益となるようその株主としての権利を行使すると共に、当行
の株主および当行の利益を最大化するため、その他の商業銀行への投資に影響されない商業判断を下す。

 

関連当事者間取引

上場規則第14章Aに基づき、当行のＨ株式の上場後、当行が当行の関連当事者（上場規則に定義される。）との間で
行う取引は関連当事者間取引に該当する。かかる取引は、上場日後も継続するため、上場規則に規定される継続的な
関連当事者間取引に該当する。

 

適用除外を受ける継続的な関連当事者間取引

以下は、当行ならびに一定の取締役、監査役、大株主および／またはこれらの者の各関係者との間の様々な関連当
事者間取引の詳細を述べたものである。これらの取引は当行の通常業務において一般的な取引条件により行われて
おり、上場規則に規定される報告、年次検査、開示および独立株主からの承認取得の要件は適用されない。

 

通常業務において提供する商業銀行業務のサービスおよび商品
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当行は、通常業務において商業銀行業務のサービスおよび商品を顧客に対して提供している。かかるサービスおよ
び商品には預金の受入れが含まれる。当行に預金の預入れを行う顧客には、当行および当行の子会社の大株主、取締
役、監査役、総裁および最高経営責任者ならびに当行のＨ株式の上場日に先立つ12ヶ月以内に当行および当行の子会
社の取締役であった者ならびにこれらの者の各関係者が含まれる。上記の各々の者は、上場規則第14章Aに規定され
る当行の関連当事者に該当する。当行は、これらの関連当事者は、当行のＨ株式上場後も預金の預入れを継続すると
予想しており、これは上場規則第14章Aに規定される当行の継続的な関連当事者間取引に該当する。

当行の関連当事者による預金の預入れは、市場実勢レートを参照した一般的な取引条件で行われている。

当行から当行の関連当事者への商業銀行業務のサービスおよび商品の提供が、当行の通常業務において行われ、一
般的な取引条件で、かつ、独立した第三者（関連当事者でない当行のその他類似の立場にある従業員を含む。）に提
供される際の条件と同等またはこれよりも有利でない条件で行われる場合、かかる提供については、上場規則のルー
ル14A第65(4)項に基づき、継続的な関連当事者間取引の適用が除外される。すなわち、資金提供に関して上場発行会
社の資産が担保として差し出されていない場合に、上場発行会社のために一般的な取引条件（または上場発行会社
にとってより有利な条件）で行う上場発行会社への預金の預入れという形で関連当事者が行う資金提供には、上場
規則のルール14A第35項およびルール14A第45項ないしルール14A第48項に規定される報告、公示および独立株主から
の承認取得の要件は適用されない。

 

関連当事者に提供される貸出および信用枠

当行は、通常業務において、市場実勢レートを参照した一般的な取引条件で、顧客に対して貸出および信用枠（長
期貸出、短期貸出、消費者ローン、クレジットカードの貸越し、抵当、保証、第三者ローンに対する保証、コンフォート
・レターおよび証券割引の提供を含む。）を提供している。上記の銀行業務の商品およびサービスを利用する顧客に
は、当行および当行の子会社の大株主、取締役、監査役、総裁および最高経営責任者ならびに当行のＨ株式の上場日に
先立つ12ヶ月以内に当行および当行の子会社の取締役であった者ならびにこれらの者の各関係者が含まれる。上記
の各々の者は、上場規則第14章Aに規定される当行の関連当事者に該当する。当行は、上記の当行の関連当事者への銀
行業務の商品およびサービスの提供を、グローバル・オファリング後も継続する予定であり、これは、上場規則第14
章Aに規定される当行の継続的な関連当事者間取引に該当する。

上記の当行から当行の関連当事者に対する銀行業務の商品およびサービスの提供は、市場実勢レートを参照した
一般的な取引条件で行われている。

上記の当行から当行の関連当事者への銀行業務の商品およびサービスの提供が、当行の通常業務において行われ、
一般的な取引条件で、かつ、独立した第三者（関連当事者でない当行のその他類似の立場にある従業員を含む。）に
提供される際の条件と同等またはこれよりも有利でない条件で行われる場合、かかる提供については、上場規則の
ルール14A第65(1)項に基づき、継続的な関連当事者間取引の適用が除外される。すなわち、上場会社がその通常業務
において、関連当事者のために、一般的な取引条件で行う資金提供には、上場規則のルール14A第35項およびルール
14A第45項ないしルール14A第48項に規定されるすべての報告、公示および独立株主からの承認取得の要件は適用さ
れない。

 

クレディ・アグリコル-CIB（CA-CIB）との関連当事者間取引

アムンディ・アセットマネジメント（以下「CAアセットマネジメント」という。）は、当行の非完全子会社である
農銀匯理基金管理有限公司の33.33％の持分を保有している。上場規則に従い、CAアセットマネジメントは当行の1つ
の子会社の大株主であるため、CAアセットマネジメントおよびその関連会社は上場規則に規定される当行の関連当
事者である。

クレディ・アグリコルは、CAアセットマネジメントの75％の持分を、またフランスにおける発券銀行であるクレ
ディ・アグリコル-CIB（以下「CA-CIB」という。）の100％の持分をそれぞれ保有している。したがって、上場規則に
基づき、CA-CIBは、CAアセットマネジメントの関連会社でありかつ当行の関連当事者である。

当行は、通常業務において、一般的な取引条件で、CA-CIBと（単発取引か継続的な取引かを問わず）恒常的に様々
な取引を行っている。かかる取引は、各々、当行のＨ株式上場後に開始された場合または上場後も継続する場合、状況
により、上場規則のルール14A第13(1)項に規定される関連当事者間取引またはルール14A第14項に規定される継続的
な関連当事者間取引に該当する。

農銀匯理基金管理有限公司の総資産、総利益および総収益の金額は、2008年3月18日の設立以降この2年間におい
て、当行グループの総資産、総利益および総収益の5％をそれぞれ下回っている。したがって、当行とCA-CIBとの間の
関連当事者間取引には、上場規則のルール14A第33(4)項に規定される報告、年次検査、公示および独立株主からの承
認取得の要件は適用されない。

 

　(d)　リスク管理

概要

当行は、リスク調整後収益および自己資本比率の適切な水準を達成するために、持続的成長および安定した資産価
値をもってリスクとリターンのバランスの達成を追求する、慎重なリスク管理戦略を採用している。

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

114/588



当行のリスク管理の目的は、以下の通りである。

・　当行の組織構造における当行の取締役会および幹部役員ならびにリスク管理担当者による当行のリスク管理
戦略の遵守および総合的なリスク管理の実施を保証する当行のコーポレート・ガバナンスおよびリスク管理
の継続的な強化

・　総合的で、独立性を有し、垂直的に統合されたリスク管理組織の枠組みの設置および明確に規定された責任分
担を有するリスク管理組織構造の開発

・　当行のリスク管理機能が当行の事業分野、商品および人員のすべてを網羅するよう保証する強固なリスク方針
および手続の実施

・　リスクを正確に認識し、測定するための先進的なリスク管理の手段および手法の開発および適用ならびに当行
の組織構造の多様なレベルにわたる迅速な情報通信の保証

・　継続的な経営強化、リスク管理方針および経営説明責任の周到な実施ならびに銀行全体の徹底した従業員教育
を通じた健全なリスク管理文化の醸成

 

最近のリスク管理施策

1996年以前は、当行は国有の専門銀行であり、当行のリスク管理能力は限定的なものであった。1990年代半ばから
後半にかけて、当行はより商業化された経営を開始し、当行のリスクをより積極的に管理するようになった。

2000年に、当行の既存の信用拡張承認手続に基づき、当行は貸出事前調査、与信承認ならびに融資事後管理に関す
る方針および手続の改善および標準化を行い、指定された与信承認委員会を設置した。2002年に、当行は当行の信用
業務の主要な基盤として、信用管理システム（CMS）を採用した。2005年には、当行は業種および地域の観点からの各
種の事業分野に即したリスク・エクスポージャーの測定、配分および管理を通じて当行の全体的なリスク構成を管
理する、経済資本管理手法を採用した。当行はまた、当行の支店および従業員の業績を評価するためのリスク管理指
標も採用した。

2007年には、当行は本店にリスク管理部を設置し、当行の集中化されたリスク管理戦略の実施を開始した。2009年
に、当行は総合的なリスク管理組織構造を構築した。当行は、リスク管理方針の策定および実施から監督機能を分離
する方針に従って、当行の取締役会およびその専門委員会、幹部役員およびその監督下にある専門委員会ならびにリ
スク管理責任を負う様々な部門のリスク管理責任およびその報告系統を規定している。

2007年以降、当行は当行の信用管理インフラを改善するために、多数の有効な手段を導入している。当行は、分化さ
れた信用管理を実施するため、方針ガイドライン、業種別および地区別信用ガイドラインならびに顧客リストに基づ
く管理システムにより構成される信用方針の枠組みを構築した。当行は、与信審査および承認システムを改善し、独
立与信承認責任者の役職を設置し、集中的な与信審査および承認ならびにオンライン業務プロセスを導入している。
さらに、当行はバーゼルⅡ実施のための計画を作成し、当行の内部格付インフラを構築し、市場リスク管理のための
内部モデルおよびオペレーショナル・リスク管理のための先進的測定手法の開発を開始している。

2009年に、当行は、総合的なリスク管理を導入するための措置を開発し、その実行に着手した。当行は、リスク管理
部門の独立性および説明責任を強化し、当行の第二級支店および準支店においてリスク責任者およびリスク管理者
をそれぞれ任命した。当行は、信用管理システム（CMS）を改善し、法人向け貸出に関し12段階の貸出金区分制度を実
施し、一連のリスク・エクスポージャー・リミットを導入し、定量的手法のリスク管理への適用を拡大することによ
り、当行のリスク管理手法およびシステムをさらに改善した。また、当行は、過去の内部データに基づき経済資本管理
を改善し、その範囲を信用リスク管理から市場リスクおよびオペレーショナル・リスクの管理へと拡大し、さらに、
国内支店から海外支店へと拡大した。

当行は、上記のリスク管理の戦略および施策の実施は、経営枠組みの強化、リスク管理能力の向上および周到なリ
スク管理のカルチャーをもたらすと確信している。

 

リスク管理構造

下図は、当行のリスク管理構造を示したものである。
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取締役会および取締役会の委員会

当行取締役会は、リスク管理に関し最終的な責任を負う。取締役会は、取締役会直轄のリスク管理委員会および監
査委員会を通じてリスク管理の職責を遂行する。

取締役会直轄のリスク管理委員会は、主として、リスク管理に係る戦略、方針および手続の見直し、リスク管理およ
び内部統制に向けた取組みの分析、リスク管理および内部統制部門の組織の枠組み、業務手続および有効性の評価な
らびにこれらに従った当行取締役会に対する適切な提言に関する責任を負う。

取締役会直轄の監査委員会は、主として、当行の内部統制機能の監視、重要な会計方針の実施についての監督、内部
監査業務および外部監査人の監督および評価、年次監査報告書および年次財務書類の見直しならびにこれらに従っ
た当行取締役会に対する適切な提言に関する責任を負う。

当行取締役会ならびに取締役会直轄のリスク管理委員会および監査委員会のそれぞれの責任の詳細については、
「第二部-第１-１-（２）提出会社の定款等に規定する制度」および「第二部-第５-５-（１）コーポレート・ガバ
ナンスの状況-コーポレート・ガバナンスおよび内部統制-コーポレート・ガバナンス-取締役会直轄の委員会」を
参照のこと。

 

幹部役員および特別委員会

当行の幹部役員は、リスク管理の執行における最高レベルの権限を有する役員である。
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総裁

当行総裁は、事業運営に関連するリスクの管理を行い、リスク管理の方針および手続の策定のほか、経済資本の分
配について決定し、当行の全体的なリスク管理業務について当行取締役会への提言および報告を行う。当行総裁はま
た、当行取締役会により決定されたリスク管理に係る戦略、計画、方針およびシステムの実施に関する責任も負う。

 

幹部役員直轄の特別委員会

当行はリスク管理委員会、与信承認委員会、資産処分承認委員会ならびに資産および負債管理委員会という4つの
幹部役員直轄の特別委員会を有しており、それらは多様なリスク管理に関する課題の整理、調整および見直しに関す
る責任を負う。

・　リスク管理委員会　リスク管理委員会は、信用リスク管理委員会、市場リスク管理委員会およびオペレーショナ
ル・リスク管理委員会の3つの専門的な直轄の委員会を有している。リスク管理委員会は、当行の銀行全体の
リスク構成の分析および評価、当行の銀行全体のリスク管理計画およびリスク・エクスポージャー・リミッ
トの見直しおよび策定、当行のリスク管理措置の決定および調整、信用リスク、市場リスクおよびオペレー
ショナル・リスク管理に関する方針、手続および手段ならびに重要なリスク管理施策の実施の見直し、調整お
よび監督ならびに当行の銀行全体のリスク管理の取組みの指揮に関して責任を負う。

・　与信承認委員会　与信承認委員会は、一定額を超える与信および高度に複雑な与信の申請の審査に関し責任を
負う。与信承認委員会はまた、特別承認および特別与信拡張ならびにその他の一定の信用リスク管理業務の審
査を行う。与信承認委員会はまた、顧客信用格付を監督する。

・　資産処分承認委員会　資産処分承認委員会は、当行の一定額を超える不良債権および減損したその他の資産の
処分、償却、ローンの再編成、利息の免除および差押資産の担保権の実行を審査する。

・　資産および負債管理委員会　資産および負債管理委員会は、当行の貸借対照表の管理および資本管理に関する
戦略の策定に関し責任を負う。資産および負債管理委員会は、中長期の事業計画および年間事業計画を検討
し、また当行の事業運営の定期的な調査を実施する。資産および負債管理委員会はまた、当行の流動性リスク
管理における意思決定機関である。

 

最高リスク責任者

最高リスク責任者の主要な責務は、リスク管理において当行総裁を補佐することである。現在、当行の最高リスク
責任者は宋先平氏である。

 

本店におけるリスク管理部門

リスク管理部

リスク管理部は、当行のリスク管理に係る戦略、方針および手続の策定および実施、当行によるバーゼルⅡの実施
に関連する調整ならびに適用ある規制上の要件を充たすリスク測定手法の開発を含む、当行全体のリスク管理の取
組みを調整し、リスク管理の職責を遂行する。リスク管理部はまた、顧客の信用格付、貸出金区分の監督、資産の減損
の調査、当行全体の経済資本の測定、主要なリスク指標および問題の監視ならびにリスクの報告の作成にも責任を負
う。また、リスク管理部はリスク・エクスポージャー・リミットの決定に関する調整、リスク・ポートフォリオ管理
計画の策定および当行のリスク・エクスポージャー・レベルの査定を行う。さらに、リスク管理部はすべての支店お
よび事業分野にわたるリスク管理機能の調整をも行っている。

 

信用管理部

信用管理部は主として、当行の信用リスク管理システムの構築および強化に関し責任を負う。信用管理部は、業種
別信用ガイドラインの開発、顧客承認基準の決定および顧客リストに基づく管理の組織および実施を行う。信用管理
部は、当行の方針および手続に従って与信拡張の見直しおよび承認を行い、取引相手方のリスクの評価を行う。信用
管理部はまた、信用リスクの認識、測定および軽減に係る能力を向上させるための信用管理システムの改善に関し責
任を負う。

 

与信管理部

与信管理部は主として、融資の実行に関するリスク管理に関し責任を負う。与信管理部は、貸出資金の支出および
融資事後管理の調整および監視、オンライン監視を通じて認識された重要なリスクの実地調査の実施ならびに当行
の与信審査および承認の担当者に対するコンプライアンス調査を実施する。

 

資産処分部
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資産処分部は、不良資産の処分に関する方針および手続の策定ならびに実施に向けた取組みの調整に関し責任を
負う。同部はまた、多額であるかまたは複数地域間にまたがる不良資産の処分についての実地調査の実施、特定の資
産処分プロジェクト実施の監視および多額の不良資産の帳簿管理を行う。資産処分部はまた、当行の資産維持の取組
みの調整ならびに不良資産の担保権実行および減価償却の管理を行う。

 

資産および負債管理部

資産および負債管理部は、流動性リスクならびに当行の銀行業帳簿から生じる為替リスクおよび金利リスクに関
するリスク管理に係る方針および手続の策定および実施に関し責任を負う。

 

金融市場部

金融市場部は、当行本店により決定されるリスク選好に従い、当行および顧客双方のために、当行の投資ポート
フォリオおよび取引ポートフォリオから生じる市場リスクを、それぞれの承認取引および市場リスク・エクスポー
ジャー・リミット内において管理する。

 

内部統制およびコンプライアンス部

内部統制およびコンプライアンス部は、リスク管理方針および手続の実施を監督および監視し、その不備を修正
し、さらに内部統制およびコンプライアンスに関する調査ならびに査定を実施する。同部は、コンプライアンス・リ
スクの管理、当行の業務手続ならびに新商品およびサービスの提供についてのコンプライアンス評価およびテスト
を行うと共に、権限付与の監視を行う。

 

業務管理部

業務管理部は、当行の銀行全体のバックオフィスに関するオペレーショナル・リスクの管理、業務管理に関する方
針および手続の策定および実施、オペレーショナル・リスク管理システムの設定および改善、様々な事業分野および
商品に係るバックオフィス手続の合理化ならびに集中化された管理を通じたオペレーショナル・リスクの抑制に関
し責任を負う。

 

法務部

法務部は、リスク方針の適法性および浸透の確保ならびに訴訟、契約に関わる紛争および知的財産紛争に関連する
リスクの管理を行う、当行全体の法務リスクの管理に責任を負う。

 

支店レベルおよび準支店レベルでのリスク管理構造

支店および準支店管理

当行支店または準支店の支店長は、各支店または準支店におけるリスク管理業務に関する主要責任者である。リス
ク管理を担当する副支店長は、リスク管理業務の計画および調整を行う。一方、当行の第二級支店および準支店にお
けるリスク管理はまた、より上位の支店により任命されたリスク責任者およびリスク管理者によりそれぞれ監督さ
れる。さらなる抑制と均衡のため、当行の監査室の地方支部が、支店レベルのリスク・エクスポージャーの定期的な
見直しを実施する。

 

支店レベルおよび準支店レベルのリスク管理委員会およびリスク管理部

当行は、第一級支店および第二級支店の管理下にリスク管理委員会を設置している。支店レベルのリスク管理委員
会は、それぞれの領域内のリスク・エクスポージャー・リミットおよびリスク・ポートフォリオの見直し、リスク管
理の目的および手続の導入に関する見直しおよび準備ならびにその権限の範囲内でのリスク管理上の問題の見直し
に関し責任を負う。支店レベルのリスク管理委員会は、全体的なリスク・エクスポージャーの定期的な分析および見
直しを行い、リスク管理機能を監督する。

当行は、当行の第一級支店に、総合的なリスク管理措置の方策ならびに多様なリスク管理の戦略および方針の実施
の監督について責任を有するリスク管理部を設置している。同部はまた、資産区分および減損テストの監督、リスク
・エクスポージャー・リミットおよびポートフォリオ管理計画の実施に関する策定および監督を行う。さらに、同部
はそれぞれの領域内のリスク管理者に対する研修の管理および計画を行い、その業績の評価を行う。これらのリスク
管理部はまた、関連する部門およびより下位の支店のリスク管理機能の調査、分析および評価も行う。

当行の第二級支店の信用管理部または準支店の幹部役員は、リスク管理の職責を負う。
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リスク責任者およびリスク管理者

当行は、比較的下位の支店および準支店におけるリスク管理の強化のためのリスク管理施策の一環として、第一級
支店が第二級支店のリスク責任者を選任し、また第二級支店が準支店のリスク管理者を選任するという試行プログ
ラムを開始している。リスク責任者およびリスク管理者は、配置された支店または準支店のリスク管理機能を監督し
評価する。リスク責任者およびリスク管理者は、自身を選任した支店の管理職に対し報告を行う。

 

信用リスク管理

信用リスクとは、支払期限到来時の債務者または相手方による債務不履行から生じる損失リスクである。当行は主
として、当行の貸出金ポートフォリオ、投資ポートフォリオ、保証およびその他の様々なオン・バランスシートおよ
びオフ・バランスシートの信用リスク・エクスポージャーによって、信用リスクにさらされている。

当行は、与信承認プロセスの合理化、銀行全体で標準化された承認および信用延長管理システムの設定、リスク・
エクスポージャーおよび融資先の集中の監視ならびに担保およびその他の取決めを利用した信用リスクの軽減を含
む多様な方法により、信用リスクを管理している。

当行は、信用リスク管理能力を向上させ、当行の信用資産構成を改善するために、バーゼルⅡの導入および業種別
信用ガイドラインや顧客リストに基づく管理の採用に備えて一層の尽力に努めた。当行の全体的な信用リスク管理
能力のさらなる強化のために、当行は既存のCMSを改善し、信用リスク報告制度を策定している。

 

法人向け貸出に関する信用リスク管理

信用ガイドライン

当行は、信用ガイドラインの制定と実行を重視し、貸出の増加と慎重なリスク管理を行うというカルチャーとの間
のバランスを取るべく努めている。当行は、信用業務手続を合理化し、当行の貸出金ポートフォリオの構成を調整し、
主要な地域、業種および顧客に対する貸出を優先的に行うため、信用ガイドラインを毎年策定している。

当行の業種別信用ガイドラインは、主として業種別顧客承認方針、承認方針および融資事後管理要件により構成さ
れている。当行は、中国政府の産業政策の変更、様々な業界の発展および既存の信用ガイドラインの全体的な有効性
といった数々の検討事項に基づき、信用ガイドラインの調整を行う。当行は、特に不動産、鉄鋼、石炭および繊維を含
む13の業種に関し、業種別信用ガイドラインを設定している。当行はまた、例として鉄鋼業界およびセメント業界を
含む9つの業種の顧客に関し、顧客リストに基づく信用管理システムの導入を開始しており、当行の貸出顧客を、支援
、維持、削減および終了という項目に分類している。当行は、特定の業種に対する信用エクスポージャーの合計値を調
整および制御し、業種の見通し、個別の業種の信用度の全体的な発展および規制の変更に応じて当行の貸出金ポート
フォリオの比率を改善するために、比較的エクスポージャーが大きく、より高いリスクを抱える業種に対し、定期的
に信用エクスポージャー・リミットを課し、推奨される与信制限を発表している。

当行は、中国政府のマクロ経済政策に基づき、当行の信用ガイドラインを積極的に調整している。例えば、2009年お
よび2010年に、中国政府は、不動産業界および鉄鋼業界に関し、一定の規制措置を施行した。「第二部-第３-４-
（１）リスク要因-当行の貸出金ポートフォリオに関連するリスク-当行がその貸出金ポートフォリオの質を効果的
に維持することができない場合、当行の財政状態および経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。」も参照のこ
と。これらの規制措置を踏まえて、当行は不動産業界および鉄鋼業界の借入人に対する信用供与についてより慎重な
立場から当行の信用ガイドラインを調整しており、2010年におけるこれらの業種に対する当行の貸出の増加につい
て目標限度額を設定した。当行はさらに、顧客承認基準をより明確化し、主要都市および優良顧客に対し当行の貸出
を優先的に行っている。他方で、鉄鋼業界における借入人に対しては与信承認を厳しくし、新規の与信拡張を当行の
重要な顧客に限定した。

政府の資金調達ビークルに対する貸出に際し、当行はその他の法人顧客に対する貸出と同様の審査、承認および監
視の基準を適用する。当行は、政府の資金調達ビークルに対する貸出の承認基準を明確に規定し、十分なキャッシュ
・フローおよび返済のための確実な資金源を有する政府出資計画ならびに省レベル、州都レベルおよび同等以上の
政府出資計画に注力している。当行の第一級支店は、各自の領域内における政府出資計画の顧客リストに基づく管理
を実行しており、都市レベルまたはこれ以下の地方自治体により出資される非商業計画の承認基準を決定している。
これらの計画のために、当行は、これらの計画における出資を、当行による融資の実行前か、または按分的に融資と同
時に実施することを要求している。都市レベル以下の地方自治体の金融会社に対する貸出は、土地または建物によっ
て完全に担保されなければならない。

下図は、当行の信用業務の基本的な手続を示したものである。
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顧客の申請および貸出事前審査

当行は、2名体制による調査および審査方針に基づき貸出事前審査を行う。貸出事前審査は、支店または準支店にお
いて、1名の審査担当者（通常、顧客部長が担当）および1名の副審査担当者（例えば、業務部長）により行われる。単
独の借入人に対する大口貸出ならびに中長期の貸出計画に関しては、上位の支店の法人向け銀行業務部の審査担当
者が独立して顧客審査を行う。利益相反を避けるために、当行は審査担当者に対し、当該審査担当者またはその審査
担当者の近親者が支配する企業に関連する与信審査への参加を回避することを義務付けている。当行は現地訪問お
よび状況調査の両方により、貸出事前調査および顧客情報の確認を行う。当行は顧客情報の確認のために、必要に応
じ、第三者である信用調査機関を利用している。

当行は、(ⅰ)申請者のコンプライアンス履歴、株主、経営陣、業種、成長見込みおよび事業等の基本的な情報の収集、
(ⅱ)貸出手取金の使途および返済の資金源の分析、(ⅲ)申請者の財務諸表、キャッシュ・フローの調査および収集さ
れた財務情報が申請者の財務状況を完全に反映していないと当行が判断した場合における、申請者からの追加情報
（納税証明書および公共料金の支払証明書等）の要求、(ⅳ)申請者およびその経営陣の信頼性、貸出金の返済履歴な
らびに契約義務の履行能力の調査、(ⅴ)申請者により提供された担保および保証人により提供された保証の審査な
らびに(ⅵ)当行の信用方針に従った与信申請の審査のために、貸出事前審査を行う。貸出事前審査の完了に際し、審
査担当者は、当行の融資決定の主要な要素の一つである報告書を作成する。審査担当者および副審査担当者はその貸
出事前審査の結果に関し、共同で説明責任を負う。

 

顧客信用格付

当行は、10等級（AAA＋、AAA、AA＋、AA、A＋、A、B、C、Dおよび格付免除）の格付制度を有しており、顧客に対する信用
格付を、その事業規模、競争力、成長性、経営品質、キャッシュ・フロー純額、債務返済能力、収益性、当行の事業に対す
る寄与度、信用度およびその他の要因に基づき付与する。

原則として、当行は当行に対し未返済金があり、当行の貸出を保証するために担保を差し出したすべての顧客を定
期的に格付けしており、付与された信用格付は通常1年間のみ有効である。当行は新たな顧客に対し、かかる顧客へ融
資を行う前にも信用格付を付与する。顧客の返済能力または信用度に影響する重大な変更が生じた場合、当行は顧客
の格付の見直しを行う。顧客信用格付の結果は、当行の与信承認、貸出金区分、貸倒引当金の繰入れ、エクスポー
ジャー・リミットの管理、リスク報告および経済資本管理において活用されている。

 

担保評価

担保により保証される貸出金に関し、当行は、貸出の承認に先立ち、内部または外部の評価者による担保評価を
行っている。当行は、鑑定が外部の評価者によるものかまたは当行の従業員によるものかを問わず、当行内の評価者
からの評価価値の最終確認を要求している。担保により保証される貸出金は一般に、下記の担保の種類に基づいた
ローン資産価値比率の上限に従う。

担保の種類 ローン資産価値比率の上限

資産  
土地使用権および建物 70％
製造機器 一般的に使用される製造機器の場合　最高40％

専門的に使用される製造機器の場合　最高20％
棚卸資産 通常最高50％、最高限度70％
金融資産  
国債および金融機関債券 当行の貸出金と同通貨の場合、担保の金額は貸出金額以上でなければな

らない。
異なる通貨の場合　最高90％

社債 国内上場企業の社債の場合　最高80％
その他の企業の社債の場合　最高50％

倉庫証券 為替本位制倉庫証券の場合　最高85％
その他の倉庫証券の場合　最高70％

 

当行は通常、担保の定期的な再評価を必要とする。第三者保証人に関し、当行は適切な保証金額を決定するために、
保証人の財政状態、信用履歴および債務返済能力を査定する。

 

与信審査および承認

当行の法人向け貸出に関する与信承認業務は、主として承認の権限を持つ担当責任者、与信審査および承認セン
ターならびに与信承認委員会によって行われる。

・　承認の権限を持つ担当責任者　権限を持つ担当責任者とは、当行本店において与信承認を担当する総裁および
副総裁ならびに支店レベルでは、各支店において与信承認を担当する支店長および副支店長（支店長補佐を
含む。）ならびに与信を承認する権限を持つ独立した与信承認担当責任者である。独立した与信承認担当責任
者は、その独立した調査、審査および評価に基づき、貸出の承認決定を行う権限を付与されている。支店レベル
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での独立与信承認担当責任者は通常、かかる担当責任者を任命した支店により、同一の支店またはそれよりも
上位の支店の与信承認担当責任者が務める。同一の支店により任命された独立与信承認担当責任者は、自身の
支店に報告を行い、支店長から承認の権限を付与されるが、上位の支店により任命された独立与信承認担当責
任者は、自身を任命した上位の支店に報告を行い、かかる上位の支店の支店長から承認の権限を付与される。
独立与信承認担当責任者は、その特定専門分野に基づいて貸出を承認し、必要に応じて、法人向け銀行業務、個
人向け銀行業務および県域銀行業務といった異なる事業分野に注力するグループにそれぞれ分かれる。

・　与信審査および承認センター　当行は、当行本店および支店に与信審査および承認センターを設立している。各
独立承認担当責任者の承認限度額を超えた貸出の承認は、与信審査および承認センターの承認のために提出
される。

・　与信承認委員会　当行は、当行の本店および支店に与信承認委員会を設置している。与信承認委員会は、委員長、
経営陣、信用リスク部門のメンバー、専門家メンバーおよび独立与信承認担当責任者により構成される。本店
の与信承認委員会は、元本が特定の金額を超えた固定資産貸出、信用限度額の承認その他に関する申請の審査
を行う。委員会は現在、専門家4名、独立与信承認担当責任者1名および当行本店から委員会の議長を務める副
総裁1名を含む、11人で構成される。県域に所在する準支店は通常、与信承認委員会を持たない。上位の支店に
より指名された与信承認担当責任者が、準支店を通じてなされた与信申請の審査および承認に関して主たる
責任を有している。

 

顧客信用限度額の承認

当行は、顧客の信用格付、純資産、キャッシュ・フロー、提供された担保および融資の必要性の総合的な分析に基づ
き、顧客の信用限度額を決定する。当行の様々なレベルの支店は、当行の顧客セグメント別管理システムに従い、特定
の承認限度額内の与信限度枠の申請を承認することができる。顧客の信用限度額は通常1年間以上の有効期間を有す
ることはなく、毎年見直される。与信申請が顧客の与信限度枠の範囲内であっても、与信を行う支店は、その承認限度
額に準じ、義務付けられた与信審査および承認手続を行わなければならない。与信を行う支店の承認限度額を超える
信用限度額の承認は、必要な権限を持つ上位の支店または必要に応じ当行本店に提出されなければならない。

信用報告、審査および承認の全体的なプロセスは自動化されており、CMSにより管理されている。かかるシステム
は、当行の承認役員の承認レベルを自動的に制御している。与信申請が承認された場合、当行の法務部が、当行の与信
拡張業務のための非標準的な形式および通信による契約書ならびにその他の書類を審査する。

当行は、グループ融資先に対する与信拡張を連結ベースで管理するよう努めている。当行の与信管理部は、グルー
プ顧客に対する与信の審査、承認および割当てに関し責任を負っている。

 

融資および融資事後管理

当行は、当行の与信管理部による融資実行に関連する基準の審査の完了後に融資を行う。当行の業務部および与信
管理部は、融資事後管理に責任を有する。当行の融資事後管理は、資金勘定の監視、実地調査、借入人の監視、担保およ
び保証人の監視、リスク警告および管理、信用資産リスクの分類、記録管理ならびに貸出の回収を含む。

 

貸出金交付の管理

与信契約に調印する前に、融資の組成を担当する支店の業務部は、融資の実行および資金の引出しに関する契約に
規定された前提条件を充たしていることを確認する義務を負う。当行は、融資実行の条件および融資の利用ならびに
融資契約、担保設定契約および他の融資実行手続との整合性を審査するために、当行の第一級支店および第二級支店
ならびに当行の与信管理部において融資審査担当者を指名している。

 

融資事後監視

当行は、融資の事後段階において、初期的および継続的な監視を行っている。当行は通常、プロジェクト・ローン、
新規顧客に対する与信限度枠の設定および既存の顧客に対する与信限度枠の増加の場合には、融資の実行から15日
以内に最初の監視を行う。当行の定期的な融資事後監視は、新規顧客であるかまたは既存の顧客であるか、当行の事
業に対する顧客の重要性、その信用格付および融資商品によって異なる。当行は融資事後監視の実施に関し、以下を
含む様々な方法を用いている。

・　各融資に関し専任の専門家を任命すること。

・　借入人のキャッシュ・フローを監視すること。

・　担保を調査するための定期的な現地訪問を行うこと。

・　IT基盤を通じて早期に警告を発すること。

・　借入人に対し支払日および満期日を積極的に通知すること。

・　借入人を定期的に訪問すること。
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・　延滞顧客に対する貸出エクスポージャーを打ち切ること。

 

リスク警告

当行は、当行のすべてのレベルの支店および準支店においてリスク警告のメカニズムを策定している。顧客の口座
情報、財務報告書、サプライヤーおよび顧客の情報ならびに業種の方針およびマクロ経済政策を監視することによ
り、迅速にリスクを発見し、軽減することを目標としている。

顧客部長および指名されたリスク管理担当者は、リスク警告を受領した後適時に、各部門の部長に対し報告する義
務を負う。関連する顧客の口座を管理している支店の業務部、信用管理部およびその他のリスク管理責任を負う者
は、次にリスク軽減策を考案することが義務付けられている。各支店長からの承認後、支店に関与する事業部門は、リ
スク軽減措置の実施を開始することが義務付けられている。融資の組成を担当した支店が、顧客の口座を管理する支
店より上位である場合、かかる下位の支店は融資の組成を担当した支店の信用管理部に対し解決策を報告する義務
を負っており、かかる信用管理部はその実施を監督する。

 

貸出金区分

当行は、借入人の返済能力および履歴、返済義務を履行する意思、融資されたプロジェクトおよび提供された担保
の収益性といった様々な要因の総合的な評価を含む、当行の5段階の貸出金区分基準に従って貸出金を分類してい
る。当行の5段階の貸出金区分基準の詳細については、「第二部-第３-７-（２）資産および負債-資産-当行の貸出金
ポートフォリオの資産の質-貸出金区分基準」を参考のこと。

当行の指名した貸出金区分担当責任者は、割り当てられた区分とかかる区分の基準との間に不一致がある場合、規
定された手続に従って、貸出金に割り当てられた当該区分を調整することができる。貸出金の区分は、リスク状況の
変化が認識されたときに適時に調整される。当行はリスク管理のみを目的として、法人向け貸出金を分類するため
に、5段階の貸出金区分制度を精密化した12段階の区分制度を採用している。かかる貸出金の分類は、最低でも四半期
ごとに行われる。

以下の表は、当行の12段階の貸出金区分制度を示したものである。

正常先 要注意先 破綻懸念先 実質破綻先 破綻先

正常先
1

正常先
2

正常先
3

正常先
4

要注意先
1

要注意先
2

要注意先
3

破綻
懸念先
1

破綻
懸念先
2

実質
破綻先
1

実質
破綻先
2

破綻先

 

当行は、かかる貸出金区分制度を通じて、借入企業の債務不履行リスクおよび貸出から生じる取引リスクを分析
し、予想される減損を検討し、定量的要因および定性的要因の双方を基準として、法人向け貸出金の区分を決定する。
借入人の債務不履行リスクの分析に際し、当行は借入人の信用格付ならびに借入人の業種、業務、経営陣および貸出
の返済意思に関するリスク要因を検討する。貸出の取引リスクの分析に際し、担保の存在、有効性、妥当性および流動
性ならびに元利金支払いの超過期間の長さを検討する。かかる制度は、定量化された採点モデルを利用しており、貸
出金区分担当者は、これによって貸出金区分の結果を確認する。

当行の12段階の貸出金区分制度は、当行の資産価値変化の監視の強化、潜在的信用リスクの検出および当行の貸出
金ポートフォリオのより効率的な融資事後管理の実行を可能にするよう設計されている。当行は、かかる制度は当行
のローン監視機能の強化に寄与し、当行の信用管理を全体的に向上させたと考えている。

当行は、CBRCの規則により中小企業に分類される当行の県域内の特定の法人顧客に対する貸出金に関しては、5段
階の区分制度を採用している。

 

潜在的リスク顧客に係る取引の打切り

当行は、借入人ポートフォリオを最適化し、潜在的なリスクの実現化を防ぐために、終了管理制度を設定している。
潜在的リスク顧客とは、近い将来そのローン返済に悪影響を与える可能性のある、その事業状況または財政状況に不
利な変化が現在起きている、または今後起きると予想される顧客を指す。これらの顧客に関し、当行は契約上の期限
に先立ち貸出金の返済を要求するか、またはその与信限度枠を引き下げることができる。

当行は、その貸出が当初「正常先」または「要注意先」に分類されている顧客の潜在リスクの識別を行うる。当行
本店は、マクロ経済状況、業界の方針および当行の事業戦略に従い、適時に潜在的リスク顧客を特定するための変数
および指標を調整する。当行の支店および準支店は顧客の年間終了計画を作成し、取引を打ち切る顧客のリストを編
集する。

 

不良債権管理

当行は、貸出金ポートフォリオに関連するリスクを軽減し、処理による回収を促進するため、不良債権を積極的に
管理している。当行は、継続的に不良債権処理の管理能力を継続的に向上させ、不良債権処分に関する当行の管理シ
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ステムを設定および改善している。当行は、顧客リストに基づく管理、ITシステムの改善および業績連動型の報酬と
いった様々な施策を導入している。

当行の資産処分部門は、当行の不良債権の管理に関し責任を負う。当行は、回収、担保権実行、法的手続または仲裁、
第三者代理人による回収、利息または元本の権利放棄、ローンの再編成および償却を含む様々な方法を通じて、当行
の不良債権の回収に努めている。

 

個人向け貸出に関する信用リスク管理

貸出事前審査

与信を行う支店が個人向け貸出申請書を受領すると、かかる支店の個人向け貸出の審査担当者は、関連するデータ
ベースの確認および申請者との面談により、貸出申請者の審査を行う。多額の申請または高いリスクを伴う申請に
は、通常、2名の個人向け貸出審査担当者が直接訪問を行う。担保による保証のある個人向け貸出に関しては、審査担
当者は担保の査定を義務付けられる。審査担当者による推薦状は個人向け貸出の担当責任者に提出され、かかる担当
責任者はこれを審査し、確認した後に適切な与信審査承認センターに結論および推薦状を提出する。

 

与信審査および承認

当行の与信審査および承認センターの指名されたチームは、申請書類一式の完全性および申請者のリスク状況の
評価に基づき、個人向け貸出申請書を審査する。かかるチームは、最終審査のために、承認機関の適切な担当者に対
し、その推薦状を提出する。多額の貸出または高いリスクを伴う貸出の申請は、与信承認委員会による審査および承
認ならびに権限を有する与信承認担当責任者による承認が義務付けられている。

 

融資および融資事後管理

与信申請の承認後、与信を行う支店は、前もって規定された融資の条件の充足、担保の登録および記録、融資契約の
締結ならびに借入人に対する貸出金の支払いを保証するために、指名された担当者を任命する。

当行の個人向け貸出の融資事後管理は、CMSのサブシステムである融資事後管理システムを通じ、与信を行う支店
の事業部門および当行の様々なレベルの支店のリスク管理部門の両方により行われる。当行は日々の融資事後監視、
融資事後視察（現地訪問）、口座の監視およびオンラインによる監視を通じて、個人向け貸出のリスクを監視してい
る。リスク警告が行われると、当行は関連するリスクの実現を防ぎまたはこれを軽減し、潜在的な損失を抑制するた
めに迅速な行動をとる。

CMSは、元利金の延滞日数ならびに提供された担保の書類に基づき、当行の個人向け貸出を自動的に5つの段階に分
類している。当行の事業部門およびリスク管理部は、貸出監視を通じて収集したデータに基づき、共同で分類を調整
することができる。

 

クレジットカード・リスク管理

当行は、以下の方法により当行のクレジットカード業務に起因するリスクを管理している。

・　入会準備段階でリスクを軽減するために、各クレジットカード顧客のリスク状況に基づき、信用限度額を設定
すること。

・　当行の戦略的分析能力を強化し、信用格付データのモデル化を開発し、当行のリスク管理方針の調整を継続す
ること。

・　クレジットカードの不正行為を発見しこれを防ぐために、リスク警告システムを導入すること。

・　リスクを監視しかつ同時に軽減する当行の能力を強化するために、当行のリスク監視システムを最適化するこ
と。

 

県域銀行業務に関する信用リスク管理

当行の県域銀行業務におけるリスク管理は、当行の銀行全体のリスク管理の枠組みに含まれ、当行の銀行全体での
リスク管理システムおよび手続に従う。これらの標準化された信用に係る方針および手続に加え、当行はまた、当行
の県域銀行業務に特化したリスク管理方針を実施している。

・　当行は当行本店に県域銀行業務の信用管理部を、またリスク管理部の下位に県域銀行業務のリスク管理セン
ターを設けている。当行は、第一級支店から第二級支店へのリスク責任者の選任および第二級支店から準支店
へのリスク管理者の選任を開始している。当行は県域の当行支店および準支店に二重報告制によるリスク管
理制度を策定している。

・　業績の評価を行うために、当行は、県域の当行支店および準支店に経済資本指標を適用することに注力してい
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る。当行は、かかる支店および準支店の業績を評価するための主要な指標の一つに、リスク調整後資本利益率
を加えている。

・　当行は、リスクとリターンのバランスを取るために、潜在的リスク・エクスポージャーに見合った適切な貸出
条件が採用される多経路リスク軽減構造を導入しているところである。例えば、リスク・エクスポージャーを
共有するために、当行は県域の信用保証会社と提携しており、さらに、県域の担保付貸出の弱点に対処するた
めに、森林所有担保貸出といった特定の商品を幅広く展開している。

・　当行は、リスクの規律に注力し、満期を過ぎた貸出について最大不良債権比率および最小回収比率を設定して
いる。準支店があらかじめ設定されたリスク制御目標を超えた場合または重要なリスク事象が生じた場合、当
行は是正の期限を課し、担当者の調査を行い、責任を取らせ、権限付与を一時停止することができる。

・　リスクと効率性の均衡のために、当行は、当行の県域内での信用リスク管理を強化する与信審査および承認セ
ンターを設置している。さらに当行は、当行のリスク管理の効率を向上させるため、遠隔地とのコミュニケー
ションを迅速にし、地方の情報源を活用するためのオンライン情報基盤を導入している。

・　当行は、県域銀行業務を内部審査および監査の焦点に据えている。当行は、農村世帯向け少額貸出の借入人の身
元情報および県域の準支店に派遣されている幹部役員の業績についての内部審査および監査を、現地および
遠隔の審査および監査を通じて強化している。

 

融資の組成および審査

当行全体のリスク管理戦略およびリスク選好に基づき、また当行の県域銀行業務の特徴を考慮して、当行は、以下
の措置の実施に注力している。

・　顧客の属性に関して、当行は、先進的な農業工業化企業およびその他の優良な法人顧客ならびに中高所得層の
個人顧客を重視している。

・　商品の販売に関して、当行は、農村のインフラ計画、都市化、県域における物流センターおよび県域における中
小企業に対する貸出を重視している。さらに当行は、当行の恵農カードを少額の農村世帯向け貸出を成長させ
るために活用している。

・　地理的には、当行は、各省の上位10以内の都市といった、地方経済が比較的発展した地域における事業開発に焦
点を当てている。

当行は、主に小規模企業、民間企業および農村世帯により構成される県域顧客基盤に対応した審査表システムの開
発および評価指標の策定を行っている。当行は県域顧客の評価システムの開発を概ね終了しており、評価システムの
正確性をさらに向上させる自動評価を実現することを予定している。

 

与信承認

当行は県域銀行業務のために考案された審査および承認方針の策定を行っている。上位の支店は、県域の本支店機
構に提出された貸出申請書の審査および承認を指揮させるため、県域銀行業務に精通した独立与信承認担当責任者
を任命している。当行は、集中化および効率化された審査および承認手続を確保するために、与信審査および承認セ
ンターを第二級支店に設置している。当行は、リスク制御に悪影響を及ぼすことなく審査および承認手続の全体的な
効率性を高めるために、さらに審査および承認の手続を改善し、オンラインによる審査および承認を促進する。

当行は、連帯世帯保証、「会社＋農家」の保証および農業組合による保証といった、多様な形式の担保を設計して
いる。さらに当行は、融資の実行と保険商品の提供を一体化させる（これは当行のリスク・エクスポージャーを減少
させるために考案された。）ために、保険会社との連携をより強化している。

当行は、リスク管理に悪影響を及ぼすことなく、当行の県域銀行業務における与信承認手続の合理化および関連す
るコストの削減を行うことを目指している。例えば、県域内の中小企業顧客に関し、当行は信用格付、承認および貸出
金交付を一つの手続に集約している。

 

貸出金区分および監視

貸出金区分に関する当行全体の方針および手続は、当行の県域銀行業務に適用される。当行は、マニュアル検査に
より補完される、個人向け貸出金に関する自動化された貸出金区分制度を開発している。当行は、当行の県域銀行顧
客の返済能力に対する自然災害の影響といった要因を考慮し、当行の農村世帯向け貸出金および農業関連ビジネス
向け貸出金の貸出金区分基準を改善することを追求し、貸出金の元利金の延滞日数に正確に基づく厳密な貸出金区
分基準を採用している。

当行は、県域貸出業務におけるリスク状況の監視を行い、当行の方針および手続の不履行を特定し、警告を行い、ま
た適時に予防および是正の手段を講じるために、県域貸出に関するオンライン監視およびリスク警告システムを設
定している。

 

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

124/588



融資事後管理

当行は県域における融資事後審査および債務不履行顧客の管理を、都市部の顧客に対する方法と実質上同じ方法
で行っている。当行は、借入人の事業の基礎および財政状態（特にキャッシュ・フロー）を重視し、信用管理システ
ム（CMS）を通じて当行の県域銀行業務の融資事後監視および追跡を行っている。当行はまた、借入人の実際の経営
状態および基礎をより一層理解するために、納税証明書および公共料金の支払証明書等の非財務の情報についても
確認を行う。例えば、当行は恵農カードの取引履歴サンプリング検査を通じて、農村世帯向け貸出を審査する。

 

財務活動に関する信用リスク管理

当行の財務活動は、国債、政府債券、金融機関債券、社債、コマーシャル・ペーパー、ミディアム・ターム・ノートお
よび資産担保証券に対する投資を含む。当行は、財務活動に関する信用リスク管理を、主として相手方に対する与信
限度枠の管理を通じて行っている。当行は国内および海外の金融機関に対し信用限度総額を付与し、様々な事業分野
に対し二次的な限度額を設定している。当行本店は、すべての金融機関に対するエクスポージャーの年間信用限度額
を審査し、当行本店における様々な部門ならびに国内および海外支店に対する承認限度額を決定し、動的なリスク分
類を行って取引相手方のリスクの変化に対応した調整を行う。

 

信用リスクに関する内部格付基準システム（IRBS）

当行は、当行の信用リスクを測定する能力を改善し、バーゼルⅡおよびCBRCの規制上の要件に従うために、2007年
に内部格付基準システムを導入した。当行は三段階の内部格付枠組みを展開しており、第一段階は非個人向け基礎内
部格付（FIRB）手法の採用、第二段階は個人向け先進的内部格付（AIRB）手法の採用および第三段階は非個人向け
先進的内部格付（AIRB）手法の採用である。当行は今日までに、内部格付プロジェクトの第一段階（非個人向けFIRB
手法）を完了し、第二段階（個人向けAIRB手法）に未だ取り組んでいる最中である。

 

信用リスク管理におけるIT

CMSは、信用事業運営のための当行の主要なIT基盤および信用リスク管理に関する主要な手段である。当行のCMSの
詳細については、「第二部-第２-３-（２）-(a) 事業-情報技術（IT）-情報システム」を参照のこと。

当行のCMSにより、当行は法人顧客および個人顧客の管理を統合することが可能である。CMSは、貸出、割引手形、引
受手形、信用状、保証状およびその他当行が提供する主要な信用商品を対象としている。CMSはまた、貸出申請、審査お
よび承認から、融資および融資事後管理まで、当行の信用管理プロセス全体のオンライン管理をサポートしている。
CMSは、定量的指標に基づいて自動的に顧客信用格付を行い、信用リスク分類の実施および資産価値の下落に関連す
る市場リスクの決定を行うことができる。当行のCMSは、迅速なデータ検索およびカスタマイズされた報告を可能に
する。当行はCMSを改善している過程にあるが、これによりシステムがさらに自動化され、当行の信用リスク管理能力
が向上することが見込まれる。

さらに、当行は新規顧客の格付モデルの開発を補うために、IRBSの開発を完了した。IRBSは2009年6月から運用され
ている。

2009年下半期に、当行は、信用リスク加重資産計算エンジンによりサポートされる、信用リスクデータベースを開
発するプロジェクトに着手した。当行はこのプロジェクトの完了により、信用リスク加重資産の計算のためのデータ
収集および処理ならびに法規制の遵守および内部統制目的の報告作成に関する当行の能力向上が図られると考えて
いる。

 

市場リスク管理

市場リスクは、為替レートおよび金利の変動ならびに市場リスク感応性のある商品に影響を与えるその他の市場
における変化から生じる。

当行は主として、貸借対照表上の資産および負債ならびにオフ・バランスシート・コミットメントおよび保証を
通じて市場リスクにさらされている。当行の事業に影響を与える可能性のある主要な市場リスクは、金利リスクおよ
び為替リスクである。金利リスクは、法定金利または市場金利の不利な変化から生じる、銀行の収益または経済的価
値における損失のリスクを指す。為替リスクとは、当行が、当行の資産および負債の通貨の不整合または当行の外国
為替取引デリバティブのエクスポージャーから損失を被る可能性があることを指す。

当行の市場リスク管理は、市場リスクの認識、測定、監視および制御の全過程を対象としており、当行の明確なリス
ク許容度の範囲内で当行の収益を最大化することを目標としている。当行は主として、エクスポージャー制限の管
理、承認管理および相手方の信用延長管理を通じて市場リスク管理を行っている。エクスポージャー制限管理とは、
当行の本店、支店および海外業務が直面している市場リスクの水準を制御することを指す。当行本店のリスク管理部
は、取締役会の承認に基づき、当行の各種の事業部門についてエクスポージャー制限の承認を行う。エクスポー
ジャー制限には、義務的制限と推奨制限の2種類がある。義務的制限は、関連する事業または商品に関して当行が許容
できる市場リスク金額の上限を厳格に設定している。一方、推奨制限は市場リスクに対する比較的柔軟な制限を規定
しており、むしろリスクについての指導および警告を与える目的を持つものである。推奨制限に違反した場合、当行
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は当行のリスク・エクスポージャーを制限するための措置を取る。義務的制限に違反した場合、市場リスクを負う業
務部は、エクスポージャー制限の超過が一時的なものであるとする正当な理由がないかまたはエクスポージャー制
限の超過が一時的なものであると保証される状況でない限り、改善措置を取ることが要求される。組織部門は、当行
本店のリスク管理部による検討の後、当行の幹部役員に対し状況を報告するための報告書において、かかる違反の理
由および状況を解決するために必要な時間を特定することが義務付けられている。当行本店の幹部役員による承認
がない場合、義務的制限に違反した部門は、制限を確実に回復させる適切な措置を取らなければならない。市場リス
ク制限には、エクスポージャー・リミットならびに損失、リスクおよびストレステストの制限等が含まれる。エクス
ポージャー・リミットは、取引合計額または取引純額に対する制限および当行の業務目標に関連する制限を含んで
いる。損失制限とは、資産ポートフォリオの時価評価における損失に対する制限を指す。リスク制限とは、市場リスク
を計測する指標に関し設定された制限を指す。ストレステスト制限とは、ストレス状況において発生した損失に関す
る制限を指す。

当行は、リスク管理部ならびに資産および負債管理部のリスク管理部門ならびに金融市場部門を通じて、市場リス
ク・エクスポージャー・リミットを厳密に監視している。義務的制限に関しては、早期の警告は制限の80％基準に達
した時点で発報され、推奨制限ではこの基準が90％となる。当行は取引管理システムにより、取引プロセス全体に関
するデータを監視および分析することができる。市場リスク報告書は、市場リスク分析報告書、市場リスク事象報告
書および市場リスク管理報告書により構成される。当行は当行の市場リスクを監視および軽減する能力をさらに向
上させるために、当行の市場リスクの監視および報告の方針および手続を、継続的に制度化および標準化することを
計画している。

当行は、銀行業帳簿および取引帳簿を区別している。当行の取引帳簿は、当行が取引またはヘッジ目的で保有する
金融商品およびポジションを対象としている。当行の銀行業帳簿は、取引帳簿に含まれない当行のオン・バランス
シートおよびオフ・バランスシートの資産および負債ならびにオフ・バランスシート・ポジションのすべてを対象
としている。

 

当行の銀行業帳簿に関する市場リスク管理

金利リスク管理

当行の銀行業帳簿における金利リスクは、主として、当行の金利感応度のある資産および負債の満期日または金利
更改日の不一致により生じる。かかる不一致の結果、当行の受取利息純額および経済的価値は金利の変動による影響
を受ける可能性がある。当行は現在、主として当行の資産および負債の構成を管理することによって、当行の銀行業
帳簿における金利リスクを管理している。金利リスク管理の一般的な戦略は、金利リスクを認識し、資産および負債
の金利更改を適時に行い、金利感応度のあるエクスポージャーの制御を行うことである。金利感応度および金利
ギャップを分析することで、当行はある時点における資産および負債の金利更改による特性について測定を行い、金
利の変化による潜在的な影響を評価する。かかる分析結果に基づき、当行は資産および負債の満期構造の調整ならび
に当行の銀行業帳簿の金利リスク・エクスポージャーの管理を改善する。

 

為替リスク管理

為替リスクは、当行の資産および負債における通貨の不一致から生じるリスクを意味する。当行は、エクスポー
ジャー・リミットの管理および当行の資産および負債の通貨構造の管理を通じて、為替変動の悪影響を、確実に許容
可能な範囲内に収めるよう努めている。

 

当行の取引帳簿に関する市場リスク管理

当行の取引帳簿から生じる市場リスクは主として、為替レートおよび金利の変化による取引帳簿上の当行の金融
商品の価値の変動によるものである。当行は、デュレーションおよびベーシスポイント・バリュー等の金利リスク感
応指標を使用しており、当行の取引口座の市場リスクの監視および当行の取引帳簿上の金融商品の金利リスク管理
の向上のため、分析的手法を使用している。さらに当行は、非取引に係る機能および責任から取引に係る機能および
責任を厳密に分離し、取引ポジションによる当行の方針の遵守を監視および確保している。さらに、当行の監査室は、
監督機関の要求および当行自身の方針に従い、取引帳簿管理に関する内部手続の実施に対し、定期的な監査を行って
いる。

 

流動性リスク管理

流動性リスクは、十分な資金を確保するためにポジションを適時に清算することができないか、または支払債務を
履行する際に十分な資金を適切な費用で取得することができないリスクを意味する。当行の流動性に影響を与える
要因には、資産および負債の期間の構造ならびに預金貸出率および法定預金準備率に関連する要件の変更等の銀行
の方針の変更を含む。当行は、主として当行の貸出、取引および投資活動の資金調達ならびに流動性ポジションの管
理において流動性リスクにさらされている。当行の流動性リスク管理の主な目的は、当行の支払義務の履行ならびに
貸出業務および投資業務における必要に際して、適時の資金提供を確実に可能にすることである。当行は、以下を含
む様々な手段を通じ、流動性管理の改善を目指している。
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・　安定した資金調達源の維持および当行の基礎となる預金の増加への注力

・　当行の市場努力の強化、預金総額の増加、流動性需要を満たす預金額の継続的な増加の確保および資本調達能
力の維持

・　資産の多様化および短期、中期または長期の資産の適切な比率の維持

 

オペレーショナル・リスク管理

オペレーショナル・リスクとは、人的な要因または情報システム関連の要因による内部統制手続の不備もしくは
不履行、または外部的事象から生じるリスクを意味する。当行が直面しているオペレーショナル・リスクには主とし
て、内部不正行為、外部不正行為のほか、資産の毀損、当行の業務運用またはITシステムへの障害ならびに取引の実
行、締結および過程に関連する問題が含まれる。2009年から、当行はオペレーショナル・リスクの認識、測定、報告お
よび制御に関する能力を強化するために、当行の業務運用プロセスの合理化および集中化のための施策を導入して
いる。当行はこれらの手段はオペレーショナル・リスク管理を強化すると考えている。

当行はオペレーショナル・リスクに対し、3つの防御系統を策定している。第1は業務部によるリスク管理である。
第2は当行のリスク管理部ならびに内部統制およびコンプライアンス部によるものである。当行のリスク管理部は、
幹部役員の指揮により、オペレーショナル・リスク管理戦略、方針および手続の実施、オペレーショナル・リスク管
理手段の開発および促進、オペレーショナル・リスクの監視および報告ならびに経済資本測定手段の展開に責任を
負う。当行の内部統制およびコンプライアンス部は、オペレーショナル・リスク管理方針ならびに適用ある法令の遵
守に係る監督および評価を行う。第3は当行の内部監査部門である。内部監査部門は、当行のオペレーショナル・リス
ク管理システムの監督および評価、当行のオペレーショナル・リスク管理方針および手続の適正さおよび有効性の
評価ならびに当行の内部統制システムおよびコンプライアンスの監督および査定に責任を負う。

当行は2008年から、信用業務、個人向け銀行業務、業務管理、電子バンキングおよび情報基盤を含む25分野の事業に
ついて、総合的な見直しを行っている。かかる見直しを通じて、当行はリスク要因およびリスク指標を特定し、オペ
レーショナル・リスクの認識プロセスを改良し、また主要なリスク分野の監視および査定に関する手続ならびに継
続的なリスク認識のための動的メカニズムの策定を行っている。

当行は、オペレーショナル・リスクの対象となり得る事業分野を特定し、当行の過去の経験に基づき潜在的リスク
要因と関連するリスク指標を定めるプロセス分析手法によってオペレーショナル・リスクを識別している。当行本
店および第一級支店は最低でも年に1回、総合的なオペレーショナル・リスク認識プロセスを実行し、当行の業務に
生じるリスク要因およびリスク指標を組織的に点検している。

当行は、オペレーショナル・リスクについてボトムアップ報告システムを策定している。オペレーショナル・リス
クが発生した時点で、県域レベル以上の当行支店は、当行のオペレーショナル・リスクの報告系統を通じてオペレー
ショナル・リスクを適時に報告することが義務付けられている。

 

コンプライアンス

コンプライアンス・リスクとは、潜在的な法的制裁、規制上の処罰、大幅な財政上の損失および評価の失墜をもた
らす可能性のある法律規定違反リスクを指す。コンプライアンスの管理は当行の重要なリスク管理活動のうちの一
つである。当行のコンプライアンス管理能力を強化するために、当行は、全体のコンプライアンス管理の枠組みを構
築しており、かかる枠組みの継続的な強化に取り組んでいる。

 

当行のコンプライアンス部門の組織構造

当行の内部統制およびコンプライアンス部は、コンプライアンス・リスク管理の取組みを統制している。同部門
は、コンプライアンス・リスクの認識、制御上の弱点および不備の追跡および分析、リスク・エクスポージャーの監
視および査定ならびに防御および是正措置の実施を含む、当行全体のコンプライアンス・リスク管理に関して責任
を負う。当行は内部統制およびコンプライアンス管理チームを、第一級支店および第二級支店に有しており、選抜さ
れた準支店のコンプライアンス担当マネージャーを任命する試行プログラムを導入している。かかる試行プログラ
ムにおいては、コンプライアンス担当マネージャーは、自身が勤務する準支店に対する報告は行わず、その代わり、自
身を任命した上位の支店の直接の監督下にあり、それぞれの上位の支店に直接報告を行う。

当行は、コンプライアンス報告メカニズムおよび当行の非コンプライアンス事故に関するデータベースの向上を
目指している。当行は従業員の不正行為に関する内部通報制度を設けている。従業員の深刻な不正行為については、
行為の発見から24時間以内に上位の支店を通じて当行の本店に報告される。また当行は、従業員の深刻な不正行為
を、CBRCに対して通報することが義務付けられている。当行の従業員のコンプライアンス意識を向上させるために、
当行はコンプライアンス事故を防ぐポイント・プログラムを採用している。さらに、当行は、事業および業務プロセ
スを説明し改善するための、総合的なコンプライアンス・マニュアルの編集に着手している。

 

マネーロンダリングの防止
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2002年、当行はマネーロンダリング防止管理を担当する運営グループを設置した。2003年、当行は本店にマネーロ
ンダリング防止部門を組織した。現在、内部統制およびコンプライアンス部は、当行全体のマネーロンダリング防止
に向けた取組みを指揮している。

当行では、マネーロンダリング防止方針を策定し、その改善を行っている。かかる方針では、マネーロンダリング防
止に係る義務および責任、業務手続ならびに当行の様々な部署および支店の権限が明確に定義されている。当行はマ
ネーロンダリング防止に関連するコンプライアンスの取組みに多額の投資を行っており、従業員のコンプライアン
スの意識およびスキルを強化するための定期的な教育を施している。当行はマネーロンダリング防止法令に基づく
報告義務の履行を徹底しており、マネーロンダリング防止調査を実施する規制当局および司法当局と協力している。
当行は顧客に対する精査を組織的に実施しており、適用法令に従い顧客情報および取引記録を収集している。当行
は、顧客確認手続および業務手続の標準化の実施、情報収集能力および大型取引および疑わしい取引の処理能力の向
上、これら取引に対する審査および報告の強化ならびに適時にリスク警告を行うマネーロンダリング防止の情報シ
ステムの機能の強化を通じて、マネーロンダリングへの対応能力ならびに当行全体のマネーロンダリング防止に係
る方針および手続へのコンプライアンスを継続的に向上させることを目標としている。

 

内部監査

当行は、垂直的な報告系統による内部監査機能を構築している。当行の内部監査室は当行の業務運用および管理、
事業活動ならびに財務実績の監査および評価を行っている。当行の内部監査室は取締役会に対し報告を行い、取締役
会直轄の監査委員会の検査、監督および評価を受ける。当行の監査室はまた、監査役会の監督下に置かれている。当行
の内部監査室は、当行本店の監査室およびその10の地方支部により構成される。監査室は、当行全体の内部監査につ
いて、その取組みの組成、管理および報告について責任を負う。地方支部は、監査室の直接の監督下において、それぞ
れ担当分野における監査を行い、監査室に報告する。

下図は、当行の内部監査機能の組織構造を示したものである。

 

当行の内部監査は、当行の業務運用および管理を改善するため、コンプライアンスの促進ならびに適用法令の実施
を促進し、リスク管理、内部統制およびコーポレート・ガバナンスを調査し、当行のリスク・エクスポージャーを許
容範囲内に保持することに取り組んでいる。

当行の内部監査は、以下に注力している。

・　適用ある中国の法令、マクロ経済政策、規制上の指針ならびに当行の内部方針および手続のコンプライアンス

・　当行の業務におけるコンプライアンスの健全性および有効性、コンプライアンス部門の実効性ならびに当行の
各部門の有効性および効率性

・　当行の内部統制システムの統一性、安定性および有効性

・　当行のリスク・エクスポージャーならびにリスクの認識、対策および監視手続の適用性および有効性

・　当行の会計記録および財務諸表の正確性および信頼性

・　当行の各種資産の管理、利用および処分

・　当行の業務の実績ならびに事業計画および財務予算の実行

・　当行の情報システムの計画、開発、運用および保守

・　当行本店（当行本店の各種部門を含む。）、第一級支店および本店の直属支店の業務執行担当の役員ならびに
業務執行担当の役員の候補者の業績監査および離任監査

・　当行の内部監査により認識された問題に関する是正措置

・　取締役会および取締役会直轄の監査委員会により要求されるその他内部監査
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中国の銀行業金融機関に適用される、CBRCにより公布された内部監査ガイドラインに従い、内部監査従業員は全従
業員数の1％以上でなければならない。当行の監査室およびその10の地方支部における人数はかかる規制要件を遵守
していないものの、内部監査に従事する当行の従業員（監査、コンプライアンス審査および内部統制評価を行う内部
統制およびコンプライアンスの従業員を含む。）の人数は、当行の全従業員数の1％を超えている。
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４【関係会社の状況】

（１）親会社

本書の日付現在、MOFおよび匯金公司が当行の株式資本の48.15％ずつを保有している。「第二部-第５-１-（４）
大株主の状況」を参照のこと。

本書の日付現在、当行の登録資本の額は270,000,000,000人民元である。

 

（２）子会社および関連会社

以下の表は、2009年12月31日現在の当行の連結子会社に関する特定の情報を示すものである。

 

名称  所在地  事業内容  

当行による
所有割合  

2009年12月31日現在
株主資本

ABCインターナショナル・ホールディング
ス・リミテッド

 
香港

 
投資事業

 
100.00％

 
800,000,000香港ドル

         
CAファイナンス・カンパニー・リミテッド 香港  投資事業  100.00％  588,790,000香港ドル

         
農銀匯理基金管理有限公司  上海  資産管理業  51.67％  200,000,001人民元

         

克什克騰農銀村鎮銀行有限責任公司  
内モンゴル
自治区  銀行業  51.02％  19,600,000人民元

         
湖北漢川農銀村鎮銀行有限責任公司  湖北省  銀行業  50.00％  20,000,000人民元

         
安塞農銀村鎮銀行有限責任公司  陝西省  銀行業  51.00％  20,000,000人民元

         
績溪農銀村鎮銀行有限責任公司  安徽省  銀行業  51.02％  29,400,000人民元

 

当行の株主構成およびグループ構造

以下の図は、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了直前の当行の株主構成およびグループ

構造を示したものである。
(1)

 

(1)　オーバーアロットメント・オプションの行使前または行使後のＡ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完

了直後の当行の株主構成および株式資本については、「第二部-第５-１-（２）発行済株式総数及び資本金の推移」を参照

のこと。

(2)　2009年12月31日現在、本店、32の第一級支店、5の本店の直属支店、307の第二級支店、3,520の第一級準支店および19,759のそ

の他の施設を含む。

(3)　国内子会社の主たるものは、農銀匯理基金管理有限公司、克什克騰農銀村鎮銀行有限責任公司、湖北漢川農銀村鎮銀行有限責

任公司、安塞農銀村鎮銀行有限責任公司および績溪農銀村鎮銀行有限責任公司である。

(4)　海外子会社の主たるものは、ABCインターナショナル・ホールディングス・リミテッド、CAファイナンス・カンパニー・リミ

テッド、ABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッド、ABCIインシュアランス・カンパニー・リミテッドおよび農銀保

険経紀人有限公司である。
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(5)　香港支店およびシンガポール支店を含む。

(6)　ニューヨーク、ロンドン、東京、フランクフルト、ソウルおよびシドニーの駐在員事務所を含む。

 

以下の図は、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングのいずれにおいてもオーバーアロットメント
・オプションが行使されなかったと仮定した場合のＡ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了時

点における当行の株主構成およびグループ構造を示したものである。
(1)

 

(1)　オーバーアロットメント・オプションの行使前または行使後のＡ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完

了直後の当行の株主構成および株式資本については、「第二部-第５-１-（２）発行済株式総数及び資本金の推移」を参照

のこと。

(2)　2009年12月31日現在、本店、32の第一級支店、5の本店の直属支店、307の第二級支店、3,520の第一級準支店および19,759のそ

の他の施設を含む。

(3)　国内子会社の主たるものは、農銀匯理基金管理有限公司、克什克騰農銀村鎮銀行有限責任公司、湖北漢川農銀村鎮銀行有限責

任公司、安塞農銀村鎮銀行有限責任公司および績溪農銀村鎮銀行有限責任公司である。

(4)　海外子会社の主たるものは、ABCインターナショナル・ホールディングス・リミテッド、CAファイナンス・カンパニー・リミ

テッド、ABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッド、ABCIインシュアランス・カンパニー・リミテッドおよび農銀保

険経紀人有限公司である。

(5)　香港支店およびシンガポール支店を含む。

(6)　ニューヨーク、ロンドン、東京、フランクフルト、ソウルおよびシドニーの駐在員事務所を含む。
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５【従業員の状況】

当行は、2009年12月31日現在、441,144人の従業員を擁している。2008年12月31日および2007年12月31日現在の従業
員数は、それぞれ441,883人および447,519人であった。2009年12月31日現在の当行の従業員数には、当行の国内子会
社に所属する従業員74人ならびに当行の海外の支店、子会社および駐在員事務所に所属する従業員240人が含まれて
いる。

以下の表は、2009年12月31日現在の当行の従業員数合計を職種別に示したものである。

 2009年12月31日現在

 

人数  

全体に占める
割合（％）

経営陣 13,723 3.1％

法人向け銀行業務 60,487 13.7
個人向け銀行業務 178,921 40.6
資金運用業務 3,072 0.7
財務および会計 69,455 15.7
リスク管理、内部監査および法務 41,939 9.5
IT 11,795 2.7

その他
(1) 61,752 14.0

合計 441,144 100.0％
    
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　主に、補助的機能スタッフにより構成される。

 

以下の表は、2009年12月31日現在の当行の従業員数合計を年齢別に示したものである。

 2009年12月31日現在

 

人数  

全体に占める
割合（％）

31歳未満 49,489 11.2％
31歳以上40歳以下 173,234 39.3
41歳以上50歳以下 189,540 43.0
51歳以上 28,881 6.5

合計 441,144 100.0％
    

 

以下の表は、2009年12月31日現在の当行の従業員数合計を学歴別に示したものである。

 2009年12月31日現在

 

人数  

全体に占める
割合（％）

修士号および博士号 8,329 1.9％
学士号 122,191 27.7
専門課程修了および職業専門学校修了 172,524 39.1
その他 138,100 31.3

合計 441,144 100.0％
    

 

当行は、中国の法令に従って当行の従業員の社会保険、共済住宅補助およびその他の福利厚生を提供している。

当行は、従業員の報酬が各自の役職および勤務評定に従って定められる、成果主義型の報酬制度を確立している。

当行は、従業員が専門的な能力および技能を得るための研修プログラムを設けている。

当行の研修プログラムには、主に以下のものがある。

?　当行の本店、第一級支店および第二級支店の幹部役員に対する管理者訓練プログラム

・　投資および資産管理、リスク管理、財務会計、商品開発、法務およびコンプライアンスならびにIT等の分野にお
ける専門的な研修プログラム

・　国際的な実務に触れるための従業員の海外研修プログラム

・　技術者に対する技術的な訓練プログラム

当行はまた、各職務の業務過程において必要な能力を定義し、それぞれについて研修を設ける当行の職務能力シス
テムを開発している。当行の労働組合は、従業員の利益を代表し、労働に関連する問題について当行の経営陣と連携
している。当行は、当行の業務に影響するストライキまたはその他の深刻な労働問題を経験しておらず、当行の経営
陣と労働組合の関係は良好であると考えている。
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従業員に加えて、2009年12月31日現在、当行は第三者人材派遣会社を通じて38,954人の契約社員と契約している。
これらの契約社員は当行の従業員ではなく、通常、銀行の窓口係、顧客サービス係、警備員および清掃員等の非主要業
務に就いている。当行は、これらの契約社員と直接、雇用契約を締結しない。これらの契約社員を擁する本支店機構
は、第三者である人材派遣会社と雇用委託契約を締結している。これらの雇用委託契約に基づけば、当行は契約社員
の選択に関する最終決定権を有し、当行の採用基準および職務要件を充たさない第三者人材派遣会社が指定した契
約社員を拒否する権利を有している。当行の中国における法律顧問である徳恒律師事務所の法律意見書によれば、中
国法に基づき当行はこれらの契約社員について社会保障費を負担する義務を有しない。しかしながら、雇用委託契約
に従い、当行はその契約社員に係る給与、社会保障費およびその他関連費用を第三者人材派遣会社に対し支払ってい
る。第三者人材派遣会社は、契約社員に対する給与支払および契約社員のために関連行政機関に対する社会保障費の
支払いを行う。第三者人材派遣会社が契約社員に対する給与支払を怠った場合、中国法に基づき、当行も契約社員が
提起する請求に対し連帯責任を負う場合がある。もっとも、当行は、雇用委託契約に基づき第三者人材派遣会社に対
し求償権を有する。
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第３【事業の状況】

１【業績等の概要】

「第二部-第３-７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。

 

２【生産、受注及び販売の状況】

「第二部-第２-３ 事業の内容」および「第二部-第３-７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の
分析」を参照のこと。

 

３【対処すべき課題】

当行の戦略

都市部および県域の両地域での主導的な地位を強固にし、以下の戦略を成功裏に実施することにより、当行は世界
標準の金融機関になると考えている。

 

都市部における主導的地位のさらなる強化

当行は、主要な顧客および重点的な地域に着目し、革新的で付加価値の高い商品およびサービスの販売を促進する
ことにより、都市部での主導的地位をより強固なものにすることを計画している。具体的には、以下の通りである。

・　長江デルタ、珠江デルタおよび環渤海地区等の経済的な発展水準の高い地域、特に省都や地方中心都市等豊富
な財源を有する主要都市やその他の地域における業務の強化に取り組む。

・　中小企業部門での当行のリーダーシップを維持しつつ、法人向け銀行業務において業界大手企業、大規模国有
企業およびグローバル・フォーチュン500社に掲載される企業の中国子会社を含む大型優良顧客の拡大に引
続き注力する予定である。また、潜在成長性が見込まれる産業部門に対しても販売およびマーケティング活動
を展開することを計画している。

・　個人向け銀行業務においてクロス・セールスを強化するために、本支店の機能を拡充し、顧客のセグメント化
を強化する予定である。また、ウェルス・マネジメントおよびプライベート・バンキング等の高成長の業務分
野に引続き重点を置いて取り組むことにより、より高い収益を達成することを目指す。

 

県域における優位な地位の強化

当行は、急速に成長を遂げる中国の広大な県域は高い潜在成長性を示しており、中国の長期的な経済成長にとって
の主要な推進力になると考えている。当行は県域の銀行市場を専門に取り扱う部門を設けており、今後も県域の市場
におけるプレゼンスおよび顧客獲得力を強化するために、市場での優位性および先行者としての地位を生かし、これ
により利益貢献を増大させることを企図している。具体的には、以下の項目が含まれる。

・　都市化および工業化のプロセスから生じる、県域顧客、とりわけ県域の業界大手企業ならびにその供給業者、顧
客および販売代理店に対して総合的な金融商品およびサービスを重点的に提供する機会を活用する。

・　県域の中高所得層の個人顧客のニーズを満たし、恵農カードの利用を契機とし、県域での新規の年金保険およ
び組合医療保険に関する事業を展開させることを目指す。

・　県域での取扱範囲を拡大するために当行の大規模な電子販売チャネルを活用すること、県域顧客に対しより便
利で使い勝手のよいサービスを提供することならびに県域における業務の効率性を高めることを計画してい
る。

・　県域における当行の業務拡大を推進するために、県域の厳選された準支店に対して、今後も財源を追加的に配
分する予定である。

 

商品およびサービスの提供の拡大による収益構造の多様化

当行は、以下の取組みを通じて、商品およびサービス、とりわけ報酬および手数料制の事業の提供を拡大すること
により、収益源の一層の多様化を目指すと共に、当行全体の収益増加を目指す。

・　当行の大規模な販売ネットワークを活用し、銀行カード、決済、保険代理店および保管に関するサービスにおけ
る主導的地位を強化することを目指す。

・　資産管理、投資銀行、ファイナンス・リースおよび農村部の保険等の新興事業分野をさらに拡大することを目
指す。

商品およびサービスのポートフォリオの拡大に加えて、当行は、市場競争および顧客リスクプロファイルを含む複
数の要素を考慮することで、より先進的な価格設定メカニズムを採用する予定である。
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マルチチャネルの販売ネットワークの継続的な改善

当行は、マルチチャネルの販売ネットワークを改善することを目指している。当行は、本支店の機能の拡充および
電子バンキングの改善により、業務の効率性および収益性をさらに向上させることが可能になると考えている。

・　業務の効率性とマーケティング能力を高めるために、本支店の機能の拡充、各サービス機能別の個々のスペー
スの設置および事業運営の効率化に引続き取り組む予定である。

・　当行のウェルス・マネジメント事業を発展させ、顧客に対してより幅広い商品およびサービスを提供するため
に、富裕層向けウェルス・マネジメントセンターの増設を含め、一部の本支店機構の改善に引続き取り組む予
定である。

・　電子バンキングにおいて、当行は、サービスの提供を拡大し、その質を高めるために、効率性を同時に向上させ
つつ、当行の卓越したIT基盤を活用する予定である。

 

リスク管理能力および内部統制能力の強化の継続

当行は、以下の方法により、リスク管理能力および内部統制能力を引続き強化する予定である。

・　健全な統治構造、独立した信用リスク管理および当行の全従業員が共有する強固なリスク管理意識により特徴
付けられる、総合的なリスク管理戦略の実施に引続き取り組むこと。

・　バーゼルⅡガイドラインの実施に向け積極的に準備し、最新のリスク管理ツールを適用し、関連するITシステ
ムの機能を高めると共に、リスクの識別、測定、監視および統制に関する能力を引続き強化すること。

・　内部統制組織構造をさらに効率化し、内部統制の政策および手続の検証および改善を継続し、内部統制システ
ムの有効性を高めるためにかかる政策および手続の実施を監督し、評価すること。

 

能力の高い経験豊富な専門家の採用、動機付けおよび育成

当行の成功の鍵は、能力の高い経験豊富な専門家を採用し、維持し、動機付け、育成することであると考えている。
当行は以下の事項を行う予定である。

・　成長計画と事業のニーズを満たすために、人材管理を引続き強化すること。

・　能力の高い、専門分野に通じた人材の採用および育成に引続き重点的に取り組み、従業員に対し専門的な知識
および能力を高めるための教育研修プログラムを提供すると共に、従業員の自己啓発および専門的能力の開
発を促進するカルチャーを生み出すこと。

・　業績連動型の給与体系を採り入れ、経済的な付加価値に基づく報奨制度を含む、役員および従業員を対象とす
る奨励プログラムを引続き改善すること。
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４【事業等のリスク】

（１）リスク要因

当行のＨ株式への投資にあたっては、下記のリスクおよび不確実性を含む本書中のすべての情報を、事前に慎重に
検討されたい。これらのリスクのいずれによっても、当行の事業、財政状態または経営成績に重大な悪影響が及ぶ可
能性がある。当行のＨ株式の取引価格は、これらのリスクのいずれによっても大幅に下落する可能性があり、投資家
は、その投資の全部または一部を失う可能性がある。当行は中国企業であり、当行を支配する法令システムが、他の
国々における一般的な法令システムと異なる可能性があるという事実にも、特に注意されたい。中国の法令システム
および以下に記載の関連事項に関する詳細については、「第二部-第２-３-（１）-(b) 監督および規制」、「第二部
-第１-１-（１）提出会社の属する国・州等における会社制度-中国法-中国の会社法」および「第二部-第１-１-
（２）提出会社の定款等に規定する制度」を参照のこと。

 

当行の貸出金ポートフォリオに関連するリスク

当行の現在の経営成績および財政状態は、不良資産の特別な売却を反映したものである。

当行の経営成績は、当行の不良債権による悪影響を受けており、また今後も受け続ける可能性がある。当行の不良
債権比率（貸出金総額の残高に対して、破綻懸念先、実質破綻先および破綻先に分類される貸出金が占める割合をい
う。）は、2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日現在、それぞれ2.91％、4.32％および23.57％であっ
た。当行は、通常の業務の過程外で不良債権の一括処理を行ったため、これらの日付における当行の不良債権比率は、
当行の資産の質の実際の変化を完全には反映していない可能性がある。当行は、2008年に、当行の財務改革の一環と
して、総額8,157億人民元の不良資産を売却したが、その内訳は、実質破綻先への貸出金2,173億人民元、破綻先への貸
出金5,495億人民元および減損したその他の資産489億人民元（いずれも減損損失引当金繰入前の帳簿価額）であっ
た。これらの売却は、当該不良資産の帳簿価額の純額よりも高い価格で行われた。「第二部-第２-２ 沿革-財務改
革」を参照のこと。かかる売却が行われなかった場合、2009年12月31日および2008年12月31日現在の当行の不良債権
比率は、実際よりはるかに高かったであろう。当行は、今後、このような政府の支援を受けた売却を、上述のように大
きな規模でまたは類似の条件で行うことを予定していない。したがって、当行の過去の財務データおよび資産の質に
関するデータは、かかる売却を踏まえた上で読まれるべきである。

 

当行がその貸出金ポートフォリオの質を効果的に維持することができない場合、当行の財政状態および経営成績
に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

2009年12月31日現在の当行の不良債権比率は、2008年12月31日現在の4.32％から低下して2.91％となった。近年、
当行の不良債権比率は減少を続けたが、当行が将来において現在の不良債権比率を維持するかまたは低下させるこ
とができるという保証はなく、現在または将来の顧客への貸出金の質が低下しないという保証もない。2009年には、
中国政府の景気対策の結果として、当行を含む多くの中国の銀行が、貸出残高の記録的な伸びを経験した。これによ
り、当行の貸出金ポートフォリオの質に悪影響が及ぶ可能性がある。さらに、当行の貸出金ポートフォリオの質は、他
の様々な要因（中国経済の改革、近年の金融危機による中国経済または世界経済の減速、世界的な金融危機の再燃、
中国および世界の他の地域におけるマクロ経済の悪化ならびに自然災害の発生等、当行の支配の及ばない要因を含
むが、これらはいずれも当行の借入人の未払借入金の返済能力を損なうおそれがある。）によっても低下する可能性
がある。当行の資産の質は、相手方の信用度の実際の悪化または認知される悪化、居住用および商業用の不動産の価
格下落、失業率の上昇ならびに借入企業の収益性の悪化によっても低下する可能性があり、またこれらにより減損貸
出金に係る引当金が大幅に増加する可能性もある。将来において、当行の不良債権または減損貸出金に係る引当金が
増加した場合、当行の経営成績および財政状態に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。さらに、当行の成長の持続可能
性は、信用リスクを効果的に管理し、貸出金ポートフォリオの質を維持または改善する当行の能力によっても大きく
左右される。当行は、信用リスクの管理方針、手続および体制を引続き改善していく所存である。「第二部-第２-３-
（２）-(d) リスク管理-信用リスク管理」を参照のこと。しかしながら、当行の信用リスクの管理方針、手続および
体制が効果的なものまたは欠陥のないものであるという保証はない。信用リスクの管理方針、手続および体制に問題
があった場合、当行の不良債権が増加し、これにより当行の貸出金ポートフォリオの質に悪影響が及ぶ可能性があ
る。

 

当行の減損損失引当金は、当行の貸出金ポートフォリオの将来における実際の損失を補填するのに十分でない可
能性がある。

2009年12月31日現在、貸出金に対する減損損失引当金は1,267億人民元、貸出金総額に対して減損損失引当金が占
める割合は3.06％、不良債権に対して減損損失引当金が占める割合は105.37％であった。引当金は、当行の貸出金
ポートフォリオの質に影響を及ぼす様々な要因に関する当行の現在の評価および予想に基づいている。これらの要
因には、中国の景気、マクロ経済政策、金利、為替レートおよび法令環境に加えて、とりわけ、当行の借入人の財政状
態、返済能力および返済意思、担保の実現可能価値、借入人の保証人の債務履行能力ならびに当行の与信方針の実施
状況が含まれる。これらの要因の多くは、当行の支配の及ばないものであるため、これらの要因に関する当行の評価
および予測は、将来の展開と異なる可能性がある。減損損失引当金が十分であるか否かは、関連する統計データの正
確な収集、処理および分析を行う当行の能力に加えて、損失の可能性を見積るための当行のリスク評価体制の確実な
実施にかかっている。当行の貸出金ポートフォリオの質に影響を及ぼす要因に関する当行の評価および予想が実際
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の展開と異なっていた場合、当行の評価結果が不正確であることが判明した場合、または評価体制の実施もしくは関
連する統計データを収集する当行の能力が不十分であることが判明した場合、減損損失引当金は、実際の損失を補填
するのに十分でない可能性があり、当行は追加の減損損失引当金を計上しなければならない可能性がある。こうした
場合、当行の利益が減少し、ひいては当行の資産の質、財政状態および経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

当行の貸出は、特定の地域、産業および顧客に集中しているため、当該地域もしくは当該産業の景気または当該顧
客の財政状態が著しく悪化した場合、当行の資産の質、財政状態および経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性があ
る。

2009年12月31日現在、当行の貸出金総額の36.8％および当行の不良債権の50.7％が、中国の西部、中部および東北
部で貸し出されたものであった。これらの地域は、現在は政府の好ましい政策により経済的な恩恵を受けているが、
かかる経済政策は将来変更される可能性があり、またかかる政策の実施が当行が予想するほどの効果をもたらさな
い可能性もあり、さらに、当行は、これらの地域における当該政策の変更を支配することもできなければ、それに影響
を及ぼすこともできない。これらの地域のいずれかにおいて景気が著しく悪化した場合、または当該地域の借入人も
しくは当該地域において実質的に事業を営む借入人に関する信用リスクを当行が正確に評価もしくは管理すること
ができない場合、それが政府の政策の変更によるものであるか否かにかかわらず、当行の資産の質、財政状態および
経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

2009年12月31日現在、中国の(ⅰ)製造、(ⅱ)不動産、(ⅲ)電気、ガスおよび水の生産および供給ならびに(ⅳ)運輸、
物流および郵便サービスの各産業に対する当行の貸出は、当行の法人向け貸出残高総額のそれぞれ29.9％、14.4％、
13.9％および10.2％であった。さらに当行は、とりわけ、住宅ローンおよび不動産を担保とするその他の貸出を通じ
て、中国の不動産市場に関するリスクを取ることになる。2009年12月31日現在、当行の住宅ローンは、当行の国内個人
向け貸出残高の63.1％を占めていた。中国政府は、近年、不動産市場の過熱を抑えるためにマクロ経済における抑制
措置を講じており、当該措置は継続される可能性がある。かかる措置は、当行の不動産産業への貸出および住宅ロー
ンの成長および質に悪影響を及ぼす可能性がある。当行の貸出が高度に集中している産業のいずれかが大幅に悪化
した場合、不良債権が著しく増加し、当該産業の借入人に対する新規貸出または既存貸出の借換えの水準が悪影響を
被る可能性があり、これにより当行の資産の質、財政状態および経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

2009年12月31日現在、単一の融資先上位10名に対する当行の貸出金の総額は989億人民元であり、これは当行の貸
出金ポートフォリオ総額の2.4％および当行の規制資本の22.5％に相当した。同日現在、グループ融資先上位10名に
対する当行の貸出金の総額は3,272億人民元であり、これは当行の貸出金ポートフォリオ総額の7.9％および当行の
規制資本の74.3％に相当した。単一の融資先上位10名に対する当行の貸出金は、正常債権に分類されており、グルー
プ融資先上位10名に対する当行の貸出金の一部は、不良債権に分類されていた。単一の融資先上位10名およびグルー
プ融資先上位10名に対する正常債権のいずれかの状態が悪化するかもしくは不良債権に変じるか、またはグループ
融資先上位10名に対する不良債権のいずれかの状態がさらに悪化した場合、当行の資産の質、財政状態および経営成
績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

さらに、当行は、中小企業ならびに農業関連の産業および顧客に対しても貸出を行っている。中小企業ならびに農
業関連の産業および顧客に対する貸出は、当行の他の貸出と比較して、自然災害および景気後退等の特定の要因から
の悪影響を受けやすいのが通常である。当行は、これらのリスクを管理するために、与信申請の承認に関する基準の
厳格化およびより高い金利の適用等の様々な対策を講じているが、これらの対策によって当該産業または顧客に関
連するリスクを有効に減少させるかまたは排除することができるという保証はない。中小企業ならびに農業関連の
産業および顧客に対する貸出の状態が悪化した場合、当行の資産の質、財政状態および経営成績に重大な悪影響が及
ぶ可能性がある。

 

当行の貸出金に付された担保または保証は十分でない可能性があり、当行は、担保または保証の全額を適時に回収
することができないか、または全く回収することができない可能性がある。

当行の貸出金の大部分には、担保または保証が付されている。2009年12月31日現在、当行の貸出金総額の37.7％お
よび16.4％がそれぞれ抵当権および質権により担保されており、26.6％に保証が付されていた。

当行の貸出金を担保する質権は、とりわけ、債券および株式に対して設定されている。当行の貸出金を担保する抵
当権は、主として、中国国内の不動産およびその他の資産に対して設定されている。当行の貸出金に付された担保の
価値は、中国の経済に影響を及ぼすマクロ経済的要因等、当行の支配の及ばない要因によって大幅に変動または減少
する可能性がある。例えば、中国の不動産市場が低迷した場合、当行の貸出金を担保する不動産の価値は、当該貸出金
の未払元利金の残高をはるかに下回る水準まで減少する可能性がある。担保の価値が減少した場合、当行が当該担保
から回収することのできる金額が減少し、当行の減損損失が増加する可能性がある。

当行は、担保の内部的な再評価を定期的に行う方針をとっている。しかし、かかる方針は適時に実施されない可能
性があるため、当行は、当該担保につき最新の評価を受けていない可能性があり、これにより、当該担保を付された貸
出金に係る評価の正確性に悪影響が及ぶ可能性がある。

当行の貸出金に付された保証の一部は、借入人の関係者によって提供されたものであった。かかる貸出金には、保
証以外の担保または担保権が付されていないのが通常である。保証人の財政状態が著しく悪化した場合、当該保証に
基づいて当行が回収することのできる金額が大幅に減少する可能性がある。さらに、裁判所またはその他の司法当局
もしくは政府当局が、これらの保証につき無効を宣言するか、またはその他の方法でかかる保証を否定するかもしく
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はそれを執行できないリスクも存在する。これにより、当行には、当行の貸出金に係る保証金額の全部または一部を
回収することができないリスクが存在する。

中国においては、非金融資産である担保の処分手続またはそれ以外の方法による換価手続は長引く場合があり、当
該担保に関する請求権の実行が困難となる可能性がある。そのため、不良債権に付された担保の差押えまたは処分
は、困難かつ多大な時間を要するものとなるおそれがある。例えば、中国最高人民法院が制定し、2005年12月21日に施
行された居住用不動産に対する抵当の強制執行に関する規定に従い、当行は、強制執行に関する当行の申立てを裁判
所が承認してから6ヶ月の猶予期間の間は、借入人またはその扶養家族を、その主たる住居から退去させることがで
きず、当該不動産を競売またはその他の方法によって処分することもできない。さらに、一定の状況においては、貸出
金の担保に対する当行の権利は、他の権利に劣後する可能性がある。例えば、中国企業破産法に基づき、破産手続中の
会社が2006年8月27日より前にその従業員に対して支払義務を負った金額（給与、医療保険金、基礎年金を含む。）に
関する請求権は、それが清算手続において明確に定められていない場合であっても、担保に対する当行の権利に優先
する。

当行が、当行の貸出金に付された担保および保証の全額を適時に回収することができない場合、当行の資産の質、
財政状態または経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

当行の貸出金の分類および引当の方針は、他の国または地域の銀行に適用されるものと、いくつかの点で異なる可
能性がある。

当行は、中国の規則当局が定めるガイドラインに従い、5段階の貸出金区分制度を用いて当行の貸出金を分類して
いる。5段階とは、正常先、要注意先、破綻懸念先、実質破綻先および破綻先である。当行は、5段階の区分制度を用いて、
貸出金の減損を評価し、減損損失引当金の水準を決定し、当該年度内に行われた関連引当を認識する。当行は、かかる
評価、決定および認識を行うにあたり、IAS第39号に基づく減損の概念を用いている。当行は、破綻懸念先以下に分類
される法人向け貸出金については、個別の貸出金ごとに減損損失引当金を評価している。当行は、正常債権である法
人向け貸出金およびすべての個人向け貸出金については、過去の貸出損失の実績に基づく集合的な評価を行ってい
る。当行の貸出金区分および引当方針は、他の国または地域で設立された銀行が用いるものと、いくつかの点で異な
る可能性がある。したがって、当行の貸出金区分および減損損失引当金は、これらの国または地域で設立された国際
的な銀行が報告するものとは異なる可能性がある。

 

当行が、その貸出金ポートフォリオの成長を維持することができない場合、当行の業務および財政状態に重大な悪
影響が及ぶ可能性がある。

当行の顧客に対する貸出（貸倒引当金控除後）は、過去数年間で著しく成長し、2007年12月31日現在の27,092億人
民元から、2009年12月31日現在においては40,115億人民元に増加したが、その年間成長率（複利ベース）は21.7％で
あった。当行の貸出金ポートフォリオの成長は、中国のマクロ経済政策および資本規制等の様々な要因により影響を
受ける。2009年上半期における当行の貸出金ポートフォリオの大幅な増加の一因は、中国政府による適度に緩和的な
金融政策および景気対策の実施であった。当行の貸出金ポートフォリオ総額の成長率は、2009年下半期に鈍化し始め
た。将来において、当行の貸出金ポートフォリオの成長率がさらに鈍化するか、または当行の貸出金ポートフォリオ
が増加せずもしくは減少する可能性もある。さらに、当行は、当行の規制資本の額に関する規制を受けて、貸出金ポー
トフォリオへの依存を弱め、比較的少ない資本を必要とする他の事業における活動を拡大する戦略をとる可能性が
ある。上記の要因はいずれも、当行の貸出金ポートフォリオの成長に影響を与える可能性があり、これにより、当行の
事業、事業の見通し、財政状態および経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

当行の貸出対象である政府の資金調達ビークルの債務返済能力が悪化した場合、当行の資産の質、財政状態および
経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

政府の資金調達ビークルへの貸出金は、中国の商業銀行の貸出金ポートフォリオの一部を占めてきた。CBRCによれ
ば、政府の資金調達ビークルは、主として、政府主導の機関および株式を実質的に政府に保有される機関により構成
される。これらの機関は、主として、その全部または一部が地方政府の直接的もしくは間接的な返済コミットメント
または直接的もしくは間接的な保証により担保される資金調達活動に携わっており、様々なインフラ開発および準
公益的な政府の投資プロジェクトへの支援を行っている。当行は、主として、土地準備センター、経済開発区、工業団
地または国有資産管理会社に関連する機関に加え、運輸および都市開発に関連する政府の資金調達ビークルに対し
て貸出を行っている。これらの貸出に係る借入人は、中国の行政区分制度上の地方市レベル以上の者であるのが通常
である。政府の資金調達ビークルへの貸出の対象は、主として、長江デルタ、珠江デルタおよび環渤海等、中国におい
て経済的に発展した地域である。政府の資金調達ビークルに対する当行の貸出の大部分には、抵当権、質権または保
証が付されており、その返済期限は5年以内である。2009年12月31日現在、政府の資金調達ビークルに対する当行の貸
出に係る不良債権比率は、当行全体の平均不良債権比率より低かった。しかしながら、マクロ経済状況の悪化、国の政
策変更またはその他の理由によりこれらの資金調達ビークルの債務返済能力が悪化する可能性があり、その結果、当
行の資産の質、財政状態および経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。政府の資金調達ビークルに関する当行
のリスク管理方法については、「第二部-第２-３-（２）-(d) リスク管理-信用リスク管理-法人向け貸出に関する
信用リスク管理」を参照のこと。
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当行の事業に関連するリスク

近年実施された経営改革への取組みに関連して、一定のリスクが存在する。

当行は、競争力を強化し、さらなる顧客志向を実現するために、様々な経営改革への取組み（当行の事業プロセス
および組織構造の革新に関するものを含む。）の展開および実行を続けている。例えば、当行は、(ⅰ)資産管理、バン
カシュアランスおよび投資銀行業務等の付加価値商品およびサービスの成長を目指して、法人向け銀行業務に関す
る商品およびサービスを改良し、(ⅱ)本支店機構の経営改革の実施、業務手続の合理化ならびに販売ネットワークお
よびITシステムへの投資の拡大を通じて個人向け銀行業務の発展に重点を置き、また、(ⅲ)顧客満足度をさらに向上
させるために、商品の革新に注力した。「第二部-第２-３-（２）-(a) 事業-情報技術（IT）」および「第二部-第２
-２ 沿革-経営改革」を参照のこと。

経営改革への取組みは、当行の近年の財務実績に寄与したが、当行は、当該取組みの実施に関連して一定のリスク
に直面する可能性があり、また、下記の要因その他多くの要因のため、将来において、予想される実績を当行が達成で
きるという保証はない。

・　当行が、かかる経営改革への取組みを適切に管理し、これを継続的に実施するのに十分な経験または専門知識
を有していない可能性があること。

・　当行が、かかる経営改革への取組みを当行の計画通りにまたはいかなる時期であれ実行するのを支えるための
十分かつ有効な管理体制およびITシステムを有していない可能性があること。

・　かかる経営改革への取組みの実行計画またはその実行能力が、政府の政策または銀行規則の変更により悪影響
を受ける可能性があること。

当行がこれらの改革への取組みの全部もしくは一部を適切に実行することができない場合、または実行したとし
ても、これらの取組みによって見込まれた効果が全く発揮されないかもしくは当行の見込み通りに発揮されない場
合、当行の事業、経営成績および財政状態に悪影響が及ぶ可能性がある。

これに加えて、当行には、これらの経営改革への取組みによりさらなるリスクが生じる可能性がある。したがって、
当行がその事業の変革のための取組みに伴うリスクを管理することができない場合、当行の事業の見通し、財政状態
および経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

当行は、県域銀行業務の成長への注力およびこれに関連する取組みによってさらなるリスクを抱え、これにより当
行の事業に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

県域銀行業務は、当行の事業の重要な要素である。県域における当行の取組みは、当行の商品およびサービスをこ
れらの地域により浸透させることを目的としている。県域銀行業務は、過去の実績から見ると、都市部における銀行
業務と比較してリスクが高く、収益率が低いのが一般的である。当行は、県域における相当量の銀行業務ポートフォ
リオおよび取組みによって、(ⅰ)県域顧客の限られた財務能力またはその他の理由のために、貸出金に係る減損損失
引当金が予想より多くなるリスク、(ⅱ)県域銀行業務からの収益が予想より少ないリスク、(ⅲ)県域における銀行市
場の実際の展開が当行の予想と異なった場合に、県域銀行業務への資金配分を増やしたにもかかわらず、そこから予
想したほどの利益をあげることができないリスク、(ⅳ)自然災害および世界的な天候の変動により当行の顧客の一
定の業務および財政状態に悪影響が生じ、当該顧客が当行に対する債務を返済することができなくなるリスクなら
びに(ⅴ)広大な県域における広範な支店ネットワークに関して、当行の業務に課題が生じるリスク等、より高いリス
クを抱えることになる。成長中の県域銀行業務によって、当行の管理技術、リスク管理能力およびITシステムに関す
る課題が増大している。

さらに、県域銀行業務に関する当行の取組みの多くは前例のないものであるため、かかる取組みが成功するかまた
は予想された結果を達成するという保証はない。例えば、当行は、四川省、福建省およびその他の省にある8つの選ば
れた第一級支店において、当該各地域における当行の県域銀行業務を専属的に扱う事業部門を設置するという試行
プログラムを実施している。かかる取組みは、中国において前例のないものであるため、当行は、予想した結果を達成
できないか、または計画通りに達成できない可能性がある。県域銀行業務に関する当行の取組みのいずれかが失敗す
るか、または予想された結果を達成することができない場合、当行の県域銀行業務ならびに当行の全体的な事業、経
営成績および財政状態に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

これに加えて、当行の県域銀行業務に関連する政府の政策およびガイドラインの一部によって、当行の事業に制約
が加えられている。例えば、CBRCは、2009年4月23日に、「中国農業銀行の県域銀行部制改革および監督に関するガイ
ドライン」（「本ガイドライン」）を発表したが、これは、当行の県域銀行業務に関する遵守事項（その組織構造、
運営体制メカニズムおよび業績評価を含む。）を定めるものである。「第二部-第２-３-（１）-(b) 監督および規制
-中国における銀行の監督および規制-主要な商業銀行活動に対する規制-農業関連金融サービスの監督および規
制」を参照のこと。本ガイドラインの要件の遵守に向けた当行の取組みは、当行による最適な資源配分および顧客選
択のほか、その事業戦略にも影響を及ぼす可能性があり、これにより当行の短中期的な収益性に悪影響が及ぶ可能性
がある。さらに、本ガイドラインが定める遵守事項の一部は新しいものであり、当行がこれを遵守するのには時間が
かかる可能性がある。2009年12月31日現在、県域銀行業務における当行の資産および負債の額が当行の資産および負
債の総額にそれぞれ占める割合ならびに県域銀行業務における当行の経費率は、本ガイドラインの要件を充たして
いなかった。当行は、かかる不遵守につきいかなる規制上の措置も受けていないが、過去の不遵守を理由に将来当行
に対して規制上の措置が取られないという保証はない。さらに、これらの要件の変更またはその他の事情が発生した
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場合、当行が将来においてその県域銀行業務に関連するすべての規制上の要件（本ガイドラインの要件を含む。）を
充たすことができるという保証はなく、その結果当行に対して制裁が科されないという保証もない。上記のいずれか
の状況が発生した場合、当行の評判、事業、経営成績および財政状態に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

当行が、強化されたリスク管理および内部統制の方針および手続を効果的に実行し、また当行のリスク管理および
内部統制を支えるITシステムを効果的に導入することができない場合、当行の事業および見通しに重大な悪影響
が及ぶ可能性がある。

当行は、リスク管理体制が脆弱であったために、過去において、貸出金の質に関する問題、与信承認および管理手続
の瑕疵、内部統制の欠陥および業務上の問題を抱えてきた。「第二部-第３-４-（２）司法手続および行政手続-法令
-監督審査および手続-監督審査の結果」、「第二部-第３-４-（２）司法手続および行政手続-法令-従業員によるコ
ンプライアンス違反の報告および監視」および「第二部-第３-７-（２）資産および負債-資産-当行の貸出金ポー
トフォリオの資産の質」を参照のこと。当行は、自らのリスク管理能力を高め、内部統制を強化するために、近年、リ
スク管理および内部統制の方針および手続を大幅に強化した。「第二部-第２-３-（２）-(d) リスク管理-最近のリ
スク管理施策」を参照のこと。ただし、当行のリスク管理および内部統制の方針および手続によって、すべての信用
リスクおよびその他のリスクを十分に管理できるという保証、または当行をこれらのリスクから十分に保護するこ
とができるという保証はない。一部のリスクは、当行が未だ識別できていないものであるか、予見不可能なものであ
るか、または当行の当初の予想よりも大きいかもしくは過去の水準を上回るものである可能性がある。さらに、当行
のリスク管理および内部統制の方針および手続の一部は新しいものであるため、当行がこれらの方針および手続を
実行し、その影響を完全に評価し、その遵守を判断するには、さらなる時間が必要である。これに加えて、当行の従業
員がこれらの方針および手続を習熟するのには時間がかかることから、当行の従業員がこれを常に遵守し、または正
しく適用するという保証はない。

当行のリスク管理能力は、当行が利用することのできる情報、手法または技術により制約される。例えば、当行は、
情報源または手法が限られているために、信用リスクを効果的に監視することができない可能性がある。当行は、近
年、リスクをより効果的に管理するために、一定のリスク管理の手法および制度（内部信用格付制度、資産負債管理
制度、行内資金移転価格システム、資金運用およびリスク管理の制度ならびにCMSを含む。）を導入または改良してき
た。これらの制度の目的は、リスク管理のため、定量的な測定の利用を拡大することにある。ただし、当行が、当該制度
を運用し、その有効性を監視および分析することができるか否かは、依然として継続的な試行段階にある。当行は、関
連当事者取引およびグループ内貸出に関する情報収集のための自動システム等、リスク管理の一定の機能を担う情
報システムを今なお構築する過程にある。「第二部-第３-４-（１）リスク要因-当行の事業に関連するリスク-当行
の事業は、当行のITシステムの正常な機能およびその向上に大きく依存している。」を参照のこと。

当行がそのリスク管理および内部統制の方針、手続および体制を効果的に改善することができない場合、または当
該方針、手続もしくは体制により意図された結果が適時に達成されない場合、当行の資産の質、事業、財政状態および
経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

商品、サービスおよび事業活動の範囲の拡大により、当行に新たなリスクが生じる。

当行は、顧客のニーズに応え、自らの競争力を高めるために、商品開発の努力を強化し、商品およびサービスの範囲
を拡大してきた。例えば、当行は、2009年に、「イージー・ローン」およびセルフサービス型リボルビング信用枠等、
小規模な企業を対象とする多くの貸出商品を展開し、クロスボーダー取引のための人民元建決済サービスを開始し
た。当行は、自らの事業活動の拡大により、以下を含む多くのリスクおよび課題を抱えることになる。

・　一部の新商品およびサービスに関して十分な経験または専門知識を有していないために、当行がかかる分野に
おいて効率的に競争できない可能性があること。

・　競合他社が、当行の新商品およびサービスをまねること。

・　当行の新商品およびサービスが、当行の顧客に受け入れられないか、または当行が意図したターゲットに適合
しないこと。

・　適格な人材を追加的に雇用できないか、または人員を商業的に合理的な条件で雇用できないこと。

・　範囲の拡大した商品およびサービスを支えるための、財務資源、経営資源、管理資源およびその他の人的資源が
十分でないこと。

・　当行の新商品またはサービスについて、規制当局の承認を得られないこと。

・　より広範囲の商品およびサービスを支えるための、リスク管理能力、内部統制能力およびITシステムの強化に
向けた試みが失敗すること。

当行が、これらのリスクのために、新しい商品、サービスおよび関連する事業分野にうまく進出することができな
いかもしくはそれらを成長させることができない場合、または新しい商品およびサービスに関して意図した結果を
達成することができない場合、当行の事業、財政状態および経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

当行が自己資本比率要件を充たすのは、困難となる可能性がある。
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当行は、中国商業銀行法およびCBRCが公表した規則により、4％の最低中核的自己資本比率および8％の最低自己資
本比率を維持することを義務付けられている。2007年12月31日時点では、当行の自己資本比率および中核的自己資本
比率は要求される水準を下回っていたが、当行に対して、水準を満たせなかったことによる制裁は課されなかった。
2008年、当行は財務改革を実施し、当行の自己資本比率は改善した。2009年12月31日および2008年12月31日現在、当行
の連結中核的自己資本比率は、それぞれ7.74％および8.04％であり、連結自己資本比率は、それぞれ10.07％および
9.41％であった。これらの自己資本比率は、中国の適用ある要件を充たしているが、適用ある自己資本比率要件を充
たす当行の能力は、将来において、以下を含む一定の事由により影響を受ける可能性がある。

・　当行の資産の質の低下により発生する損失

・　当行の事業の急速な拡大に起因する、リスク加重資産の増加

・　金融規制当局による、最低自己資本比率要件の引上げ

・　商業銀行の自己資本比率の計算に関するCBRCの規則またはガイドラインの変更

・　当行の資本基盤の弱体化を引き起こす、当行による投資の価値の減少

・　当行の純利益の減少およびそれによる当行の利益剰余金の減少

また、当行は、将来、自己資本比率を最低要求水準以上に維持するために、株式および劣後債の発行によって、中核
的自己資本または自己資本の補完的項目を追加で調達しなければならない可能性がある。当行が株式を発行した場
合、当行の株主の現在の持分は、希薄化する。さらに、資本を追加的に調達することができるか否かは、以下の要因そ
の他の様々な要因により制約される可能性がある。

・　当行の将来の財政状態、経営成績およびキャッシュ・フロー

・　政府規制当局の承認

・　当行の信用格付

・　資金調達活動（特に商業銀行その他の金融機関によるもの）に関する一般的な市況

・　中国内外の経済、政治その他の状況

当行が将来において追加の資本を必要とする場合、または当該要因のいずれかについて不利な変更が生じた場合、
かかる資本を、商業的に合理的な条件で適時に、またはいかなる時期であれ調達することができるという保証はな
い。

さらに、CBRCが最低自己資本比率要件の引上げまたは規制資本もしくは自己資本比率の計算方法の変更を行う可
能性があり、そうでなくとも当行はその他の理由により、新たな自己資本規制要件に服する可能性がある。CBRCは、近
年、中国の商業銀行に適用される自己資本規制要件に関する複数の規則およびガイドラインを発表した。2007年2月、
CBRCは、中国以外の法域における事業および大規模な国際事業を営む大手商業銀行銀行ならびにバーゼルⅡの遵守
を選択した商業銀行の自己資本を査定するために、2010年末までに、または（同委員会の承認を得た場合に限り）
2013年末までに、バーゼルⅡの導入を開始する計画を発表した。当行は、当行の自己資本に関するバーゼルⅡの適用
開始を2010年末とすることにつきCBRCに申請を行った。バーゼルⅡに基づく自己資本比率の計算方法は、当行の現在
の実務と異なっている。かかる相違は、主として、(ⅰ)当行は現在、新自己資本比率規則に従って資産に対する信用リ
スク加重を配分しているが、バーゼルⅡの下では、当行の資産に関する信用リスクの計算のために、独自の内部格付
制度を開発しなければならないこと、(ⅱ)当行は現在、新自己資本比率規則に従って市場リスク資本を設けている
が、バーゼルⅡの下では、市場リスク資本の計算にあたり、独自の内部モデルを開発しなければならないこと、(ⅲ)当
行は現在、オペレーショナル・リスク資本を設けていないが、バーゼルⅡの下では、かかる資本を設けなければなら
ないことおよび(ⅳ)当行は現在、新自己資本比率規則に基づく自己資本の定義を採用しているが、バーゼルⅡの下で
は、この定義が異なっていること等である。当行は、現時点で適用ある自己資本比率要件を充たしているが、バーゼル
Ⅱの手法に基づく新自己資本比率の計算結果が現在のものとは異なる可能性があるため、将来においてかかる要件
を充たせなくなる可能性がある。

さらに、2009年10月にCBRCが公表した通知に従い、当行を含む主要な商業銀行は、自己資本比率の計算にあたり、他
の銀行業金融機関が発行し、2009年7月1日以降に自らが取得した長期劣後債の全額を、自己資本の補完的項目から控
除しなければならず、また、主要な商業銀行が発行する長期劣後債の額は、その中核的自己資本の25％を超えてはな
らない。さらに、かかる通知は、主要な商業銀行に対して、当該通知の発効後に長期劣後債を発行する場合には、自己
資本の基本的項目の比率を7％以上に維持することを義務付けている。当該通知によっても、現時点では当行は適用
ある自己資本比率要件を充たすことができるが、これにより当行の自己資本比率に悪影響が及び、当行が、今後、適用
ある自己資本比率要件を充たすことができない可能性がある。

当行が適用ある自己資本比率要件を充たすことができない場合、CBRCは、是正措置を講じる可能性がある。是正措
置には、例えば、当行の貸出金およびその他の資産の増加を制限すること、自己資本比率を改善するための当行の劣
後債の発行能力を制限すること、新サービスの導入に関する当行の申請を承認しないこと、または当行の配当の宣言
もしくは分配を制限すること等が挙げられる。かかる措置が取られた場合、当行の評判、財政状態および経営成績に
重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

当行は、当行の従業員または第三者による詐欺その他の不正行為を発見および防止することができない可能性が
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ある。

従業員または第三者による詐欺その他の不正行為は、その発見および防止が困難な場合があるが、これにより当行
の評判が著しく損なわれるだけでなく、当行が財務上の損失を被り、政府当局から制裁を課される可能性がある。過
去における当行の従業員の不正行為の種類には、不適切な与信、権限のない営業取引、当行の内部方針および手続に
反する営業処理、不適切な会計処理、窃盗、顧客資金の横領または着服、詐欺ならびに収賄等がある。「第二部-第３-
４-（２）司法手続および行政手続」を参照のこと。

当行に対してなされうる第三者による不正行為の種類には、詐欺、窃盗および強盗等がある。従業員または第三者
が当行に対して行う詐欺その他の不正行為の種類および実態は、過去に発見されたものを上回る可能性がある。さら
に、当行の従業員の過誤または不適切な行為により、当行が財産上の請求および規制上の措置を受ける可能性があ
る。2009年12月31日現在、当行は23,624店舗の国内本支店機構および総勢441,144名の従業員を有していた。当行のす
べての従業員が、当行のリスク管理および内部統制の方針および手続を遵守するという保証はない。当行は、従業員
および第三者による詐欺その他の不正行為の発見および防止に向けた取組みを強化しているが、必ずしもかかる行
為を発見または防止できない可能性があり、また当行の予防策が必ずしも有効でない可能性もある。詐欺その他の不
正行為は、それが、これまで発見されていなかった過去のものであるかまたは将来のものであるかを問わず、当行の
評判、経営成績および事業の見通しに重大な悪影響を及ぼさないという保証はない。

 

当行またはその顧客は、米国の制裁およびその他の制裁の対象である国においてもしくはかかる国との間で、また
は米国の制裁およびその他の制裁対象である者との間で取引を行う可能性がある。

米国法は、米国人が、直接的または間接的に、OFACその他の米国の政府機関により特別に指定された国（イラン、
キューバ、スーダンおよびその他の国等）ならびにOFACその他の米国の政府機関により特別に指定された者または
事業に対して投資を行うことまたはそれらとの間で取引を行うことを一般に禁止している。その他の政府および国
際機関または地域的機関も、同様の経済制裁を行っている。

当行は、北朝鮮等、OFACの管理する制裁およびその他の制裁の適用対象国との間で取引を行う顧客、またはそれら
の国に所在する顧客に対して、貿易決済その他のサービスを提供している。当行は、適用ある制裁に自らが違反して
いるとは考えていないが、当行の参加する取引が米国その他の制裁に違反していると判断された場合、当行は米国に
よる処罰またはその他の処罰の対象となる可能性があり、その結果、当行の評判および合衆国における、米国人との
間での、またはその他の法域における将来の事業の見通しに悪影響が及ぶ可能性がある。さらに、当行およびその顧
客が米国の制裁対象国においてもしくは制裁対象国との間で、または制裁対象者との間で取引を行う結果、グローバ
ル・オファリングに関する米国投資家につき、レピュテーション・リスクまたはその他のリスクが発生する可能性
がある。

 

当行が顧客預金の増加率を維持することができない場合、または顧客預金が著しく減少した場合、当行の業務およ
び流動性に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

顧客預金は、当行の最大の資金源である。2007年12月31日から2009年12月31日にかけて、当行の預金総額は52,872
億人民元から74,976億人民元に増加し、国内個人顧客預金は29,814億人民元から43,654億人民元に増加した。ただ
し、預金の増加に影響を及ぼす要因は多く存在し、このうち、経済情勢、政治情勢、預金に代わる投資機会の有無およ
び個人顧客の貯蓄に対する考え方の変化等の要因は、当行の支配の及ばないものである。例えば、中国の資本市場が
発展を続けた場合、当行の顧客がより高い収益を求めて預金を減らし、有価証券への投資を増やす可能性がある。

さらに、2009年12月31日現在、当行の顧客預金総額の72.2％が、満期までの期間が3ヶ月以内の預金または要求払預
金に集中していた。2009年12月31日現在、当行の貸出金（減損引当控除後）の83.3％は、満期が3ヶ月超のものであっ
た。当行の負債と資産の満期には、不一致が生じている。当行の経験上、中国においては代替的な投資商品が存在しな
いことおよび中国の消費者は一般に将来の需要に備えて貯蓄を志向することが一因となって、当行の短期の顧客預
金は満期時に引き出されないのが通常であり、それゆえ安定した資金源となってきた。しかしながら、特に、中国の資
本市場の成長の持続ならびに様々な資産管理商品および保険商品に対する顧客の需要の増加を前提とした場合、か
かる状況が継続するという保証はない。

当行が預金の増加率を維持することができない場合、または当行の預金者の大部分が預金を引き出すかもしくは
定期預金を満期時に継続しない場合、当行の流動性ポジション、財政状態および経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能
性がある。かかる場合、当行は、より調達コストの高い資金源を探さなければならない可能性があるが、必要に応じて
必要な時に、商業的に合理的な条件で追加の資金を調達できるという保証はない。当行が追加の資金を調達すること
ができるか否かは、市況の悪化、金融市場の激しい混乱、または当行が多大な信用エクスポージャーを有する産業に
おける見通しの悪化等、当行の支配がほとんど及ばないかまたは全く及ばない要因によって影響を受ける可能性が
ある。

 

当行の事業は、当行のITシステムの正常な機能およびその向上に大きく依存している。

当行が、正確かつ適時に取引を処理し、事業データおよび運営データの保管および処理を行うことができるか否か
は、そのITシステムに依存している。当行の財務管理、リスク管理、信用分析および報告、会計、顧客サービスならびに
その他のITシステムに加えて、支店と主要データ処理センターとの間の通信ネットワークが正常に機能することは、
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当行が事業を営み、効率的に競争していく上で極めて重要である。当行の北京の障害復旧試験センターは、上海の
データセンターのバックアップとして機能しており、大災害のときまたは当行の中核となる生産システムに不具合
が生じたときに利用することができる。当行は、当行のバックアップ機能および災害時の回復能力をさらに高めるた
めに、北京においてバックアップ・データセンターを設立中である。当行はまた、利用可能な場所に代替の通信ネッ
トワークを構築した。しかしながら、部分的にせよまたは全般的にせよITシステムまたは通信ネットワークに不具合
が生じれば、当行の事業活動は著しく混乱するであろう。かかる不具合は、自然災害、長時間にわたる停電、主要な
ハードウェア・システムの故障およびコンピューター・ウイルス等の様々な原因によって生じうるものである。当
行のITシステムが正常に機能するか否かは、正確かつ信頼できるデータ入力およびその他のサブシステムの設定に
も依存しているが、これらは人為的ミスの影響を受けやすいものである。当行の取引データの記録または処理に不具
合または遅れが生じた場合、当行は損害賠償の請求を受け、規制上の罰金および制裁金を課される可能性がある。

とりわけ、機密情報の安全な送信は、当行の運営にとって極めて重要である。当行のネットワークおよびシステム
は、不正なアクセスを受けやすく、またその他のセキュリティ上の問題を生じやすい可能性がある。当行の既存のセ
キュリティ対策が、不法侵入およびウイルス等の予測不可能なセキュリティ侵害、またはハードウェアもしくはソフ
トウェアの欠陥および操作者の過失もしくは不正行為によるその他の混乱を防ぐという保証はない。セキュリティ
対策を巧妙にくぐり抜けた者が、当行自身のまたは当行の顧客の機密情報を悪用する可能性がある。当行は、重大な
セキュリティ侵害またはその他の欠損によって、損失を被り、規制措置を受け、またその評判を傷つけられる可能性
がある。

当行の競争力は、費用効率の高い方法でITシステムを随時アップグレードする能力に一定の影響を受ける。さら
に、当行の現行のITシステムを通じて当行が利用できる、また当行が受け取った情報は、リスクを管理し、かつ市場の
変化その他現在の事業環境における進展に備えこれに対応するものとして、適時のものでなく、または十分ではない
可能性がある。当行のITシステムの効果的なまたは適時の改善またはアップグレードが実質的に行われない場合、当
行の競争力、経営成績および財政状態に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

当行には、一定のオフ・バランスシート・コミットメントに関する信用リスクが存在する。

当行は、通常の業務の過程において、銀行引受手形、与信契約、保証書および当行の顧客による履行を保証する信用
状を含め、適用ある会計原則に従い当行の貸借対照表上に負債として反映されていないコミットメントを供与して
いる。「第二部-第３-７-（１） 財務情報-オフ・バランスシート・コミットメント」を参照のこと。これらのコ
ミットメントは、特定の状況の下では当行が履行しなければならないため、当行には、そのオフ・バランスシート・
コミットメントに関する信用リスクが存在する。当行が、履行を請求されたコミットメントに関して当行の顧客から
支払いを回収することができない場合、当行の財政状態および経営成績は悪影響を受ける可能性がある。

 

当行は、当行の不動産の一部につき必要な土地使用権証書または建物所有権証書を有しておらず、また地主が関連
する権原証書を有していないことが原因で、当行の事務所または事業拠点の一部につき代わりの物件を探さなけ
ればならない可能性がある。

2010年3月31日現在、当行は中国において37,564件の不動産（総延床面積にして約30,448,180平方メートル）を保
有していた。当行が関連する土地使用権証書または建物所有権証書を有していない不動産は1,747件（総延床面積に
して約1,704,104平方メートル）であった。残りの35,817件の不動産のうち、625件（総延べ床面積にして約748,782
平方メートル）については、当行は必要な建物所有権証書を有しており、また割当土地使用権証書または国家出資土
地使用権（すなわち、中国政府がある企業の株式会社としての設立にあたり当該企業の株式の割当てと引換えに現
物出資により付与した土地使用権）の承認証書を得ている。当行は、未保有の必要な土地使用権証書または建物所有
権証書について申請中であり、その迅速な処理のために現地の不動産管理当局と緊密に協力し合う意向である。当行
は、特定の権原の瑕疵を是正するための措置を講じている。しかしながら、当行は、権原の瑕疵またはその他の理由に
よりこれらの不動産の全部について証書を取得することができない可能性がある。必要な権原証書を取得すること
のできない不動産に関して当行の所有権が悪影響を受けないという保証はない。かかる影響により当該不動産にお
ける業務の移転を余儀なくされた場合、当行は移転により追加の費用を負担する可能性がある。

さらに、2010年3月31日現在、当行は、主に当行の支店および準支店の営業用店舗として、中国において約8,160件の
不動産（総賃貸可能面積は約2,171,146平方メートル）を賃借している。これらの不動産のうち、4,761件（総賃貸可
能面積は約1,147,122平方メートル）については、権原証書またはかかる不動産の所有者の許可もしくは承諾を証明
する書類を有しない賃貸人から賃借したものである。このため、当行の賃借権は、無効である可能性がある。加えて、
当行が、その貸借期間の満了に際して容認可能な条件で賃借権を更新できるという保証はできない。当行の賃借権が
第三者による異議により終了した場合、または貸借期間の満了に際して更新することができなかった場合には、当行
は当該支店および準支店の移転を余儀なくされ、これに伴って追加の費用を支出しなければならず、これにより当行
の事業、財政状態および経営成績に悪影響が及ぶ可能性がある。

 

当行は中国および海外の様々な規制に従っており、かかる規制を完全に遵守することができない場合、当行の事
業、評判、財政状態および経営成績は重大な悪影響を受ける可能性がある。

当行は、中国の規制当局によって定められた規制および指針に従っている。当行の海外の支店、子会社および代理
店は、その地域の法律および規則ならびに現地の規制当局に従っている。
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中国の規制当局としては、MOF、中国人民銀行、CBRC、CSRC、CIRC、国家税務総局、中国監査院、SAICおよびSAFE等が挙
げられる。これらの規制当局は、当行による法律、規則および指針の遵守につき定期的な監視および抽出検査を行う。

当行は、中国および海外の様々な規制に従っており、国内外の規制当局は、これらの規制の遵守状況について定期
的な検査、調査および審問を行っている。過去には、当行につき、中国の規制当局の定める要件および指針の不遵守や
特定の規則の違反が発覚している。例えば、2009年12月31日現在、最大のグループ融資先に対する当行の信用エクス
ポージャーの総額は、規制上の自己資本の25.8％を占めており、規制上の上限である15％を上回っていた。さらに、当
行は過去に遵守を怠ったことにつき罰金およびその他の違約金を科されたことがある。「第二部-第３-４-（２）司
法手続および行政手続」を参照のこと。当行が適用あるすべての規制および指針に従うことができるか、または常に
すべての適用ある規制を遵守することができるという保証はなく、また将来において当行が不遵守による制裁、罰金
またはその他の違約金を科されないという保証もない。適用ある要件、指針または規則を遵守しなかったことにつ
き、当行に対して制裁、罰金またはその他の違約金が科される場合、当行の事業、評判、財政状態および経営成績に重
大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

当行はマネーロンダリングその他の違法または不正な活動を完全にまたは適時に発見することができない可能性
があり、これにより当行が追加の債務を負い、当行の事業または評判に悪影響が及ぶ可能性がある。

当行は、中国、香港、シンガポールおよびその他当行が事業を行う他の法域における適用あるマネーロンダリング
防止法、テロ防止法およびその他の規則を遵守しなければならない。これらの法律および規則により、当行は、「顧客
確認」の方針および手続を採用して実施することならびに疑わしい取引および大型取引については、それぞれの法
域における関連する規制当局に対して報告すること等を義務付けられている。当行は過去に、例えば大型取引または
疑わしい取引について報告を怠ったことを含め、中国のマネーロンダリング防止規則を遵守しなかったこと等によ
り、中国における規制当局から行政上の制裁金および違約金を科されたことがある。当行は、一般に、テロリストなら
びにテロリストに関連する組織および個人がマネーロンダリング活動として当行の銀行ネットワークを利用するこ
とを発見し、これを防ぐための方針および手続を採用しているが、一部はこれらの方針および手続が導入されてから
間がないために、かかる方針および手続によっても、マネーロンダリング活動その他の違法または不正な活動に従事
する他の当事者によって当行の銀行ネットワークが利用される事態を完全に排除することはできない。当行が適用
ある法律および規則を完全に遵守することができない場合、報告対象たる政府機関は、当行に対して罰金その他の違
約金を科す権限を有する。さらに、顧客がマネーロンダリングのためにまたは違法もしくは不正な目的で当行の銀行
を利用した場合には、当行の事業および評判に悪影響が及ぶ可能性がある。

 

世界経済、世界金融市場および特に中国に関する不確実性は、当行の財政状態および経営成績に重大な悪影響を及
ぼす可能性がある。

2007年7月以降、合衆国のサブプライムローン分野の著しい悪化により、金融市場は世界的に大きな混乱および変
動に見舞われた。その後の流動性の枯渇、信用枠の縮小、資産の質の低下、破産の増加、失業率の増加ならびに消費者
および企業の景況感の悪化によって、世界経済は全体的に後退した。2008年後半から2009年半ばまで、合衆国、欧州お
よび日本等の世界最大の経済国は、押しなべて著しい景気後退の中にあるとされ、中国およびインドといった主要な
新興経済国もまた経済成長の大幅な減速に直面した。中国政府によって公表された統計によれば、中国の国内総生産
の成長率は、2008年における9.6％から2009年には8.7％まで減少した。

世界経済および中国経済の不確実性は、以下のものを含め、多岐にわたり当行の財政状態および経営成績に対して
悪影響を及ぼす可能性がある。

・　景気の後退局面では、より多くの顧客または取引先が、貸出金その他の債務の返済を延滞する可能性が高くな
り、これによって、不良債権、減損損失引当金および債務の償却が増加する可能性があるが、これらすべてが当
行の経営成績および財政状態に悪影響を及ぼす可能性がある。

・　当行が営業を行っている一定の法域において、金融危機の結果として金融サービス業界に対する規制および監
督が強化されたことにより、当行の事業の柔軟性が制限され、規制遵守に係る費用が増加する可能性があり、
これにより当行の事業運営が悪影響を受ける可能性がある。

・　海外の政府および金融機関によって発行された債券に対する当行の投資の価値が著しく減少する可能性があ
り、これによって当行の財政状態が悪影響を受ける可能性がある。

・　有利な条件で（またはいかなる条件であれ）追加的な資本調達を行う当行の能力が悪影響を受ける可能性が
ある。

・　一定の市場に導入されている保護貿易政策の結果、貿易および資金の流れがさらに縮小し、さらなる景気後退
が引き起こされることによって、当行の事業の見通しに悪影響が及ぶ可能性がある。

当行は世界的な信用危機および金融危機による悪影響を被った。当行は、2007年および2008年において、投資の減
損損失に対してそれぞれ約94億人民元および約100億人民元の引当金を計上したが、これらは主として、外国の金融
機関が発行し、オルトAローンおよびサブプライムローンにより担保された外貨建ての債券類に対する投資の減損損
失に割り当てられた。2009年12月31日現在、外国の金融機関が発行し、オルトAローン、サブプライムローンおよび債
務担保証券により担保された外貨建ての債券類に対する投資の残高は、それぞれ294百万人民元、14百万人民元およ
び2,154百万人民元であり、かかる債券類に係る減損損失引当金は、当該債券類のそれぞれ100％、100％および39％で
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あった。

中国経済または世界経済が、持続可能な成長を続けるという保証はない。さらなる景気後退が生じ、または継続す
る場合、当行の事業、経営成績および財政状態に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

当行は、当行の運営から随時生じる訴訟その他の紛争に関わる可能性があり、その結果潜在的な債務を抱える可能
性がある。

当行は、様々な理由から、頻繁に訴訟その他の紛争に関わる。その理由は、通常、当行が借入人から負債残高を回収
しようとし、または顧客もしくは他の申立人が当行に対して訴訟を提起することである。これらの事件の大部分は、
当行の通常の業務の過程で生じるものである。損失が発生するリスクがあると当行が評価した場合には、かかる損失
に対する引当金を計上することを方針としている。当行は、当行に対して提起された係属中の訴訟およびその他の紛
争につき、引当金を計上した。「第二部-第３-４-（２）司法手続および行政手続」および「第二部-第６-１ 財務書
類-A-VI.注記36.(3)」を参照のこと。しかしながら、当行の関わる訴訟の判決が、当行にとって有利なものとなると
いう保証はなく、訴訟のための引当金が、訴訟またはその他の紛争により生じる損失を補填するのに十分であるとい
う保証もない。さらに、当行によるリスクの評価が変更された場合、引当金に対する方針も変更される。当行は、将来
においても様々な訴訟その他の紛争に関与することになると予想しているが、これにより当行はさらなるリスクお
よび損失を抱える可能性がある。例えば、当行の財務改革の結果、当行は今後、2008年に売却された総額8,157億人民
元の不良資産に関連する経済的リスクを負うことはないものの、当行は、MOFによる当行からの不良資産の買取り後、
これらの不良資産をMOFからの委託に基づき管理しているため、かかる売却により生じた訴訟に巻き込まれる可能性
がある。これらの紛争は、とりわけ、関連する借入人の未払債務額、当該借入人の債務の履行条件および時効の適用に
関連する可能性がある。さらに、当行は、これに伴う訴訟費用（査定、公証、競売、執行および弁護士の法律事務に関連
する費用を含む。）を支出しなければならない可能性がある。これらの訴訟その他の紛争により、裁判または行政手
続その他の手続が生じ、その結果当行の評判が傷つけられ、追加の営業費用が生じ、経営資源および経営陣の主たる
関心が当行の基盤となる事業の運営から分散される可能性がある。現在または将来の紛争または手続が、当行の事
業、評判、財政状態および経営成績に悪影響を及ぼさないという保証はない。

 

当行には、デリバティブ取引における取引相手方のリスクが存在する。

当行は国内外の外国為替およびデリバティブ市場において、主として仲介機関として行為しており、現在、国内外
の多くの銀行、その他の金融機関およびその他の事業体との間で為替予約契約、通貨スワップ契約および金利スワッ
プ契約を締結している。当行の取引の相手方の総合的な信用度は十分であると考えるものの、当行の相手方が重大な
エクスポージャーを抱えている場合に、デリバティブ契約に係る金額の支払期限において、その金額の支払いに困難
が生じることはないという保証はなく、かかる事態の結果として当行に財務上の損失が生じる可能性がある。

 

当行は、中国政府の一定の優遇政策の恩恵を受けられなくなる可能性がある。

当行は現在、中国政府の一定の優遇政策の恩恵を受けているが、かかる政策は将来において廃止される可能性があ
る。当行が現在恩恵を受けているこれらの政策の一部は、当行がその適格性を有するかどうかにつき定期的な審査を
必要とする。例えば当行は、中国において、黒龍江省を含む8つの省または地区の農業関連の貸出の促進を目的として
MOFが助成する試行プログラムに参加することにつき、一定の経済助成措置を受け始めた。試行プログラムの継続期
間は不明であり、かかる経済助成措置を受け続けることができるという保証はない。2008年から2010年の間、当行は、
農業関連の貸出および中小企業に対する貸出に係る減損損失引当金のうち一定の割合を課税所得から控除すること
が認められているが、2010年以降はかかる優遇税制を受けることはできない可能性がある。さらに、当行は、当行の財
務改革の一環として、2008年に、中国政府から一時的な一定の税額の免除を受けた。「第二部-第３-７-（１）財務情
報-2007年12月31日、2008年12月31日および2009年12月31日に終了した各事業年度の経営成績-法人所得税」を参照
のこと。当行が、現在有利な扱いを受けている政策の一部または全部の恩恵を受けられなくなる場合、当行の事業、経
営成績および財政状態に悪影響が及ぶ可能性がある。

 

当行の大株主は、当行に対して重大な影響力を行使することができる。

当行の大株主であるMOFおよび匯金公司は、グローバル・オファリングおよびＡ株式オファリングのオーバーア
ロットメント・オプションがいずれも行使されなかったと仮定した場合、Ａ株式オファリングおよびグローバル・
オファリングの完了時点において、当行の発行済株式のそれぞれ約40.20％および約40.93％を保有する見込みであ
る。当行の定款および適用ある法律および規則に従って、MOFおよび匯金公司は、以下に関連する事項を含め、当行の
事業に対して支配的な影響力を行使することができる。

・　配当の分配時期および金額

・　有価証券の新規発行

・　当行の取締役および監査役の選任

・　当行の事業戦略および経営方針

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

145/588



・　合併、買収、ジョイント・ベンチャー、投資または資産の処分に関連する計画

・　当行の定款の変更

MOFおよび匯金公司の利害は、当行自身のまたは当行の他の株主の利害と対立することがある。さらに、MOFは国務
院の省庁であり、匯金公司は中国法に基づき設立された完全国有の有限責任会社であるため、それらは中国政府に
よって策定された経済政策または財務政策の実施が成功することに緊密な利害関係を有しているが、それらの政策
は、当行自身または当行の他の株主の最大利益とはならない可能性がある。

 

当行は中国以外の法域にその事業を拡大したため、当行が直面するリスクがさらに複雑になった。

近年、当行は中国本土外における当行の事業を拡大する方針を取っている。2010年3月31日現在、当行は香港および
シンガポールに2つの支店を有しており、ニューヨーク、ロンドン、東京、フランクフルト、ソウルおよびシドニーに駐
在員事務所を開設している。当行は、これらの駐在員事務所のうちのいくつかを支店へと格上げする予定である。

当行が中国本土以外の多様な法域に展開することによって、当行は新たに様々な規制上および事業上の課題およ
びリスクを負い、通貨リスク、金利リスク、規制およびコンプライアンスに関わるリスク、レピュテーション・リスク
ならびにオペレーショナル・リスクを含め多くの分野において当行のリスクの複雑性が増大した。これらの海外の
法域における厳しい市場環境は、当行の海外の支店が保有する投資資産に時価ベースでの損失および実現損失を生
じさせ、資金調達コストを増加させる可能性がある。さらに、当行が営業を行うすべての法域におけるすべての適用
ある規則を遵守するために最善の努力を尽くしているにもかかわらず、当行が一定の法域における規則を遵守する
ことができない事態が生じる可能性がある。海外の規制当局は、当行または当行の従業員、代表者、代理人および外部
サービス業者に対して、行政手続および司法手続を取る可能性があり、その結果、当行の一または複数のライセンス
の停止または取消し、停止命令、罰金、民事上の課徴金、刑事処分その他の懲戒処分等が生じる可能性がある。さらに、
当行が事業を行っているまたは行う予定の法域を含め、様々な法域における規制の大幅な変更が当行の成長、必要な
自己資本比率および収益性に悪影響を及ぼす可能性がある。中国本土外に拡大したことにより生じたリスクを管理
することができない場合、当行の事業、評判、経営成績および財政状態に悪影響が及ぶ可能性がある。

 

中国の銀行業界に関連するリスク

当行は、中国の銀行業界における厳しい競争のみならず、代替的な企業金融および企業投資との競争にも直面して
いる。

当行は、都市部および県域の両方において他の商業銀行や金融機関との競争に直面している。当行の競合相手は、
主として、中国に所在する他の大手商業銀行、その他の全国的な商業銀行、都市商業銀行および外資系銀行である。こ
れらの銀行の一部は、特定の地域において当行よりも認知度が高く、当行より多くの財源、経営資源および技術資源
を有している可能性がある。県域における競合相手は、主として、他の大手商業銀行、農業信用組合および中国郵便貯
金銀行である。これらの銀行の一部は、特定の区域および地域において、より簡易な経営構造および経営手法を採っ
ている可能性がある。近年、中国政府は県域において事業を営む金融機関の参入障壁を徐々に下げ、これに対する財
政面および税金面での支援を強化している。当行は、これにより県域における金融市場の発展が促進されると考えて
いるが、このために県域における金融機関相互の競争が一段と激化する可能性がある。

また、中国によるWTO加盟に係る誓約の一環として、中国における地理的な進出規制、顧客基盤規制および営業許可
に関する制約が2006年12月に廃止された後、当行は外資系商業銀行との間の競争の激化に直面した。最近では、多く
の著名な外資系銀行が県域にまで進出している。さらに、本土・香港間経済貿易緊密化協定および本土・マカオ間経
済貿易緊密化協定が締結され、香港およびマカオの比較的小規模な銀行が中国で業務を行うことが認められた結果、
中国の銀行業界における競争はさらに激化した。

これに加えて、中国政府は、近年、金利の自由化ならびに利息の発生しない商品およびサービスの自由化等、銀行業
界のさらなる自由化を図る一連の政策を実施した。これは、当行が他行と顧客獲得をめぐる競争を行うその基盤を変
えるものである。

当行は、貸出金、預金および手数料サービスに関し、ほぼ同一の顧客をめぐって、多くの競合相手と競争している。
かかる競争により、当行の事業および将来の見通しは、例えば下記のような悪影響を受ける可能性がある。

・　主要な商品およびサービスの市場占有率の減少

・　貸出金または預金のポートフォリオならびにその他の商品およびサービスの成長の鈍化

・　受取利息の減少または支払利息の増加およびこれらによる当行の受取利息純額の減少

・　手数料収入の減少

・　支払利息以外の費用（例えばマーケティング費用）の増加

・　資産の質の低下

・　幹部役員および資格を有する専門職員の獲得に向けた競争の激化
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当行はまた、国内外の資本市場における有価証券の発行といった企業の直接金融から生じる競争に直面している。
国内証券市場は拡大および成長しており、今後もそれが続くと見込まれている。当行の顧客の多くがその資金需要を
まかなうために代替的な調達手段を選択した場合、当行の受取利息、財政状態および経営成績に悪影響が及ぶ可能性
がある。

さらに当行は、中国資本市場の持続的な発展により、投資に係るその他の選択肢との間で競争に直面する可能性が
ある。中国の株式市場および債券市場が引続き発展し、より有望な魅力ある代替的な投資の選択肢となるにつれて、
当行の預金顧客はその資金を資本投資および債券に振り向ける可能性があり、これにより当行の預金基盤が脆弱化
し、当行の事業、財政状態および経営成績に悪影響が及ぶ可能性がある。

 

当行の事業および運営は厳重に規制されており、当行の事業、財政状態、経営成績および将来の見通しは、規制の変
更またはその他の政府の方針ならびにその解釈および適用により重大な悪影響を受ける可能性がある。

当行の事業および運営は、当行が従事可能な事業の範囲等の銀行業界に関連する中国の政策、法律および規則の変
更ならびにその他の政府の方針の変更により直接的な影響を受ける。CBRCは、2003年に銀行業の主たる監督機関とし
て中国人民銀行から銀行規制機能の大部分を引き継いで設立されてから、一連の銀行規則および指針を公布してき
た。中国における銀行の規制構造は現在著しく変化しているが、当行はその大部分の適用を受けるため、当行の事業
に追加の費用または制約が生じる結果となる可能性がある。銀行業界を規律する政策、法律および規則が将来におい
て変更されず、またはかかる変更が当行の事業、財政状態および経営成績に重大な悪影響を及ぼさないという保証は
なく、また当行がこれらすべての変更に適時に適応することができるという保証もない。さらに、新しい政策、法律お
よび規則の解釈および適用に関して不確実性が存在する可能性がある。適用ある政策、法律および規則を遵守するこ
とができない場合、当行の事業に罰金および制限が科される可能性があり、これにより当行の事業、財政状態および
経営成績に重大な影響が及ぶ可能性がある。

 

当行は、金利変動その他の市場リスクにさらされているが、当行の市場リスクを回避する能力は限定的である。

多くの商業銀行と同様に、当行の経営成績は当行の受取利息純額に大きく左右される。2009年12月31日、2008年12
月31日および2007年の12月31日に終了した各年度において、当行の受取利息純額は、それぞれ当行の営業収益の
81.2％、93.5％および89.5％であった。中国における金利は、過去においては厳重に規制されていたが、近年では次第
に自由化されてきている。中国人民銀行の現在の規則によれば、中国の商業銀行は(ⅰ)人民元建ての貸出金に係る中
国人民銀行の該当する基準金利の90％を下回る金利（2008年10月27日以降は、人民元建ての住宅ローンについては
中国人民銀行の該当する基準金利の70％を下回る金利）を設定することができず、また(ⅱ)人民元建ての預金に係
る中国人民銀行の該当する基準金利を上回る金利を設定することはできない。中国人民銀行は、人民元建ての貸出金
および預金に関する現行の金利規制を一層自由化する可能性がある。現行の規制が大幅に自由化され、または撤廃さ
れた場合、中国の銀行業界における競争は、中国の商業銀行が顧客により有利な金利の提供に向けた努力を行うにし
たがって激化するであろう。中国人民銀行により一層の自由化が進められた場合、人民元建ての貸出金と人民元建て
の預金との間の平均金利の差が縮小し、その結果当行の経営成績に重大な悪影響が及ぶであろう。また、金利のさら
なる自由化に効果的に対応して、当行が資産および負債のポートフォリオ構成ならびに価格決定方法を調整するこ
とができるという保証はない。

近年、中国人民銀行は、世界的な金融危機および景気の悪化への対応として2008年下半期の相次ぐ金利引下げを含
めて、基準金利の調整を数回にわたって行った。貸出金または預金に係る基準金利の中国人民銀行による調整または
市場金利の変動は、当行の財政状態および経営成績に対して様々な点で悪影響を及ぼす可能性がある。例えば、中国
人民銀行の基準金利の変動による影響は、有利子負債の平均費用率と利付資産の平均収益率とでは異なる形で表れ
る可能性があり、これにより当行の正味利息収益率が低下し、その結果、受取利息純額が減少することで、当行の経営
成績および財政状態に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。2008年下半期における中国人民銀行による相次ぐ金利引
下げの影響の累積により、当行の受取利息純額は2008年における2,000億人民元に対して2009年における1,816億人
民元へと9.2％減少し、当行の正味利息収益率は2008年における3.13％に対して2009年には2.28％まで低下した。
「第二部-第３-７-（１）財務情報-2007年12月31日、2008年12月31日および2009年12月31日に終了した各事業年度
の経営成績-受取利息純額」を参照のこと。さらに、金利が上昇した場合、当行の顧客の財務費用の増加を受けて、貸
出に対する全体的な需要が減少する可能性があり、これにより、当行の貸出金ポートフォリオの成長に悪影響が及ぶ
だけでなく、顧客の債務不履行のリスクが増加する可能性がある。その結果、金利の変動により当行の受取利息純額、
財政状態および経営成績に悪影響が及ぶ可能性がある。

当行はまた、中国内外において金融商品に関する取引および投資を行っている。これらの活動による当行の収益
は、とりわけ金利および外国為替相場の変動を受けて変動しやすい。例えば、金利の上昇は、一般に当行の確定利付証
券ポートフォリオの価値に悪影響を及ぼし、これにより当行の経営成績および財政状態は重大な悪影響を受ける可
能性がある。さらに、中国におけるデリバティブ市場は十分に成長していないため、当行が市場リスクを減少させる
ために利用することのできるリスク管理手段は限定的である。

 

中国の銀行業界の成長率は持続しない可能性がある。

当行は、中国における銀行業界は、中国経済において予想される成長、家計所得の増加、一層の社会福祉改革、人口
構造の変化および外国勢への中国銀行業界参入の開放の結果、成長し続けるであろうと予想している。しかしなが
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ら、中国の経済成長の速度、中国のWTO加盟に係る誓約の実行、国内の資本市場および保険市場の発展ならびに社会福
祉制度の継続的な改革といった特定の動向および事象が中国の銀行業界に対してどのように影響するかは明確では
ない。さらに、中国の銀行業界が制度的なリスクを伴わないという保証はない。結果的に、中国の銀行業界の成長およ
び発展が持続可能であるという保証はない。

 

IAS第39号およびその適用に係る解釈指針が将来的に改正された場合、当行は減損計上の慣行を変更しなけ
ればならない可能性がある。

当行は、IAS第39号（随時行われる改正を含む。）に従った減損処理のために貸出金および投資資産の評価を行う。
IASBはIFRSに基づく会計基準の制定および改正を権限としている。IASBは、2009年11月に、償却原価および減損に係
る公開草案を公布したが、これが採用されて2013年1月1日付で有効となると、IAS第39号に基づく「発生損失モデ
ル」から「期待損失モデル」に置き換わることとなる。さらに、IFRICならびにその他の関連する会計基準設定機関
および監督機関は、その設立母体により、IAS第39号の適用に関する解釈指針の規定につき検討を依頼されている。将
来におけるIAS第39号およびその適用に係る解釈指針の修正によって、当行は現行の減損計上の慣行を変更すること
を余儀なくされ、その結果当行の財政状態および経営成績に重大な影響が及ぶ可能性がある。

 

当行の信用リスク管理の有効性は、中国において入手可能な情報の質および範囲によって影響される。

中国における情報インフラは、相対的にみて未発達である。2006年、中国人民銀行によって開発された中国全域に
わたる個人および企業の信用情報のデータベースの運用が開始されたが、かかる運用は始まったばかりであるため、
提供される情報は限定的である。したがって、当行による特定の顧客の信用リスクの評価は、完全かつ正確な情報ま
たは信用できる情報に基づくものではない可能性がある。これらの全国的な信用情報データベースがより十分なも
のとして発達するまで、当行はその他の一般に入手可能な情報源および当行の内部的な情報源に依拠しなければな
らないが、これらは統合された全国的な信用情報制度ほど広範囲に及ぶものではなく、また効果的なものでもない。
結果として、当行の信用リスクを効果的に管理する当行の能力、さらには当行の資産の質、財政状態および経営成績
に、重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

中国の特定の規制は、当行の投資の多様化を制約しており、この結果、特定の種類の投資の価値が減少することに
より当行の財政状態および経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

現行の中国の規制上の制約により、当行の人民元建ての投資資産のほぼ全部が、中国国債、中国人民銀行債券、中国
の政策銀行および中国の商業銀行によって発行された債券、適格内国会社のコマーシャル・ペーパーならびに内国
企業社債等の、中国の商業銀行に認められた限られた種類の投資に集中している。投資ポートフォリオの多様化を制
約するこれらの制限によって、当行の投資収益力が制限される。特定の投資の価値が減少した場合、当行はこれらの
規制上の制限によって、より大きい損失を被る可能性がある。さらに、利用可能な人民元建てのヘッジ商品が限られ
ているために、人民元建ての投資資産を管理する可能性も限定的となる。当行の人民元建ての金融資産の価値の減少
は、当行の財政状態および経営成績に悪影響を及ぼす可能性がある。

 

本書に記載される中国、中国全域もしくは県域の経済または中国の銀行業界に関する事実、見通しおよび統計につ
いて、それが正確であり、かつ比較可能であるという保証はない。

本書に記載される中国、中国全域または県域の経済および財政状態ならびに銀行業界に関連する事実、見通しおよ
び統計は、当行の市場占有率の情報も含め、通常信頼性があると考えられる様々な情報源から得たものである。しか
しながら、当行は、かかる情報源の質および信頼性について保証することはできない。加えて、これらの事実、見通し
および統計は、当行によって個別に検証されておらず、他の情報源から入手できる情報と一致しない可能性があり、
完全なもの、または最新のものではない可能性がある。当行は、かかる情報源から情報を複製し、または引用する際に
相応な注意を払っている。しかしながら、手法に潜在する欠陥、市場慣行からの乖離その他の問題により、これらの事
実、見通しおよびその他の統計が不正確である可能性もあり、または時間軸による比較可能性もしくは他の経済圏と
の比較可能性がない場合がありうる。

 

中国の商業銀行への投資には、投資家の投資価値に悪影響を及ぼす可能性のある所有制限が課されている。

中国の商業銀行への投資には、多くの所有制限が課されている。例えば、中国の商業銀行の登録資本または発行済
株式総数の5％以上を保有するには、いかなる者または団体もCBRCからの事前の承認が必要とされる。中国の商業銀
行の株主が、CBRCからの事前の承認を得ることなく5％基準を超過して株式保有を増加させる場合、株主はCBRCの制
裁を受けることとなり、これにはとりわけ、当該不正行為の是正、罰金および関連する利益の没収が含まれる。さら
に、中国会社法に基づき、当行は、当行の株式を担保とする融資を行ってはならない。これに加えて、当行の定款に従
い、当行株式の3％以上を所有する株主がその有する株式に対して貸出人のために質権を設定する場合、当該株主は、
当該差入れの日に取締役会に対して報告書を提出しなければならず、当行の発行済株式総数の5％以上を保有し、か
つ同人に対する当行からの貸出残高が前会計年度末現在の保有株式の監査済純額を上回る株主は、当該貸出が預金
証書または中国国債により担保されている場合を除き、当行のためにその保有株式に質権を設定し、これを当行に差
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し入れてはならない。中国政府または当行の定款によって課される所有制限が将来において変更された場合、投資家
の投資価値に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

中国に関連するリスク

中国の経済情勢、政治情勢および社会情勢ならびに政府の政策は、当行の事業、財政状態および経営成績に影響を
及ぼす可能性がある。

当行の事業、資産および運営の大部分は、中国において行われ、中国に所在する。したがって、当行の財政状態、経営
成績および事業の見通しは、相当程度、中国における経済的、政治的および法的な進展の影響を受ける。中国経済は、
とりわけ、政府の関与、発展度合い、成長率、外国為替管理および資源配分等、多くの点において多くの先進国の経済
とは異なるものである。

中国の経済は計画経済であった。中国における生産的資産の大部分が、依然として中国政府によって所有されてい
る。政府はまた、資源を配分し、金融政策を設定し、特定の業種または企業に対して優遇措置を提供することによっ
て、中国の経済成長に対して大きな支配力を行使している。政府は、事業に市場強制力を導入し、健全なコーポレート
・ガバナンスを構築するための経済改革政策を実施してきたが、かかる経済改革政策は、業種ごとに、または国内の
異なる地域にまたがって、それぞれに応じて調整され、修正され、または適用される可能性がある。その結果、当行は
かかる政策の一部からの利益を享受できない可能性がある。

中国政府は、中国の経済に影響を及ぼすマクロ経済の規制措置を実施する権限を有している。政府は、成長率の上
昇または統制を目指し、また、特定の業種の産業構造の調整を目指して様々な措置を実施している。例えば、2008年9
月に始まった世界的な金融危機および景気の減速の結果、成長率が落ち込んだこと等に応じて、中国政府は一連のマ
クロ経済措置および適度に緩和的な金融政策の実施等を開始した。かかる政策は総額4兆人民元（約5,860億米ド
ル）の景気対策の発表および基準金利の引下げ等であった。

中国政府の一定のマクロ経済政策は、当行の財政状態、経営成績および資産の質に重大な悪影響を及ぼす可能性が
ある。例えば、2008年下半期における中国人民銀行の基準金利の引下げにより、当行の正味利息収益率が低下し、当行
の2009年の受取利息純額は2008年と比較して減少し、これによって当行の収益性は悪影響を受けた。「第二部-第３-
７-（１）財務情報」を参照のこと。さらに、中国政府は、不動産市場の過熱を抑えるためのマクロ経済における抑制
措置を講じた。2009年12月、中国政府は、不動産開発業者による土地プレミアムの支払期間を短縮し、不動産開発業者
の頭金必要額を引き上げた。2010年4月、中国政府は自宅以外の家屋を購入する場合の頭金必要額を、資産価値の最低
40％から最低50％へと引き上げた。90平方メートル超の自宅家屋の頭金必要額は、資産価値の最低20％から最低30％
へと引き上げられた。さらに、商業銀行が自宅以外の家屋の住宅ローンに関して課すことが認められている最低金利
は、中国人民銀行の該当する基準金利の90％から110％へと引き上げられた。2009年12月31日現在、中国の不動産産業
に対する当行の貸出金は、内国法人向け貸出金総額の14.4％に相当し、住宅ローンは、内国個人向け貸出金の63.1％
に上った。住宅市場の冷却に向けた中国政府の措置は、当行の不動産関連の貸出の成長および質に悪影響を及ぼす可
能性があり、また当行の事業、財政状態および経営成績に重大な影響を与える可能性がある。さらに、2009年9月26日、
国務院は、鉄鋼、セメント、板硝子、石炭化学、多結晶シリコン、風力発電設備、電解アルミニウム、造船および大豆油圧
搾等、生産能力が過剰な一部の産業の拡大に歯止めをかけるために、中国国家発展改革委員会およびその他の部門が
公表した「一部産業における生産能力過剰および重複建設の抑制による健全な発展に関する意見」に係る通知を承
認した。この通知は、金融機関が一定の要件を充たさない融資計画を実行することを禁じ、このような融資を行った
金融機関には、その是正措置を求めるものである。かかる要求により、関連する産業に対する当行の特定の貸出の条
件に悪影響が及ぶ可能性がある。

中国は、近年、国内総生産の成長率で見ると世界で最も急速に成長している経済国の一つである。しかしながら、中
国はかかる成長率を維持することができない可能性がある。最近の世界的な金融危機および景気の減速の時期に、中
国の国内総生産の成長は減速した。中国の経済が成長率の低下または深刻な低迷に見舞われた場合、当行の顧客に
とって不利な事業環境および経済状態により、かかる顧客の貸出金返済能力およびその返済意思に悪影響を生じ、当
行の銀行サービスに対する顧客の需要が減少する可能性がある。当行の財政状態、経営成績および事業の見通しは、
重大な悪影響を受ける可能性がある。

 

中国の法制度の下で投資家が利用できる法的保護は限定的である可能性がある。

当行は、中国法に基づき組織されている。中国の法制度は、制定法に基づくものである。過去の判決は参照のため引
用されるが、その先例としての価値は限られている。1979年以降、中国政府は、商業法の包括的な体系の構築を目的と
して、有価証券、株主の権利、外国投資、会社組織、コーポレート・ガバナンス、商取引、税金および貿易といった経済
問題を扱う法律および規則を公布した。しかしながら、これらの法律および規則は比較的新しく、中国の銀行業界に
おける商品、取引および環境は進展し続けているため、これらの法律および規則が関連当事者の権利義務に及ぼす影
響は不確実性を伴う。このため、中国の法制度の下で利用できる法的保護は限定的である可能性がある。

当行の定款は、当行の定款または中国の会社法および関連する規則に基づく当行の権利義務に関して発生した、Ｈ
株式の保有者を一方当事者とし、当行、当行の取締役、監査役もしくは幹部役員またはＡ株式の保有者を他方当事者
とする紛争は、仲裁を通じて解決されるものと規定している。当行の定款はさらに、かかる仲裁判断は最終的かつ確
定的な判断であり、すべての当事者に対して拘束力を有すると規定している。申立人は、紛争を仲裁機関に付すにあ
たり、香港または中国のいずれかの仲裁機関を選択することができる。香港仲裁条例に基づいて認められた中国の仲
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裁機関によって行われた判断は、香港において執行することができる。香港の仲裁判断は、中国の一定の法的要件を
充たせば、中国の裁判所によって承認および執行されることがある。しかしながら、当行の知る限り、仲裁判断を執行
するための訴訟がＨ株式の保有者により中国において提起されたことはなく、Ｈ株式の保有者が自己に有利な香港
の仲裁判断を執行するために中国において訴訟を提起した場合にこれが成功するという保証はない。

 

投資家は、当行および当行の経営陣に対して訴状を送達し、または判決を執行する際に困難に直面する可能性があ
る。

当行は、中国法に基づき設立された会社であり、当行の事業、資産および運営のほとんどすべてが中国において行
われ、中国に所在する。さらに、当行の取締役、監査役および業務執行担当の役員の大多数が中国に居住しており、か
かる取締役、監査役および業務執行担当の役員の資産の大部分が中国に存在する。その結果、合衆国の連邦証券法ま
たは適用ある州の証券法に基づいて生じた問題に関連するものを含め、合衆国またはその他中国国外において、当行
または当行の取締役、監査役もしくは業務執行担当の役員に対して訴状を送達することができない可能性がある。さ
らに、中国は、合衆国、英国、日本およびその他の多くの国との間で、裁判所の判断の相互承認および執行に係る条約
を締結していない。加えて、香港は合衆国との間で判決の相互執行に係る協定を結んでいない。その結果、合衆国およ
び上記のその他の法域における裁判所の判断の中国または香港における承認および執行は、困難または不可能であ
る可能性がある。

当行は、香港証券取引所へのＨ株式の上場後、上場規則ならびに香港会社買収、合併および自己株買付条例の適用
を受けることとなるが、Ｈ株式の保有者は、上場規則違反を理由とする訴訟を起こすことはできず、香港証券取引所
にその規則の執行を委ねなければならない。上場規則ならびに香港会社買収、合併および自己株買付条例は、香港に
おいて法的拘束力を持たない。

 

投資家は、中国における課税対象となる可能性がある。

適用ある中国税法に基づき、中国非居住者たるＨ株式の個人保有者に対して当行が支払う配当および中国非居住
者たるＨ株式の個人保有者がＨ株式の売却その他の処分により実現する利益はいずれも、20％の中国個人所得税の
対象となるが、当行の理解によれば中国税務当局は実務上かかる税を徴収していない。適用ある中国税法に基づき、
中国非居住者たるＨ株式の企業保有者に対して支払われる配当および中国非居住者たるＨ株式の企業保有者が実現
する利益はいずれも、10％の中国法人所得税の対象となる。かかる税法の一部が比較的新しいものであること等の複
数の要因のために、適用ある中国税法の解釈および適用には、著しい不確実性が伴う。かかる不確実性は、特に、中国
非居住者たる企業がＨ株式の売却その他の処分により実現する利益に係る法人所得税の中国税務当局によるこれま
でのまたは将来の徴収の有無および徴収方法、ならびに中国非居住者たるＨ株式の個人保有者に対して当行が支払
う配当およびかかる個人保有者がＨ株式の売却その他の処分により実現する利益に係る中国個人所得税の中国税務
当局による将来の徴収の有無および徴収方法を含んでいる。適用ある税法およびその解釈または適用に変更が生じ
た場合、Ｈ株式の保有者は、当行が支払う配当およびＨ株式の売却その他の処分により実現する利益につき、現在課
されていないかまたは中国税務当局が実務上徴収していない中国所得税を課される可能性がある。「第二部-第１-
３-（１）中国における課税」を参照のこと。

 

配当の支払いには、中国法に基づく制約がある。

中国法に基づき、配当は配当可能利益の中からのみ支払うことができる。当行の配当可能利益とは、当行の配当可
能純利益から法定準備金、一般準備金および（当行の株主総会によって承認された）任意準備金への繰入額を控除
した額であり、かかる各繰入額は、中国GAAPに従って決定された当行の単体の純利益に基づくものである。上記の配
当可能純利益は、(ⅰ)いずれも中国GAAPに基づき決定された、ある期間の当行の持分所有者帰属連結純利益に、当該
期間開始時の配当可能利益を加えまたは累積純損失（もしあれば）を控除した額、(ⅱ)いずれも中国GAAPに基づき
決定された、ある期間の当行の単体の純利益に、当該期間開始時の配当可能利益を加えまたは累積純損失（もしあれ
ば）を控除した額、(ⅲ)いずれもIFRSに基づき決定された、ある期間の当行の持分所有者帰属連結純利益に、当該期
間開始時の配当可能利益を加えまたは累積純損失（もしあれば）を控除した額および(ⅳ)いずれもIFRSに基づき決
定された、ある期間の当行の単体の純利益に、当該期間開始時の配当可能利益を加えまたは累積純損失（もしあれ
ば）を控除した額のうち、最も低い金額をいう。その結果、当行が会計利益を登録する期間に関連するものを含め、将
来、当行の株主に対して配当分配を行うための十分な配当可能利益（もしあれば）を有しない可能性がある。ある年
に分配されなかった配当可能利益は留保され、その翌年以降に分配することができる。

さらに、CBRCは、自己資本比率が8％を下回るか、もしくは中核的自己資本比率が4％を下回るか、またはその他特定
の中国の銀行規則に違反した銀行による配当の支払いその他の分配を制限する裁量を有している。「第二部-第２-
３-（１）-(b) 監督および規制-中国における銀行の監督および規制-自己資本比率の監督-中国銀行業監督管理委
員会（CBRC）による自己資本比率の監督」および「第二部-第２-３-（１）-(b) 監督および規制-中国における銀
行の監督および規制-主要な規制当局-中国銀行業監督管理委員会（CBRC）」を参照のこと。

 

当行は、外貨の両替に関する中国政府の統制に服し、為替相場の変動に関するリスクを抱えている。

当行は、その収入の大部分を人民元で受け取っているが、現在人民元の両替を制約なく行うことはできない。これ
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らの収入の一部は、当行の外貨建ての債務を支払うために他の通貨に両替しなければならない。例えば、当行はＨ株
式につき決定された配当（もしあれば）の支払いを行うために外貨を取得する必要がある。

中国の現行の外国為替規則に基づき、一定の手続要件を遵守することで、グローバル・オファリングの完了後、当
行は、配当の支払い等の経常的な外国為替取引をSAFEの事前の承認なく行うことができることになる。しかしなが
ら、将来的に、中国政府はその裁量により、一定の状況下で資本勘定取引および経常勘定取引のための外貨の利用を
制限する措置を講じる可能性がある。この場合、当行は、当行のＨ株式の保有者に対して配当を外貨で支払うことが
できない可能性がある。

人民元の米ドルおよびその他の外貨に対する価値は変動しており、とりわけ中国の政治状況および経済状況、国際
的な政治状況および経済状況ならびに中国政府の財政政策および通貨政策により影響を受ける。1994年以降、人民元
から香港ドルおよび米ドルを含む外貨への両替は、中国人民銀行により定められた利率に基づき行われており、かか
る利率は前営業日の銀行間外国為替取引相場および世界の金融市場における現行の為替相場に基づき毎日定められ
るものである。1994年から2005年7月20日まで、人民元の対米ドルの公定為替相場は原則として固定されていた。2005
年7月21日、人民元の価値が市場の需要と供給および複数通貨の通貨バスケットを参照して基軸通貨に対する参照に
基づいて規制された範囲内で変動できるようにするため、中国政府はより緩やかな管理変動相場制を採用した。この
日、人民元の価値は米ドルに対して約2.1％上昇した。2005年7月21日から2009年12月31日にかけて、人民元の価値は
米ドルに対して約21.2％上昇した。2008年8月、中国は、その為替相場の体制の改革を進めるために、中国外国為替管
理条例を改正した。中国は将来的にその為替相場制度をさらに改善する可能性があると予想されている。

人民元が米ドルまたはその他の通貨に対して切り上げられた場合には、当行の外貨建ての資産の価値が減少する
可能性がある。反対に、人民元の切下げは、外貨建てによる当行のＨ株式の価値およびＨ株式につき支払われる配当
額に悪影響を及ぼす可能性がある。2009年12月31日現在、当行の金融資産の3.7％および当行の金融負債の3.4％が外
貨建てであった。当行は、通貨デリバティブまたはその他を通じて当行の為替リスクの軽減に努めているが、外貨建
て資産に関する当行の為替リスクのエクスポージャーを軽減することができるという保証はできない。さらに、為替
リスクのエクスポージャーを合理的な費用で低減させる金融商品で、当行にとって利用可能なものには限りがある。
「第二部-第３-７-（１）財務情報-市場リスクの定量的および定性的分析-為替リスク」を参照のこと。米ドルまた
はその他の外貨に対して人民元が切り上げられた場合、当行の特定の顧客、とりわけ収入の多くを輸出製品から得て
いる顧客、またはこれに関連する事業に携わっている顧客の財政状態に重大な悪影響が及ぶ可能性があり、ひいて
は、かかる顧客の当行に対する債務の弁済能力に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。さらに、当行は現在、多額の外貨
を人民元に両替するにあたっては事前にSAFEの承認を得なければならない。これらの要素のすべては、当行の財政状
態、経営成績ならびに自己資本比率および操業率の遵守に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。

 

将来中国において自然災害または伝染病が発生した場合、当行の事業運営、財政状態および経営成績に重大な悪影
響が及ぶ可能性がある。

将来における自然災害の発生または鳥インフルエンザ、重症急性呼吸器症候群（SARS）およびH1N1ウイルスによ
り引き起こされる豚インフルエンザ（新型（H1N1）インフルエンザ）を含む、疫病および伝染病の発生は、当行の事
業および経営成績に重大な悪影響を及ぼす可能性がある。2009年に、当行が主要な事業を行っている中国および香港
を含む世界の特定の地域において、新型（H1N1）インフルエンザの発生が報告された。疫病または伝染病が発生した
結果、広範囲にわたって健康上の危機が発生し、影響を受けた地域における事業活動の水準が制限され、これにより
当行の事業に悪影響が及ぶ可能性がある。さらに、中国は過去数年において地震、洪水および干ばつといった自然災
害に見舞われた。例えば、2008年5月および2010年4月には、中国は四川省および青海省において、報告されたリヒター
・スケールのマグニチュードがそれぞれ8.0および7.1という地震に見舞われ、これにより何万人もの人々が亡く
なった。当行は、四川省の地震により悪影響を受けた。「第二部-第３-７-（１）財務情報-2007年12月31日、2008年12
月31日および2009年12月31日に終了した各事業年度の経営成績-減損損失引当金繰入額」、「第二部-第２-３-
（２）-(b) 県域銀行業務-当行の県域銀行業務の経営成績-減損損失引当金繰入額」および「第二部-第３-７-
（２）資産および負債-資産-当行の貸出金ポートフォリオの資産の質-法人向け不良債権の業種別内訳」を参照の
こと。当行は、青海省の地震によっても悪影響を受けたが、地震の影響を受けた地方における当行の営業は小規模で
あったため、その影響は重大ではなかった。2010年初め以降、中国南西部数箇所において厳しい干ばつが発生し、その
結果これらの地域は重大な経済的損失を被った。中国において将来深刻な自然災害が発生した場合、これにより中国
の経済は悪影響を受ける可能性があり、とりわけ当行の県域銀行業務の大部分が自然災害の影響を受けやすいとい
う点に鑑みれば、ひいては当行の事業も悪影響を受ける可能性がある。将来における自然災害の発生または鳥インフ
ルエンザ、SARS、新型（H1N1）インフルエンザもしくはその他の疫病の発生、またはそれらの将来の発生に対応して
中国政府もしくはその他の国により講じられた措置が、当行または当行の顧客の業務を著しく阻害しないという保
証はなく、これらにより当行の経営成績に重大な悪影響が及ぶ可能性がある。

 

（２）司法手続および行政手続

法令

訴訟手続

当行は、通常の営業において一定の訴訟手続に関与している。これらの訴訟手続のほとんどは、当行による不良債
権に係る支払いの回収のための請求である。当行に対する訴訟手続には、顧客関連の紛争および銀行業務の契約に関
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する相手方からの請求が含まれる。

2009年12月31日現在、当行は、個別の請求額が100百万人民元以上となる係争中の訴訟および仲裁34件に関わって
おり、かかる請求の総額は約6,561百万人民元である。これら34件の事件のうち、当行または当行の本支店機構は、請
求総額約5,097百万人民元となる23件については請求側であり、請求総額約1,464百万人民元となる11件については
被請求側である。当行は、現在当行の係属中の手続については、適切に引当金を計上していると考えている。2009年12
月31日現在、当行の訴訟引当金は総額2,974百万人民元である。「第二部-第６-１ 財務書類-A-VI.注記36.(3)」を参
照のこと。当行は、当行の現在の訴訟または仲裁手続のいずれについても、仮に当行に不利な決定が下されたとして
も、個別にまたは全体として、当行の事業、財政状態および経営成績に重大な悪影響は与えないと考えている。

最近日現在、当行の取締役、監査役および幹部役員は、いずれも重大な訴訟、仲裁または行政手続に関与していな
い。

 

監督審査および手続

当行は、中国人民銀行、CBRC、MOF、CSRC、CIRC、SAIC、SAFE、中国監査院および国家税務総局ならびに関連する各地方
事務所を含む中国規制当局による審査および検査の対象となっている。これらの機関により行われた従前の監査お
よび検査では、コンプライアンス違反が指摘され、処分が科されたことがある。かかる事象および処分が当行の事業、
財政状態および経営成績に対して重大な悪影響を及ぼすことはなかったものの、当行はかかる事象の再発防止のた
め、改善策および解決策を講じている。当行の取締役は、本書において開示されている事実を除き、トラックレコード
期間中に、他に重大な違反および重大な規制の不遵守はなかったと考えている。

当行の海外の支店、駐在員事務所および子会社は、それぞれ関連する現地の法規制および各法域における当局の規
制監督を受ける。最近日現在、当行の海外の支店、駐在員事務所および子会社は、関連するそれぞれの現地の法規制上
の要求に違反しておらず、通常の所定の監督手続に従っていた。トラックレコード期間中、当行の海外の支店、駐在員
事務所および子会社は、各法域におけるいかなる重大な調査または処分の対象にもなっていない。

 

行政手続

一定の行政による審査および検査の結果、当行は規制要件のの不遵守により、罰金および処分の対象となった。
2007年1月1日から2009年12月31日までの期間、当行は、中国の規制当局（税務当局を除く。）より、1件当たり100,000
人民元以上の罰金および制裁金については合計117件（総額約26.66百万人民元）が科せられた。かかる117件の罰金
および制裁金のうち、2009年、2008年および2007年の件数はそれぞれ43件、37件および37件であった。2009年、2008年
および2007年におけるかかる罰金および制裁金の金額は、それぞれ約10.48百万人民元、7.03百万人民元および9.14
百万人民元であった。当行はまた、中国の税務当局より、1件当たり100,000人民元以上の罰金および制裁金について
は、合計32件（総額28.76百万人民元）が科せられたが、最近日現在、全額支払い済みである。金銭的な処罰および制
裁に加え、当行はまた、上記違反のうちの一部について、中国の関連規制当局から、警告、処分または是正命令を受け
た。これら以外に、トラックレコード期間中に中国規制当局により当行に科せられた行政上の手続により生じるその
他の制裁または追加的な要求は存在しない。行政上の各100,000人民元以上の罰金および制裁金には、以下が含まれ
る。

?　中国人民銀行により、大型取引および不審な取引の届出を行わなかったこと等に対して課された総額5.36百万
人民元の課徴金および制裁金合計30件

・　CBRCにより、一定の定められた内部統制基準の不遵守等に対して課された総額7.56百万人民元の課徴金および
制裁金合計29件

・　SAFEにより、外国為替決済取引における規定の不遵守等に対して課された総額6.91百万人民元の課徴金および
制裁金合計34件

・　SAICにより、当行の規定の営業範囲を超えたとして課された総額1.31百万人民元の課徴金および制裁金合計6
件

・　土地および資源管理を担当する部門ならびに建築計画の管理を担当する部門を含む他の行政機関により、土地
使用の変更時の許可の不取得または建物の所有権の登録の遅延等に対して課された、総額5.52百万人民元の
課徴金および制裁金合計18件

・　中国の税務当局により、税の過少申告、主に当行の一部の会計担当従業員の課税所得の範囲に関する誤認に起
因する個人所得税の源泉徴収の不履行および経費の不適切な払戻し等に対して課された総額28.76百万人民
元（遅延金を含む。）の課徴金および制裁金合計32件

これらの処分は、個別にまたは全体として、当行の事業、財政状態および経営成績に重大な悪影響を与えていな
かった。当行は、中国の規制当局から指摘を受けた問題を是正するため、以下の主要な措置および対策を講じており、
今後もこれを継続する予定である。(ⅰ)明確な解決策を要する問題については、中国規制当局による勧告および当行
の方針および手続に従い、直ちにこれらを改善する。(ⅱ)当行の方針および手続の不備から生じた問題については、
事業運営をさらに整備するため、当該方針および手続を是正し、改善する。(ⅲ)方針実施の不備により生じた問題に
ついては、担当従業員の責任を追及し、内部で警告および指示を発表する。(ⅳ)中国規制当局による検査を受けてい
ない本支店機構については、中国規制当局から指摘を受けた問題を考慮し、類似のオペレーショナル・リスクおよび
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管理上の弱点を排除するため、さらなる調査を実施する。(ⅴ)これらの問題の再発を防ぐため、当行は従業員に対し
て追加的な研修を実施し、新しいリスク管理方法を採用し、内部統制システムの改良を行っている。これらの対策に
より、当行は認識した不備を是正する適切な措置を講じてきたと考えている。これらの対策を構築し実施するに際し
ては、当行は関連する政府の政策ならびに現在および今後予想される規制の進展を考慮し、実行可能な限り関連規制
当局と連携してきた。CBRCは、2009年の規制報告書において、当行の総合的な経営力が向上したと認定した。CBRCおよ
び中国監査院が行った審査に応じて行われた当行の是正措置に関する手段および対策については、「第二部-第３-
４-（２）司法手続および行政手続-法令-監督審査および手続-監督審査の結果」を参照のこと。最近日現在、当行は
中国規制当局の要求に基づくほとんどすべての課徴金および制裁金に関する支払いを終えている。

 

監督審査の結果

中国の規制当局による一部の定期または不定期の審査または検査の中で、当行に罰金またはその他の処分は科さ
れなかったものの、当行の事業運営、リスク管理および内部統制の様々な分野に関する欠陥またはコンプライアンス
違反が指摘された。主な審査または検査の結果を、以下に要約する。

 

中国銀行業監督管理委員会（CBRC）

CBRCは、当行の本店、支店および準支店における実地調査を含む当行に対する定期および不定期の検査を行ってい
る。CBRCはこれらの検査に基づき、委員会の指摘事項および勧告を記載した検査報告書を発表している。

2007年から2009年まで、CBRCは当行の本店ならびに一部の支店および準支店に対して定期検査を実施した。同期間
中、CBRCはまた、当行の内部統制システム、手形引受業務、外国関連企業への貸出、一定の追加貸出および割引手形に
関し、特別検査を行った。CBRCがこれらの検査を通じて特定した当行の一部の支店および準支店における主要な問題
点には、業務プロセスの標準化の不足、セキュリティ管理の不備、与信枠拡大の手続の標準化の不徹底、融資集中につ
いてのリスク、融資事後監視を改善する必要性、差押資産の処分の遅延ならびに内部監査およびコンプライアンス管
理を改善する必要性が含まれる。CBRCがその報告書に記載した主要な勧告および当行が採用した主な是正措置は、以
下の通りである。

 

主要な勧告  当行が採用した主要な是正措置

・　信用リスク管理の強化および資産価値の改善  ・　信用管理方針および手続の継続的な改善、信用ガイドラ

インおよび業種別信用ガイドラインの適用の実施、顧

客リストに基づく管理の導入、顧客基盤構成の改善な

らびに信用リスク管理能力の改善

   

・　コーポレート・ガバナンスのさらなる改良ならび

に内部統制および管理能力の改善

 ・　健全なコーポレート・ガバナンス構造の構築に向けた

努力の強化、戦略的意思決定およびリスク管理におけ

る取締役会の役割の強化ならびに3つのレベル、すなわ

ち意思決定レベル、履行レベルならびに監督および評

価レベルからなる内部統制の組織的な枠組みの改良

   

・　資本強化メカニズムの改善およびリスク許容能力

の強化

 ・　積極的な資本構造の改善、戦略的投資家の取込みおよび

証券取引所への上場による資本基盤の強化ならびに内

部資本創出力の改善

   

・　バーゼルⅡの実施準備およびコンプライアンス・

プログラムの構築の促進

 ・　バーゼルⅡ実施準備の促進、リスク管理プロセスにおけ

る定量的リスク評価技法の適用促進、コンプライアン

ス管理システムの一層の改善ならびにコンプライアン

ス管理および従業員コンプライアンス研修の強化

   

・　政府が出資する資金調達ビークルに供与された貸

出についての管理の改善

 ・　政府の資金調達ビークルへの貸出に関するリスクに対

する監督の強化、融資事後監視の実施、顧客に対するよ

り厳格な資格条件の定立および貸出実行管理の強化

 

最近日現在、CBRCは、当行に対し追加的な是正措置の実施を要求しておらず、2009年に当行の検査を行ってから、追
加的な検査を行っていない。当行は、CBRCの指摘事項は、当行の事業運営、内部監査、内部統制およびリスク管理機能
の重大な不備を明示するものではなく、また当行の財政状態および経営成績に重大な悪影響を与えるものではない
と考えている。

 

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

153/588



中国監査院

中国監査院は、当行を含めた国有企業および国の管理下にある企業の監査を随時行っている。当行に対し実施され
た直近の監査期間中、中国監査院は当行の本店ならびに黒龍江省、吉林省およびその他の省の11支店の2008年度の損
益計算書ならびに資産および負債について監査を行った。中国監査院はまた、近年に生じた業務上のいくつかの不備
を明らかにした。中国監査院の監査結果は、当行の財政状態および経営成績に重大な悪影響を与えていない。

中国監査院は、公表されている当行に関する監査報告書の要約の中で、当行の株式有限会社化の進展ならびに資産
の質および営業効率の大幅な改善に言及した。しかしながら、中国監査院はまた、一部の本支店機構における以下の
問題について指摘した。すなわち、(A)総額106億人民元に上るコンプライアンス違反事件（これには(ⅰ)48億人民元
に上る融資に関連する不遵守（産業界の方針および当行の貸出実行の要件を充たさない企業およびプロジェクトに
対する貸出、規則に違反して供与された銀行保証、具体的使途なく供与された貸出ならびに株式市場に投入された信
用資金を含む。）、(ⅱ)取引に一切関係しない48億人民元に上る引受手形または割引手形の発行に関連する不遵守、
(ⅲ)596百万人民元に上る預金受入れおよび決済業務の実施（一部の従業員によるその個人決済口座の顧客の資金
送金のための不正提供等。）に関連する不遵守ならびに(ⅳ)総額332百万人民元に上る損益に関連する不遵守（主
に、簿外固定資産の存在および営業外収益の過小評価を含む。）が含まれる。）、ならびに(B)当行の一定の業務をリ
スクにさらす管理の不備（これには(ⅰ)政府の資金調達ビークルに対する貸出の提供に関する管理の不備、(ⅱ)三
農事業に対する一定の農業貸出の不実行(ⅲ)管理およびリスク管理の不備が含まれる。）である。

当行は、中国監査院の監査において指摘を受けた問題を十分に検討し、関連する是正措置を実施した。最近日現在、
当行は特定された業務上の不備の96件のうち90件について是正を行った。中国監査院により特定された諸問題への
対応に際し、当行は、コンプライアンス意識を強化し、経営哲学を改善し、事業運営の一層の商業化を促進して、内部
統制、リスク管理およびリスク許容力を強化した。

未だ是正過程にある未解決の業務上の不備には、5件の貸出供与に関連する不遵守が含まれる。当行は、2008年の財
務改革の実施時に、これらの貸出のうち一部について売却を行い、残りの不正貸出についても関連する要求に従って
引当金を計上した。その他の未解決の業務上の不備は、第二級支店の一つによる適用法令または内部規則に違反した
オフィス・ビルの建設に関連して総額約64百万人民元に上る簿外資産につき、貸借対照表に固定資産として計上さ
れなかったというものである。当該第二級支店は、それ以来、資産の検証、権原証書の取得、資産評価および監査の体
系化ならびに関連する係争中事件の処理を含む是正措置に着手している。

中国監査院の監査結果による主要な勧告とかかる勧告に対応して当行が採用した主要な是正措置は、以下の通り
である。

主要な勧告  当行が採用した是正措置

・　国家マクロ経済政策の包括的実施、中小規模企業へ

の貸出サービスの改善、農業支援の拡大および国

家産業政策の厳格な実施

 ・　小規模事業向け貸出指定部門の管理の強化、小規模事業

向け貸出の管理システムの改善ならびに小規模事業向

け貸出のワンストップ承認プロセスの導入

・　県域銀行部の設置、県域銀行部への管理上の独立性の付

与および試行的な「三農向け特別」金融サービス提供

の強化

・　国家産業政策の変更に基づく、定期的産業与信枠の設

定、ハイリスク産業向け貸出の削減および貸出構造の

最適化

   

・　コーポレート・ガバナンス構造の一層の改善、財政

改革の強化ならびに金融サービスの競争力および

品質の継続的改善

 ・　取締役会の構造の強化、コーポレート・ガバナンスおよ

び当行の方針決定における取締役会の中核的役割の強

化、幹部役員に関する方針の改善ならびに監査役会の

監督機能の行使

・　都市部と県域との相乗効果の活用、都市部と県域との統

合事業基盤の開発、差別化された発展戦略の明確化、都

市部および県域顧客に対する総合的で高品質かつ効率

性の高い金融サービスの提供、業務運用の転換、チャネ

ルならびに商品資源およびシステム資源の統合、市場

のセグメント化および顧客のセグメント化戦略ならび

に中核的な競争優位性の継続的な改善
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・　事業活動の厳格な規制、金融革新プロセスにおける

内部統制およびリスク管理の強化ならびにリスク

許容力の向上

 ・　包括的リスク管理システムの早期の構築、業種別信用ガ

イドラインを考慮した顧客リストに基づく管理の実

施、与信審査専任の人員の導入、リスク制限管理および

法人向け貸出金の12段階の貸出金区分等のリスク管理

ツールの開発、内部格付技法の実施の促進ならびに現

場のリスク責任者およびリスク管理者の任命促進

・　内部統制およびコンプライアンス専任部門の設置、中核

事業プロセスの整備ならびにコンプライアンス・ハン

ドブック作成の促進

・　第一級支店の監査権限の本店への移管および取締役会

の下での独立内部監査システムの確立

 

従業員によるコンプライアンス違反の報告および監視

当行は、従業員による不正行為がすべて当行の本店に迅速に報告されるよう、従業員による不正行為の内部報告手
続を規定している。また、従業員による重大な不正行為についてはCBRCへの報告が義務付けられており、過去にかか
る報告を行っている。重大な刑事事件および従業員による重大な違反事件については、当行は階級ごとに上層部に報
告し、集約するプロセス（すなわち、すべての階級が24時間以内に関連情報を階級ごとに本店に報告するプロセス）
を実施する。従業員の犯罪的行為を伴う事件については、かかる事件をCBRCに速やかに報告する。

トラックレコード期間中に発生し発覚した不適法事象は54件あり、このうち16件の事象に係る額は各1百万人民元
超であった。2007年に発生し発覚した事象は35件で、事象に係る額は総額で約107百万人民元に上り、このうち13件で
は1件当たり1百万人民元を超えた。2008年に発生し発覚した事象は11件で、事象に係る額は総額で約11百万人民元に
上り、このうち2件では1件当たり1百万人民元を超えた。2009年に発生し発覚した事象は8件で、事象に係る額は総額
で約46百万人民元に上り、このうち1件で1百万人民元を上回った。

当行は、当行に関し報告された従業員による不正行為が、当行の内部統制システムの強化、従業員の説明責任の促
進ならびに銀行全体の定期および特別の調査の導入といった努力により、近年では比較的減少していると考えてい
る。当行の取締役または幹部役員は、いずれも従業員の不正行為事象に一切関与していない。

トラックレコード期間中、当行は内部管理に関する説明責任を大幅に改善した。当行は、監督と検査を改善するた
めの集中的な監査、検査およびその他の方法を構築しており、事件および商業賄賂事件の専門的管理の開発を引続き
行う予定である。当行は、不適法事象および重大なコンプライアンス事象の是正に高い優先順位を置き、是正および
防止を続けていくこと等の措置を採用した。トラックレコード期間中、長年にわたるこれらの事象への専門的な対応
努力の結果、当行の事象件数は2007年の35件から2009年の8件へと減少した。

当行は、当行の中国における法律顧問である徳恒律師事務所から、当行が確認した、報告すべき従業員の不祥事の
詳細および件数、報告すべき従業員の不祥事に関連する総額ならびに当行が行った是正措置の詳細に基づき、これら
の報告すべき従業員の不祥事によって、当行または当行の本支店機構の法人としての適法性に影響が及ぶことはな
く、事業運営に必要ないかなる承認、許可、認可または届出も無効にならない旨助言を受けている。さらに、これらの
事象によって発生する可能性のある損失額は、当行の総資産のごくわずかを占めるにすぎなかった。当行は是正措置
（関連する不正行為の是正および防止ならびに不正行為に関わった従業員に対する懲罰措置を含むがこれに限らな
い。）を行ってきた。上記に基づき、当行の中国における法律顧問は、報告すべき従業員の不正行為が、個別にまたは
全体として、当行の事業および経営成績に対して重大な悪影響を及ぼすことは過去にも将来にもないことを確認し
ている。

 

特記事件

当行は随時、当行の従業員、顧客およびその他の第三者による詐欺およびその他の不正行為事件を発見している。
これらの詐欺および不正行為には、汚職、贈収賄、資金の着服、貸出またはその他の文書の偽造、貸出、与信の付与およ
び担保の受戻権の解除に関する当行の内部手続およびガイドラインの違反が含まれる。裁定済みの同種事件のうち、
当行の取締役は、2007年1月1日以降最近日までの間において、同種事件における金額、関与した従業員の序列および
事件の性質に基づき最も重大な事件は後述の通りであると確認している。これらの事件で当行は、実行者に対し適切
な法的処分を行い、不正行為によって発覚した営業または内部統制に関連する不備に対処するための是正措置を講
じている。当行は、これらの事件による財務損失およびその他の悪影響は、個別にまたは全体として、当行の事業、財
政状態または経営成績に対し重大な悪影響は与えていないと考えている。当行は引続き当行の内部統制およびリス
ク管理機能の改善および強化に注力し、今後の類似の事件の再発防止を目標に掲げている。当行の経営改革ならびに
リスク管理および内部監査に関する取組みについては、「第二部-第２-２ 沿革」および「第二部-第２-３-（２）
-(d) リスク管理」を参照のこと。

 

寛甸事件
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2007年から2008年までの間、盛シン鉄選鉱業有限公司およびその関連会社である寛甸県中国障害者連合会福祉ホ
ウ素粉末工場は、個人預金証券および銀行引受手形を偽造し、当行の寛甸支店に約104百万人民元の貸出を行わせる
詐欺行為に及んだ。最近日現在、詐欺に関わった複数の被告人は人民法院により有罪判決および刑罰を言い渡されて
いる。

 

邯鄲事件

2006年から2007年までの間、当行の邯鄲支店の元従業員2名は、共謀して支店の資金約51百万人民元の不正流用を
企てた。最近日現在、実行者は人民法院により有罪判決および刑罰を言い渡されている。

 

韓文明事件

当行のチベット支店の元総裁である韓文明氏は、私的な利益のためにその地位を悪用し、2001年から2005年にかけ
て約4.3百万人民元および160,000米ドルの賄賂を受け取ったとの有罪判決を受けた。最近日現在、韓氏は人民法院に
より有罪判決および刑罰を言い渡されている。
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５【経営上の重要な契約等】

当行は本書の日付に先立つ2年間において、重要または重要となりうる契約を以下の通り締結している（通常の業
務の過程において締結された契約を除く。）。

　(a)　当行による劣後債の発行に関して、当行およびチャイナ・インターナショナル・キャピタル・コーポレーショ
ン香港セキュリティーズ・リミテッドとの間で締結された2008年12月23日付の引受契約

　(b)　CAファイナンス・カンパニー・リミテッド（以下「譲渡人」という。）およびABCインターナショナル・ホー
ルディングス（以下「譲受人」という。）との間で締結された、譲渡人が保有するCAF インターナショナル
・インシュアランス・カンパニー・リミテッド（現在はABCIインシュアランス・カンパニー・リミテッド
に商号変更）およびCAFセキュリティーズ・カンパニー・リミテッド（現在はABCIセキュリティーズ・カン
パニー・リミテッドに商号変更）（以下「対象会社」と総称する。）の普通株式ならびに対象会社に対する
株主ローン（もしあれば）を、譲渡人の当行に対する債務（契約日時点の譲渡人の対象会社におけるすべて
の株式持分に相当する。）を相殺することをその対価として、譲受人に譲渡することを内容とする、譲渡人お
よび譲受人との間で締結された2010年3月31日付の株式譲渡および株主ローン譲渡契約

　(c)　SSFが当行の新規発行株式10,000,000,000株を15,520,144,000人民元で引き受け、当行の登録資本を
270,000,000,000人民元へと増加させることを内容とする、MOF、匯金公司、SSFおよび当行との間で締結され
た2010年4月21日付の株式引受契約

　(d)　当行とコーポラティブ・セントラル・ライファイゼン・ボエレンリーンバンク・ビー・エー（以下「ラボバ
ンク」という。）との将来的な提携予定分野に関して、当行およびラボバンクとの間で締結された2010年6月
2日付の戦略的提携のための覚書

　(e)　アーチャー・ダニエルズ・ミッドランド・カンパニーが当行のＨ株式を100,000,000米ドル相当額の香
港ドルで引き受けることに合意する、アーチャー・ダニエルズ・ミッドランド・カンパニー、チャイナ・
インターナショナル・キャピタル・コーポレーション香港セキュリティーズ・リミテッド、ゴールドマン・
サックス（アジア）エル・エル・シー、モルガン・スタンレー・アジア・リミテッド、J.P.モルガン・セ
キュリティーズ（アジア・パシフィック）リミテッド、ドイチェ・バンク・アーゲー香港支店、マッコー
リー・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッド、ABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッドおよ
び当行との間で締結された2010年6月18日付の中核的投資家契約

　(f)　ルペルタ・リミテッドが当行のＨ株式を100,000,000米ドル相当額の香港ドルで引き受けることに合意
する、ルペルタ・リミテッド、チョンコン（ホールディングス）リミテッド、チャイナ・インターナショナ
ル・キャピタル・コーポレーション香港セキュリティーズ・リミテッド、ゴールドマン・サックス（アジ
ア）エル・エル・シー、モルガン・スタンレー・アジア・リミテッド、J.P. モルガン・セキュリティーズ
（アジア・パシフィック）リミテッド、ドイチェ・バンク・アーゲー香港支店、マッコーリー・キャピタル
・セキュリティーズ・リミテッド、ABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッドおよび当行との間で締
結された2010年6月21日付の中核的投資家契約

　(g)　コモトラ・カンパニー・リミテッドが当行のＨ株式を200,000,000米ドル相当額の香港ドルで引き受ける
ことに合意する、コモトラ・カンパニー・リミテッド、チャイナ・インターナショナル・キャピタル・コー
ポレーション香港セキュリティーズ・リミテッド、ゴールドマン・サックス（アジア）エル・エル・シー、
モルガン・スタンレー・アジア・リミテッド、J.P.モルガン・セキュリティーズ（アジア・パシフィック）
リミテッド、ドイチェ・バンク・アーゲー香港支店、マッコーリー・キャピタル・セキュリティーズ・リミ
テッド、ABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッドおよび当行との間で締結された2010年6月18日付
の中核的投資家契約

　(h)　チャイナ・トラベル・ファイナンス・アンド・インベストメント香港リミテッドが当行のＨ株式を
150,000,000米ドル相当額の香港ドルで引き受けることに合意する、チャイナ・トラベル・ファイナン
ス・アンド・インベストメント香港リミテッド、チャイナ・トラベル・サービス・ホールディングス香港リ
ミテッド、チャイナ・インターナショナル・キャピタル・コーポレーション香港セキュリティーズ・リミ
テッド、ゴールドマン・サックス（アジア）エル・エル・シー、モルガン・スタンレー・アジア・リミテッ
ド、J.P.モルガン・セキュリティーズ（アジア・パシフィック）リミテッド、ドイチェ・バンク・アーゲー
香港支店、マッコーリー・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッド、ABCIセキュリティーズ・カンパ
ニー・リミテッドおよび当行との間で締結された2010年6月18日付の中核的投資家契約

　(i)　クウェート投資庁が当行のＨ株式を800,000,000米ドル相当額の香港ドルで引き受けることに合意する、
クウェート投資庁、チャイナ・インターナショナル・キャピタル・コーポレーション香港セキュリティーズ
・リミテッド、ゴールドマン・サックス（アジア）エル・エル・シー、モルガン・スタンレー・アジア・リ
ミテッド、J.P. モルガン・セキュリティーズ（アジア・パシフィック）リミテッド、ドイチェ・バンク・
アーゲー香港支店、マッコーリー・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッド、ABCIセキュリティーズ・
カンパニー・リミテッドおよび当行との間で締結された2010年6月18日付の中核的投資家合意

　(j)　カタール・ホールディング・エルエルシーが当行のＨ株式を2,800,000,000米ドル相当額の香港ドルで引
き受けることに合意する、カタール・ホールディング・エルエルシー、チャイナ・インターナショナル・
キャピタル・コーポレーション香港セキュリティーズ・リミテッド、ゴールドマン・サックス（アジア）エ
ル・エル・シー、モルガン・スタンレー・アジア・リミテッド、J.P.モルガン・セキュリティーズ（アジア
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・パシフィック）リミテッド、ドイチェ・バンク・アーゲー香港支店、マッコーリー・キャピタル・セキュ
リティーズ・リミテッド、ABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッドおよび当行との間で締結された
2010年6月17日付の中核的投資家契約

　(k)　ラボバンク・インターナショナル・ホールディングが当行のＨ株式を250,000,000米ドル相当額の香港ド
ルで引き受けることに合意する、ラボバンク・インターナショナル・ホールディング、ラボバンク、チャイ
ナ・インターナショナル・キャピタル・コーポレーション香港セキュリティーズ・リミテッド、ゴールドマ
ン・サックス（アジア）エル・エル・シー、モルガン・スタンレー・アジア・リミテッド、J.P.モルガン・
セキュリティーズ（アジア・パシフィック）リミテッド、ドイチェ・バンク・アーゲー香港支店、マッコー
リー・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッド、ABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッドおよ
び当行との間で締結された2010年6月17日付の中核的投資家契約

　(l)　スタンダードチャータード銀行が当行のＨ株式を500,000,000米ドル相当額の香港ドルで引き受けるこ
とに合意する、スタンダードチャータード銀行、チャイナ・インターナショナル・キャピタル・コーポレー
ション香港セキュリティーズ・リミテッド、ゴールドマン・サックス（アジア）エル・エル・シー、モルガ
ン・スタンレー・アジア・リミテッド、J.P.モルガン・セキュリティーズ（アジア・パシフィック）リミ
テッド、ドイチェ・バンク・アーゲー香港支店、マッコーリー・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッ
ド、ABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッドおよび当行との間で締結された2010年6月17日付の中
核的投資家契約

　(m)　セブン・グループ・ホールディングス・リミテッドが当行のＨ株式を250,000,000米ドル相当額の香港ド
ルで引き受けることに合意する、セブン・グループ・ホールディングス・リミテッド、チャイナ・イン
ターナショナル・キャピタル・コーポレーション香港セキュリティーズ・リミテッド、ゴールドマン・サッ
クス（アジア）エル・エル・シー、モルガン・スタンレー・アジア・リミテッド、J.P. モルガン・セキュリ
ティーズ（アジア・パシフィック）リミテッド、ドイチェ・バンク・アーゲー香港支店、マッコーリー・
キャピタル・セキュリティーズ・リミテッド、ABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッドおよび当行
との間で締結された2010年6月23日付の中核的投資家契約

　(n)　ケアンヒル・インベストメンツ（モーリシャス）ピーティーイー・リミテッドが当行のＨ株式を
200,000,000米ドル相当額の香港ドルで引き受けることに合意する、ケアンヒル・インベストメンツ
（モーリシャス）ピーティーイー・リミテッド、チャイナ・インターナショナル・キャピタル・コーポレー
ション香港セキュリティーズ・リミテッド、ゴールドマン・サックス（アジア）エル・エル・シー、モルガ
ン・スタンレー・アジア・リミテッド、J.P. モルガン・セキュリティーズ（アジア・パシフィック）リミ
テッド、ドイチェ・バンク・アーゲー香港支店、マッコーリー・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッ
ド、ABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッドおよび当行との間で締結された2010年6月17日付の中
核的投資家契約

　(o)　ユナイテッド・オーバーシーズ銀行が当行のＨ株式を100,000,000米ドル相当額の香港ドルで引き受け
ることに合意する、ユナイテッド・オーバーシーズ銀行、チャイナ・インターナショナル・キャピタ
ル・コーポレーション香港セキュリティーズ・リミテッド、ゴールドマン・サックス（アジア）エル
・エル・シー、モルガン・スタンレー・アジア・リミテッド、J.P.モルガン・セキュリティーズ（ア
ジア・パシフィック）リミテッド、ドイチェ・バンク・アーゲー香港支店、マッコーリー・キャピタ
ル・セキュリティーズ・リミテッド、ABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッドおよび当行と
の間で締結された2010年6月17日付の中核的投資家契約

　(p)　香港引受契約

 

６【研究開発活動】

「第二部-第２-３ 事業の内容」を参照のこと。
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財務情報

以下の議論および分析は、「第二部-第６-１ 財務書類」に記載の2009年12月31日、2008年12月31日および2007年
12月31日現在ならびに同日に終了した各事業年度の当行の連結財務諸表ならびにそれらの注記と併せて読まれるべ
きである。当行の連結財務諸表は、IFRSに基づき作成されている。本項中の自己資本比率は、適用あるCBRCのガイドラ
インに従い、かつ中国GAAPに基づき作成された当行の連結財務諸表に基づき算定されている。

 

概要

当行は、総資産、貸出金総額および預金総額の点で中国有数の商業銀行であり、本支店機構およびATMの数の上で
も、大手商業銀行の中で国内最大の販売ネットワークを有している。2009年12月31日現在、当行は、国内における
23,624の本支店機構および41,011台のATMを有していた。当行はまた、国際的に展開しており、香港およびシンガポー
ルに支店ならびにニューヨーク、ロンドン、東京、フランクフルト、ソウルおよびシドニーに駐在員事務所を開設して
いる。2009年12月31日現在、当行は約2.6百万の法人顧客および約320百万の個人顧客を擁していた。2009年12月31日
現在、当行の総資産は88,826億人民元、貸出金総額は41,382億人民元、顧客預金総額は74,976億人民元、株主資本は
3,429億人民元であった。2009年、当行は「ザ・バンカー」誌の「世界の銀行上位1,000行」において、2008年度の税
引前利益ベースで第8位にランクされた。

 

当行の改革による財務的影響

2008年10月、当行は、当行の経営成績および財政状態に著しい影響を与え、また今後も与え続けることが期待され
る改革を開始した。当行の財務改革に関しては、「第二部-第２-２ 沿革-財務改革」および「第二部-第６-１ 財務
書類-A-II.財務再編および株式有限会社の設立」を参照のこと。以下の表は、2008年12月31日現在の当行の株主資本
に対する財務改革の成果を示したものである。

 金額

 （単位：百万人民元）

匯金公司による資本拠出  130,000

不良債権および減損資産の売却による資本拠出  760,665

有形固定資産の再評価による剰余金  50,992

準備金の資本組入れ  34,497

　合計  976,154

   

 

当行の財務改革の一環として、MOFは2007年12月31日現在の当行の純資産に基づき評価された当時の既存資本約
1,300億人民元を保有し、匯金公司は約190億米ドル（1,300億人民元相当）の資本拠出を行った。

2008年11月21日、MOFの承認を受けて、当行は実質破綻先に分類される不良債権2,173億人民元および破綻先に分類
される不良債権5,495億人民元により構成される、総額7,668億人民元の不良債権ならびに総額489億人民元の減損し
たその他の資産（2007年12月31日現在の帳簿価額（関連する減損損失引当金控除前））を、ノンリコース・ベース
でMOFに売却した。かかる不良債権および減損資産の一部は、中国人民銀行からの借入金1,506億人民元の相殺に使用
された。残部の不良債権および減損資産は、MOFに対する元本総額6,651億人民元の債権に交換され、2008年1月1日か
ら年率3.3％の利息が発生している。かかる売却の結果、これに関連する総額7,607億人民元の減損損失引当金が取り
崩され、当行の資本準備金に組み入れられた。

MOFおよび当行は、MOFに対する債権に係る元本および利息を当行に15年間以内に弁済することを目的とした共同
運用ファンドを設立し、これを共同で運用している。ファンドの保有資産は、MOFが所有している。共同運用ファンド
の資金源は、(ⅰ)共同運用ファンドの設定期間内に当行が中国中央政府に支払った法人所得税、(ⅱ)共同運用ファン
ドの設定期間内に当行がMOFに分配した現金配当、(ⅲ)財務改革に伴い、当行がMOFに対して売却した不良債権および
減損したその他の資産に係る（関連費用控除後の）現金の手取金純額、(ⅳ)MOFによる当行株式の売却の手取金のう
ち共同運用ファンドに配分された部分、(ⅴ)MOFまたはその他の中国の政府機関により配分されたその他の資金なら
びに(ⅵ)共同運用口座に預けられた資金の受取利息である。

MOFは、当行に対して、MOFに対する債権に係る元本および利息の弁済を、資金源に応じて設定されるスケジュール
に従い、分割で行う。上記(ⅰ)および(ⅱ)の資金源に関しては、MOFは一般に当行に対して毎年弁済を行う。(ⅲ)の資
金源に関しては、MOFは当行に対して四半期ごとに弁済を行う。その他の資金源に関しては、MOFは当行に対して、かか
る資金源による資金が利用可能になった後に弁済を行う。かかる共同運用ファンドによる資金が、MOFに対する債権
に係る未償還の元本および利息を2022年12月31日までに弁済するのに不十分である場合は、MOFは、当行との協議お
よび国務院による認可を経たうえで、MOFに対する債権の未払残高の処理を目的として共同運用ファンドの設定期間
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の延長および財政支援の提供等の施策を導入する予定である。

当行は、MOFにより、その代理人として不良債権および減損したその他の資産ならびにこれらに関連する未収利息
の管理、売却および取立を行うことを委任されており、MOFとの間で締結した協定に従い、その対価として代理人手数
料を請求している。

2009年1月15日、当行は総額2,600億人民元の登録資本を有する株式有限会社として設立された。設立に際して、当
行の登録資本は1株当たりの額面金額が1.00人民元の2,600億株に分割されており、設立直後においてMOFおよび匯金
公司が当行株式をそれぞれ50％ずつ保有していた。

 

当行の経営成績に影響を与える一般的な要因

当行の資産の質、財政状態および経営成績は、中国の経済状況ならびに国際的な経済状況および金融市場環境によ
る影響を受けており、今後も受けることとなる。

 

中国の経済状況

当行の経営成績および財政状態は、中国の経済状況および中国政府による経済政策の大きな影響を受ける。中国
は、主として、中国の中央計画経済から市場経済への移行に重点が置かれた、中国政府の大規模な経済改革によって、
過去30年にわたって急速な経済成長を遂げている。中国国家統計局によると、2005年から2009年にかけて、中国の名
目GDPの複合年間成長率は16.0％であり、固定資産投資の複合年間成長率は26.2％であった。さらに、中国人民銀行に
よると、2005年から2009年にかけて、人民元建貸出金総額および外貨建貸出金総額の複合年間成長率は、それぞれ
19.7％および26.0％であった。中国経済の成長に伴い、企業活動の増加および個人資産の著しい増加が生じており、
2005年から2009年にかけて、都市部および県域における1人当たり年間可処分所得の複合年間成長率は、それぞれ
13.1％および12.2％であった。企業活動および個人資産の増加は、総じて中国における銀行ビジネスの急速な成長を
もたらした。農村開発および都市化プロセスの継続により、広範囲の農村地区を含む県域において銀行商品および
サービスへの需要は大幅に増加した。

近年、中国政府は、一連のマクロ経済的金融政策を実施した。かかる政策には、とりわけ基準金利および商業銀行に
適用される中国人民銀行の法定預金準備率の変更、貸出成長の抑制効果を有する商業銀行に対する貸出制限の設定、
住宅ローンおよび不動産開発業者に対する貸出を増加または縮小させる効果を有する、住宅用不動産市場を活発化
させる景気刺激策の実施または過熱する不動産市場を抑制する規制の設定ならびに一定の産業の成長の促進または
一定のその他の産業の過熱および生産過剰の抑制のための産業開発ガイドラインの公表が含まれていた。さらに、中
国政府は、農村の経済成長および農業分野の開発を促進させる一連の政策を実施したが、かかる政策には、とりわけ
農民に対する助成金の増額および一定の税金の免除、農村地区の公共設備およびインフラ投資の増額ならびに農村
住民に対する社会福祉の適用対象の拡大が含まれている。こうしたマクロ経済政策、金融政策および農村開発対策
は、当行の貸出業務、事業成長、経営成績および財政状態に重大な影響を与え、当行の事業成長に重要な機会を提供す
る可能性を有する。

2008年9月のリーマン・ブラザーズの破産が引き金となった世界的な金融危機の発生は、世界的なマクロ経済環境
の急速な悪化および経済活動の急激な低下を引き起こした。2008年9月以降の中国経済に対する世界的金融危機の悪
影響に対応して、中国政府は景気浮揚を図るマクロ経済政策および適度に緩和的な金融政策を実施した。中国人民銀
行は、2008年第3四半期および第4四半期において、人民元建貸出および預金の基準金利ならびに法定預金準備率を数
回にわたって引き下げた。さらに、2008年11月、中国政府は、持続的経済成長の実現を目指して、国内需要の喚起およ
びインフラ投資の増加を行う4兆人民元（約5,860億米ドル）規模の景気刺激策を発表した。かかる景気刺激策は、農
村地区における家庭用電化製品の販売促進、インフラ計画への増額投資および主要産業部門の技術向上といった、と
りわけ農村開発プログラムを含む多数の政策により構成されている。

こうした政策は、銀行貸出業務および金融市場の流動性を増加させる効果を有しており、中国の経済回復の推進力
となっている。中国国家統計局によると、2009年には、中国の国内総生産は8.7％増加し、固定資産投資は30.1％増加
（2008年の25.5％から増加）した。2009年の消費者支出の実質成長率は16.9％であり、2008年の14.8％から増加し
た。

2009年において、銀行貸出は速いペースで成長した。中国国家統計局が発表したデータによると、中国の広義のマ
ネー・サプライ（M2）は2009年には27.7％増加し、銀行貸出残高は2009年末現在では10.6兆人民元増加して42.6兆
人民元となっており、史上最高値を記録した。銀行貸出全体の増加は、銀行の不良債権比率に好影響を与えた一方、多
くの銀行の自己資本レベルに負荷を与えた。貸出の増加により、貸倒損失の追加的な計上およびリスク管理のさらな
る強化が必要となる。金融緩和政策による利息スプレッドの縮小は、正味利息収益率を低下させ、当行を含む多くの
銀行の純利益に悪影響を及ぼした。大幅な価格変動が依然として中国資本市場の持続的な回復に圧力を与えている
ものの、全体的な経済状況の改善および流動性の増加もあって、中国資本市場は回復した。上述のすべての要因を踏
まえて、中国経済は改善の兆しを示したものの、マクロ経済の見通しは依然として困難な状況にある。2010年1月、2月
および5月に、中国人民銀行は、マネー・サプライの成長を抑制するために、中国の銀行に適用される預金準備率を引
き上げたが、適度に緩和的な金融政策は継続された。

 

金利の環境
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これまで預金金利および貸出金利は中国人民銀行によって決定され、中国人民銀行が定める制限を受けていた。近
年、銀行制度の全体的な改革の一環として、中国人民銀行は、金利の段階的な自由化および市場実勢に基づく金利制
度への移行を目的とした一連の政策を実施した。現在、人民元建貸出は、中国人民銀行の基準金利に基づく最低金利
の制限を受けるが、一般に最高金利に関する制限はない。人民元建預金は、中国人民銀行が規定する最高金利の制限
を受けるが、一般に最低金利に関する制限はない。2005年、中国人民銀行は銀行間預金の金利に対する制限を撤廃し、
結果として銀行間預金の金利は市場実勢を反映し、銀行間貸借金の金利に次第に連動するようになった。

基準金利の調整は、貸出金利および預金金利に大きな影響を与え、同様に中国の銀行の受取利息純額に影響を及ぼ
した。2006年および2007年、過熱する経済を抑制する金融引締政策の実施を目的として、中国人民銀行は人民元建貸
出の基準金利を連続8回、人民元建預金の基準金利を連続7回引き上げた。世界的な金融危機および景気後退を受け
て、国内経済を活発化させる適度に緩和的な金融政策の実行を目的として、中国人民銀行は人民元建貸出の基準金利
を2008年第3四半期および第4四半期において連続5回、人民元建預金の基準金利を2008年第4四半期において連続4回
引き下げた。2008年10月、中国人民銀行は、適格な住宅ローンが30％を上限として適用基準貸出金利を下回ること、ま
た適格な住宅購入者に必要とされる頭金の最低額を購入価格の20％まで引き下げることを許可する政策を発表し
た。こうした変更は、2009年において、正味利息スプレッドの低下、正味利息収益率の低下および当行を含む中国の商
業銀行の受取利息純額の減少をもたらし、当行の収益性に悪影響を及ぼした。現在の金利レベルは、依然として当行
の受取利息純額および経営成績にとって課題となることが予想される。

さらに、中国政府が貸出金利および預金金利の自由化政策を継続しているため、金利決定における競争の重要性が
一層増すことが予想される。

 

為替レートの環境

人民元の価値は、中国の政治および経済状況の変化に左右される。1994年以降、人民元から香港ドルおよび米ドル
を含む外貨への換算は、中国人民銀行が設定する為替レートに基づいている。1994年から2005年7月20日までは、人民
元から米ドルへの換算の公定為替レートは原則として固定されていた。2005年7月21日、中国人民銀行は、人民元の価
値を米ドルに固定させる10年来の政策を変更し、米ドルを含む通貨バスケットを参照して限られた範囲において、人
民元が変動することを許可した。かかる政策変更により、同日、人民元の価値は米ドルに対して2％上昇した。2008年8
月、中国は、為替相場制度を市場の需要および供給に基づく管理変動相場制へさらに移行させることを発表した。し
かしながら、中国政府によるさらに自由度の高い通貨政策導入に向けて、依然として大きな国際的圧力が存在してい
る。

 

中国資本市場の発展

中国銀行業界の規制は進展しており、中国人民銀行およびCBRCは、銀行が提供するかまたは投資することのできる
新たな報酬および手数料制の銀行サービスならびに新たな金融商品の開発および導入を段階的に許可する施策を
採った。例えば、中国人民銀行およびCBRCは、コマーシャル・ペーパーの発行を許可し、当該市場の段階的発展を促進
した。さらに、割引手形市場も近年急速に成長した。これにより、一定の融資先が高金利の貸出を比較的低金利の割引
手形およびコマーシャル・ペーパーに差し替えたため、当行の貸出業務は部分的に影響を受けることとなった。一
方、投資や類似のファンドの成長といった、中国資本市場における上述およびその他の発展により、当行はコマー
シャル・ペーパーの引受けならびにミューチュアル・ファンドおよびその他の投資商品の販売といったウェルス・
マネジメントサービスを含む報酬および手数料制の事業を拡張することができた。中国資本市場の発展はまた、当行
の投資有価証券の範囲を、中国人民銀行手形といった従来の投資に比べると一般に高利回りである社債および資産
担保証券といった新しい商品にまで拡大させた。

 

中国銀行業界内の競争状況

近年の市場志向型の自由化は、中国銀行業界における厳しい競争レベルをもたらした。当行は、大手商業銀行およ
びその他の全国的な商業銀行を含むその他の中国の商業銀行、都市商業銀行、農村金融機関ならびに外国金融機関と
の競争に直面している。多くの中国商業銀行は、実質的に重なり合う貸出、預金および手数料ビジネスの市場におい
て、当行と競合している。さらに、2006年12月、中国のWTO加盟に係る誓約の一環として、中国における地理的な進出規
制、顧客基盤規制および営業許可に関する制約が廃止されたことを受けて、当行は中国において営業を行う外国銀行
との競争の激化に直面した。加えて、中国政府および香港政府が締結した経済貿易緊密化協定により、外国銀行に先
駆けて香港の銀行が人民元建ての銀行サービスの提供を許可されたことを始めとして、香港の銀行が中国本土で請
け負うことのできる銀行業務に対する一定の規制が緩和された。参入する外国銀行の増加により、中国銀行業界内の
競争はさらに激化することとなる。競争の激化は、当行の貸出および預金の価格決定ならびに当行の報酬および手数
料制のサービスの価格決定および収益に影響を与える。

中国資本市場の持続的な発展により、当行は投資に係るその他の選択肢との関係で資金調達の面で競争に直面す
る可能性がある。例えば、2006年および2007年に中国証券市場が上昇傾向にあったときは、高利回りの投資機会に対
する選好を反映して、当行の顧客の定期預金の増加は減速した。

 

2007年12月31日、2008年12月31日および2009年12月31日に終了した各事業年度の経営成績
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以下の表は、表示年度における当行の連結経営成績の要約を示したものである。

 （単位：百万人民元）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

受取利息 250,035 321,855 296,147

支払利息 (85,852) (121,852) (114,508)

受取利息純額 164,183 200,003 181,639

受取報酬および手数料

純額 22,995 23,798 35,640

その他の収益純額
(1)
 (3,727) (9,785) 6,358

営業収益 183,451 214,016 223,637

営業費用
(2) (74,620) (110,175) (109,567)

減損損失引当金繰入額 (30,574) (51,478) (40,142)

関連会社の損失持分 －  (14) －

税引前当期純利益 78,257 52,349 73,928

法人所得税費用 (34,470) (896) (8,926)

純利益 43,787 51,453 65,002

      
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　主として、トレーディング業務利得／（損失）純額、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品に

係る利得／（損失）純額、投資有価証券に係る利得／（損失）純額およびその他の営業収益／（費用）純額により構成さ

れる。

(2)　主として、人件費、一般営業管理費、減価償却費ならびに営業税および付加税により構成される。

 

2009年12月31日に終了した事業年度における当行の純利益は、2008年12月31日に終了した事業年度における515億
人民元から26.3％増加して650億人民元となった。これは主として、(ⅰ)受取報酬および手数料純額の著しい増加、
(ⅱ)その他の収益純額の増加ならびに(ⅲ)資産に係る減損損失引当金繰入額および営業費用の減少に起因するが、
受取利息純額の減少および法人所得税費用の増加によって一部相殺された。

2008年12月31日に終了した事業年度における当行の純利益は、2007年12月31日に終了した事業年度における438億
人民元から17.5％増加して515億人民元となった。これは主として、受取利息純額の増加および法人所得税費用の減
少に起因するが、営業費用および資産に係る減損損失引当金繰入額の増加によって一部相殺された。

 

受取利息純額

受取利息純額は、当行の営業収益の中で最大の構成要素であり、2007年12月31日、2008年12月31日および2009年12
月31日に終了した各事業年度の当行の営業収益において、それぞれ89.5％、93.5％および81.2％を占めた。

以下の表は、表示年度における当行の受取利息、支払利息および受取利息純額を示したものである。

 （単位：百万人民元）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

受取利息 250,035 321,855 296,147

支払利息 (85,852) (121,852) (114,508)

　受取利息純額 164,183 200,003 181,639

      

 

2009年における当行の受取利息純額は、2008年における2,000億人民元から9.2％減少して1,816億人民元となった
が、これは主として、受取利息が8.0％減少したことに起因する。2008年における当行の受取利息純額は、2007年にお
ける1,642億人民元から21.8％増加して2,000億人民元となった。これは主として、受取利息が28.7％増加したことに
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起因したが、支払利息が41.9％増加したことにより一部相殺された。

以下の表は、表示年度における当行の資産および負債の平均残高、関連する受取利息または支払利息ならびに（資
産に係る）平均収益率または（負債に係る）平均費用率を示したものである。利付資産および有利子負債の平均残
高は、毎日の残高の平均値である。2007年12月31日、2008年12月31日および2009年12月31日に終了した各事業年度の
無利子資産、無利子負債および減損損失引当金の平均残高は、1月1日現在の残高および12月31日現在の残高の平均値
である。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

 平均残高  受取利息 

平均
収益率  平均残高  受取利息 

平均
収益率  平均残高  受取利息 

平均
収益率

資産                  
顧客貸出金総額 3,362,330 184,393 5.48％ 3,023,505 216,320 7.15％ 3,727,928 195,717 5.25％

債務証券投資
(1)

1,303,575 47,056 3.61 2,098,327 78,979 3.76 2,476,586 75,290 3.04
　非改革関連債務証
券 1,210,275 40,338 3.33 1,339,934 50,332 3.76 1,729,908 51,569 2.98

　改革関連債務証券
(2) 93,300 6,718 7.20 758,393 28,647 3.78 746,678 23,721 3.18

中央銀行預け金
(3)

708,826 12,274 1.73 1,036,069 18,683 1.80 1,217,240 18,611 1.53
銀行およびその他の
金融機関に対する債

権
(4) 214,838 6,312 2.94 234,170 7,873 3.36 561,961 6,529 1.16

　利付資産合計 5,589,569 250,035 4.47％ 6,392,071 321,855 5.03％ 7,983,715 296,147 3.71％

減損損失引当金 (760,483)     (425,484)     (106,191)    

無利子資産
(5) 208,439     256,827     355,616    

　資産合計 5,037,525     6,223,414     8,233,140    
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 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

 平均残高  支払利息  

平均
費用率  平均残高  支払利息  

平均
費用率  平均残高  支払利息  

平均
費用率

負債                  
顧客預金 4,938,359 77,564 1.57％ 5,658,171 111,815 1.98％ 6,952,751 103,251 1.49％
銀行およびその他の
金融機関に対する債

務
(6)

355,110 7,691 2.17 380,000 9,589 2.52 615,411 10,068 1.64
その他有利子

負債
(7) 18,071 597 3.30 21,235 448 2.11 35,262 1,189 3.37

　有利子負債合計 5,311,540 85,852 1.62％ 6,059,406 121,852 2.01％ 7,603,424 114,508 1.51％

無利子負債
(8) 356,403     319,501     333,493    

　負債合計 5,667,943     6,378,907     7,936,917    
                  
受取利息純額   164,183     200,003     181,639  
                  
正味利息

スプレッド
(9)

  2.85％     3.02％     2.20％  

正味利息収益率
(10)

  2.94％     3.13％     2.28％  

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された債務証券、売却可能債務証券、満期保有債務証券および債権とし

て分類される債務証券である。

(2)　MOFに対する債権および中国特別国債である。

(3)　主に、法定預金準備金および剰余預金準備金である。

(4)　主に、銀行およびその他の金融機関への預け金および貸出金ならびに売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産である。

(5)　主に、現金、有形固定資産、未収利息、繰延税金資産ならびにその他の資産である。

(6)　主に、銀行およびその他の金融機関からの預り金および借入金ならびに買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産であ

る。

(7)　主に、発行済預金証書および発行済劣後債である。

(8)　主に、未払利息、未払人件費、税金負債およびその他の負債である。

(9)　利付資産合計の平均収益率および有利子負債合計の平均費用率の差として算出される。

(10) 受取利息純額を利付資産合計の平均残高で除して算出される。

 

以下の表は、表示年度における残高および金利の変動による当行の受取利息および支払利息の増減を示したもの
である。残高の変動は平均残高の増減により算出され、金利の変動は平均金利の変動により算出される。残高および
金利の双方による変動は、残高の増減に含められている。

 （単位：百万人民元）

 12月31日に終了した事業年度

 2008年対2007年  2009年対2008年

 増加／（減少）要因  

純増／(減)
(3)
 増加／（減少）要因  

純増／(減)
(3)

 残高
(1)

 金利
(2)

  残高
(1)

 金利
(2)

 

資産            
顧客貸出金総額 (24,242) 56,169 31,927 36,982 (57,585) (20,603)

債務証券投資
(4)

29,914 2,009 31,923 11,499 (15,188) (3,689)
中央銀行預け金 5,901 508 6,409 2,770 (2,842) (72)
銀行およびその他の金融

機関に対する債権
(5) 650 911 1,561 3,808 (5,152) (1,344)

受取利息の増減 12,223 59,597 71,820 55,059 (80,767) (25,708)

            
負債            
顧客預金 14,225 20,026 34,251 19,225 (27,789) (8,564)
銀行およびその他の金融

機関に対する債務
(6)

628 1,270 1,898 3,851 (3,372) 479

その他の有利子負債
(7) 67 (216) (149) 473 268 741

支払利息の増減 14,920 21,080 36,000 23,549 (30,893) (7,344)

　受取利息純額の増減 (2,697) 38,517 35,820 31,510 (49,874) (18,364)

            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　当年度の平均残高から前年度の平均残高を差し引いたものに、当年度の平均収益率／平均費用率を乗じた数値を表す。

(2)　当年度の平均収益率／平均費用率から前年度の平均収益率／平均費用率を差し引いたものに、前年度の平均残高を乗じた数

値を表す。

(3)　当年度の受取／支払利息から前年度の受取／支払利息を差し引いた数値を表す。

(4)　非改革関連債務証券および改革関連債務証券により構成される。
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(5)　主に、銀行およびその他の金融機関への預け金および貸出金ならびに売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産により構

成される。

(6)　主に、銀行およびその他の金融機関からの預り金および借入金ならびに買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産によ

り構成される。

(7)　主に、発行済預金証書および発行済劣後債により構成される。

 

受取利息

2009年における当行の受取利息は、2008年における3,219億人民元から8.0％減少して2,961億人民元となった。こ
れは主として、当行の利付資産の平均収益率の低下に起因しているが、利付資産の平均残高の増加により一部相殺さ
れた。平均収益率の低下は、主として、2008年下半期における中国人民銀行の基準金利の相次ぐ引下げを反映した。

2008年における当行の受取利息は、2007年における2,500億人民元から28.7％増加して3,219億人民元となったが、
これは主として、当行の利付資産の平均収益率の上昇のほか、これより影響は少なかったものの、平均残高の増加に
も起因している。平均収益率の上昇は、主として、(ⅰ)改革関連の売却（これによりほとんど利息の生じない不良債
権がMOFに対する債権（2008年1月1日以降年率3.3％の利息が生じる。）と交換された。）および(ⅱ)2007年における
中国人民銀行の基準金利の相次ぐ引上げの後に行われたかまたは条件が改定された貸出の金利の上昇に起因してい
る。

 

顧客貸出金からの受取利息

顧客貸出金からの受取利息は、当行の受取利息の中で最大の構成要素であり、2007年、2008年および2009年の当行
の受取利息に占める割合は、それぞれ73.7％、67.2％および66.1％であった。

以下の表は、表示年度における当行の顧客貸出金の構成要素別による平均残高、受取利息および平均収益率を示し
たものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

 平均残高  受取利息 

平均
収益率 平均残高

(1)
 受取利息 

平均
収益率 平均残高  受取利息 

平均
収益率

法人向け貸出金 2,625,127 147,905 5.63％ 2,355,370 171,825 7.30％ 2,680,216 154,493 5.76％
割引手形 279,681 10,978 3.93 189,005 10,693 5.66 419,774 8,989 2.14
個人向け貸出金 441,005 24,692 5.60 460,676 33,220 7.21 601,260 31,799 5.29

海外およびその他の業務
(2) 16,517 818 4.95 18,454 582 3.15 26,678 436 1.63

　顧客貸出金総額 3,362,330 184,393 5.48％ 3,023,505 216,320 7.15％ 3,727,928 195,717 5.25％

                  
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年における当行の顧客貸出金の平均残高は、2008年1月1日以降の当行の財務改革により売却された不良債権7,668億人

民元を除く。

(2)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客貸出金により構成される。

 

2009年における顧客貸出金からの受取利息は、2008年における2,163億人民元から9.5％減少して1,957億人民元と
なった。これは主として、2009年における平均収益率が2008年における7.15％から5.25％に低下したことに起因する
が、平均残高の増加により一部相殺された。顧客貸出金の平均収益率の低下は、主として、(ⅰ)2008年下半期における
中国人民銀行の基準金利の相次ぐ引下げにより、かかる引下げ後および2009年を通して行われた貸出または条件が
改定された貸出の金利が下がったこと、(ⅱ)銀行融資の急速な成長により競争の激化した貸出市場において、中国の
商業銀行の価格決定力が低下したことおよび(ⅲ)信用リスクおよび金利が一般に比較的低い割引手形（とりわけ銀
行引受手形）が当行の貸出金ポートフォリオに占める割合が増加したことに起因する。

2008年における顧客貸出金からの受取利息は、2007年における1,844億人民元から17.3％増加して2,163億人民元
となった。これは主として、2008年における平均収益率が2007年における5.48％から7.15％に上昇したことに起因す
るが、平均残高の減少により一部相殺された。平均収益率の上昇は、主として、2007年の中国人民銀行の基準金利の相
次ぐ引上げによる影響を反映して2008年中に行われたかまたは条件が改定された貸出における比較的高い金利に起
因するものである。平均残高の減少は、主として、改革関連の売却の結果である。

当行の顧客貸出金からの受取利息の最大の構成要素は、法人向け貸出金からの受取利息であり、2007年12月31日、
2008年12月31日および2009年12月31日に終了した各事業年度において、当行の顧客貸出金からの受取利息総額のう
ち、それぞれ80.2％、79.4％および78.9％に相当する。

2008年および2009年の比較　2009年における法人向け貸出金からの受取利息は、2008年における1,718億人民元か
ら10.1％減少して1,545億人民元となったが、これは主として、2009年における法人向け貸出金の平均収益率が2008
年における7.30％から5.76％へと低下したことに起因しており、法人向け貸出金の平均残高の増加により一部相殺
された。平均収益率の低下は、主として、(ⅰ)2008年下半期において中国人民銀行の基準金利の相次ぐ引下げにより、
かかる引下げ後および2009年を通して行われたかまたは条件が改定された法人向け貸出金の金利が下がったことお
よび(ⅱ)競争の激化する貸出市場において、中国の商業銀行の価格決定力が低下したことに起因する。
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2009年における割引手形からの受取利息は、2008年における107億人民元から15.9％減少して90億人民元となった
が、これは主として、2009年における平均収益率が2008年における5.66％から2.14％へと低下したことに起因してお
り、2009年における平均残高が2008年における1,890億人民元から4,198億人民元へと増加したことにより一部相殺
された。割引手形の平均収益率の低下は、主として、市場における流動性の大幅な向上により、割引手形の市場金利が
大幅に減少したことに起因する。

2009年における個人向け貸出金からの受取利息は、2008年における332億人民元から4.3％減少して318億人民元と
なったが、これは主として、2009年における平均収益率が2008年における7.21％から5.29％へと低下したことに起因
しており、平均残高の増加により一部相殺された。平均収益率の低下は、主として、(ⅰ)2008年下半期において中国人
民銀行の基準金利の相次ぐ引下げが行われ、かかる引下げ後および2009年を通して行われたかまたは条件が改定さ
れた個人向け貸出金の金利が下がったことおよび(ⅱ) 当行の個人向け貸出金ポートフォリオの最大の構成要素で
ある個人向け住宅ローンに係る金利に対する2008年10月に公表された中国人民銀行の政策の効果（適格な住宅ロー
ンに係る利率について、かかる政策の導入前には適用基準貸出金利に対して最大15％減までの許容であったのが、最
大30％減まで設定された。）に起因する。

2009年における当行の海外およびその他の業務の顧客貸出金からの受取利息は、2008年における582百万人民元か
ら25.1％減少して436百万人民元となったが、これは主として、2009年における平均収益率が2008年における3.15％
から1.63％へと低下したことに起因しており、平均残高の増加により一部相殺された。平均収益率の低下は、主とし
て、LIBORの低下の影響を反映した、当行の海外支店および子会社による貸出金利の低下に起因する。

2007年および2008年の比較　2008年における法人向け貸出金からの受取利息は、2007年における1,479億人民元か
ら16.2％増加して1,718億人民元となったが、これは主として、2008年における平均収益率が2007年における5.63％
から7.30％へと上昇したことに起因しており、平均残高の減少により一部相殺された。法人向け貸出金の平均収益率
の上昇は、主として、(ⅰ)2008年の当行の財務改革に関連して、利息がほとんど生じない不良債権が売却されたこと
および(ⅱ)2007年の中国人民銀行の基準金利の相次ぐ引上げの効果により、かかる引下げ後に新たに行われた貸出
または条件が改定された貸出の金利が上がったことに起因する。法人向け貸出金の平均残高の減少は、主として、当
行の改革関連の売却に起因する。

2008年における割引手形からの受取利息は、2007年における110億人民元から2.6％減少して107億人民元となった
が、これは主として、平均残高の減少に起因しており、2008年における平均収益率が2007年における3.93％から
5.66％へと上昇したことにより一部相殺された。割引手形の平均残高の減少は、主として、2008年の最初の3四半期に
おいて、当行のファンドを当行の重要な顧客および主要プロジェクト向け貸出に利用できるように、割引手形ポート
フォリオを縮小したことに起因する。平均収益率の上昇は、2008年の最初の3四半期における高い市場金利を反映し
た。

2008年における個人向け貸出金からの受取利息は、2007年における247億人民元から34.5％増加して332億人民元
となったが、これは主として、2008年における平均収益率が2007年における5.60％から7.21％へと上昇したことのほ
か、これより影響は少なかったものの、平均残高の増加にも起因している。個人向け貸出金の平均収益率の上昇は、主
として、(ⅰ)2007年における中国人民銀行の基準金利の相次ぐ引上げにより2008年に条件が改定された既存個人向
け貸出金に対する金利の上昇、とりわけ通常毎年1月1日に現行の中国人民銀行の基準金利に基づき条件が改定され
る住宅ローンおよび(ⅱ)2008年の最初の3四半期において新たに設定された当行の個人向け貸出金の比較的高い金
利に起因する。個人向け貸出金の平均残高の増加は、主として、住宅ローン、個人消費者ローンおよびクレジットカー
ド残高といった個人向け貸出金に対する当行の継続的な市場努力を反映しており、当行の改革関連の売却により一
部相殺された。

2008年における当行の海外およびその他の業務の顧客貸出金からの受取利息は、2007年における818百万人民元か
ら28.9％減少して582百万人民元となったが、これは主として、2008年における平均収益率が2007年における4.95％
から3.15％へと低下したことに起因しており、平均残高の増加により一部相殺された。平均収益率の低下は、主とし
て、LIBORの低下による影響を反映している。

 

債務証券投資からの受取利息

債務証券投資からの受取利息は、当行の受取利息のうち2番目に大きな構成要素であり、2007年12月31日、2008年12
月31日および2009年12月31日に終了した各事業年度の当行の受取利息のそれぞれ18.8％、24.5％および25.4％に相
当する。

2008年および2009年の比較　2009年における債務証券投資からの受取利息は、2008年における790億人民元から
4.7％減少して753億人民元となったが、これは主として、2009年における改革関連債務証券からの受取利息の減少に
起因しており、非改革関連債務証券からの受取利息の増加により一部相殺された。2009年における当行の改革関連債
務証券からの受取利息の減少は、主として、(ⅰ)2009年における平均収益率が2008年における3.78％から3.18％へと
低下したことおよび(ⅱ)平均残高が減少したことの複合要因による。平均収益率の低下は、主に、当行の財務改革の
一環として、2008年12月1日付で中国特別国債の利率が従前の年率7.2％から2.25％に改定されたことに起因する。
2009年における当行の非改革関連債務証券からの受取利息の増加は、主として、平均残高の増加に起因しており、
2009年における平均収益率が2008年における3.76％から2.98％へと低下したことにより一部相殺された。非改革関
連債務証券の平均残高の増加は、主として、当行のマクロ経済および債券市場の状況の査定に基づき、当行の債務証
券投資が増加したことに起因する。平均収益率の低下は、主として、(ⅰ)基準金利の相次ぐ引下げおよび市場におけ
る流動性の増加により、新規債務証券の利率が引き下げられたことおよび変動利付金融商品の適用金利が低下した

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

166/588



こと、(ⅱ)2009年第2四半期以降のLIBORの下落により、外貨建債務証券の金利が低下したことならびに(ⅲ)市場金利
リスクが比較的低いときに、金利が上昇した場合の潜在的金利リスクに備えて、当行の債務証券投資期間を短縮した
ことに起因する。

2007年および2008年の比較　2008年における債務証券投資からの受取利息は、2007年における471億人民元から
67.8％増加して790億人民元となったが、これは主として、平均残高の増加のほか、これより影響は少なかったもの
の、2008年における平均収益率が2007年における3.61％から3.76％へと上昇したことにも起因する。平均残高の増加
は、主として、(ⅰ)2008年における当行の改革関連処分により、2008年1月1日以降にMOFに対する債権利息が発生した
ことおよび(ⅱ)主に当行の増加した資金を背景に、当行が保有する非改革関連債務証券が増加したことに起因する。
平均収益率の上昇は、主として、中国の債務証券市場の金利が比較的高水準であった2008年上半期における当行の中
長期の債務証券投資の増加に起因しているが、2008年12月1日付で中国特別国債の利率が7.2％から2.25％に改定さ
れたことにより一部相殺された。

 

中央銀行預け金からの受取利息

　当行の中央銀行利付預け金は、主として中国人民銀行への法定預金準備金および剰余預金準備金により構成され
る。法定預金準備金は、当行が中国人民銀行において維持する必要のある最低水準の現金預金（顧客からの要求払預
金残高に占める割合として計算される。）に相当する。剰余預金準備金とは、当行が決済のために維持する法定預金
準備金を上回る中国人民銀行への預け金をいう。

　2009年における中央銀行預け金からの受取利息は、2008年の187億人民元からわずかに減少して186億人民元となっ
た。これは主として、2009年における平均収益率が2008年の1.80％から1.53％に低下したことに起因するが、顧客預
金の伸びに伴う平均残高の増加により大幅に相殺された。中央銀行預け金の平均収益率の低下は、主として、2008年
11月に法定預金準備金金利が1.89％から1.62％に、また、剰余預金準備金金利が0.99％から0.72％に引き下げられた
影響を反映している。

　2008年における中央銀行預け金からの受取利息は、2007年の123億人民元から52.2％増加して187億人民元となっ
た。これは主として、平均残高が増加したこと、また、これより影響は少なかったものの2008年における平均収益率が
2007年の1.73％から1.80％に上昇したことにも起因する。2008年における平均残高は、2007年の7,088億人民元から
46.2％増加して10,361億人民元となった。これは主として、(ⅰ)顧客預金の増加ならびに(ⅱ)2007年および2008年上
半期に中国人民銀行が実施した法定預金準備率の相次ぐ引上げに起因する。平均収益率の上昇は、主として、当行に
おいて資金配分および流動性管理の強化を行ったため中央銀行預け金合計に占める剰余預金準備金（法定預金準備
金より金利が低い。）の割合が減少したことに起因する。

 

銀行およびその他の金融機関に対する債権からの受取利息

　銀行およびその他の金融機関に対する債権は、主として、銀行間預け金、銀行間貸借金ならびに売戻し条件付契約に
基づき保有する金融資産により構成される。

　2009年における銀行およびその他の金融機関に対する債権からの受取利息は、2008年の79億人民元から17.1％減少
して65億人民元となった。これは主として、2009年における平均収益率が2008年の3.36％から1.16％に低下したこと
に起因するが、平均残高の増加により大幅に相殺された。平均収益率の低下は、主として、中国人民銀行の基準金利の
引下げに伴う市場金利の大幅下落および市場における十分な流動性に起因する。平均残高の増加は、主として、当行
の全体的な調達資金が増加した結果として当行の他の流動資産よりも高い収益を得るために売戻し条件付契約に基
づき保有する金融資産の購入を拡大したことに起因する。

　2008年における銀行およびその他の金融機関に対する債権からの受取利息は、2007年の63億人民元から24.7％増加
して79億人民元となった。これは主として、2008年における平均収益率が2007年の2.94％から3.36％に上昇したこ
と、また、これより影響は少なかったものの平均残高が増加したことにも起因する。平均収益率の上昇は、主として、
2008年の最初の3四半期における比較的高いLIBORを反映している。平均残高の増加は、主として(ⅰ)当行が2008年10
月における匯金公司の当行に対する約190億米ドル（1,300億人民元相当）の出資金の一部を銀行間市場において差
し入れたことならびに(ⅱ)当行の他の流動資産よりも高い収益を得るために売戻し条件付契約に基づき保有する金
融資産の購入を拡大したことに起因する。

 

支払利息

　2009年における支払利息は、2008年の1,219億人民元から6.0％減少して1,145億人民元となった。これは主として、
2009年における有利子負債の平均費用率が2008年の2.01％から1.51％に低下したことに起因するが、有利子負債、特
に顧客預金の平均残高が25.5％増加したことで一部相殺された。2008年における支払利息は、2007年の859億人民元
から41.9％増加して1,219億人民元となった。これは主として、当行における有利子負債の平均費用率が2007年の
1.62％から2008年は2.01％へと24.1％上昇したこと、また、これより影響は少なかったものの当行の有利子負債の平
均残高が2007年の53,115億人民元から2008年は60,594億人民元に増加したことにも起因する。

 

顧客預金に係る支払利息
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　顧客預金は、当行の主要な資金調達源である。顧客預金に係る支払利息は、2009年12月31日、2008年12月31日および
2007年12月31日に終了した各事業年度における当行の支払利息合計のそれぞれ90.2％、91.8％および90.3％に相当
する。

　以下の表は、表示年度における当行の法人預金および個人預金に関する平均残高、支払利息および平均費用率を商
品別に示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

 平均残高  支払利息  

平均費用
率（％） 平均残高  支払利息  

平均費用
率（％） 平均残高 支払利息  

平均費用
率（％）

法人預金
(1)

                 
定期 373,797 12,934 3.46％ 539,556 20,575 3.81％ 794,121 19,457 2.45％
要求払 1,627,356 15,261 0.94 1,723,486 16,488 0.96 1,995,349 12,734 0.64

小計 2,001,153 28,195 1.41 2,263,042 37,063 1.64 2,789,470 32,191 1.15

個人預金                  
定期 1,550,076 37,756 2.44 1,888,934 64,587 3.42 2,344,697 64,486 2.75
要求払 1,387,130 11,613 0.84 1,506,195 10,165 0.67 1,818,584 6,574 0.36

　小計 2,937,206 49,369 1.68 3,395,129 74,752 2.20 4,163,281 71,060 1.71

顧客預金合計 4,938,359 77,564 1.57％ 5,658,171 111,815 1.98％ 6,952,751 103,251 1.49％

                  
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　法人顧客、政府当局およびその他の機関からの預金ならびに当行海外支店および中国内外の当行子会社において計上された

法人預金により構成される。

 

　2008年および2009年の比較　2009年における顧客預金に係る支払利息は、2008年の1,118億人民元から7.7％減少し
て1,033億人民元となった。これは主として、2009年の平均費用率が2008年の1.98％から1.49％に低下したことに起
因するが、平均残高の増加により一部相殺された。顧客預金に係る平均費用率の低下は、2008年第4四半期における中
国人民銀行の基準金利の相次ぐ引下げ（これにより、かかる引下げの後から2009年を通じて、新規預金または条件の
見直された預金の金利が下がった。）の影響を反映している。平均残高の増加は、主として当行事業の全般的拡大、適
度に緩和された中国の金融政策ならびに世帯収入の継続的増加を反映している。

　2007年および2008年の比較　2008年における顧客預金に係る支払利息は、2007年の776億人民元から44.2％上昇して
1,118億人民元となった。これは主として、2008年における平均費用率が2007年の1.57％から1.98％に上昇したこと、
また、これより影響は少なかったものの平均残高が増加したことにも起因する。平均費用率の上昇は、主として
(ⅰ)2007年における中国人民銀行の基準金利の相次ぐ引上げの累積的影響および(ⅱ)当行の顧客預金合計に占める
定期預金の割合が2007年の39.0％から2008年は42.9％に増加したことに起因する。平均残高の増加は、中国資本市場
が低迷していた間および中国税務当局が個人の利子所得に対する課税を停止した後に当行顧客が低リスクの投資を
志向したことを反映している。

 

銀行およびその他の金融機関に対する債務に係る支払利息

　銀行およびその他の金融機関に対する債務に係る支払利息は、主として、銀行およびその他の金融機関からの預り
金および借入金ならびに買戻契約に基づき売却された金融資産により構成される。

　2009年における銀行およびその他の金融機関に対する債務に係る支払利息は、2008年の96億人民元から5.0％増加
して101億人民元となった。これは主として、平均残高が増加したことに起因するが、平均費用率が2008年の2.52％か
ら2009年は1.64％に低下したことで一部相殺された。平均残高の増加は、主として銀行およびその他の金融機関から
の預り金、特に決済および清算のための預金が増加したことに起因する。平均費用率の低下は、主として、中国人民銀
行の基準金利の相次ぐ引下げに伴う市場金利の大幅下落および市場における流動性の増加に起因する。

　2008年における銀行およびその他の金融機関に対する債務に係る支払利息は、2007年の77億人民元から24.7％増加
して96億人民元となった。これは主として、平均費用率が2007年の2.17％から2008年は2.52％に上昇したことに加
え、平均残高が増加したことに起因する。平均費用率の上昇は、主として(ⅰ)銀行およびその他の金融機関に対する
債務合計に占める銀行およびその他の金融機関からの譲渡性預金（比較的高金利が付される。）の割合が増加した
ことならびに(ⅱ)2008年の最初の3四半期における比較的高い銀行間金利に起因する。平均残高の増加は、主として
国内銀行からの預り金が増加したことに起因する。

 

正味利息スプレッドおよび正味利息収益率

　正味利息スプレッドとは、利付資産の平均収益率と有利子負債の平均費用率との差をいう。正味利息収益率とは、利
付資産合計の平均残高に占める受取利息純額の割合をいう。

　2008年および2009年の比較　2009年における当行の正味利息スプレッドは、有利子負債の平均費用率が50ベーシス
ポイント低下したのに対して利付資産の平均収益率が132ベーシスポイント低下したため、2008年の3.02％から
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2.20％に低下した。2009年における当行の正味利息収益率は、利付資産の平均残高が24.9％増加した一方で、受取利
息純額は2009年に8.0％減少したため、2008年の3.13％から2.28％に低下した。正味利息収益率および正味利息スプ
レッドの低下は、主として(ⅰ)貸出金の平均収益率が低下したこと（2008年下半期における中国人民銀行の基準金
利の相次ぐ引下げの影響を反映している。）、(ⅱ)当行の財務改革の一環として債務証券投資およびその他の利付資
産の平均収益率が低下したこと（主として中国特別国債の利率が2008年12月1日より従来の利率である年7.2％から
2.25％に変更されたことによる。）ならびに2009年の中国短資市場および債券市場における比較的低い金利（適度
に緩和的な金融政策の結果としての流動性の増加を反映している。）、さらに(ⅲ)利付資産の平均収益率の低下に比
べて有利子負債の平均費用率の低下が小さかったこと（当行の負債に占める要求払預金の割合が比較的高かったこ
とによる。）という複合要因に起因する。

　2007年および2008年の比較　2008年における当行の正味利息スプレッドは、利付資産の平均収益率が56ベーシスポ
イント上昇した一方で、有利子負債の平均費用率は39ベーシスポイントの上昇となったため、2007年の2.85％から
3.02％に上昇した。2008年における当行の正味利息収益率は、受取利息純額が利付資産の平均残高以上の割合で増加
したため、2007年の2.94％から3.13％に上昇した。当行の正味利息収益率および正味利息スプレッドの上昇は、主と
して(ⅰ)中国人民銀行の基準金利の相次ぐ引上げの後に実行された、または条件が変更された貸出金の適用金利が
引き上げられたこと、(ⅱ)改革関連の売却（これにより収益性が極めて低い不良資産が収益性の比較的高いMOF向け
債権に置き換えられた。）ならびに(ⅲ)銀行およびその他の金融機関への預け金および貸出金ならびに債務証券の
平均収益率が上昇したこと（市場金利の上昇を反映している。）という複合要因に起因する。
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受取報酬および手数料純額 

　受取報酬および手数料純額は、2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日に終了した各事業年度にお
ける当行の営業収益合計のそれぞれ15.9％、11.1％および12.5％に相当する。以下の表は、表示年度における当行の
受取報酬および手数料純額の主な構成要素を示したものである。

 （単位：百万人民元）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

受取報酬および手数料      
決済および清算手数料 8,997 10,757 12,207
代理人手数料 8,536 5,484 10,737
銀行カード手数料 3,083 3,824 4,821
コンサルタントおよびアドバイザリー報酬 396 1,573 6,566
信用コミットメント手数料 577 829 772
電子バンキングサービス手数料 360 728 1,221
保管およびその他の信託サービスの報酬 690 632 761
その他 1,282 967 200

　小計 23,921 24,794 37,285

支払報酬および手数料 (926) (996) (1,645)

受取報酬および手数料純額 22,995 23,798 35,640
      

 

　2009年における当行の受取報酬および手数料純額は、2008年の238億人民元から49.8％増加して356億人民元となっ
た。これは主として、(ⅰ)当行の報酬および手数料制の商品およびサービスの拡大ならびに当行の広範なネットワー
クを通じた当行顧客層への販売努力の強化に向けた継続的な取組み、(ⅱ)コンサルタントおよびアドバイザリー
サービスならびに電子バンキングサービスの分野における新商品の投入、さらに(ⅲ)MOFを代理した不良資産の処分
および回収に対するMOFからの代理人サービス報酬に起因する。2008年における当行の受取報酬および手数料純額
は、2007年の230億人民元から3.5％増加して238億人民元となった。これは主として、決済および清算手数料ならびに
コンサルタントおよびアドバイザリー報酬の増加に起因するが、中国資本市場が低迷する間における投資ファンド
商品およびその他の有価証券の販売により計上した代理人手数料が減少したことで大幅に相殺された。

 

決済および清算手数料

　決済および清算手数料は、主として銀行為替手形、商業手形、約束手形および小切手の決済サービスならびに資金送
金サービスおよび清算サービスにつき計上する手数料により構成される。2009年における決済および清算手数料は、
2008年の108億人民元から13.5％増加して122億人民元となった（2008年は2007年の90億人民元から19.6％増加し
た。）。これは主として、当行の決済業務および現金管理業務に関する継続的な販売努力および商品開発努力ならび
に当行の顧客に対し付加価値のあるサービスを提供する取組みによって取引量および顧客数が増加したことに起因
する。

 

代理人手数料

　代理人手数料は、主として当行が主に(ⅰ)政府歳入の徴収および政府歳出の支払いに関して中国中央政府および地
方政府、(ⅱ)不良資産の処分および回収に関連してMOFならびに(ⅲ)保険商品、ミューチュアル・ファンド商品およ
び有価証券の販売に関連してその他の金融機関に対して提供している代理人サービスにつき計上する報酬により構
成される。2009年における代理人手数料は、2008年の55億人民元から95.8％増加して107億人民元となった。これは主
として、不良資産の処分および回収に関連するMOF向けの代理人サービスからの手数料ならびに保険商品の販売に関
する当行の代理人サービスからの手数料に起因する。2008年における代理人手数料は、2007年の85億人民元から
35.8％減少して55億人民元となった。これは主として、中国資本市場が低迷する間、投資ファンド商品およびその他
の有価証券の販売に関して計上した報酬が減少したこと起因する。

 

銀行カード手数料

　銀行カード手数料は、主として、当行のデビットカードおよびクレジットカードに関する年間手数料ならびに当行
銀行カードの利用に関する加盟店からの取引手数料により構成される。2009年における銀行カード手数料は、2008年
の38億人民元から26.1％増加して48億人民元となった（2008年は2007年の31億人民元から24.0％増加した。）。2007
年から2009年にかけての銀行カード手数料の全般的な増加は、主として、当行の新商品の投入および銀行カード商品
の機能改善に向けた継続的な取組みに伴う当行銀行カードの発行数の増加および当行銀行カードの取引量の増加に
起因する。
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　コンサルタントおよびアドバイザリー報酬は、主として有価証券の引受け、個人顧客を対象とした当行の財務アド
バイザリーサービスおよびウェルス・マネジメントサービスにつき計上する報酬により構成される。2009年におけ
るコンサルタントおよびアドバイザリー報酬は、2008年の16億人民元から大幅に増加して66億人民元となった
（2008年は2007年の4億人民元から急増した。）。2007年から2009年にかけての全般的な増加は、主として投資銀行業
務の拡大を目指す当行の取組みに起因する。

 

信用コミットメント手数料

　信用コミットメント手数料は、主として取消可能信用コミットメントおよび取消不能信用コミットメントの設定に
伴う手数料により構成される。2009年における信用コミットメント手数料は、2008年の829百万人民元から6.9％減少
して772百万人民元となった。これは主として、市場競争の激化に伴う当行の手数料率の引下げに起因する。2008年に
おける信用コミットメント手数料は、2007年の577百万人民元から43.7％増加して829百万人民元となった。これは主
として、当行の貸出コミットメント業務および銀行引受手形業務の継続的拡大に起因する。

 

電子バンキングサービス手数料

　電子バンキングサービス手数料は、主として当行のテレホンバンキング基盤およびインターネットバンキング基盤
からの取引手数料により構成される。2009年における電子バンキングサービス手数料は、2008年の7億人民元から
67.7％増加して12億人民元となった（2008年は2007年の4億人民元の2倍超となった。）。2007年から2009年にかけて
のこうした増加は、主として当行の電子バンキングに関するサービスおよび商品の改善、電子バンキングチャネルの
拡大および電子バンキング顧客層の拡充に向けた当行の継続的努力により顧客数および取引量が共に増加したこと
に起因する。

 

保管およびその他の信託サービス報酬

　保管およびその他の信託サービス報酬は、主として投資ファンド、年金基金、保険会社、企業年金基金の資産ならび
にQFIIおよびQDIIが運用する投資物件のうち、当行の保管およびその他の信託サービスの対象となるものにつき徴
収する保管報酬により構成される。2009年における当行の保管およびその他の信託サービス報酬は、2008年の632百
万人民元から20.4％増加して761百万人民元となった。これは主として、主要顧客に対する当行の販売努力拡大によ
り預り資産額が増加したことに起因する。2008年における保管およびその他の信託サービス報酬は、2007年の690百
万人民元から8.4％減少して632百万人民元となった。これは主として、中国資本市場の低迷に伴う有価証券関連の保
管サービスからの収益が減少したことに起因する。

 

支払報酬および手数料

　支払報酬および手数料は、主として、当行の報酬および手数料制のサービスに関連して第三者に支払われた報酬の
うち、当該サービスの提供に直接配賦できるものにより構成される。2009年における支払報酬および手数料は、2008
年の996百万人民元から65.2％増加して1,645百万人民元となった（2008年は2007年の926百万人民元から7.6％増加
した。）。これは主として、当行の報酬および手数料制の商品およびサービスに関する取引量の増加に起因する。
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その他の収益純額

　以下の表は、表示年度における当行のその他の収益／（損失）純額の主な構成要素を示したものである。

 （単位：百万人民元）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

純損益を通じて公正価値で測定するものとして
指定された金融商品に係る利得／（損失）純額 (1,244)

 
(3,603)

 
2,052

投資有価証券に係る利得／（損失）純額 33  324 (173)
トレーディング業務利得／（損失）純額 2,968 (895) 444

その他の営業（費用）／収益純額
(1) (5,484) (5,611) 4,035

　その他の（損失）／収益純額合計 (3,727) (9,785) 6,358
      
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　主として固定資産売却益、賃貸収益、為替換算差（損）／益、MOFへの特別支払額およびその他により構成される。

 

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品に係る（損失）／利得純額

　純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品に係る（損失）／利得純額は、純損益を通じて
公正価値で測定するものとして指定された当行の債務証券および金融保証契約に係る実現純損益および未実現純損
益により構成される。当行は、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品につき、2008年の
損失純額36億人民元に対して、2009年は利得純額21億人民元を計上した。これは主として、金融保証契約について、
2008年は29億人民元の損失純額となったところ、2009年に世界の資本市場が回復し、同契約の対象金融商品の公正価
値が増加したことから、同契約について、2009年は利得純額19億人民元を計上したことに起因する。2008年における
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品に係る損失純額は、2007年の12億人民元から36
億人民元に増加した。これは主として、2008年に世界金融危機が発生し、金融保証契約について、その対象となる金融
商品の公正価値が大幅に下落したことを受けた同契約に係る損失の増加に起因する。

 

投資有価証券に係る利得／（損失）純額

　投資有価証券に係る利得／（損失）純額は、当行の売却可能な負債証券および持分証券の売却に係る実現純損益に
より構成される。当行は、さらなる評価減を回避するために一部の売却可能債務証券を処分したこと等から、2009年
において投資有価証券に係る損失純額173百万人民元を計上した。2008年における当行の投資有価証券に係る利得／
（損失）純額は、市場価格が比較的高い時期に譲渡益を計上して一部の売却可能債務証券を売却したこと等から、
2007年の33百万人民元から大幅に増加して324百万人民元となった。

 

トレーディング業務利得／（損失）純額

　トレーディング業務利得／（損失）純額は、トレーディング目的で保有している当行の金融商品およびデリバティ
ブ金融商品に係る実現純損益および未実現純損益により構成される。当行は、2008年は895百万人民元の損失純額で
あったのに対して、2009年は444百万人民元のトレーディング業務利得を計上した。これは主として、2008年は、同年
の世界金融危機から経済状況が低迷したことに比べ、2009年はマクロ経済が回復基調にあり、金利デリバティブの公
正価値が増加したことに伴い、2009年の金利デリバティブから13億人民元（2008年は損失純額18億人民元であっ
た。）の利得を得たこと起因する。当行は、2007年に30億人民元のトレーディング業務利得を計上したが、これは主と
して人民元が他の主要な通貨に対して上昇したことにより、当行が2007年に行った一部のクロスカレンシー金利ス
ワップにおいて公正価値が増加したことを反映して、同スワップにつき計上した利得に起因する。

 

その他の営業（費用）／収益純額

　その他の営業（費用）／収益純額は、主としてMOFへの特別支払額、為替換算差（損）／益、有形固定資産の売却に
係る利得額およびその他の収益／（費用）により構成される。MOFへの特別支払額とは、MOFが当行に対して1998年に
発行した総額933億人民元、年利7.2％の中国特別国債に関連する未収利息を相殺するために当行に課される支払い
である。当行は、2008年および2007年にそれぞれ56億人民元および55億人民元のその他の営業費用純額を計上した
が、これは主としてMOFへの特別支払額に起因する。当行の財務改革の一環として、2008年12月1日を発効日とし、MOF
への特別支払額に基づく当行の義務は終了し、MOFは、軽減された年率2.25％の債券利息の支払いを開始した。当
行は、2008年はその他の営業費用56億人民元であったのに対して、2009年はその他の営業収益純額40億人民元を計上
した。これは主として、(ⅰ)当行の財務改革に関連するMOFへの特別支払額の撤廃および(ⅱ)2009年の為替換算差益
19億人民元（2008年は29億人民元の差損）に起因するが、固定資産売却益の減少により一部相殺された。為替換算差
益は、主として、(ⅰ)人民元の他の主要な通貨に対する為替レートが比較的安定していることおよび(ⅱ)当行が為替
取引を行っていることに起因する。かかる為替取引は、匯金公司による190億米ドルの資本拠出から発生する為替リ
スクに対するエクスポージャーを取り除くことで、当行全体の為替リスクを軽減した。
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営業費用

　以下の表は、表示年度における当行の営業費用合計の主な構成要素を示したものである。

 （単位：百万人民元）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

人件費 31,171 57,776 55,765
一般営業管理費 21,090 25,218 29,283
営業税および付加税 11,140 13,223 12,567
減価償却費および償却費 7,815 11,423 10,775

その他
(1) 3,404 2,535 1,177

　　営業費用合計 74,620 110,175 109,567
      

　　経費率
(2)

34.6％  45.3％  43.4％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　主として有形固定資産の売却により負担した費用および訴訟引当金により構成される。

(2)　(ⅰ)営業費用合計（営業税および付加税を除く。）を(ⅱ)受取利息純額、受取報酬および手数料純額ならびにその他の収益

純額の合計で除して算出される。

 

　2009年における当行の営業費用は、2008年の1,102億人民元に対して1,096億人民元であり、ほぼ横ばいであった。
2008年における当行の営業費用は、2007年の746億人民元から47.6％増加した。2009年、2008年および2007年における
当行の経費率（営業税および付加税を除く。）は、それぞれ43.4％、45.3％および34.6％であった。当行の2008年の営
業費用および経費率の増加は、主に(ⅰ)給与、賞与、従業員手当の増加に加え、年金数理上の仮定の変更に伴う補足的
退職給付および早期退職給付の増加による人件費の85.4％の増加ならびに(ⅱ)一般営業管理費、減価償却費および
償却費ならびに営業税および付加税の増加に起因する。

 

人件費

　人件費は、当行の営業費用のうち最大の構成要素であり、2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日に
終了した各事業年度における当行の営業費用のそれぞれ50.9％、52.4％および41.8％に相当する。

　以下の表は、表示年度における当行の人件費の構成要素を示したものである。

 （単位：百万人民元）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

給与、賞与および従業員手当 24,301 31,648 35,734
社会保険料 4,713 6,024 9,592
住宅補助 2,577 3,049 3,710
労働組合費および職員研修費 1,067 1,466 1,601
補足的退職給付 （4,300) 8,935 -
早期退職給付 (552) 2,685 780

その他
(1) 3,365 3,969 4,348

　　人件費合計 31,171 57,776 55,765
      
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　主として従業員に対する給付および補足的医療保険により構成される。

 

　2009年における人件費は、2008年の578億人民元から3.5％減少して558億人民元となった。これは主として、補足的
退職給付および早期退職給付の減少に起因するが、昇給に伴う給与、賞与および従業員手当ならびに社会保険料の増
加により一部相殺された。当行は補足的退職給付に基づく当行債務を同等額の資産を用いて清算し、かかる給付に基
づく追加の支払義務を負わないため、当行は2009年において補足的退職給付を計上しなかった。

　2008年における人件費は、2007年の312億人民元から85.4％増加して578億人民元となった。これは主として、年金数
理上の仮定の変更に伴う補足的退職給付および早期退職給付の増加、また、これより影響は少なかったものの給与、
賞与および従業員手当の増加（人材を維持し、惹きつけるための当行の取組みを反映している。）にも起因する。補
足的退職給付債務の額は、割引率、医療費増加率、退職者の平均寿命およびその他の要因等の年金数理上の仮定に基
づき計算される。

 

一般営業管理費

　2009年における一般営業管理費は、2008年の252億人民元（2007年の211億人民元から19.6％増加した。）から
16.1％増加して293億人民元となった。2007年から2009年にかけての一般営業管理費の全般的な増加は、販売および
事業開発費の増加ならびに県域銀行業務を展開するための支出の増加に起因する。
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営業税および付加税

　営業税は、主として顧客貸出金からの受取利息ならびに受取報酬および手数料総額に対して5％の割合で課される。
また、営業税納付額の10％を限度とした一定の付加税が地域に応じた合算税率で課される。2009年における営業税お
よび付加税は、2008年の132億人民元から5.0％減少して126億人民元となったが、これは主として、営業税および付加
税の対象となる受取利息の減少に起因する。2008年における営業税および付加税は、2007年の111億人民元から
18.7％増加して132億人民元となったが、これは主として、営業税および付加税の対象となる受取利息ならびに受取
報酬および手数料の増加に起因する。

 

減価償却費および償却費

　2009年における減価償却費および償却費は、2008年の114億人民元から5.7％減少して108億人民元となったが、これ
は主として当行の償却固定資産の減少に起因する。2008年における減価償却費および償却費は、2007年の78億人民元
から46.2％増加して114億人民元となった。これは主として、当行の財務改革に関連して2007年12月31日に実施した
当行の固定資産および無形資産の再評価（これにより有形固定資産および無形資産の再評価に伴う評価益を計上し
た。）に起因する。

 

減損損失引当金繰入額

　以下の表は、表示年度における資産に係る減損損失の主な構成要素を示したものである。

 （単位：百万人民元）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

以下に係る減損損失引当金繰入額／（戻入
額）：  

 
 
 

 
顧客貸出金 21,115 39,858 44,289
投資有価証券 9,384 9,988 (4,428)
有形固定資産 25  402 222

その他の資産
(1) 50  1,230 59

　　合計 30,574 51,478 40,142
      
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　主として銀行およびその他の金融機関への預け金および貸出金に係る減損損失引当金繰入額／（戻入額）ならびにその他

の資産により構成される。

 

　2009年における減損損失引当金繰入額は、2008年の515億人民元から22.0％減少して401億人民元となった。これは
主として、当行が保有する外貨建債務証券の公正価値の増加に伴う投資有価証券に係る減損損失引当金の戻入れ44
億人民元に起因する。2009年における当行の顧客貸出金に係る減損損失引当金繰入額は、2008年の399億人民元から
11.1％増加して443億人民元となった。これは主として(ⅰ)2009年末時点の貸出残高の増加および(ⅱ)マクロ経済情
勢が不安定な時期における引当てに対する当行のより保守的なアプローチの採用に起因する。

　2008年における減損損失引当金繰入額は、2007年の306億人民元から68.4％増加して515億人民元となった。これは
主として、2008年5月の四川大地震により影響を受けた地域において実行された貸出に対する悪影響を反映し、かつ、
世界的な金融危機および中国マクロ経済の不確実性に対応して貸倒引当金の繰入れに対して当行がより保守的なア
プローチを採用したことに起因する。

　当行の貸倒引当金の変動に関する詳細については、「第二部-第３-７-（２）資産および負債-資産-顧客に対する
貸出金に係る減損損失引当金」を参照のこと。

 

法人所得税

　以下の表は、表示年度における当行の税引前当期純利益に適用される法定法人所得税率で計算された法人所得税費
用と当行の実際の法人所得税費用との調整を示したものである。

 （単位：百万人民元）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

税引前当期純利益 78,257 52,349 73,928
      
法定税率（2009年および2008年は25％、2007年
は33％）で計算された税金 25,825

 
13,087

 
18,482

　税効果の加算／（減算）：      

　　損金不算入の項目
(1)

10,179 636 (701)
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　　非課税所得
(2)

(4,360) (4,187) (4,220)
　　免税の影響 -  (8,624) (4,603)

海外およびその他の業務に対する異なる税
率の影響 (31)

 
(16)

 
(32)

　税率変更の影響
(3) 2,857 -  -

　法人所得税費用 34,470 896 8,926
      
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　主として損金不算入の人件費およびその他の営業費用ならびに資産償却額により構成される。

(2)　主として中国国債からの受取利息により構成される。

(3)　2008年1月1日に施行された改正中国法人所得税法に基づき、当行および当行の国内子会社に適用される法定法人所得税率

は、2008年1月1日より従前の33％から25％に引き下げられた。税率の変更の結果、2007年における繰延税金費用は2,857百万

人民元増加した。

 

　2009年における当行の法人所得税費用は89億人民元であり、当行の実効法人所得税率は法定法人所得税率より低い
12.07％であった。これは主として、(ⅰ)当行の改革に関連して国家税務総局が発した通達に基づく過年度から生ず
る未払利息の減少（同通達により、当行は2009年の法人所得税においてかかる未払利息を控除することが可能とな
り、同年における当行の法人所得税費用は大幅に減少した。）および(ⅱ)国債に係る非課税の受取利息に起因する。
2008年における当行の法人所得税費用は、2007年の345億人民元から大幅に減少して9億人民元となった。これは主と
して(ⅰ)当行の財務改革に関連して、当行の2008年の税引前利益を使用したMOFから当行に対する34,497百万人民元
の資本拠出に伴う法人所得税の免除および(ⅱ)2008年1月1日をもって法定法人所得税率を既存の税率33％から25％
に軽減する改正中国法人所得税法の施行に起因する。2007年の損金不参入項目の金額は比較的高額であり、これは主
として、(ⅰ)当行の人件費が当該時点において適用される控除制限を超えており、(ⅱ)2007年は、（当行の財務改革
の準備段階において、税務当局から控除の承認が下りなかったために、2007年はまだ控除できず）追加の支払金利を
認識していたことに起因する。

　以下の表は、表示年度における当行の法人所得税費用の構成要素を示したものである。

 （単位：百万人民元）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

当期法人所得税 24,851 14,907 7,196
繰延法人所得税 9,619 (14,011) 1,730

　　法人所得税費用 34,470 896 8,926
      

 

純利益

　主として上記すべての要因の結果、2009年における当行の純利益は、2008年の515億人民元（2007年の438億人民元
から17.5％増加した。）から26.3％増加して650億人民元となった。

 

セグメント別経営成績の要約

　当行は、法人向け銀行業務、個人向け銀行業務および資金運用業務という3つの主要事業活動を有し、本店、長江デル
タ、珠江デルタ、環渤海、中国中部、中国東北部、中国西部および海外という8つの地域の支店ならびにその他の機構を
通じて業務を行っている。当行の内部組織体制および内部財務報告制度は、共に当行の支店体制を基に上記の業種お
よび地理的区分に沿って構築されており、当行は、各事業別セグメントおよび支店の業績ならびに当行の営業収益に
対するそれぞれの貢献度を定期的に評価している。近年では、当行の内部財務報告および業績評価を業種に沿って拡
充している。

　2007年以降、当行は、県域または都市部にある当行支店の所在地を基にした県域銀行業務および都市銀行業務の分
割に沿って当行事業のより一層の管理を開始した。当行の県域銀行業務は、県域顧客を対象とした金融商品および金
融サービスを提供している。当行の県域銀行業務は、主として県域にある2,048の県域準支店および第二級支店の22
の事業部を通じて実施されている。当行が県域銀行業務を通じて提供する商品およびサービスは、主として貸出、預
金、銀行カードおよび代理人サービスにより構成される。当行は、県域銀行業務に関する内部組織体制の構築に向け
た指針を策定した。当行の県域銀行業務の事業、財政状態および経営成績に関する詳細な議論については、「第二部-
第２-３-（２）-(b) 県域銀行業務」を参照のこと。

　資金は、市場金利に基づき決定されるセグメント間金利によりセグメント間で貸借される。各セグメントのセグメ
ント間受取利息純額は、他のセグメントに貸し付けられた資金から生じる受取利息から、他のセグメントから借り入
れた資金につき支払われる支払利息を控除して計上される。かかるセグメント間の受取利息および支払利息は、当行
の連結財務書類から消去される。

 

事業別セグメント情報の要約
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　当行の主要な事業活動は、法人向け銀行業務、個人向け銀行業務および資金運用業務である。これらの事業活動に含
まれる商品およびサービスの内容については、「第二部-第２-３-（２）-(a) 事業-当行の主要な事業」を参照のこ
と。

　以下の表は、表示年度における当行の各主要事業別セグメントに関する営業成績を示したものである。

 

　　次へ
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 （単位：百万人民元）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

 

法人向
け
銀行業
務  

個人向
け
銀行業
務  

資金運
用
業務  

その
他  合計  

法人向
け
銀行業
務  

個人向
け
銀行業
務  

資金運
用
業務  

その
他
 
 合計  

法人向
け
銀行業
務  

個人向
け
銀行業
務  

資金運
用
業務  

その
他  合計

外部受取
利 息 ／
（支払利
息）純額
(1) 134,773 (16,441) 45,851 - 164,183 152,739 (30,087) 77,351 - 200,003 129,811 (39,360) 91,188 - 181,639
セグメン
ト間受取
利 息 ／
（支払利

息）
(2) (50,697) 63,631 (12,872) (62) - (46,332) 81,462 (35,088) (42) - (27,152) 96,417 (69,273) 8 -

受取利息
純額

84,076 47,190 32,979 (62)164,183 106,407 51,375 42,263 (42)200,003 102,659 57,057 21,915 8 181,639

受取報酬
および手
数料純額

10,788 12,207 - - 22,995 8,667 15,131 - - 23,798 19,983 15,657 - - 35,640

その他の
収 益 ／
（費用）
純額

1,728 1,616 (8,741)1,670 (3,727) 1,301 1,490 (13,190) 614 (9,785) 463 900 4,194 801 6,358

営業収益 96,592 61,013 24,238 1,608 183,451 116,375 67,996 29,073 572 214,016 123,105 73,614 26,109 809 223,637

営業費用 (33,086)(35,137) (5,753)(644)(74,620)(43,054)(54,012)(12,616)(493)(110,175)(40,820)(56,483)(12,016)(248)(109,567)

減損損失
引当金繰
入額

(27,110) (4,890) 1,502 (76)(30,574)(40,480) (1,003) (9,995) - (51,478)(37,118) (7,289) 4,255 10 (40,142)

関連会社
の損失持
分

- - - - - - - - (14) (14) - - - - -

税引前当
期純利益

36,396 20,986 19,987 888 78,257 32,841 12,981 6,462 65 52,349 45,167 9,842 18,348 571 73,928

                              

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　各セグメントの外部顧客または外部活動からの受取利息／（支払利息）純額に相当する。

(2)　各セグメントと他のセグメントとの取引に帰属する受取利息／（支払利息）純額に相当する。

　　次へ
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　当行の法人向け銀行業務の2009年の税引前利益は、2008年の328億人民元から37.5％増加して452億人民元となっ
た。これは主として、当行の報酬および手数料制の事業を拡大する努力が功を奏して受取報酬および手数料純額が大
幅に伸びたことに加え、当行の営業費用の抑制努力によって営業費用が減少したことに起因する。また当行の法人向
け銀行業務の2008年の税引前利益は、2007年に比べ営業収益が増加したにもかかわらず、2007年の364億人民元から
9.8％減少して328億人民元となった。これは主として、営業費用および法人向け貸出金に係る減損損失引当金の増加
に起因する。

　当行の個人向け銀行業務の2009年の税引前利益は、2008年の130億人民元から24.2％減少して98億人民元となった。
これは主として、当行の個人向け貸出金に係る減損損失引当金の大幅な増加および営業費用の増加が、営業収益の増
加に一部相殺されたことによる。当行の個人向け貸出金に係る減損損失引当金の増加は、主として2009年に当行の個
人向け貸出金が69.9％増加したことおよびマクロ経済情勢の不透明な先行きを懸念して保守的に貸出条件を厳しく
したことに起因する。ただし、当行の2009年の個人向け銀行業務の営業収益は、主として受取利息純額が増加したこ
とにより、2008年から8.3％増加した。当行の個人向け銀行業務の2008年の税引前利益は、2007年の210億人民元から
38.1％減少して130億人民元となった。これは主として、営業費用の大幅な増加が営業収益の11.4％の増加に一部相
殺されたことに起因する。

　当行の資金運用業務の2009年の税引前利益は、2008年の65億人民元から約3倍増加して183億人民元となった。これ
は主として、2008年は減損損失引当金として純額で100億人民元を繰り入れたところ、マクロ経済が回復傾向に転じ
たことを反映して当行の金融資産の公正価値が増加したことから、2009年は減損損失引当金から43億人民元を取り
崩したことに起因する。当行の資金運用業務から得られた2008年の営業収益は、2007年の242億人民元から19.9％増
加して291億人民元となった。ただし、2008年の税引前利益は、2007年の200億人民元から大幅に減少して65億人民元
となった。これは主として、2007年は減損損失引当金から15億人民元を取り崩したところ、2008年は減損損失引当金
に純額で100億人民元を繰り入れ、また2007年に比べて営業費用も増加したことに起因する。2008年の減損損失引当
金の純額の繰入れは、主に、特定の外貨建売却可能債務証券の公正価値が大幅に下落したことから、これらに対して
減損損失を認識したためである。

 

地域別セグメント情報の要約

　地域別セグメントを基にした情報を提示する場合、営業収益は、収益を生み出した支店または子会社の所在地に基
づき配賦される。表示上、当行では、こうした情報を地域別に区分している。以下の表は、表示年度におけるかかる各
地域に帰属する営業収益合計を示したものである。当行の地域の内容については、本書の表紙末尾を参照のこと。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

 金額  

合計に

占める

割合

(％)  金額  

合計に

占める

割合

(％)  金額  

合計に

占める

割合

(％)

本店 8,476 4.6％ 40,641 19.0％  30,353 13.6％

長江デルタ 41,889 22.8 45,089 21.1 46,165 20.6

珠江デルタ 27,553 15.0 26,501 12.4 28,756 12.9

環渤海 30,092 16.4 28,357 13.2 33,059 14.8

中国中部 24,580 13.4 23,944 11.2 27,977 12.5

中国東北部 8,706 4.7 6,720 3.1 8,629 3.9

中国西部 41,067 22.4 42,347 19.8 47,520 21.2

海外およびその他の業

務
(1) 1,088 0.7 417 0.2 1,178 0.5

　　営業収益合計 183,451 100.0％  214,016 100.0％  223,637 100.0％

            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　当行海外支店および中国内外の子会社に帰属する営業収益により構成される。

 

　長江デルタ、珠江デルタおよび環渤海からの2009年の営業収益は、2008年の999億人民元から8.0％増加して1,080億
人民元となった。これは主として、受取利息純額ならびに受取報酬および手数料の増加に起因する。2008年にこれら
の地域から生み出された営業収益は、2007年とほぼ横ばいであった。

　中国西部、中国中部および中国東北部から生み出された2009年の営業収益は、2008年の730億人民元から15.2％増加
して841億人民元となった。これは主として、受取利息純額ならびに受取報酬および手数料の増加に起因する。これら
の地域から2008年に生み出された営業収益は、2007年の744億人民元から1.8％わずかに減少して730億人民元となっ
た。これは主として受取利息純額の減少に起因する。
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　すべての地域の中で、当行本店が、2008年は2007年に比べ、営業収益が最も増加した。これは主として、MOFからの当
行の財政改革に関連して当行に付与されたMOFに対する債権に対して2008年1月1日から発生した年率3.3％の利率に
よる受取利息に起因する。「第二部-第３-７-（１）財務情報-当行の改革による財務的影響」を参照のこと。

 

県域銀行業務および都市銀行業務に関する情報の要約

　以下の表は、表示年度における県域銀行業務および都市銀行業務に関する当行の営業成績を示したものである。当
行の県域銀行業務の事業、財政状態および経営成績に関する詳細な議論については、「第二部-第２-３-（２）-(b) 
県域銀行業務」を参照のこと。

 （単位：百万人民元）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

 

県域銀行
業務  

都市銀行
業務  合計  

県域銀行
業務  

都市銀行
業務  合計  

県域銀行
業務  

都市銀行
業務  合計

外部受取利息純額
(1)

18,489 145,694 164,183 14,375 185,628 200,003 15,878 165,761 181,639
セグメント間受取利

息／（支払利息）
(2) 18,149 (18,149) - 45,953 (45,953) - 54,575 (54,575) -

受取利息純額 36,638 127,545 164,183 60,328 139,675 200,003 70,453 111,186 181,639
受取報酬および手数料
純額 8,841 14,154 22,995 10,416 13,382 23,798 13,693 21,947 35,640
その他収益／（費用）
純額 2,246 (5,973) (3,727) 1,281 (11,066) (9,785) 1,215 5,143 6,358

営業費用 (30,644) (43,976) (74,620) (45,757) (64,418) (110,175) (46,892) (62,675) (109,567)

減損損失引当金繰入額 (7,647) (22,927) (30,574) (12,824) (38,654) (51,478) (17,524) (22,618) (40,142)

関連会社の持分損失 - - - - (14) (14) - - -

税引前当期純利益 9,434 68,823 78,257 13,444 38,905 52,349 20,945 52,983 73,928

                  
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　各セグメントの外部顧客または外部活動からの受取利息／（支払利息）純額に相当する。

(2)　各セグメントと他のセグメントとの取引に帰属する受取利息／（支払利息）純額に相当する。

 

　当行の県域銀行業務の税引前利益は、2007年から2009年にかけて着実に伸びた。これは主として、営業費用および減
損損失引当金繰入額の増加に一部相殺されたものの営業収益が増加したことに起因する。当行の資産および負債な
らびに県域銀行業務の業績の詳細については、「第二部-第２-３-（２）-(b) 県域銀行業務-資産および負債」およ
び「第二部-第２-３-（２）-(b) 県域銀行業務-当行の県域銀行業務の経営成績」を参照のこと。

　当行の都市銀行業務の2009年の税引前利益は、2008年の389億人民元から36.2％増加して530億人民元となった。こ
れは主として、減損損失引当金に係る繰入れの減少に起因する。当行の都市銀行業務の2008年の税引前利益は、2007
年の688億人民元から43.5％減少して389億人民元となった。これは主として、営業費用および減損損失引当金繰入額
の増加に起因する。
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キャッシュ・フロー

　以下の表は、表示年度における当行のキャッシュ・フローを示したものである。「第二部-第６-１ 財務書類-A-連
結キャッシュ・フロー計算書」を参照のこと。

 （単位：百万人民元）

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

営業活動による正味キャッシュ収入（支出） 144,715 284,781 (21,025)

投資活動による正味キャッシュ支出 (104,262) (235,056) (188,338)

財務活動による正味キャッシュ収入 -  130,117 49,950

現金および現金同等物に対する為替レートの変動

の影響額 (3,111) (5,468) 149

　　現金および現金同等物の純増加額(減少額) 37,342 174,374 (159,264)

      

 

営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動によるキャッシュ・インフローは、主として顧客、銀行およびその他の金融機関からの預り金、受取利息、
現金による受取報酬および手数料、銀行およびその他の金融機関からの借入金ならびに営業活動によるその他の
キャッシュ・インフローの純額の増加によるものである。2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日に
終了した各事業年度における顧客、銀行およびその他の金融機関からの預り金残高の増加純額は、それぞれ16,846億
人民元、8,037億人民元および5,923億人民元であった。2009年、2008年および2007年に当行が現金による受取利息、受
取報酬および手数料は、それぞれ2,549億人民元、2,671億人民元および2,186億人民元であった。2008年および2007年
の銀行およびその他の金融機関への貸出金の純減によるキャッシュ・インフローは、それぞれ48億人民元および55
億人民元であった。2009年においては、銀行およびその他の金融機関への貸出金の純増額により、キャッシュ・アウ
トフローが発生した。2009年、2008年および2007年の営業活動によるその他のキャッシュ・インフローは、それぞれ
891億人民元、483億人民元および1,074億人民元であった。

　当行の営業活動によるキャッシュ・アウトフローは、主として顧客貸出金の増加の純額、中央銀行預け金の増加の
純額、銀行およびその他の金融機関への預け金および貸出金ならびに現金による支払利息ならびに支払報酬および
手数料によるものである。2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日に終了した各事業年度における当
行の顧客貸出金の残高合計の増加純額は、それぞれ10,391億人民元、3,928億人民元および3,333億人民元であった。
2007年12月31日から2009年12月31日にかけての顧客への貸出の増加に関する議論については、「第二部-第３-７-
（２）資産および負債-資産-顧客貸出金」を参照のこと。2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日に
終了した各事業年度における中央銀行預け金ならびに銀行およびその他の金融機関への預け金の増加純額は、それ
ぞれ3,890億人民元、1,831億人民元および2,622億人民元であり、2009年における銀行およびその他の金融機関への
貸出金の純増額は、122億人民元であった。2009年、2008年および2007年の現金による支払利息ならびに支払報酬およ
び手数料は、それぞれ1,159億人民元、1,010億人民元および789億人民元であった。

　当行が2009年に営業活動において支出した現金は、2008年は営業活動によるキャッシュ・インフロー2,848億人民
であったことに対し、210億人民元であった。これは主として、顧客への貸出、中央銀行預け金、銀行および他の金融機
関への預け金ならびにその他の営業資産に関連する現金の増加に起因する。

　2008年の営業活動によるキャッシュ・インフローは、2007年の1,447億人民元から2,848億人民元に増加した。これ
は主として顧客、銀行およびその他の金融機関からの預り金の増加に起因するが、顧客への貸出の増加により一部相
殺された。

 

投資活動によるキャッシュ・フロー

　当行の投資活動によるキャッシュ・インフローは、主として投資収益受領額および投資売却益による。2009年12月
31日、2008年12月31日および2007年12月31日に終了した各事業年度における投資収益受領額は、それぞれ14,109億人
民元、4,961億人民元および7,806億人民元に達した。

　当行の投資活動によるキャッシュ・アウトフローは、主として投資有価証券の購入による。2009年12月31日、2008年
12月31日および2007年12月31日に終了した各事業年度における投資有価証券の購入は、それぞれ16,558億人民元、
7,836億人民元および9,139億人民元に達した。

 

財務活動によるキャッシュ・フロー
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　当行の財務活動によるキャッシュ・インフローは、主として債務証券発行に係る手取金および匯金公司からの出資
による。当行は、2009年5月に額面総額500億人民元の劣後債を発行した。2008年10月29日、当行は、株式有限会社とし
ての当行の設立にあたっての当行への資本拠出を構成する190億米ドル（1,300億人民元相当）を匯金公司から受領
した。当行は2007年には財務活動からの現金の受領はない。

 

流動性

　当行は、主として顧客預金を通じて貸出金ポートフォリオおよび投資ポートフォリオのための資金を確保してい
る。顧客預金の大部分は短期預金であるが、顧客預金は当行の安定的な資金調達源であり、当行は今後も顧客預金が
当行の安定的な資金調達源となると確信している。残存期間が1年未満の顧客預金は、2009年12月31日、2008年12月31
日および2007年12月31日現在の顧客預金合計のそれぞれ93.6％、92.6％および93.0％に相当する。当行の短期債務お
よび資金調達源に関する追加的な情報については、「第二部-第３-７-（２）資産および負債-負債および資金源」
および「第二部-第２-３-（１）-(b) 監督および規制-中国における銀行の監督および規制-その他の業務比率およ
びリスク管理比率」を参照のこと。

　当行は、債務を弁済期に履行するための十分な資金を確保するようにするために、主として当行の資産および負債
の満期を監視することで流動性を管理している。当行は、安定した資金源を確保し、顧客預金を増加させることに注
力してきた。さらに、当行は、潜在的な流動性需要に対応するために、中国人民銀行手形および中国国債等の多額の流
動資産のほか、売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産、短期債務証券および割引手形等の満期が短期である金
融資産に投資している。このほか、当行は、その資金源をより安定的にするために当行の中核をなす債務の比率を増
加させる取組みも講じている。さらなる流動性需要が生じた場合には、当行は、銀行間短資市場を利用することがで
きる。かかる市場において、当行は従来から貸越となっている。「第二部-第２-３-（２）-(d) リスク管理-流動性リ
スク管理」を参照のこと。
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　以下の表は、2009年12月31日現在における当行の金融資産および金融負債の残存期間を示したものである。

（単位：百万人民元）

 2009年12月31日現在

 

期限徒過／

普通預金
(1)
 要求払可能  1ヶ月未満  

1ヶ月以上
3ヶ月以内 

3ヶ月超
12ヶ月以内  

1年超
5年以内  5年超  合計

金融資産                
現金および中央銀行預け
金 1,211,017 152,789 - - - 154,000 - 1,517,806
銀行およびその他の金融
機関への預け金および貸
出金 - 42,798 40,672 13,377 13,799 482 - 111,128
売戻し条件付契約に基づ
き保有する金融資産 - - 147,267 229,380 44,446 - - 421,093
顧客貸出金（純額） 17,146 - 200,279 453,547 1,297,465 997,473 1,045,585 4,011,495
投資有価証券およびその
他の金融資産（純額） 494 41 128,020 202,626 455,945 742,284 1,087,262 2,616,672
デリバティブ金融資産 - - 190 156 677 566 3,089 4,678

その他の金融資産 735 2,385 5,946 12,830 13,616 109 - 35,621

　　金融資産合計 1,229,392 198,013 522,374 911,916 1,825,948 1,894,914 2,135,936 8,718,493
金融負債                
中央銀行からの借入金 - (30) - - - (28) - (58)
銀行およびその他の金融
機関からの預り金および
借入金 - (267,459) (57,461) (81,593) (46,857) (146,742) (149) (600,261)
純損益を通じて公正価値
で測定するものとして指
定された金融負債および
トレーディング目的保有
金融負債 - (56) (46,283) (18,602) (46,341) (2,537) (80) (113,899)
デリバティブ金融負債 - - (160) (202) (550) (1,140) (5,638) (7,690)
買戻し条件付契約に基づ
いて売却した金融資産 - - (75,094) (10,561) (15,157) - - (100,812)
顧客からの預り金 - (4,492,349) (319,646) (602,158) (1,602,159) (479,593) (1,713) (7,497,618)
発行債務証券 - - - - (1,354) (28,848) (24,977) (55,179)
その他の金融負債 - (49,081) (12,233) (11,503) (23,195) (23,701) (3) (119,716)

　　金融負債合計 - (4,808,975) (510,877) (724,619) (1,735,613) (682,589) (32,560) (8,495,233)

                

流動性ギャップ 1,229,392 (4,610,962) 11,497 187,297 90,335 1,212,325 2,103,376 223,260

                
累積的流動性ギャップ 1,229,392 (3,381,570) (3,370,073) (3,182,776) (3,092,441) (1,880,116) 223,260  

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　元本が延滞している貸出およびその他の資産を含む。
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資本資源

　株主持分

当行の2009年12月31日現在の株主持分合計は、2008年12月31日現在の2,905億人民元から3,429億人民元に増加し
た。2008年12月31日現在の株主持分合計は、2007年12月31日現在の7,276億人民元の赤字から増加している。2007年12
月31日現在の7,276億人民元の累積赤字は、主に過去の事業年度における貸出金に係る減損損失に起因する。以下の
表は、当行の株主資本合計の変動要因となる項目を各事業年度ごとに示したものである。

 （単位：百万人民元）
  株主持分

2006年12月31日現在  (762,419)

当期純利益  43,787

その他の包括利益  (8,641)
中国長城信托資産管理公司への移転  (332)
2007年12月31日現在  (727,605)

当期純利益  51,453
その他の包括利益  24,926

不良資産のMOFへの売却
(1)  760,665

資産に係る再評価による評価増  50,992
匯金公司による出資  130,000
少数株主からの拠出  117
中国長城信托資産管理公司への移転  (7)
2008年12月31日現在  290,541

当期純利益  65,002
その他の包括利益  (12,618)
2009年12月31日現在  342,925
   
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　当行の財務改革に関連して売却された不良債権および減損したその他の資産に対する引当金の取崩しによる資本拠出を示

す。

 

当行は、2008年12月31日および2007年12月31日に終了した各事業年度において配当を一切支払わなかった。2010年
4月21日の臨時株主総会では、2009年度において総額200億人民元の現金配当をMOFおよび匯金公司に対して行うこと
を当行の取締役会が提案し、株主がこれを承認した。

 

　負債

　　劣後債

当行は、当行の補完的自己資本を増加させるため、2009年5月20日に総額500億人民元の劣後債を3つのトランシェ
に分けて発行した。これらには、(ⅰ)最終的な満期日が2019年5月20日である総額200億人民元の固定利付劣後債（最
初の5年間の金利は3.3％であり、5年後の応当日に当行によって償還されなかった場合は6.3％に増加する。）、(ⅱ)
最終的な満期日が2024年5月20日である総額250億人民元の固定利付劣後債（最初の10年間の金利は4.0％であり、10
年後の応当日に当行によって償還されなかった場合は7.0％に増加する。）および(ⅲ)最終的な満期日が2019年5月
20日である総額50億人民元の変動利付劣後債（最初の5年間は中国人民銀行が1年間の定期預金に設定した基準金利
に0.6％を加えた金利が生じ、5年後の応当日に当行によって償還されなかった場合はかかる基準金利に3.6％を加え
た金利に増加する。）が含まれる。

 

　　預金証書

当行は、当行の海外支店を通じて預金証書を随時発行する。2009年12月31日現在、当行の預金証書の残高は52億人
民元であった。

 

　自己資本比率

当行は、CBRCが制定した自己資本比率に関する要件の適用を受けており、これによって、中国の商業銀行は、中核的
自己資本比率を4％以上、自己資本比率を8％以上に維持しなければならない。当行の中核的自己資本、補完的自己資
本およびリスク加重資産は、商業銀行の自己資本比率に関する管理措置の規則に従い、中国GAAPに従って作成された
当行の財務書類に基づいて計算されている。

以下の表は、中国GAAPに基づいて計算された、下記の日付における当行の自己資本比率に関する一定の情報を示し
たものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在
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 2008年  2009年

中核的自己資本比率 8.04％  7.74％
(3)

自己資本比率 9.41％  10.07％
(3)

自己資本の内訳    
　中核的自己資本    
　　株式資本 260,000 260,000
　　利益準備金ならびに一般および法定準

備金 1,251 18,448
　　未処分利益 12,022 59,817

(3)

　　少数株主持分 96  106
　その他の自己資本    
　　一般貸倒引当金 37,815 66,057
　　売却可能金融資産の公正価値の変動に

係る準備金 8,646 2,312
　　長期劣後社債 -  50,000

　控除前の自己資本合計 319,830 456,740
控除    
　非連結株式投資 347 197

　その他控除項目
(1) -  16,194

　控除後の自己資本合計
 (2) 319,483 440,349

(3)

    
リスク加重資産 3,396,301 4,373,006

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　他行が発行したもので当行が保有する長期劣後社債で構成されており、商業銀行の補完的自己資本に関するCBRCの指針に従

い控除されている。

(2)　本書で「規制資本」と言及されることがある。

(3)　2009年度につき宣言された、2009年12月31日現在の当行の株主名簿に記載された株主に対し支払われる200億人民元の配当

金（税引前）は、2009年12月31日現在の上記の中核的自己資本比率および自己資本比率の計算にあたり、中核的自己資本お

よび法定資本からそれぞれ控除されていない。2009年12月31日時点でかかる配当金が中核的自己資本および法定資本から

控除された場合、同日現在の当行の中核的自己資本比率および自己資本比率はそれぞれ7.28％および9.61％であった。

 

2009年12月31日現在および2008年12月31日現在における当行の自己資本比率は、それぞれ10.07％および9.41％で
あり、また当行の中核的自己資本比率はそれぞれ7.74％および8.04％であり、したがってCBRCの要件を充たしてい
る。2007年12月31日現在、当行の自己資本比率および中核的自己資本比率は、規制上の要件を下回っており、2007年12
月31日現在は資本の欠損が生じていた。当行は規制上の要件を遵守できなかったことに対して処分は受けていない。

CBRCは、他の法域における事業および大規模な国際事業を展開している銀行ならびにバーゼルⅡに従うことを選
択した銀行の自己資本の評価については2010年末までにバーゼルⅡ自己資本比率規制を実施する計画を発表した。
当行は、当行の自己資本比率に関するバーゼルⅡの実施を2010年末において始まる事業年度とすることについて
CBRCに申請した。バーゼルⅡに基づく当行の自己資本比率の計算方法は、当行の従来の手法とは異なるかもしれず、
その結果当行の自己資本比率に変更が生じる可能性がある。「第二部-第３-４-（１）リスク要因-当行の事業に関
連するリスク-当行が自己資本比率要件を充たすのは、困難となる可能性がある。」を参照のこと。

CBRCは、バーゼルⅡの導入に向けた当行の準備の事前評価を完了し、近い将来当行にその評価結果を提供すること
が見込まれる。信用リスクに関しては、当行は個人向け先進的内部格付（AIRB）手法の開発に向けた取組みを強化
し、当行の様々な個人向け信用商品の申請を評価するための審査表の開発を完了し、さらに様々なリスク指標の測定
を実施し、個人顧客の内部格付システムの開発および信用リスクデータベースの開発に着手した。市場リスクに関し
ては、市場リスク管理のための内部モデルの開発に着手した。オペレーショナル・リスクに関しては、当行はオペ
レーショナル・リスク管理システム（ORMS）の開発および実施ならびにオペレーショナル・リスク管理ツールの開
発のほか、オペレーショナル・リスクの標準化された手法に関する規制要件を遵守する当行の取組みを支援するた
めの、リスクの識別、評価、統制、測定および報告のための手続の構築を行った。また、当行は、オペレーショナル・リ
スクから発生した損失についてデータの収集を開始して、継続的な損失データの収集に係る方針および手続を確立
し、オペレーショナル・リスクのための先進的測定手法の実施の基盤を構築した。

 

オフ・バランスシート・コミットメント

当行のオフ・バランスシートのコミットメントは、主に与信契約、保証状、信用状および引受手形により構成され
る。与信契約は、当行による信用供与を約束したものである。当行は、当行の顧客による第三者への義務の履行を保証
するため、保証状および信用状を発行する。引受手形は、当行の顧客が発行した為替手形の支払いを当行が約束した
ものである。以下の表は、表示日における当行のオフ・バランスシート・コミットメントの契約上の金額を示したも
のである。

 （単位：百万人民元）
 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

与信契約      
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契約年限1年以内 25,041 41,667 50,650

契約年限1年超 313,242 362,172 693,874

　小計 338,283 403,839 744,524

発行済信用状 51,983 38,780 53,933
発行済保証状 129,214 149,837 151,355
引受手形 204,695 189,126 271,871

　合計 724,175 781,582 1,221,683
      

 

　2009年12月31日現在の当行の与信契約は、2008年12月31日現在の4,038億人民元から84.4％増加して7,445億人民元
となった。これは主として中国のマクロ経済政策の影響を反映して、与信に対する顧客の需要が増加したことによ
り、1年超の与信契約が2008年12月31日現在は、3,622億人民元であったところ、2009年12月31日現在では、6,939億人
民元に増加したことに起因する。

 

契約に基づく義務の表形式による開示

以下の表は、2009年12月31日現在、下記区分に分類された残存契約年限別による当行が了知している契約に基づく
義務の額面金額の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元）
 2009年12月31日現在

 1年未満  1年から5年  5年以上  合計

オン・バランスシート        

発行済劣後債 -  24,978 24,977 49,955

発行済預金証書 1,354 3,870 -  5,224

オフ・バランスシート        

オペレーティング・リース契約 1,271 3,362 1,818 6,451
償還義務（無記名式の国債および引
受貯蓄国債） 19,853 39,525 -  59,378

　小計 22,478 71,735 26,795 121,008

授権済または契約済資本拠出計画       7,319

　合計       128,327

        

 

　　次へ
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市場リスクの定量的および定性的分析

市場リスクは、金利、為替レート、株価および商品価格の変動ならびに市場リスクに感応度のある金融商品に影響
を与えるような変化に伴う金融商品の価格変動に起因した金融損失リスクである。当行は、主に当行のバランスシー
ト上の資産および負債、また当行のオフ・バランスシートのコミットメントおよび保証によって市場リスクにさら
されている。当行が主に影響を受ける市場リスクは、金利リスクおよび為替リスクである。当行は、潜在的な市場損失
を許容範囲内に留めるために、当行の投資および取引活動にエクスポージャー・リミットを設けた。

 

　金利リスク

当行の金利リスクは主に、当行の銀行業務関連ポートフォリオの年限または金利更改期間の不一致に起因してい
る。年限の不一致により、受取利息純額は実勢金利水準の変化の影響を受ける可能性がある。現在、当行では主に
ギャップ分析および感応度分析を利用して金利リスクのエクスポージャーを評価している。さらに、価格設定基準が
資産および負債ごとに異なる場合も、同一の金利更改期間内に当行の資産および負債が金利リスクにさらされる可
能性がある。当行では、金利の状況が変動する可能性に関する当行の評価に基づき、主に銀行業務関連ポートフォリ
オの満期構成を調整することによって金利リスクのエクスポージャーを管理している。

 

　　金利更改ギャップ分析

以下の表は、(ⅰ)予定されている翌金利更改日ならびに(ⅱ)当行の資産および負債の最終満期日の、いずれか早く
到来する期日に基づく2009年12月31日現在のギャップ分析結果を示したものである。

 （単位：百万人民元）
 2009年12月31日現在
 

1ヶ月以内  
1ヶ月超
3ヶ月以内  

3ヶ月超
1年以内  

1年超
5年以内  5年超  無利子  合計

金融資産              
現金および
中央銀行預け金 1,241,274 -  -  154,000 -  122,532 1,517,806
銀行および
その他の金融機関への
預け金および貸出金 81,759 14,418 12,781 -  -  2,170 111,128
デリバティブ
金融資産 -  -  -  -  -  4,678 4,678
売戻し条件付契約に
基づき保有する
金融資産 147,267 229,551 44,275 -  -  -  421,093
顧客貸出金（純額） 1,490,928 1,051,095 1,466,940 2,274 258 -  4,011,495
投資有価証券および
その他の金融資産

（純額）
(1) 161,677 260,866 521,311 627,049 1,045,255 514 2,616,672

その他の金融資産 -  -  -  -  -  35,621 35,621

金融資産合計 3,122,905 1,555,930 2,045,307 783,323 1,045,513 165,515 8,718,493

              
金融負債              
中央銀行からの
借入金 -  -  -  -  -  (58) (58)
銀行およびその他の
金融機関からの預り金
および借入金 (441,857) (79,546) (41,011) (36,488) (149) (1,210) (600,261)
純損益を通じて
公正価値で測定する
ものとして指定され
た、トレーディング
目的保有金融負債 (46,283) (18,602) (46,341) (1,768) (80) (825) (113,899)
デリバティブ
金融負債 -  -  -  -  -  (7,690) (7,690)
買戻し条件付契約に
基づき売却される金融
資産 (75,094) (10,561) (15,157) -  -  -  (100,812)
顧客からの預り金 (4,719,663) (602,155) (1,624,749) (457,002) (1,713) (92,336) (7,497,618)
発行債務証券 (621) (2,959) (5,337) (21,285) (24,977) -  (55,179)
その他の金融負債 -  -  -  -  -  (119,716) (119,716) 

金融負債合計 (5,283,518) (713,823) (1,732,595) (516,543) (26,919) (221,835) (8,495,233)

              

金利更改ギャップ (2,160,613) 842,107 312,712 266,780 1,018,594 (56,320) 223,260

              
累積金利更改
ギャップ (2,160,613) (1,318,056) (1,005,794) (739,014) 279,580 223,260  
              

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　債務証券への投資の残存する満期とは、かかる証券の残存する契約上の満期のことであり、かかる証券に関する当行の意図

を必ずしも示すものではない。

 

　　感応度分析
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当行は、当行の受取利息純額および包括利益に対する金利変動の潜在的な影響を測定するために感応度分析を利
用している。以下の表は、表示日における当行の資産および負債に基づく同日の当行の金利感応度分析結果を示した
ものである。

 （単位：百万人民元）

 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 受取利息

純額の変動
 
包括利益

の変動  

受取利息

純額の変動
 
包括利益

の変動  

受取利息

純額の変動
 
包括利益

の変動

100ベーシスポイント増加
(1) (10,842) (12,764) (9,315) (17,431) (12,516) (14,826)

100ベーシスポイント減少
(1) 10,842 13,743 9,315 18,714 12,516 15,851

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　一定の商品の金利は1％未満である。参考上の数値である。

 

2009年12月31日現在の当行の資産および負債に基づき、金利が即時に100ベーシスポイント上昇（または下落）し
た場合、当行の2009年12月31日の翌事業年度における受取利息純額は、125億人民元減少（または増加）する。金利が
即時に100ベーシスポイント上昇した場合、2009年12月31日の直後の事業年度における当行の包括利益は、148億人民
元減少し、金利が即時に100ベーシスポイント下落した場合、2009年12月31日の直後の事業年度における当行の包括
利益は159億人民元増加する。

かかる感応度分析は、資産および負債の静的な金利リスク構成に基づくものであり、専らリスク管理のために利用
される。かかる分析では、1年間の金利変動の影響のみが測定され、それは当行の受取利息純額および包括利益に関す
る当行の資産および負債の1年間の金利更改に反映される。かかる分析は、(ⅰ)「第二部-第３-７-（１）財務情報-
市場リスクの定量的および定性的分析-金利リスク-金利更改ギャップ分析」に記載された表に示されるように、3ヶ
月以内および3ヶ月超1年未満に金利が更改されるかまたは期限が到来するすべての資産および負債が、それぞれの
期間の中間時点で金利が更改されるかまたは期限が到来する（すなわち、3ヶ月以内に金利が更改されるかまたは期
限が到来するすべての資産および負債は、1.5ヶ月で金利が更改されるかまたは期限が到来し、3ヶ月超1年未満に金
利が更改されるかまたは期限が到来するすべての資産および負債は、7.5ヶ月で金利が更改されるかまたは期限が到
来する。）、(ⅱ)イールド・カーブと金利が平行シフトする、ならびに(ⅲ)ポートフォリオにそれ以外の変更がない
ことを前提としている。金利変動による受取利息純額の実際の増減は、かかる感応度分析結果と異なる可能性があ
る。

 

　為替リスク

当行の為替リスクは主に、当行の資産と負債における通貨の不一致に起因している。当行では、主に通貨の正味ポ
ジションを監視して為替リスクに対する当行のエクスポージャーを評価している。当行では主に、通貨ごとに資産と
負債を一致させることで為替リスクを管理している。

以下の表は、2009年12月31日現在の当行の資産および負債を通貨別に示したものである。

 （単位：百万人民元相当額）
 2009年12月31日現在

 人民元  米ドル  香港ドル  その他  合計

金融資産          
現金および中央銀行預け
金 1,510,843 5,154 1,088 721 1,517,806
銀行およびその他の金融
機関への預け金および貸
出金 39,470 66,794 871 3,993 111,128
売戻し条件付契約に基づ
き保有する金融資産 420,922 171 -  -  421,093
顧客貸出金（純額） 3,860,236 122,874 22,842 5,543 4,011,495
投資有価証券およびその
他の金融資産（純額） 2,531,553 76,566 4,135 4,418 2,616,672
デリバティブ金融資産 1,421 1,281 178 1,798 4,678

その他の金融資産 33,868 1,637 43  73  35,621

　金融資産合計 8,398,313 274,477 29,157 16,546 8,718,493

          
金融負債          
中央銀行からの借入金 (58) -  -  -  (58)
銀行およびその他の金融
機関からの預り金および
借入金 (451,218) (138,018) (8,252) (2,773) (600,261)
買戻し条件付契約に基づ
き売却される金融資産 (69,557) (30,677) (501) (77) (100,812)
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純損益を通じて公正価値
で測定するものとして指
定された、トレーディング
目的保有金融負債 (109,441) (4,367) (84) (7) (113,899)
デリバティブ金融負債 (1,904) (2,423) (160) (3,203) (7,690)
顧客からの預り金 (7,404,694) (69,921) (12,934) (10,069) (7,497,618)
発行債務証券 (49,955) (342) (4,882) -  (55,179)

その他の金融負債 (118,388) (804) (409) (115) (119,716)

　金融負債合計 (8,205,215) (246,552) (27,222) (16,244) (8,495,233)

バランスシートの正味ポ
ジション 193,098 27,925 1,935 302 223,260

          

 

人民元が米ドルまたはその他の外貨に対して上昇した場合、外貨建資産の価格が下落する結果となる。「第二部-
第３-４-（１） リスク要因－中国に関連するリスク－当行は、外貨の両替に関する中国政府の統制に服し、為替相
場の変動に関するリスクを抱えている。」を参考のこと。2009年に、当行は為替取引を行い、これにより、匯金公司に
よる190億米ドルの資本拠出金から発生する為替リスクに対するエクスポージャーを取り除くことで、当行全体の為
替リスクが軽減された。この資本拠出をもって、当行の外貨建資産は大幅に増加した。

以下の表は、表示年度において、米ドルまたは香港ドル（当該日における当行の大部分の外貨建金融資産および外
貨建金融債務はこれに該当する。）に対して人民元の直物および先物為替レートが1％上昇または下落した場合の当
行の税引前利益および株主持分の変動を示したものである。

 （単位：百万人民元）
 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

米ドル +1％ 937  1,650 269

 -1％ (937) (1,650) (269)

香港ドル +1％ (33) (31) 3

 -1％ 33  31  (3)

 

以下の表は、下記の日付における発行体の種類別による当行の米ドル建債券の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 2009年12月31日現在

 残高  割合

国債 25,899 34.0％
中国の政策銀行
により発行された社債 1,361 1.8
その他の銀行および金融機関
により発行された社債 36,635 48.1
公共機関
により発行された社債 6,777 8.9
社債 5,448 7.2

　合計 76,120 100.0％
    

 

当行は、当行の顧客との取引から発生するリスクを含む金利リスクおよび為替リスクを管理するために、一定の金
融デリバティブ商品を利用している。金融デリバティブ商品は当初認識時に主として公正価値で測定され、金利ス
ワップ、為替予約、通貨スワップ、クロスカレンシー金利スワップおよび通貨オプションを含んでいる。金利スワップ
は、特定の元本額に基づき将来における金利支払いの流れが別の流れに交換される当行と相手方との間の契約であ
る。為替予約取引とは、取引日に設定された為替レートで外貨が売買され、支払いおよび交付が将来の特定の時点で
行われる取引である。通貨スワップは、当行と相手方がスポット通貨交換契約と先物逆交換契約に同時に締結する取
引である。クロスカレンシー金利スワップは、ある通貨建ての元本および利息を別の通貨建ての元本および利息と交
換する当行と相手方との契約である。通貨オプションは、指定期日または指定期間中に、合意された金額で外貨建資
産を売買する権利を付与する通貨交換契約である。当行は、かかるデリバティブ商品を、IAS第39号に基づくヘッジ商
品として扱っていない。

以下の表は、下記の日付における、当行の金融デリバティブ商品の想定元本および公正価値を示したものである。

 （単位：百万人民元）

 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 想定

元本

 公正価値  想定

元本

 公正価値  想定

元本

 公正価値

  資産  負債   資産  負債   資産  負債

金利関連のデリバ

ティブ                  
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　金利スワップ 140,062 1,218 (1,422) 104,456 2,386 (4,599) 113,644 932 (1,864)

　その他の金利デリ

バティブ 730 - (102) 1,094 38 (132) 751 - (15)

　小計   1,218 (1,524)   2,424 (4,731)   932 (1,879)

                  

為替レート関連のデ

リバティブ                  

　為替予約 140,835 2,013 (3,696) 103,294 2,565 (2,872) 110,467 1,546 (2,271)

　通貨スワップ 95,212 1,768 (913) 98,730 777 (1,448) 100,550 411 (374)

　クロスカレンシー

金利スワップ 64,668 5,207 (1,160) 13,429 

 

1,384 (2,482) 

 

12,503 1,729 (3,140)

　通貨オプション 292 1 (1) 6 1 (1) 81 2 (1)

　小計   8,989 (5,770)   4,727 (6,803)   3,688 (5,786)

                  

その他のデリバティ

ブ                  

　貴金属の先渡 - - - - - - 105 - (5)

　貴金属のスワップ - - - - - - 903 58 (20)

　小計   - -   - -   58 (25)

　合計   10,207 (7,294)   7,151 (11,534)   4,678 (7,690)

                  

 

　公正価値で計上される金融資産および負債に関する一定の情報

以下の表は、当行の金融資産および負債に関する一定の情報を示したものである。

2008年12月31日から2009年12月31日
 （単位：百万人民元）
 

期首残高  

公正価値の変
動による損益  

公正価値の変動
による投資再評
価準備金
への移転  

戻入／
繰入  期末残高

非デリバティブ金融資産          
　トレーディング目的
保有金融資産 19,688 (433) -  -  15,346
　純損益を通じて公正
価値で測定するもの
として指定された金
融資産 20,329 263 -  -  96,830
　売却可能金融資産 800,205 -  6,182 4,427 730,382
　　小計 840,222 (170) 6,182 4,427 842,558

デリバティブ金融資産 7,151 (2,473) -  -  4,678

　金融資産合計 847,373 (2,643) 6,182 4,427 847,236

金融負債 (34,211) 5,731 -  -  (121,589)

 

2007年12月31日から2008年12月31日
 （単位：百万人民元）
 

期首残高  

公正価値の変
動による損益  

公正価値の変
動による投資
再評価準備金
への移転  

戻入／
繰入  期末残高

非デリバティブ金融資産          
　トレーディング目的
保有金融資産 8,340 495 -  -  19,688
　純損益を通じて公正
価値で測定するもの
として指定された金
融資産 8,865 (697) -  -  20,329
　売却可能金融資産 529,343 -  23,132 (10,062) 800,205
　　小計 546,548 (202) 23,132 (10,062) 840,222

デリバティブ金融資産 10,207 (3,056) -  -  7,151

　金融資産合計 556,755 (3,258) 23,132 (10,062) 847,373

金融負債 (17,782) (5,390) -  -  (34,211)

 

　外貨建金融資産および負債に関する一定の情報

以下の表は、当行の外貨建金融資産および負債に関する一定の情報を示したものである。
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2008年12月31日から2009年12月31日
 （単位：百万人民元）
 

期首残高  

公正価値の変
動による損益  

公正価値の変
動による投資
再評価準備金
への移転  

戻入／
繰入  期末残高

現金および中央銀行預け
金 6,077 -  -  -  6,963
銀行およびその他の金融
機関への預け金 56,538 -  -  -  41,814
銀行およびその他の金融
機関への貸出金 24,437 -  -  (4) 29,844
トレーディング目的保有
金融資産 -  -  -  -  -
純損益を通じて公正価値
で測定するものとして指
定された金融資産 4,267 (7) -  -  8,867
デリバティブ金融資産 5,757 (2,501) -  -  3,257
売戻し条件付契約に基づ
き保有する金融資産 -  -  -  -  171
顧客貸出金 77,299 -  -  (1,807) 151,259
売却可能金融資産 108,009 -  116 4,429 50,499
満期保有投資 22,594 -  -  7  25,747
債権として分類される債
務証券 6  -  -  -  6

その他の金融資産 1,091 -  -  -  1,753

　金融資産合計 306,075 (2,508) 116 2,625 320,180

　金融負債合計 (139,390) 6,842 -  -  (290,018)
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2007年12月31日から2008年12月31日
 （単位：百万人民元）
 

期首残高  

公正価値の変
動による損益  

公正価値の変
動による投資
再評価準備金
への移転  

戻入／
繰入  期末残高

現金および中央銀行預け
金 7,200 -  -  -  6,077
銀行およびその他の金融
機関への預け金 8,656 -  -  -  56,538
銀行およびその他の金融
機関への貸出金 38,912 -  -  (4) 24,437
トレーディング目的保有
金融資産 -  -  -  -  -
純損益を通じて公正価値
で測定するものとして指
定された金融資産 6,547 (541) -  -  4,267
デリバティブ金融資産 7,326 (1,569) -  -  5,757
売戻し条件付契約に基づ
き保有する金融資産 4,274 -  -  -  -
顧客貸出金 85,054 -  -  (619) 77,299
売却可能金融資産 77,909 -  (827) (10,059) 108,009
満期保有投資 13,836 -  -  61  22,594
債権として分類される債
務証券 158 -  -  -  6

その他の金融資産 1,625 -  -  -  1,091

　金融資産合計 251,497 (2,110) (827) (10,621) 306,075

　金融負債合計 (154,362) (9,194) -  -  (139,390)

 

設備投資

2009年、2008年および2007年に行われた当行の設備投資は、当行の本支店機構の建設および改装、ATMの購入、情報
システムの開発ならびにコンピューターおよびその他の電子機器の購入を主な目的としていた。

当行の2009年の設備投資額は199億人民元で、2008年の149億人民元から33.4％増加した。一方、2008年は2007年の
117億人民元から27.0％増加している。2009年12月31日現在、当行は73億人民元の資本拠出計画を承認していたが、そ
のうち62億人民元については契約が締結され、また11億人民元については承認されたものの契約されていないもの
であった。かかる金額および目的は、景気によって変化する可能性がある。

 

重要な会計上の見積りおよび判断

「第二部-第６-１ 財務書類-A-IV.重要な会計方針」に記載の通り、経営陣は、外部の情報源から容易には判定で
きない資産および負債の簿価の判断、見積りおよび仮定を行うことを要求される。見積りおよび関連する仮定は、過
去の実績および関連すると思われるその他の要素に基づいている。実際の結果はこれらの見積りとは異なる可能性
がある。

見積りおよび関連する仮定は継続的に検証される。会計上の見積りの変更は、変更が当該年度のみに影響する場合
は見積りが変更された事業年度に認識されるが、変更が当該事業年度および次年度以降にも影響する場合は、見積り
が変更された事業年度および将来年度にわたって認識される。

以下は、当行の会計方針を適用する上で経営陣によってなされた、また「第二部-第６-１ 財務書類」で認識され
た金額に最も重要な影響を与える重要な判断および主要な見積りに係る不確実性である。

 

　貸出金に係る減損損失

貸出金ポートフォリオは貸出または貸出金ポートフォリオの減損損失の発生に関する客観的な証拠があるかどう
かが定期的に見直され、もしかかる証拠がある場合にはその減損損失額が決定される。資産の当初認識後に発生した
1つ以上の事象の結果、減損の客観的な証拠があり、またその事象（あるいは複数の事象）が貸出あるいは貸出金
ポートフォリオの推定将来キャッシュ・フローに影響を与えかつその影響を確実に見積ることができる場合にの
み、貸出あるいは貸出金ポートフォリオは減損を受け、減損損失が発生する。

個別に重要であるとみなされる貸出金（当行のすべての法人向け貸出金および割引手形により構成される。）は、
減損を個別評価される。法人向け貸出金または割引手形の推定将来キャッシュ・フローに影響する以下の損失事象
の1つ以上の結果、減損の客観的な証拠がある場合には、かかる貸出金または割引手形は減損の対象となり、減損損失
が発生する。

・　融資先の支払状況の悪化
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・　債務者の重大な財務上の困難

・　利息または元本の支払いの不履行または延滞等の契約違反

・　融資先の財務上の困難に関連する経済または法的な理由から、かかる状況なくしては検討しないであろう譲歩
を当行が融資先に行うこと

・　融資先が破産またはその他財務上の再編手続を受ける蓋然性の発生

・　融資先の事業活動における推定将来キャッシュ・フローが大幅に減少することを示す観察可能なデータの存
在

減損した個別に重要な貸出金に係る減損損失は、かかる貸出金の簿価と、かかる貸出金の当初の実効金利により割
り引かれた推定将来キャッシュ・フローの現在価値との差額として個別に測定される。担保権付の貸出金について
は、推定将来キャッシュ・フローの現在価値は、差押えの蓋然性の有無を問わず、担保権の実行により得られる可能
性のあるキャッシュ・フローから担保権の実行および売却に要する費用を差し引いた金額を反映する。貸出金の簿
価は、関連する減損損失引当金を控除された金額である。

個別に減損の客観的証拠のない法人向け貸出金および割引手形ならびに個別に重要でない同類グループの貸出金
（すなわち個人向け貸出金）は、集合的に減損について評価される。集合的に評価された貸出金の減損損失見積額
は、以下の事項に基づく。

・　当行の貸出金ポートフォリオの構成およびリスク特性（貸出金全額を返済する融資先の能力を表す。）ならび
に主に当行の過去の損失実績に基づく貸出金ポートフォリオの個々の構成要素の予想損失

・　損失の発生から、かかる損失が識別され個々の貸出金の損失に対する引当金の設定で明白にされるまでの発現
期間

・　現在の経済状況および信用状況において、減損損失の実際の水準が過去の実績を上回る（または下回る）可能
性に関する経営陣の判断

同類グループの貸出金ポートフォリオは、ロールレートまたは過去の損失率の手法を用いて集合的に評価される。
債権の延滞期間は、観察可能な減損の主な客観的証拠となる。

当行は、個別に評価された減損損失または（場合により）集合的に評価された減損損失に基づき引当金を設定し
ている。

当行は、個別に重要な貸出金（すなわち法人向け貸出金および割引手形）について、発生したものの識別されてい
ない減損に係る個別の引当金は設定しない。個別に重要な貸出金について客観的証拠が識別されるまで、かかる貸出
金は、集合的な減損損失引当金の計算のため、同様の信用リスク特性を有するその他の貸出金とグループ化される。
個別に重要な貸出金について減損の客観的証拠が認識された時点で、かかる貸出金は、当該グループから取り出さ
れ、減損が個別に評価される。

当行は、当行の減損損失引当金を計算するために一群の手法を採用してきた。IFRSに基づき作成された財務書類に
おいて報告された減損損失引当金の額と、中国GAAPに基づき作成された財務書類において報告された減損損失引当
金の額に差異はない。

 

　デリバティブおよびその他の金融商品の公正価値

当行は、公開市場で相場が付けられていない金融商品のバリュエーション手法を利用している。バリュエーション
手法には、割引キャッシュ・フロー分析、オプション価格設定モデルまたはその他の適した評価手法が含まれてい
る。モデルは、実務上可能な範囲で観測可能なデータを使用する。しかしながら、当行および相手方の信用リスク、変
動性および相関リスクには経営陣による見積りが必要である。これらの要因に関する見積りの変化は、報告された金
融商品の公正価値に影響を与える可能性がある。

 

　満期保有投資

当行は、支払額が固定しているかまたは決定可能な支払金額および固定の満期を有する非デリバティブ金融資産
のうち当行の経営陣が満期まで保有する意図および能力があるものを満期保有投資に分類する。かかる分類には、重
要な判断が要求される。当行はこのような判断を下す際に、当行の経営陣に当該投資を満期まで保有する意思および
能力があるかを評価する。特定の状況（満期日近くで僅少な金額を売却する場合等）を除き、当行がこれらの投資を
満期まで保有できない場合、資産のポートフォリオ全体が売却可能金融資産として分類変更される。

 

　満期保有投資の減損

満期保有金融資産が減損しているか否かの判定には判断が要求される。金融資産または金融資産のグループが減
損しているという客観的証拠には、利息もしくは元本の支払いの不履行もしくは延滞等の契約違反、または発行体の
重大な財政的困難に起因する当該金融資産の活発な市場の消滅等が含まれる。この判断をする際に、減損に関する客
観的証拠が当該投資の見積将来キャッシュ・フローに及ぼす影響を考慮している。
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　売却可能金融資産の減損

売却可能金融資産が減損しているか否かの判定には重要な判断が要求される。この判断をする際に、当行は、投資
の公正価値がその取得原価を下回っている期間および程度ならびに投資先の財務上の健全性および短期事業見通し
（業界およびセクターの業績、信用格付け、延滞率ならびに取引相手方のリスク等の要素を含む。）を評価している。

 

　税金

通常の事業の過程において、最終的な税額の決定が不確実な一定の取引および活動がある。これらの事項の最終的
な税額が当初見積額と異なる場合、かかる差異は、税額が決定された期間の当期法人所得税および繰延法人所得税に
影響を及ぼすと見込まれる。

 

　従業員の早期退職給付債務

当行は、様々な仮定（割引率、平均医療費増加率、早期退職に対する生活費調整およびその他の要因を含む。）に基
づく予測単位積増方式を用いて、国内機関の従業員の早期退職給付に関連する負債を認識している。実際の結果は予
測金額と異なる場合がある。実際の結果との差異または仮定の変更は、連結財政状態計算書に認識される負債および
対応する費用の金額に影響を及ぼすことがある。

 

　引当金

当行は、各報告期間において、当行が過去の事象の結果として法的または推定的な現在の債務を有しているか否か
を評価するために判断している。この判断は、当該債務の決済に経済的便益を伴う資源の流出が必要となる可能性が
高いか否かを決定し、当該債務の金額に関する信頼性のある見積りを算定するために行われる。当行は、この判断を
行う際に、事象に付随するリスクおよび不確実性ならびに時間価値を考慮した。

 

債務

2010年4月30日現在、当行は以下のような債務を負っている。

(a)　(ⅰ)最終的な満期日が2019年5月20日である総額200億人民元の固定利付劣後債（最初の5年間の金利は3.3％
であり、5年後の応当日に当行によって償還されなかった場合は6.3％に増加する。）、(ⅱ)最終的な満期日が
2024年5月20日である総額250億人民元の固定利付劣後債（最初の10年間の金利は4.0％であり、10年後の応
当日に当行によって償還されなかった場合は7.0％に増加する。）および(ⅲ)最終的な満期日が2019年5月20
日である総額50億人民元の変動利付劣後債（最初の5年間は中国人民銀行が1年間の定期預金に設定した基
準金利に0.6％を加えた金利が生じ、5年後の応当日に当行によって償還されなかった場合はかかる基準金利
に3.6％を加えた金利に増加する。）により構成される2009年5月に発行された総額500億人民元の劣後債

(b)　元金の総額8,014百万人民元の預金証書

(c)　顧客および他行からの預り金および短資市場における借入れならびに当行の通常の銀行業務から発生した買
戻し条件付契約に基づく残高

(d)　貸出コミットメント、引受手形、発行済信用状、発行済保証状、その他のコミットメントおよび当行の通常の銀
行業務から発生する偶発債務（係争中の訴訟を含む。）

上記に開示されているものを除き、2010年4月30日現在、当行には、抵当、付加税、債務金証書、その他の負債性資本
（発行済もしくは発行の合意ができているもの)、銀行当座貸越、貸出金、引受手形による債務もしくはその他の類似
した債務、分割払いおよびファイナンスリースの約定もしくは保証またはその他の重大な偶発債務はなかった。

当行の取締役は、2010年4月30日以降、当行の債務または偶発債務に重要な変化はないことを確認している。

 

不動産権益および不動産の評価

当行の株式を香港証券取引所に上場させるに際して、当行の不動産は2010年3月31日付でジョーンズラングラサー
ルサルマンズによって126,662百万人民元（商業価値および基準値を含む。）と評価された。当行の会計規則に従っ
て、すべての不動産は原価から減価償却累積額を控除した金額で計上されている。2009年12月31日現在、当行の土地、
建物および建設仮勘定により構成される不動産の帳簿価額は、120,711百万人民元であった。

 

上場規則ルール13.13号ないし13.19号

当行は、上場規則ルール13.13号ないし13.19号の開示義務の対象となる事由が発生していないことを確認する。
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2010年12月31日に終了する事業年度の利益予想

作成基準および前提条件

当行の取締役は、2010年12月31日に終了する事業年度の当行の予想持分所有者帰属連結利益を、2010年3月31日に
終了した3ヶ月間の当行グループの未監査の連結業績および2010年12月31日に終了する残りの9ヶ月間の当行グルー
プの連結業績予想に基づいて算定した。かかる予想は、当行グループが現在採用している会計方針（当該方針は、
「第二部-第６-１ 財務書類」に記載されている。）とすべての重要な点で一致する基準ならびに以下の仮定および
前提条件に基づいて行われた。

基礎的な前提条件

・　中国本土、香港および当行グループが現在営業を行っているか、またはその他の理由で当行グループの事業も
しくは営業にとって重要なその他の国または領域において、現在の政治、法律、財務、市場または経済の状況に
重大な変化がないこと。

・　中国本土、香港または当行グループが営業を行っているか、当行グループが合意もしくは契約を締結している
か、もしくは当行グループの事業もしくは営業にとって重要なその他の国もしくは領域において、法令または
規則に重大な変化がないこと。

・　中国本土、香港または当行グループが営業を行っているか、もしくはその他の理由で当行グループの事業もし
くは営業にとって重要なその他の国もしくは領域において、実勢インフレ率および実勢金利に重大な変化が
ないこと。

・　中国本土、香港および当行グループが現在営業を行っているか、または当行グループの事業もしくは営業に
とって重要なその他の国または領域において、適用税率、付加税率またはその他の公租公課に重大な変化がな
いこと。

・　当行グループの事業活動および営業活動が戦争、自然災害およびその他の重大な事故等の不可抗力事由または
経営陣の支配の及ばない予測不可能な要因により妨げられないこと。

・　2010年において、経済成長を維持するために、中国政府が引続き積極的な財政政策を実施し、金融政策の緩和を
行うこと。2010年の事業年度のGDPの年間成長率は、8％以上となることが予想される。

特定の前提条件

・　2010年において、中国人民銀行が2009年12月31日付で発表した預金および貸出金に係る基準金利に変更がない
こと。

・　2010年において、中国人民銀行が法定預金準備率を3回にわたって0.5ポイントずつ引き上げ、17.0％とするこ
と。

・　2010年12月31日現在、人民元に対する米ドルの為替レートが、1米ドル＝6.5551人民元に達していること。

・　2010年末における当行グループの金融資産および金融負債の金利更改状況、満期構造および地理的分布が、
2009年末と比較して著しく変化していないこと。

以下の表に含まれるすべての数字は、Ａ株式オファリングを考慮せず、(ⅰ)グローバル・オファリングが完了し、
(ⅱ)グローバル・オファリングのオーバーアロットメント・オプションが行使されないことを仮定している。

予想持分所有者帰属連結純利益
(1)

 829.1億人民元以上
1株当たりの予想利益   

　(a)完全希薄化後仮定ベース
(2)

 0.284人民元

　(b)加重平均ベース
(3)

 0.298人民元

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2010年12月31日に終了する事業年度の利益予想の作成基準および前提条件は上記を参照のこと。

(2)　上場規則ルール4.29(8)に従い、仮定ベースの1株当たり予想利益は、2010年12月31日に終了する事業年度の予想持分所有者

帰属連結純利益に基づき、2010年12月31日に終了する事業年度において加重平均ベースの発行済株式数が292,370,669,110

株であると仮定して計算されている。加重平均株式数の292,370,669,110株は、2009年12月31日現在において

260,000,000,000株が発行済であり、SSFによる出資の完了により2010年4月22日に10,000,000,000株が発行され、グローバ

ル・オファリングにおいて当行Ｈ株式25,411,765,000株が2010年1月1日に発行されたと仮定して計算されている。

(3)　IAS第33号に従い、加重平均ベースでの1株当たり予想利益は、2010年12月31日に終了する事業年度の当行の予想持分所有者

帰属連結純利益に基づき、2010年12月31日に終了する事業年度において加重平均ベースの発行済株式数が278,724,899,411

株であると仮定して計算されている。加重平均株式数278,724,899,411株は、2009年12月31日現在において260,000,000,000

株が発行済であり、SSFによる出資の完了により2010年4月22日に10,000,000,000株が発行され、グローバル・オファリング

において2010年7月16日に当行Ｈ株式25,411,765,000株が発行されると仮定して計算されている。

 

以下の表に含まれるすべての数字は、(ⅰ)Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングが完了し、(ⅱ)Ａ
株式オファリングおよびグローバル・オファリングのいずれについてもオーバーアロットメント・オプションが行
使されないことを前提としている。
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予想持分所有者帰属連結純利益
(1)

 829.1億人民元以上
1株当たりの予想利益   

　(a)完全希薄化後仮定ベース
(2)

 0.264人民元

　(b)加重平均ベース
(3)

 0.287人民元

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2010年12月31日に終了する事業年度の利益予想の作成基準および前提条件は上記を参照のこと。

(2)　上場規則ルール4.29(8)に従い、仮定ベースの1株当たり予想利益は、2010年12月31日に終了する事業年度の予想持分所有者

帰属連結純利益に基づき、2010年12月31日に終了する事業年度において加重平均ベースの発行済株式数が314,605,963,110

株であると仮定して計算されている。加重平均株式数314,605,963,110株は、2009年12月31日現在で260,000,000,000株が発

行済であり、SSFによる出資の完了により、10,000,000,000株が2010年4月22日に発行され、Ａ株式オファリングおよびグ

ローバル・オファリングにおいて当行Ａ株式22,235,294,000株およびＨ株式25,411,765,000株が2010年1月1日に発行され

たと仮定して計算されている。

(3)　IAS第33号に従い、加重平均ベースでの1株当たり予想利益は、2010年12月31日に終了する事業年度の当行の予想持分所有者

帰属連結純利益に基づき、2010年12月31日に終了する事業年度の加重平均ベースの発行済株式数が289,081,063,740株であ

ると仮定して計算されている。加重平均株式数289,081,063,740株は、2009年12月31日現在で260,000,000,000株が発行済で

あり、SSFによる出資の完了により10,000,000,000株が2010年4月22日に発行され、2010年7月15日および16日にＡ株式オ

ファリングおよびグローバル・オファリングにおいて、それぞれ当行Ａ株式22,235,294,000株およびＨ株式

25,411,765,000株が発行されることを前提として計算されている。

 

重要な不利益変更の不存在

当行の取締役は、本書に記載の事項を除き、2009年12月31日以降、当行の財政状態または取引状態に不利益となる
ような重要な変化はないことを確認している。

 

　　次へ
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（２）資産および負債

下記の議論および分析は、「第二部-第６-１ 財務書類」に含まれる当行の連結財務書類とそれらの注記と併せて
読まれるべきである。当行の連結財務書類は、IFRSに基づいて作成された。

 

資産

2009年12月31日現在の当行の総資産は88,826億人民元となり、2008年12月31日現在の70,144億人民元から26.6％
増加し、2008年12月31日現在の数値は2007年12月31日現在の53,055億人民元から32.2％増加した。当行の資産の主要
要素は、(ⅰ)顧客貸出金（純額）ならびに(ⅱ)投資有価証券およびその他の金融資産（純額）からなり、それぞれ当
行の2009年12月31日現在の総資産の45.2％および29.5％に相当する。以下の表は、表示日現在の当行の総資産を示し
たものである。

 

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 残高  割合(％)  残高  割合(％)  残高  割合(％)

顧客貸出金（総額） 3,474,174   3,100,159
(5)

   4,138,187  

減損損失引当金 (764,982)   (85,175)
(6)
   (126,692)  

顧客貸出金（純額） 2,709,192 51.1％  3,014,984
(6)

 43.0％  4,011,495 45.2％

投資有価証券およびその他

の金融資産（純額）
(1) 1,309,107 24.7 2,309,077 32.9 2,616,672 29.5

現金および中央銀行預け金 937,014 17.7 1,145,884 16.3 1,517,806 17.1

銀行およびその他の金融機

関への預け金
(2) 16,432 0.3  62,668 0.9  61,693 0.7

銀行およびその他の金融機

関への貸出金
(3) 52,498 1.0  44,479 0.6  49,435 0.6

売戻し条件付契約に基づき

保有する金融資産 144,848 2.7  246,370 3.5  421,093 4.7

その他の資産
(4) 136,415 2.5  190,889 2.8  204,394 2.2

資産合計 5,305,506 100.0％  7,014,351 100.0％  8,882,588 100.0％

            

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　投資有価証券およびその他の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産（トレーディング目的保有金融資産

および純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産を含む。）、売却可能金融資産、満期保有投資お

よび債権として分類される債務証券である。投資有価証券およびその他の金融資産は、2009年12月31日、2008年12月31日お

よび2007年12月31日現在の関連する減損損失引当金である210百万人民元、274百万人民元および513百万人民元をそれぞれ

控除したものである。

(2)　銀行およびその他の金融機関への預け金は、2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日現在の関連する減損損

失引当金である0人民元、3百万人民元および0百万人民元をそれぞれ控除したものである。

(3)　銀行およびその他の金融機関への貸出金は、2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日現在の関連する減損損

失引当金である16百万人民元、12百万人民元および8百万人民元をそれぞれ控除したものである。

(4)　主に有形固定資産、繰延税金資産、デリバティブ金融資産、関連会社に対する持分、無形資産およびその他の資産である。

(5)　2008年12月31日現在の顧客貸出金（総額）は、当行の財務改革に関連して行われた不良債権7,668億人民元の売却を反映し

ている。

(6)　2008年12月31日現在の減損損失引当金および顧客貸出金（純額）は、当行の財務改革に関連する不良債権7,668億人民元の

売却から生じた貸倒引当金7,175億人民元の取崩を反映している。
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当行の資産に対する財務改革の影響

財務改革の一環として、MOFが当行の当時の既存資本1,300億人民元を保有し続ける一方で、匯金公司は190億米ド
ル（1,300億人民元）の資本拠出を行った。

2008年11月21日、当行は(ⅰ)実質破綻先に分類された債権2,173億人民元および破綻先に分類された債権5,495億
人民元により構成される総額7,668億人民元の不良債権ならびに(ⅱ)2007年12月31日現在の帳簿価額（関連する減
損損失引当金の控除前）である減損したその他の資産総額489億人民元を、MOFに対してノンリコース・ベースで売
却した。これらの不良債権および減損したその他の資産の一部は、中国人民銀行からの借入金1,506億人民元を相殺
するために使用された。残額の不良債権および減損したその他の資産は、MOFに対する元本総額6,651億人民元の債権
と引き換えられ、この元本に対して2008年1月1日以降、年率3.3％の利息が発生している。売却の結果、関連する減損
損失引当金総額7,607億人民元は取り崩され、当行の資本準備金に組み入れられた。

 

顧客貸出金

顧客貸出金は、当行の資産の最大の構成要素である。当行は、当行の支店ネットワークを通じて顧客に対し幅広い
貸出商品を提供しており、そのほとんどは人民元建てである。減損損失引当金を控除した顧客貸出金の総資産に対す
る割合は、2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日現在、それぞれ45.2％、43.0％および51.1％であっ
た。以下の議論は、当行の顧客貸出金(純額）ではなく、関連する減損損失引当金を考慮する前の当行の顧客への貸出
金（総額）に基づくものである。連結貸借対照表においては貸出金は減損損失引当金を控除して報告されている。

2009年12月31日現在、当行の顧客貸出金(総額）は41,382億人民元であり、2008年12月31日現在の31,002億人民元
と比較して33.5％増加した。この増加は、主に当行の貸出金ポートフォリオの全体的な成長によるものであり、これ
は(ⅰ)中国政府による拡張的なマクロ経済政策および適度に緩和的な金融政策ならびに(ⅱ)重要な国家インフラ計
画への融資、当行の重要な法人顧客および農業関連事業の資金需要を充足するための融資の増加ならびに当行の重
要な個人顧客を対象としたマーケティング活動の強化を反映している。

当行の顧客貸出金（総額）は、2007年12月31日現在の34,742億人民元から2008年12月31日現在には31,002億人民
元となり10.8％減少した。これは、主に改革関連の売却によるものである。改革関連の売却が生じておらず、売却され
た貸出金が2008年12月31日現在の残高に戻し入れられていた場合、同日現在の当行の顧客貸出金総額は、38,669億人
民元となり、2007年12月31日現在と比較して11.3％の増加となっていた。

当行の2008年12月31日現在の顧客貸出金、不良債権および減損損失引当金の残高は改革関連の売却の影響を反映
している。本「第二部-第３-７-（２）資産および負債」、「第二部-第３-７-（１）財務情報」、「第二部-第３-７-
（３）最近の動向」および「第二部-第２-３-（２）-(b) 県域銀行業務」において、「法人向け貸出金」、「割引手
形」および「個人向け貸出金」は当行の国内支店および本店によって融資された貸出金をいい、「クレジットカー
ド残高」とは当行のクレジットカードに係る残高および当行の準クレジットカードの貸越残高をいう。

 

貸出金の事業分野別内訳

以下の表は、表示日現在の事業分野別による当行の顧客貸出金を示したものである。当行が提供する貸出に係る商
品の説明については、「第二部-第２-３-（２）-(a) 事業-当行の主要な事業」を参照のこと。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合(％) 残高  割合(％) 残高  割合(％)

国内            

　法人向け貸出金 2,761,157 79.5％  2,359,297 76.1％  2,968,691 71.7％

　割引手形 204,127 5.9 257,163 8.3 352,230 8.5

　個人向け貸出金 491,185 14.1 464,465 15.0  789,342 19.1

海外およびその他の

業務(2) 17,705 0.5 19,234 0.6 27,924 0.7

　顧客貸出金総額 3,474,174 100.0％  3,100,159 100.0％  4,138,187 100.0％

            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客貸出金により構成される。

 

法人向け貸出金
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顧客貸出金総額に対する法人向け貸出金の割合は、2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日現在、
それぞれ71.7％、76.1％および79.5％であった。2009年12月31日現在、当行の法人向け貸出金は、2008年12月31日現在
の23,593億人民元から25.8％増加し、29,687億人民元となった。この増加は主に、重要な国家インフラ計画、中国政府
の産業ガイダンスで示されている重要な産業および農業関連事業の借入人に対する融資を増やす当行の取組みによ
り、中長期貸出金が増加したことに起因する。

2008年12月31日現在の法人向け貸出金は、2007年12月31日現在の27,612億人民元から14.6％減少し、23,593億人民
元となった。これは主に2008年における当行の改革関連の売却によるものである。

以下の表は、表示日現在の契約満期別による当行の法人向け貸出金を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合(％) 残高  割合(％) 残高  割合(％)

短期貸出金
(2) 1,439,103 52.1％  1,112,197 47.1％  1,239,973 41.8％

中長期貸出金
(3) 1,322,054 47.9 1,247,100 52.9 1,728,718 58.2

　法人向け貸出金総額 2,761,157 100.0％  2,359,297 100.0％  2,968,691 100.0％

            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　主に、契約期限が1年以下の貸出金により構成される。

(3)　主に、契約期限が1年超の貸出金により構成される。

 

当行の法人向け貸出金に対する中長期貸出金の割合は、2007年12月31日から2009年12月31日にかけて増加してお
り、これは主に(ⅰ)比較的高利回りの中長期貸出を増加させるために、当行が法人向け貸出金ポートフォリオの構成
を改善する取組みを継続してきたこと、(ⅱ)いくつかの大手法人顧客の資金繰りの改善を反映して、短期貸出に対す
る顧客の需要が低下したこと、(ⅲ)中国政府による景気対策の実施の結果、中長期貸出に対する顧客の需要が増大し
たことおよび(ⅳ)改革関連の売却の対象となった法人向け貸出金の過半が短期貸出であったことに起因する。

 

法人向け貸出金の業種別内訳

以下の表は、表示日現在の業種別による当行の法人向け貸出金の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合(％)  残高  割合(％)  残高  割合(％)

製造業            

　鉄類の精錬および圧延 89,536 3.2％  107,087 4.5％  123,389 4.3％

　化学物質および化学製品 83,746 3.0  75,603 3.2  89,474 3.0

　繊維 77,180 2.8  52,680 2.2  57,360 1.9

　金属製品 58,857 2.1  51,551 2.2  60,097 2.0

　非鉄類の精錬および圧延 43,882 1.6  39,127 1.7  52,145 1.8

　非金属鉱物製品 50,999 1.9  36,781 1.6  46,897 1.6

　通信機器、コンピューター

およびその他の電子機器 40,157 1.5  34,171 1.5  34,703 1.2

　食品加工 64,945 2.4  31,754 1.4  46,051 1.6

　多目的機械 33,862 1.2  31,748 1.4  37,172 1.3

　電気機械および電気機器 27,793 1.0  31,151 1.3  45,840 1.5

　紙および紙製品 33,042 1.2  29,261 1.2  30,081 1.0
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　その他
(2) 341,754 12.4  242,343 10.2 263,520 8.7

　　小計 945,753 34.3  763,257 32.4 886,729 29.9

電力、ガスおよび水道水の生

産および供給 341,501 12.4  382,845 16.2 411,410 13.9

不動産 347,185 12.6  336,037 14.2 427,253 14.4

運輸、物流および郵便サービ

ス 159,151 5.8  200,129 8.5  303,520 10.2

小売および卸売 306,353 11.1  165,247 7.0  227,546 7.7

治水、環境マネジメントおよ

び公共事業管理 77,230 2.8  90,973 3.9  155,365 5.2

建設 81,433 2.9  82,453 3.5  99,700 3.4

鉱業 67,119 2.4  66,173 2.8  93,340 3.1

リースおよび商業サービス 111,004 4.0  64,288 2.7  144,755 4.9

情報伝送、コンピューター・

サービスおよびソフトウェ

ア 30,751 1.1  37,998 1.6  28,199 0.9

その他
(3) 293,677 10.6  169,897 7.2  190,874 6.4

　法人向け貸出金総額 2,761,157 100.0％  2,359,297 100.0％  2,968,691 100.0％

            

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　主に、輸送設備、石油の加工、核燃料の粘結および加工、繊維、服飾、履物ならびに帽子により構成される。

(3)　主に、教育、農業、林業、畜産業、漁業、ホテルおよびケータリングにより構成される。

 

(ⅰ)製造業、(ⅱ)電力、ガスおよび水道水の生産および供給、(ⅲ)不動産、(ⅳ)運輸、物流および郵便サービスなら
びに(ⅴ)小売および卸売は、当行の貸出金総額の上位5業種であり、これらの業種における借入人に対する貸出エク
スポージャー総額が法人向け貸出金総額に占める割合は、2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日現
在、それぞれ合計で76.1％、78.3％および76.2％であった。当行は、エネルギーを大量に消費する産業、環境汚染的な
産業または生産能力の過剰な特定の業種に対する貸出を低下させ、またこれらの業種の顧客に対する貸出を監視す
ることにより、当行の貸出金ポートフォリオの構成を改善する取組みを継続している。その結果、(ⅰ)リースおよび
商業サービス、(ⅱ)運輸、物流および郵便サービスならびに(ⅲ)治水、環境マネジメントおよび公共事業管理におけ
る借入人に対する貸出金が当行の貸出金ポートフォリオ合計に占める割合は、過去最大の増加となった。一方で、当
行の貸出金ポートフォリオ合計に対する製造業への貸出金の割合は、最大の減少となった。

2007年12月31日から2008年12月31日までの法人向け貸出金の業種別内訳の変化は、主に当行の改革関連の売却に
よるものである。
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法人向け貸出金の貸出エクスポージャー別内訳

以下の表は、表示日現在の融資先に対する貸出エクスポージャー別の当行の法人向け貸出金の内訳を示したもの
である。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合(％) 残高  割合(％) 残高  割合(％)

10百万人民元以下 449,318 16.3％  127,225 5.4％  135,160 4.6％

10百万人民元超

50百万人民元以下 575,187 20.8 346,414 14.7  393,542 13.3

50百万人民元超

100百万人民元以下 327,645 11.9 267,292 11.3  319,023 10.7

100百万人民元超

500百万人民元以下 743,486 26.9 754,040 32.0  953,797 32.1

500百万人民元超 665,521 24.1 864,326 36.6  1,167,169 39.3

　法人向け貸出金総額 2,761,157 100.0％  2,359,297 100.0％  2,968,691 100.0％

            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

 

当行の法人向け貸出金ポートフォリオに対する、貸出残高100百万人民元超の法人融資先の貸出エクスポージャー
の割合は、2009年12月31日現在71.4％であり、これは2008年12月31日現在の68.6％および2007年12月31日現在の
51.0％と比較して増加した。この増加は、主に(ⅰ)当行が信用リスクが低いと考える大口融資先に対する貸出金を拡
大することにより、貸出金ポートフォリオの構成を改善する取組みおよび(ⅱ)大手法人融資先に対する貸出は、歴史
的に資産価値が高いために当行の改革関連の売却の対象となった貸出金の過半が100百万人民元未満であったこと
に起因する。

 

個人向け貸出金

当行は近年、管理構造の簡略化、マーケティング活動の強化、取引チャネルの合理化、提供商品の改良および当行の
個人向け銀行業務におけるスタッフの全体的な能力の向上等の個人向け銀行業務を拡大するための取組みを実施し
ている。当行の顧客貸出金総額に対する個人向け貸出金の割合は、2008年12月31日現在の15.0％から、2009年12月31
日現在には19.1％に増加し、2008年12月31日現在の数値は、2007年12月31日現在の14.1％から増加となった。以下の
表は、表示日現在の商品の種類別による個人向け貸出金を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合(％) 残高  割合(％) 残高  割合(％)

住宅ローン 298,846 60.8％  319,498 68.8％  497,946 63.1％

個人事業ローン 92,758 18.9 78,428 16.9 105,953 13.4

個人消費者ローン 40,090 8.2 42,299 9.1 85,600 10.8

クレジットカード残高 4,417 0.9 7,901 1.7 14,118 1.8

その他
(2) 55,074 11.2 16,339 3.5 85,725 10.9

　個人向け貸出金総額 491,185 100.0％  464,465 100.0％  789,342 100.0％

            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　主に農村世帯用貸出金により構成される。
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2009年12月31日現在の当行の個人向け貸出金は、2008年12月31日現在の4,645億人民元から69.9％増加し、7,893億
人民元となった。これは主に、当行の住宅ローン、個人事業ローン、個人消費者ローン、クレジットカード残高および
農村世帯用貸出金の増加によるものであり、これらの増加は(ⅰ)当行が継続しているマーケティング活動および商
品改良ならびに(ⅱ)中国政府による消費を刺激するためのマクロ経済政策を反映している。2008年12月31日現在の
当行の個人向け貸出金は、2007年12月31日現在の4,912億人民元から5.4％減少し、4,645億人民元となった。

住宅ローンは過去、当行の個人向け貸出金の中で最も大きな部分を占めている。2009年12月31日現在の住宅ローン
は、2008年12月31日現在の3,195億人民元から55.9％増加して、4,979億人民元となり、2008年12月31日現在の数値は、
2007年12月31日現在の2,988億人民元から6.9％増加した。2007年12月31日から2009年12月31日までの当行の住宅
ローンの継続的な増加は、主に(ⅰ)住宅ローンを増やす取組みを含む個人向け貸出金ポートフォリオを増大させる
戦略、(ⅱ)中国の住宅用不動産市場の成長を反映して、自宅家屋の購入および住宅のリフォームのための融資を求め
る顧客需要の増大を取り込み、中古不動産市場に進出するための当行の取組みおよび(ⅲ)当行の住宅ローンに係る
顧客の開拓において主要なチャネルとなった住宅用不動産デベロッパーに対して実行された当行の法人向け貸出金
により資金提供を受けた不動産に対する監視の強化が組み合わさったことに起因する。

個人事業ローンは、主に個人事業の運営に対する融資、商業用不動産を購入するための個人事業に対する抵当貸出
および商業用自動車の購入のための個人事業に対する融資により構成される。2009年12月31日現在の個人事業ロー
ンは、2008年12月31日現在の784億人民元から35.1％増加し、1,060億人民元となった。この増加は主に、個人事業主の
資金需要を満たすために、家庭用品の大規模な卸売市場を対象とした当行のマーケティング活動が強化されたこと
によるものである。2008年12月31日現在の個人事業ローンは、2007年12月31日現在の928億人民元から15.4％減少し、
784億人民元となり、これは主に当行の改革関連の売却によるものである。

個人消費者ローンは、主に消費者自動車ローン、個人向け与信限度枠、総合消費者ローンおよび個人向け質権設定
貸出により構成される。2009年12月31日現在の個人消費者ローンは、2008年12月31日現在の423億人民元から2倍以上
増加し、856億人民元となり、2008年12月31日現在の数値は、2007年12月31日現在の401億人民元から5.5％増加した。
2007年12月31日から2009年12月31日までの当行の個人消費者ローンの増加は、主に(ⅰ)消費を刺激する政府の政策
を受けた当該商品に係る当行のマーケティング活動の強化、(ⅱ)当行の重要な個人顧客を対象としたクロス・セー
ルス活動および差別化したサービスならびに(ⅲ)高所得者である当行の個人顧客の資金需要を満たす個人向け与信
限度枠を提供するための当行の取組みの強化によるものである。

クレジットカード残高は、主に当行のクレジットカードの残高および当行の準クレジットカードの貸越となって
いる残高により構成される。2009年12月31日現在のクレジットカード残高は、2008年12月31日現在の79億人民元から
78.7％増加し、141億人民元となり、2008年12月31日現在の数値は、2007年12月31日現在の44億人民元から78.9％増加
した。2007年12月31日から2009年12月31日までの当行のクレジットカード残高の増加は、主に(ⅰ)当行が継続する
マーケティング活動の強化によるクレジットカードの発行数および当行の銀行カードの取引額の増加ならびに(ⅱ)
中国においてクレジットカードが支払方法として受け入れられるようになったことを反映した顧客の需要の増大に
よるものである。

その他の個人向け貸出金は、2008年12月31日の163億人民元から2009年12月31日現在には857億人民元に著しく増
加した。これは主に、県域顧客を対象とした当該商品に関する当行のマーケティング活動の強化に起因して当行の農
村世帯用貸出金が増加したことによるものである。当行の農村世帯用貸出金の詳細については、「第二部-第２-３-
（２）-(b) 県域銀行業務-資産および負債-資産-顧客への貸出金」を参照のこと。2008年12月31日現在のその他の
個人向け貸出金は、主に当行の改革関連の売却により、2007年12月31日現在の551億人民元から70.3％減少し、163億
人民元となった。
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個人向け貸出金の貸出残高別内訳

以下の表は、表示日現在の貸出残高別による当行の個人向け貸出金の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合(％) 残高  割合(％) 残高  割合(％)

50,000人民元以下 58,016 11.8％  36,795 7.9％  102,503 13.0％

50,000人民元超

300,000人民元以下 205,725 41.9 199,238 42.9 273,372 34.6 

300,000人民元超

1,000,000人民元以下 146,415 29.8 144,642 31.2 241,043 30.6 

1,000,000人民元超

5,000,000人民元以下 71,574 14.6 75,203 16.2 148,757 18.8 

5,000,000人民元超 9,455 1.9 8,587 1.8 23,667 3.0 

　個人向け貸出金総額 491,185 100.0％  464,465 100.0％  789,342 100.0％

            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

 

2009年12月31日現在の300,000人民元超の貸出金の当行の個人向け貸出金ポートフォリオ合計に対する割合は、
2007年12月31日現在の46.3％および2008年12月31日現在の49.2％から増加して、52.4％となった。これは主に、当行
の個人事業ローン、住宅ローンおよび個人向け与信限度枠の増加によるものである。2009年12月31日現在の50,000人
民元以下の貸出金の当行の個人向け貸出金ポートフォリオ合計に対する割合は、主に2008年下半期以降の当行の農
村世帯用貸出金の拡大に向けた努力に伴う当該商品の増加により、2008年12月31日現在の7.9％から増加して13.0％
となった。

 

割引手形

割引手形の当行の顧客貸出金総額に対する割合は、2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日現在、
それぞれ8.5％、8.3％および5.9％であった。

以下の表は、表示日現在の債務者別による当行の割引手形を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 残高  割合(％) 残高  割合(％) 残高  割合(％)

銀行引受手形 202,457 99.2％  254,598 99.0％  317,452 90.1％

企業引受手形 1,670 0.8 2,565 1.0  34,778 9.9

　割引手形合計 204,127 100.0％  257,163 100.0％  352,230 100.0％

            

 

2009年12月31日現在の割引手形は、2008年12月31日現在の2,572億人民元から37.0％増加して3,522億人民元とな
り、2008年12月31日現在の数値は、2007年12月31日現在の2,041億人民元から26.0％増加した。2007年12月31日から
2009年12月31日までの、絶対量および当行の貸出金ポートフォリオに対する割合の両面における割引手形の全般的
な増加は、主に当該商品に対する顧客の需要の増大および当行の貸出金ポートフォリオの構成を改善するための取
組みを反映しており、さらに2009年においては、適度に緩和的な金融政策を反映したものである。

銀行引受手形の当行の割引手形合計に対する割合は、2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日現
在、それぞれ90.1％、99.0％および99.2％であった。2009年12月31日現在の企業引受手形の当行の割引手形に対する
割合は、2008年12月31日現在の1.0％から大幅に増加し9.9％となった。これは主に、当行が高い信用格付を与えてい
る法人顧客に対する企業引受手形による貸出が増加したことによるものである。
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貸出金の地域別内訳

当行は、融資を実行した支店および子会社の所在地に基づき貸出金を地域別に分類している。当行の支店は、通常、
同地域に所在する借入人に対して貸出を実行している。以下の表は、表示日現在の地域別による当行の貸出金ポート
フォリオの内訳を示したものである。当行の地理的地域の詳細については、本書の表紙末尾を参照のこと。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合(％) 残高  割合(％) 残高  割合(％)

本店
(2) 107,636 3.1％  140,987 4.6％  121,899 2.9％

長江デルタ 838,870 24.2 896,746 28.9 1,147,735 27.8

珠江デルタ 463,114 13.3 448,109 14.5 613,918 14.8

環渤海 577,176 16.6 504,630 16.3 705,560 17.0

中国中部 515,191 14.8 341,843 11.0 488,156 11.8

中国東北部 205,351 5.9 90,408 2.9 131,358 3.2

中国西部 749,131 21.6 658,202 21.2 901,637 21.8

海外およびその他の業

務
(3) 17,705 0.5 19,234 0.6 27,924 0.7

　顧客貸出金総額 3,474,174 100.0％  3,100,159 100.0％  4,138,187 100.0％

            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　主に当行の本店が中国のすべての地域における当行のいくつかの大手法人融資先に実行した貸出金、当行の本店における割

引手形部門の割引手形および当行のクレジットカード・センターに記録されているクレジットカード残高により構成され

る。

(3)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客貸出金により構成される。

 

当行は、貸出金の地理的分布を改善するよう努めている。当行は、他の地域よりも地域経済が発展している長江デ
ルタ、珠江デルタおよび環渤海において当行の融資事業を成長させることに注力してきた。2009年12月31日現在のこ
れらの地域に実行された顧客貸出金は、2008年12月31日現在の18,495億人民元から、33.4％増加して24,672億人民元
となった。当行の中国中部、中国東北部および中国西部に対する貸出金は、2008年12月31日から2009年12月31日まで、
それぞれ42.8％、45.3％および37.0％増加した。2009年12月31日現在のこれらの地域に対する貸出金総額が当行の顧
客貸出金総額に占める割合は、2008年12月31日現在の35.1％から増加して、36.8％となった。これらの地域への貸出
金の絶対量および当行の貸出金ポートフォリオに対する割合の両面における増加は、主に(ⅰ)これらの地域の経済
発展を推進するために中国政府が継続して実行している政策の刺激を受けて増大している顧客の需要を満たすため
に、これらの地域に対する融資を拡大する当行の取組みおよび(ⅱ)当行の改革関連の売却後にこれらの地域に対す
る貸出残高が低下していたことによるものである。

2008年12月31日現在、中国中部、中国東北部および中国西部に対する貸出金の当行の顧客貸出金総額に対する割合
は、2007年12月31日現在の42.3％から減少して、35.1％となった。これは主に2008年における当行の改革関連の売却
によるものであった。

 

貸出金の担保別内訳

抵当権、質権および保証を担保とする貸出金の総額の当行の貸出金ポートフォリオに対する割合は、2009年12月31
日、2008年12月31日および2007年12月31日現在、それぞれ80.7％、75.8％および80.0％であった。貸出金に複数の形態
の担保権が付されている場合、貸出金は担保権の主要な形態に基づいて分類される。以下の表は、表示日現在の担保
の種類による当行の貸出金ポートフォリオの内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年
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 残高  割合(％) 残高  割合(％) 残高  割合(％)

抵当権付貸出
(2)(3) 1,353,587 39.0％  1,187,838 38.3％  1,562,141 37.7％

質権設定貸出
(2)(4) 442,538 12.7 506,899 16.4 677,776 16.4

保証付貸出
(2) 982,602 28.3 655,051 21.1 1,101,661 26.6

無担保貸出 695,447 20.0 750,371 24.2 796,609 19.3

　顧客貸出金総額 3,474,174 100.0％  3,100,159 100.0％  4,138,187 100.0％

            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　各区分において、全部または一部が担保により保証されている貸出金の総額を示す。

(3)　建物および設備、土地使用権、機械、機器ならびに車両等の特定の資産に関する非占有担保権を示す。

(4)　動産、預金証書、金融商品（割引手形を含む。）、知的財産権および将来キャッシュ・フロー受領権等の特定の資産につき占

有の取得または登録により担保とする担保権を示す。

 

無担保の貸出金は、当行の内部信用リスク格付制度に基づく、比較的高い信用格付の顧客に対して実行されてい
る。「第二部-第２-３-（２）-(d) リスク管理-信用リスク管理-法人向け貸出に関する信用リスク管理-顧客の申請
および貸出事前審査-顧客信用格付」を参照のこと。

 

融資先の集中

中国の銀行関連法令に従い、いかなる単一の融資先に対する貸出も規制資本の10％に制限されている。以下の表
は、表示日現在の単一の融資先上位10名に対する貸出エクスポージャーを示したものであり、これらの貸出金は表示
日現在、すべて正常債権に分類されている。

 （単位：百万人民元、％を除く。）  

 2009年12月31日現在  

 業種  残高  

貸出金総額

に対する割合

(％)  

規制資本に

対する

割合
(1)
(％)

顧客A 電力、ガスおよび水道水の生産および供給  19,441 0.47％  4.41％

顧客B 不動産  9,831 0.24 2.24 

顧客C 建設  9,375 0.23 2.13 

顧客D 電力、ガスおよび水道水の生産および供給  9,311 0.23 2.11 

顧客E 電力、ガスおよび水道水の生産および供給  8,980 0.22 2.04 

顧客F 電力、ガスおよび水道水の生産および供給  8,686 0.21 1.97 

顧客G 製造業  8,439 0.20 1.92 

顧客H

治水、環境マネジメントおよび公共事業管

理  8,405 0.20 1.91 

顧客I 電力、ガスおよび水道水の生産および供給  8,379 0.20 1.90 

顧客J 運輸、物流および郵便サービス  8,083 0.19 1.84 

　合計   98,930 2.39％  22.47％

        

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　新自己資本比率規則の要件に従い、中国GAAPによって作成された財務書類に基づいて算出された、当行の規制資本に対する

貸出残高の割合。2009年12月31日現在の当行の規制資本の算出については、「第二部-第３-７-（１）財務情報-資本資源-

自己資本比率」を参照のこと。

 

中国の適用ある銀行ガイドラインに従い、当行の各グループ融資先に対する信用限度額は、規制資本の15％に制限
されている。以下の表は、表示日現在のグループ融資先上位10名に対する貸出エクスポージャーを示したものであ
り、このうち0.37％または1,221百万人民元は、不良債権に分類されている。
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 （単位：百万人民元、％を除く。）

 2009年12月31日現在

 業種  残高  

貸出金総額に

対する割合

(％)  

規制資本に

対する

割合
(1)
(％)

グループA 電力、ガスおよび水道水の生産および供給  103,074 2.50％  23.41％
(2)

グループB 電力、ガスおよび水道水の生産および供給  45,672 1.10 10.37 

グループC 電力、ガスおよび水道水の生産および供給  31,453 0.76 7.14 

グループD 電力、ガスおよび水道水の生産および供給  26,062 0.63 5.92 

グループE 運輸、物流および郵便サービス  24,324 0.59 5.52 

グループF 製造業  22,544 0.54 5.12 

グループG 電力、ガスおよび水道水の生産および供給  21,311 0.51 4.84 

グループH 電力、ガスおよび水道水の生産および供給  21,145 0.51 4.80 

グループI 情報伝送、コンピューター・サービスおよ

びソフトウェア  19,284 0.47 4.38 

グループJ 製造業  12,354 0.30 2.81 

　合計
 

 327,223 7.91％  74.31％

        
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　新自己資本比率規則の要件に従い、中国GAAPによって作成された財務書類に基づいて算出された、当行の規制資本に対する

貸出残高の割合。2009年12月31日現在の当行の規制資本の算出については、「第二部-第３-７-（１）財務情報-資本資源-

自己資本比率」を参照のこと。

(2)　2009年12月31日現在のグループAに対する当行のオン・バランスシートおよびオフ・バランスシートの信用エクスポー

ジャーの総額は、当行の規制資本の25.80％であり、CBRCが課す規制上の上限（15％）を上回っていた。

 

グループAは、歴史的に当行の上位のグループ融資先の一つであり、CBRCによる規制ガイドライン（2006年1月1日
施行）の公表前から、当行はグループAに対し多額の与信を行ってきた。かかる規制ガイドラインは、商業銀行のすべ
てのグループ融資先に対し当該銀行の規制資本の15％の信用エクスポージャー・リミットを課すものである。当行
に対して、規制水準の不遵守についてCBRCによる制裁は課されなかった。当行は、グループAに対する当行の信用エク
スポージャーの削減に努めてきた。2010年4月30日現在、グループAに対する当行の信用エクスポージャーは、600億人
民元まで減少し、上記の規制要件を充たした。
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貸出金ポートフォリオの満期構成

以下の表は、表示日現在の満期までの残存期間別の当行の貸出に係る商品を示したものである。

 （単位：百万人民元）

 2009年12月31日現在

 3ヶ月以下  

3ケ月超

12ヶ月以下  

1年超

5年以下  5年超  延滞
(1)  合計

国内            

　法人向け貸出金            

　短期貸出金 328,269 879,733 ̶  ̶  31,971 1,239,973

　中長期貸出金 28,718 130,224 840,036 716,838 12,902 1,728,718

　　小計 356,987 1,009,957 840,036 716,838 44,873 2,968,691

　割引手形            

　銀行引受手形 216,973 100,386 ̶  ̶  93 317,452

　企業引受手形 14,621 20,157 ̶  ̶  ̶  34,778

　　小計 231,594 120,543 ̶  ̶  93 352,230

　個人向け貸出金            

　住宅ローン 8,395 25,613 127,504 336,087 347 497,946

　個人事業ローン 16,000 51,312 26,953 10,277 1,411 105,953

　個人消費者ローン 18,906 57,013 8,987 319 375 85,600

　クレジットカード残高 12,547 ̶  ̶  ̶  1,571 14,118

　その他
(2)
 13,310 63,153 6,478 1,955 829 85,725

　　小計 69,158 197,091 169,922 348,638 4,533 789,342

海外およびその他の

業務
(3) 10,395 2,419 13,995 793 322 27,924

　合計 668,134 1,330,010 1,023,953 1,066,269 49,821 4,138,187

            

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　元本が延滞している貸出金を含む。元本は延滞していないが利息が延滞している貸出金は含まない。分割払いが可能な貸出

金については、返済期日を過ぎた部分のみを延滞として表示し、返済期日の到来していない部分については、対応する残存

期間に含めている。

(2)　主に農村世帯用貸出金により構成される。

(3)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客貸出金により構成される。

 

当行の短期法人向け貸出金および割引手形は1年未満の満期を有しており、中長期法人向け貸出金の大半は返済残
存期間が1年超である。上記の表に示されるように、当行の個人向け貸出金の大半は、満期までの残存期間が5年超で
あり、これは一般に長期融資である住宅ローンが個人向け貸出金の中で最も多いためである。

 

貸出金の金利構成

中国では従来、金利は厳しく規制されてきたが、除々に自由化されている。人民元建ての貸出金の金利は、該当する
中国人民銀行の基準金利の変更後、再度設定される。中国政府の適用ある規則に従い、銀行は、1年超の満期を有する
人民元建貸出金の金利条件を決定する裁量を有している。当行は原則としてかかる貸出金に対しては変動金利を設
定しており、満期が1年超の貸出金についてはごく一部が固定金利となっている。当行は原則として1年以下の満期を
有する貸出金に対して固定金利を設定している。かかる貸出金の一部については、適用ある基準金利の変更日の翌日
または翌月もしくは翌四半期の初日に金利が見直される。中国人民銀行の適用ある規則に従い、銀行は、許容された
範囲内で貸出金に係る金利を決定する裁量を有している。

　　次へ
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当行の貸出金ポートフォリオの資産の質

当行では、貸出金区分制度によって貸出金ポートフォリオの資産の質の測定および監視を行っている。当行は、
CBRCのガイドラインに即した5段階の貸出金区分制度を用いて貸出金を分類している。「第二部-第２-３-（１）
-(b) 監督および規制-中国における銀行の監督および規制-貸出金の区分、引当および償却-貸出金区分」を参照の
こと。

 

貸出金区分基準

当行では、貸出金ポートフォリオの分類を行うにあたり、CBRCのガイドラインに基づいた一連の基準を適用してい
る。かかる基準は、借入人の返済見込みならびに貸出金の元本および利息の回収可能性を評価するよう設定されてい
る。

 

法人向け貸出金および割引手形

当行の法人向け貸出金および割引手形の分類基準は、(ⅰ)キャッシュ・フロー、財政状態、収益性および借入人の
返済能力に影響しうるその他の非財務的要因等に基づいて判断された借入人の返済能力、(ⅱ)借入人の返済実績、
(ⅲ)借入人の返済意思、(ⅳ)当行から融資を受けたプロジェクトの収益性、(ⅴ)実現可能な担保価値の純額および保
証人による支援の見込みならびに(ⅵ)請求権の執行可能性のうち関連性を有する要因を含む複数の要因に着目して
いる。各貸出金区分の主な要素を以下に記載するが、これは、当行が貸出金を分類する際に考慮する要素の全部を列
挙することを意図したものではない。「第二部-第２-３-（２）-(d) リスク管理-信用リスク管理-法人向け貸出に
関する信用リスク管理-融資および融資事後管理-貸出金区分」を参照のこと。

正常先：借入人が貸出に係る条項を遵守し、元本および利息を期日に全額返済する能力を疑わせる十分な理由が
ない場合に限り、その貸出金は正常先として分類される。

要注意先：借入人が現在、その業務収益により貸出金を返済する能力を有しており、必要な場合には担保権の実行
により貸出金が回収可能である場合においても、返済能力に悪影響を与える可能性のある以下のような特定の要因
が存在する場合、その貸出金は要注意先として分類される。

・　90日以下の元本または利息の支払いの延滞

・　借入人の産業の悪化

・　借入人の資金調達計画の不達成

・　借入人の業務の悪化

・　合併および買収、会社分割、再編、もしくは資産再構成により、借入人の会社組織に重大な変化が生じた場合ま
たは借入人が重要な投資を行った場合もしくは重大な長期資産を取得した場合（いずれの場合も借入人の貸
出金返済能力およびその返済意思に悪影響が及ぶ可能性があるもの。）

・　借入人の主要株主、子会社または経営陣の悪化

・　借入人と当行の間の戦略的パートナーシップの悪化

・　当行に融資された建設計画に係る予算超過、構造設計の変更または進行の遅延の発生

・　担保額が減少しているか、または保証人の事業もしくは財政状態の悪化

破綻懸念先：借入人の、元本および利息の返済が通常の業務収益のみに依存することができないことから借入人
の返済能力が疑問視され、担保または保証を実行しても損失（最大で貸出残高の40％と予想される場合に限る。）が
生じる可能性がある場合は、貸出金は破綻懸念先に分類される。貸出金は、以下のいずれかの状況が発生した場合、通
常破綻懸念先に分類される。

・　90日超180日未満の元本または元本および利息の支払いの延滞

・　借入人による重大な法律違反の懸念

・　借入人の財政状態の悪化または貸出金に係る返済不能により、何らかの見直しが必要である場合

・　借入人が故意に違法な手段をもって貸出を受けた場合、または資産譲渡等により返済義務の回避を企図した場
合

実質破綻先：借入人が元本および利息を完済できず、担保または保証を実行しても多額の損失（貸出残高の40％
から90％）を認識しなければならない場合、かかる貸出金は実質破綻先に分類される。実質破綻先に分類される貸出
金は一般に以下の性質を示す。

・　180日超の元本または利息の支払いの延滞

・　借入人の生産もしくは業務が停止されている状態もしくは部分的に停止されており、その再開が見込めない状
態または固定資産プロジェクトが停止されている状態もしくは打ち切られている状態
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・　貸出金の条件見直しにもかかわらず、引続き貸出金の延滞が生じている状態または借入人が貸出金の全額の返
済ができない状態

・　借入人に貸出金の返済意思がなく、当行が借入人に対し訴訟手続を起こしたものの、担保および担保権実行資
産に関する推定実現可能額が当行の貸出金に係る未払いの元本および利息の額を著しく下回る状態

破綻先：あらゆる措置や法的救済手段を講じても、元本や利息の僅少額しか回収することができないか、またはそ
の一切を回収することができない場合、かかる貸出金は破綻先に分類される。破綻先に分類される貸出金は通常以下
の性質を示す。

・　借入人につき破産、閉鎖、解散もしくは廃業が生じたか、またはすべての業務が終結された状態

・　固定資産プロジェクトが長期間停止されており再開が見込めない状態

・　借入人に係る裁判または仲裁手続が終結し、保証人に対する執行もしくは担保の実行が行われたにも関わら
ず、貸出金が依然として未払いである状態または裁判所の執行手続の後540日経過してもなお貸出金を回収す
ることができない状態

・　CBRCの規則に基づき中小企業に分類される借入人に対する、貸出金のうち、無担保貸出もしくは保証付貸出に
あっては元本もしくは利息の支払いが360日超延滞しているか、または抵当権付貸出の元本もしくは利息の支
払いが540日超延滞している状態

 

個人向け貸出金

当行では、個人向け貸出金に貸出金区分基準を適用するにあたって、主に元本または利息の支払いの延滞期間およ
び担保の種類を考慮している。当行の個人向け貸出金は、CMSシステムにより自動的に分類される。当行の個人向銀行
業務部およびリスク管理部は、融資事後管理の過程において取得した情報による追加的要因に基づき、貸出金を再分
類することができる。

以下の表は、当行の農村世帯用貸出金以外の個人向け貸出金に係る元本または利息の支払いの延滞期間を5段階の
貸出金区分別および担保別に示したものである。

 （単位：日）
 

抵当権付貸出
(1)

 質権設定貸出
(2)

 保証付貸出  無担保貸出

正常先 0 0-30 0 0
要注意先 1-90 31-90 1-90 1-30
破綻懸念先 91-180 91-180 91-180 31-90
実質破綻先 181-540 181-540 181-360 91-360
破綻先 >540 >540 >360 >360

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　建物および設備、土地使用権、機械、機器ならびに車両等の特定の資産に関する非占有担保権を示す。

(2)　動産、定期預金証書、金融商品（割引手形を含む。）、知的財産権および将来キャッシュ・フロー受領権等の特定の資産につ

き占有の取得または登録により担保とする担保権に相当する。

 

以下の表は、当行の農村世帯用貸出金の元本または利息の支払いの延滞期間を5段階の貸出金区分別および担保別
に示したものである。

 （単位：日）
 

抵当権付貸出
(1)

 質権設定貸出
(2)

 保証付貸出  無担保貸出

正常先 0 0-30 0 0
要注意先 1-60 31-60 1-30 1-30
破綻懸念先 61-180 61-180 31-180 31-60
実質破綻先 181-360 181-360 181-360 61-360
破綻先 >360 >360 >360 >360

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　建物および設備、土地使用権、機械、機器ならびに車両等の特定の資産に関する非占有担保権を示す。

(2)　動産、定期預金証書、金融商品（割引手形を含む。）、知的財産権および将来キャッシュ・フロー受領権等の特定の資産につ

き占有の取得または登録により担保とする担保権に相当する。

 

貸出金の区分別内訳

以下の表は、表示日現在の5段階の貸出金区分別による当行の貸出金ポートフォリオの内訳を示したものである。
「不良債権」および「減損貸出金」は、「第二部-第６-１ 財務書類-A-VI.注記18」において「減損した貸出金」と
定義される貸出金と同義で用いられている。当行の5段階の貸出金区分制度においては、不良債権は、該当する限りに
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おいて、破綻懸念先、実質破綻先または破綻先として分類される。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合（％）  残高  割合（％）  残高  割合（％）

正常先 2,386,505 68.69％  2,568,164 82.84％  3,693,136 89.24％
要注意先 268,816 7.74 397,928 12.84 324,810 7.85
破綻懸念先 51,341 1.48 87,104 2.81 52,575 1.27
実質破綻先 217,721 6.27 43,968 1.42 62,895 1.52
破綻先 549,791 15.82 2,995 0.09 4,771 0.12

　顧客貸出金総額 3,474,174 100.00％  3,100,159 100.00％  4,138,187 100.00％
            

不良債権比率
(2)   23.57％    4.32％    2.91％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　不良債権総額を貸出金総額で除して算出した。

 

以下の表は、表示日現在の事業分野別および5段階の貸出金区分別による当行の貸出金の内訳を示したものであ
る。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合（％）  残高  割合（％）  残高  割合（％）

国内            
法人向け貸出
金            
正常先 1,766,930 63.99％  1,868,990 79.21％  2,561,871 86.30％
要注意先 245,069 8.88 367,021 15.56 298,035 10.04
破綻懸念先 47,258 1.71 80,706 3.42 45,997 1.55
実質破綻先 187,122 6.78 40,335 1.71 60,393 2.03
破綻先 514,778 18.64 2,245 0.10 2,395 0.08

　小計 2,761,157 100.00 2,359,297 100.00 2,968,691 100.00
            
不良債権比率
(2)   27.13％    5.23％    3.66％
            
割引手形            
正常先 203,678 99.78 256,870 99.88 352,025 99.94
要注意先 75 0.04 222 0.09 139 0.04
破綻懸念先 1 0.00 49 0.02 44 0.01
実質破綻先 256 0.12 18 0.01 19 0.01
破綻先 117 0.06 4 0.00 3 0.00

　小計 204,127 100.00 257,163 100.00 352,230 100.00
            
不良債権比率
(2)   0.18％    0.03％    0.02％
            
個人向け貸出
金            
正常先 398,649 81.16 423,457 91.17 751,634 95.23
要注意先 23,672 4.82 30,685 6.61 26,636 3.37
破綻懸念先 3,913 0.80 6,286 1.35 6,483 0.82
実質破綻先 30,310 6.17 3,495 0.75 2,461 0.31
破綻先 34,641 7.05 542 0.12 2,128 0.27

　小計 491,185 100.00 464,465 100.00 789,342 100.00
            
不良債権比率
(2)   14.02％    2.22％    1.40％
            
海外およびそ

の他の業務
(3)

           
正常先 17,248 97.42 18,847 97.99 27,606 98.86
要注意先 - -  - -  - -
破綻懸念先 169 0.95 63 0.33 51 0.18
実質破綻先 33 0.19 120 0.62 22 0.08
破綻先 255 1.44 204 1.06 245 0.88
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　小計 17,705 100.00 19,234 100.00 27,924 100.00
            
不良債権比率
(2)   2.58％    2.01％    1.14％
            
　顧客貸出金総
額 3,474,174   3,100,159   4,138,187  

            
不良債権比率
(4)   23.57％    4.32％    2.91％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　各区分の不良債権を同区分の貸出金総額で除して算出した。

(3)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客貸出により構成されている。当行の海外の支店または子会社による貸

出は、該当する法域に適用される貸出金区分制度に準拠している。かかる制度は、相互に比較できるものまたは当行の5段階

の貸出金区分制度と比較できるものであるとは限らない。したがって、上記の表においては、かかる貸出金を正常先、要注意

先、破綻懸念先、実質破綻先または破綻先と分類している。

(4)　不良債権総額を貸出金総額で除して算出した。

 

当行の不良債権は、2008年12月31日現在の1,341億人民元から10.3％減少し、2009年12月31日現在には1,202億人民
元であった。また、当行の貸出金ポートフォリオ総額の不良債権比率は、2008年12月31日現在の4.32％から減少し、
2009年12月31日現在には2.91％であった。当行の不良債権残高および不良債権比率の減少は、主に(ⅰ)顧客の本人確
認の強化および顧客リストに基づいた管理の強化ならびにリスク警告システムおよび信用エクスポージャー・リ
ミットのさらなる適用を含む、不良債権発生の抑制を目的とした与信方針および手続を強化する取組み、(ⅱ)当行の
リスク管理システムを改善するための継続的な取組み（ITシステムのリスク管理能力を改善することにより、信用
リスクを識別する能力を効果的に向上させる取組みを含む。）、(ⅲ)当行の回収努力の強化ならびに(ⅳ)当行の貸出
金ポートフォリオの全体的な成長によるものであった。

2008年に、当行は、財務改革の一環として、実質破綻先貸出金2,173億人民元および破綻先貸出金5,495億人民元に
より構成される元本総額7,668億人民元の不良債権を売却した。この結果、当行の不良債権は、2007年12月31日現在の
8,189億人民元から減少し、2008年12月31日現在、1,341億人民元となった。また、不良債権比率も、2007年12月31日現
在の23.57％から減少し、2008年12月31日現在には4.32％となった。

 

要注意先に分類された貸出金

2008年12月31日現在、改革関連の売却の完了後、要注意先に分類された貸出金は、当行の貸出金ポートフォリオ総
額の12.84％に増加した。2009年12月31日現在、要注意先に分類された貸出金の割合は、主に当行の貸出金ポートフォ
リオの資産の質の継続的な改善を反映し、2008年12月31日現在の12.84％から7.85％に低下した。
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以下の表は、表示日現在の担保の種類別による要注意先に分類された貸出金の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合（％）  残高  割合（％）  残高  割合（％）

抵当権付貸出
(2)(3) 114,585 42.7％  186,735 46.9％  134,589 41.5％

質権設定貸出
(2)(4) 37,199 13.8 44,824 11.3 43,327 13.3

保証付貸出
(2) 95,184 35.4 133,438 33.5 109,847 33.8

無担保貸出 21,848 8.1 32,931 8.3 37,047 11.4

　合計 268,816 100.0％  397,928 100.0％  324,810 100.0％
            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　各区分において、同区分の担保が全部または一部に付されている貸出の総額を示している。

(3)　建物および設備、土地使用権、機械、機器ならびに車両等の特定の資産に関する非占有担保権を示す。

(4)　動産、預金証書、金融商品（割引手形を含む。）、知的財産権および将来キャッシュ・フロー受領権等の特定の資産につき占

有の取得または登録により担保とする担保権に相当する。

 

2009年12月31日現在、2008年12月31日現在および2007年12月31日現在において、要注意先と分類された貸出金の総
額のうち、抵当権および質権により担保されている貸出金の合計は、50％を超えていた。当行は、かかる担保により貸
出金の代替的な返済が行われると考えている。

 

当行の国内貸出金ポートフォリオの資産の質の変化、新規貸出および既存貸出別

以下の記述は、表示日現在における国内貸出の資産の質の変化を分析するものである。当行は、貸出を正常、期限経
過、不良および破綻先に分類する4段階の貸出金区分制度に代わり、CBRCのガイドラインに基づき、2004年1月1日以
降、正常先、要注意先、破綻懸念先、実質破綻先および破綻先に分類する5段階の貸出金区分制度を用いて貸出金を分
類している。あわせて、当行は、信用リスク管理方針および手続の強化ならびに信用リスク管理能力の向上のため、
様々な取組みを行ってきた。「第二部-第２-３-（２）-(d) リスク管理-最近のリスク管理施策」を参照のこと。さ
らに、2004年1月1日を新規貸出の基準日とすることで、かかる基準日以降に行われた十分な割合の国内貸出につき貸
出の季節変動の影響を反映し、長期にわたる資産の質を評価することができると考える。

本記述において、当行の国内貸出は「既存貸出」および「新規貸出」に分類されている。既存貸出には、初回の実
行が2004年1月1日より前である国内の貸出が含まれる。新規貸出には、初回の実行が2004年1月1日以降である国内の
貸出が含まれる。初回の実行が2004年1月1日より前であり、2004年1月1日以降に再び貸出が実行されているものは既
存貸出に含まれる。本記述には、当行の海外支店および中国内外の子会社において行われた貸出は含まれない。

以下の表は、表示日現在の新規貸出および既存貸出の残高を示している。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合（％）  残高  割合（％）  残高  割合（％）

新規貸出 2,310,124 66.8％  2,718,080 88.2％  3,815,630 92.8％
既存貸出 1,146,345 33.2 362,845 11.8 294,633 7.2

　合計 3,456,469 100.0％  3,080,925 100.0％  4,110,263 100.0％
            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

 

以下の表は、表示日現在の貸出金区分別による新規貸出の内訳を示している。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合（％）  残高  割合（％）  残高  割合（％）

正常先 2,066,657 89.46％  2,305,894 84.84％  3,451,331 90.45％
要注意先 171,136 7.41 324,499 11.93 275,297 7.22
破綻懸念先 23,816 1.03 60,042 2.21 43,364 1.14
実質破綻先 37,170 1.61 26,569 0.98 43,002 1.13
破綻先 11,345 0.49 1,076 0.04 2,636 0.06

　新規貸出金総額 2,310,124 100.00％  2,718,080 100.00％  3,815,630 100.00％
            

不良債権比率
(2)   3.13％    3.23％    2.33％

＿＿＿＿＿＿＿
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(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　新規貸出の不良債権総額を新規貸出金総額で除して算出した。

 

以下の表は、表示日現在の貸出金区分別による既存貸出の内訳を示している。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 残高  割合（％）  残高  割合（％）  残高  割合（％）

正常先 302,600 26.40％  243,423 67.09％  214,199 72.70％
要注意先 97,680 8.52 73,429 20.23 49,513 16.81
破綻懸念先 27,356 2.39 26,999 7.44 9,160 3.11
実質破綻先 180,518 15.75 17,279 4.76 19,871 6.74
破綻先 538,191 46.94 1,715 0.48 1,890 0.64

　既存貸出金総額 1,146,345 100.00％  362,845 100.00％  294,633 100.00％
            

不良債権比率
(2)   65.08％    12.68％    10.49％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　既存貸出の不良債権総額を既存貸出金総額で除して算出した。

 

当行の貸出金ポートフォリオの資産の質の変化

以下の表は、表示日現在の当行の国内貸出金ポートフォリオにおける不良債権残高の変動を示したものである。

（単位：百万人民元、％を除く。）
 残高  不良債権比率

2006年12月31日現在 846,382 27.08％

評価引下げ
(1) 46,815  

評価引上げ (17,443)  
回収 (53,872)  

移転
(2) (307)  

償却 (3,179)  
2007年12月31日現在 818,396 23.68％

評価引下げ
(1) 96,152  

評価引上げ (1,966)  
回収 (12,132)  

移転
(2) -   

償却 (2)  
改革関連の売却 (766,768)  
2008年12月31日現在 133,680 4.34％

評価引下げ
(1) 39,099  

評価引上げ (15,794)  

回収 (36,048)  

移転
(2) -   

償却 (1,014)  

2009年12月31日現在 119,923 2.92％
    
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　前事業年度に正常先または要注意先に分類された貸出金および当事業年度中に実行された貸出金の不良債権分類への評価

引下げを示している。

(2)　主に不良債権の担保権実行資産への移転である。

 

以下の表は、表示日現在の当行の国内貸出金ポートフォリオの移動率を示したものである。かかる移動率は、該当
するCBRCの要件に従って算出されている。

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

正常先および要注意先貸出
(1) 2.65％  3.35％  1.65％

正常先貸出
(2) 5.53％  12.67％  5.00％

要注意先貸出
(3) 9.66％  14.46％  6.51％

破綻懸念先貸出
(4) 36.56％  55.58％  39.33％

実質破綻先貸出
(5) 25.78％  15.93％  5.83％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　正常先または要注意先に分類された貸出のうち、その他の区分に引き下げられた貸出の移動率を示している。正常先および

要注意先貸出の移動率は、分数により示される。分子は、(ⅰ)事業年度の期首に正常先に分類された貸出のうち、同事業年度
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の期末に不良債権に引き下げられたものおよび(ⅱ)事業年度の期首に要注意先に分類された貸出のうち、同事業年度の期

末に不良債権に引き下げられたものの合計である。分母は、(ⅰ)事業年度の期首の正常先貸出残高と同貸出における同事業

年度中の減少額との差および(ⅱ)事業年度の期首の要注意先貸出残高と同貸出における同事業年度中の減少額との差の合

計である。

(2)　正常先に分類された貸出のうち、その他の区分に引き下げられた貸出の移動率を示している。正常先貸出の移動率は、分数に

より示される。分子は、事業年度の期首に正常先に分類された貸出のうち、同事業年度中に正常先よりも下の区分に引き下

げられたものの額である。分母は、事業年度の期首の正常先貸出残高と同貸出における同事業年度中の減少額の差である。

(3)　要注意先に分類された貸出のうち、その他の区分に引き下げられた貸出の移動率を示している。要注意先貸出の移動率は、分

数により示される。分子は、事業年度の期首に要注意先に分類された貸出のうち、同事業年度中に要注意先よりも下の区分

に引き下げられたものの額である。分母は、事業年度の期首の要注意先貸出残高と同貸出における同事業年度中の減少額の

差額である。

(4)　破綻懸念先に分類された貸出のうち、その他の区分に引き下げられた貸出の移動率を示している。破綻懸念先貸出の移動率

は、分数により示される。分子は、事業年度の期首に破綻懸念先に分類された貸出のうち、同事業年度中にその他の区分に引

き下げられたものの額である。分母は、事業年度の期首の破綻懸念先貸出残高と同貸出における同事業年度中の減少額の差

額である。

(5)　実質破綻先に分類された貸出のうち、その他の区分に引き下げられた貸出の移動率を示している。実質破綻先貸出の移動率

は、分数により示される。分子は、事業年度の期首に実質破綻先に分類された貸出のうち、同事業年度中にその他の区分に引

き下げられたものの額である。分母は、事業年度の期首の実質破綻先貸出残高と同貸出における同事業年度中の減少額の差

額である。

 

当行の法人向け貸出金および割引手形の資産の質の変化

以下の表は、表示日現在の当行の国内貸出金ポートフォリオにおける法人向け貸出金および割引手形の不良債権
残高の変動を示したものである。

（単位：百万人民元、％を除く。）
 残高  不良債権比率

2006年12月31日現在 777,691 31.58％

評価引下げ
(1) 37,584  

評価引上げ (16,803)  

取立 (45,591)  

移転
(2) (307)  

償却 (3,042)  

2007年12月31日現在 749,532 25.28％

評価引下げ
(1) 88,502  

評価引上げ (1,216)  

取立 (11,235)  

移転
(2) -   

償却 (2)  

改革関連の売却 (702,224)  

2008年12月31日現在 123,357 4.71％

評価引下げ
(1) 33,615  

評価引上げ (14,449)  

取立 (32,692)  

移転
(2) -   

償却 (980)  

2009年12月31日現在 108,851 3.28％
    
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　前事業年度に正常先または要注意先に分類された貸出金および当事業年度中に実行された貸出金の不良債権分類への評価

引下げを示している。

(2)　主に不良債権資産の担保権実行資産への移転である。

 

以下の表は、表示日現在の当行の国内における法人向け貸出金および割引手形の移動率を示したものである。かか
る移動率は、該当するCBRCの要件に従って算出されている。

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

正常先および要注意先貸出
(1) 2.49％  3.51％  1.66％

正常先貸出
(1) 4.92％  13.49％  5.30％

要注意先貸出
(1) 8.91％  14.47％  6.40％

破綻懸念先貸出
(1) 35.08％  56.71％  40.39％

実質破綻先貸出
(1) 23.96％  -  2.46％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　各数値の算出方法に関しては、「第二部-第３-７-（２）資産および負債-資産-当行の貸出金ポートフォリオの資産の質-当
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行の貸出金ポートフォリオの資産の質の変化」の移動率の表の注記を参照のこと。

 

当行の個人向け貸出金の資産の質の変化

以下の表は、表示日現在の当行の国内貸出金ポートフォリオにおける個人向け貸出金の不良債権残高の変動を示
したものである。

（単位：百万人民元、％を除く。）
 残高  不良債権比率

2006年12月31日現在 68,691 16.70％

評価引下げ
(1) 9,231  

評価引上げ (640)  

取立 (8,281)  

移転
(2) -   

償却 (137)  

2007年12月31日現在 68,864 14.02％

評価引下げ
(1) 7,650  

評価引上げ (750)  

取立 (897)  

移転
(2) -   

償却 -   

改革関連の売却 (64,544)  

2008年12月31日現在 10,323 2.22％

評価引下げ
(1) 5,484  

評価引上げ (1,345)  

取立 (3,356)  

移転
(2) -   

償却 (34)  

2009年12月31日現在 11,072 1.40％
    
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　前事業年度に正常先または要注意先に分類された貸出金および当事業年度中に実行された貸出金の不良債権分類への評価

引下げを示している。

(2)　主に不良債権資産の担保権実行資産への移転である。

 

以下の表は、表示日現在の当行の国内における個人向け貸出の移動率を示したものである。かかる移動率は、該当
するCBRCの要件に準じて算出され、当行が中国GAAPに準じて作成した財務書類に基づいている。

 12月31日に終了した事業年度

 2007年  2008年  2009年

正常先および要注意先貸出
(1) 3.80％  2.41％  1.58％

正常先貸出
(1) 9.32％  7.94％  3.22％

要注意先貸出
(1) 20.70％  14.35％  7.82％

破綻懸念先貸出
(1) 63.67％  40.86％  25.03％

実質破綻先貸出
(1) 77.67％  26.25％  52.28％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　各数値の算出方法に関しては、「第二部-第３-７-（２）資産および負債-資産-当行の貸出金ポートフォリオの資産の質-当

行の貸出金ポートフォリオの資産の質の変化」の移動率の表の注記を参照のこと。

 

不良債権の商品別内訳

以下の表は、表示日現在の商品別による当行の不良債権の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)

 2009年

 残高  

割合
（％）  

不良債権

比率
(2)

（％）  残高  

割合
（％）  

不良債権

比率
(2)

（％）  残高  

割合
（％）  

不良債権

比率
(2)

（％）

国内                  
　法人向け貸出金                  
　短期貸出金 484,388 59.2％ 33.66％ 48,850 36.4％ 4.39％ 46,329 38.6％ 3.74％

　中長期貸出金 264,770 32.3 20.03 74,436 55.5 5.97 62,456 51.9 3.61

　　小計 749,158 91.5 27.13 123,286 91.9 5.23 108,785 90.5 3.66

　割引手形                  
　銀行引受手形 95 0.0 0.05 71 0.1 0.03 40 0.0 0.01
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　企業引受手形 279 0.0 16.71 - -  -  26 0.0 0.07

　　小計 374 0.0 0.18 71 0.1 0.03 66 0.0 0.02

　個人向け貸出金                  
　住宅ローン 7,426 0.9 2.48 5,271 3.9 1.65 5,389 4.5 1.08
　個人事業ローン 9,837 1.2 10.61 3,171 2.4 4.04 3,426 2.8 3.23
　個人消費者
ローン 5,234 0.6 13.06 475 0.4 1.12 456 0.4 0.53

　クレジット
カード残高 462 0.1 10.46 187 0.1 2.37 282 0.2 2.00

　その他
(3) 45,905 5.6 83.35 1,219 0.9 7.46 1,519 1.3 1.77

　　小計 68,864 8.4 14.02 10,323 7.7 2.22 11,072 9.2 1.40

海外および

その他の業務
(4) 457 0.1 2.58 387 0.3 2.01 318 0.3 1.14

　不良債権総額 818,853 100.0％ 23.57％ 134,067 100.0％ 4.32％ 120,241 100.0％ 2.91％

                  
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　各区分の不良債権を同区分の貸出金総額で除して算出した。

(3)　主に農村世帯用貸出金により構成される。

(4)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客貸出により構成される。

 

当行の法人向け貸出金ポートフォリオにおける不良債権比率は、2008年12月31日現在の5.23％から2009年12月31
日現在には3.66％に低下した。これは主に、(ⅰ)信用エクスポージャー・リミットの導入ならびに一定の借入人およ
び業種に対するより積極的な融資事後管理を含む信用リスク管理方針および手続の強化、(ⅱ)顧客リストに基づく
管理の導入を含む法人顧客プロファイルの高度化への取組み、(ⅲ)不良債権の回収への一層の注力ならびに(ⅳ)当
行の法人向け貸出金ポートフォリオの全体的な成長の複合的な要因によるものであった。また、当行の法人向け貸出
金ポートフォリオにおける不良債権比率は、2007年12月31日現在の27.13％から2008年12月31日現在には5.23％に低
下した。これは主に、2008年度の改革関連の売却によるものであった。

当行の個人向け貸出金ポートフォリオにおける不良債権比率は、2008年12月31日現在は2.22％であったが、2009年
12月31日現在には1.40％に低下した。これは主に、(ⅰ)個人向け貸出に係る貸出事前審査および与信承認プロセス管
理の強化、(ⅱ)顧客の個人向け貸出の使用状況の厳重な監視(ⅲ)当行の個人向け貸出の担保の評価能力および管理
能力の強化を含むリスク管理を強化するための継続的な取組みならびに(ⅳ)当行の個人向け貸出金ポートフォリオ
の全体的な成長によるものであった。また、2007年12月31日現在の当行の個人向け貸出金ポートフォリオの不良債権
比率は14.02％であったが、2008年12月31日現在には2.22％に低下した。かかる減少は主に、改革関連の売却の影響に
よるものであった。

 

法人向け不良債権の業種別内訳

以下の表は、表示日現在の当行の法人向け不良債権の業種別による内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)

 2009年

 残高  

割合
（％）  

不良債権

比率
(2)

（％）  残高  

割合
（％）  

不良債権

比率
(2)

（％）  残高  

割合
（％）  

不良債権

比率
(2)

（％）

製造業                  

　鉄類の精錬
および圧延 6,862 0.9％ 7.66％ 1,078 0.9％ 1.01％ 1,273 1.2％ 1.03％

　化学物質および
化学製品 22,174 3.0 26.48 2,850 2.3 3.77 3,810 3.5 4.26

　繊維 25,074 3.3 32.49 3,449 2.9 6.55 3,196 2.9 5.57

　金属製品 13,392 1.8 22.75 1,533 1.2 2.97 1,821 1.7 3.03

　非鉄類の精錬
および圧延 9,195 1.2 20.95 978 0.8 2.50 1,212 1.1 2.32

　非金属鉱物製品 22,332 3.0 43.79 2,336 1.9 6.35 1,690 1.6 3.60

　通信機器、
コンピューター
およびその他の
電子機器 6,978 0.9 17.38 2,395 1.9 7.01 2,741 2.5 7.90

　食品加工 42,601 5.8 65.60 1,494 1.2 4.70 1,719 1.6 3.73

　多目的機械 7,673 1.0 22.66 958 0.8 3.02 813 0.7 2.19
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　電気機械および
電気機器 5,183 0.7 18.65 587 0.5 1.88 819 0.8 1.79

　紙および紙製品 9,583 1.3 29.00 2,029 1.6 6.93 2,096 1.9 6.97

　その他
(3) 122,512 16.4 35.85 12,953 10.5 5.34 13,255 12.2 5.03

　　小計 293,559 39.3 31.04 32,640 26.5 4.28 34,445 31.7 3.88

電力、ガスおよび
水道水の生産
および供給 26,531 3.5 7.77 21,866 17.7 5.71 16,062 14.8 3.90

不動産 35,920 4.8 10.35 20,362 16.5 6.06 14,816 13.6 3.47

運輸、物流および
郵便サービス 15,092 2.0 9.48 7,861 6.4 3.93 9,243 8.5 3.05

小売および卸売 159,107 21.2 51.94 9,091 7.4 5.50 10,412 9.6 4.58

治水、環境マネジ
メントおよび
公共事業管理 6,083 0.8 7.88 5,919 4.8 6.51 3,715 3.4 2.39

建設 13,049 1.7 16.02 3,932 3.2 4.77 2,761 2.5 2.77

鉱業 10,832 1.4 16.14 1,134 0.9 1.71 1,179 1.1 1.26

リースおよび
商業サービス 47,815 6.4 43.08 4,001 3.2 6.22 3,152 2.9 2.18

情報伝達、
コンピューター・
サービスおよび
ソフトウェア 4,146 0.6 13.48 1,043 0.8 2.74 551 0.5 1.95

その他
(4) 137,024 18.3 46.66 15,437 12.6 9.09 12,449 11.4 6.52

　法人向け
不良債権合計 749,158 100.0％ 27.13％ 123,286 100.0％ 5.23％ 108,785 100.0％ 3.66％

                  
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　各区分の不良債権を同区分の貸出金総額で除して算出した。

(3)　主に輸送機器、石油の加工、核燃料の粘結および加工、繊維、アパレル、履物ならびに帽子類により構成される。

(4)　主に教育、農業、林業、畜産業および水産業、ホテルならびにケータリングにより構成される。

 

2008年12月31日現在と2009年12月31日現在を比較すると、(ⅰ)電力、ガスおよび水道水の生産および供給、(ⅱ)不
動産ならびに(ⅲ)治水、環境マネジメントおよび公共事業管理等の業種の法人顧客に係る不良債権が最も大きく減
少した。電力、ガスおよび水道水の生産および供給の業種の顧客による不良債権は、2008年12月31日現在の219億人民
元から26.5％減少し、2009年12月31日現在、161億人民元であった。また、かかる業種の顧客貸出の不良債権比率は、
2008年12月31日現在の5.71％から2009年12月31日現在には3.90％に低下した。これは主に、かかる業種の一定の法人
顧客の業績が2008年度の四川大地震により悪影響を受け、その後改善したことによる。不動産業界の法人顧客の不良
債権は、2008年12月31日現在の204億人民元から27.2％減少し、2009年12月31日現在には148億人民元であった。不良
債権比率も、2008年12月31日現在の6.06％から2009年12月31日現在には3.47％に低下した。これは主に融資先の選別
基準の精緻化ならびに融資事後監視を含むリスク管理方針および手続の強化によるものである。当行はまた、金融危
機により影響を受けた業種の顧客への貸出のリスク管理にも重点を置いている。この結果、2008年12月31日現在と比
較して2009年12月31日現在には、当行の企業向け貸出金ポートフォリオに含まれるほとんどの業種において、不良債
権比率は減少した。

当行の業種別の法人向け貸出残高および不良債権比率の2007年12月31日現在から2008年12月31日現在の変化は、
主に当行の改革関連の売却によるものであった。

 

不良債権の地域別による内訳

以下の表は、表示日現在の地域別による当行の不良債権の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)

 2009年

 残高  

割合
（％）  

不良債権

比率
(2)

（％）  残高  

割合
（％）  

不良債権

比率
(2)

（％）  残高  

割合
（％）  

不良債権

比率
(2)

（％）

本店
(3) 4,873 0.6％ 4.53％ 2,128 1.6％ 1.51％ 2,127 1.8％ 1.74％

長江デルタ 52,097 6.4 6.21 22,198 16.6 2.48 22,194 18.5 1.93

珠江デルタ 86,039 10.5 18.58 14,557 10.9 3.25 14,888 12.4 2.43

環渤海 122,108 14.9 21.16 21,287 15.9 4.22 19,642 16.3 2.78
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中国中部 233,088 28.5 45.24 17,968 13.4 5.26 16,086 13.3 3.30

中国東北部 122,395 14.8 59.60 7,364 5.5 8.15 6,146 5.1 4.68

中国西部 197,796 24.2 26.40 48,178 35.8 7.32 38,840 32.3 4.31

海外およびその

他の業務
(4) 457 0.1 2.58 387 0.3 2.01 318 0.3 1.14

　不良債権総額 818,853 100.0％ 23.57％ 134,067 100.0％ 4.32％ 120,241 100.0％ 2.91％

                  
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　各地域の不良債権を同地域の貸出金総額で除して算出した。

(3)　主に当行の本店によって中国全地域の大企業の顧客に対して行われた貸出金、本店の割引手形部において計上された割引手

形および当行のクレジットカード・センターにおいて計上されたクレジットカード残高のうち、表示日現在に不良債権に

分類されたものにより構成される。

(4)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客貸出により構成される。

 

当行の中国東北部、中国西部および中国中部における顧客貸出の不良債権比率は、2008年12月31日現在にはそれぞ
れ8.15％、7.32％および5.26％であったが、2009年12月31日現在にはそれぞれ4.68％、4.31％および3.30％に減少し
た。これは主に(ⅰ)これらの地域における顧客貸出の全体的な成長（主として、これらの地域における経済発展を促
進させる中国政府の継続的な経済対策により増加した顧客の需要を満たすための、当行の当該地域に対する貸出を
拡大する取組みを反映している。）、(ⅱ)より厳格な顧客審査基準、業種別信用ガイドラインおよび与信承認管理の
実施を含む当行の信用リスク管理方針および手続を強化するための継続的な取組みならびに(ⅲ)比較的信用リスク
が低い貸出商品の拡大および重要な顧客に対する優先的な貸出の実施等の顧客構造および貸出構造の改善に向けた
当行の取組みの強化によるものである。

2007年12月31日から2008年12月31日までの当行の貸出金の残高の変化および不良債権比率の地域別内訳の変化
は、主に当行の改革関連の売却によるものである。

　　次へ
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不良債権の担保別内訳

以下の表は、表示日現在の担保種類別による当行の不良債権の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)

 2009年

 残高  

割合
（％）  

不良債権

比率
(2)

（％）  残高  

割合
（％）  

不良債権

比率
(2)

（％）  残高  

割合
（％）  

不良債権

比率
(2)

（％）

抵当権付貸出
(3)(4)307,292 37.5％ 22.70％ 66,392 49.5％ 5.59％ 61,378 51.0％ 3.93％

質権設定貸出
(3)(5)20,716 2.5 4.68 21,019 15.7 4.15 13,096 10.9 1.93

保証付貸出
(3) 234,956 28.7 23.91 43,689 32.6 6.67 41,066 34.2 3.73

無担保貸出 255,889 31.3 36.79 2,967 2.2 0.40 4,701 3.9 0.59

　不良債権総額 818,853 100.0％ 23.57％ 134,067 100.0％ 4.32％ 120,241 100.0％ 2.91％
                  
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　各区分の不良債権を同区分の貸出金総額で除して算出した。

(3)　各区分において、かかる区分の担保が全部または一部に付されている貸出金の総額を示している。

(4)　建物および設備、土地使用権、機械、機器ならびに車両等の特定の資産に関する非占有担保権を示す。

(5)　動産、預金証書、金融商品（割引手形を含む。）、知的財産権および将来のキャッシュ・フロー受領権等の特定の資産につき

占有の取得または登録により担保とする担保権を示す。

 

不良債権残高上位10位の借入人

以下の表は、表示日現在の当行の不良債権残高上位10位の借入人を示したものである。

  （単位：百万人民元、％を除く。）

  2009年12月31日現在

  業種  残高  区分  

不良債権総額
に対する割合
（％）  

規制資本に対
する割合

（％）
(1)

           

借入人A  不動産  2,000 実質破綻先  1.67％ 0.45％

借入人B  運輸、物流および郵便サービス  1,681 破綻懸念先  1.41 0.38

借入人C  製造業  1,170 破綻懸念先  0.97 0.27

借入人D  電力、ガスおよび水道水の生産および供給  940 破綻懸念先  0.78 0.21

借入人E  運輸、物流および郵便サービス  930 実質破綻先  0.77 0.21

借入人F  治水、環境マネジメントおよび公共事業管理  750 実質破綻先  0.62 0.17

借入人G  建設  630 破綻懸念先  0.52 0.14

借入人H  建設  600 破綻懸念先  0.50 0.14

借入人I  電力、ガスおよび水道水の生産および供給  532 実質破綻先  0.44 0.12

借入人J  小売および卸売  519 破綻懸念先  0.43 0.12

　合計    9,752   8.11％ 2.21％

           
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　新自己資本比率規則の要件に従い、中国GAAPによって作成された財務書類に基づいて算出された、貸出残高の当行の規制資

本に対する割合を示している。2009年12月31日現在の当行の規制資本の算出に関しては、「第二部-第３-７-（１）財務情

報-資本資源-自己資本比率」を参照のこと。
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貸出金の延滞期間

以下の表は、表示日現在の当行の貸出金の延滞期間を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)  2009年

 

残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）

国内            
通常貸出 2,653,286 76.5％  2,994,400 96.6％  4,032,435 97.4％

延滞貸出 803,183 23.0 86,525 2.8 77,828 1.9

　　1日-90日
(2)

46,771 1.3 40,315 1.3 20,349 0.5

　　91日-365日
(2)

42,716 1.2 30,991 1.0 16,290 0.4

　　1年超-3年 
(2)

119,488 3.4 14,590 0.5 40,119 1.0

　　3年超 
(2)

594,208 17.1 629 0.0 1,070 0.0

　小計 3,456,469 99.5 3,080,925 99.4 4,110,263 99.3

海外およびその他の

業務
(3)  

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 

通常貸出 17,324 0.5 18,921 0.6 27,602 0.7

延滞貸出 381 0.0 313 0.0 322 0.0

　　1日-90日
(2)

11 0.0 - -  68 0.0

　　91日-365日
(2)

99 0.0 - -  9 0.0

　　1年超-3年
(2)

78 0.0 164 0.0 114 0.0

　　3年超
(2)

193 0.0 149 0.0 131 0.0

　小計 17,705 0.5 19,234 0.6 27,924 0.7

　　顧客貸出金総額 3,474,174 100.0％  3,100,159 100.0％  4,138,187 100.0％

            
延滞日数91日以上の延
滞貸出 756,782   46,523   57,733  

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は、改革関連の売却の影響を反映している。

(2)　元本または利息の支払いが延滞している貸出金の元本額を示している。分割払いが可能な貸出金については、延滞部分があ

る場合には、かかる貸出金の総額が延滞貸出として分類されている。

(3)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客貸出により構成される。
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顧客に対する貸出金に係る減損損失引当金

当行では、IAS第39号に基づく減損の概念を用いて、貸出金の減損を評価し、減損損失引当金の水準を決定し、年度
内に行われた関連引当を認識する。「第二部-第３-７-（１）財務情報-重要な会計上の見積りおよび判断-貸出金に
係る減損損失」および「第二部-第６-１ 財務書類-A-VII.財務リスク管理-3.2 減損の評価」を参照のこと。

当行の連結貸借対照表上の貸出金は、減損損失引当金の控除後の純額で表示されている。当行では、法人向け貸出
金および割引手形により構成される個別に重要な貸出金については貸出金の当初計上後に、当該貸出金の将来の予
想キャッシュ・フローに影響する事由の発生により減損が生じた客観的な証拠がある場合、減損損失引当金を決定
するうえで個別評価を行っている。

減損損失引当金は、貸出金の薄価と推定回収額との差額として測定される。推定回収額は、担保の回収可能額等を
含む貸出金の将来の予想キャッシュ・フローの現在価値である。

減損の証拠が個別には特定されない個別に重要な貸出金は、正常先および要注意先に分類される貸出金で構成さ
れる。かかる貸出金は、減損損失引当金を決定する際に集合的に評価される。個別に重要でないとみなされる同類グ
ループの貸出金としては、個人向け貸出金がある。かかる貸出金もまた、減損損失引当金を決定する際に集合的に評
価される。集合的に評価される貸出金の減損損失引当金は、主に同様のポートフォリオの過去における損失の実績お
よび現在の経済状況に基づいて決定される。

債権の回収可能見積額の算出方法については、「第二部-第３-７-（１）財務情報-重要な会計上の見積りおよび
判断-貸出金に係る減損損失」および「第二部-第６-１ 財務書類-A-VI.注記10」を参照のこと。

 

減損損失引当金の貸出金区分別内訳

以下の表は、表示日現在の貸出金区分別による当行の減損損失引当金の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)

 2009年

 残高  

割合
（％）  

貸出金に

対する

引当率
(2)

（％）  残高  

割合
（％）  

貸出金に

対する

引当率
(2)

（％）  残高  

割合
（％）  

貸出金に

対する

引当率
(2)

（％）

正常先 24,718 3.3％ 1.04％ 24,822 29.1％ 0.97％ 55,648 43.9％ 1.51％

要注意先 8,785 1.1 3.27 12,993 15.3 3.27 10,409 8.2 3.20

破綻懸念先 13,326 1.7 25.96 17,525 20.5 20.12 13,419 10.6 25.52

実質破綻先 169,022 22.1 77.63 26,879 31.6 61.13 42,445 33.5 67.49

破綻先 549,131 71.8 99.88 2,956 3.5 98.70 4,771 3.8 100.00

　引当金合計 764,982 100.0％ 22.02％ 85,175 100.0％ 2.75％ 126,692 100.0％ 3.06％

                  
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は改革関連の売却による影響を反映している。

(2)　各区分の減損損失引当金を同区分の貸出金総額で除して算出した。
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以下の表は、表示日現在の事業分野別および貸出金区分別による当行の減損損失引当金の内訳を示したものであ
る。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)

 2009年

 残高  

割合
（％）  

貸出金に

対する

引当率
(2)

（％）  残高  

割合
（％）  

貸出金に

対する

引当率
(2)

（％）  残高  

割合
（％）  

貸出金に

対する

引当率
(2)

（％）

国内                  

　法人向け
貸出金                  

　正常先 18,250 2.4％ 1.03％  19,887 23.3％ 1.06％ 40,907 32.3％ 1.60％

　要注意先 7,290 1.0 2.97 11,938 14.0 3.25 9,766 7.7 3.28

　破綻懸念先 11,962 1.6 25.31 16,157 19.0 20.02 12,480 9.9 27.13

　実質破綻先 141,366 18.5 75.55 24,408 28.7 60.51 40,416 31.9 66.92

　破綻先 514,159 67.1 99.88 2,241 2.6 99.82 2,395 1.9 100.00

　　小計 693,027 90.6 25.10 74,631 87.6 3.16 105,964 83.7 3.57

　割引手形                  

　正常先 1,799 0.2 0.88 2,374 2.8 0.92 5,513 4.4 1.57

　要注意先 3 0.0 4.00 7 0.0 3.15 5 0.0 3.60

　破綻懸念先 - -  -  - -  -  7 0.0 15.91

　実質破綻先 183 0.0 71.48 12 0.0 66.67 15 0.0 78.95

　破綻先 117 0.0 100.00 4 0.0 100.00 3 0.0 100.00

　　小計 2,102 0.2 1.03 2,397 2.8 0.93 5,543 4.4 1.57

　個人向け
貸出金                  

　正常先 4,547 0.6 1.14 2,430 2.9 0.57 9,061 7.1 1.21

　要注意先 1,492 0.2 6.30 1,048 1.2 3.42 638 0.5 2.40

　破綻懸念先 1,266 0.2 32.35 1,316 1.5 20.94 917 0.7 14.14

　実質破綻先 27,442 3.6 90.54 2,361 2.8 67.55 1,994 1.6 81.02

　破綻先 34,641 4.5 100.00 542 0.6 100.00 2,128 1.7 100.00

　　小計 69,388 9.1 14.13 7,697 9.0 1.66 14,738 11.6 1.87

海外および

その他の業務
(3)                  

正常先 122 0.0 0.71 131 0.2 0.70 167 0.1 0.60

要注意先 - -  -  - -  -  - -  -

破綻懸念先 98 0.0 57.99 52 0.1 82.54 15 0.0 29.41

実質破綻先 31 0.0 93.94 98 0.1 81.67 20 0.0 90.91

破綻先 214 0.1 83.92 169 0.2 82.84 245 0.2 100.00

　　小計 465 0.1 2.63 450 0.6 2.34 447 0.3 1.60

　　引当金合計 764,982 100.0％ 22.02％ 85,175 100.0％ 2.75％ 126,692 100.0％ 3.06％

                  
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は改革関連の売却による影響を反映している。

(2)　各区分の減損損失引当金を同区分の貸出金総額で除して算出した。

(3)　当行の海外支店および中国内外の当行の子会社における顧客貸出金により構成される。
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減損損失引当金の変化

当行は、損益計算書において顧客貸出金に係る減損損失引当金繰入額の純額を報告する。「第二部-第３-７-
（１）財務情報-2007年12月31日、2008年12月31日および2009年12月31日に終了した各事業年度の経営成績-減損損
失引当金繰入額」を参照のこと。

以下の表は、表示事業年度の顧客貸出金に係る減損損失引当金の増減を示している。

 （単位：百万人民元）

 12月31日現在および
12月31日に終了した年度

2006年12月31日現在 754,676

当年度引当金繰入額
(1) 21,115

償却 (3,464)

過年度に償却した貸出金の取立額 21

割引の振戻し
(2) (5,957)

移転
(3) (274)

為替差損益 (1,135)

2007年12月31日現在 764,982

当年度引当金繰入額
(1) 39,858

償却 (29)

過年度に償却した貸出金の取立額 22

割引の振戻し
(2) (2,060)

不良債権売却に係る取崩
(4) (717,531)

移転
(3) (7)

為替差損益 (60)

2008年12月31日現在 85,175

当年度引当金繰入額
(1) 44,289

償却 (1,070)

過年度に償却した貸出金の取立額 26

割引の振戻し
(2) (1,724)

為替差損益 (4)

2009年12月31日現在 126,692

  
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　減損損失引当金繰入額の総額（貸倒引当金への追加）から貸倒引当金戻入額（貸倒引当金の取崩）を控除したものに相当

する。

(2)　時間の経過に伴う現在価値の増大によって生じた貸倒貸出金に係る受取利息に相当する。

(3)　貸出金の担保権実行資産への移転によって生じた貸倒引当金からの振替に相当する。

(4)　減損損失引当金の取崩額は当行の資本準備金に組み入れられた。
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減損損失引当金の評価方法別内訳

以下の表は、表示日現在の評価方法別による当行の顧客貸出金に係る減損損失引当金の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)

 2009年

 残高  

貸出金に対する

引当率
(2)
（％） 残高  

貸出金に対する

引当率
(2)
（％） 残高  

貸出金に対する

引当率
(2)
（％）

集合評価 96,852 3.56％ 42,034 1.41％ 71,096 1.76％

個別評価 668,130 89.09 43,141 34.86 55,596 50.93

　引当金合計 764,982 22.02％ 85,175 2.75％ 126,692 3.06％

            

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は改革関連の売却による影響を反映している。

(2)　各区分の減損損失引当金を同区分の貸出金総額で除して算出した。

 

減損損失引当金の商品別内訳

以下の表は、表示日現在の商品別による当行の顧客貸出金に係る減損損失引当金の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)

 2009年

 残高  

割合
（％）  

不良債権

に対する

引当率
(2)
 残高  

割合
（％）  

不良債権

に対する

引当率
(2)
 残高  

割合
（％）  

不良債権

に対する

引当率
(2)

国内                  

　法人向け
貸出金                  

　短期貸出金 455,316 59.5％ 94.00％ 34,681 40.7％ 70.99％ 47,573 37.6％ 102.69％

　中長期貸出金 237,711 31.1 89.78 39,950 46.9 53.67 58,391 46.1 93.49

　　小計 693,027 90.6 92.51 74,631 87.6 60.53 105,964 83.7 97.41

　割引手形                  

　銀行引受手形 1,858 0.2 1,955.79 2,371 2.8 3,339.44 5,066 4.0 12,665.00

　企業引受手形 244 0.0 87.46 26 0.0 -  477 0.4 1,834.62

　　小計 2,102 0.2 562.03 2,397 2.8 3,376.06 5,543 4.4 8,398.48

　個人向け
貸出金                  

　住宅ローン 6,907 0.9 93.01 2,997 3.5 56.86 3,591 2.8 66.64

　個人事業ローン 10,209 1.3 103.78 2,677 3.1 84.42 2,998 2.4 87.51
　個人消費者
ローン 5,917 0.8 113.05 355 0.4 74.74 457 0.4 100.22

　クレジット
カード残高 446 0.1 96.54 249 0.3 133.16 366 0.3 129.79

　その他
(3) 45,909 6.0 100.01 1,419 1.7 116.41 7,326 5.7 482.29

　　小計 69,388 9.1 100.76 7,697 9.0 74.56 14,738 11.6 133.11

海外および

その他の業務
(4) 465 0.1 101.75 450 0.6 116.28 447 0.3 140.57

　引当金合計 764,982 100.0％ 93.42％ 85,175 100.0％ 63.53％ 126,692 100.0％ 105.37％

                  
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は改革関連の売却による影響を反映している。

(2)　各区分の減損損失引当金を同区分の不良債権の総額で除して算出した。

(3)　主に農村世帯用貸出金により構成される。

(4)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客貸出金により構成される。
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法人向け貸出金に係る減損損失引当金の業種別内訳

以下の表は、表示日現在の法人向け貸出金に係る減損損失引当金の内訳を業種別に示している。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)

 2009年

 残高  

割合
（％）  

不良債権

に対する

引当率
(2)
 残高  

割合
（％）  

不良債権

に対する

引当率
(2)
 残高  

割合
（％）  

不良債権

に対する

引当率
(2)

製造業                  

　鉄類の精錬および
圧延 7,496 1.1％ 109.24％ 1,796 2.5％ 166.60％ 2,550 2.5％ 200.31％

　化学物質および
化学製品 21,215 3.0 95.68 2,407 3.3 84.46 3,155 3.1 82.81

　繊維 23,579 3.3 94.04 1,820 2.5 52.77 2,829 2.8 88.52

　金属製品 12,379 1.8 92.44 1,204 1.7 78.54 1,956 1.8 107.41
　非鉄類の精錬および圧
延 8,736 1.3 95.01 1,046 1.4 106.95 1,595 1.5 131.60

　非金属鉱物製品 20,379 2.9 91.25 1,428 1.9 61.13 1,732 1.6 102.49
　通信機器、コンピュー
ターおよびその他の電
子機器 6,049 0.9 86.69 1,505 2.0 62.84 2,261 2.1 82.49

　食品加工 40,864 5.9 95.92 1,234 1.7 82.60 1,799 1.7 104.65

　多目的機械 7,102 1.0 92.56 631 0.8 65.87 989 0.9 121.65
　電気機械および
電気機器 4,852 0.7 93.61 456 0.6 77.68 1,105 1.0 134.92

　紙および紙製品 9,106 1.3 95.02 1,153 1.5 56.83 1,823 1.7 86.98

　その他
(3) 112,687 16.3 91.98 8,723 11.5 67.34 12,342 11.5 93.11

　　　小計 274,444 39.5 93.49 23,403 31.4 71.70 34,136 32.2 99.10

電力、ガスおよび水道水
の生産および供給 23,382 3.4 88.13 11,589 15.5 53.00 14,318 13.5 89.14

不動産 30,258 4.4 84.24 9,427 12.6 46.30 13,735 13.0 92.70
運輸、物流および
郵便サービス 13,083 1.9 86.69 5,897 7.9 75.02 9,639 9.1 104.28

小売および卸売 151,948 21.9 95.50 5,856 7.8 64.42 9,783 9.2 93.96
治水、環境マネジメント
および
公共事業管理 5,244 0.8 86.21 2,563 3.4 43.30 4,922 4.6 132.49

建設 12,412 1.8 95.12 2,538 3.4 64.55 2,768 2.6 100.25

鉱業 11,090 1.6 102.38 1,334 1.8 117.64 2,045 1.9 173.45
リースおよび
商業サービス 43,490 6.3 90.95 2,417 3.2 60.41 3,891 3.7 123.45
通信、コンピューター・
サービスおよびソフト
ウェア 3,732 0.5 90.01 954 1.3 91.47 732 0.7 132.85

その他
(4) 123,944 17.9 90.45 8,653 11.7 56.05 9,995 9.5 80.29

　法人向け貸出金に係る
引当金合計 693,027 100.0％ 92.51％ 74,631 100.0％ 60.53％ 105,964 100.0％ 97.41％

                  
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は改革関連の売却による影響を反映している。

(2)　各区分の減損損失引当金を同区分の不良債権の総額で除して算出した。

(3)　主に輸送設備、石油の加工、核燃料の粘結および加工、繊維、服飾、履物ならびに帽子により構成される。

(4)　主に教育、農業、林業、畜産業、漁業、ホテルおよびケータリングにより構成される。

 

減損損失引当金の地域別内訳
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以下の表は、表示日現在の地域別による当行の減損損失引当金の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年
(1)

 2009年

 残高  

割合
（％）  

不良債権

に対する

引当率
(2)
 残高  

割合
（％）  

不良債権

に対する

引当率
(2)
 残高  

割合
（％）  

不良債権

に対する

引当率
(2)

本店
(3) 3,934 0.5％ 80.73％ 2,077 2.4％ 97.60％ 2,724 2.2％ 128.07％

長江デルタ 46,317 6.1 88.91 11,780 13.8 53.07 25,964 20.5 116.99

珠江デルタ 78,043 10.2 90.71 11,887 14.0 81.66 19,161 15.1 128.70

環渤海 117,016 15.3 95.83 14,824 17.4 69.64 19,286 15.2 98.19

中国中部 222,733 29.1 95.56 12,442 14.6 69.25 16,245 12.8 100.99

中国東北部 114,262 14.9 93.36 6,083 7.1 82.60 7,898 6.2 128.51

中国西部 182,212 23.8 92.12 25,632 30.2 53.20 34,967 27.6 90.03
海外および

その他の業務
(4) 465 0.1 101.75 450 0.5 116.28 447 0.4 140.57

　引当金合計 764,982 100.0％ 93.42％ 85,175 100.0％ 63.53％ 126,692 100.0％ 105.37％

                  
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　2008年12月31日現在の残高は改革関連の売却による影響を反映している。

(2)　各地域の減損損失引当金を同地域の不良債権の総額で除して算出した。

(3)　主に本店によって中国全地域の融資先に対して行われた貸出金、本店の割引手形部門の割引手形および当行のクレジット

カード・センターで記帳されたクレジットカード残高に係る減損損失引当金により構成される。

(4)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客貸出金に係る減損損失引当金により構成される。
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投資有価証券およびその他の金融資産

当行の投資有価証券およびその他の金融資産は、当行の資産の2番目に大きな比重を占めている。2009年12月31日、
2008年12月31日および2007年12月31日現在、投資有価証券およびその他の金融資産の総資産に占める比率は、それぞ
れ29.5％、32.9％および24.7％であった。

本「第二部-第３-７-（２）資産および負債」において、当行は投資有価証券およびその他の金融資産を、(ⅰ)債
務証券、(ⅱ）持分金融商品および(ⅲ)その他に分類している。以下の表は、表示日現在の当行の投資有価証券および
その他の金融資産の区分を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 残高  割合(％)  残高  割合(％)  残高  割合(％)

債務証券
(1)            

　改革関連
(2) 93,300 7.1％ 758,393 32.9％ 728,839 27.8％

　非改革関連 1,212,331 92.6 1,542,416 66.8 1,833,221 70.1

　　小計 1,305,631 99.7 2,300,809 99.7 2,562,060 97.9

持分金融商品 1,257 0.1 558 0.0 487 0.0

その他
(3) 2,219 0.2 7,710 0.3 54,125 2.1

　投資有価証券および
その他の金融資産
合計 1,309,107 100.0％ 2,309,077 100.0％ 2,616,672 100.0％

            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　当行の財務書類内でトレーディング目的保有債務証券、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された債務証

券、売却可能債務証券、満期保有投資および当行の財務書類内で債権として計上されている債務証券により構成される。

(2)　主に「債権」として計上される債務証券により構成される。債権は、(ⅰ)当行の財務改革関連の売却に関連してMOFから付与

された債権（2008年1月1日以降に利息が発生する。）および(ⅱ)1998年の中国政府による資本再構成プログラムの一環と

してMOFにより発行された中国特別国債を含む。当該中国特別国債は、当行の財務改革の一環として、2008年12月1日を発効

日として年率7.2％から2.25％に引き下げられた。

(3)　主に当行の一定のウェルス・マネジメント製品を支援するため購入された信託会社発行の信用手形により構成される。

 

2009年12月31日現在の当行の投資有価証券およびその他の金融資産は総額26,167億人民元であり、2008年12月31
日現在の23,091億人民元から13.3％増加した。これは主に、当行による債務証券の購入によるものであった。2008年
12月31日現在の投資有価証券およびその他の金融資産は23,091億人民元であり、2007年12月31日現在の13,091億人
民元から76.4％増加したが、これは主に、当行の財務改革関連の不良資産の売却の対価としてMOFからの債権を計上
したことのほか、当行の債務証券の保有が増加したことによるものであった。「第二部-第２-２ 沿革-財務改革」を
参照のこと。

 

債務証券

債務証券は、当行の投資有価証券およびその他の金融資産の最も大きな比重を占めている。当行は保有債務証券を
改革関連債務証券と非改革関連債務証券とに分類している。

 

改革関連債務証券

当行の改革関連債務証券は、主に「債権」として計上される債務証券により構成される。債権は、(ⅰ)当行の財務
改革関連の処理に関連してMOFから付与された債権（2008年1月1日以降の年率は3.3％である。）および(ⅱ)1998年
中国政府により行われた資本再構成プログラムの一環としてMOFにより発行された30年満期の中国特別国債を含む。
当該中国特別国債は、当行の財務改革の一環として、2008年12月1日を発効日として年率7.2％から年率2.25％に引き
下げられた。以下の表は、表示日現在の当行の改革関連債務証券の構成を示したものである。
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 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 残高  割合(％)  残高  割合(％)  残高  割合(％)

MOFに対する債権 - -％ 665,093 87.7％ 635,539 87.2％

中国特別国債 93,300 100.0 93,300 12.3 93,300 12.8

　改革関連
債務証券合計 93,300 100.0％ 758,393 100.0％ 728,839 100.0％

            

 

当行の財務改革関連の不良債権処理およびその他の特定の資産処理に関連して、当行は、2008年にMOFに対する
6,651億人民元の特別債権を計上した。MOFに対する債権の残高に対し、2008年1月1日以降、年率3.3％で利息が発生す
る。「第二部-第２-２ 沿革-財務改革-不良債権および減損したその他の資産の売却」および「第二部-第３-
７-（１）財務情報-当行の改革による財務的影響」を参照のこと。2009年12月31日におけるMOFに対する債権の残高
は6,355億人民元であった。

1998年、四大商業銀行の自己資本を改善させる中国政府の取組みの一環として、MOFは元本総額933億人民元の30年
物の中国特別国債を当行に対し発行し、その手取金を当行への資本拠出として使用した。当該国債の2008年12月1日
より前の年率は7.2％であった。当該債券の発行日から2008年11月30日まで、当行はMOFに対して当該国債から生じた
利息と同額の支払いを年ごとに行うことが義務付けられていた。したがって、年ごとの支払いによって当該中国特別
国債の利息は完全に相殺され、当行とMOFとの間に現金決済は発生しなかった。当行の財務改革の一環として、2008年
12月1日を発効日とし、MOFへの特別支払額に基づく当行の義務は終了し、MOFは当該国債について軽減された年率
2.25％の利息を支払うこととなった。「第二部-第２-２ 沿革-財務改革」を参照のこと。

 

非改革関連債務証券

当行の非改革関連債務証券は、主に政府、中央銀行、政策銀行、その他の銀行および金融機関ならびに企業により発
行された上場債務証券および非上場債務証券により構成されている。2009年12月31日、2008年12月31日および2007年
12月31日現在、非改革関連債務証券が当行の投資有価証券およびその他の金融資産ポートフォリオに占める比率は、
それぞれ70.1％、66.8％および92.6％であった。以下の表は、表示日現在の発行者の種類別による当行の非改革関連
債務証券の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 残高  割合(％)  残高  割合(％)  残高  割合(％)

国債 374,323 30.9％ 486,457 31.5％ 535,291 29.2％

中国人民銀行手形 401,756 33.1 578,927 37.5 648,413 35.4
中国の政策銀行によ
り発行された債券 315,807 26.0 366,868 23.8 408,363 22.3
その他の銀行および
金融機関により発行
された債券 66,358 5.6 53,520 3.5 81,049 4.4
公共機関および準政
府機関により発行さ
れた債券 34,277 2.8 22,503 1.5 40,302 2.2

社債
(1) 19,810 1.6 34,141 2.2 119,803 6.5

　非改革関連
債務証券合計 1,212,331 100.0％ 1,542,416 100.0％ 1,833,221 100.0％

            

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　主に、比較的高格付け（中国の格付機関による。）の中国の大企業により発行された社債により構成される。

 

2009年12月31日現在の当行の非改革関連債務証券は18,332億人民元で、2008年12月31日現在の15,424億人民元か
ら18.9％増加し、これは、2007年12月31日現在の12,123億人民元から27.2％増加している。国債、中国人民銀行手形、
中国の政策銀行により発行された債券は、当行の非改革関連債務証券ポートフォリオの三大構成要素であり、2009年
12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日現在、当該ポートフォリオに占める比率は、総計でそれぞれ86.9％、
92.8％および90.0％であった。

2009年12月31日現在の当行の非改革関連債務証券に占める社債の割合は6.5％で、2008年12月31日現在の2.2％お
よび2007年12月31日現在の1.6％から増加したが、これは主に、より高い利回りを追及した投資ポートフォリオの改
善のために、当行の高格付けの債務証券の保有を増加させたことによるものであった。
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顧客預金の増加および当行による財務改革の効果が反映されて、2007年12月31日現在から2008年12月31日現在ま
での間、中国人民銀行手形、中国の政策銀行により発行された債券および国債が、それぞれ44.1％、16.2％およ
び30.0％増加したことによるものであった。かかる増加は、金融危機の間当行の投資価値を維持するために行った合
衆国その他の国の国債に対する投資の増加を反映したものであった。

 

以下の表は、表示日現在の当行の非改革関連債務証券を発行者の居住地別に示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 残高  割合（％）  残高  割合（％）  残高  割合（％）

中国 1,115,520 92.0％  1,409,283 91.4％  1,753,253 95.6％

中国国外 96,811 8.0 133,133 8.6 79,968 4.4

　非改革関連債務証
券合計 1,212,331

 
100.0％

 
1,542,416

 
100.0％

 
1,833,221

 
100.0％

            

 

中国の発行者により発行された債務証券は、当行の非改革関連債務証券の大部分を構成しており、当行の非改革関
連債務証券に占める割合は、2009年12月31日現在、2008年12月31日現在および2007年12月31日現在において90％を上
回っている。

以下の表は、表示日現在の当行の非改革関連債務証券を通貨別に示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 残高  割合（％）  残高  割合（％）  残高  割合（％）

人民元建て 1,113,911 91.9％  1,407,648 91.3％  1,748,548 95.4％
米ドル建て 90,770 7.5 128,151 8.3 76,120 4.1

その他外貨建て 7,650 0.6 6,617 0.4 8,553 0.5

　非改革関連債務証
券合計 1,212,331

 
100.0％

 
1,542,416

 
100.0％

 
1,833,221

 
100.0％

            

 

当行の外貨建債務証券は、2008年12月31日現在の1,348億人民元から37.2％減少し、2009年12月31日現在、847億人
民元であったが、これは主に(ⅰ)当行の外貨建非改革関連債務証券の市場価格が上昇したため、かかる債務証券の一
部を売却したことおよび(ⅱ)当行の為替リスク・エクスポージャーを削減するために、当行の外貨建債務証券の額
を緊密に監視したことによるものであった。

当行の外貨建債務証券は、2007年12月31日現在の984億人民元から36.9％増加し、2008年12月31日現在、1,348億人
民元であったが、これは主に、匯金公司からの資本拠出により外貨建ての資金が増加したことを受けた国債および外
国金融機関により発行されたコマーシャル・ペーパーへの投資によるものであった。2008年12月31日現在の当行の
外貨建債務証券の残高には、世界的な金融危機および外貨建債務証券の公正価値の著しい下落を踏まえた引当方針
に関する保守的なアプローチの導入によりもたらされた減損損失引当金の増加も反映されている。
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以下の表は、表示日現在の当行の非改革関連債務証券の残高を残存期間別に示したものである。

 （単位：百万人民元）
 2009年12月31日現在

 

期限
超過  

3ヶ月
未満  

3ヶ月以上
1年以下  

1年超
5年以下  5年超  合計

国債 -  28,191 84,834 248,746 173,520 535,291
中国人民銀行手形 -  280,000 259,296 109,117 -  648,413
中国の政策銀行により
発行された債券 -

 
12,272

 
43,595

 
251,571

 
100,925

 
408,363

その他銀行および金融
機関により発行された
債券 -

 

1,916

 

2,665

 

37,439

 

39,029

 

81,049
公共機関および準政府
機関により発行された
債券 -

 

6,449

 

264

 

12,207

 

21,382

 

40,302

社債
(1) 7 1,497 32,767 61,965 23,567 119,803

　非改革関連債務証券
合計 7

 
330,325

 
423,421

 
721,045

 
358,423

 
1,833,221

            
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　主に、比較的高格付け（中国の格付機関による。）の中国の大企業により発行された社債により構成される。

 

以下の表は、表示日現在の当行の非改革関連債務証券の固定金利および変動金利別の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 残高  割合（％）  残高  割合（％）  残高  割合（％）

固定金利 1,009,076 83.2％  1,337,087 86.7％  1,597,889 87.2％

変動金利 203,255 16.8 205,329 13.3 235,332 12.8

　非改革関連債務証
券合計 1,212,331

 
100.0％

 
1,542,416

 
100.0％

 
1,833,221

 
100.0％

            

 

持分金融商品

当行の持分金融商品は、主に当行により過去に取得された株式持分で構成されている。持分金融商品は、2008年12
月31日現在の558百万人民元から12.7％減少し、2009年12月31日現在、487百万人民元であり、これは主にかかる金融
持分商品の価値を実現することを目的とした処分に向けた継続的な取組みによるものであった。持分金融商品は、
2007年12月31日現在の1,257百万人民元から55.6％減少し、2008年12月31日現在、558百万人民元であり、これは主に
改革関連の売却によるものであった。

 

投資目的による投資有価証券およびその他の金融資産

当行の投資有価証券およびその他の金融資産は、主にかかる資産に関する当行の意図および改定されたIAS第39号
の規定に従い、(ⅰ)純損益を通じて公正価値で測定する金融資産、(ⅱ)売却可能金融資産、(ⅲ)満期保有投資および
(ⅳ)債権に分類されている。純損益を通じて公正価値で測定する金融資産とは、(ⅰ)売買目的で保有している金融資
産および(ⅱ)IAS第39号の下で適用可能な公正価値オプションに従って最初に認識した際に公正価値で計上するよ
う指定した金融資産である。満期保有投資とは、支払額が固定しているかまたは決定可能であると共に、満期日が固
定されており、当行が満期日まで保有することを意図し、またそれが可能な非デリバティブ投資である。債権とは、支
払額が固定しているかまたは決定可能な非デリバティブ投資であり、活発な市場で相場が付けられていないかまた
は活発な取引が行われていないものを指す。売却可能金融資産とは、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産、
債権または満期保有投資として指定または分類されない非デリバティブ金融資産である。
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以下の表は、表示日現在の当行の投資有価証券およびその他の金融資産の区分を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 残高  割合（％）  残高  割合（％）  残高  割合（％）

純損益を通じて公正価
値で測定する金融資産 17,205

 
1.3％

 
40,017

 
1.7％

 
112,176

 
4.3％

売却可能金融資産 529,343 40.4 800,205 34.6 730,382 27.9
満期保有金融資産 532,816 40.7 576,323 25.0 883,915 33.8

債権 229,743 17.6 892,532 38.7 890,199 34.0

　合計 1,309,107 100.0％  2,309,077 100.0％  2,616,672 100.0％

            

 

当行の純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、2008年12月31日現在の400億人民元から約3倍に増加し、
2009年12月31日現在、1,122億人民元であり、これは主に当行のウェルス・マネジメント商品に関する販売努力が強
化され、その売上収益が純損益を通じて公正価値で測定する金融資産に投資されたことによるものであった。当行の
売却可能金融資産は、2008年12月31日現在の8,002億人民元から8.7％減少し、2009年12月31日現在、7,304億人民元と
なり、また、当行の満期保有金融資産は、2008年12月31日現在の5,763億人民元から53.4％増加して8,839億人民元と
なり、これは主に金利動向の市場予測を反映して金利リスクを軽減するよう当行の投資ポートフォリオを調整した
結果によるものであった。当行の債権は、2009年12月31日現在、わずかに減少して8,902億人民元であった。2008年12
月31日現在の当行のポートフォリオに占める債権の割合は、2007年12月31日現在の17.6％から著しく増加して
38.7％であり、これは主に当行の財務改革に関連したMOFに対する6,651億人民元の債権によるものであった。

 

簿価および公正価値

売却可能投資有価証券として分類される投資有価証券および純損益を通じて公正価値で測定する金融資産は、す
べて公正価値で計上されている。以下の表は、表示日現在の当行の投資ポートフォリオにおける債権および満期保有
有価証券の簿価および公正価値を示したものである。

 （単位：百万人民元）
 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 簿価  

公正
価値  簿価  

公正
価値  簿価  

公正
価値

債権 229,743 226,929 892,532 896,889 890,199 891,458
満期保有有価証券 532,816 543,994 576,323 608,739 883,915 894,861

 

投資の集中

以下の表は、表示日現在の、簿価が当行の株主資本の10.0％を上回る当行の投資有価証券およびその他の金融資産
を示したものである。

 （単位:百万人民元、％を除く。）
 2009年12月31日現在

 簿価  

投資有価証券およ
びその他の金融資
産合計に対する割
合（％）  

株主資本合計に
対する割合

（％）
(1)

 

市場価格／
公正価値

        
MOF 1,210,108 46.3％  353.0％  1,216,287
中国人民銀行 648,413 24.8 189.1 652,001

中国国家開発銀行
(2) 246,978 9.4 72.0 249,703

中国農業発展銀行
(3) 102,671 3.9 29.9 103,204

中国輸出入銀行
(3) 58,714 2.2 17.1 58,825

　合計 2,266,884 86.6％  661.1％  2,280,020
        
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　株主資本総額の算出については、「第二部-第３-７-（１）財務情報-資本資源-株主持分」を参照のこと。

(2)　MOF（51.3％）および匯金公司（48.7％）により所有される。

(3)　中国政府に完全所有される政策銀行である。

 

金融機関により発行された債券

当行の投資ポートフォリオにおいて金融機関により発行された債券は、主に中国の政策銀行、商業銀行およびその
他の金融機関により発行された債券で構成されている。2009年12月31日現在、当行は金融機関により発行された債券
を総額4,894億人民元保有しており、このうち4,084億人民元は政策銀行により発行された債券であり、810億人民元
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は商業銀行およびその他の金融機関により発行された債券であった。当行の投資ポートフォリオにおける金融機関
により発行された債券の大部分は、中国の政策銀行により発行された債券で構成されている。以下の表は、表示日現
在の、金融機関により発行された債券の上位10位を示したものである。

 2009年12月31日現在

 

元本総額
（百万人民元）  年間利率  満期日  引当金

2006年政策銀行債券 9,250 3.00％  2011年10月18日  -
2008年政策銀行債券 7,660 4.83％  2015年3月4日  -
2004年政策銀行債券 7,380 1年定期預金利率＋0.76％ 2014年3月5日  -
1999年政策銀行債券 6,290 1年定期預金利率＋0.999％ 2010年1月15日  -
2007年政策銀行債券 6,120 4.13％  2017年8月20日  -
2005年政策銀行債券 5,965 1年定期預金利率＋0.72％ 2015年4月27日  -
2007年政策銀行債券 5,615 4.35％  2014年8月30日  -
2004年政策銀行債券 5,570 1年定期預金利率＋1.53％ 2011年6月1日  -
2007年政策銀行債券 5,280 1年定期預金利率＋0.61％ 2013年2月19日  -
2007年政策銀行債券 5,090 4.94％  2014年12月20日  -

 

資産のその他の内訳

当行の資産のその他の内訳は主に、(ⅰ)現金および中央銀行預け金、(ⅱ)銀行およびその他の金融機関への預け
金、(ⅲ)銀行およびその他の金融機関への貸出金ならびに(ⅳ)売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産で構成
されている。

現金および中央銀行預け金は、主に、現金、法定預金準備金および剰余預金準備金で構成されている。法定預金準備
金は、中国人民銀行に維持しなくてはならない最低水準の現金預金である。かかる最低水準は、顧客預金に対する一
定の割合として決定される。剰余預金準備金とは、中国人民銀行への預け金で、決済用および清算用に維持している
法定預金準備金の余剰分である。2009年12月31日現在の当行の現金および中央銀行預け金は15,178億人民元で、2008
年12月31日現在の11,459億人民元から32.5％増加し、これは2007年12月31日現在の9,370億人民元から22.3％増加し
た。かかる全般的な増加は、主に顧客預金の増加と中国人民銀行による最低預金準備率の連続的な引上げに伴って、
法定預金準備金が増加したことによるものである。

銀行およびその他の金融機関に対する預け金は、主に、当行が、その他の銀行および金融機関に対して、決済および
清算の目的で維持している勘定ならびにその他の銀行との譲渡性預金で構成される。2009年12月31日現在の減損損
失引当金控除後の銀行およびその他の金融機関への預け金は、2008年12月31日現在の627億人民元から1.6％わずか
に減少して617億人民元となった。2008年12月31日現在の減損損失引当金控除後の銀行およびその他の金融機関への
預け金は、主に匯金公司による資本拠出の結果、当行のその他の銀行および金融機関への外貨預金が増加したことに
より、2007年12月31日現在の164億人民元から著しく増加して627億人民元となった。

銀行およびその他の金融機関への貸出金は、主に、銀行間貸出で構成される。当行の2009年12月31日現在の減損損
失引当金控除後の銀行およびその他の金融機関への貸出金は、主に外資系銀行および中国の銀行の海外支店への貸
出金が増加したことにより、2008年12月31日現在の445億人民元から11.1％増加して494億人民元となった。2008年12
月31日現在の減損損失引当金控除後の銀行およびその他の金融機関への貸出金は、主により高利回りの貸出および
投資への資金配分が増加したことにより、2007年12月31日現在の525億人民元から15.3％減少して445億人民元と
なった。

2009年12月31日現在の売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産は4,211億人民元で、2008年12月31日現在の
2,464億人民元から70.9％増加した。これは主に、比較的高い収益を得るために当行が中国人民銀行との間で締結し
た売戻し条件付契約に基づき保有する中国国債および中国特別国債が増加したことによるものであった。2008年12
月31日現在の売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産は2,464億人民元で、2007年12月31日現在の1,448億人民
元から70.1％増加した。これは主に、当行の上昇した流動性を反映して、当行がその他の銀行および金融機関との間
で締結した売戻し条件付契約が増加したことによるものであった。

 

負債および資金源

2009年12月31日現在の当行の負債総額は85,397億人民元で、2008年12月31日現在の67,238億人民元から27.0％増
加し、2008年12月31日には2007年12月31日現在の60,331億人民元から11.4％増加していた。顧客預金は、従来から当
行の主な資金源となっており、当行の負債総額に占める比率は、2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月
31日現在、それぞれ87.8％、90.7％および87.6％であった。

以下の表は、表示日現在の当行の負債総額の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）

顧客預金 5,287,194 87.6％  6,097,428 90.7％  7,497,618 87.8％
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銀行およびその他の金融
機関からの預り金 296,618 4.9 289,772 4.3 573,949 6.7
銀行およびその他の金融
機関からの借入金 30,375 0.5 34,131 0.5 26,312 0.3
買戻し条件付契約に基づ
いて売却した金融資産 73,391 1.2 35,090 0.5 100,812 1.2
発行債務証券            
劣後債 -  -  -  -  49,955 0.6
預金証書 4,154 0.1 5,150 0.1 5,224 0.1
小計 4,154 0.1 5,150 0.1 55,179 0.7

中央銀行からの借入金 150,867 2.5 314 0.0 58 0.0

その他の負債
(1) 190,512 3.2 261,925 3.9 285,735 3.3

負債合計 6,033,111 100.0％  6,723,810 100.0％ 8,539,663 100.0％
            

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　その他の負債は、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債、トレーディング目的保有金融負債、デ

リバティブ金融負債、未払人件費、税金負債およびその他の負債により構成される。

 

顧客預金

当行では、法人顧客および個人顧客から要求払預金および定期預金を受け入れている。以下の表は、表示日現在の
商品別および顧客別による当行の顧客預金の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 残高  割合（％） 残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）

国内            

法人預金
(1)            

定期 464,581 8.8％  524,673 8.6％  733,303 9.8％
要求払 1,646,261 31.1 1,639,201 26.9 2,167,944 28.9

小計 2,110,842 39.9 2,163,874 35.5 2,901,247 38.7

個人預金            
定期 1,617,890 30.6 2,108,105 34.6 2,373,111 31.6
要求払 1,363,547 25.8 1,628,813 26.7 1,992,276 26.6

小計 2,981,437 56.4 3,736,918 61.3 4,365,387 58.2

その他の預金
(2) 184,367 3.5 187,267 3.0 219,494 2.9

海外およびその他の業務
(3) 10,548 0.2 9,369 0.2 11,490 0.2

顧客預金合計 5,287,194 100.0％  6,097,428 100.0％ 7,497,618 100.0％
            

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　法人顧客、政府当局およびその他の機関による預金により構成される。

(2)　預り証拠金および送金のために当行に預け入れられた資金により構成される。

(3)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客預金により構成される。

 

2009年12月31日現在の当行の顧客預金合計は74,976億人民元で、2008年12月31日現在の60,974億人民元から
23.0％増加した。これは主に、(ⅰ)適度に緩和的な金融政策に起因する流動性の上昇および顧客貸出金手取金の預入
れの増加ならびに(ⅱ)中国の家計所得の全体としての増加から生じる機会を取り込むための支店ネットワークおよ
び顧客基盤を活用した営業努力を反映している。

当行の顧客預金合計は、2007年12月31日現在の52,872億人民元から15.3％増加して2008年12月31日現在で60,974
億人民元となった。これは主に、個人預金の増加によるものである。当行の国内個人預金は、残高および預金総額に占
める割合両方が、2007年12月31日現在の29,814億人民元および56.4％から2008年12月31日現在の37,369億人民元お
よび61.3％へとそれぞれ増加した。これは主に、個人顧客からの定期預金の増加によるものである。かかる増加は主
に、(ⅰ)中国の証券市場の低迷期および中国の不動産市場の下落局面において、個人顧客が低リスクの投資を選好し
たことならびに(ⅱ)支店ネットワークおよび顧客基盤を活用して、預金受入事業における当行の主導的な立場を維
持するための営業努力を強化したことを反映している。

2009年12月31日現在の当行の法人預金および個人預金は、顧客預金合計のそれぞれ38.7％および58.2％を占めた。
当行の法人預金の預金総額に占める割合は、2008年12月31日現在の35.5％から2009年12月31日現在の38.7％へと増
加した。これは主に、法人預金に関する営業努力の強化と市場の流動性の上昇との複合効果を反映している。法人預
金の預金総額に占める割合は、2007年12月31日現在の39.9％から2008年12月31日現在の35.5％へと減少した。これは
主に、世界的な金融危機の影響および中国の経済成長の減速を反映して、法人預金の増加が緩慢であったことによる
ものである。
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2009年12月31日現在の当行の定期預金および要求払預金は、顧客預金合計のそれぞれ41.4％および55.5％であっ
た。要求払預金の預金総額に占める割合は、2008年12月31日現在の53.6％から2009年12月31日現在の55.5％へと増加
した。これは主に、市場で期待される金利動向および中国の資本市場の回復を反映して、顧客が要求払預金を選好し
たことによるものである。2008年12月31日現在の当行の定期預金および要求払預金は、預金総額のそれぞれ43.2％お
よび53.6％であった。要求払預金の預金総額に占める割合は、2007年12月31日現在の56.9％から2008年12月31日現在
の53.6％へと減少した。これは主に、中国の証券市場の低迷期および中国の不動産市場の下落局面において個人顧客
が低リスクの投資を選好したことを反映している。

 

預金の地域別内訳

当行では、預金を受け入れた支店の所在地に基づいて預金を地域別に分類している。一定の大規模な法人顧客から
預金を受け入れる本店を除き、通常、預金者の所在地とその預金を受け入れる支店の所在地との間には、大きな相関
関係がある。以下の表は、表示日現在の地域別による当行の顧客預金の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）

本店 55,394 1.1％  33,977 0.6％  44,568 0.6％
長江デルタ 1,217,521 23.0 1,399,196 22.8 1,748,898 23.3
珠江デルタ 810,854 15.3 922,585 15.1 1,078,898 14.4
環渤海 908,901 17.2 1,027,459 16.9 1,348,333 18.0
中国中部 861,145 16.3 1,028,567 16.9 1,214,938 16.2
中国東北部 297,593 5.6 342,851 5.6 407,411 5.4
中国西部 1,125,238 21.3 1,333,424 21.9 1,643,082 21.9
海外およびその他の業務
(1) 10,548 0.2 9,369 0.2 11,490 0.2

顧客預金合計 5,287,194 100.0％  6,097,428 100.0％ 7,497,618 100.0％
            

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客預金により構成される。
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預金の満期までの期間別内訳

以下の表は、表示日現在の期間別による当行の顧客預金の満期までの内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 2009年12月31日現在

  要求払預金  3ヶ月未満  

3ヶ月超
12ヶ月以下  

1年超
5年以下  5年超   

  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  合計  

割合
（％）

国内                         

法人預金
(1) 2,273,615 30.3％ 184,173 2.5％ 335,403 4.5％ 107,556 1.4％ 500 0.0％ 2,901,247 38.7％

個人預金  2,127,561 28.4 653,004 8.7 1,214,157 16.2 370,657 5.0 8 0.0 4,365,387 58.2
その他の預

金
(2)

 

90,268

 

1.2

 

74,839

 

1.0

 

51,802

 

0.7

 

1,380

 

0.0

 

1,205

 

0.0

 

219,494

 

2.9
海外およびそ

の他の業務
(3)
 

905 0.0 9,788 0.1 797 0.0

 

- -  - -  11,490

 

0.2

　顧客預金合計 

4,492,349 59.9％ 921,804 12.3％ 1,602,159 21.4％

 

479,593 6.4％ 1,713 0.0％ 7,497,618

 

100.0％
                         

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　法人顧客、政府当局およびその他の機関による預金により構成される。

(2)　預り証拠金および送金のために当行に預け入れられた資金により構成される。

(3)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客預金により構成される。

 

預金の通貨別内訳

以下の表は、表示日現在の通貨別による当行の顧客預金の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）

人民元建預金 5,212,853 98.6％  6,028,548 98.9％  7,404,694 98.8％
米ドル建預金 55,114 1.0 47,627 0.8 69,921 0.9
その他の外貨建預金 19,227 0.4 21,253 0.3 23,003 0.3

顧客預金合計 5,287,194 100.0％  6,097,428 100.0％ 7,497,618 100.0％
            

 

法人預金の残高別内訳

以下の表は、表示日現在の残高別による当行の法人顧客からの預金の内訳を、単一顧客の預金残高合計に関して示
したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）
 12月31日現在

 2007年  2008年  2009年

 残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）  残高  

割合
（％）

10百万人民元以下 685,472 32.5％  686,258 31.7％  739,549 25.5％

10百万人民元超
100百万人民元以下 717,122 34.0 696,136 32.2 953,447 32.9

100百万人民元超 708,248 33.5 781,480 36.1 1,208,251 41.6

法人預金合計 2,110,842 100.0％  2,163,874 100.0％ 2,901,247 100.0％
            

 

2009年12月31日現在、単独で預金残高合計が10百万人民元を超える法人顧客からの預金は、当行の法人預金総額の
74.5％となった。これは主に、大規模法人顧客に対する営業努力の強化を反映している。

 

負債のその他の内訳

当行の負債のその他の内訳は、主に(ⅰ)銀行およびその他の金融機関からの預り金、(ⅱ)銀行およびその他の金融
機関からの借入金、(ⅲ)買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産、(ⅳ)発行債務証券ならびに(ⅴ)中央銀行か
らの借入金により構成される。
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銀行およびその他の金融機関からの預り金は、2008年12月31日現在の2,898億人民元から98.1％増加して2009年12
月31日現在で5,739億人民元となった。これは主に、中国の証券市場の回復および流動性の上昇の結果、保管サービス
および代理店サービスの顧客である証券会社および投資ファンドからの預金が増大したことに起因する。銀行およ
びその他の金融機関からの預り金は、2007年12月31日現在の2,966億人民元から2.3％減少して2008年12月31日現在
で2,898億人民元となった。これは主に、2008年に中国の証券市場の悪条件により、証券会社および投資ファンドから
の預金が減少したことによるものである。

銀行およびその他の金融機関からの借入金は主に、短資市場取引および再割引手形で構成されている。2009年12月
31日現在の銀行およびその他の金融機関からの借入金は、2008年12月31日現在の341億人民元から22.9％減少して総
額263億人民元となった。これは主に、流動性の上昇により当行の需要が減少したことによる。2008年12月31日現在の
銀行およびその他の金融機関からの借入金は、2007年12月31日現在の304億人民元から12.4％増加して341億人民元
となった。これは主に、当行において流動性へのニーズが高まったことによるものである。

買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産は、2008年12月31日現在の351億人民元から著しく増加して2009年
12月31日現在で1,008億人民元となった。これは主に、手形の買戻取引量が増大したことによるものである。買戻し条
件付契約に基づいて売却した金融資産は、2007年12月31日現在の734億人民元から52.2％減少して2008年12月31日現
在で351億人民元となった。これは主に、強化した流動性管理を反映して当行の短期借入金に対する需要が減少した
ことによるものである。

当行の発行債務証券は主に、(ⅰ)当行が随時発行した預金証書ならびに(ⅱ)当行が2009年5月に発行した劣後債で
構成されている。2009年12月31日現在の当行の発行債務証券は、2008年12月31日現在の52億人民元から著しく増加し
て総額552億人民元となった。これは主に、当行が2009年5月に額面総額500億人民元の劣後債を発行したことによる
ものである。当行の発行債務証券総額は、2007年12月31日現在の42億人民元から24.0％増加して2008年12月31日現在
で52億人民元となった。これは主に、発行済預金証書の増加によるものである。

2009年12月31日現在の当行の中央銀行からの借入金は、2008年12月31日現在の314百万人民元から減少して58百万
人民元となった。2008年12月31日現在の中央銀行からの借入金は、2007年12月31日現在の1,509億人民元から減少し
て314百万人民元となった。これは主に、財務改革の一環として売却された不良債権の対価として、中国人民銀行から
の借入金が1,506億人民元減少したことによるものである。

 

 

　　次へ
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（３）最近の動向

下記の議論および分析は、「第二部-第６-３-（３）-(a) 未監査の四半期財務書類」に含まれる当行の未監査の
連結財務書類とそれらの注記と併せて読まれるべきである。当行の未監査の連結財務書類は、IFRSに基づいて作成さ
れた。当行の2010年3月31日現在および2010年3月31日に終了した3ヶ月間における経営成績および財政状態は、当行
の将来の期間において予想される経営成績または財政状態を必ずしも示すものではなく、また、当行の予想される年
間経営成績または年度末の財政状態を必ずしも示すものではない。

2009年3月31日に終了した3ヶ月間における経営成績および2010年3月31日に終了した3ヶ月間における経営成績の
比較

以下の表は、表示期間における当行の連結経営成績の要約を示したものである。

 （単位：百万人民元）

 3月31日に終了した3ヶ月間

 2009年  2010年

    

 （未監査）

受取利息 69,804 81,220

支払利息 (28,369) (27,672)

受取利息純額 41,435 53,548

受取報酬および手数料純額 9,040 10,857

その他の収益純額
(1) 1,610 1,930

営業収益 52,085 66,335

営業費用
(2) (20,715) (26,047)

減損損失引当金繰入額 (7,077) (8,500)

税引前当期純利益 24,293 31,788

法人所得税費用 (6,259) (6,809)

純利益 18,034 24,979

    
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　主として、トレーディング業務利得／（損失）純額、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品に

係る利得／（損失）純額、投資有価証券純利益／（損失）およびその他の営業収益／（費用）により構成される。

(2)　主として、人件費、一般営業管理費、減価償却費ならびに営業税および付加税により構成される。

 

2010年3月31日に終了した3ヶ月間における当行の純利益は、2009年3月31日に終了した3ヶ月間における180億人民
元から38.5％増加して250億人民元となった。これは主として、受取利息純額ならびに受取報酬および手数料純額の
増加に起因するが、営業費用および減損損失引当金繰入額の増加によって一部相殺された。

 

受取利息純額

2010年3月31日に終了した3ヶ月間における当行の受取利息純額は、2009年3月31日に終了した3ヶ月間における414
億人民元から29.2％増加して535億人民元となり、これは主として、受取利息の増加および支払利息の減少に起因す
る。受取利息純額は、当行の営業収益の中で最大の構成要素であり、2009年3月31日および2010年3月31日に終了した
各3ヶ月間の当行の営業収益において、それぞれ79.6％および80.7％を占めた。
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以下の表は、表示期間における当行の受取利息、支払利息および受取利息純額を示したものである。

 （単位：百万人民元）

 3月31日に終了した3ヶ月間

 2009年  2010年
    

 （未監査）

受取利息 69,804 81,220

支払利息 (28,369) (27,672)

　受取利息純額 41,435 53,548

    

 

以下の表は、表示期間における当行の資産および負債の平均残高、関連する受取利息または支払利息ならびに（資
産に係る）平均収益率または（負債に係る）平均費用率を示したものである。利付資産および有利子負債の平均残
高は、毎日の残高の平均値である。2009年3月31日および2010年3月31日に終了した各3ヶ月間の無利子資産、無利子負
債および減損損失引当金の平均残高は、1月1日および3月31日現在の残高を平均したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 3月31日に終了した3ヶ月間

 2009年  2010年

 平均残高  受取利息  

平均

収益率
(1)

 平均残高  受取利息  

平均

収益率
(1)

            
 （未監査）
資産            
顧客貸出金総額 3,237,107 46,356 5.73％ 4,296,461 54,631 5.09％

債務証券投資
(2) 2,319,123 18,468 3.19 2,558,051 18,746 2.93

　非改革関連債務証券 1,563,144 12,565 3.22 1,841,535 13,140 2.85

　改革関連債務証券
(3) 755,979 5,903 3.12 716,516 5,606 3.13

中央銀行預け金
(4) 1,199,032 3,836 1.28 1,484,055 5,807 1.57

銀行およびその他の金融機

関に対する債権
(5) 449,899 1,144 1.02 504,318 2,036 1.61

利付資産合計 7,205,161 69,804 3.88％ 8,842,885 81,220 3.67％

減損損失引当金 (88,415)     (131,072)    

無利子資産
(6) 299,258     424,241    

資産合計 7,416,004     9,136,054    
            
 

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 3月31日に終了した3ヶ月間

 2009年  2010年

 平均残高  支払利息  平均費用率
(1)
 平均残高  支払利息  平均費用率

(1)

            
 （未監査）
負債            
顧客預金 6,394,073 26,859 1.68％ 7,724,763 24,489 1.27％
銀行およびその他の金融機

関に対する債務
(7) 423,835 1,469 1.39 646,363 2,718 1.68

その他の有利子負債
(8) 4,824 41 3.40 56,984 465 3.26

有利子負債合計 6,822,732 28,369 1.66％ 8,428,110 27,672 1.31％

無利子負債
(9) 263,931     349,943    

負債合計 7,086,663     8,778,053    
            
受取利息純額   41,435     53,548  
            

正味利息スプレッド
(10)     2.22％     2.36％

正味利息収益率
(11)     2.30％     2.42％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　年換算ベースで算出される。

(2)　純損益を通じて公正価値で測定する債務証券、売却可能債務証券、満期保有債務証券および債権として分類される債務証券

である。

(3)　MOFに対する債権および中国特別国債である。

(4)　主に、法定預金準備金および剰余預金準備金である。

(5)　主に、銀行およびその他の金融機関への預け金および貸出金ならびに売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産である。

(6)　主に、現金、有形固定資産、未収利息、繰延税金資産ならびにその他の資産である。

(7)　主に、銀行およびその他の金融機関からの預り金および借入金ならびに買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産であ
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る。

(8)　発行済預金証書および発行済劣後債である。

(9)　主に、未払利息、未払人件費、税金負債およびその他の負債である。

(10) 利付資産合計の平均収益率および有利子負債合計の平均費用率の差として算出される。

(11) 受取利息純額を利付資産合計の平均残高で除して算出される。

 

受取利息

2010年3月31日に終了した3ヶ月間における当行の受取利息は、2009年3月31日に終了した3ヶ月間における698億人
民元から16.4％増加して812億人民元となった。これは主として、顧客貸出金からの受取利息の増加に起因している。

 

顧客貸出金からの受取利息

2010年3月31日に終了した3ヶ月間における顧客貸出金からの受取利息は、2009年の同期間における464億人民元か
ら17.9％増加して546億人民元となった。これは主として、平均残高の増加に起因するが、平均収益率の低下により一
部相殺された。2010年3月31日に終了した3ヶ月間における年換算の平均収益率は、2009年の同期間における5.73％と
比較して5.09％に低下した。これは主として、2008年下半期における中国人民銀行の基準金利の相次ぐ引下げの結
果、当行の既存貸出の大部分が2009年第1四半期の後に、より低い金利に改定されたことに起因する。平均残高の増加
は、主として2009年第1四半期後の当行の貸出の増加により、当行の法人向け貸出金ポートフォリオおよび個人向け
貸出金ポートフォリオが増加したことに起因する。

2010年3月31日に終了した3ヶ月間における法人向け貸出金からの受取利息は、2009年の同期間における375億人民
元から11.8％増加して419億人民元となった。2010年3月31日に終了した3ヶ月間における個人向け貸出金からの受取
利息は、2009年の同期間における64億人民元から70.3％増加して110億人民元となった。法人向け貸出金および個人
向け貸出金からの受取利息は、主として、法人向け貸出金および個人向け貸出金の平均残高の増加に起因しており、
これらの貸出金の平均収益率の低下により一部相殺された。

2010年3月31日に終了した3ヶ月間における割引手形からの受取利息は、2009年の同期間における23億人民元から
29.8％減少して16億人民元となったが、これは主として、平均残高が減少し、かつ平均収益率が低下したことに起因
する。平均残高の減少は、主として、より高い利回りのその他の資産への資金配分の増加を目的として当行の貸出構
造を調整したことに起因する。平均収益率の低下は、割引手形の市場金利の低下による累積的影響を反映している。

2010年3月31日に終了した3ヶ月間における当行の海外およびその他の業務の顧客貸出金からの受取利息は、2009
年の同期間における138百万人民元から11.6％増加して154百万人民元となったが、これは主として、平均残高の増加
に起因しており、平均収益率の低下により一部相殺された。

 

債務証券投資からの受取利息

2010年3月31日に終了した3ヶ月間における債務証券投資からの受取利息は、2009年の同期間における185億人民元
から1.5％わずかに増加して187億人民元となった。これは主として、平均残高の増加に起因しているが、平均収益率
の低下により大幅に相殺された。平均残高の増加は、主として、当行のマクロ経済および市場状況の査定に基づき、中
国国債および中国人民銀行手形を中心とした当行の債務証券投資が増加したことに起因する。平均収益率の低下は、
主として、(ⅰ)市場における流動性の増加により、新規債務証券の利率が低下したことおよび変動利付金融商品の適
用金利が低下したことならびに(ⅱ)市場金利リスクが比較的低いときに、金利が上昇した場合の潜在的金利リスク
に、短期の債務証券への投資に引続き注力したことに起因する。

 

その他の利付資産からの受取利息

　2010年3月31日に終了した3ヶ月間における中央銀行預け金からの受取利息は、2009年の同期間における38億人民元
から51.4％増加して58億人民元となったが、これは主として、平均残高が増加し、かつ平均収益率が上昇したことに
起因する。平均残高の増加は、主として、当行の顧客預金の増加および2010年第1四半期における法定預金準備率の引
上げに起因する。平均収益率の上昇は、主として、当行の中央銀行預け金合計に占める法定預金準備金（剰余預金準
備金より金利が高い。）の割合が増加したことに起因する。

　2010年3月31日に終了した3ヶ月間における銀行およびその他の金融機関に対する債権からの受取利息は、2009年の
同期間における11億人民元から78.0％増加して20億人民元となった。これは主として、平均残高が増加し、かつ平均
収益率が上昇したことに起因する。平均残高の増加は、主として、売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産なら
びに銀行およびその他の金融機関への貸出金の増加に起因する。平均収益率の上昇は、主として、2010年第1四半期に
おける短資市場金利が、2009年の同期間と比較して増加したことに起因する。

 

支払利息

　2010年3月31日に終了した3ヶ月間における当行の支払利息は、2009年3月31日に終了した3ヶ月間における284億人
民元から2.5％減少して277億人民元となった。これは主として、顧客預金に係る支払利息が減少したことに起因す
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顧客預金に係る支払利息

　2010年3月31日に終了した3ヶ月間における顧客預金に係る支払利息は、2009年の同期間における269億人民元から
8.8％減少して245億人民元となった。これは主として、平均費用率が低下したことに起因するが、平均残高の増加に
より一部相殺された。2010年3月31日に終了した3ヶ月間における年換算の顧客預金に係る平均費用率は、2009年の同
期間における1.68％と比較して1.27％に低下した。これは主として、2008年第4四半期における中国人民銀行の基準
金利の相次ぐ引下げにより、当行の既存顧客預金の一部が2009年第1四半期の後に、より低い金利に改定されたこと
に起因する。顧客預金に係る平均残高の増加は、主として当行の支店ネットワークおよび顧客基盤を活用した継続的
な営業努力に起因する。

 

銀行およびその他の金融機関に対する債務に係る支払利息

　2010年3月31日に終了した3ヶ月間における銀行およびその他の金融機関に対する債務に係る支払利息は、2009年の
同期間における15億人民元から85.0％増加して27億人民元となった。これは主として、平均費用率の上昇に加えて平
均残高が増加したことに起因する。平均残高の増加は、主として、銀行および金融機関からの預り金ならびに買戻し
条件付契約に基づいて売却した金融資産が増加したことに起因する。平均費用率の上昇は、主として、2010年第1四半
期における短資市場金利が、2009年の同期間と比較して増加したことに起因する。

 

その他の有利子負債に係る支払利息

　2010年3月31日に終了した3ヶ月間におけるその他の有利子負債に係る支払利息は、2009年の同期間における41百万
人民元から大幅に増加して465百万人民元となった。これは主として、当行が2009年5月に発行した額面総額500億人
民元の劣後債に係る支払利息に起因する。

 

正味利息スプレッドおよび正味利息収益率

　上記の結果、2010年3月31日に終了した3ヶ月間における当行の年換算の正味利息スプレッドは、2009年3月31日に終
了した3ヶ月間における2.22％から2.36％に上昇した。2010年3月31日に終了した3ヶ月間における当行の年換算の正
味利息収益率は、2009年の同期間における2.30％から2.42％に上昇した。

 

受取報酬および手数料純額 

　2010年3月31日に終了した3ヶ月間における当行の受取報酬および手数料純額は、2009年の同期間における90億人民
元から20.1％増加して109億人民元となった。2010年3月31日に終了した3ヶ月間において548百万人民元となった当
行のMOFに対する不良資産の処分に関連した代理人業務からの正味手数料（2009年の同期間においては2,198百万人
民元であった。）を除くと、2010年3月31日に終了した3ヶ月間における当行の受取報酬および手数料純額は、2009年
の同期間における68億人民元から50.7％増加して103億人民元となる。当行の受取報酬および手数料純額の増加は、
主として、当行の報酬および手数料制の事業の拡大に向けた継続的な取組みの結果、コンサルタントおよびアドバイ
ザリー報酬、決済および清算手数料、銀行カード手数料ならびに電子バンキングサービス手数料が増加したことに起
因する。

 

その他の収益純額

　2010年3月31日に終了した3ヶ月間におけるその他の収益純額は、2009年の同期間における16億人民元から19.9％増
加して19億人民元となった。これは主として、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品に
係る利得純額に起因しており、トレーディング業務利得純額、その他の営業収益純額および投資有価証券に係る利得
純額の減少により一部相殺された。

　当行は、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品につき、2009年3月31日に終了した3ヶ
月間における損失純額249百万人民元に対して、2010年3月31日に終了した3ヶ月間においては利得純額551百万人民
元を計上した。これは主として、市場状況が回復した結果、対象金融資産の公正価値が増加したことを反映している。

 

営業費用

　以下の表は、表示期間における当行の営業費用合計の主な構成要素を示したものである。

 （単位：百万人民元）  

 3月31日に終了した3ヶ月間  

 2009年  2010年
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 （未監査）
人件費 10,949 13,803
一般営業管理費 4,079 5,822
営業税および付加税 2,981 3,638
減価償却費および償却費 2,616 2,769

その他
(1) 90  15

　　営業費用合計 20,715 26,047
    

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　主として有形固定資産の売却により負担した費用および訴訟引当金により構成される。

 

　2010年3月31日に終了した3ヶ月間における当行の営業費用は、2009年の同期間における207億人民元から25.7％増
加して260億人民元となった。これは主として、当行の事業の全体的な成長を反映した人件費の29億人民元の増加な
らびに一般営業管理費の17億人民元の増加に起因する。

 

減損損失引当金繰入額

　以下の表は、表示期間における資産に係る減損損失の主な構成要素を示したものである。

 （単位：百万人民元）
 3月31日に終了した3ヶ月間

 2009年  2010年

 （未監査）
以下に係る減損損失引当金繰入額／（戻入
額）：  

 
 

顧客貸出金 6,700 8,624
投資有価証券 392  (49)
有形固定資産 -  2

その他の資産
(1) (15) (77)

　　合計 7,077 8,500
    
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　主として銀行およびその他の金融機関に対する債権に係る減損損失引当金繰入額／（戻入額）により構成される。

 

　2010年3月31日に終了した3ヶ月間における減損損失引当金繰入額は、2009年の同期間における71億人民元から
20.1％増加して85億人民元となった。これは主として、当行の法人向け貸出金ポートフォリオおよび個人向け貸出金
ポートフォリオが全体的に成長したことならびにマクロ経済情勢が引続き不透明な中で当行が引当てに対する保守
的なアプローチを継続的に実施したことの結果、貸出金に係る減損損失引当金が増加したことに起因する。
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法人所得税

　2010年3月31日に終了した3ヶ月間における当行の法人所得税費用は、2009年の同期間における63億人民元と比較し
て68億人民元となった。これは主として、当行の課税所得の増加に起因する。2010年3月31日に終了した3ヶ月間にお
ける当行の実効税率は、法定税率の25％よりも低い21.42％であり、これは主として、中国国債に係る非課税の受取利
息に起因する。

 

純利益

主として上記すべての要因の結果、2010年3月31日に終了した3ヶ月間の当行の純利益は、2009年の同期間の180億
人民元から38.5％増加して250億人民元となった。

 

株主持分

以下の表は、2010年3月31日に終了した3ヶ月間の当行の株主資本合計の変化を構成する項目を示したものである。

 （単位：百万人民元）
  株主持分

  （未監査）
2009年12月31日現在  342,925

当期純利益  24,979

その他の包括利益  2,365
少数株主からの拠出  10
2010年3月31日現在  370,279
   

 

当行の2010年3月31日現在の株主持分合計は、2009年12月31日現在の3,429億人民元から3,703億人民元に増加し
た。これは主として、(ⅰ)2010年3月31日に終了した3ヶ月間の純利益250億人民元および(ⅱ)当行の売却可能投資有
価証券の公正価値が増加したことに起因する2010年3月31日に終了した3ヶ月間に計上されたその他の包括利益24億
人民元に起因する。

 

2010年3月31日現在の資産および負債

2010年3月31日現在の当行の総資産は94,995億人民元となり、2009年12月31日現在の88,826億人民元から6.9％増
加した。これは主として、顧客貸出金ならびに現金および中央銀行預け金の増加に起因する。以下の表は、表示日現在
の当行の総資産の構成要素を示したものである。

 

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 2009年12月31日現在 2010年3月31日現在

 残高  割合(％)  残高  割合(％)

        

     （未監査）

顧客貸出金（総額） 4,138,187 -  4,451,795 -

減損損失引当金 (126,692) -  (135,008) -

顧客貸出金（純額） 4,011,495 45.2％  4,316,787 45.4％

投資有価証券およびその他の金融資産（純額）
(1) 2,616,672 29.5 2,678,043 28.2

現金および中央銀行預け金 1,517,806 17.1 1,679,042 17.7

銀行およびその他の金融機関への預け金（純額） 61,693 0.7 67,902 0.7

銀行およびその他の金融機関への貸出金（純額）
(2) 49,435 0.6 84,443 0.9

売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 421,093 4.7 456,796 4.8

その他の資産
(3) 204,394 2.2 216,474 2.3

　資産合計 8,882,588 100.0％  9,499,487 100.0％

        

＿＿＿＿＿＿＿

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

241/588



(1)　投資有価証券およびその他の金融資産は、純損益を通じて公正価値で測定する金融資産（トレーディング目的保有金融資産

および純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産を含む。）、売却可能金融資産、満期保有投資お

よび債権として分類される債務証券である。投資有価証券およびその他の金融資産は、2009年12月31日現在および2010年3

月31日現在の関連する減損損失引当金である210百万人民元および217百万人民元をそれぞれ控除したものである。

(2)　銀行およびその他の金融機関への貸出金は、2009年12月31日現在および2010年3月31日現在の関連する減損損失引当金であ

る16百万人民元および0人民元をそれぞれ控除したものである。

(3)　有形固定資産、繰延税金資産、デリバティブ金融資産、関連会社に対する持分、無形資産およびその他の資産により構成され

る。

 

顧客貸出金

2010年3月31日現在の当行の顧客貸出金(総額）は44,518億人民元であり、2009年12月31日現在の41,382億人民元
と比較して7.6％増加した。この増加は、主として中国のマクロ経済政策の影響を反映した銀行からの資金調達に対
する顧客の需要増加に起因する。

以下の表は、表示日現在の商品の事業分野別による当行の顧客貸出金を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 2009年12月31日現在  2010年3月31日現在

 残高  割合(％)  残高  割合(％)

        

     （未監査）

国内        

　法人向け貸出金 2,968,691 71.7％  3,319,463 74.5％

　個人向け貸出金 789,342 19.1 920,088 20.7

　割引手形 352,230 8.5 177,857 4.0

海外およびその他の

業務
(1) 27,924 0.7 34,387 0.8

　顧客貸出金総額 4,138,187 100.0％  4,451,795 100.0％

        
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客貸出金により構成される。

 

2010年3月31日現在の法人向け貸出金および個人向け貸出金は33,195億人民元および9,201億人民元であり、2009
年12月31日現在の29,687億人民元および7,893億人民元と比較してそれぞれ11.8％および16.6％増加した。一方で、
2010年3月31日現在の当行の割引手形は1,779億人民元であり、2009年12月31日現在の3,522億人民元と比較して
49.5％減少した。顧客貸出金総額に対する法人向け貸出金および個人向け貸出金の割合は、2009年12月31日現在、そ
れぞれ71.7％および19.1％であったのに対し、2010年3月31日現在はそれぞれ74.5％および20.7％に増加した。一方
で、顧客貸出金総額に対する割引手形の割合は、2009年12月31日現在の8.5％に対し、2010年3月31日現在は4.0％に減
少した。これは主として、より高い利回りの資産（法人向け貸出金および個人向け貸出金を含む。）への資金配分の
増加を目的として資産構造を調整した当行の取組みに起因する。
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当行の貸出金ポートフォリオの資産の質

以下の表は、表示日現在の5段階の貸出金区分別による当行の貸出金ポートフォリオの内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 2009年12月31日現在  2010年3月31日現在

 残高  割合(％)  残高  割合(％)

        

     （未監査）

正常先 3,693,136 89.24％  4,035,118 90.64％

要注意先 324,810 7.85 307,134 6.90

破綻懸念先 52,575 1.27 43,448 0.98

実質破綻先 62,895 1.52 60,767 1.36

破綻先 4,771 0.12 5,328 0.12

顧客貸出金総額 4,138,187 100.00％  4,451,795 100.00％

        

不良債権比率
(1)   2.91％    2.46％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　不良債権総額を貸出金総額で除して算出した。

 

2010年3月31日現在の当行の貸出金ポートフォリオの不良債権比率は、2009年12月31日現在の2.91％から2.46％に
減少した。2010年3月31日現在の当行の不良債権残高は1,095億人民元であり、2009年12月31日現在の1,202億人民元
から8.9％減少した。当行の不良債権残高および不良債権比率の減少は、いずれも主として、(ⅰ)当行の貸出金ポート
フォリオの全体的な成長、(ⅱ)当行の回収努力の強化ならびに(ⅲ)当行の与信方針および手続を強化するための継
続的な取組みに起因するものであった。

以下の表は、表示期間の当行の国内貸出金ポートフォリオにおける不良債権残高の変動を示したものであり、不良
債権合計のほとんどを占めている。

（単位：百万人民元、％を除く。）
 金額  不良債権比率

 （未監査）
2009年12月31日現在 119,923 2.92％

評価引下げ
(1) 3,114  

評価引上げ (2,960)  
取立 (10,841)  
償却 (7)  
2010年3月31日現在 109,229 2.47％
    
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　前事業年度に正常先または要注意先に分類された貸出金および当事業年度中に新たに実行された貸出金の不良債権分類へ

の評価引下げを示している。

 

顧客に対する貸出金に係る減損損失引当金

2010年3月31日現在の当行の顧客に対する貸出金に係る減損損失引当金は1,350億人民元となり、2009年12月31日
現在の1,267億人民元から6.6％増加した。これは主として、当該期間において当行の貸出金ポートフォリオが全体的
に成長したことならびにマクロ経済の状況が不透明な中で当行が引当てに対する保守的なアプローチを継続的に実
施したことの結果に起因する。

2010年3月31日現在の当行の不良債権合計に対する当行の減損損失引当金合計の引当率は、123.25％で、2009年12
月31日現在の105.37％から増加している。

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

243/588



以下の表は、表示期間の顧客貸出金に係る減損損失引当金の増減を示している。

 （単位：百万人民元）

 3月31日現在および
3月31日に終了した3ヶ月間

 （未監査）

2009年12月31日現在 126,692

当年度引当金繰入額
(1) 8,624

償却 (7)

過年度に償却した貸出の取立額 5

割引の振戻し
(2) (367)

その他の戻入
 

66

為替差損益 (5)

2010年3月31日現在 135,008

  
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　減損損失引当金繰入額の総額（貸倒引当金への追加）から減損損失引当金戻入額（貸倒引当金の取崩）を控除したものに

相当する。

(2)　時間の経過に伴う現在価値の増大によって生じた減損貸出金に係る受取利息に相当する。

 

投資有価証券およびその他の金融資産

以下の表は、表示日現在の当行の投資有価証券およびその他の金融資産の区分を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 2009年12月31日現在  2010年3月31日現在

 残高  割合(％)  残高  割合(％)

        

     （未監査）

債務証券
(1)        

　改革関連
(2) 728,839 27.8％  699,858 26.1％

　非改革関連 1,833,221 70.1 1,909,251 71.3

　　小計 2,562,060 97.9 2,609,109 97.4

持分金融商品 487 0.0 534 0.0

その他
(3) 54,125 2.1 68,400 2.6

　投資有価証券および
その他の金融資産合
計 2,616,672 100.0％  2,678,043 100.0％

        
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　当行の財務書類内でトレーディング目的保有債務証券、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された債務証

券、売却可能債務証券、満期保有投資ならびに当行の財務書類内で債権として計上されている債務証券により構成される。

(2)　主に「債権」として計上される債務証券により構成される。債権は、(ⅰ)当行の財務改革関連の売却に関連してMOFから付与

された債権（2008年1月1日以降に利息が発生する。）および(ⅱ)1998年の中国政府による資本再構成プログラムの一環と

してMOFにより発行された中国特別国債を含む。当該中国特別国債は、当行の財務改革の一環として、2008年12月1日を発効

日として利率が年率7.2％から2.25％に引き下げられた。

(3)　主に当行の一定のウェルス・マネジメント商品を支援するため購入された信託会社発行の信用手形により構成される。

 

2010年3月31日現在の当行の投資有価証券およびその他の金融資産は26,780億人民元であり、2009年12月31日現在
の26,167億人民元から2.3％増加した。これは主として、顧客預金からの一般的な資金調達を反映した、当行の非改革
関連債務証券（とりわけ中国国債および中国人民銀行手形）の増加に起因するものであった。これらの増加は、当行
の財務改革に関連して付与されたMOFに対する債権の一部をMOFが返済した結果、当行の改革関連債務証券が290億人
民元減少したことにより一部相殺された。
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資産のその他の内訳

2010年3月31日現在の当行の現金および中央銀行預け金は16,790億人民元で、2009年12月31日現在の15,178億人民
元から10.6％増加した。これは主として、顧客預金の増加および2010年第1四半期における中国人民銀行が実施した
法定預金準備率の引上げに起因する。

2010年3月31日現在の減損損失引当金控除後の銀行およびその他の金融機関への貸出金は844億人民元となり、
2009年12月31日現在の494億人民元から70.8％増加した。これは主として、市場金利の上昇時に国内外の銀行および
国内のその他の金融機関への貸出金が増加したことに起因する。2010年3月31日現在の売戻し条件付契約に基づき保
有する金融資産は4,568億人民元となり、2009年12月31日現在の4,211億人民元から8.5％増加した。これは主として、
売戻し条件付契約に基づき保有する割引手形の増加に起因する。銀行およびその他の金融機関への貸出金ならびに
売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産の増加は、主として、当行の資金の全般的な増加およびより高い利回り
を追求した当行の取組みを反映している。

 

負債および資金源

2010年3月31日現在の当行の負債総額は91,292億人民元で、2009年12月31日現在の85,397億人民元から6.9％増加
した。以下の表は、表示日現在の当行の負債総額の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 2009年12月31日現在  2010年3月31日現在

 残高  割合(％)  残高  割合(％)

        

     （未監査）

顧客預金 7,497,618 87.8％  8,100,382 88.7％

銀行およびその他の金融機
関からの預り金 573,949 6.7 565,295 6.2

銀行およびその他の金融機
関からの借入金 26,312 0.3 32,225 0.4

買戻し条件付契約に基づい
て売却した金融資産 100,812 1.2 103,981 1.1

発行債務証券        

劣後債 49,955 0.6 49,968 0.5

預金証書 5,224 0.1 7,091 0.1

小計 55,179 0.7 57,059 0.6

中央銀行からの借入金 58 0.0 58 0.0

その他の負債
(1) 285,735 3.3 270,208 3.0

負債合計 8,539,663 100.0％  9,129,208 100.0％

        
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債、トレーディング目的保有金融負債、未払人件費、税金負

債およびその他の負債により構成される。
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顧客預金

2010年3月31日現在の当行の顧客預金は当行の負債合計の88.7％を占めた。以下の表は、表示日現在の商品別およ
び顧客別による当行の顧客預金の内訳を示したものである。

 （単位：百万人民元、％を除く。）

 2009年12月31日現在 2010年3月31日現在

 残高  割合（％）  残高  割合（％）
        
     （未監査）
国内        

法人預金
(1)        

定期 733,303 9.8％  847,806 10.5％
要求払 2,167,944 28.9 2,313,698 28.6

小計 2,901,247 38.7 3,161,504 39.1

個人預金        
定期 2,373,111 31.6 2,551,580 31.5
要求払 1,992,276 26.6 2,152,553 26.6

小計 4,365,387 58.2 4,704,133 58.1

その他の預金
(2) 219,494 2.9 218,938 2.6

海外およびその他の業務
(3) 11,490 0.2 15,807 0.2

顧客預金合計 7,497,618 100.0％  8,100,382 100.0％
        

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　法人顧客、政府当局およびその他の機関による預金により構成される。

(2)　預り証拠金および送金のために当行に預け入れられた資金により構成される。

(3)　当行の海外支店および中国内外の子会社における顧客預金により構成される。

 

2010年3月31日現在の当行の顧客預金は81,004億人民元で、2009年12月31日現在の74,976億人民元から8.0％増加
した。これは主に、個人預金および法人預金の増加に起因する。2010年3月31日現在の個人預金は47,041億人民元で、
2009年12月31日現在の43,654億人民元から7.8％増加した。これは主として、中国の家計所得の全体的な増加から生
じる機会を取り込むための支店ネットワークおよび顧客基盤を活用した継続的な営業努力に起因する。2010年3月31
日現在の法人預金は31,615億人民元で、2009年12月31日現在の29,012億人民元から9.0％増加したが、これは主とし
て当行の継続的な営業努力に起因する。

 

負債のその他の内訳

2010年3月31日現在の銀行およびその他の金融機関からの預り金は5,653億人民元であり、2009年12月31日現在の
5,739億人民元からわずかに減少した。これは主として、銀行およびその他の金融機関からの譲渡性預金（比較的高
い金利が付される。）の減少に起因する。

2010年3月31日現在の銀行およびその他の金融機関からの借入金は322億人民元であり、2009年12月31日現在の263
億人民元から22.5％増加した。これは主として、当行の海外事業の拡大を支援するための銀行およびその他の金融機
関からの借入金が増加したことに起因する。

2010年3月31日現在の買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産は1,040億人民元であり、2009年12月31日現
在の1,008億人民元から3.1％増加した。これは主として、取引量が増大したことに起因する。

2010年3月31日現在の当行の発行済債務証券は571億人民元であり、2009年12月31日現在の552億人民元から3.4％
増加した。これは主として、当行の海外支店を通じて発行された預金証書の増加に起因する。
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第４【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

「第二部-第３-７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。

 

２【主要な設備の状況】

不動産

当行の本店は、中国北京市に位置する。2010年3月31日現在、当行は中国、香港および海外において37,619件の不動
産を所有し、8,170件の不動産を賃借している。

 

所有不動産

2010年3月31日現在、当行は中国に総床面積約30,448,180平方メートルの不動産37,564件を所有している。不動産
37,564件のうち、総床面積約27,995,294平方メートルの不動産35,192件につき権原証書を有している。総床面積約
748,782平方メートルの不動産625件については建物所有権証書および割当てられた土地使用権証書または国家出資
土地使用権の承認証書がある。様々な所有権の瑕疵またはその他の理由により、総床面積約1,704,104平方メートル
の不動産1,747件分の権原証書を取得していない。

このほか、2010年3月31日現在、当行は中国国外に総床面積約9,057平方メートルの不動産55件を所有している。

 

建設中および取得予定不動産

2010年3月31日現在、当行は278件の建設中の不動産を有しており、建設完了時にはそれらの総床面積は約807,133
平方メートルとなる見込みである。当行は、これらの不動産のうち、総床面積約497,211平方メートルとなる見込みで
ある132件については、適切な土地使用権証書および／または建設許可証を取得していない。2010年3月31日現在、当
行は総床面積約684,696平方メートルの不動産374件について購入契約を締結している。

 

賃借不動産

2010年3月31日現在、当行は、中国において総賃貸面積約2,171,146平方メートルの不動産8,160件および中国国外
において総賃貸面積約2,636平方メートルの不動産10件をそれぞれ賃借している。

当行の中国の法律顧問の意見によると、中国における賃借不動産8,160件に関して、総賃貸面積約1,024,024平方
メートルの不動産3,399件については賃貸人から賃貸のための権原証書または不動産所有者による同意書が提供さ
れているが、総賃貸面積約1,147,122平方メートルの不動産4,761件については賃貸に必要な権原証書または不動産
所有者による同意書が提供されていない。しかしながら、総賃貸面積約582,318平方メートルの不動産2,313件に関し
ては、当行は、法的権原の瑕疵により生じたすべての損失を補償する内容の確認書を賃貸人から取得している。

 

不動産に対する権原

当行が中国で所有および占有している不動産37,564件中、当行は総賃貸面積約27,995,294平方メートルの不動産
35,192件についての権原証書を取得しており、総床面積約748,782平方メートルの不動産625件については建物所有
権証書および割当土地使用権証書または国家出資土地使用権の承認証書を取得した土地の上に所在し、建物所有権
証を取得している。当行は、残りの総床面積約1,704,104平方メートルの不動産1,747件分の権利に係る証書を取得し
ていない。当行は、未取得の土地使用権証書および建物所有権証書の申請手続を進めており、地方の不動産管理局に
よる申請の迅速な処理に協力し、実務的に可能な範囲で有効な権原証書を取得する予定である。当行は、これらの権
原証書のうち一定の証書については、種々の権原の瑕疵またはその他の理由により権原証書を取得することができ
ていない。かかる一定の権原証書を取得するに際しては、これらの権原の瑕疵により法的な障害が存在する可能性は
あるが、当行が権原を有する他のすべての不動産と比べれば、権原に瑕疵のある当該不動産の総床面積は大きくはな
い。当行は、かかる不動産が中国の諸省に所在していることから、これらの不動産を使用する資格を一度にすべて喪
失するリスクは比較的低いと考えている。当行はまた、近接地での代替地の取得も可能であると考えている。した
がって、いかなる移転も当行グループ全体の運営および財政状態に重大な悪影響を及ぼすことはないと見込まれて
いる。

中国における賃借不動産8,160件については、総賃貸面積約1,147,122平方メートルの不動産4,761件の賃貸に係る
賃貸人から、有効な権原証書または同意書が提供されていない。かかる不動産は主に支店、オフィスおよびATMを含む
商業上の目的で使用されている。当該不動産の所有者として、賃貸人は関連する有効な権原証書の申請または不動産
賃貸に関する同意書の当行に対する提出について責任を負う。この点について、当行は賃貸人に対し関連する有効な
権原証書の申請または賃貸不動産に関する同意書の提出を積極的に要求している。権原に瑕疵のある当該賃貸不動
産のうち、総賃貸面積約582,318平方メートルの不動産2,313件に係る賃貸人は、権原の瑕疵により当行に生じたすべ
ての損失を補償する旨の確認書を差し入れている。かかる確認書を差し入れていない他の不動産2,448件について
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は、中国における法律顧問の助言によれば、当行は、関連する賃貸借契約に従って、賃貸人に対し補償を求める権利を
有している。当行は、必要があれば占有している賃借不動産のほとんどは他の代替的建物による置き換えが可能であ
り、これにより当行の運営に重大な悪影響が及ぶことはないと考えている。

当行は、様々な権原の瑕疵またはその他の理由により、一部の不動産について権原証書を取得することができな
い。当行が解決することのできない権原の瑕疵に関して、当行は、当該不動産は当行の不動産の資産総額のうちごく
一部を占めるに過ぎず、かかる権原証書の欠如および／または権原の瑕疵の存在が当行の事業、財政状態および経営
成績に重大な悪影響を及ぼすことはないと考えている。当行の取締役は、かかる瑕疵ある不動産は、個別にも全体的
にも当行の運営にとって重大ではないと考えている。「第二部-第３-４-（１）リスク要因-当行の事業に関連する
リスク-当行は、当行の不動産の一部につき必要な土地使用権証書または建物所有権証書を有しておらず、また地主
が関連する権原証書を有していないことが原因で、当行の事務所または事業拠点の一部につき代わりの物件を探さ
なければならない可能性がある。」を参照のこと。

 

不動産評価

独立不動産鑑定人であるジョーンズラングラサールサルマンズは、2010年3月31日現在の当行の不動産に係る利益
の商業的価値を、96,009百万人民元と評価している。

有効な権原証書のない賃借不動産、取得予定不動産、所有不動産および建設中の不動産については、商業的価値は
与えられていない。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

「第二部-第３-７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。
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第５【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

（本書日付現在）

授　権　株　数（株） 発 行 済 株 式 総 数（株）未 発 行 株 式 数（株）

270,000,000,000270,000,000,000 0

 

②【発行済株式】

（本書日付現在）

記名・無記名の別及び

額面・無額面の別
種　類 発 行 数（株）

上場証券取引所名又は

登録証券業協会名
内　容

記名式額面株式

（額面金額1人民元）

普通株式

国内株式
270,000,000,000－

新規発行株式の

内容の欄に同

じ。

計 － 270,000,000,000－  

 

（２）【発行済株式総数及び資本金の推移】

（本書日付現在）

年月日
発行済株式総数（株） 資本金（人民元）  

増減数 残高数 増減額 残　高 摘　要

2009年1月15日 260,000,000,000260,000,000,000260,000,000,000260,000,000,000
株式有限会社
として設立

2010年4月22日 10,000,000,000270,000,000,00010,000,000,000270,000,000,000新株式の発行

＿＿＿＿＿＿＿

　設立日現在、当行の初回登録資本は260,000,000,000人民元であり、額面金額1.00人民元の国内株式260,000,000,000株に分割さ

れている。当該登録資本は全額払込済みであると認定されており、以下の通り当行の発起人により引き受けられている。

 

 発起人の名称 国内株式数 株式資本における株式保有率

    

 MOF 130,000,000,00050％

 匯金公司 130,000,000,00050％

 

　当行の設立日以降の登録資本の変更は以下の通りである。

　2010年4月21日、当行はSSFに新株10,000,000,000株を約155億人民元で発行することに合意し、MOF、匯金公司およびSSFと株式引

受契約を締結した。当行の登録資本は、2,700億人民元に増加した。

　Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了直後、当行の登録資本は317,647,059,000人民元となり、これは額

面金額1.0人民元のＨ株式26,729,412,074および額面金額1.0人民元のＡ株式290,917,646,926により構成される（Ａ株式オ

ファリングまたはグローバル・オファリングのオーバーアロットメント・オプションが行使されないことを前提とする。）。

　本書に記載の事由を除き、当行の設立日以降、当行の登録資本に変更はない。

 

当行の株式有限会社としての設立

当行は、2009年1月15日、登録資本合計2,600億人民元で、MOFおよび匯金公司を当行の発起人として、完全国有の商
業銀行から株式有限会社に組織変更した。発起人の保有する当行の株式は、額面金額1株当たり1.00人民元の
260,000,000,000株である。MOFおよび匯金公司は、MOFが発行した国有株式管理計画に関する認証（財経[2008年]第
181号）に基づき、当行の登録資本についてそれぞれ130,000,000,000株を保有しており、これらはすべて国有株式で
ある。

 

SSFの出資後、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリング前
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当行、MOF、匯金公司およびSSFは、2010年4月21日に株式引受契約を締結した。これに基づき、SSFは、当行が発行した
新株10,000,000,000株を約155億人民元で引き受けた。これは、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリン
グ前の当行の登録資本の約3.70％に相当する。SSFによる出資の完了により、当行の合計登録資本は270,000,000,000
人民元となった。株式保有についての詳細は、以下の通りである。

株主名  株式の種類  株式数  

登録資本
のおよその割合
（％）

MOF  国有株式  130,000,000,000 48.15
匯金公司  国有株式  130,000,000,000 48.15

SSF  国有株式  10,000,000,000
(1) 3.70

合計    270,000,000,000 100.00

       
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　かかる株式の議決権行使は、株式引受契約によりMOFに委任されている。

 

Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了後

Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了直後、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オ
ファリングのオーバーアロットメント・オプションのいずれもが行使されないと仮定した場合、当行の登録資本は
317,647,059,000人民元となる。これはＨ株式26,729,412,074株およびＡ株式290,917,646,926株からなり、それぞれ
当行の登録資本の約8.41％および91.59％に相当する。株式保有についての詳細は、以下の通りである。

株主名

 

株式の種類  株式数  

登録資本
のおよその割合
（％）

MOF  Ａ株式
(1)  127,705,882,344 40.20

匯金公司  Ａ株式
(1)  130,000,000,000 40.93

SSF  Ａ株式  10,976,470,582
(2)  3.46

  Ｈ株式  1,317,647,074
(2)  0.41

グローバル・オファリングにより
発行されたＨ株式

 
Ｈ株式  25,411,765,000 8.00

Ａ株式オファリングにより発行さ
れたＡ株式

 
Ａ株式

 
22,235,294,000

 
7.00

合計    317,647,059,000 100.00
       
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　MOFおよび匯金公司が保有する株式に関連する情報については、「第二部-第５-１-（２）発行済株式総数及び資本金の推移

-MOFおよび匯金公司が保有する株式」を参照のこと。

(2)　かかる株式の議決権行使は、株式引受契約および2010年5月5日付でMOFが発行した中国農業銀行股?有限公司の国有株式の

譲渡計画に関する回答による認可（以下「国有株式譲渡認可」という。）の条件に基づき、MOFに委任されている。

 

Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了直後、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オ
ファリングのオーバーアロットメント・オプションの両方が全部行使されたと仮定した場合、当行の登録資本は、
324,794,117,000人民元となる。これはＨ株式30,738,823,096株およびＡ株式294,055,293,904株からなり、それぞれ
当行の登録資本の約9.47％および90.53％に相当する。株式保有についての詳細は、以下の通りである。

株主名

 

株式の種類  株式数  

登録資本
のおよその割合
（％）

MOF  Ａ株式
(1)  127,361,764,737 39.21

匯金公司  Ａ株式
(1)  130,000,000,000 40.03

SSF  Ａ株式  11,122,941,167
(2)  3.42

  Ｈ株式  1,515,294,096
(2)  0.47

グローバル・オファリングに基づ
き発行されたＨ株式

 
Ｈ株式  29,223,529,000 9.00

Ａ株式オファリングに基づき発行
されたＡ株式

 
Ａ株式

 
25,570,588,000

 
7.87

合計    324,794,117,000 100.00
       
＿＿＿＿＿＿＿

(1)　MOFおよび匯金公司が保有する株式に関連する情報については、「第二部-第５-１-（２）発行済株式総数及び資本金の推移

-MOFおよび匯金公司が保有する株式」を参照のこと。

(2)　かかる株式の議決権行使は、株式引受契約および国有株式譲渡認可の条件に基づき、MOFに委任されている。

 

順位
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Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリング完了後の発行済のＨ株式およびＡ株式は、当行の登録資本
における普通株式である。ただし、QDIIを別として、Ｈ株式は一般的に、中国の法人または自然人による引受けの対象
とならず、またこれらの者の間で取引されることもできない。他方、Ａ株式は、中国の法人もしくは自然人またはQFII
もしくは海外の戦略的投資家のみが引受け可能であり、またこれらの者の間でのみ取引されることが可能である。な
お、その取引は、人民元建てによって行われなければならない。Ｈ株式のすべての配当は、当行により香港ドルで支払
われるのに対して、Ａ株式のすべての配当は、当行により人民元で支払われる。

さらに、Ａ株式およびＨ株式は、当行の定款において、それぞれ異なる種類の株式とみなされている。この2種類の
株式の相違ならびに種類株式の権利、株主に対する通知および財務報告書の送付、紛争解決、異なる株主名簿への株
式の登録、株式譲渡の方法ならびに配当受取代理人の任命に関する規定は、当行の定款に定められており、「第二部-
第１-１-（２）提出会社の定款等に規定する制度」において要約されている。さらに、種類株主の権利の変更または
廃止は、株主総会における特別決議および関連する種類株主により招集された個別の株主総会により承認されなけ
ればならない。ただし、個別の種類株主総会による承認手続は、次に該当する場合は適用されない。すなわち、(ⅰ)当
行が、株主総会における特別決議による承認に基づき、個別にまたは同時に、12ヶ月ごとに既存の発行済のＡ株式お
よびＨ株式の20％以下に相当する株式を発行する場合、(ⅱ)設立時のＡ株式およびＨ株式の発行計画が国務院の証
券規制当局による認可を受けた日から15ヶ月以内に実施される場合、または(ⅲ)当行の発起人およびSSFがその株式
をCSRCもしくは国務院の権限ある証券認可当局の認可を受けて、Ｈ株式に転換する場合。ただし、Ａ株式およびＨ株
式は、その他のいかなる点に関しても相互に同順位であり、とりわけ、本書の日付後に公表され、支払われ、または実
施されるすべての配当または分配に関して同順位である。

Ａ株式およびＨ株式は、いずれも交換可能でも代替可能でもなく、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファ
リング後の当行のＡ株式およびＨ株式の市場価格は異なる場合がある。

 

MOFおよび匯金公司が保有する株式

当行のＡ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了後、MOFおよび匯金公司が保有するすべての株
式は、Ａ株式として登録される。かかる株式は、中国証券登記結算有限責任公司に預託され、上海証券取引所に上場す
ることが承認されている。香港証券取引所がグローバル・オファリングの過程で当行のＨ株式の上場を承認する際
に、MOFおよび匯金公司が保有するすべての株式についても香港証券取引所への上場が承認される。かかる株式につ
いては、Ｈ株式に転換し、一定の手続的要件を充たせば、香港証券取引所に上場することができる。当該手続的要件と
は、かかる株式の中国証券登記結算有限責任公司からの取戻しおよび香港に据え置いている当行のＨ株式株主名簿
への再登録を含み、かつ、(a)当行のＨ株式登録機関が香港証券取引所に対し、かかる株式がＨ株式株主名簿に適切に
記載されており、株券が適切に交付されていることを確認するレターを提出していること、ならびに(b)香港におけ
る株式の取引の承認が、その時々で有効な上場規則、中央清算決済システムの一般規則および中央清算決済システム
の運用手続に準拠していることを条件とする。かかる株式が当行のＨ株式株主名簿に再登録されるまで、かかる株式
はＨ株式として上場されず、その所持人は、かかる株式に関して、Ｈ株式の株主総会に出席し、その議決権を行使する
権利を有しない。当行のグローバル・オファリングの完了後、かかる株式をＨ株式として香港証券取引所に上場させ
るためには、香港証券取引所または当行の株主（Ｈ株式の株主を含む。）により追加的な認可を受けることは要求さ
れない。ただし、MOFおよび匯金公司は、保有する株式がＨ株式として香港証券取引所に上場される前までに、CSRCま
たは国務院の権限のある証券認可当局の認可を得る必要がある。

MOFおよび匯金公司は、中国証券登記結算有限責任公司に預託された株式を取戻し、当行のＨ株式株主名簿に株式
を再登録するためには、関連する権利証明文書を添付した、所定の様式による特定の株式数に関する解除依頼書を、
当行に対して発行しなければならない。当行は、かかる文書の信頼性を認め、当行の取締役会により承認されること
を条件として、当行のＨ株式登録機関に対して、当行のＨ株式登録機関が、指定された株式数のＨ株式の株券を、指定
された日付において、当該株主に対して発行することを指示する通知を交付する。中国証券登記結算有限責任公司に
預託された当該株主の保有に係る株式持分は、これに基づき減じられる。このほか、当行は、提示された指定日の3日
以上前までに、かかる事実を株主および一般投資家に知らせる公告をすることに関する上場規則を遵守する。当行は
また、株主および一般投資家に対する公告に関する上海証券取引所の上場規則を遵守する。

MOFおよび匯金公司は、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了ならびにMOFおよび匯金公司
が保有する株式の中国証券登記結算有限責任公司への預託後、以下の譲渡制限に関する規制に従わなければならな
い。

?　中国会社法上、当行の公募前に発行済みであった株式は、証券取引所上場日から1年間は譲渡することができな
い。

?　上場規則上、支配株主であるMOFおよび匯金公司は、とりわけ、(ⅰ)香港取引所上場日から6ヶ月間は当行の株式
の処分を一切行わず、その処分に合意してはならず、(ⅱ)その後さらに6ヶ月間は、かかる処分の直後、MOFおよ
び匯金公司それぞれが当行の支配株主でなくなる場合、当行の株式の処分を一切行わず、その処分に合意して
はならない。

?　上海証券取引所の上場規則により、MOFおよび匯金公司が保有するすべてのＡ株式には、上海証券取引所への上
場日から36ヶ月間のロックアップ制限が課せられる。

MOFおよび匯金公司は、それぞれが保有する株式に係る当行のＨ株式登録機関への再登録時においても、かかる制
限が失効していない限りは、中国会社法および上場規則上の上記譲渡制限に引続き従わなければならない。ただし、
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上海証券取引所の上場規則に基づく36ヶ月間のロックアップ制限は、Ｈ株式に転換されたものについては適用され
ない。

MOFは、中国会社法に基づき、証券取引所において当行の株式上場日（当行のＡ株式またはＨ株式の取引開始日の
うち、いずれか早い方の日）から1年間は、当行の株式を一切譲渡しないことを約束している。匯金公司は、匯金公司
が当行の発起人になったことにより発生した、中国および国際監督機関のロックアップ要件を遵守することを約束
している。

最近日現在、MOFおよび匯金公司が保有する株式について設定されている質権または紛争はない。

 

SSFが保有する株式

当行のＡ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了後、国有株式譲渡認証に基づいて割当株式か
ら転換されるＨ株式以外のSSFによって保有されていた割当株式は、Ａ株式として登録される。かかる株式は、中国証
券登記結算有限責任公司に預託され、上海証券取引所に上場することが承認されている。上記のMOFおよび匯金公司
に適用される同一の手続的要件および条件に従い、かかる株式は、Ｈ株式として再登録し、香港証券取引所に上場す
ることができる。株式引受契約に基づき、SSFが保有する割当株式は、ロックアップの対象となり、その期間はクロー
ジング日から5年間または当行の新規株式公開の価格決定日から3年間のいずれか長い期間である。当行の新規株式
公開がクロージング日以後5年以内に完了した場合、SSFは、ロックアップ期間の終了から1年間を経過するまでは、全
割当株式（株式分割、特別配当およびライツ・イシューに従い引き受けた株式を含む。）のうち30％を超えない限度
でのみこれを譲渡することができ、ロックアップ期間終了から2年間を経過するまでは、全割当株式（株式分割、特別
配当およびライツ・イシューに従い引き受けた株式を含む。）のうち60％を超えない限度でのみこれを譲渡するこ
とができる。SSFは、割当株式に係る当行のＨ株式登録機関への再登録時においても、かかる制限が失効していない限
りは、上記譲渡制限に引続き従わなければならない。さらに、割当株式の議決権の行使は、すべてMOFに委任された。最
近日現在、割当株式について設定されている質権または紛争はない。

国有株式の譲渡に関する中国の関連規則に基づき、国有株式の譲渡によりSSFが受領したＡ株式については、国有
株式の株主が譲渡人として受けることのある譲渡制限を遵守しなければならない。ただし、国有株式の譲渡により
SSFが受領したＨ株式は、かかる譲渡制限を受けない。
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ロックアップ期間

以下の表は、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了後に、MOF、匯金公司およびSSFに対して
適用されるロックアップ期間を示したものである。

株主名  

株式の
種類  

株式数（Ａ株式オファリング
またはグローバル・オファリ
ングのオーバーアロットメン
ト・オプションが行使されな
いと仮定した場合）  

株式数（Ａ株式オファリング
またはグローバル・オファリ
ングのオーバーアロットメン
ト・オプションが全部行使さ
れたと仮定した場合）  

適用される
ロックアップ期間

MOF  Ａ株式  127,705,882,344 127,361,764,737 上海証券取引所への
上場日から36ヶ月間

匯金公司  Ａ株式  130,000,000,000 130,000,000,000 上海証券取引所への
上場日から36ヶ月間

SSF  Ａ株式  9,905,882,352
(1) 9,891,764,707

(1) 株式引受契約の完了
日から5年間または
当行の新規株式公開
のプライシング日か
ら3年間のうち、いず
れか長期において終
了する方

  Ａ株式  1,070,588,230
(2) 1,231,176,460

(2) 上海証券取引所への
上場日から36ヶ月間

  Ｈ株式  1,317,647,074 1,515,294,096 なし

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　割当株式の数から、割当株式から転換されたＨ株式の数を差し引いた数。

(2)　国有株式譲渡認可に基づきMOFから譲渡された株式の数。

 

Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリング前に発行された株式の譲渡

中国会社法上、当行の公募前に発行済みであった株式は、証券取引所上場日から1年間は譲渡することができない。
ただし、国有株式の譲渡に関する中国の関連規則に基づき、MOFおよびSSF自身のそれぞれによりSSFに譲渡され、グ
ローバル・オファリングに基づいて計算されたＨ株式（下記「第二部-第５-１-（２）発行済株式総数及び資本金
の推移-国有株式の譲渡」を参照のこと。）は、かかる法的な制限を受けない。

 

国有株式の譲渡

国内資本市場における国有株式の譲渡に関する中国の関連規則に基づき、当行の国有株主、すなわちMOF、匯金公司
およびSSFは、それぞれの株式持分に比例して、合計でＡ株式オファリングにおいて募集される株式数の10％に相当
する株式数（Ａ株式オファリングについてオーバーアロットメント・オプションが行使される前の22,235,294,000
株およびＡ株式オファリングについてオーバーアロットメント・オプションが全部行使された後の追加の
3,335,294,000株）をSSFに対して譲渡するか、またはSSFに対してＡ株式オファリングにおけるオファー価格に相当
する額の現金を支払わなければならない。MOFは、国有株式譲渡認可に基づき、SSFに対しそのＡ株式（Ａ株式オファ
リングについてオーバーアロットメント・オプションが行使される前の1,070,588,230株およびＡ株式オファリン
グについてオーバーアロットメント・オプションが全部行使された後の追加の160,588,230株）を譲渡し、匯金公司
は、SSFに対する譲渡が要求される株式に相当する、Ａ株式オファリングにおけるオファー価格により計算された額
と同等の現金を支払う（Ａ株式オファリングについてオーバーアロットメント・オプションが行使される前の
1,070,588,230株およびＡ株式オファリングについてオーバーアロットメント・オプションが全部行使された後の
追加の160,588,230株）。匯金公司が保有する当行の株式は、何ら変更されない。これらのＡ株式は、Ａ株式オファリ
ングの一部とはされない。当行は、国有株主によるSSFへのＡ株式の譲渡またはSSFが事後に行ったかかるＡ株式の処
分からは、一切手取金を受領しない。

海外資本市場における国有株式の譲渡に関する中国の関連規則に基づき、当行の国有株主、すなわちMOF、匯金公司
およびSSFは、それぞれの株式持分に比例して、合計で募集株式数の10％に相当する株式数（グローバル・オファリ
ングのオーバーアロットメント・オプションが行使される前の25,411,765,000株およびグローバル・オファリング
のオーバーアロットメント・オプションが全部行使された後の追加の3,811,764,000株）をSSFに対して譲渡する
か、またはSSFに対してグローバル・オファリングにおけるオファー価格に相当する額の現金を支払わなければなら
ない。MOFは、国有株式譲渡認可に基づき、SSFに対し上記に基づいて決定される数の株式（グローバル・オファリン
グのオーバーアロットメント・オプションが行使される前の1,223,529,426株およびグローバル・オファリングの
オーバーアロットメント・オプションが全部行使された後の追加の183,529,378株）を譲渡し、匯金公司は、SSFに対
する譲渡が要求される株式（グローバル・オファリングのオーバーアロットメント・オプションが行使される前の
1,223,529,426株およびグローバル・オファリングのオーバーアロットメント・オプションが全部行使された後の
追加の183,529,378株）に相当する、オファー価格により計算された額と同等の現金を支払う。匯金公司が保有する
当行の株式には、何ら変更も生じない。国有株式譲渡認可に基づいてSSFが保有する割当株式から転換されるＨ株式
は、グローバル・オファリングのオーバーアロットメント・オプションが行使される前の94,117,648株およびグ
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ローバル・オファリングのオーバーアロットメント・オプションが全部行使された後の追加の14,117,644株に達す
る。上場時に、中国の関連規則に従い、かかる株式は、1対1の割合でＨ株式に転換される。これらのＨ株式は、グローバ
ル・オファリングの一部とはされない。当行は、国有株主によるSSFへのＨ株式の譲渡またはSSFが事後に行ったかか
るＨ株式の処分からは、一切手取金を受領しない。

当行の国有株主によるSSFに対する国有株式の譲渡は、2010年5月5日にMOFにより認可された。それらの株式のＨ株
式への転換は、2010年6月9日にCSRCにより認可された。当行は、譲渡および転換ならびにかかる譲渡および転換後の
SSFによるＨ株式の保有は、中国の関連当局により認可され、中国法上適法である旨助言されている。

 

浮動株比率に係る要件

上場規則ルール8.08(1)(a)および(b)は、有価証券の上場申請を行う公開市場があり、かつ、発行会社の上場有価証
券の十分な浮動株が維持されることを要求している。これは通常、(ⅰ)発行会社の発行済株式資本合計の25％以上が
常に一般投資家により保有されていなければならず、(ⅱ)発行会社が、上場を申請している有価証券の種類とは別に
複数の種類の有価証券を有している場合、上場時に一般投資家が（香港証券取引所を含むすべての規制市場におい
て）保有している発行会社の有価証券の総数が、発行会社の発行済株式資本合計の25％以上でなければならないこ
とを意味する。ただし、上場が申請されている有価証券の種類は、発行会社の発行済株式資本合計の15％以上でなけ
ればならず、かつ、上場時に50百万香港ドル以上の時価総額を有している必要がある。

当行は、上場規則ルール8.08(1)に基づいて、香港証券取引所においてその時々で一般投資家が保有する当行の発
行済株式資本の最低割合を、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングの完了直後においてＨ株式の形
式で香港証券取引所に上場されている当行の株式（MOF、匯金公司およびSSFが保有する株式を除く。）の割合（グ
ローバル・オファリング完了直後に増加した当行株式資本および（もしあれば）Ａ株式オファリングの5％以上と
する。）まで減少させることを認める裁量権の行使を香港証券取引所に求め、申請し、香港証券取引所はその裁量権
を行使することを確認している。

当行は、規定の浮動株比率からの減少について適切に開示し、上場後十分な浮動株が維持されていることをその後
の年次報告書において発表する。

 

（３）【所有者別状況】

区分

株式の状況
単元未満
株式の状
況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数

(人)
3 ― ― ― ― ― ― 3 ―

所有株式数

(百万株)
270,000― ― ― ― ― ― 270,000―

所有株式数

の割合(％)
― ― ― ― ― ― ― 100.00―
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（４）【大株主の状況】

（本書日付現在）

氏名または名称 住　　所
所有株式数

（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合

MOF
中華人民共和国北京市西城区三里河南

三巷3号
130,000,000,00048.15％

匯金公司
中華人民共和国北京市東城区朝陽門北

大街1号新保利大廈
130,000,000,00048.15％

SSF
中華人民共和国北京市西城区豊匯園11

号ビル　豊匯時代大廈南翼
10,000,000,0003.70％

合　　計  270,000,000,000100.00％

 

当行の取締役の知る限りにおいて、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリングのオーバーアロットメ
ント・オプションがいずれも行使されないと仮定した場合、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリング
の完了後、証券先物条例第15条第2項および第3項に従って当行に対し開示すべき当行の株式または潜在株式の持分
またはショート・ポジションを有している者は、以下の通りである。

株主名  保有の形態  株式の種類  株式数  

Ａ株式オファリングおよ
びグローバル・オファリ
ングの完了後の持分比率
（概算）（％）

MOF  実質株主／名義人  Ａ株式  138,682,352,926
(1)  43.66％

  名義人  Ｈ株式  1,317,647,074
(2)  0.41％

匯金公司  実質株主  Ａ株式  130,000,000,000 40.93％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　このうち、SSFがＡ株式10,976,470,582株を保有しているが、かかる株式の議決権の行使は、株式引受契約および国有株式譲

渡認可により、MOFに委任されている。

(2)　SSFが保有しているが、かかる株式の議決権の行使は、株式引受契約および国有株式譲渡認可により、MOFに委任されている。

 
当行の取締役の知る限りにおいて、Ａ株式オファリンおよびグローバル・オファリングのオーバーアロットメン
ト・オプションがいずれも全部行使されたと仮定した場合、Ａ株式オファリングおよびグローバル・オファリング
の完了後、証券先物条例第15条第2項および第3項に従って当行に対し開示されるべき当行の株式または潜在株式の
持分またはショート・ポジションを有している者は、以下の通りである。

株主名  保有の形態  株式の種類  株式数  

Ａ株式オファリングおよ
びグローバル・オファリ
ングの完了後の持分比率
（概算）（％）

MOF  実質株主／名義人  Ａ株式  138,484,705,904
(1)  42.63％

  名義人  Ｈ株式  1,515,294,096
(2)  0.47％

匯金公司  実質株主  Ａ株式  130,000,000,000 40.03％

＿＿＿＿＿＿＿

(1)　このうち、SSFがＡ株式11,122,941,167株を保有しているが、かかる株式の議決権の行使は、株式引受契約および国有株式譲

渡認可によりMOFに委任されている。

(2)　SSFが保有しているが、かかる株式の議決権の行使は、株式引受契約および国有株式譲渡認可により、MOFに委任されている。
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２【配当政策】

当行取締役会は、（その3分の2の多数をもって決議した）配当金の支払いに関する議案を株主総会に提出し、承認
を受けなければならない。配当実施の可否と配当金の金額は、当行の経営成績、キャッシュ・フロー、財政状態、自己
資本比率、将来の見通し、当行による配当金の支払いに関する法規制上の制約および当行取締役会が該当すると考え
るその他要因に基づいて決定される。中国会社法および当行の定款に基づき、同種類の株式を有する当行のすべての
株主は、その持分に比例した配当およびその他の分配に対して平等な権利を有する。中国法に基づき、配当は配当可
能利益の中からのみ支払うことができる。当行の配当可能利益は、(ⅰ)中国GAAPに基づき決定された、ある期間の当
行の持分所有者帰属連結純利益に、当該期間開始時の配当可能利益を加えまたは累積純損失（もしあれば）を控除
した額、(ⅱ)ある期間の当行の単体の純利益に、当該期間開始時の配当可能利益を加えまたは累積純損失（もしあれ
ば）を控除した額、(ⅲ)IFRSに基づき決定された、ある期間の当行の持分所有者帰属連結純利益に、当該期間開始時
の配当可能利益を加えまたは累積純損失（もしあれば）を控除した額および(ⅳ)IFRSに基づき決定された、ある期
間の当行の単体の純利益に、当該期間開始時の配当可能利益を加えまたは累積純損失（もしあれば）を控除した額
のうち、最も低い金額である。

・　中国GAAPに基づき決定された当行の単体の純利益の10％に相当する法定剰余準備金への繰入金。ただし、かか
る準備金が当行の登録資本金の50％に達するまでに限る。

・　当行が積み立てなければいけない一般準備金

・　定時株主総会における株主の承認に従った任意剰余準備金の積立金

MOFの最近の規則に従い、当行は原則として、税引後純利益から当行のリスク資産残高の1％以上の一般準備金を確
保しなければならない。かかる一般準備金は当行の準備金の一部を構成する。

特定の年度において分配されなかった配当可能利益は留保され、翌年度以降の分配に利用することができる。ただ
し、通常、当行はある年度において配当可能利益が計上されない場合、その年度には配当を支払わない。当行の配当の
支払いは、株主総会においても承認されなければならない。当行は、欠損金を補填し、法定準備金および一般準備金に
繰入れを行った後でなければ株主に配当することができない。この規則に違反して当行が配当したときは、株主は当
該分配された利益を当行に返還しなければならない。

CBRCは、自己資本比率が8％を下回る銀行もしくは中核的自己資本比率が4％を下回る銀行または中国のその他の
一定の銀行業務規則に違反した銀行が、配当金またはその他の形式で分配を行うことを禁止できる裁量権を有する。
「第二部-第２-３-（１）-(b) 監督および規制-中国における銀行の監督および規制-自己資本比率の監督-中国銀
行業監督管理委員会（CBRC）による自己資本比率の監督」および「第二部-第２-３-（１）-(b) 監督および規制-
中国における銀行の監督および規制-主要な規制当局-中国銀行業監督管理委員会（CBRC）」を参照のこと。2009年
12月31日現在、当行の自己資本比率は10.07％および中核的自己資本比率は7.74％であった。

当行の2009年6月17日に開催された年次株主総会において、当行の株主は、2008年度につき配当を実施しない旨の
決議案を承認した。

当行は、MOFの規制上の要件を充たすために、2008年より当行の純利益の中から一般準備金に繰入れを行ってきた。
2009年12月31日現在、当行の一般準備金の残高は、10,772百万人民元であった。2010年4月21日に、当行の株主は臨時
株主総会において2009年12月31日に終了した事業年度の純利益および配当可能利益を計画中の本件公募の実施前後
に分配する旨の議案を決議した。この利益分配案に基づき、当行は、一般準備金に38,386百万人民元を繰り入れた。上
記利益分配案の効力が発生すれば当行の2009年12月31日現在の一般準備金の残高は、49,158百万人民元となる。2010
年6月30日に終了する6ヶ月間について、当行は、中国GAAPに従い確定する当行の単体の純利益の20％を一般準備金に
繰り入れる予定である。2010年6月末に、当行の一般準備金がなお不足する場合は、当行は、2010年の事業年度につい
て利益を分配する前に一般準備金に十分な資金を割り当てる。

上記の決議に基づき、当行は、中国GAAPのもとで当行の監査済の単体の純利益の10％に相当する約6,489百万人民
元を法定利益準備金に繰り入れ、またMOFおよび匯金公司に総額200億人民元を現金で配当した。当行に対する持株比
率に基づいて、MOFおよび匯金公司は100億人民元の現金配当を受領する権利を有する。

当該株主総会において、当行の新規株式公開の前後における以下の配当の支払いおよび政策に関する提案もまた
承認された。

・　2010年6月30日に終了する6ヶ月間について、2010年6月30日現在の株主名簿に登録された株主に対して、(ⅰ)法
定剰余準備金および一般準備金に対する必要な繰入れ（中国GAAPに従って決定される2010年6月30日に終了
する6ヶ月間に係る当行の単体の純利益の10％および20％にそれぞれ相当する金額）の後の監査済純利益お
よび(ⅱ)当行の監査済財務書類に基づいて決定される過去の事業年度における未処分利益の合計に相当する
金額の現金配当（以下「特別配当」という。）を行うことを宣言する。上記(ⅰ)の監査済純利益とは、2010年6
月30日に終了する6ヶ月間について、監査（以下「特別監査」という。）を経て決定された中国GAAPおよび
IFRSにそれぞれ従った2010年6月30日に終了する6ヶ月間の当行の持分所有者帰属連結純利益および単体の純
利益のうち、最も低い額の方をいう。2010年6月30日に終了する6ヶ月間の間に当行株主構成に変化が生じた場
合、各新株主に分配された配当は、当該株式の買取取引が完了した日から起算してその株主が当行株式を実際
に所有した日数に基づいて計算される。取締役会は、特別配当の分配の手配を当行株主から授権されている。

・　2010年7月1日から2010年12月31日までの期間、上記で要約された配当の分配に関して適用のある中国の法律
（一般準備金への繰入規制を含む。）に従い、該当する基準日現在において2010年下半期における配当につき

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

256/588



資格を有する株主は、2010年6月30日に終了する6ヶ月間に係る純利益を控除した後の2010年12月31日に終了
した事業年度に係る監査済純利益（中国GAAPまたはIFRSに従った、当行の持分所有者帰属連結純利益または
単体の純利益のうち最も低い額の方による。）の35％から50％に相当する現金の配当を宣言する。

香港証券取引所の適用ある要件に従い、当行は、特別監査（その後、特別配当の実際の金額を公表する。）の完了後
にのみ特別配当を宣言しこれを支払う。当行の取締役は、特別配当を全額支払う上では、当行の現金資源で十分であ
ると考えている。

2011年12月31日および2012年12月31日に終了する各事業年度に関して、当行の取締役会は現在、上記で要約された
配当の分配に関して適用ある中国の法律に従い、該当する事業年度の監査済純利益（中国GAAPまたはIFRSに従った、
当行の持分所有者帰属連結純利益または単体の純利益のうち最も低い額による。）の35％から50％を配当として分
配することを企図している。

 

３【株価の推移】

該当なし
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４【役員の状況】

（１）当行の取締役、監査役および幹部役員

当行取締役

（本書日付現在）

役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴

所有

株式数

取締役会会長、執

行取締役

 

項俊波（Xiang

Junbo）（53歳）

項俊波氏は、2009年1月15日から当行の取締役会会長兼執

行取締役を務めている。同氏は、当行の事業戦略および全

体的な発展について責任を負う。同氏は、2007年6月に当行

に入行し、当行の総裁に任命された。同氏は、1993年から

1999年においては南京審計学院の副校長、会計検査署の監

査管理局の局長補佐ならびに会計検査署の北京、天津およ

び河北省の専門監査官室の監査官、1999年から2002年にお

いては会計検査署の人事教育局の局長を歴任した。同氏

は、2002年2月に会計検査署の監査副長官、2004年7月に

PBOCの副総裁（また、2005年8月から2007年6月まではPBOC

の上海本店の店長）に任命された。同氏は現在、中国銀行

協会の常任協議会の副会長、中国農村金融学会の会長に就

任している。同氏は、2001年に北京大学で法学の博士号を

取得しており、PBOC公認の研究員である。

－

取締役会副会長、

執行取締役、総裁

 

張雲（Zhang Yun）

（51歳）

張雲氏は、2009年1月15日から当行の取締役会副会長、執行

取締役および総裁を務めている。同氏は、当行の全体の業

務運用、管理およびリスク管理に関する事項について責任

を負う。同氏は、当行の深セン支店の副支店長、当行の広東

支店の副支店長、当行の広西自治区支店の支店長を歴任し

た。同氏は、2001年3月に当行の業務執行総裁補佐および人

事部の部長に任命され、2001年12月に当行の執行副総裁に

任命された。同氏は、2004年に武漢大学で経済学の博士号

を取得し、当行公認のシニア・エコノミストである。

－

執行取締役、執行

副総裁

楊?（Yang Kun）（51

歳）

楊?氏は、2009年1月15日から当行の執行取締役兼執行副

総裁を務めている。同氏は主に、個人向け銀行業務、銀行

カード、電子バンキング事業ならびに商品の研究開発およ

びITに関する事項について責任を負う。同氏は現在、農銀

匯理基金管理有限公司の取締役会副会長を務めている。同

氏は、当行の人事教育部の部長補佐、代理業務部の部長補

佐、市場開発部の部長および当行の安徽支店の支店長を務

めた。同氏は、2002年1月から当行の業務執行総裁補佐およ

び当行の安徽支店の支店長を兼任している。同氏は2003年

11月に当行の業務執行総裁補佐を務め、2004年3月に当行

の執行副総裁に任命された。同氏は、1996年に南開大学で

経済学の修士号を取得しており、当行公認のシニア・エコ

ノミストである。

－
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役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴

所有

株式数

執行取締役、執行

副総裁

 

潘功勝（Pan

Gongsheng）（46歳）

潘功勝氏は、2010年4月28日から当行の執行取締役であり、

2009年1月15日から当行の執行副総裁を務めている。同氏

は主に、財務改革、財務および会計、資産および負債の管

理、金融市場、国際事業ならびに関連する法務について責

任を負う。同氏は現在、ABCインターナショナル・ホール

ディングス・リミテッドの取締役会会長を務めている。同

氏は2008年4月に当行に入行し、執行副総裁に任命された。

同氏は、中国工商銀行股?有限公司において、人事部の部

長補佐、資産管理部の部長補佐、深セン支店の副支店長、資

産管理部の部長、組織改革室の管理取締役を含むいくつか

の役職を歴任した。同氏は、2005年10月に中国工商銀行股

?有限公司（ICBC）の取締役会秘書役、ICBCの組織改革室

の管理取締役およびICBCの資産管理部の部長に任命され、

2006年2月にICBCの取締役会秘書役、ICBCの組織管理室の

管理取締役およびICBCの取締役会室の管理取締役に任命

され、2007年3月にICBCの取締役会秘書役およびICBCの戦

略管理IR部の部長に任命された。同氏は、1993年に中国人

民大学で経済学の博士号を取得しており、中国人民大学の

研究員である。同氏はまた、国務院から政府特別手当を受

けている専門家である。

－

非執行取締役

 

林大茂（Lin Damao）

（55歳）

林大茂氏は、2009年1月15日から当行の非執行取締役を務

めている。同氏は、財政部において、外貨および外事局の外

国経済課の課長補佐、外貨および外事局の対外経済協力課

の課長補佐、外貨および外事局の対外経済協力課の課長、

外事局の対外経済課の課長、政策および立法局の外事課の

課長といったいくつかの役職を務めた。同氏は、2001年5月

に、財政部の政策および立法局の副顧問に任命された。同

氏は、1979年にアモイ大学で財務会計学の学士を取得して

おり、財務部公認の会計士である。

－

非執行取締役

 

張国明（Zhang

Guoming）（55歳）

張国明氏は、2009年1月15日から当行の非執行取締役を務

めている。同氏は現在、ABCインターナショナル・ホール

ディングス・リミテッドの非執行取締役を務めている。同

氏は、財政部において、農務局の職員、農務局の事業課の課

長補佐、農務局の事業課の課長、農務局の林業課の課長と

いった複数の役職を務めた。同氏は、2006年4月に財政部の

農務局の副顧問に任命された。同氏は、1982年に山西財経

学院で会計学の学士を取得しており、財務部公認の会計士

である。

－

非執行取締役

 

辛宝栄（Xin

Baorong）（58歳）

辛宝栄氏は、2009年1月15日から当行の非執行取締役を務

めている。同氏は、国家国有資産管理局の評価センター室

の室長補佐、中国資産評価協会のオフィス・ディレク

ター、中国公認会計士協会の人事部の部長を務めた。同氏

は2006年11月に、中国資産評価協会のアドバイザーに任命

された。同氏は現在、中国資産評価協会の幹部および女性

査定官の労働組合の組合長にも就任している。同氏は、

1997年に中国共産党中央党校で国際経済学の学士を取得

しており、中国社会科学院公認のシニア・エンジニアであ

り、かつ中国の公認会計士および中国の公認資産鑑定士で

ある。

－
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役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴

所有

株式数

非執行取締役

 

 

瀋炳熙（Shen

Bingxi）（58歳）

瀋炳熙氏は、2009年1月15日から当行の非執行取締役を務

めている。同氏は、PBOCの金融システム改革部の金融市場

課の課長補佐、PBOCの政策政策研究室の貨幣政策研究所の

システム改革課の課長、PBOCの研究部の貨幣政策所所長、

PBOCの東京代表オフィスの主任代表を務めた。同氏は、

2003年12月にPBOCの金融市場部の部長補佐に任命され、

2009年1月にPBOCの金融市場部の顧問に任命された。同氏

は、かつて東京大学の客員研究員であり、現在はPBOCの大

学院修士課程の指導官であり、また中国人民大学およびア

モイ大学の非常勤教授である。同氏は、1990年に中国人民

大学で経済学の博士号を取得しており、PBOC公認の研究員

である。

－

非執行取締役

 

 

袁臨江（Yuan

Linjiang）（46歳）

袁臨江氏は、2009年1月15日から当行の非執行取締役を務

めている。同氏は、中国光大銀行の信用管理部の部長代理、

中国光大銀行の信用管理部の部長補佐、中国光大銀行のリ

スク管理部の部長補佐を務めた。同氏は、2005年8月に中国

光大銀行北京支店の副支店長および最高リスク管理責任

者に任命され、2007年12月に中国光大銀行重慶支店の支店

長に任命された。同氏は、2009年に中国人民大学でEMBAの

学位を取得しており、旧中国物資部公認の経済学者であ

る。

－

非執行取締役

 

 

程鳳朝（Cheng

Fengchao）（51歳）

程鳳朝氏は、2009年1月15日から当行の非執行取締役を務

めている。同氏は現在、ABCインターナショナル・ホール

ディングス・リミテッドの非執行取締役を務めている。同

氏は、河北省平泉県の財務局次長、河北省の金融局の管理

室の副室長、河北会計事務所の所長、河北公認会計士協会

の副会長および事務局長、中国長城信託資産管理公司の石

家荘オフィスの副総経理を務めた。同氏は、2001年1月に、

中国長城信託資産管理公司の評価管理部の部長、2006年1

月に同天津オフィスの総経理、2008年8月に同開発リサー

チ部の部長に任命された。同氏は現在、北京工商大学の客

員教授を務めており、CSRCの上場会社組織再編委員会の委

員、中国資産評価協会の幹部であり、清華同方股?有限公

司の独立取締役である。同氏は、2004年に胡南大学で経営

管理学の博士号を修め、河北省の専門資格改革局公認の上

級会計士、中国の公認会計士かつ中国の公認資産鑑定士で

ある。

－
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役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴

所有

株式数

独立非執行取締

役

 

ジョン・デクスター・

ラングロイス（John

Dexter Langlois）

（67歳）

ジョン・デクスター・ラングロイス氏は、2009年1月15日

から当行の独立非執行取締役を務めている。同氏は、1973

年から1982年まで合衆国メイン州ブランズウィックのボ

ウディン大学史学科の準教授兼学部長を務め、その後JPモ

ルガンの副総裁、JPモルガンのアジア太平洋地域不動産の

会長および管理取締役、JPモルガンの中国事業部の会長を

歴任し、1982年から1999年までJPモルガン北京代表オフィ

スの主任代表、1999年から2001年までプリンストン大学の

東アジア研究科の客員教授を歴任した。同氏は、2002年9月

に、モルガン・スタンレー・プロパティーズ（チャイナ）

・カンパニー・リミテッドの代表取締役および後に会長

に、2006年4月にカントリーワイド・キャピタル・マー

ケッツ・アジア・リミテッドの管理取締役にそれぞれ任

命された。同氏はまた、2000年から2004年に上海銀行の取

締役、2003年から2004年に南京市商業銀行の取締役、2005

年1月から2006年6月に深セン発展銀行の取締役会の非常

勤会長兼取締役、2007年1月から2008年9月まで中信銀行股

?有限公司（香港証券取引所に上場されており、銘柄コー

ドは998である。）の独立非業務取締役を務めた。同氏は、

2008年3月から現在に至るまで、藍明（北京）投資諮詢有

限公司の会長を務めている。同氏は、1974年にプリンスト

ン大学の東アジア研究で博士号を、また1986年にニュー

ヨーク大学でMBAをそれぞれ取得している。

－

独立非執行取締

役

 

アンソニー・胡定旭

（Anthony Wu

Ting-yuk）（55歳）

アンソニー・胡定旭氏は、2009年1月15日から当行の独立

非執行取締役を務めている。同氏は、2004年10月より旧

アーンスト・アンド・ヤング・ピーエルシーシーでの会

長および香港病院局の会長を歴任した。現在同氏は、香港

のバウヒニア基金研究センターの会長であり、香港総商会

の会長、三菱東京UFJ銀行のグレーターチャイナの首席顧

問、アーンスト・アンド・ヤング・ピーエルエルの香港お

よび中国の上級顧問、香港策略発展委員会の委員、香港健

康医療発展コンサルティング委員会の委員、珠江デルタプ

ロジェクト委員会の委員、中国の国連協会の取締役会の構

成員、財団法人オックスフォード大学の理事である。同氏

は、香港政府により、2004年に法務官に任命され、2008年に

金紫荊星章（ゴールデン・バウヒニア・スター）を授与

された。同氏は、1974年に香港華仁書院を卒業し、1975年に

英国のティーサイド・ポリテクニックで会計の基礎課程

を修了した。同氏はその後、1975年にイングランドおよび

ウエールズ勅許会計士協会に学生会員として加入し、1979

年に勅許会計士の資格を取得した。同氏は香港公認会計士

協会および勅許会計士協会の研究員であり、第九期、第十

期、第十一期中国人民政治協商会議全国委員会の委員であ

る。

－
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役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴

所有

株式数

独立非執行取締

役

 

邱東（Qiu Dong）（52

歳）

邱東氏は、2009年1月15日から当行の独立非執行取締役を

務めている。同氏はかつて東北師範大学の学長を務めた。

現在同氏は、中国国情研究会の副会長、中国市場調査業協

会の副会長、中国統計教育学会の副会長、中国国民経済会

計研究会の副会長、国家哲学社会科学規画学科評価審査グ

ループのメンバー、国務院の学位授与委員会の学課評価識

者のメンバー(応用経済学)、国家統計局の諮問委員会の委

員、教育部高等学校経済学教学指導委員会の委員、全国統

計教材編集審査委員会の委員、全国統計科学技術進歩評価

奨励委員会の委員、中国人民大学の応用統計学センターの

学術委員会のメンバー、西安統計研究員の客員研究員、西

南財経大学の非常勤教授、山西財経大学の非常勤教授、

「統計研究」誌の編集委員に就任している。同氏は、1990

年に東北師範大学で経済学の博士号を取得している。同氏

は現在、中央財経大学の教授および博士課程の監督官であ

り、国務院から政府特別手当を受けている専門家である。

同氏はまた、第十期全国人民代表大会の議員である。

－

 

当行監査役

（本書日付現在）

役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴

所有

株式数

監査役会会長 車迎新（Che

Yingxin）（55歳）

車迎新氏は、2009年1月15日から当行の監査役会会長を務

めている。同氏は、当行の監督および管理に責任を負う。同

氏は、PBOCの盧氏準支店の準支店長、PBOC洛陽支店の副支

店長、PBOC三門峡支店の支店長、PBOC信陽支店の支店長、

PBOC河南省支店の副支店長、PBOC検査局の局長補佐、規律

検査委員会の秘書役補佐およびPBOCの検査局の局長、中央

金融規律検査工作委員会の秘書役補佐、監督部の金融検査

局の局長、CBRCの銀行監督部門Iの部長を務めた。同氏は、

2005年2月にCBRCの会長補佐に任命され、2005年12月に重

点的国有金融機関の監査役会会長に任命された。同氏は経

済管理学の学士を取得している。

－

株主代表監査役 潘暁江（Pan

Xiaojiang）（58歳）

潘暁江氏は、2009年1月15日から当行の株主代表監査役を

務めている。同氏は、財政部の会計事務管理局の局長補佐、

中国公認会計士協会の取締役補佐、MOFの世界銀行局の局

長補佐、局長兼副長官、MOFの国際局の副長官を務めた。同

氏は、2000年7月に、中国銀行の監査役会の（副長官と同位

レベルの）常勤の監督官兼取締役補佐に任命され、2001年

11月に、中国銀行の監査役会の（長官と同位レベルの）常

勤の監査役兼監査役会事務局長に任命され、2003年7月に、

当行の監査役会の（長官と同位レベルの）常勤の監査役

兼監査役会事務局長に任命された。同氏は、清華大学で経

営管理学の博士号を取得しており、財務部公認のシニア・

エコノミストであり、かつ中国の公認会計士である。

－
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役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴

所有

株式数

従業員代表監査

役

 

王瑜瑞（Wang Yurui）

（55歳）

王瑜瑞氏は、2009年4月10日から当行の従業員代表監査役

を務めている。同氏は、2004年8月に当行の監査役会の（取

締役と同位レベルの）常勤の監督官に任命され、その後、

2008年4月に当行の監査役会の（副長官と同位レベルの）

常勤の監督官に任命され、2009年1月に当行の株主代表監

査役に任命された。同氏は、PBOCの教育科学部の建設金融

課の課長補佐、PBOCの教育部の金融計画課の課長補佐、

PBOC威海支店の副支店長、PBOC会計財務部の総合サービス

課の課長補佐を務めた。同氏は2000年7月に、中国銀河証券

股?有限公司の監査役会の取締役補佐に任命され、2003年

8月に、交通銀行股?有限公司の監査役会の（取締役と同

位レベルの）監督官に任命された。同氏は産業および都市

建設学の学士を取得しており、PBOC公認のエンジニアであ

る。同氏は第7回および第8回全国青年連合会のメンバーで

あり、北京の西城区の第10回政治協商常務委員会の委員で

ある。

－

従業員代表監査

役

 

王醒春（Wang

Xingchun）（46歳）

王醒春氏は、2009年4月10日から当行の従業員代表監査役

を務めている。同氏は、当行本店の職員、リサーチ室の政策

研究所の副所長、開発計画部の政策研究所の所長、開発計

画部の部長補佐、市場開発部の部長補佐を務めた。同氏は、

当行本店において1998年5月に市場開発部の部長補佐、

2000年12月に研修部の副部長、2002年2月に当行の天津研

修所の副所長、2003年11月に法務部の部長、2006年6月に法

務コンプライアンス部の部長、2008年7月に法務部の部長

といった、いくつかの役職を務めた。同氏は、PBOC大学院で

経済学の修士号を取得しており、当行公認のシニア・エコ

ノミストである。

－

従業員代表監査

役

 

賈祥森（Jia

Xiangsen）（55歳）

賈祥森氏は、2009年4月10日から当行の従業員代表監査役

を務めている。同氏は、PBOC北京支店の職員およびセク

ション・チーフ補佐、PBOC北京豊台地区オフィスのオフィ

ス長補佐を務めた。その後、同氏は当行において、北京豊台

準支店の準支店長、北京支店の教育課の課長補佐、北京支

店の与信協力管理部の部長補佐および北京支店の科学技

術課の課長補佐といった、いくつかの役職を務めた。同氏

はまた、当行北京東莞準支店の準支店長を務め、当行北京

支店の支店長補佐を務めた。同氏は、1994年11月に北京支

店の副支店長、2000年12月に当行の法人銀行部の部長、

2003年11月に広東支店の支店長、2008年4月に当行の監査

室の主任に任命された。同氏は中国社会科学院で金融学の

修士課程を修了しており、当行公認のシニア・エコノミス

トである。

－
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幹部役員

（本書日付現在）

役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴

所有

株式数

取締役会副会長、

執行取締役、総裁

張雲（Zhang Yun）

（51歳）

張雲氏の詳細な経歴については、上記「第二部-第５-４-

（１）当行の取締役、監査役および幹部役員-当行取締

役」を参照のこと。

－

執行取締役、執行

副総裁

楊?（Yang Kun）（51

歳）

楊?氏の詳細な経歴については、上記「第二部-第５-４-

（１）当行の取締役、監査役および幹部役員-当行取締

役」を参照のこと。

－

執行副総裁、党紀

委員会秘書役

 

朱洪波（Zhu Hongbo）

（47歳）

朱洪波氏は、2010年2月から当行の執行副総裁および党紀

委員会の秘書役を務めている。同氏は主に、県域銀行業務

および関連する監督について責任を負う。同氏は、当行の

総務室の室長補佐および室長を務め、海南支店、江蘇支店

および北京支店の支店長を務めた。同氏は、2008年4月に当

行の党紀委員会の秘書役に任命された。同氏は、南京大学

で経営管理学の博士号を取得しており、当行公認のシニア

・エコノミストである。

－

執行副総裁

 

郭浩達（Guo Haoda）

（52歳）

郭浩達氏は、2009年1月から2010年3月まで、当行の執行副

総裁および北京支店の支店長を務め、2010年3月からは当

行の執行副総裁を務めている。同氏は、法人向け銀行業務

の開発ならびにカストディアン管理、事業運用管理および

現金決済管理に関する事項について責任を負う。同氏は当

行の江蘇省蘇州支店の副支店長および支店長、深セン支店

の支店長、江蘇支店の支店長を務めた。同氏は、2008年4月

に当行の執行副総裁および北京支店の支店長に任命され

た。同氏は、会計学の学士を取得しており、当行公認のシニ

ア・エコノミストである。同氏は、国務院によって政府に

よる特別手当を与えられた専門家である。同氏は、2003年

に全国中国メイデーメダルを受賞した。

－

執行取締役、執行

副総裁

潘功勝（Pan

Gongsheng）（46歳）

潘功勝氏の詳細な経歴については、上記「第二部-第５-４

-（１）当行の取締役、監査役および幹部役員-当行取締

役」を参照のこと。

－

執行副総裁

 

蔡華相（Cai

Huaxiang）（50歳）

蔡華相氏は、2010年2月から当行の執行副総裁を務めてい

る。同氏は主に、資産処理、保安および安全対策ならびに労

働組合問題について責任を負う。同氏は、国家開発銀行の

人事局の副局長を務め、国家開発銀行の南昌支店および江

西支店の支店長、国家開発銀行の運営部の部長、国家開発

銀行北京支店の支店長を務めた。同氏は、2008年9月に国家

開発銀行の副総裁に任命された。同氏は、中国地質大学で

エンジニアリングの修士号を取得しており、中国農業開発

銀行公認のシニア・エコノミストである。

－

取締役会秘書役、

会社秘書役

李振江（Li

Zhenjiang）（39歳）

李振江氏の詳細な経歴については、下記「第二部-第５-４

-（１）当行の取締役、監査役および幹部役員－会社秘書

役」を参照のこと。

－
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会社秘書役

（本書日付現在）

役名

および職名

氏　　名

（年齢） 略　　歴

所有

株式数

取締役会秘書役、

会社秘書役

 

李振江（Li

Zhenjiang）（39歳）

李振江氏は、2009年1月から、当行の取締役会秘書役、取締

役会室の総経理および組織改革室の業務執行副取締役を

務めている。同氏は、PBOC総務管理部の政策研究所の所長

およびPBOC上海本店の統合管理部の副部長を務めた。同氏

は、2007年8月に当行の組織改革室の室長補佐、2008年1月

に当行のリサーチ室の室長、2008年10月に当行の経営戦略

部の部長に任命された。同氏は、南開大学で経済学の博士

号を取得しており、当行公認のシニア・エコノミストであ

る。同氏は、2010年4月から当行の会社秘書役を務めてい

る。

－

 

（２）当行の取締役、監査役および幹部役員への報酬

当行は、当行の従業員でもある当行の執行取締役、監査役および幹部役員に対し、給与、賞与、社会保険プラン、住宅
共済補助およびその他の給付金の形態によって各種の報酬を提供している。当行の独立非執行取締役は、その責任に
応じた報酬を受領しており、最近日現在、当行の非執行取締役（独立非執行取締役を除く。）は、当行からいかなる報
酬も受領していない。2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日に終了した3年間において当行の取締
役、監査役および幹部役員に支払われた税引前報酬の総額は、それぞれ約17.37百万人民元、約8.41百万人民元および
約8.71百万人民元であった。中国の規則およびルールの要件に従って、当行は、省政府および市政府が組成した各種
の社会保険プランおよび住宅共済基金に加入しており、従業員（当行の取締役、監査役および幹部役員を含む。）に
対し補足的な医療保険およびその他の給付金を提供している。当行は、2009年12月31日、2008年12月31日および2007
年12月31日に終了した各事業年度において、上記の税引前報酬の総額において、取締役、監査役および幹部役員に対
するかかるプランおよび給付金に、それぞれ約2.83百万人民元、約1.46百万人民元および約1.06百万人民元を拠出し
た。

2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日に終了した各事業年度において、当行の高額報酬者上位5
名に対して当行が支払った税引前報酬の総額は、それぞれ約7.20百万人民元、約6.06百万人民元および約6.49百万人
民元であった。

MOFにより公布された「中央金融機関における責任を有する人材に対する報酬の承認に関する規制措置」に従い、
当行の取締役、監査役会会長および幹部役員に対する2009年度における業績連動型の年俸のうち50％は直ちに支払
われたが、業績連動型の年俸の残りの50％については、2010年度、2011年度および2012年度にその3分の1ずつが毎年
支払われる。

当行は、2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日に終了した年度について、当行の取締役または高
額報酬者上位5名に対し、当行への就任奨励金または離任補償金としての報酬を支払っていない。さらに、同期間にお
いて、報酬を放棄した取締役はいなかった。

上記に開示される場合を除き、2009年12月31日、2008年12月31日および2007年12月31日に終了した各事業年度につ
いて、当行または当行の子会社による当行取締役に対するその他の支払いは行われておらず、また行われる予定もな
い。

 

５【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

コーポレート・ガバナンスおよび内部統制

コーポレート・ガバナンス

概要

中国会社法、中国商業銀行法ならびにその他の法律、規則および規定文書がコーポレート・ガバナンスに関連する
特定要件を規定しており、そのうち「株式会社形態の商業銀行のコーポレート・ガバナンスに関するガイドライ
ン」が中国の株式会社における最良のコーポレート・ガバナンス慣行に関する基準を規定している。ガイドライン
に基づき、中国の株式会社形態の商業銀行は、管理および監督の権限、機能および責任が株主総会、取締役会、監査役
会および幹部役員の間で明確に分担されている健全なコーポレート・ガバナンスのシステムおよび明確な組織構造
を確立しなければならない。さらに、「株式会社形態の商業銀行の独立取締役および社外監査人に関するガイドライ
ン」により商業銀行の取締役会は2人以上の独立取締役を任命することが提言されており、「上場会社による独立取
締役制度の設立に関するガイドライン」は、中国の上場会社の取締役会の3分の1以上が独立取締役であることを要
件としている。「株式会社形態の商業銀行のコーポレート・ガバナンスに関するガイドライン」は、取締役会の構成
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員の4分の1以上、3分の1未満が幹部役員であることを推奨している。当行定款に基づき、当行の幹部役員には全執行
取締役が含まれる。現在、かかる要件に従い、当行の取締役会には4名の執行取締役がいる。「国有商業銀行のコーポ
レート・ガバナンスおよびその他の規制問題に関するガイドライン」は、定時株主総会が国有商業銀行の管理機関
であり、国有商業銀行の株主は定時株主総会を通じてその権利を行使し、法令およびその定款に準拠することを規定
している。さらにこれらのガイドラインは、とりわけ、大手商業銀行に適用されるコーポレート・ガバナンスの基本
的な原則を提示している。

中国会社法、中国商業銀行法ならびにその他の規則および規制に基づき金融機関の取締役および幹部役員に一般
的に適用される資格条件に加えて、CBRCは、以下の特定の具体的資格条件を定めている。

・　国有または株式会社形態の商業銀行の取締役会の会長および副会長は、少なくとも学士号を取得しており、金
融部門において8年以上の実務経験または関連事業部門において12年以上の実務経験（金融部門における5年
以上の経験を含む。）を有していなければならない。

・　国有または株式会社形態の商業銀行の取締役会の秘書役は、少なくとも学士号を取得しており、金融部門にお
いて6年以上の実務経験または関連事業部門において10年以上の実務経験（金融部門における3年以上の経験
を含む。）を有していなければならない。

・　国有または株式会社形態の商業銀行の総裁および副総裁は、少なくとも学士号を取得しており、金融部門にお
いて8年以上の実務経験または関連事業部門において12年以上の実務経験（金融部門における4年以上の経験
を含む。）を有していなければならない。

・　国有または株式会社形態の商業銀行の総裁補佐は、少なくとも学士号を取得しており、金融部門において6年以
上の実務経験または関連事業部門において10年以上の実務経験（金融部門における3年以上の経験を含む。）
を有していなければならない。

・　中国資本の商業銀行の主任監査役または監査部の主任は、少なくとも学士号を取得しており、国内または海外
において認知された上級の監査資格を有しており（または国内もしくは海外において認知された会計試験も
しくは監査試験に合格しており）、金融部門、会計部門または監査部門において6年以上の実務経験を有して
いなければならない。

・　中国資本の商業銀行の主任会計士または財務部の主任は、少なくとも学士号を取得しており、国内または海外
において認知された上級の会計資格を有しており（または国内もしくは海外において認知された会計士試験
に合格しており）、金融部門、会計部門または監査部門において6年以上の実務経験を有していなければなら
ない。

・　株式会社形態の商業銀行の独立取締役は、他の商業銀行において役職に就いてはならない。以下に該当する者
は商業銀行において独立取締役の要件を充たさない。

（ⅰ）商業銀行の登録資本の1％以上を保有しているかもしくは商業銀行の株主である会社において管理職に
就いている者

（ⅱ）商業銀行もしくは商業銀行が支配権を有している企業において管理職に就いている者

（ⅲ）過去3年間において商業銀行もしくは商業銀行が支配権を有している企業において管理職に就いていた
経験がある者

（ⅳ）商業銀行に対して延滞借入金を負っている企業において管理職に就いている者

（ⅴ）商業銀行と事業関係を有する専門事業体において管理職に就いている者

（ⅵ）商業銀行により支配されるかまたは重大な影響を受ける可能性がある者

（ⅶ）上記の該当者の配偶者、親、息子、娘、祖父母、または兄弟姉妹である者

当行は、トラックレコード期間において、また最近日まで、上記の資格条件を遵守している。

 

取締役会直轄の委員会

当行取締役会は、一定の職責について各種の委員会に権限を委譲している。当行は、戦略計画委員会、県域銀行業務
開発委員会、監査委員会、指名報酬委員会およびリスク管理委員会の5つの委員会を設けており、あわせて、リスク管
理委員会の下に関連取引管理委員会を設置している。

 

戦略計画委員会

当行の戦略計画委員会は、会長である項俊波氏、副会長である張雲氏、取締役である楊?氏、潘功勝氏、張国明氏、辛
宝栄氏、瀋炳熙氏、袁臨江氏、程鳳朝氏、ジョン・デクスター・ラングロイス氏およびアンソニー・胡定旭氏の11名の
取締役により構成されている。当行の会長である項俊波氏が委員長を務めている。戦略計画委員会の主な職務は、全
体的な発展戦略計画および具体的な戦略的開発計画を審査および提案し、戦略的開発ならびに国内外の金融情勢お
よび市況の変化を踏まえた実施ならびに当行の銀行業務の総合的な発展に影響を及ぼす要因を評価し、戦略計画お
よび取締役会に対する助言に対して調整を提案し、取締役会により割り当てられたその他の職務および責任を履行
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することである。

 

県域銀行業務発展委員会

県域銀行業務発展委員会は、副会長である張雲氏ならびに取締役である楊?氏、張国明氏、辛宝栄氏、瀋炳熙氏およ
び邱東氏の6名の取締役により構成されており、このうち副会長である張雲氏が委員長を務めている。県域銀行業務
発展委員会の主な職務は、県域銀行業務における発展戦略計画を審査し、取締役会に対し全体的な発展戦略計画に
沿った提案を行い、県域銀行業務に重要な影響を及ぼす要因を評価し、取締役会に対し発展戦略計画の調整を提案
し、当行の県域銀行業務における事業開発計画、方針および総合管理システムを監視し、取締役会により割り当てら
れたその他の職務および責任を履行することである。

 

監査委員会

当行は、上場規則ルール3.21および上場規則別紙14に記載されたコーポレート・ガバナンス実務規範第C3項に従
い、書面による授権事項を有する監査委員会を設置している。監査委員会は、林大茂氏および辛宝栄氏の2名の非執行
取締役ならびに上場規則ルール3.10(2)により要求される適切な会計資格を有する独立非執行取締役であるアンソ
ニー・胡定旭氏ならびにジョン・デクスター・ラングロイス氏および邱東氏の3名の独立非執行取締役により構成
されており、このうち辛宝栄氏が委員長を務めている。監査委員会の主な職務は、当行の内部統制を監督し、中核的事
業、関連規則ならびに重要な活動に関するコンプライアンス事項を調査および評価し、重要な会計方針およびその実
施状況を審査し、財政状態および運営状況を監督し、取締役会により割り当てられたその他の職務および責任を履行
することである。

 

指名報酬委員会

指名報酬委員会は、執行取締役1名（副会長である張雲氏）、2名の非執行取締役（林大茂氏および瀋炳熙氏）なら
びに3名の独立非執行取締役（ジョン・デクスター・ラングロイス氏、アンソニー・胡定旭氏および邱東氏）により
構成されており、このうち邱東氏が委員長を務めている。指名報酬委員会の主な職務は、取締役、取締役会の下に置か
れる委員会の委員長および委員ならびに幹部役員に関する任命基準および手順を提案し、取締役、総裁、取締役会秘
書役、副総裁および総裁により指名されるその他の幹部役員の資格および任命の条件を審査し、取締役会に対して提
案を行い、取締役および幹部役員の評価手段ならびに取締役、監査役および幹部役員の報酬制度の草案を作成し、取
締役会により割り当てられたその他の職務および責任を履行することである。当行は、独立非執行取締役が指名報酬
委員会の委員の過半数に満たないため、上場規則別紙14に記載されたコーポレート・ガバナンス実務規範第B1項を
遵守していないが、上場後間もなく、かかる要件を遵守する見込みである。

 

リスク管理委員会

リスク管理委員会は、楊?氏、林大茂氏、張国明氏、袁臨江氏、程鳳朝氏、ジョン・デクスター・ラングロイス氏およ
び邱東氏を含む7名の取締役により構成されており、ジョン・デクスター・ラングロイス氏が委員長を務めている。
リスク管理委員会は、当行の全体的な発展戦略に沿ったリスク管理戦略、その方針ならびにリスク管理および内部統
制の手順を審査承認し、かかる手順および効果を監督および評価し、取締役会に対する提案を行い、取締役会により
割り当てられたその他の職務および責任を履行することについて責任を負う。

当行は、リスク管理委員会の下に関連取引管理委員会を設置している。関連取引管理委員会は、袁臨江氏、ジョン・
デクスター・ラングロイス氏および邱東氏の3名の取締役により構成されており、ジョン・デクスター・ラングロイ
ス氏が委員長を務めている。関連取引管理委員会の主な職務は、関連取引事項を管理し、関連取引の総合管理システ
ムを審査承認し、これらの実施状況を監督し、取締役会に対して提案を行うことである。

 

上場規則ルール8.17および19A.16の免除

当行の会社秘書役である李振江氏は、上場規則ルール8.17に基づく適格要件に該当しない。当行は、?莉華氏を上場
日から最低3年間は李氏の補佐として任命し、李氏が上場規則ルール8.17(3)の要件を充たすために必要な経験を取
得することができるようにしている。?氏は、香港の居住者であり（上場規則ルール8.17(2)に規定される適格要件で
ある）香港の適格事務弁護士の資格を有している。同氏は現在、当行の完全子会社であるABC インターナショナル・
ホールディングス・リミテッドの法務コンプライアンス部の部長を務めている。?氏は、英国レスター大学で法学士
の学位を取得している。これに関し、当行は、李氏がかかる必要な経験を取得することができるよう、李氏に対する適
切な研修を提供するための措置も講じている。当行は、上記の通り?氏を補佐として任命することを条件に、またその
限りにおいて、李氏を当行の会社秘書役として3年間任命することについて、上場規則ルール8.17および19A.16の要
件の厳格な遵守からの免除を香港証券取引所に申請しており、香港証券取引所はこれを許可している。かかる免除
は、上場日から3年間以内に?氏が李氏の補佐でなくなったときに取り消される。3年間の任命期間が満了した時点で、
李氏が上場規則ルール8.17の要件を充たすか否かを決定するために、当行は李氏の当該要件を再度評価する予定で
ある。
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上場規則ルール8.12および19A.15の免除

上場規則ルール8.12および19A.15に従い、発行者は十分な人数の経営陣を香港に所在させていなければならず、こ
れは、一般に、発行者の執行取締役のうち最低2名が香港の通常居住者であることを意味する。現在、当行の執行取締
役に香港の居住者はいない。当行の主要業務は中国において行われているため、当行は、現在香港において十分な人
数の経営陣を所在させておらず、予測できる将来においてもその予定はない。したがって、当行は、当行および香港証
券取引所との間の効果的な連絡を保持するために特に以下の取決めを維持することを条件に、上場規則ルール8.12
および19A.15の要件の厳密な遵守からの免除を香港証券取引所に申請しており、香港証券取引所はこれを許可して
いる。

当行は、張雲氏および林大茂氏の2名を、香港証券取引所との主要な連絡者として常に行為する権限を持つ代表者
として任命している。かかる権限を持つ代表者は、香港証券取引所からの問合わせに迅速に対応できるよう、電話、
ファクシミリおよび電子メールにより容易に連絡可能な状態になければならない。

当行の権限を持つ代表者は、当行取締役会および幹部役員と常に連絡を取ることができる。各取締役はそれぞれの
携帯電話の番号、オフィスの電話番号、Eメールアドレスおよびファックス番号を香港証券取引所に提供している。当
行の取締役は、権限を持つ代表者を通じて、電話、ファクシミリまたは電子メールにより容易に連絡可能な状態にな
ければならない。香港の通常居住者ではない執行取締役、非執行取締役および独立非執行取締役は、香港を訪れるた
めの有効な旅券を保有しており、香港証券取引所との会合が必要となった場合に、しかるべき時間内に香港に行かな
ければならない。

当行は、上場規則ルール3A.19に従い、当行の権限を持つ代表者に加え、香港証券取引所との原則的な連絡者として
ゴールドマン・サックス（アジア）エル・エル・シーおよびチャイナ・インターナショナル・キャピタル・コーポ
レーション香港セキュリティーズ・リミテッドを当行のコンプライアンス・アドバイザーとして任命している。コ
ンプライアンス・アドバイザーは、上場規則ルール19A.06(4)に従い、香港証券取引所に対し、香港証券取引所および
当行のコンプライアンス・アドバイザーの連絡先としてその代表者の氏名、自宅および職場の電話およびファクシ
ミリ番号を提供している。下記「第二部-第５-５-（１）コーポレート・ガバナンスの状況-コーポレート・ガバナ
ンスおよび内部統制-コーポレート・ガバナンス-コンプライアンス・アドバイザー」を参照のこと。

 

コンプライアンス・アドバイザー

当行は、上場規則ルール3A.19に従い、ゴールドマン・サックス（アジア）エル・エル・シーおよびチャイナ・イ
ンターナショナル・キャピタル・コーポレーション香港セキュリティーズ・リミテッドを当行のコンプライアンス
・アドバイザーとして任命している。上場規則ルール3A.23に従い、当行のコンプライアンス・アドバイザーは、以下
のような状況において当行に対して助言を行う。

?　規制上の発表、配布物または会計報告の公表前

?　株式発行および自己株式の取得等、届出義務のある取引または関連取引である可能性のある取引（上場規則に

定義される。）が検討される場合

?　本書に詳述されるグローバル・オファリングによる手取金の使途とは異なる使途を当行が提案する場合、また

は当行の事業活動、発展もしくは業績が本書の予測もしくはその他の情報から逸脱した場合

?　当行の株価または取引高の異常な推移に関し、香港証券取引所が当行に対し問合わせを行う場合

 

任命期間は、上場日に開始し、当行が上場日後に開始する最初の事業年度の決算報告を行う年次報告書を配布する
日に終了するが、双方の合意により延長されうる。

 

内部統制

中国人民銀行およびCBRCがそれぞれ2002年および2007年に公表した「商業銀行の内部統制に関するガイドライ
ン」に基づき、商業銀行は、事業活動における有効なリスク管理を確保するために内部統制を確立する義務がある。
中国の商業銀行はさらに、リスク管理政策および手続を策定し、実施するリスク管理部門を設置しなければならな
い。さらに中国の銀行は、その業務のあらゆる側面を独立に監督および評価する内部監査部門を設置する必要があ
る。

CBRCは2004年12月25日に、「商業銀行の内部統制システムの評価に関する暫定措置」を発表した。同措置は、CBRC
による商業銀行の内部統制評価に関する手続、測定および評価基準を定めている。「内部統制評価に関する暫定措
置」を遵守しない場合、CBRCは、とりわけ銀行の幹部役員の交代の要請、銀行業務の一時停止、当事者の営業許可証の
取消、新本支店機構の設置または新事業の開始に関する申請の承認の遅延または不受理を含む制裁を課すことがで
きる。

2006年6月27日、CBRCは、「銀行業金融機関の内部監査に関するガイドライン」を公布し、2006年7月1日に施行され
た。同ガイドラインに基づき、銀行は、3名以上の委員（うち過半数は非執行取締役でなければならない。）を有する
取締役会の監査委員会を設置しなければならない。銀行はまた、一定の資格要件（原則として、当該銀行の全従業員
数の1％以上を占めること。）を充たす従業員により構成される内部監査部門を設置することを要求されている。当
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行の内部統制機能を担当する従業員数は、当行のリスク管理要件に基づいて決定される。当行の内部統制およびコン
プライアンス部門は規制遵守、内部統制評価および当行の特定の監査機能に関して責任を負っている。最近日現在、
当行の内部統制およびコンプライアンス部の従業員は、当行の内部監査従業員と合わせて当行の従業員総数の1％超
を占めている。

2008年5月22日、「企業内部統制に関する基準規定」がMOF、CBRC、中国国家審計署、CSRCおよびCIRCにより共同で公
布され、2009年7月1日に施行された。かかる基準規定は企業に対して、内部統制システムを確立および導入し、内部統
制を強化するためにITを利用し、その事業ニーズおよび管理ニーズに応じた情報システムを構築すること等を要求
している。

 

情報開示要件

2007年7月3日、CBRCは「商業銀行の情報開示に関する措置」を公表し、同日に施行された。かかる措置に基づき、中
国の商業銀行は、各事業年度終了後4ヶ月以内にその財務状態および営業成績を開示する監査済の年次報告書を公表
する義務がある。

2008年9月1日、CSRCにより公表され、施行された「証券公開発行会社の情報開示規定第26号-商業銀行の特別開示
規定」は、証券を公開している商業銀行による財務およびリスク関連の開示を含む情報開示に関するガイドライン
を規定した。さらに、かかる規定により商業銀行は、事業の運用または収益性に重大な影響を及ぼす可能性のある一
定の事象の公表が義務付けられている。

上記の開示要件の他に中国の上場商業銀行は、CSRCの「上場会社の情報開示に関する行政措置」および関連する
証券取引所により課される関連開示要件を遵守しなければならない。

 

関連取引

CSRCおよび関連する証券取引所により制定された関連取引に関する一般規則とは別に、2004年4月、CBRCは中国の
商業銀行の関連取引に関してさらに厳格かつ詳細な要件を定めた「商業銀行およびその内部者または株主との間の
関連取引に関する行政措置」を公布した。この措置は、関連取引の実施に際して誠実および公平の原則を厳守するこ
とを中国の商業銀行に義務づけている。中国の商業銀行は、関連者に対して無担保貸出を行うこと、または他の第三
者融資先に対して提示する条件よりも有利な条件で関連者に担保付貸出を行うことが禁止されている。

さらにこの措置は、関連者の詳細な定義、関連取引の形式および内容に加えて、関連取引を行う際に従うべき手順
および原則についても規定している。

措置に従って、商業銀行は、関連取引に関する状況報告書を四半期ベースでCBRCに提出し、また、関連者および関連
取引に関する事柄を財務諸表で開示しなければならない。さらに、取締役会は毎年、かかる取引の監視・承認メカニ
ズムの実施を株主総会で報告しなければならない。CBRCは、措置に違反する取引の是正を求め、銀行および／または
関連者に制裁を課す権限を有する。

 

2006年以降、当行の監査を行っている者は、デロイト・トウシュ・トーマツの王鵬程である。

 

（２）【監査報酬の内容等】

①【外国監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分

2008年12月31日に終了した事業年度 2009年12月31日に終了した事業年度

監査証明業務に基づ
く報酬(千人民元)

非監査業務に基づく
報酬(千人民元)

監査証明業務に基づく
報酬(千人民元)

非監査業務に基づく報
酬(千人民元)

提出会社 109,000 0 119,000 0

連結子会社 100 0 30 0

計 109,100 0 119,030 0

 

②【その他重要な報酬の内容】

該当なし

 

③【外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

該当なし
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④【監査報酬の決定方針】

該当なし
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第６【経理の状況】

 

ａ.当行は、2009年1月15日に中国において、中国会社法に基づき株式有限会社として設立された。 

本書記載の当行および子会社の邦文の財務書類(以下「邦文の財務書類」という。)は、当行の香港目論見書(以下に定義す

る。)の附属書類Iに組み込むことを目的として作成された原文（英文）の会計士報告書に含まれる、香港上場規則が会計士報

告書の作成のための会計基準として定める香港財務報告基準または国際財務報告基準のうち国際財務報告基準に準拠して作

成された本書記載の原文（英文）の監査済財務書類(以下「原文の監査済財務書類」という。)の翻訳に、下記の円換算額を併

記したものである。原文（英文）の会計士報告書を含む香港目論見書(以下「香港目論見書」という。)は、香港証券取引所への

上場申請および2010年6月下旬に予定されている香港企業登記局への登録を経た後、香港において開示される予定である。当行

の財務書類の日本における開示については、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)第129条第１項の規定が適用される予定である。

　邦文の財務書類には、財務諸表等規則に基づき、原文の監査済財務書類中の人民元表示の金額のうち主要なものについて円換

算額が併記されている。日本円への換算には、1人民元＝13.38円（中国通信社配信による中国人民銀行が発表した2010年5月31

日の仲値である100円＝7.4733人民元に相当）の為替レートが使用されている。金額は百万円単位で四捨五入して表示されて

いる。

　なお、財務諸表等規則に基づき、国際財務報告基準と日本における会計処理の原則および手続ならびに表示方法の主要な相違

については、第６の「４ 国際財務報告基準と日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違」に記載されている。

　円換算額および第６の「２ 主な資産・負債及び収支の内容」から「４ 国際財務報告基準と日本における会計原則及び会計

慣行の主要な相違」までの事項は原文の監査済財務書類には記載されておらず、当該事項における原文の監査済財務書類への

参照事項を除き、下記ｂの監査証明に相当すると認められる証明の対象になっていない。

 

ｂ. 原文の監査済財務書類は、外国監査法人等(「公認会計士法」(昭和23年法律第103号)第1条の3第7項に規定されている外国

監査法人等をいう。)であるデロイト・トウシュ・トーマツ (香港における公認会計士事務所)から、「金融商品取引法」(昭和

23年法律第25号)第193条の2第1項第1号に規定されている監査証明に相当すると認められる証明を受ける予定である。監査の

証明、すなわち本書記載の会計士報告書の原文（英文）は、当行が香港企業登記局に登録する予定である香港目論見書ととも

に香港において公表される。本書記載の会計士報告書は、これらの原文を翻訳したものである。
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１【財務書類】
 
会計士報告書
 
[2010年6月30日]
取締役 
中国農業銀行股?有限公司 
チャイナ・インターナショナル・キャピタル・コーポレーション香港セキュリティーズ・リミテッド
ゴールドマン・サックス (アジア)エル・エル・シー 
モルガン・スタンレー・アジア・リミテッド
ドイチェ・バンク・アーゲー香港支店 
J.P. モルガン・セキュリティーズ(アジア・パシフィック)リミテッド
マッコーリー・キャピタル・セキュリティーズ・リミテッド 
ABCIセキュリティーズ・カンパニー・リミテッド
各位
私どもは、2007年、2008年および2009年12月31日に終了した3年間の各年度(以下「関連期間」という。）の中国農
業銀行股?有限公司(以下「当行」という。)およびその子会社(以下、総称して「当行グループ」という。)に関連す
る財務情報(以下「当財務情報」という。)に対する私どもの報告書を以下に掲げている。当財務情報は、香港証券取
引所(以下「証券取引所」という。)のメインボードにおける当行の株式の新規上場に関連して、[2010年6月30日]付
の当行の目論見書(以下「香港目論見書」という。)に掲載するために作成された。 
当行は、1979年２月23日に設立された国営商業銀行である、旧中国農業銀行(以下「旧銀行」という。)を組織変更
したものである。当行の設立は、中国人民銀行(the People's Bank of China、以下「PBOC」という。)により承認され
た。中華人民共和国(以下「中国」という。)国務院(以下「国務院」という。)により2008年10月21日に承認された
「中国農業銀行の株式有限会社化再編計画」(以下「再編計画」という。)に従い、旧銀行は、再編計画に基づく財務
再編を実施した。その詳細については、後述するセクションAのII. 「財務再編および株式有限会社の設立」に記載
されている。 
すべての子会社は、事業年度の末日を12月31日としている。本報告書の発行日現在、当行は、後述するセクションA
のVI.注記22に記載の主要な子会社に対する持分を直接的に保有している。 
中国の企業に適用される関係する会計規則および金融規制に準拠して作成された、2007年、2008年および2009年12
月31日に終了した年度の当行グループの連結財務書類は、中国で登録された公認会計士事務所であるデロイト・ト
ウシュ・トーマツ・シーピーエー・リミテッド(德勤華永會計師事務所有限公司)による監査を受けた。当行の子会
社の財務書類は、後述するセクションAのVI.注記22に記載の通り、独立監査人による監査を受けた。 
当行の取締役は、本報告書のために、国際会計基準審議会が公表した国際財務報告基準(以下「IFRS」という。）に
準拠して、関連期間に係る当行グループの連結財務書類(以下「基礎となる財務書類」という。)を作成した。2007年、
2008年および2009年12月31日に終了した年度の基礎となる財務書類は、国際監査・保証基準審議会が公表した国際
監査基準に従ってデロイト・トウシュ・トーマツ・シーピーエー・リミテッド(德勤華永會計師事務所有限公司)に
よる監査を受けた。
本報告書記載の関連期間の当行グループの当財務情報は、基礎となる財務書類に基づいて作成されている。香港目
論見書への掲載のために私どもの報告書を作成するにあたり、私どもには、基礎となる財務書類に対する修正が必要
であるとは思われなかった。 
本報告書のために、私どもは、基礎となる財務書類を検討し、香港公認会計士協会(Hong Kong Institute of
Certified Public Accountants)が公表した監査ガイドライン3.340「目論見書および報告会計士」に準拠して必要
な追加の手続を実施した。 
基礎となる財務書類の作成および本報告書が掲載される香港目論見書の内容についての責任は当行の取締役にあ
る。基礎となる財務書類から本報告書に掲載される当財務情報を整え、当財務情報に対する独立した意見を形成し、
私どもの意見を各位に報告する責任は私どもにある。 
私どもの意見では、本報告書の目的上、当財務情報およびその注記は、2007年、2008年および2009年12月31日現在の
当行グループおよび当行の財政状態、ならびに2007年、2008年および2009年12月31日に終了した3年間の各年度の当
行グループの連結経営成績および連結キャッシュ・フローについて真実かつ公正な概観を表示している。 

　　次へ
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A.財務情報 
 
連結損益計算書
 
(単位：百万人民元)
     12月31日終了事業年度

注記  2007年  2008年  2009年
受取利息 VI. 1  250,035  321,855  296,147 
支払利息 VI. 1  (85,852) (121,852) (114,508)
受取利息純額  164,183  200,003  181,639 
受取報酬および手数料 VI. 2  23,921  24,794  37,285 
支払報酬および手数料 VI. 2  (926) (996) (1,645)
受取報酬および手数料純額  22,995  23,798  35,640 
トレーディング業務利得/(損失)純額 VI. 3  2,968  (895) 444 
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された
金融商品に係る(損失)/利得純額 VI. 4

 
(1,244) (3,603) 2,052 

投資有価証券に係る利得/(損失)純額  33  324  (173)
その他の営業(費用)/収益、純額 VI. 5  (5,484) (5,611) 4,035 
営業収益  183,451  214,016  223,637 
営業費用 VI. 6  (74,620) (110,175) (109,567)
資産に係る減損損失 VI. 8  (30,574) (51,478) (40,142)
営業利益  78,257  52,363  73,928 
関連会社の損失持分  －  (14) －
税引前当期純利益  78,257  52,349  73,928 
法人所得税費用 VI. 9  (34,470) (896) (8,926)
当期純利益  43,787  51,453  65,002 
以下に帰属:    

当行の持分所有者  43,787  51,474  64,992 
非支配持分  －  (21) 10 

 43,787  51,453  65,002 
1株当たり利益    
(単位：1株当たり1人民元)    
—基本的 VI. 10 N/A N/A 0.25
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(単位：百万円)
     12月31日終了事業年度

注記  2007年  2008年  2009年
受取利息 VI. 1 3,345,468  4,306,420  3,962,447 
支払利息 VI. 1 (1,148,700) (1,630,380) (1,532,117)
受取利息純額  2,196,769  2,676,040  2,430,330 
受取報酬および手数料 VI. 2 320,063  331,744  498,873 
支払報酬および手数料 VI. 2 (12,390) (13,326) (22,010)
受取報酬および手数料純額  307,673  318,417  476,863 
トレーディング業務利得/(損失)純額 VI. 3 39,712  (11,975) 5,941 
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された
金融商品に係る(損失)/利得純額 VI. 4

 
(16,645) (48,208) 27,456 

投資有価証券に係る利得/(損失)純額  442  4,335  (2,315)
その他の営業(費用)/収益、純額 VI. 5 (73,376) (75,075) 53,988 
営業収益  2,454,574  2,863,534  2,992,263 
営業費用 VI. 6 (998,416) (1,474,142) (1,466,006)
資産に係る減損損失 VI. 8 (409,080) (688,776) (537,100)
営業利益  1,047,079  700,617  989,157 
関連会社の損失持分  －  (187) －
税引前当期純利益  1,047,079  700,430  989,157 
法人所得税費用 VI. 9 (461,209) (11,988) (119,430)
当期純利益  585,870  688,441  869,727 
以下に帰属:       

当行の持分所有者  585,870  688,722  869,593 
非支配持分  －  (281) 134 

 585,870  688,441  869,727 
1株当たり利益       
(単位：1株当たり1円)       
—基本的 VI. 10 N/A N/A 3.35 
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連結包括利益計算書
 
(単位：百万人民元)
               
     12月31日終了事業年度

  注記  2007年  2008年  2009年
当期純利益   43,787  51,453  65,002 
        
その他の包括利益：     
売却可能金融資産に係る公正価値評価(損失)/利得     

—当期中に発生した公正価値評価(損失)/利得   (11,820) 33,490  (13,146)
—売却可能金融資産の処分/減損処理時に純損益
へ振り替えた金額  

 
209  (4) (3,804)

在外営業活動体の換算に係る為替差額   48  (132) 50 
その他   38  －  －
売却可能金融資産に係る法人所得税   2,884  (8,428) 4,282 
当期のその他の包括利益(税効果後)   (8,641) 24,926  (12,618)
当期包括利益合計   35,146  76,379  52,384 
以下に帰属する包括利益合計:     

当行の持分所有者   35,146  76,400  52,374 
非支配持分   －  (21) 10 
   35,146  76,379  52,384 

 
(単位：百万円)
     12月31日終了事業年度

  注記  2007年 2008年 2009年
当期純利益   585,870  688,441  869,727 
        
その他の包括利益：        
売却可能金融資産に係る公正価値評価(損失)/利得        

—当期中に発生した公正価値評価(損失)/利得   (158,152) 448,096  (175,893)
—売却可能金融資産の処分/減損処理時に純損
益へ振り替えた金額  

 
2,796  (54) (50,898)

在外営業活動体の換算に係る為替差額   642  (1,766) 669 
その他   508  －  －
売却可能金融資産に係る法人所得税   38,588  (112,767) 57,293 
当期のその他の包括利益(税効果後)   (115,617) 333,510  (168,829)
当期包括利益合計   470,253  1,021,951  700,898 
以下に帰属する包括利益合計:        

当行の持分所有者   470,253  1,022,232  700,764 
非支配持分   －  (281) 134 
   470,253  1,021,951  700,898 
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連結財政状態計算書
2007年、2008年および2009年12月31日現在
 
(単位：百万人民元)
     12月31日現在

  注記  2007年 2008年 2009年
資産        

現金および中央銀行預け金 VI. 11 937,014 1,145,884 1,517,806
銀行およびその他の金融機関への預け金 VI. 12 16,432 62,668 61,693
銀行およびその他の金融機関への貸出金 VI. 13 52,498 44,479 49,435
トレーディング目的保有金融資産 VI. 14 8,340 19,688 15,346
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融資産 VI. 15

 
8,865 20,329 96,830

売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 VI. 16 144,848 246,370 421,093
デリバティブ金融資産 VI. 17 10,207 7,151 4,678
顧客への貸出金 VI. 18 2,709,192 3,014,984 4,011,495
売却可能金融資産 VI. 19 529,343 800,205 730,382
満期保有投資 VI. 20 532,816 576,323 883,915
債権として分類される債務証券 VI. 21 229,743 892,532 890,199
関連会社に対する持分 VI. 23 223 155 141
有形固定資産 VI. 24 76,450 103,883 111,973
繰延税金資産 VI. 35 11,524 17,107 19,659
その他の資産 VI. 25 38,011 62,593 67,943

資産合計  5,305,506 7,014,351 8,882,588
        
負債    

中央銀行からの借入金 VI. 26 150,867 314 58
銀行およびその他の金融機関からの預り金 VI. 27 296,618 289,772 573,949
銀行およびその他の金融機関からの借入金 VI. 28 30,375 34,131 26,312
トレーディング目的保有金融負債 VI. 29 －  －  56
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融負債 VI. 30

 
10,488 22,677 113,843

買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資
産 VI. 31

 
73,391 35,090 100,812

デリバティブ金融負債 VI. 17 7,294 11,534 7,690
顧客からの預り金 VI. 32 5,287,194 6,097,428 7,497,618
未払人件費 VI. 33 58,349 68,144 29,938
税金負債  27,385 21,234 5,163
発行債務証券 VI. 34 4,154 5,150 55,179
その他の負債 VI. 36 86,996 138,336 129,045

負債合計   6,033,111 6,723,810 8,539,663
        
資本       

払込済/株式資本 VI. 37 121,612 260,000 260,000
資本準備金  3,100 －  －
投資再評価準備金 VI. 38 (7,766) 17,292 4,624
利益準備金 VI. 39 －  1,187 7,676
一般および法定準備金 VI. 40 57 64 10,772
(欠損金)/利益剰余金  (844,620) 12,022 59,817
為替換算準備金  12 (120) (70)

当行の持分所有者に帰属する持分  (727,605) 290,445 342,819
非支配持分  －  96 106
資本合計  (727,605) 290,541 342,925
          
資本および負債合計  5,305,506 7,014,351 8,882,588
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(単位：百万円)
     12月31日現在

  注記  2007年 2008年  2009年
資産        

現金および中央銀行預け金 VI. 11 12,537,247 15,331,928 20,308,244
銀行およびその他の金融機関への預け金 VI. 12 219,860 838,498 825,452
銀行およびその他の金融機関への貸出金 VI. 13 702,423 595,129 661,440
トレーディング目的保有金融資産 VI. 14 111,589 263,425 205,329
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融資産 VI. 15

 
118,614 272,002 1,295,585

売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 VI. 16 1,938,066 3,296,431 5,634,224
デリバティブ金融資産 VI. 17 136,570 95,680 62,592
顧客への貸出金 VI. 18 36,248,989 40,340,486 53,673,803
売却可能金融資産 VI. 19 7,082,609 10,706,743 9,772,511
満期保有投資 VI. 20 7,129,078 7,711,202 11,826,783
債権として分類される債務証券 VI. 21 3,073,961 11,942,078 11,910,863
関連会社に対する持分 VI. 23 2,984 2,074 1,887
有形固定資産 VI. 24 1,022,901 1,389,955 1,498,199
繰延税金資産 VI. 35 154,191 228,892 263,037
その他の資産 VI. 25 508,587 837,494 909,077

資産合計  70,987,670 93,852,016 118,849,027
        
負債       

中央銀行からの借入金 VI. 26 2,018,600 4,201 776
銀行およびその他の金融機関からの預り金 VI. 27 3,968,749 3,877,149 7,679,438
銀行およびその他の金融機関からの借入金 VI. 28 406,418 456,673 352,055
トレーディング目的保有金融負債 VI. 29 －  －  749
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融負債 VI. 30

 
140,329 303,418 1,523,219

買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資
産 VI. 31

 
981,972 469,504 1,348,865

デリバティブ金融負債 VI. 17 97,594 154,325 102,892
顧客からの預り金 VI. 32 70,742,656 81,583,587 100,318,129
未払人件費 VI. 33 780,710 911,767 400,570
税金負債  366,411 284,111 69,081
発行債務証券 VI. 34 55,581 68,907 738,295
その他の負債 VI. 36 1,164,006 1,850,936 1,726,622

負債合計   80,723,025 89,964,578 114,260,691
        
資本       

払込済/株式資本 VI. 37 1,627,169  3,478,800  3,478,800 
資本準備金  41,478  －  －
投資再評価準備金 VI. 38 (103,909) 231,367  61,869 
利益準備金 VI. 39 －  15,882  102,705 
一般および法定準備金 VI. 40 763  856  144,129 
(欠損金)/利益剰余金  (11,301,016) 160,854  800,351 
為替換算準備金  161  (1,606) (937)

当行の持分所有者に帰属する持分  (9,735,355) 3,886,154  4,586,918 
非支配持分  －  1,284  1,418 
資本合計  (9,735,355) 3,887,439  4,588,337 
          
資本および負債合計  70,987,670  93,852,016  118,849,027 
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財政状態計算書
2007年、2008年および2009年12月31日現在 

 
(単位：百万人民元)
     12月31日現在

  注記  2007年 2008年  2009年
資産        

現金および中央銀行預け金 VI. 11 936,921  1,145,726  1,517,762 
銀行およびその他の金融機関への預け金 VI. 12 16,098  61,853  61,285 
銀行およびその他の金融機関への貸出金 VI. 13 52,498  44,700  49,435 
トレーディング目的保有金融資産 VI. 14 8,340  19,688  15,346 
純損益を通じて公正価値で測定するものとして
指定された金融資産 VI. 15

 
8,865  20,264  96,830 

売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 VI. 16 144,848  246,370  421,093 
デリバティブ金融資産 VI. 17 10,207  7,151  4,678 
顧客への貸出金 VI. 18 2,709,192  3,014,951  4,011,386 
売却可能金融資産 VI. 19 529,343  800,205  730,382 
満期保有投資 VI. 20 532,816  576,323  883,915 
債権として分類される債務証券 VI. 21 229,743  892,532  890,199 
関連会社に対する持分 VI. 23 223  155  141 
子会社に対する投資 VI. 22 187  432  1,136 
有形固定資産 VI. 24 76,311  103,715  111,776 
繰延税金資産 VI. 35 11,524  17,093  19,654 
その他の資産 VI. 25 36,364  61,283  66,137 

資産合計   5,303,480  7,012,441  8,881,155 
        
負債        

中央銀行からの借入金 VI. 26 150,867  314  58 
銀行およびその他の金融機関からの預り金 VI. 27 296,619  289,772  574,794 
銀行およびその他の金融機関からの借入金 VI. 28 30,375  34,131  26,312 
トレーディング目的保有金融負債 VI. 29 －  －  56 
純損益を通じて公正価値で測定するものとして
指定された金融負債 VI. 30

 
10,488  22,677  113,843 

買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産 VI. 31 73,391  35,090  100,812 
デリバティブ金融負債 VI. 17 7,294  11,534  7,690 
顧客からの預り金 VI. 32 5,287,194  6,097,373  7,497,442 
未払人件費 VI. 33 58,347  68,130  29,911 
税金負債  27,385  21,233  5,162 
発行債務証券 VI. 34 4,154  5,150  55,179 
その他の負債 VI. 36 86,452  138,016  128,647 

負債合計   6,032,566  6,723,420  8,539,906 
        
資本        

払込済/株式資本 VI. 37 121,612  260,000  260,000 
資本準備金  3,100  －  － 
投資再評価準備金 VI. 38 (7,766) 17,292  4,624 
利益準備金 VI. 39 －  1,187  7,676 
一般および法定準備金 VI. 40 57  60  10,755 
(欠損金)/利益剰余金 VI. 39 (846,086) 10,677  58,385 
為替換算準備金   (3) (195) (191)

資本合計   (729,086) 289,021  341,249 
         
資本および負債合計   5,303,480  7,012,441  8,881,155 
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(単位：百万円)
     12月31日現在

  注記  2007年 2008年  2009年
資産        

現金および中央銀行預け金 VI. 11 12,536,003  15,329,814 20,307,656
銀行およびその他の金融機関への預け金 VI. 12 215,391  827,593 819,993
銀行およびその他の金融機関への貸出金 VI. 13 702,423  598,086 661,440
トレーディング目的保有金融資産 VI. 14 111,589  263,425 205,329
純損益を通じて公正価値で測定するものとして
指定された金融資産 VI. 15

 
118,614  271,132 1,295,585

売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 VI. 16 1,938,066  3,296,431 5,634,224
デリバティブ金融資産 VI. 17 136,570  95,680 62,592
顧客への貸出金 VI. 18 36,248,989  40,340,044 53,672,345
売却可能金融資産 VI. 19 7,082,609  10,706,743 9,772,511
満期保有投資 VI. 20 7,129,078  7,711,202 11,826,783
債権として分類される債務証券 VI. 21 3,073,961  11,942,078 11,910,863
関連会社に対する持分 VI. 23 2,984  2,074 1,887
子会社に対する投資 VI. 22 2,502  5,780 15,200
有形固定資産 VI. 24 1,021,041  1,387,707 1,495,563
繰延税金資産 VI. 35 154,191  228,704 262,971
その他の資産 VI. 25 486,550  819,967 884,913

資産合計   70,960,562  93,826,461 118,829,854
        
負債        

中央銀行からの借入金 VI. 26 2,018,600  4,201 776
銀行およびその他の金融機関からの預り金 VI. 27 3,968,762  3,877,149 7,690,744
銀行およびその他の金融機関からの借入金 VI. 28 406,418  456,673 352,055
トレーディング目的保有金融負債 VI. 29 －  －  749
純損益を通じて公正価値で測定するものとして
指定された金融負債 VI. 30

 
140,329  303,418 1,523,219

買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産 VI. 31 981,972  469,504 1,348,865
デリバティブ金融負債 VI. 17 97,594  154,325 102,892
顧客からの預り金 VI. 32 70,742,656  81,582,851 100,315,774
未払人件費 VI. 33 780,683  911,579 400,209
税金負債  366,411  284,098 69,068
発行債務証券 VI. 34 55,581  68,907 738,295
その他の負債 VI. 36 1,156,728  1,846,654 1,721,297

負債合計   80,715,733  89,959,360 114,263,942
        
資本        

払込済/株式資本 VI. 37 1,627,169  3,478,800  3,478,800 
資本準備金  41,478  －  － 
投資再評価準備金 VI. 38 (103,909) 231,367  61,869 
利益準備金 VI. 39 －  15,882  102,705 
一般および法定準備金 VI. 40 763  803  143,902 
(欠損金)/利益剰余金 VI. 39 (11,320,631) 142,858  781,191 
為替換算準備金   (40) (2,609) (2,556)

資本合計   (9,755,171) 3,867,101  4,565,912 
         
資本および負債合計   70,960,562  93,826,461  118,829,854 

 
　　次へ

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

279/588



連結所有者持分変動計算書

 
(単位：百万人民元)

   当行の持分所有者に帰属する持分合計

注記

払込済資本 株式資本 資本準備金
利益準備

金

一般およ

び

法定準備

金

(累積欠損

金)/

利益剰余金

投資再評価

準備金

為替換算

準備金
小計

非支配

持分
合計

2007年1月1日現在 121,944－ 3,062 － 51 (888,401)961 (36)(762,419)－ (762,419)

当期純利益 － － － － － 43,787 － － 43,787－ 43,787

その他の包括利益 － － 38 － － － (8,727)48 (8,641)－ (8,641)

当期包括利益合計 － － 38 － － 43,787(8,727)48 35,146－ 35,146

一般および法定準備金

繰入額

VI.

40 － － － － 6 (6) － － 

－

－ － 

中國長城資産管理公司

への移転

VI.

37 (332) － － － － － － － 

(332)

－ (332)

2007年12月31日現在 121,612－ 3,100 － 57 (844,620)(7,766)12 (727,605)－ (727,605)

当期純利益 － － － － － 51,474 － － 51,474(21)51,453

その他の包括利益 － － － － － － 25,058(132)24,926－ 24,926

当期包括利益合計 － － － － － 51,47425,058(132)76,400(21)76,379

資本拠出  

—不良資産のMOF
への売却 II. 1 － － 760,665－ － － － － 

760,665

－ 760,665

—資産の再評価 II. 2 － － 50,992－ － － － － 50,992－ 50,992

利益剰余金の資本組入 II. 3 － － 34,497－ － (34,497)－ － － － － 

資本再編 II. 38,395 － (849,254)－ － 840,859－ － － － － 

匯金公司による出資 II. 4 － 130,000 － － － － － － 130,000－ 130,000

非支配株主からの拠出 － － － － － － － － － 117 117

利益準備金繰入額

VI.

39 － － － 1,187 － (1,187)－ － 

－

－ － 

一般および法定準備金

繰入額

VI.

40 － － － － 7 (7) － － 

－

－ － 

中国長城資産管理公司

への移転

VI.

37 (7) － － － － － － － 

(7)

－ (7)

株式資本への振り替え (130,000)130,000 － － － － － － － － － 

2008年12月31日現在 － 260,000 － 1,187 64 12,02217,292(120)290,44596 290,541

当期純利益 － － － － － 64,992 － － 64,99210 65,002

その他の包括利益 － － － － － － (12,668)50 (12,618)－ (12,618)

当期包括利益合計 － － － － － 64,992(12,668)50 52,37410 52,384

利益準備金繰入額

VI.

39 － － － 6,489 － (6,489)－ － 

－

－ － 

一般および法定準備金

繰入額

VI.

40 － － － － 10,708(10,708)－ － 

－

－ － 

2009年12月31日現在 － 260,000 － 7,67610,77259,8174,624(70)342,819106 342,925
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(単位：百万円)

   当行の持分所有者に帰属する持分合計

注記

払込済資本 株式資本 資本準備金
利益準備

金

一般およ

び

法定準備

金

(累積欠損

金)/

利益剰余金

投資再評

価

準備金

為替換算

準備金
小計

非支配

持分
合計

2007年1月1日現在 1,631,611 － 40,970 － 682 (11,886,805)12,858 (482)(10,201,166)－ (10,201,166)

当期純利益 － － － － － 585,870 － － 585,870 － 585,870 

その他の包括利益 － － 508 － － － (116,767)642 (115,617)－ (115,617)

当期包括利益合計 － － 508 － － 585,870 (116,767)642 470,253 － 470,253 

一般および法定準

備金繰入額

VI.

40 － － － － 80 (80) － － 
－

－ － 

中國長城資産管理

公司への移転

VI.

37 (4,442)－ － － － － － － 
(4,442)

－ (4,442)

2007年12月31日現

在 1,627,169 － 41,478 － 763 (11,301,016)(103,909)161 
(9,735,355)

－ (9,735,355)

当期純利益 － － － － － 688,722 － － 688,722 (281)688,441 

その他の包括利益 － － － － － － 335,276 (1,766)333,510 － 333,510 

当期包括利益合計 － － － － － 688,722 335,276 (1,766)1,022,232 (281)1,021,951 

資本拠出            

—不良資産
のMOFへ

の売却

II.

1 － － 10,177,698 － － － － － 

10,177,698 

－ 10,177,698 

—資産の再
評価

II.

2 － － 682,273 － － － － － 682,273 － 682,273 

利益剰余金の資本

組入

II.

3 － － 461,570 － － (461,570)－ － 

－

－ － 

資本再編

II.

3 112,325 － (11,363,019)－ － 11,250,693 － － 

－

－ － 

匯金公司による出

資

II.

4 － 1,739,400－ － － － － － 
1,739,400 

－ 1,739,400 

非支配株主からの

拠出 － － － － － － － － 

－

1,565 1,565 

利益準備金繰入額

VI.

39 － － － 15,882 － (15,882)－ － 

－

－ － 

一般および法定準

備金繰入額

VI.

40 － － － － 94 (94) － － 

－

－ － 

中國長城資産管理

公司への移転

VI.

37 (94) － － － － － － － 
(94)

－ (94)

株式資本への振り

替え (1,739,400)1,739,400－ － － － － － 
－

－ － 

2008年12月31日現

在 － 3,478,800－ 15,882 856 160,854 231,367 (1,606)
3,886,154 

1,284 3,887,439 

当期純利益 － － － － － 869,593 － － 869,593 134 869,727 

その他の包括利益 － － － － － － (169,498)669 (168,829)－ (168,829)

当期包括利益合計 － － － － － 869,593 (169,498)669 700,764 134 700,898 

利益準備金繰入額

VI.

39 － － － 86,823 － (86,823)－ － 

－

－ － 

一般および法定準

備金繰入額

VI.

40 － － － － 143,273(143,273)－ － 

－

－ － 

2009年12月31日現

在 － 3,478,800－ 102,705144,129800,351 61,869 (937)
4,586,918 

1,418 4,588,337 
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連結キャッシュ・フロー計算書

 
(単位：百万人民元)
     12月31日終了事業年度

  注記  2007年 2008年 2009年

営業活動によるキャッシュ・フロー        
税引前当期利益   78,257  52,349  73,928 
調整:        

無形資産およびその他の資産の償却費   930  1,602  1,624 
有形固定資産の減価償却費   6,885  9,821  9,151 
資産に係る減損損失   30,574  51,478  40,142 
投資有価証券から生じた受取利息   (46,540) (78,148) (74,658)
減損した金融資産から生じた受取利息   (5,957) (2,171) (1,788)
発行劣後債から生じた支払利息   －  －  1,105 
投資有価証券に係る(利得)/損失純額   (33) (324) 173 
有形固定資産およびその他の資産の売却による利得純
額  

 
(2,062)

 
(664)

 
(279)

その他の営業費用   6,718  6,158  － 
為替換算差損   806  1,247  44 

運転資本の変動前営業活動によるキャッシュ・フロー   69,578  41,348  49,442 
中央銀行預け金ならびに銀行およびその他の金融機関への預
け金の増加純額  

 
(262,229)

 
(183,117)

 
(389,037)

銀行およびその他の金融機関への貸出金の減少/(増加)純額   5,481  4,752  (12,233)
顧客への貸出金の増加純額   (333,335) (392,847) (1,039,072)
中央銀行からの借入金の減少/(増加)純額   －  49  (256)
顧客からの預り金ならびに銀行およびその他の金融機関から
の預り金の増加純額  

 
592,258 

 
803,705 

 
1,684,598 

その他の営業資産の減少/(増加)   17,603  (4,814) (392,699)
その他の営業負債の増加   63,572  36,763  101,499 

営業活動によるキャッシュ収入   152,928 305,839 2,242
法人所得税支払額   (8,213) (21,058) (23,267)

営業活動による正味キャッシュ収入 (支出)   144,715  284,781  (21,025)

投資活動によるキャッシュ・フロー        
投資有価証券の売却/償還により受領した現金   780,605  496,066  1,410,865 
投資有価証券に係る利益により受領した現金   34,186  65,563  74,566 
その他の投資活動により受領した現金   6,628  1,830  1,917 
投資有価証券の購入のために支払った現金   (913,942) (783,606) (1,655,801)
有形固定資産およびその他の資産の購入のために支払った現
金  

 
(11,739)

 
(14,909)

 
(19,885)

投資活動による正味キャッシュ支出   (104,262) (235,056) (188,338)

財務活動によるキャッシュ・フロー        
債務証券の発行により受領した現金   －  －  49,950 
株主による拠出   －  130,000  － 
非支配株主による拠出   －  117  － 

財務活動による正味キャッシュ収入   －  130,117  49,950 

現金および現金同等物の増加/(減少)純額   40,453  179,842  (159,413)
現金および現金同等物の期首残高   276,848  314,190  488,564 
現金および現金同等物に対する為替レートの変動の影響   (3,111) (5,468) 149 

現金および現金同等物の期末残高 VI.41 314,190  488,564  329,300 
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(単位：百万円)
     12月31日終了事業年度

  注記  2007年 2008年 2009年

営業活動によるキャッシュ・フロー        
税引前当期利益   1,047,079  700,430  989,157 
調整:        

無形資産およびその他の資産の償却費   12,443  21,435  21,729 
有形固定資産の減価償却費   92,121  131,405  122,440 
資産に係る減損損失   409,080  688,776  537,100 
投資有価証券から生じた受取利息   (622,705) (1,045,620) (998,924)
減損した金融資産から生じた受取利息   (79,705) (29,048) (23,923)
発行劣後債から生じた支払利息   －  －  14,785 
投資有価証券に係る(利得)/損失純額   (442) (4,335) 2,315 
有形固定資産およびその他の資産の売却による利得純
額  

 
(27,590)

 
(8,884)

 
(3,733)

その他の営業費用   89,887  82,394  － 
為替換算差損   10,784  16,685  589 

運転資本の変動前営業活動によるキャッシュ・フロー   930,954  553,236  661,534 
中央銀行預け金ならびに銀行およびその他の金融機関への預
け金の増加純額  

 
(3,508,624)

 
(2,450,105)

 
(5,205,315)

銀行およびその他の金融機関への貸出金の減少/(増加)純額   73,336  63,582  (163,678)
顧客への貸出金の増加純額   (4,460,022) (5,256,293) (13,902,783)
中央銀行からの借入金の減少/(増加)純額   －  656  (3,425)
顧客からの預り金ならびに銀行およびその他の金融機関から
の預り金の増加純額  

 
7,924,412 

 
10,753,573 

 
22,539,921 

その他の営業資産の減少/(増加)   235,528  (64,411) (5,254,313)
その他の営業負債の増加   850,593  491,889  1,358,057 

営業活動によるキャッシュ収入   2,046,177 4,092,126 29,998
法人所得税支払額   (109,890) (281,756) (311,312)

営業活動による正味キャッシュ収入 (支出)   1,936,287  3,810,370  (281,315)

投資活動によるキャッシュ・フロー        
投資有価証券の売却/償還により受領した現金   10,444,495  6,637,363  18,877,374 
投資有価証券に係る利益により受領した現金   457,409  877,233  997,693 
その他の投資活動により受領した現金   88,683  24,485  25,649 
投資有価証券の購入のために支払った現金   (12,228,544) (10,484,648) (22,154,617)
有形固定資産およびその他の資産の購入のために支払った現
金  

 
(157,068)

 
(199,482)

 
(266,061)

投資活動による正味キャッシュ支出   (1,395,026) (3,145,049) (2,519,962)

財務活動によるキャッシュ・フロー        
債務証券の発行により受領した現金   －  －  668,331 
株主による拠出   －  1,739,400  － 
非支配株主による拠出   －  1,565  － 

財務活動による正味キャッシュ収入   －  1,740,965  668,331 

現金および現金同等物の増加/(減少)純額   541,261  2,406,286  (2,132,946)
現金および現金同等物の期首残高   3,704,226  4,203,862  6,536,986 
現金および現金同等物に対する為替レートの変動の影響   (41,625) (73,162) 1,994 

現金および現金同等物の期末残高 VI.41 4,203,862  6,536,986  4,406,034 
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(金額は、別途記載がある場合を除き、百万人民元を表す。)
 

Ｉ．一般情報
 

当行は、1979年2月23日に設立された国営商業銀行である、旧銀行を組織変更したものである。当行の設立はPBOCに
より承認された。国務院がその後2008年10月21日に承認した再編計画に従い、旧銀行は、再編計画に基づく財務再編
を実施した。これに基づき、関連期間の当行グループの財務情報は、旧銀行が存続しているものとして作成された。
 
株式有限会社としての設立時の当行の登録資本金は、260,000百万人民元である。中国財政部(Ministry of
Finance、以下「MOF」という。)および中央匯金投資有限責任公司(以下「匯金公司」という。)が、当行の株式資本を
それぞれ50%ずつ所有している。
 
当行は、中国銀行業監督管理委員会(China Banking Regulatory Commission、以下「CBRC」という。)発行の金融業
の認可第B0002H111000001号、および中国国家工商行政管理局発行の営業許可証第100000000005472号を保有してい
る。
 
当行グループの主たる業務は、人民元預金および外貨預金、貸出、支払いおよび決済サービスを含む銀行サービス、
およびCBRCが承認したその他のサービスの提供、ならびに各地域の規制当局が承認した、国外の事業所による関連
サービスの提供からなる。
 
中国で営業活動を行っている当行の本店および国内支店ならびに子会社は、「国内機関」と称されている。中国国
外で登録された、当行の香港およびシンガポールの支店および子会社は、「在外機関」と称されている。
 
Ⅱ．財務再編および株式有限会社の設立
 
再編計画に従い、旧銀行は以下の財務再編および株式有限会社への再編のための施策を完了した。
 
1．不良資産のMOFへの売却
 
旧銀行は、一部の不良資産(元本総額815,695百万人民元であり、不良債権766,768百万人民元および減損したその
他の資産48,927百万人民元からなる。)を対価総額815,695百万人民元で売却した。当該対価の一部は、PBOCからの借
入金150,602百万人民元との相殺により支払われ、残額665,093百万人民元は、2008年1月1日から始まる15年間に年率
3.3%でMOFにより決済される。
 
当該不良資産の売却の結果、不良債権およびその他の資産に対する減損損失引当金は取り崩され、資本準備金にそ
れぞれ717,531 百万人民元および43,134百万人民元が貸方計上された。
 
2．旧銀行の資産の再評価
 
国営企業の再編に係る関連する要求に従い、旧銀行は、中国における認定資産鑑定士である中企華資産評估有限責
任公司(China Enterprise Appraisals Co. Ltd.、以下「CEA」という。)との間で、2007年12月31日現在の資産および
負債の独立した評価を実施する契約を締結した。CEAは、2008年12月16日に評価報告書(中企華評報字[2008] 第414号
)(以下「当評価報告書」という。)を発行した。当評価報告書は、その後、中国農業銀行の資産に係る評価報告書の承
認(財金[2008]第 179号)に従ってMOFに承認された。旧銀行の一定の資産の評価額合計50,992百万人民元(一部の有
形固定資産の評価増および当行グループに譲渡された特定の土地使用権の評価額を含む。)は、当評価報告書に記載
された2007年12月31日現在の当該資産の評価額を参照して、2008年1月1日に当財務情報に認識され、資本準備金に貸
方計上された。
 
3．準備金の資本組入および資本再編
 
再編計画および2008年12月23日に発行された中国農業銀行の国家出資管理計画のMOFの承認(財金[2008]第181号)
に従い、旧銀行の準備金130,000百万人民元が以下を含む資本の振り替えにより、資本に組入れられた。すなわち、
(ⅰ）2008年12月31日終了事業年度の分配可能利益34,497百万人民元の資本組入、(ⅱ)欠損金840,859百万人民元の
消去、および(ⅲ)資本準備金8,395百万人民元の払込済資本への振り替え、である。
 
4．匯金公司による出資
 
2008年10月29日に、匯金公司は、再編計画に従い、当行株式の引受に対して19,029百万米ドル(130,000百万人民元
相当)を拠出した。
 
5．株式有限会社の設立
 
2008年12月23日にMOFにより発行された中国農業銀行の国家出資管理計画のMOFの承認(財金[2008]第181号)に従
い、MOFおよび匯金公司は、発起人の株式260,000百万株を１株当たり額面1人民元、総引受価格260,000百万人民元で
引き受けて、中国農業銀行股?有限公司を設立した。MOFおよび匯金公司は、当行の株式資本の50%にあたる130,000百
万株をそれぞれ引き受けた。
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Ⅲ．国際財務報告基準(以下「IFRS」という。)の適用
 
当行グループは、当財務情報を作成し開示する目的上、当行グループの2009年1月1日に開始する事業年度に適用さ
れる、国際会計基準審議会(以下「IASB」という。)が公表した多数の、新規および改訂後の国際会計基準(以下
「IAS」という。)、国際財務報告基準(以下「IFRS」という。)、修正ならびに関連する解釈指針(以下「IFRIC」とい
う。)を関連期間に首尾一貫して適用している。
 
当行グループは、2008年12月31日終了事業年度にIFRSによる最初の財務書類を作成した。IFRSへの移行日は2007年
1月1日であった。
 
さらに、当行グループは以下の修正および改訂基準を早期適用している。
 
IFRS第1号「国際財務報告基準の初度適用」に対する修正
 
当行グループは、2010年5月にIASBが公表したIFRS第１号の修正を発効日である2011年1月1日に先立って早期適用
している。IFRS第1号の修正は、一部またはすべての資産および負債について、企業がある事象に起因する特定の日に
おける公正価値で測定することで従前のGAAPに準拠したみなし原価を設定することを認めている。測定日がIFRSへ
の移行日より後であるが最初のIFRSによる財務書類の対象期間内である場合、この特定事象に起因する公正価値測
定を事象の発生時のみなし原価として使用することができる。
 
IAS第24号(改訂)「関連当事者についての開示」
 
当行グループは、IAS第24号(改訂)を発効日である2011年1月1日に先立って早期適用した。当該改訂基準は、当行グ
ループと政府/政府関連企業との間の取引に関する一部の開示の免除を規定しており、関連当事者の定義を修正し
た。当該早期適用は、当行グループの経営成績、財政状態および包括利益に影響を与えていない。
 
当行グループは、公表されたがまだ発効していない、以下の新基準、改訂基準、修正および解釈指針を早期適用して
いない。

 
IFRS(修正) 2008年5月公表の「IFRSの改善」の一環としてのIFRS第5号の修正

1

IFRS(修正) 2009年4月公表の「IFRSの改善」
2

IAS第27号(改訂) 「連結および個別財務書類」
1

IAS第32号(修正) 「株主割当で発行された新株予約権の分類」
4

IAS第39号(修正) 「適格なヘッジ対象」
1

IFRS第1号(修正) 「初度適用企業に対する追加の免除規定」
3

IFRS第2号(修正) 「グループ現金決済型株式報酬取引」
3

IFRS第3号(改訂) 「企業結合」
1

IFRS第9号 「金融商品」
7

IFRIC第14号(修正) 「最低積立要求額の前払い」
6

IFRIC第17号 「所有者に対する非現金資産の分配」
1

IFRIC第19号 「資本性金融商品による金融負債の消滅」
5

 
1
 2009年7月1日以降に開始する事業年度から適用
2
 2009年7月1日および2010年1月1日以降に開始する事業年度から適宜適用される修正
3
 2010年1月1日以降に開始する事業年度から適用
4 
2010年2月1日以降に開始する事業年度から適用
5 
2010年7月1日以降に開始する事業年度から適用
6 
2011年1月1日以降に開始する事業年度から適用
7 
2013年1月1日以降に開始する事業年度から適用

 
IFRS第3号(改訂)の適用は、取得日が2010年1月1日以降の当行グループの企業結合の会計処理に影響する場合があ
る。IAS第27号(改訂)は、子会社に対する当行グループの所有者持分の変動に関する会計処理に影響を与える見込み
である。
 
IFRS第9号「金融商品」は、金融資産の分類および測定に関する新たな要求を導入するもので、2013年1月1日から
適用となり、早期適用も認められる。当該基準は、IAS第39号「金融商品：認識および測定」の適用対象の認識したす
べての金融資産を、償却原価または公正価値のいずれかで測定することを要求している。特に、負債性投資で、(i)契
約に基づくキャッシュ・フローの回収を保有目的とする事業モデルにおいて保有され、かつ(ii)元本および元本残
高に係る利息の支払いのみからなる、契約に基づくキャッシュ・フローを伴うものは、原則として償却原価で測定さ
れる。その他の負債性投資および資本性投資はすべて、公正価値で測定される。経営者の見解では、IFRS第9号の適用
は、当行グループの金融資産の分類および測定に重要な影響を与える見込みである。
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Ⅳ．重要な会計方針

 
1．準拠に関する記述
 
当財務情報は、IFRSに準拠した以下の会計方針に従って作成されている。これらの方針は、関連期間にわたり首尾
一貫して適用されている。また、当財務情報には、証券取引所の有価証券上場規則および香港会社条例が要求し、適用
される開示も含まれている。
 
2．作成の基礎
 
当財務情報は、以下の会計方針において説明している通り、公正価値で測定する一部の金融商品を除き、取得原価
基準またはみなし原価基準で作成されている。
 
3．連結の基礎
 
当財務情報には、当行および当行が支配する子会社の財務書類が組み込まれている。当行がある企業の活動からの
便益を得るために当該企業の財務および経営方針を左右する力を有する場合に、支配を獲得する。
 
期中に取得した子会社の業績は取得の実施日から、処分した子会社の業績は処分の実施日まで、それぞれ連結損益
計算書に含まれている。
 
必要な場合には、当行グループの他の構成企業が使用する会計方針と同じ方針となるよう、子会社の財務書類に修
正がなされる。
 
企業集団内の取引高、残高、収益および費用は、連結の際に全額消去されている。
 
連結子会社の非支配持分は、当行グループの連結子会社に対する持分とは区分して表示されている。非支配持分
は、当初の企業結合日現在の非支配持分の額および企業結合日以降の資本の変動に対するその持分からなる。非支配
株主が損失を補填するという拘束力のある義務を有し、かつ追加的投資を行える範囲を除いて、非支配持分に帰属す
る損失が子会社の資本に対するその持分を超過する額は、当行グループの持分に配分される。
 
当行の財政状態計算書において、子会社に対する投資は減損損失控除後の取得原価で計上されている。
 
4．関連会社に対する投資
 
関連会社とは、投資企業が重要な影響力を有し、かつ投資企業の子会社でもジョイント・ベンチャーに対する持分
でもない企業をいう。重要な影響力とは、被投資企業の財務および経営方針の決定に関与する力をいい、それらの方
針に対する支配でも共同支配でもない。
 
関連会社の業績ならびに資産および負債は、持分法を使用して当財務情報に組み込まれている。持分法に基づき、
関連会社に対する投資は、連結財政状態計算書において、取得原価に関連会社の純資産に対する当行グループ持分の
取得日後の変動に関する修正を加え、減損損失を控除した金額で計上されている。関連会社の損失に対する当行グ
ループの持分が、当該関連会社に対する持分(関連会社に対する当行グループの純投資の一部を実質的に構成する長
期の持分を含む。)と等しいかまたはそれを超過する場合には、当行グループはそれ以上の損失について持分を認識
しない。当行グループに生じる法的債務、推定的債務、または当行グループが関連会社の代理で支払う金額の範囲を
限度に、追加的な損失に対する持分が計上され、負債が認識される。
 
 
取得原価が取得日現在で認識された関連会社の識別可能な資産、負債および偶発負債の公正価値純額に対する当
行グループの持分を超過する額は、のれんとして認識される。のれんは、投資の帳簿価額に含まれ、減損テストは個別
に行われない。代わりに、投資全体の帳簿価額について、単一の資産として減損テストが行われる。認識された減損損
失は、関連会社に対する投資の帳簿価額の一部を構成する資産(のれんを含む。)には配分されない。減損損失の戻入
れは、投資の回収可能価額がその後に増加した範囲で認識される。
 
グループ会社が当行グループの関連会社と取引を行う場合、損益は、当該関連会社に対する当行グループの持分の
額の範囲で消去される。
 
当行の財政状態計算書において、関連会社に対する投資は、減損損失控除後の取得原価で計上されている。
 
5．収益認識
 
収益は、受領したまたは受領予定の対価の公正価値で測定され、通常の事業の過程において提供した役務に対して
受領予定の額(売上に関連する税金の額を控除後)を表す。異なる性質の収益に関する個別の認識基準は以下の通り
である。
 
利息が発生するすべての金融商品に係る受取利息および支払利息は、実効金利法を用いて、「受取利息」および
「支払利息」として純損益に認識される。
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実効金利法とは、金融資産または金融負債の償却原価を算定し、関連期間に受取利息または支払利息を配分する方
法である。実効金利とは、当該金融商品の予想残存期間(場合によってはより短い期間)を通じての、将来の現金受領
額または支払額の見積額を、当該金融資産または金融負債の正味帳簿価額まで正確に割り引く利率をいう。実効金利
を算定する際には、当行グループは、金融商品のすべての契約条件を考慮してキャッシュ・フローを見積るが、将来
の貸倒損失は考慮に入れない。この計算には、実効金利の不可分の一部である契約当事者間で授受されるすべての手
数料およびポイント、取引費用、ならびにその他のすべてのプレミアムまたはディスカウントを含める。
 
金融資産または類似する金融資産のグループが、減損損失の結果として評価減された場合には、受取利息は、減損
損失を測定する目的で将来キャッシュ・フローを割り引くのに使用した利率を用いて認識される。
 
6．報酬および手数料収益
 
当行グループは、顧客に提供する様々なサービスにより報酬および手数料収益を稼得する。一定期間にわたるサー
ビスについて、報酬および手数料収益は、サービスの提供期間にわたり未収計上される。その他のサービスについて、
報酬および手数料収益は取引完了時に認識される。
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7．外貨建取引
 
当行および国内機関の機能通貨は、人民元である。当行グループおよび当行の表示通貨は、人民元である。
 
在外機関の財務書類の作成において、企業の機能通貨以外の通貨(外貨)建ての取引は、それぞれの機能通貨(すな
わち企業が営業活動を行っている主たる経済環境の通貨)により取引日の実勢為替レートで計上される。報告期間の
末日に、外貨建ての貨幣性項目は同日の実勢レートで換算替えされる。公正価値で計上される非貨幣性項目で外貨建
てのものは、公正価値が算定された日の実勢レートで換算替えされる。外貨建ての取得原価で測定される非貨幣性項
目は、換算替えされない。
 
貨幣性項目の決済および貨幣性項目の換算替えからから生じる為替差額は、発生した期間の純損益に認識される。
ただし、以下の場合を除く。(i)在外営業活動体に対する当行の純投資の一部を構成する貨幣性項目から生じる為替
差額。この場合、為替差額は、その他の包括利益として認識されて資本に累積され、当該在外営業活動体の処分時に資
本から純損益に振り替えられる。(ii)売却可能金融資産として分類された貨幣性資産の公正価値の変動から生じる
為替差額(当該貨幣性資産の償却原価に関連する変動を除く。)。これはその他の包括利益に認識され、資本に累積さ
れる。
 
公正価値で計上される非貨幣性項目の換算替えにより生じた為替差額は、当該期間の純損益に含められる。ただ
し、その損益がその他の包括利益に直接認識される非貨幣性項目の換算替えにより生じた為替差額は、直接その他の
包括利益に認識される。
 
財務情報の表示上、当行グループの在外営業活動体(すなわち在外機関)の資産および負債は、報告期間の末日現在
の実勢為替レートで当行グループの表示通貨に換算され、収益および費用は、事業年度の平均為替レートで換算され
る。発生した為替差額は、その他の包括利益として認識され、資本の為替換算準備金に累積される。
 
8．税金
 
税金費用は、当期に納付すべき税金と繰延税金の合計額を表す。
 
当期税金
 
当期に納付すべき税金の額は、当期の課税所得に基づいている。課税所得は、連結損益計算書に報告された純利益
とは異なる。これは、課税所得には他の年度に加算または減算される収益または費用の項目が含まれず、さらに、永久
に加算または減算されない項目が含まれないためである。当行グループの当期税金に対する負債は、報告期間の末日
までに施行されているかまたは実質的に施行されている税率を用いて計算される。
 
繰延税金
 
繰延税金は、当財務情報上の資産および負債の帳簿価額と課税所得の計算に使用される対応する課税標準額との
間の一時差異について認識される。繰延税金負債は、通常、すべての将来加算一次差異について認識される。繰延税金
資産は、通常、将来減算一時差異を使用できる課税所得が生ずる可能性が高い範囲で、すべての将来減算一時差異に
ついて認識される。一時差異がのれんから生じた場合、または課税所得にも会計上の純利益にも影響を与えない取引
におけるその他の資産および負債の当初認識(企業結合におけるものを除く。)から生じた場合、繰延税金資産および
負債は認識されない。
 
繰延税金負債は、子会社および関連会社に対する投資に関連する将来加算一時差異について認識される。ただし、
当行グループが当該一時差異の解消をコントロールすることが可能であり、かつ予見可能な将来に一時差異が解消
しない可能性が高い場合を除く。子会社および関連会社に対する投資ならびに持分に関連する将来減算一時差異か
ら生じた繰延税金資産は、当該一時差異の便益の使用対象となる課税所得が十分に稼得される可能性が高く、かつ当
該一時差異が予見可能な将来に解消することが見込まれる範囲でのみ認識される。
 
繰延税金資産の帳簿価額は、報告期間の末日現在で再検討され、当該資産の全部または一部の回収に使用できる課
税所得が十分に稼得される可能性が高くなくなった範囲内で減額される。
 
繰延税金資産および負債は、報告期間の末日までに施行されているか実質的に施行された税率(および税法)に基
づいて、負債が決済されるかまたは資産が実現する期間に適用されることが見込まれる税率で測定される。繰延税金
負債および資産の測定には、報告期間の末日現在で、当行グループが当該資産および負債の帳簿価額の回収または決
済を行おうとしている方法から生じる税務上の影響を反映している。繰延税金は純損益に認識される。ただし、その
他の包括利益に認識される項目に関連している場合、繰延税金もその他の包括利益に認識される。
 
繰延税金資産および負債は、当期税金資産を当期税金負債と相殺することのできる法的強制力のある権利を有し、
かつ当該資産および負債が同一の税務当局によって課される法人所得税に関連していて、当行グループが当期税金
資産および負債を純額で決済する意思がある場合に相殺される。
 
9．従業員給付
 
当行グループは、従業員が役務を提供した関連期間に、当該役務に対して支払うべき従業員給付の額を負債として
認識する。
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社会保障
 
社会保障費は、政府が定める従業員の社会保障制度(社会保険、住宅補助およびその他の社会保障のための拠出を
含む。)に関連している。当行グループは、各基金に従業員の給与の一定割合に基づいて月次で拠出を行っている。当
該拠出金は、発生した期間の純損益に認識される。各基金に関連する当行グループの負債は、関連期間の未払拠出額
を上限としている。
 
年金制度
 
国内機関の従業員は、当行グループが設立した年金制度(以下「当制度」という。)に加入している。当行グループ
は、従業員の給与を参照して年次の掛金を拠出し、当該掛金は発生時に純損益に費用計上される。当制度に追加的な
退職給付金を従業員に支払うために十分な資産がないとしても、当行グループは追加的な債務を負わない。
 
退職給付
 
当行グループは、2008年12月31日以前に退職した国内機関の従業員に追加的な退職給付金を、また早期退職の取り
決めを受け入れた国内機関の従業員に早期退職給付金を支払っている。
 
退職給付債務は、予測単位積増方式を用いて、報告期間の末日現在で独立した年金数理人により算定される。数理
計算上の仮定の変更から生じた数理計算上の差異は、発生した期間の純損益に認識される。
 
10．金融商品
 
金融資産および金融負債は、グループ会社が商品の契約規定の当事者となったときに、連結財政状態計算書に認識
される。金融資産および金融負債は、当初公正価値で測定される。金融資産および金融負債(純損益を通じて公正価値
で測定する金融資産または金融負債を除く。)の取得または発行に直接付随する取引費用は、当初認識時に、適宜当該
金融資産または金融負債の公正価値に加えられるかまたは公正価値から控除される。純損益を通じて公正価値で測
定する金融資産または金融負債の取得に直接付随する取引費用は、即時に純損益に認識される。
 
(1）金融資産
 
当行グループの金融資産は、4つの区分(純損益を通じて公正価値で測定する(以下「FVTPL」という。)金融資産、満
期保有投資、売却可能金融資産ならびに貸出金および債権)のうちの1つに分類されている。投資有価証券は、満期保
有投資、売却可能金融資産、および債権として分類される債務証券からなる。通常の方法による金融資産の売買はす
べて、約定日基準で認識または認識が中止される。通常の方法による売買とは、市場における規則または慣行により
定められている期間内での資産の引渡しを要求する、金融資産の購入または売却である。
 
純損益を通じて公正価値で測定する金融資産
 
FVTPLによる金融資産には、2つの下位区分(トレーディング目的保有金融資産および当初認識時にFVTPLによるも
のとして指定された金融資産)がある。
 
金融資産は、以下のいずれかの場合にトレーディング目的保有として分類される。
 
・　　主として短期間に売却する目的で取得されたもの
 
・　　当行グループがまとめて管理する金融商品の識別されたポートフォリオの一部で、かつ実際の短期的な利益獲

得のパターンがあるもの 
 
・　　指定された有効なヘッジ手段ではないデリバティブ
 
トレーディング目的保有金融資産以外の金融資産は、以下のいずれかの場合に当初認識時にFVTPLによるものとし
て指定することができる。
 
・　　このような指定を行わない場合に生じるであろう、測定上または認識上の不整合をその指定が消去または大幅

に削減する場合
 
・　　金融資産が、当行グループの文書化されたリスク管理戦略または投資戦略に従い、公正価値に基づいて管理さ

れ、かつその運用成績が評価されており、そのようなグループに関する情報が社内的に当該基準で提供されて
いるような金融資産グループ、金融負債グル―プまたはその双方のグループの一部を構成している場合。

 
・　　1つまたは複数の組込デリバティブを含む契約の一部を構成するもので、IAS第39号が複合契約全体（資産また

は負債）をFVTPLによるものとして指定することを認めているもの。
 
FVTPLによる金融資産は公正価値で計上され、再測定から生じた公正価値の変動は発生した期間の純損益に直接認
識される。純損益に認識された正味利得または損失には、金融資産に関して稼得した配当金および利息は含まれな
い。
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満期保有投資
 
満期保有投資は、固定または決定可能な支払金額および固定の満期を有する、デリバティブ以外の金融資産のう
ち、当行グループが満期まで保有する明確な意思および能力を有するものである。当初認識後、満期保有投資は実効
金利法を用いた償却原価から、識別された減損損失を控除した金額で測定される。
 
売却可能金融資産
 
売却可能金融資産は、デリバティブ以外の金融資産のうち、FVTPLによる金融資産として指定も分類もされておら
ず、また貸出金および債権でも満期保有投資でもないものをいう。
 
売却可能金融資産は、報告期間の末日現在の公正価値で測定される。公正価値の変動はその他の包括利益に認識さ
れ、当該金融資産が処分されるかまたは減損していると判定されるまで投資再評価準備金として累積される。当該金
融資産の処分時または減損していると判定された際、それまで投資再評価準備金に累積された利得または損失累積
額は、純損益に振り替えられる。
 
活発な市場における市場相場価格がなく、公正価値を信頼性をもって測定できない売却可能資本性投資は、報告期
間の末日現在で識別された減損損失控除後の取得原価で測定される。
 
売却可能資本性金融商品に係る配当金は、当行グループが配当を受け取る権利が確立したときに純損益に認識さ
れる。
 
貸出金および債権
 
貸出金および債権は、固定または決定可能な支払金額を有するデリバティブ以外の金融資産のうち、活発な市場に
おける相場のないものである。当初認識後、貸出金および債権は、実効金利法を用いた償却原価から減損損失を控除
した金額で計上される。
 
金融資産の減損

 
FVTPLによる金融資産以外の金融資産は、報告期間の末日現在で減損の兆候を評価される。金融資産の当初認識後
に発生した１つまたは複数の事象の結果として、金融資産の見積将来キャッシュ・フローが影響を受けているとい
う客観的証拠がある場合に、当該金融資産は減損している。
 
売却可能資本性投資については、取得原価を下回る、当該投資の公正価値の著しい下落または長期的な下落が、減
損の客観的証拠と考えられる。
 
その他のすべての金融資産について、減損の客観的証拠には以下が含まれることがある。

 
(1）　発行体または債務者の重大な財政的困難
(2）　利息または元本の支払不履行または延滞などの契約違反
(3）　借手の財政的困難に関係した経済的または法的理由により、別段予想もしていなかった条件緩和を貸手が借手

へ付与すること
(4）　借手が破産または他の財務的再編成に陥る可能性が高くなったこと
(5）　財政的困難により当該金融資産についての活発な市場が消滅したこと
(6）　金融資産のポートフォリオ内の個々の金融資産については減少がまだ識別できないものの、当該金融資産の当

初認識以降に当該ポートフォリオからの見積将来キャッシュ・フローに測定可能な減少があったことを示す
観察可能なデータがあること。これには以下のようなデータが含まれる。

 
(i）ポートフォリオ内の借手の支払状況の不利な変化
(ii）ポートフォリオ内の資産のデフォルトと相関関係のある全国的または地域的な経済情勢
 

当行グループは、まず個別に重要な金融資産について、減損の客観的証拠が存在しているか否かを個別に評価し、
個別には重要でない金融資産については、個別にまたは集団的に評価する。当行グループが個別に評価した金融資産
について減損の客観的証拠は存在していないと判定した場合には、重要であるか否かにかかわらず、当該資産を同様
の信用リスク特性を有する金融資産のグループに含めて、減損の有無を集団的に評価する。個別に減損の評価を行っ
た金融資産で、減損損失を認識したものまたは引き続き認識しているものは、減損の集団的評価には含めない。
 
償却原価で計上される金融資産の減損
 
償却原価で計上される金融資産について、減損損失は、当該資産が減損しているという客観的証拠があるときに純
損益に認識され、当該資産の帳簿価額と見積将来キャッシュ・フロー(発生していない将来の貸倒損失を除く。)を当
該金融資産の当初の実効金利で割り引いた現在価値との間の差額として測定される。変動利付金融資産について、減
損損失を測定するための割引率は、契約に基づいて決定された現在の実効金利である。
 
担保付金融資産の見積将来キャッシュ・フローの現在価値の算定には、担保権実行により生じ得るキャッシュ・
フローから担保物件の取得および売却のための費用を控除したものを反映する。
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金融資産の帳簿価額は、引当金勘定の使用を通じて減額される。引当金勘定の帳簿価額の変動は、純損益に認識さ
れる。金融資産が回収不能であると考えられる場合、引当金勘定に対して償却額が計上される。それまでに償却され
た金額のその後の戻入れは、純損益に貸方計上される。
 
以後の期間において、減損損失の額が減少し、その減少が減損を認識した後に発生した事象(債務者の信用格付け
の改善など)に客観的に関連付けることができる場合には、それまでに認識された減損損失は純損益を通じて戻入れ
されるが、その金額は、減損を戻入れた日現在の当該資産の帳簿価額が、減損が認識されていなかったとした場合の
償却原価を超過しない範囲である。
 
売却可能金融資産の減損
 
売却可能金融資産の公正価値の下落が直接その他の包括利益に認識されて投資再評価準備金に累積され、かつ当
該資産が減損しているという客観的証拠がある場合、投資再評価準備金に直接認識されていた損失累積額は、除去さ
れて純損益に認識される。
 
公正価値で評価される売却可能資本性投資に係る減損損失は、その後の期間に純損益に戻入れされない。減損損失
認識後の公正価値の増加は、その他の包括利益に直接認識され、投資再評価準備金に累積される。売却可能負債性投
資について、当該投資の公正価値の増加を減損損失認識後に発生した事象と客観的に関連付けることができる場合、
減損損失はその後の期間に戻入れされる。
 
取得原価の売却可能資本性投資に係る減損損失は戻入れされない。
 
(2）金融負債および資本
 
グループ会社が発行した金融負債および資本性金融商品は、締結された契約上の取り決めの実体ならびに金融負
債および資本性金融商品の定義に従って分類される。
 
資本性金融商品とは、グループのすべての負債を控除した後のグループの資産に対する残余持分を証する契約で
ある。当行グループの金融負債は、通常、FVTPLによる金融負債およびその他の金融負債に分類される。
 
FVTPLによる金融負債
 
FVTPLによる金融負債には、2つの下位区分(トレーディング目的保有金融負債および当初認識時にFVTPLによるも
のとして指定された金融負債)がある。
 
金融負債をトレーディング目的保有金融負債およびFVTPLによるものとして指定された金融負債に分類する基準
は、金融資産をトレーディング目的保有金融資産およびFVTPLによるものとして指定された金融資産に分類する基準
と同様である。
 
FVTPLによる金融負債は公正価値で計上され、再評価から生じる公正価値の変動は、発生した期間の純損益に直接
認識される。純損益に認識される正味利得または損失には、当該金融負債に係る支払利息は含まれない。
 
その他の金融負債
 
その他の金融負債は、当初認識後、実効金利法を用いた償却原価で測定される。
 
資本性金融商品
 
当行が発行した資本性金融商品は、直接的な発行費用を控除後の受取金の額で計上される。
 
(3）デリバティブ金融商品
 
デリバティブは、当初デリバティブ契約締結日の公正価値で認識され、その後報告期間の末日の公正価値で再測定
される。その結果生じた利得または損失は、直ちに純損益に認識される。
 
デリバティブでない主契約に組み込まれているデリバティブは、その特徴およびリスクが主契約の特徴およびリ
スクに密接に関連しておらず、かつ主契約が公正価値の変動を純損益に認識するものとして測定されない場合に、単
独のデリバティブとして処理される。これらの組込デリバティブは、公正価値で個別に会計処理され、公正価値の変
動は、純損益に認識される。

 
(4）公正価値の算定

 
活発な市場で取引されている金融商品について、金融資産および金融負債の公正価値は、市場相場価格または
ディーラーの価格の気配値に基づいて算定される。これには、上場持分証券ならびに主要な取引所およびブローカー
の気配値による相場のある負債性商品が含まれる。
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金融商品は、相場価格が取引所、ディーラー、ブローカー、業界団体、価格決定機関または規制機関から容易かつ定
期的に入手可能である場合に、活発な市場で相場があるとみなされ、当該価格は、実際にかつ定期的に発生している
独立第三者間の市場取引を表す。上記の基準が満たされない場合、市場は活発でないとみなされる。市場が活発でな
い徴候とは、買値と売値のスプレッドが大きい、買値と売値のスプレッドの著しい拡大がある、最近の取引がほとん
どない場合である。
 
その他のすべての金融商品について、公正価値は適切な評価技法を用いて算定される。評価技法には、最近の取引
価格、割引キャッシュ・フロー分析、オプション価格決定モデルおよび市場参加者が一般に使用するその他の評価技
法が含まれる。

 
(5）認識の中止

 
金融資産は、当該資産のキャッシュ・フローを受け取る権利が消滅した場合、または金融資産が譲渡され、当行グ
ループが当該金融資産の所有に伴うリスクおよび経済価値の実質的にすべてを移転した場合に認識が中止される。
金融資産の認識を中止する際、資産の帳簿価額と受領したかまたは受領予定の対価の合計額との間の差額およびそ
の他の包括利益に認識された利得または損失の累積額は、純損益に認識される。当行グループが譲渡した資産の所有
に伴うリスクおよび経済価値の実質的にすべてを留保する場合、当行グループは当該金融資産の認識を継続し、受領
金について担保付借入を認識する。
 
金融負債は、関連する契約中に特定された債務が免責、取消、または失効となった時に認識が中止される。認識が中
止された金融負債の帳簿価額と支払ったかまたは支払予定の対価の額との差額は、純損益に認識される。

 
(6）金融保証契約

 
金融保証契約とは、負債性商品の当初または変更後の条件に従った期日が到来しても、特定の債務者が支払いを行
わないために保証契約保有者に発生する損失を、契約発行者がその保有者に対し補填することを要求する契約であ
る。当行グループが発行し、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定されていない金融保証契約は、当初
は公正価値から当該金融保証契約の発行に直接付随する取引費用を控除した金額で認識される。当初認識後、当行グ
ループは、金融保証契約を、(i)IAS第37号「引当金、偶発負債および偶発資産」に従って算定された金額と、(ii)当初
認識額からIAS第18号「収益」に従って認識した償却累計額を適宜控除した金額とのいずれか高い方の額で測定す
る。

 
(7）金融資産と金融負債の相殺

 
金融資産および金融負債は、以下の条件を共に満たす場合に相殺され、財政状態計算書において純額表示される。
条件とはすなわち、(1)当行グループが、認識した金額を相殺する法的権利を有し、かつ現時点で当該法的権利に強制
力があること、および(2)当行グループは、純額で決済する意思を有するかまたは当該金融資産の実現と当該金融負
債の決済を同時に行う意思を有すること、である。

 
(8）買戻し条件付契約および売戻し条件付契約

 
買戻しを条件として売却された金融資産は、引き続き認識され、「売却可能金融資産」、「債権として分類される
債務証券」または「顧客への貸出金」として適宜計上される。対応する負債は、「買戻し条件付契約に基づいて売却
された金融資産」に含まれる。売戻し条件付契約に基づいて保有する金融資産は、「売戻し条件付契約に基づいて保
有する金融資産」として適宜認識される。
 
購入価格と売却価格との差額は、実効金利法を使用して、契約の残存期間にわたり支払利息または受取利息として
純損益に認識される。

 
11．貴金属

 
当行グループのトレーディング業務に関連しない貴金属は、当初は取得原価で測定され、その後取得原価と正味実
現可能価額とのいずれか低い方の金額で測定される。当行グループのトレーディング業務に関連する貴金属は、当初
は公正価値で認識され、再測定から生じた公正価値の変動は発生した期間の純損益に直接認識される。
 
12．有形固定資産

 
サービスの提供に使用する目的または管理目的で保有される建物を含む有形固定資産（建設仮勘定を除く。）は、
取得原価から取得後の減価償却累計額および減損損失累計額を控除した金額で計上される。
 
有形固定資産項目（建設仮勘定を除く。）の取得原価は、見積残存価額を考慮した上で、見積耐用年数にわたり定
額法により減価償却される。
 
有形固定資産の種類ごとの耐用年数、見積残存価額率および年間減価償却率は、以下の通りである。　

 
種類 耐用年数 見積残存価額率 年間減価償却率
建物 15～35年 3% 2.77%～6.47%
電子機器、器具および備品 3～11年 3% 8.82%～32.33%
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車両運搬具 5年 3% 19.40%

 
建設仮勘定には、生産目的または自己使用目的で建設中の有形固定資産が含まれる。建設仮勘定の原価は、建設プ
ロジェクトに関して生じたすべての支出およびその他の関連費用からなる、建設のために生じた支出として算定さ
れる。建設仮勘定は、原価から認識された減損損失を控除した金額で計上され、建物が完成し、その意図した使用が可
能となった時に、適切な有形固定資産の区分に分類される。これらの資産の減価償却は、他の有形固定資産と同じ基
準に基づき、当該資産の意図した使用が可能となった時に開始する。 
 
有形固定資産項目は、処分時または将来の経済的便益が当該資産の継続的使用から生じると見込まれなくなる場
合に認識が中止される。当該資産の認識の中止により生じる利得または損失（当該項目の正味処分収入額と帳簿価
額との差額として計算される。）は、当該項目の認識が中止された期間の純損益に含まれる。 

 
13．土地使用権

 
土地使用権は、その他の資産に分類され、リース期間にわたり定額法で償却される。
 
14．担保権が実行された資産

 
担保権が実行された資産は、当初公正価値で認識され、その後報告期間の末日現在の帳簿価額と売却費用控除後の
公正価値とのいずれか低い方の金額で測定される。売却費用控除後の公正価値が担保権が実行された資産の帳簿価
額を下回る場合、減損損失が純損益に認識される。
 
担保権が実行された資産の処分により生じる利得または損失は、当該項目が処分される期間の純損益に含まれる。

 
当行グループが使用している担保権が実行された資産は、正味帳簿価額で有形固定資産に振り替えられる。 
 
15．現金および現金同等物
 
現金および現金同等物とは、短期の流動性の高い資産のうち、容易に一定の金額に換金可能であり、かつ、価値の変
動について僅少なリスクしか負わないものをいう。 
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16．リース
リースは、リースの条件により所有に伴うリスクおよび経済価値が実質的にすべて借手に移転する場合にはいつ

でも、ファイナンス・リースとして分類される。その他のリースはすべてオペレーティング・リースとして分類され
る。
 
貸手としての当行グループ

 
オペレーティング・リースによる賃貸収入は、関連するリース期間にわたり定額法で純損益に認識される。オペ
レーティング・リースの契約締結において発生した初期直接原価は、リース資産の帳簿価額に加えられ、当該リース
期間にわたり定額法で費用認識される。 
 
借手としての当行グループ 
オペレーティング・リースの支払リース料は、関連するリース期間にわたり定額法で費用として認識される。オペ
レーティング・リースを締結するためのインセンティブとして受け取った便益および受け取るべき便益は、賃借費
用の減額として、当該リース期間にわたり定額法で認識される。 

 
リースによる土地および建物
 
土地および建物のリースにおける土地と建物の要素は、リース料を土地の要素と建物の要素に信頼性をもって配
分できない場合（この場合には、通常、リース全体がファイナンス・リースとして取り扱われ、有形固定資産として
会計処理される。）を除き、リースの分類上個別に考慮される。リース料が信頼性をもって配分され得る範囲におい
て、借地権（すなわち、土地使用権）はオペレーティング・リースとして会計処理され、リース期間にわたり定額法
で償却される。 
 
17．無形資産

 
個別に取得した無形資産で耐用年数を確定できるものは、取得原価から償却累計額および減損損失累計額を控除
した金額で計上される。耐用年数を確定できる無形資産は、見積耐用年数にわたり定額法で償却される。 
18．有形固定資産および無形資産の減損

 
報告期間の末日現在において、当行グループは、有形固定資産および無形資産に減損損失が生じている兆候の有無
を判断するために、これらの資産の帳簿価額を見直している。このような兆候が存在する場合、減損損失の程度を決
定するために当該資産の回収可能価額が見積られる。当行グループは、個別の資産の回収可能価額を見積ることでき
ない場合、当該資産が属する資金生成単位の回収可能価額を見積っている。合理的かつ首尾一貫した配分基準が識別
可能な場合、全社資産も、個別の資金生成単位に配分されるかまたは、合理的かつ首尾一貫した配分基準が識別可能
な資金生成単位の最小グループに配分される。 
 
未だ使用できない無形資産については、少なくとも年に1回、また、資産が減損している兆候がある場合にはいつで
も減損テストが実施される。
 
回収可能価額とは、売却費用控除後の公正価値と使用価値とのいずれか高い方の金額である。使用価値を評価する
際に、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間価値および将来キャッシュ・フローの見積りが調整されていな
い、資産に固有のリスクのその時点における市場の評価を反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引かれる。

 
資産（または資金生成単位）の回収可能価額が帳簿価額を下回ると見積られる場合、当該資産（または資金生成
単位）の帳簿価額はその回収可能価額まで減額される。減損損失は直ちに費用として認識される。 

 
その後減損損失が戻入れられる場合、当該資産（または資金生成単位）の帳簿価額はその回収可能価額の修正後
の見積額まで増額されるが、増額した帳簿価額は、過年度に当該資産（または資金生成単位）について減損損失が認
識されていなかったと仮定した場合に決定されていたであろう帳簿価額を超過しない。減損損失の戻入れは直ちに
収益として認識される。 

 
19．引当金

 
引当金は、当行グループが過去の事象の結果として現在の債務（法的または推定的）を有しており、当行グループ
が当該債務の清算が必要となる可能性が高く、かつ当該債務の金額が信頼性をもって見積可能な場合に認識される。

 
引当金は、各報告期間の末日における現在の債務を清算するのに必要な対価の最善の見積りで測定され、その際に
当該債務を取り巻くリスクおよび不確実性が考慮される。現在の債務を決済するために見積られたキャッシュ・フ
ローを用いて引当金が測定される場合、その帳簿価額は当該キャッシュ・フローの現在価値である。 

 
引当金を決済するのに必要な経済的便益の一部またはすべてが、第三者から補填されると見込まれる場合におい
て、補填を受け取ることがほぼ確実で、かつ、受け取るべき金額を信頼性をもって測定できるときに、補填の未収額は
資産として認識される。 

 
20．信託業務
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当行グループは、顧客資産を管理するために、証券投資ファンド、社会保障基金、保険会社、適格外国機関投資家、年
金制度およびその他の機関との間で当行グループが締結した保管契約に従って、保管銀行若しくは受託銀行として、
またはその他の受託者の資格で業務を遂行している。当行グループは、当該保管契約の下で提供する役務と引き換え
に報酬を受け取るが、保管資産に関連するいかなるリスクおよび経済価値も引き受けていない。このため、保管資産
は、当行グループの連結財政状態計算書には認識されていない。 

 
当行グループは、顧客に対して受託貸付契約を行っている。当行グループは、受託貸付契約の条件に基づき、受託貸
付金を提供する貸手である顧客の指示に従って、仲介者として借手に対して貸付を行う。当行グループは、受託貸付
金の取り決めおよび回収に責任を負い、提供する役務に対して手数料を受け取っている。当行グループは、受託貸付
金に係るリスクおよび経済価値ならびに対応する受託資金の調達を引き受けていないため、これらは当行グループ
の資産および負債として認識されていない。 

 
Ⅴ．見積りの不確実性に係る重要な会計上の判断および主要な情報源

 
経営者は、Ⅳ.に記載されている当行グループの会計方針の適用の際に、他の情報源からでは容易に明らかになら
ない資産および負債の帳簿価額に関する判断、見積りおよび仮定を行うことが要求される。見積りおよび関連する仮
定は、過去の実績および関連性があると考えられる他の要素に基づいている。実際の結果はこれらの見積りと異なる
場合がある。 

 
見積りおよび基礎となる仮定は継続的に見直される。会計上の見積りの修正は、その見積りの修正が行われた期間
にのみ影響を及ぼす場合には当該期間に認識され、その修正が当期および将来の期間の両方に影響を及ぼす場合に
は、当該修正が行われた期間および将来の期間に認識される。 

 
以下は、経営者が当行グループの会計方針を適用する過程で行った重要な判断および主要な見積りの不確実性で
あり、当財務情報および/または翌事業年度に認識される金額に最も重要な影響を及ぼすものである。

 
顧客への貸出金に係る減損損失
 
当行グループは、減損を評価するため、定期的に貸出金ポートフォリオを見直している。当行グループは、減損損失
が純損益に認識されるべきか否かを決定する際に、貸出金ポートフォリオからの見積将来キャッシュ・フローに測
定可能な減少をもたらす減損の客観的な証拠があることを示唆する観察可能なデータがあるか否かに関して判断し
ている。この減少が個別に識別されなかった場合または個別の貸出金が重要でない場合、経営者は、同様の信用リス
ク特性を有する集団ベースで過去の損失実績に基づく見積りを使用し、予想将来キャッシュ・フローを見積るとと
もに減損損失を評価する。将来キャッシュ・フローに係る金額および時期の両方の見積りに使用される手法および
仮定は、損失見積額と実際の損失額との差異を減少させるため定期的に見直される。 
 
デリバティブおよびその他の金融商品の公正価値
 
当行グループは、活発な市場において取引相場のない金融商品について評価技法を使用している。評価技法には、
割引キャッシュ・フロー分析、オプション価格決定モデル、または必要に応じて、その他の評価方法の使用が含まれ
る。モデルは、実用的である限り、観察可能なデータのみを使用する。しかしながら、信用リスク（当行および取引相
手先の両方）、ボラティリティおよび相関関係等の分野においては、経営者は見積りを行うことが要求されている。
これらの要素に関する仮定の変更は、金融商品の見積公正価値に影響を及ぼすこともありうる。 

 
満期保有投資
 
当行グループは、当行グループの経営者が満期まで保有する明確な意思および能力を有する、固定したまたは決定
可能な支払金額および固定の満期を有するデリバティブ以外の金融資産を満期保有投資として分類している。この
分類には重要な判断が要求される。この判断をする際に、当行グループは、当該投資を満期まで保有する意思および
能力を評価している。特定の状況（満期日近くで僅少な金額を売却する場合等）を除き 、当行グループがこれらの
投資を満期まで保有できない場合、当行グループは、満期保有投資ポートフォリオ全体を売却可能金融資産として分
類変更することが要求される。 

 
満期保有投資の減損 
 
満期保有金融資産が減損しているか否かの判定には重要な判断が要求される。金融資産または資産グループが減
損しているという客観的証拠には、利息若しくは元本の支払の不履行若しくは延滞などの契約違反、または発行体の
重大な財政的困難に起因する当該金融資産の活発な市場の消滅などが含まれる。このような判断をする際に、減損に
関する客観的証拠が当該投資の見積将来キャッシュ・フローに及ぼす影響を考慮している。 
 
売却可能金融資産の減損 
 
売却可能金融資産が減損しているか否かの判定には重要な判断が要求される。この判断をする際に、当行グループ
は、投資の公正価値がその取得原価を下回っている期間および程度、ならびに投資先の財務上の健全性および短期事
業見通し（業界およびセクターの業績、信用格付け、延滞率ならびに取引相手先のリスク等の要素を含む。）を評価
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している。
 
税金
 
通常の事業の過程において、最終的な税額の決定が不確実な一定の取引および活動がある。これらの事項の最終

的な税額が当初見積額と異なる場合、かかる差異は、税額が決定された期間の当期法人所得税および繰延法人所得税
に影響を及ぼすと見込まれる。
 
従業員早期退職給付債務 
 
当行グループは、様々な仮定（割引率、平均医療費増加率、早期退職に対する生活費調整およびその他の要因を含
む。）に基づく予測単位積増方式を用いて、国内機関の従業員の早期退職給付に関連する負債を認識している。実際
の結果は予測金額と異なる場合がある。実際の結果との差異または仮定の変更は、連結財政状態計算書に認識される
負債および対応する費用の金額に影響を及ぼすことがある。 
 
引当金 
 
当行グループは、各報告期間の末日に、当行グループが過去の事象の結果として法的または推定的な現在の債務を
有しているか否かを評価するために判断している。この判断は、当該債務の決済に経済的便益を伴う資源の流出が必
要となる可能性が高いか否かを決定し、当該債務の金額に関する信頼性のある見積りを算定するために行われる。当
行グループは、このような判断を行う際に、事象に付随するリスクおよび不確実性ならびに時間価値を考慮する。 
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Ⅵ．財務情報に対する注記 
1．受取利息純額
(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度

注記 2007年 2008年 2009年
受取利息

顧客への貸出金 184,393216,320195,717
内訳：法人向け貸出金 148,723172,407154,836

個人向け貸出金 24,692 33,22031,804
割引手形   10,978 10,693 9,077

債権として分類される債務証券 (1) 10,251 33,50928,457
満期保有投資   17,349 23,33824,469
売却可能金融資産 18,940 21,41221,796
中央銀行預け金 12,274 18,68318,611
売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 3,447 5,366 5,877
銀行およびその他の金融機関への貸出金 2,312 1,928 576
トレーディング目的保有金融資産 211 520 447
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産 305 200 121
銀行およびその他の金融機関に対する預け金 553 579 76

小計 250,035321,855296,147
支払利息

顧客からの預り金 (77,564)(111,815)(103,251)
銀行およびその他の金融機関からの預り金 (5,586)(7,546)(8,700)
買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産 (1,012)(1,070)(1,048)
銀行およびその他の金融機関からの借入金 (1,093) (973) (320)
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債 (528) (395) (29)
発行債務証券 (64) (51) (1,159)
中央銀行からの借入金 (5) (2) (1)

小計 (85,852)(121,852)(114,508)
受取利息純額 164,183200,003181,639

 
受取利息に含まれる減損金融資産に係る未収利息 5,957 2,171 1,788

 
(1）債権として分類される債務証券に係る受取利息には、2007年および2008年12月31日終了事業年度にそれぞれ6,718百万人民元およ
び6,158百万人民元の特別国債に係る利息が含まれている（Ⅵ.注記5を参照のこと。）。

 
2．受取報酬および手数料純額

 
(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度

2007年 2008年 2009年
受取報酬および手数料

決済および清算手数料 8,997 10,757 12,207
代理人手数料 8,536 5,484 10,737
銀行カード手数料 3,083 3,824 4,821
コンサルタントおよびアドバイザリー報酬 396 1,573 6,566
信用コミットメント手数料 577 829 772
電子バンキング・サービス手数料 360 728 1,221
保管およびその他の信託サービス報酬 690 632 761
その他 1,282 967 200

小計 23,921 24,794 37,285

支払報酬および手数料
銀行カード手数料 (366) (488) (487)
決済および清算手数料 (116) (243) (566)
その他のサービス報酬 (444) (265) (592)

小計 (926) (996) (1,645)

合計 22,995 23,798 35,640

 
3．トレーディング業務利得/(損失)純額

 
(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度

2007年 2008年 2009年
為替デリバティブに係る利得/（損失）純額 3,162 71 (463)
金利デリバティブに係る（損失）/利得純額 (25) (1,801)1,253
トレーディング目的保有の債務証券に係る（損失）/ 利得純額 (153) 845 (466)
その他 (16) (10) 120

合計 2,968 (895) 444

 
4．純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品に係る（損失）/利得純額

 
(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度

2007年 2008年 2009年
債務証券に係る（損失）/利得純額 (95) (578) 147
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金融保証契約に係る（損失）/利得純額 (980) (2,867)1,858
その他 (169) (158) 47
合計 (1,244)(3,603)2,052

 
5．その他の営業（費用）/収益、純額

 
(単位：百万人民元)  12月31日終了事業年度

 注記 2007年2008年2009年
有形固定資産の処分に係る利得純額 3,0441,147 555
賃貸収益 314 283 237
為替（差損）/差益  (3,786)(2,913)1,877
MOF特別税 (1) (6,718)(6,158)－
その他  1,6622,0301,366

合計 (5,484)(5,611)4,035

 
(1）1998年8月18日、MOFは、当行に対して額面93,300百万人民元の特別国債を発行した（Ⅵ.注記21を参照のこと。）。この特別国債は、期間30年、表面利
率（年率）7.2%で発行された。2007年および2008年12月31日終了事業年度に特別国債に係る利息の合計額それぞれ6,718百万人民元および6,158百
万人民元（Ⅵ.注記1を参照のこと。）が発生し、MOFへの未払税金と相殺された。特別国債は、1998年に中国農業銀行に対して発行された特別国債の
利払いに関するMOFの通達（財金[2009] 第9号）に従って条件変更され、特に、表面利率が年率7.2%から2.25%（融資取引を対象とする大規模な政
策により中国政府が設定した利率）に引き下げられ、かつ、2008年12月1日から現金による利払いにもどった。同日、MOFによるこれまでの課税は停
止した。この条件変更は、当初の利回り7.2%の特別国債の認識を中止し、条件変更後の利回り2.25%の特別国債（満期までの残存期間は、当初の特別
国債のものと同一である。）を認識して会計処理された。

6．営業費用

 
(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度

  注記 2007年 2008年 2009年
人件費 (1) 31,171 57,776 55,765
一般営業管理費 21,090 25,218 29,283
営業税および付加税 11,140 13,223 12,567
減価償却費および償却費 7,815 11,423 10,775
その他 3,404 2,535 1,177

合計   74,620110,175109,567

 
2007年、2008年および2009年12月31日終了事業年度における一般営業管理費には、監査報酬がそれぞれ48百万人

民元、109百万人民元および119百万人民元含まれている。
 

(1) 人件費

 
(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度

2007年 2008年 2009年
給与、賞与、従業員福利厚生費 24,30131,64835,734
社会保険料 4,713 6,024 9,592
住宅補助 2,577 3,049 3,710
労働組合費および従業員教育費 1,067 1,466 1,601
補足的退職給付 (4,300)8,935 －
早期退職給付 (552) 2,685 780
その他 3,365 3,969 4,348
合計 31,17157,77655,765
 
7．取締役、監査役および上級経営者の報酬

 
(1) 取締役、監査役および上級経営者の報酬の内訳は以下のとおりである（単位：千人民元）。
 2009年12月31日終了事業年度

項目 報酬

基本給与、
手当および
現物給付

年金制度
への掛金 賞与 合計

執行取締役
項俊波 － 674 46 － 720
張雲 － 612 38 － 650
楊? － 576 38 － 614
羅熹（2009年12月21日辞任） － 576 38 － 614

独立非執行取締役
藍徳彰 426 － － － 426
アンソニー・胡定旭 368 － － － 368
邱東 426 － － － 426

非執行取締役
張国明 － － － － －
辛宝栄 － － － － －
瀋炳熙 － － － － －
林大茂 － － － － －
袁臨江 － － － － －
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程鳳朝 － － － － －
監査役

車迎新 － 545 35 － 580
潘暁江 － 377 26 － 403
王瑜瑞 － 377 26 － 403
王醒春 － 404 20 － 424
賈祥森 － 385 36 － 421

合計 1,220 4,526 303 － 6,049

当行は、2009年1月15日に初めて取締役および監査役を任命した。従って、同日より前に取締役および監査役の報
酬は発生しなかった。
(2) 高額報酬上位 5 名（単位：千人民元）
2007年、2008年および2009年12月31日終了事業年度に当行グループにおいて高額の報酬が支払われた上位 5 名に
対する未払報酬は以下のとおりである。
 
 
 12月31日終了事業年度

2007年 2008年 2009年
基本給与および手当 6,305 5,836 3,014
変動賞与 － － －
年金制度への掛金 186 219 198
合計 6,491 6,055 3,212

 
2009年度に高額の報酬が支払われた上位5名のうち、4名は取締役である。 
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(3) 個々人の報酬は以下の範囲内であった。

 
  12月31日終了事業年度

2007年 2008年 2009年
0香港ドルから1,000,000香港ドル － － 5名
1,000,001香港ドルから1,500,000香港ドル 5名 5名 －

 
関連期間中に、取締役、監査役または高額報酬が支払われた上位5 名（取締役および従業員を含む。）のいずれに
対しても当行グループへの入行のため若しくは入行の報奨金として、または退任補償として、当行グループが支払っ
た報酬はなかった。関連期間中に取締役または監査役は報酬を放棄しなかった。 
 
8．資産に係る減損損失

 
(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度

  注記 2007年 2008年 2009年
顧客への貸出金   21,115 39,858 44,289
売却可能金融資産 (1) 9,635 10,062 (4,427)
満期保有投資 364 (61) (1)
債権として分類される債務証券 (615) (13) －
有形固定資産 25 402 222
銀行およびその他の金融機関に対する預け金 － 3 (3)
銀行およびその他の金融機関への貸出金 － 4 4
その他の資産 50 1,223 58
合計 30,574 51,478 40,142

 
(1）売却可能金融資産に係る減損損失は売却可能債務証券に関連している。

9．法人所得税費用
(単位：百万人民元)  12月31日終了事業年度

 注記 2007年 2008年2009年
法人所得税費用の内訳：

当期法人所得税    
－中国の法人所得税 24,81914,8767,136
－香港の法人所得税 32 31 60

小計   24,85114,9077,196

繰延税金（Ⅵ.注記35を参照）    
－当年度 6,762 (14,011)1,730
－税率の変更に起因するもの (4) 2,857 － －

小計   9,619(14,011)1,730
合計 34,470 896 8,926

当年度の税金費用から連結損益計算書の当期純利益への調整は以下のとおりである。
(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度

注記 2007年 2008年 2009年
税引前利益 78,25752,34973,928
適用される法定税率（33%、25%および25%）で計算された
税金 25,82513,08718,482

税務上の損金不算入費用による税効果 (1) 10,179 636 (701)
税務上の益金不算入収益による税効果 (2) (4,360)(4,187)(4,220)
免税の影響 (3) － (8,624)(4,603)
在外機関に対する異なる税率の影響  (31) (16) (32)
税率変更の影響 (4) 2,857 － －
法人所得税費用 34,470 896 8,926

(1) 当該項目は、地方の税務当局の承認を条件とした過年度の資産の償却（その後2009年度に承認された。）合計2,154百万人民元および
2009年度に発生した損金不算入費用合計1,453百万人民元による税効果を表している。 

(2) 税務上の益金不算入収益は、長期国債の受取利息を表している。 
(3) 再編計画により生じた法人所得税の減免である。

(i)　中国税務総局（以下「SAT」という。）の中国農業銀行の再編により生じる法人所得税の問題に関する通達(国税函[2009] 第374
号)に従って、2009年度に特別税額免除が認められた。過年度に損金算入されなかった未払利息による税効果を考慮している。

(ii)　MOFおよびSATの中国農業銀行の再編により生じる法人所得税の問題に関する通達(再編計画および財税[2010] 第39号)に従い、
2008年度の分配可能利益34,497百万人民元(後に再編計画に従って再度資本に組入れられた。）について法人所得税が免除さ
れた。 

(4) 2007年３月16日付で全国人民代表大会により承認された「中国法人所得税法」に従って、2008年1月1日より、国内の法人所得税率は33%
から25%へ減少した。2007年度の繰延法人所得税費用は、税率の変更により2,857百万人民元増加した。

(5)SATの中国農業銀行の再編により生じた再評価による評価増に係る法人所得税の問題に関する通達(国税函[2009] 第301号)に従い、当該
資産の再評価利得50,992百万人民元に対して法人所得税は課税されない。再評価された資産に関する減価償却費および償却費は、法人所
得税上損金算入される。 

10．1株当たり利益
基本的１株当たり利益の計算は以下のとおりである。

12月31日終了事業年度
2007年 2008年 2009年

利益：
当行の持分所有者に帰属する当期純利益（単位：百万人民元） 43,78751,47464,992
株式数：
加重平均発行済株式数（単位：百万株） N/A N/A 260,000
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基本的１株当たり利益 （単位：人民元） N/A N/A 0.25

関連期間において潜在的な普通株式はなかったため、希薄化後1株当たり利益は表示されなかった。

　　次へ
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11．現金および中央銀行預け金
当行グループ

(単位：百万人民元)  12月31日現在

 注記 2007年 2008年 2009年
現金  43,499 44,168 48,896
中央銀行への法定預金準備金 (1) 761,639936,8131,137,696
中央銀行への剰余預金準備金 (2) 90,677120,131103,893
中央銀行へのその他の預け金 (3) 41,199 44,772227,321
合計  937,0141,145,8841,517,806

当行 
(単位：百万人民元)  12月31日現在

  2007年 2008年 2009年
現金  43,406 44,010 48,895
中央銀行への法定預金準備金 (1) 761,639936,8131,137,653
中央銀行への剰余預金準備金 (2) 90,677120,131103,893
中央銀行へのその他の預け金 (3) 41,199 44,772227,321
合計  936,9211,145,7261,517,762

(1）当行グループは、主としてPBOCに法定預金準備金を預け入れている。これには、人民元準備預金および外貨準備預金が含まれている。法定
預金準備金を当行グループの日々の営業活動のために使用することはできない。2007年、2008年および2009年12月31日現在、PBOCへの法
定預金準備金は、適格人民元預金の、それぞれ15%、15.5%および15.5%で計算され、顧客からの外貨預金の、それぞれ5%で計算された。他の
国の中央銀行に預け入れられる法定預金準備金は、現地の規制当局により決定され、利息は生じない。PBOCに預け入れられる外貨準備預
金には、利息は生じない。

(2）剰余預金準備金は、主として決済のためにPBOCで維持されている。
(3）これは、主としてPBOCへの定期預金および財政預金である。PBOCへの財政預金には利息が生じない。
(4) 個別に開示されているものを除き、PBOCへのその他の預金にはすべてPBOCの実勢金利により利息が生じる。

12．銀行およびその他の金融機関への預け金
当行グループ

(単位：百万人民元) 12月31日現在

 2007年 2008年 2009年
預入先：    

国内の銀行 11,08642,53722,476
その他の国内の金融機関 412 137 357
国外の銀行 4,934 18,73638,860
その他の国外の金融機関 － 1,261 －

 16,43262,67161,693
減損損失引当金 － (3) －
合計 16,43262,66861,693

当行
(単位：百万人民元) 12月31日現在

 2007年 2008年 2009年
預入先：    

国内の銀行 11,08642,46122,307
その他の国内の金融機関 412 137 357
国外の銀行 4,600 17,99738,621
その他の国外の金融機関 － 1,261 －

 16,09861,85661,285
減損損失引当金 － (3) －
合計 16,09861,85361,285

2007年12月31日現在、当行グループは、使途制限のある預金を有していなかった。 
2008年12月31日現在、当行グループは、金融デリバティブ取引を行うために国外の銀行に合計5,848百万人民元の
預金を差し入れている。 
2009年12月31日現在、当行グループは、中国為替取引システム（以下「CFETS」という。）に保証金として合計81百
万人民元の預金を差し入れている。

 
13．銀行およびその他の金融機関への貸出金

当行グループ
(単位：百万人民元) 12月31日現在

 2007年 2008年 2009年
貸出先：    

国内の銀行 17,39418,77711,991
その他の国内の金融機関 400 2,700 7,940
国外の銀行 34,71223,01429,520
その他の国外の金融機関 － － －

 52,50644,49149,451
減損損失引当金 (8) (12) (16)
合計 52,49844,47949,435

当行
(単位：百万人民元) 12月31日現在

 2007年 2008年 2009年
貸出先：    

国内の銀行 17,39418,77711,991
その他の国内の金融機関 400 2,700 7,940
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国外の銀行 34,71223,01429,520
その他の国外の金融機関 － 221 －

52,50644,71249,451
減損損失引当金 (8) (12) (16)
合計 52,49844,70049,435

 
14．トレーディング目的保有金融資産 

当行グループおよび当行
(単位：百万人民元)  12月31日現在

 注記 2007年 2008年 2009年
トレーディング債務証券の発行体：     

政府  2,886 11,531 8,858
公共機関および準政府機関  2,036 5,428 3,596
金融機関  713 511 311
一般事業会社  2,705 2,218 2,581

合計  8,340 19,68815,346
内訳：     

香港で上場  － － －
香港以外で上場 (1) 8,340 19,68815,346
非上場  － － －

合計  8,340 19,68815,346
 
(1）中国国内の銀行間債券市場で売買される債務証券は、「香港以外で上場」に含まれている。
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15．純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産 
当行グループ

(単位：百万人民元)  12月31日現在

 注記 2007年 2008年 2009年
指定された債務証券の発行体：     

政府  891 8,275 9,531
公共機関および準政府機関  114 105 21,024
金融機関  5,411 3,607 5,934
一般事業会社  230 632 6,216

金融保証契約  9 46 21
信託会社発行の信用手形  2,210 7,664 53,784
その他  － － 320
合計  8,865 20,32996,830
内訳：  

香港で上場  167 154 85
香港以外で上場 (1) 2,950 10,21438,960
非上場  5,748 9,961 57,785

合計  8,865 20,32996,830

当行
(単位：百万人民元)  12月31日現在

  2007年 2008年 2009年
指定された債務証券の発行体：     

政府  891 8,275 9,531
公共機関および準政府機関  114 105 21,024
金融機関  5,411 3,542 5,934
一般事業会社  230 632 6,216

金融保証契約  9 46 21
信託会社発行の信用手形  2,210 7,664 53,784
その他  － － 320
合計  8,865 20,26496,830
内訳：     

香港で上場  167 154 85
香港以外で上場 (1) 2,950 10,21438,960
非上場  5,748 9,896 57,785

合計  8,865 20,26496,830
(1）中国国内の銀行間債券市場で売買される債務証券は、「香港以外で上場」に含まれている。

 
 
16．売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産

 
当行グループおよび当行 

(単位：百万人民元) 12月31日現在

 2007年 2008年 2009年
担保の種類別内訳：    

債券 104,029210,477298,321
為替手形 37,68932,700117,113
顧客への貸出金 3,130 3,193 5,659

合計 144,848246,370421,093

 
17．デリバティブ金融資産/(負債) 
当行グループは、トレーディング、資産・負債管理および顧客向け業務を目的として、為替レート、金利、貴金属お
よびその他のコモディティに関連するデリバティブ金融商品の取引を行っている。
 
当行グループが保有するデリバティブ商品の契約/想定元本の金額および公正価値は、以下の表に記載されてい
る。金融商品の契約/想定元本の額は、財政状態計算書に計上された商品の公正価値と比較する際の基礎を提供する
が、関連する将来キャッシュ・フローの額または商品の現在の公正価値を必ずしも示すものではなく、従って信用ま
たは市場リスクに対する当行グループのエクスポージャーを示すものでもない。デリバティブ商品はその条件に関
連する市場金利、為替レート、または商品価格の変動により、有利（資産）または不利（負債）となる。デリバティブ
金融資産および負債の公正価値の合計は、大幅に変動する場合がある。 
 

当行グループおよび当行
(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

 契約/
想定元本

公正価値

 資産 負債
為替レート関連のデリバティブ    

為替予約 140,8352,013 (3,696)
通貨スワップ 95,212 1,768 (913)
クロスカレンシー・スワップ 64,668 5,207 (1,160)
通貨オプション 292 1 (1)

小計  8,989 (5,770)
金利関連のデリバティブ    
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金利スワップ 140,0621,218 (1,422)
その他の金利関連のデリバティブ 730 － (102)

小計  1,218 (1,524)
デリバティブ金融資産/(負債)合計  10,207 (7,294)
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

 契約/
想定元本

公正価値

 資産 負債
為替レート関連のデリバティブ    

為替予約 103,2942,565 (2,872)
通貨スワップ 98,730 777 (1,448)
クロスカレンシー・スワップ 13,4291,384 (2,482)
通貨オプション 6 1 (1)

小計  4,727 (6,803)
金利関連のデリバティブ    

金利スワップ 104,4562,386 (4,599)
その他の金利関連のデリバティブ 1,094 38 (132)

小計  2,424 (4,731)
デリバティブ金融資産/(負債)合計  7,151 (11,534)
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

 契約/
想定元本

公正価値

 資産 負債
為替レート関連のデリバティブ    

為替予約 110,4671,546 (2,271)
通貨スワップ 100,550 411 (374)
クロスカレンシー・スワップ 12,5031,729 (3,140)
通貨オプション 81 2 (1)

小計  3,688 (5,786)
金利関連のデリバティブ    

金利スワップ 113,644 932 (1,864)
その他の金利関連のデリバティブ 751 － (15)

小計 932 (1,879)
その他のデリバティブ 1,008 58 (25)
デリバティブ金融資産/(負債)合計 4,678 (7,690)
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18．顧客への貸出金 
(1) 顧客への貸出金の内訳

当行グループ 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

 2007年 2008年 2009年
法人向け貸出金    

貸出金 2,777,3462,377,5562,994,794
割引手形 205,631258,098353,937

小計 2,982,9772,635,6543,348,731
個人向け貸出金    

住宅ローン 298,858319,505497,950
クレジット・カード 4,417 7,901 14,118
その他 187,922137,099277,388

小計 491,197464,505789,456
貸出金総額 3,474,1743,100,1594,138,187
個別評価 (668,130)(43,141)(55,596)
集合的評価 (96,852)(42,034)(71,096)
減損損失引当金 (764,982)(85,175)(126,692)
顧客への貸出金 2,709,1923,014,9844,011,495

 
当行

 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

 2007年 2008年 2009年
法人向け貸出金    

貸出金 2,777,3462,377,5562,994,794
割引手形 205,631258,098353,937

小計 2,982,9772,635,6543,348,731
個人向け貸出金    

住宅ローン 298,858319,505497,950
クレジット・カード 4,417 7,901 14,118

その他 187,922137,066277,278
小計 491,197464,472789,346
貸出金総額 3,474,1743,100,1264,138,077
個別評価 (668,130)(43,141)(55,596)
集合的評価 (96,852)(42,034)(71,095)
減損損失引当金 (764,982)(85,175)(126,691)
顧客への貸出金 2,709,1923,014,9514,011,386
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(2) 顧客への貸出金に係る集合的および個別評価別の内訳 
当行グループ 

(単位：百万人民元) 減損が識別された貸出金 (B)

引当金が集
合的に評価
される貸出
金(A) 

引当金を集
合的に評価 

引当金を個
別に評価 小計 合計 

貸出金総額に
対して減損が
識別された貸
出金が占める
割合(%) 

2007年12月31日現在       
貸出金総額 2,655,32168,864749,989818,8533,474,17423.57
減損損失引当金 (33,503)(63,349)(668,130)(731,479)(764,982) 
顧客への貸出金 2,621,8185,515 81,859 87,3742,709,192 
2008年12月31日現在       
貸出金総額 2,966,09210,323123,744134,0673,100,159 4.32
減損損失引当金 (37,815)(4,219)(43,141)(47,360)(85,175) 
顧客への貸出金 2,928,2776,104 80,603 86,7073,014,984 
2009年12月31日現在       
貸出金総額 4,017,94611,072109,169120,2414,138,187 2.91
減損損失引当金 (66,057)(5,039)(55,596)(60,635)(126,692) 
顧客への貸出金 3,951,8896,033 53,573 59,6064,011,495  
 

当行
 

(単位：百万人民元)  減損が識別された貸出金 (B)   

引当金が集
合的に評価
される貸出
金(A)

引当金を集
合的に評価

引当金を個
別に評価 小計 合計

貸出金総額に
対して減損が
識別された貸
出金が占める
割合(%)

2007年12月31日現在       
貸出金総額 2,655,32168,864749,989818,8533,474,17423.57
減損損失引当金 (33,503)(63,349)(668,130)(731,479)(764,982) 
顧客への貸出金 2,621,8185,515 81,859 87,3742,709,192 
2008年12月31日現在       
貸出金総額 2,966,05910,323123,744134,0673,100,1264.32
減損損失引当金 (37,815)(4,219)(43,141)(47,360)(85,175) 
顧客への貸出金 2,928,2446,104 80,603 86,7073,014,951 
2009年12月31日現在       
貸出金総額 4,017,83611,072109,169120,2414,138,0772.91
減損損失引当金 (66,056)(5,039)(55,596)(60,635)(126,691) 
顧客への貸出金 3,951,7806,033 53,573 59,6064,011,386 

 

(A）引当金が集合的に評価される貸出金は、減損が明確に識別されなかった貸出金により構成される。

 

(B）減損が識別された貸出金の総額には、減損の事実に関する客観的証拠が存在し、減損損失が生じ、かつ、

個別または集合的に評価される貸出金が含まれる。
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(3) 顧客への貸出金に係る減損損失引当金の増減
当行グループおよび当行
 

(単位：百万人民元) 2007年
個別評価引当金 集合的評価引当金 合計

1月1日現在 662,318 92,358 754,676
繰入額 15,941 5,174 21,115
償却 (3,327) (137) (3,464)
過年度に償却した貸出金の取立額 7 14 21
引当金に係る割引の振戻し (5,403) (554) (5,957)
担保権実行資産への振替 (274) － (274)
為替差損益 (1,132) (3) (1,135)
12月31日現在 668,130 96,852 764,982
(単位：百万人民元)  2008年

 個別評価引当金 集合的評価引当金 合計
1月1日現在  668,130 96,852 764,982
繰入額  32,783 7,075 39,858
償却  (29) － (29)
過年度に償却した貸出金の取立額  13 9 22
引当金に係る割引の振戻し  (1,901) (159) (2,060)
不良債権の処分による取崩 II.1 (655,825) (61,706)(717,531)
担保権実行資産への振替  (4) (3) (7)
為替差損益  (26) (34) (60)
12月31日現在  43,141 42,034 85,175

当行グループ

 
(単位：百万人民元) 2009年

個別評価引当金 集合的評価引当金 合計
1月1日現在 43,141 42,034 85,175
繰入額 15,025 29,264 44,289
償却 (1,036) (34) (1,070)
過年度に償却した貸出金の取立額 20 6 26
引当金に係る割引の振戻し (1,551) (173) (1,724)
為替差損益 (3) (1) (4)
12月31日現在 55,596 71,096 126,692

 
当行
 

(単位：百万人民元) 2009年

 個別評価引当金 集合的評価引当金 合計
1月1日現在 43,141 42,034 85,175
繰入額 15,025 29,263 44,288
貸倒 (1,036) (34) (1,070)
過年度に償却した貸出金の取立額 20 6 26
引当金に係る割引の振戻し (1,551) (173) (1,724)
為替差損益 (3) (1) (4)
12月31日現在 55,596 71,095 126,691
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19．売却可能金融資産
当行グループおよび当行

(単位：百万人民元)  12月31日現在

 注記 2007年 2008年 2009年
債務証券の発行体：     

政府  354,270588,386476,700
公共機関および準政府機関  116,386155,153159,215
金融機関  43,54530,05423,267
一般事業会社  13,88526,05470,713

小計  528,086799,647729,895
資本性金融商品  1,257 558 487
合計  529,343800,205730,382
内訳：     

香港で上場  1,729 1,954 1,886
香港以外で上場 (1) 525,108796,477726,600
非上場  2,506 1,774 1,896

合計  529,343800,205730,382

 
 
20．満期保有投資

当行グループおよび当行
(単位：百万人民元)  12月31日現在

 2007年 2008年 2009年
債務証券の発行体：     

政府  287,953330,239536,566
公共機関および準政府機関  231,644228,740264,842
金融機関  11,35112,30242,342
一般事業会社  2,232 5,231 40,288

  533,180576,512884,038
減損損失引当金  (364) (189) (123)
合計  532,816576,323883,915
内訳：     

香港で上場  － 68 141
香港以外で上場 (1) 531,500571,097883,070
非上場  1,316 5,158 704

合計  532,816576,323883,915
(1）中国国内の銀行間債券市場で売買される債務証券は、「香港以外で上場」に含まれている。
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21．債権として分類される債務証券
当行グループおよび当行

(単位：百万人民元)  12月31日現在
注記 2007年 2008年 2009年

MOFに対する債権 (1) － 665,093635,539
特別国債 (2) 93,300 93,300 93,300
証憑式国債  29,979 26,849 22,092
長期割引国債  － － 10,101
PBOCの指定短期債 (3) 99,988 99,992 119,744
PBOCの特別短期債  112 112 112
金融機関債  5,606 7,180 9,306
社債  907 91 92
  229,892892,617890,286
減損損失引当金  (149) (85) (87)
合計  229,743892,532890,199
(1）当該債権は、Ⅱ.注記1.に記載の事業再編計画に従って行われたMOFに対する不良資産の処分から生じた。当該金額は、2008年1月1日から始まる15年に

わたり年利3.3%でMOFから返済される予定である。
(2）当該残高は、MOFが発行した特別国債である。条件の詳細については、Ⅵ.注記5.に記載されている。
(3）当行がPBOCから取得した短期債は、以下の通りである。
 
 

(単位：百万人民元)    12月31日現在

   2007年 2008年 2009年
発行日 期間 年利 (%) 公正価値 帳簿価額 帳簿価額 帳簿価額
2007年3月9日 3年 3.07 21,00020,99920,99920,999
2007年5月11日 3年 3.22 25,00024,99724,99824,998
2007年7月13日 3年 3.60 19,00018,99718,99818,997
2007年8月17日 3年 3.69 12,00011,99811,99911,998
2007年9月7日 3年 3.71 23,00022,99722,99822,997
2009年9月15日 1年 ゼロ・クーポン債 20,000 － － 19,755

120,00099,98899,992119,744

PBOCの承認を得ずに、上記短期債を借入金の担保として譲渡または差し入れることはできない。
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22．子会社に対する投資
当行

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

投資の取得原価 838 1,091 1,795
減損損失引当金 (651) (659) (659)
合計 187 432 1,136

2009年12月31日現在の当行の主要子会社の詳細は、以下の通りである。 

会社名 設立日 設立地
授権資本
/ 払込済資本

持分比率 
(%)(6)

取締役会に
対する
議決権比率
(%)

主たる事業活動
 

ABCインターナショナル・
ホールディングス・リミ
テッド

(1)2009年11月11日香港 800,000,000
香港ドル

100.00100.00投資持株会社

農銀財務有限公司 (3)1988年11月1日 香港 588,790,000
香港ドル

100.00100.00投資持株会社

農銀匯理ファンド管理有限
公司

(4)2008年3月18日 上海 200,000,001
人民元

51.67 51.67ファンド運用業

克什克騰農銀村鎮銀行有限
責任公司

(5)2008年8月12日 内モンゴル
自治区

19,600,000
人民元

51.02 51.02銀行業

湖北漢川農銀村鎮銀行有限
責任公司

(2)2008年8月12日 湖北省 20,000,000
人民元

50.00 66.67銀行業

(1)　ABCインターナショナル・ホールディングス・リミテッドは、2009年11月11日、当行によって香港で設立された。
ABCインターナショナル・ホールディングス・リミテッドの授権資本は、1,800,000,000香港ドルである。2009
年12月31日現在、払込済資本は800,000,000香港ドルであった。

(2)　当行は、湖北漢川農銀村鎮銀行有限責任公司の取締役3名のうち2名を選任した。したがって、同社の財務および
営業活動を支配することができる。湖北漢川農銀村鎮銀行有限責任公司（2008年設立）の2008年および2009年
12月31日終了事業年度の財務書類については、湖北同興會計師事務有限公司が監査を実施した。 

(3)　農銀財務有限公司の2007年、2008年および2009年12月31日に終了した各3事業年度の財務書類については、デロ
イト・トウシュ・トーマツが監査を実施した。

(4)　農銀匯理ファンド管理有限公司（2008年設立）の2008年および2009年12月31日終了事業年度の財務書類につい
ては、デロイト・トウシュ・トーマツ・シーピーエー・リミテッド（德勤華永會計師事務所有限公司）が監査
を実施した。 

(5)　 克什克騰農銀村鎮銀行有限責任公司（2008年設立）の2008年および2009年12月31日終了事業年度の財務書類
については、克什克騰旗騰宇聯合會計師事務所が監査を実施した。

(6)　上記子会社に対して当行が所有する資本持分について、関連期間および本会計士報告書の発行日までの期間ま
たは各設立日以降、変更は生じていない。

 
23．関連会社に対する持分

当行グループおよび当行 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
投資の取得原価 223 171 157 
減損損失引当金 － (16) (16)
関連会社に対する持分 223 155 141 

湖南金健米業股?有限公司(以下「金健」という。)は、中国湖南省で登記された。当該企業の登録資本は544百万人
民元であり、主要な事業活動は食品、食用油および農産物の生産、加工および販売である。当行グループは2007年、
2008年および2009年12月31日現在、金健の資本持分の26.82%、22.33% および20.62%をそれぞれ保有していた。 

 
24．有形固定資産

当行グループ

 

(単位：百万人民元) 建物
電子機器、
器具備品 車両運搬具 建設仮勘定 合計

取得原価      
2007年1月1日現在 76,343 23,862 6,129 8,294 114,628 
増加 1,493 5,257 615 4,018 11,383 
振替 5,696 286 30 (6,012) － 
その他からの振替 254 － － － 254 
処分 (5,625)(4,075)(647) (74)(10,421)
2007年12月31日現在 78,161 25,330 6,127 6,226 115,844 
減価償却累計額
2007年1月1日現在 (20,646)(12,854)(4,209) － (37,709)
当期減価償却額 (3,076)(3,294)(515) － (6,885)
処分による減少 2,221 3,325 620 － 6,166 
2007年12月31日現在 (21,501)(12,823)(4,104) － (38,428)
減損損失引当金
2007年1月1日現在 (946) (191) (18) (382)(1,537)
純損益計上額 (25) － － － (25)
処分による減少 413 172 11 － 596 
2007年12月31日現在 (558) (19) (7) (382) (966)
帳簿価額
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2007年1月1日現在 54,751 10,817 1,902 7,912 75,382 
2007年12月31日現在 56,102 12,488 2,016 5,844 76,450 
 

(単位：百万人民元) 建物
電子機器、
器具備品 車両運搬具 建設仮勘定 合計

取得原価/みなし取得原価      
2008年1月1日現在 78,161 25,330 6,127 6,226 115,844 
財務再編に係る再評価の影響 3,021 (13,314)(3,209)(288)(13,790)
増加 2,046 4,957 466 6,133 13,602 
振替 3,346 578 17 (3,941) － 
その他からの振替 172 － － － 172 
処分 (1,572)(221) (57) (182)(2,032)
2008年12月31日現在 85,174 17,330 3,344 7,948 113,796 
減価償却累計額      
2008年1月1日現在 (21,501)(12,823)(4,104) － (38,428)
再評価による減少 21,501 12,823 4,104 － 38,428 
当期減価償却額 (4,286)(4,117)(1,418) － (9,821)
処分による減少 92 169 49 － 310 
2008年12月31日現在 (4,194)(3,948)(1,369) － (9,511)
減損損失引当金      
2008年1月1日現在 (558) (19) (7) (382) (966)
再評価による減少 558 19 7 382 966 
純損益計上額 (318) (13) (3) (68) (402)
2008年12月31日現在 (318) (13) (3) (68) (402)
帳簿価額      
2008年1月1日現在 56,102 12,488 2,016 5,844 76,450 
2008年12月31日現在 80,662 13,369 1,972 7,880 103,883 

 

(単位：百万人民元) 建物
電子機器、
器具備品 車両運搬具 建設仮勘定 合計

取得原価/みなし取得原価      
2009年1月1日現在 85,174 17,330 3,344 7,948 113,796 
増加 1,289 5,315 295 12,018 18,917 
振替 4,457 301 2 (4,760) － 
処分 (1,615)(199) (184) (235)(2,233)
2009年12月31日現在 89,305 22,747 3,457 14,971 130,480 
減価償却累計額
2009年1月1日現在 (4,194)(3,948)(1,369) － (9,511)
当期減価償却額 (4,599)(3,878)(674) － (9,151)
処分による減少 155 162 141 － 458 
2009年12月31日現在 (8,638)(7,664)(1,902) － (18,204)
減損損失引当金
2009年1月1日現在 (318) (13) (3) (68) (402)
純損益計上額 (221) － － (1) (222)
処分による減少 253 － － 68 321 
2009年12月31日現在 (286) (13) (3) (1) (303)
帳簿価額
2009年1月1日現在 80,662 13,369 1,972 7,880 103,883 
2009年12月31日現在 80,381 15,070 1,552 14,970 111,973 

 
当行 

(単位：百万人民元) 建物
電子機器、
器具備品 車両運搬具 建設仮勘定 合計

取得原価      
2007年1月1日現在 76,203 23,781 6,122 8,294 114,400 
増加 1,489 5,253 615 4,018 11,375 
振替 5,696 286 30 (6,012) － 
その他からの振替 254 － － － 254 
処分 (5,623)(4,066)(647) (74)(10,410)
2007年12月31日現在 78,019 25,254 6,120 6,226 115,619 
減価償却累計額      
2007年1月1日現在 (20,600)(12,820)(4,204) － (37,624)
当期減価償却額 (3,071)(3,290)(515) － (6,876)
処分による減少 2,219 3,319 620 － 6,158 
2007年12月31日現在 (21,452)(12,791)(4,099) － (38,342)
減損損失引当金      
2007年1月1日現在 (946) (191) (18) (382)(1,537)
純損益計上額 (25) － － － (25)
処分による減少 413 172 11 － 596 

     
2007年12月31日現在 (558) (19) (7) (382) (966)
帳簿価額      
2007年1月1日現在 54,657 10,770 1,900 7,912 75,239 
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2007年12月31日現在 56,009 12,444 2,014 5,844 76,311 
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(単位：百万人民元) 建物
電子機器、
器具備品 車両運搬具 建設仮勘定 合計

取得原価/みなし取得原価      
2008年1月1日現在 78,019 25,254 6,120 6,226 115,619 
財務再編に係る再評価の影響 3,030 (13,287)(3,204)(288)(13,749)
増加 2,046 4,941 457 6,133 13,577 
振替 3,346 578 17 (3,941) － 
その他からの振替 172 － － － 172 
処分 (1,571)(193) (57) (182)(2,003)
2008年12月31日現在 85,042 17,293 3,333 7,948 113,616 
減価償却累計額      
2008年1月1日現在 (21,452)(12,791)(4,099) － (38,342)
再評価による減少 21,452 12,791 4,099 － 38,342 
当期減価償却額 (4,281)(4,110)(1,412) － (9,803)
処分による減少 92 164 48 － 304 
2008年12月31日現在 (4,189)(3,946)(1,364) － (9,499)
減損損失引当金
2008年1月1日現在 (558) (19) (7) (382) (966)
再評価による減少 558 19 7 382 966 
純損益計上額 (318) (13) (3) (68) (402)
処分による減少 － － － － － 
2008年12月31日現在 (318) (13) (3) (68) (402)
帳簿価額
2008年1月1日現在 56,009 12,444 2,014 5,844 76,311 
2008年12月31日現在 80,535 13,334 1,966 7,880 103,715 

(単位：百万人民元) 建物
電子機器、
器具備品 車両運搬具 建設仮勘定 合計

取得原価/みなし取得原価      
2009年1月1日現在 85,042 17,293 3,333 7,948 113,616 
増加 1,275 5,191 294 12,017 18,777 
振替 4,457 301 2 (4,760) － 
処分 (1,615)(198) (184) (235)(2,232)
2009年12月31日現在 89,159 22,587 3,445 14,970 130,161 
減価償却累計額
2009年1月1日現在 (4,189)(3,946)(1,364) － (9,499)
当期減価償却額 (4,554)(3,815)(672) － (9,041)
処分による減少 155 162 141 － 458 
2009年12月31日現在 (8,588)(7,599)(1,895) － (18,082)
減損損失引当金
2009年1月1日現在 (318) (13) (3) (68) (402)
純損益計上額 (221) － － (1) (222)
処分による減少 253 － － 68 321 
2009年12月31日現在 (286) (13) (3) (1) (303)
帳簿価額
2009年1月1日現在 80,535 13,334 1,966 7,880 103,715 
2009年12月31日現在 80,285 14,975 1,547 14,969 111,776 
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建物の帳簿価額に係る残存リース期間は、以下の通りである。 
当行グループ

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

中国において所有
長期リース（50年超） 3,887 5,003 4,275 
中期リース（10年以上50年以下） 49,867 71,270 70,932 
短期リース（10年未満） 2,348 4,389 5,174 

合計 56,102 80,662 80,381 

当行
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
中国において所有    

長期リース（50年超） 3,887 5,003 4,275
中期リース（10年以上50年以下） 49,77471,14370,836
短期リース（10年未満） 2,348 4,389 5,174

合計 56,00980,53580,285

関連法規に従い、株式有限会社化後、従来中国農業銀行の名義で所有していた一部資産の法的所有権は、当行に移転
される予定である。本会計士報告書日現在、再登記の手続は未だ完了していない。経営者は、当該登記手続が中国農業
銀行の当該資産の法的継承者としての当行の権利に与える影響はないと見込んでいる。 

 
　　次へ
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25．その他の資産
当行グループ 

(単位：百万人民元) 12月31日現在
注記 2007年 2008年 2009年

営業債権 (1) 3,755 2,986 3,494 
未収利息 (2) 23,783 29,950 32,127 
担保権実行資産 (3) 5,604 － － 
デリバティブ取引から生じた顧客に対する債権金額 (4) － － － 
無形資産 (5) 1,327 1,486 1,580 
土地使用権 (6) 788 25,514 25,062 
処分予定の資産 (7) － － 11 
その他 　 2,754 2,657 5,669 
合計 　 38,011 62,593 67,943 

当行 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
営業債権 (1) 3,702 2,924 3,425 
未収利息 (2) 23,783 29,950 32,126 
担保権実行資産 (3) 5,604 － － 
デリバティブ取引から生じた顧客に対する債権金額 (4) － － － 
無形資産 (5) 1,327 1,479 1,574 
土地使用権 (6) 787 25,394 24,947 
処分予定の資産 (7) － － 11 
その他 　 1,161 1,536 4,054 
合計 　 36,364 61,283 66,137 
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(1) 営業債権の年齢別内訳 
当行グループ

(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在
総額 割合 減損 帳簿価額

(%)
1年以内 3,342 11 (173) 3,169 
1年超2年以内 282 1 (82) 200 
2年超3年以内 110 1 (56) 54 
3年超 26,134 87 (25,802) 332 
合計 29,868 100 (26,113)3,755 
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

総額 割合 減損 帳簿価額
(%)

1年以内 3,051 77 (842) 2,209 
1年超2年以内 267 7 (13) 254 
2年超3年以内 202 5 (11) 191 
3年超 435 11 (103) 332 
合計 3,955 100 (969) 2,986 
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

総額 割合 減損 帳簿価額
(%)

1年以内 2,781 61 (156) 2,625 
1年超2年以内 1,270 28 (759) 511 
2年超3年以内 117 3 (13) 104 
3年超 364 8 (110) 254 
合計 4,532 100 (1,038)3,494 

当行 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

総額 割合 減損 帳簿価額
(%)

1年以内 3,289 10 (173) 3,116 
1年超2年以内 282 1 (82) 200 
2年超3年以内 110 1 (56) 54 
3年超 28,051 88 (27,719) 332 
合計 31,732 100 (28,030)3,702 
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

総額 割合 減損 帳簿価額
(%)

1年以内 2,989 55 (842) 2,147 
1年超2年以内 267 5 (13) 254 
2年超3年以内 202 4 (11) 191 
3年超 1,987 36 (1,655) 332 
合計 5,445 100 (2,521)2,924 
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

総額 割合 減損 帳簿価額
(%)

1年以内 2,734 45 (156) 2,578 
1年超2年以内 1,248 21 (759) 489 
2年超3年以内 117 2 (13) 104 
3年超 1,915 32 (1,661) 254 
合計 6,014 100 (2,589)3,425 
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(2) 未収利息
種類別内訳
当行グループ

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

満期保有投資 7,219 10,494 11,223 
顧客への貸出金 8,401 7,411 8,972 
売却可能金融資産 4,725 6,832 6,856 
債権として分類される債務証券 1,843 3,490 2,829 
トレーディング目的保有金融資産 49 237 165 
公正価値で測定するものとして指定された金融資産 80 37 21 
その他 1,466 1,449 2,061 
合計 23,783 29,950 32,127 

当行
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
満期保有投資 7,219 10,494 11,223 
顧客への貸出金 8,401 7,411 8,972 
売却可能金融資産 4,725 6,832 6,856 
債権として分類される債務証券 1,843 3,490 2,829 
トレーディング目的保有金融資産 49 237 165 
公正価値で測定するものとして指定された金融資産 80 37 21 
その他 1,466 1,449 2,060 
合計 23,783 29,950 32,126 

2008年および2009年12月31日現在、未収利息全額の利払日が1年内に到来する。2007年12月31日現在では、利払日ま
での期間が1年超の未収利息が合計612百万人民元あり、その全額を2008年度に受け取った。 
(3) 担保権実行資産 

当行グループおよび当行
種類別内訳

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

建物 6,476 － 1 
その他 568 5 4 
小計 7,044 5 5 
減損損失引当金 (1,440) (5) (5)
合計 5,604 － － 

(4) デリバティブ取引から生じた顧客に対する債権金額 
当行グループおよび当行

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

デリバティブ取引から生じた顧客に対する貸出金 － 1,067 982 
減損損失引当金 － (1,067)(982)
合計 － － － 

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

318/588



(5) 無形資産

 
当行グループ 

(単位：百万人民元)
コンピュータ
ソフトウェア その他 合計

取得原価
2007年1月1日現在 2,171 93 2,264 
増加 385 3 388 
処分 (66) (30) (96)
2007年12月31日現在 2,490 66 2,556 

   
償却累計額    
2007年1月1日現在 (844) (39) (883)
当期償却額 (356) (11) (367)
処分 10 11 21 
2007年12月31日現在 (1,190) (39) (1,229)

   
減損損失引当金    
2007年1月1日現在 － － － 
増加 － － － 
償却 － － － 
2007年12月31日現在 － － － 

   
帳簿価額    
2007年1月1日現在 1,327 54 1,381 
2007年12月31日現在 1,300 27 1,327 
償却期間（年） 1～10 1～10 　

(単位：百万人民元)
コンピュータ
ソフトウェア その他 合計

取得原価    
2008年1月1日現在 2,490 66 2,556 
財務再編の影響 (1,189) (42) (1,231)
増加 581 45 626 
処分 (8) － (8)
2008年12月31日現在 1,874 69 1,943 

   
償却累計額    
2008年1月1日現在 (1,190) (39) (1,229)
償却累計額の減少 1,190 39 1,229 
当期償却額 (422) (12) (434)
処分 5 － 5 
2008年12月31日現在 (417) (12) (429)
減損損失引当金
2008年1月1日現在 － － － 
増加 (28) － (28)
償却 － － － 
2008年12月31日現在 (28) － (28)
帳簿価額
2008年1月1日現在 1,300 27 1,327 
2008年12月31日現在 1,429 57 1,486 
償却期間（年） 1～10 1～10 
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(単位：百万人民元)
コンピュータ
ソフトウェア その他 合計

取得原価
2009年1月1日現在 1,874 69 1,943 
増加 489 2 491 
処分 (15) － (15)
2009年12月31日現在 2,348 71 2,419 
償却累計額
2009年1月1日現在 (417) (12) (429)
当期償却額 (382) (12) (394)
処分 13 － 13 
2009年12月31日現在 (786) (24) (810)
減損損失引当金
2009年1月1日現在 (28) － (28)
増加 (1) － (1)
償却 － － － 
2009年12月31日現在 (29) － (29)
帳簿価額
2009年1月1日現在 1,429 57 1,486 
2009年12月31日現在 1,533 47 1,580 
償却期間（年） 1～10 1～10 

当行

(単位：百万人民元)
コンピュータ
ソフトウェア その他 合計

取得原価
2007年1月1日現在 2,171 93 2,264 
増加 385 3 388 
処分 (66) (30) (96)
2007年12月31日現在 2,490 66 2,556 
償却累計額
2007年1月1日現在 (844) (39) (883)
当期償却額 (356) (11) (367)
処分 10 11 21 
2007年12月31日現在 (1,190) (39) (1,229)
減損損失引当金
2007年1月1日現在 － － － 
増加 － － － 
償却 － － － 
2007年12月31日現在 － － － 
帳簿価額
2007年1月1日現在 1,327 54 1,381 
2007年12月31日現在 1,300 27 1,327 
償却期間（年） 1～10 1～10 
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(単位：百万人民元)
コンピュータ
ソフトウェア その他 合計

取得原価
2008年1月1日現在 2,490 66 2,556 
財務再編の影響 (1,189) (42) (1,231)
増加 581 37 618 
処分 (8) － (8)
2008年12月31日現在 1,874 61 1,935 
償却累計額
2008年1月1日現在 (1,190) (39) (1,229)
償却累計額の減少 1,190 39 1,229 
当期償却額 (422) (11) (433)
処分 5 － 5 
2008年12月31日現在 (417) (11) (428)
減損損失引当金
2008年1月1日現在 － － － 
増加 (28) － (28)
償却 － － － 
2008年12月31日現在 (28) － (28)
帳簿価額
2008年1月1日現在 1,300 27 1,327 
2008年12月31日現在 1,429 50 1,479 
償却期間（年） 1～10 1～10 

(単位：百万人民元)
コンピュータ
ソフトウェア その他 合計

取得原価
2009年1月1日現在 1,874 61 1,935 
増加 489 1 490 
処分 (15) － (15)
2009年12月31日現在 2,348 62 2,410 
償却累計額
2009年1月1日現在 (417) (11) (428)
当期償却額 (382) (10) (392)
処分 13 － 13 
2009年12月31日現在 (786) (21) (807)
減損損失引当金
2009年1月1日現在 (28) － (28)
増加 (1) － (1)
償却 － － － 
2009年12月31日現在 (29) － (29)
帳簿価額
2009年1月1日現在 1,429 50 1,479 
2009年12月31日現在 1,533 41 1,574 
償却期間（年） 1～10 1～10 
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(6) 土地使用権
土地使用権の帳簿価額の残存リース期間別の内訳は、以下の通りである。 

当行グループ
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
中国における所有

長期リース（50年超） 18 556 446 
中期リース（10年以上50年以下） 749 24,857 24,513 
短期リース（10年未満） 21 101 103 

合計 788 25,514 25,062 

当行
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
中国における所有

長期リース（50年超） 18 556 446 
中期リース（10年以上50年以下） 748 24,737 24,398 
短期リース（10年未満） 21 101 103 

合計 787 25,394 24,947 

 
関連法規に従い、株式有限会社化後、従来中国農業銀行の名義で所有されていた一部の土地使用権の法的所有権は、
当行に移転される予定である。本会計士報告書公表日現在、再登記の手続は完了していない。経営者は、当該登記手続
が、中国農業銀行の当該資産の法的継承者としての中国農業銀行股?有限公司の権利に与える影響はないと見込ん
でいる。 
(7) 処分予定の資産

当行グループおよび当行

 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
総額 2,522 44 53 
減損損失引当金 (2,522) (44) (42)
帳簿価額純額 － － 11 
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26．中央銀行からの借入金 
当行グループおよび当行 

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

中央銀行からの借入金 （II.1） 150,867 314 58 
合計 150,867 314 58 

 
27．銀行およびその他の金融機関からの預り金 

当行グループ

 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
預り金：

国内の銀行 66,507 96,716 284,899 
その他の国内の金融機関 227,875 192,077 285,518 
国外の銀行 2,232 977 379 
その他の国外の金融機関 4 2 3,153 

合計 296,618 289,772 573,949 

当行
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
預り金：

国内の銀行 66,507 96,716 284,879 
その他の国内の金融機関 227,875 192,077 285,679 
国外の銀行 2,232 977 379 
その他の国外の金融機関 5 2 3,857 

合計 296,619 289,772 574,794 

 
28．銀行およびその他の金融機関からの借入金

当行グループおよび当行 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
借入先：    

国内の銀行 11,811 19,914 11,241 
その他の国内の金融機関 42 － － 
国外の銀行 18,522 14,217 15,071 

合計 30,375 34,131 26,312 

 
29．トレーディング目的保有金融負債

当行グループおよび当行
 

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

金のショート・ポジション － － 56 
合計 － － 56 
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30．純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債 
当行グループおよび当行 

(単位：百万人民元) 12月31日現在

注記 2007年 2008年 2009年
金融保証契約 　 996 2,752 770 
仕組預金 　 6,256 3,211 1,127 
元本保証の資産運用商品 (1) 3,236 16,714 109,924 
その他 (2) － － 2,022 
合計 (3) 10,488 22,677 113,843 
(1) 当行グループおよび当行は、元本保証の資産運用商品を顧客に販売することにより得た金額を、FVTPLによる金融負債として指定している。2007年、
2008年および2009年12月31日現在、当行グループおよび当行が発行した元本保証の資産運用商品の公正価値は、当該資産運用商品の保有者に満期日に
支払われる契約上の金額を、それぞれ194百万人民元、561百万人民元および1,071百万人民元下回っていた。

(2) 2009年12月31日現在、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品の公正価値は、契約満期日に支払われる契約上の金額と近似
していた。

(3) 純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された当行グループおよび当行の金融負債の公正価値に、信用リスクの変動に起因する重要な変
動はなかった。

 
 
31．買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産

当行グループおよび当行 
 

担保の種類別内訳
 

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

債券 68,02225,44722,385
為替手形 1,381 2,598 69,356
顧客への貸出金 3,988 7,045 9,071
合計 73,39135,090100,812
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32．顧客からの預り金
当行グループ

(単位：百万人民元) 12月31日現在

注記 2007年 2008年 2009年
要求払預金

法人顧客 　 1,646,505 1,639,975 2,168,775 
個人顧客 　 1,363,547 1,628,813 1,992,301 

定期預金 　 　 　 　
法人顧客 　 474,192 533,012 743,589 
個人顧客 　 1,617,890 2,108,105 2,373,160 

預り証拠金 (1) 111,249 107,722 129,525 
その他（未達の仕向送金および送金を含む） 　 73,811 79,801 90,268 
合計 5,287,194 6,097,428 7,497,618 

当行

 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
要求払預金

法人顧客 　 1,646,505 1,639,975 2,168,674 
個人顧客 　 1,363,547 1,628,813 1,992,275 

定期預金 　 　 　 　
法人顧客 　 474,192 532,973 743,589 
個人顧客 　 1,617,890 2,108,092 2,373,111 

預り証拠金 (1) 111,249 107,722 129,525 
その他（未達の仕向送金および送金を含む） 73,811 79,798 90,268 
合計 5,287,194 6,097,373 7,497,442 

(1) 証拠金が必要とされる業務/商品別内訳 
当行グループおよび当行 

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

銀行引受手形 70,345 72,637 74,002 
保証状 5,697 10,451 9,161 
信用状 9,754 7,544 9,185 
個人保証 1,955 1,144 4,413 
その他 23,498 15,946 32,764 
合計 111,249 107,722 129,525 

33．未払人件費
当行グループ

(単位：百万人民元) 2007年

注記 1月1日現在
未払額
/(戻入額) 支払額 12月31日現在

給料、賞与および手当 　 6,905 24,301 (23,470)7,736 
社会保険料 　 1,063 4,713 (5,458) 318 
住宅補助 　 251 2,577 (2,634) 194 
労働組合費および教育研修費 　 580 1,067 (762) 885 
補足的退職給付 (1) 38,658 (4,300)(3,045)31,313 
早期退職給付 (2) 20,452 (552) (2,414)17,486 
その他 　 81 3,365 (3,029) 417 
合計 　 67,990 31,171 (40,812)58,349 

 
(単位：百万人民元) 2008年

1月1日現在
未払額
/(戻入額) 支払額 12月31日現在

給料、賞与および手当 　 7,736 31,648 (30,895)8,489 
社会保険料 　 318 6,024 (5,830) 512 
住宅補助 　 194 3,049 (2,963) 280 
労働組合費および教育研修費 　 885 1,466 (1,243)1,108 
補足的退職給付 (1) 31,313 8,935 (1,611)38,637 
早期退職給付 (2) 17,486 2,685 (2,284)17,887 
その他 　 417 3,969 (3,155)1,231 
合計 　 58,349 57,776 (47,981)68,144 

 
(単位：百万人民元) 2009年

1月1日現在
未払額
/(戻入額) 支払額 12月31日現在

給料、賞与および手当 　 8,489 35,734 (33,554)10,669 
社会保険料 　 512 9,592 (9,530) 574 
住宅補助 　 280 3,710 (3,730) 260 
労働組合費および教育研修費 　 1,108 1,601 (1,453)1,256 
補足的退職給付 (1) 38,637 － (38,637) － 
早期退職給付 (2) 17,887 780 (2,788)15,879 
その他 　 1,231 4,348 (4,279)1,300 
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合計 　 68,144 55,765 (93,971)29,938 

当行
(単位：百万人民元) 2007年

注記 1月1日現在
未払額
/(戻入額) 支払額 12月31日現在

給料、賞与および手当 　 6,904 24,288 (23,458)7,734 
社会保険料 　 1,063 4,713 (5,458) 318 
住宅補助 　 251 2,577 (2,634) 194 
労働組合費および教育研修費 　 580 1,067 (762) 885 
補足的退職給付 (1) 38,658 (4,300)(3,045)31,313 
早期退職給付 (2) 20,452 (552) (2,414)17,486 
その他 　 81 3,365 (3,029) 417 
合計 　 67,989 31,158 (40,800)58,347 
(単位：百万人民元) 2008年

1月1日現在
未払額
/(戻入額) 支払額 12月31日現在

給料、賞与および手当 　 7,734 31,604 (30,863)8,475 
社会保険料 　 318 6,024 (5,830) 512 
住宅補助 　 194 3,049 (2,963) 280 
労働組合費および教育研修費 　 885 1,466 (1,243)1,108 
補足的退職給付 (1) 31,313 8,935 (1,611)38,637 
早期退職給付 (2) 17,486 2,685 (2,284)17,887 
その他 　 417 3,969 (3,155)1,231 
合計 　 58,347 57,732 (47,949)68,130 

 
(単位：百万人民元) 2009年

1月1日現在
未払額
/(戻入額) 支払額 12月31日現在

給料、賞与および手当 　 8,475 35,682 (33,515)10,642 
社会保険料 　 512 9,592 (9,530) 574 
住宅補助 　 280 3,710 (3,730) 260 
労働組合費および教育研修費 　 1,108 1,601 (1,453)1,256 
補足的退職給付 (1) 38,637 － (38,637) － 
早期退職給付 (2) 17,887 780 (2,788)15,879 
その他 　 1,231 4,348 (4,279)1,300 
合計 　 68,130 55,713 (93,932)29,911 

各報告期間の末日現在の補足的退職給付および早期退職給付に係る当行グループの債務は、外部の独立年金数理人
であるタワーズ・ワトソンにより、予測単位積増方式を用いて算定された。 
(1) 補足的退職給付 
補足的退職給付には、補足的な年金および医療給付が含まれる。 
補足的退職給付に関して純損益に認識された額は、以下の通りである。 

当行グループおよび当行
(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度

2007年 2008年 2009年
利息費用 1,114 1,362 － 
当期に認識された数理計算上の差(益)/損 (5,414)4,988 － 
延長期間中の退職に係る債務 － 2,585 － 
合計 (4,300)8,935 － 

2009年度において、当行は、2007年12月31日以前、および2008年1月1日から2008年12月31日までの期間（以下「延長
期間」という。）に退職した国内機関の従業員に給付される補足的退職給付に基づく債務を、ABC企業年金協議会に
移管した。移管後は、ABC企業年金協議会が従業員への補足的退職給付の運用および支払に責任を負う。当行は、当該
補足的退職給付に係る今後の債務の負担はない。
数理計算に用いられた主な仮定は、以下の通りである。 
 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
割引率 4.50% 3.00%および3.50% －
医療費の年平均上昇率 8.00% 8.00% －
死亡率 中国保険業界生命表  

2000年度から2003年度版  
(2) 早期退職給付
早期退職給付に関して純損益に認識された額は、以下の通りである。 

当行グループおよび当行
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
利息費用 481 692 331 
当期に認識された数理計算上の差(益)/損 (1,033)1,062 (250)
早期退職従業員年金制度の掛金に係る給付債務の現在価値 － － 369 
早期退職給付費用の割増額 － 931 330 
合計 (552)2,685 780 

数理計算に用いられた主な仮定は、以下の通りである。 
 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
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割引率 4.25% 2.00% 2.50%
医療費の年平均上昇率 8.00% 8.00% 8.00%
補助金の年上昇率 8.00% 8.00% 8.00%
通常退職年齢    
̶男性 60歳 60歳 60歳
̶女性 55歳 55歳 55歳

 
34．発行債務証券

当行グループおよび当行
(単位：百万人民元) 注記 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
発行劣後債 (1) － － 49,955 
発行譲渡性預金 (2) 4,154 5,150 5,224 
合計 　 4,154 5,150 55,179 

PBOCおよびCBRCの承認を得て、当行は、2009年5月に50,000百万人民元の繰上償還条項付劣後債を発行した。 
(1) 当行グループおよび当行が発行した劣後債の帳簿価額は、以下の通りである。 
(単位：百万人民元) 注記 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
2019年5月満期3.3%固定利付劣後債 (i) － － 20,000 
2024年5月満期4.0%固定利付劣後債 (ii) － － 25,000 
2019年5月満期変動利付劣後債 (iii) － － 5,000 
額面金額合計 　 　 　 50,000 
控除： 未償却の社債発行費 　 － － (45)
帳簿価額 － － 49,955 

　　　　　
 
(i）　2009年5月発行の固定利付劣後債は、固定表面金利3.3%、年1回利払いの10年満期の債券である。当行は、当該債券の全額を、2014年5月20日に額面金額

で償還するオプションを有している。当行が当該オプションを行使しない場合、債券の表面金利は、2014年5月20日以降5年間に年利6.3%まで引き上
げられる。

(ii） 2009年5月発行の固定利付劣後債は、固定表面金利4.0%、年1回利払いの15年満期の債券である。当行は、当該債券の全額を、2019年5月20日に額面金額
で償還するオプションを有している。当行が当該オプションを行使しない場合、債券の表面金利は、2019年5月20日以降5年間に年利7.0%まで引き上
げられる。

(iii）2009年5月発行の変動利付劣後債は、10年満期の債券である。当該債券の表面金利は、PBOCの1年固定の預金金利に60ベーシス・ポイントを加えた率
に基づき毎年改定され、年1回支払われる。当行は、当該社債の全額を、2014年5月20日に額面金額で償還するオプションを有している。当行が当該オ
プションを行使しない場合、債券の利率は、2014年5月20日以降5年間、PBOCの1年固定の預入利率に360ベーシス・ポイントを加えた利率に修正され
る。
 

(2) 香港およびシンガポールの当行の支店が発行した譲渡性預金は、償却原価で測定された。 
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35．繰延税金資産
財政状態計算書の表示上、一部の繰延税金資産および繰延税金負債は相殺されている。

当行グループ 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
繰延税金資産 11,524 17,107 19,659 

当行
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
繰延税金資産 11,524 17,093 19,654 

以下の表は、認識された主な繰延税金資産および繰延税金負債、ならびにそれらの当事業年度および過年度におけ
る増減を示している。 

当行グループ 

(単位：百万人民元)
減損損失
引当金 

早期
退職給付 

未払人
件費 引当金 

金融商品
の公正価
値の変動 その他 合計 

2007年1月1日現在 9,051 6,749 524 1,135 1,216 (416)18,259 
純損益への借方計上額 (2,790)(978) (524) 13 (2,103)(380)(6,762)
税率変更の影響 (1,518)(1,399)－ (278) 145 193 (2,857)
その他の包括利益への貸方計上額 － － － － 2,884 － 2,884 
2007年12月31日現在 4,743 4,372 － 870 2,142 (603)11,524 
純損益への貸方計上額 8,344 100 720 170 2,229 2,448 14,011 
その他の包括利益への貸方計上額 － － － － (8,428)－ (8,428)
2008年12月31日現在 13,087 4,472 720 1,040 (4,057)1,845 17,107 
純損益への貸方/(借方)計上額 (487) (502)1,940 (32) (805)(1,844)(1,730)
その他の包括利益への借方計上額 － － － － 4,282 － 4,282 
2009年12月31日現在 12,600 3,970 2,660 1,008 (580) 1 19,659 

当行

 

(単位：百万人民元)
減損損失
引当金

早期
退職給付

未払人
件費 引当金

金融商品
の公正価
値の変動 その他 合計

2007年1月1日現在 9,051 6,749 524 1,135 1,216 (416)18,259 
純損益への借方計上額 (2,790)(978) (524) 13 (2,103)(380)(6,762)
税率変更の影響 (1,518)(1,399)－ (278) 145 193 (2,857)
その他の包括利益への貸方計上額 － － － － 2,884 － 2,884 
2007年12月31日現在 4,743 4,372 － 870 2,142 (603)11,524 
純損益への貸方計上額 8,344 100 720 170 2,229 2,434 13,997 
その他の包括利益への借方計上額 － － － － (8,428)－ (8,428)
2008年12月31日現在 13,087 4,472 720 1,040 (4,057)1,831 17,093 
純損益への貸方/(借方)計上額 (487) (502)1,936 (32) (805)(1,831)(1,721)
その他の包括利益への貸方計上額 － － － － 4,282 － 4,282 
2009年12月31日現在 12,600 3,970 2,656 1,008 (580) － 19,654 
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36．その他の負債
当行グループ 

 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

注記 2007年 2008年 2009年
未払利息 (1) 44,686 66,512 66,762 
MOFに対する未払金 (2) － 26,027 5,891 
清算および決済中の項目 　 7,224 14,071 13,361 
休眠口座 　 3,795 3,411 3,056 
証券購入未払金 　 4,940 2,860 6,626 
引当金 (3) 5,395 5,784 5,047 
未払営業税およびその他の税金 　 5,419 4,939 4,282 
その他 　 15,537 14,732 24,020 
合計 　 86,996 138,336 129,045 

当行 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
未払利息 (1) 44,688 66,515 66,762 
MOFに対する未払金 (2) － 26,027 5,891 
清算および決済中の項目 　 7,224 14,071 13,345 
休眠口座 　 3,795 3,411 3,056 
証券購入未払金 　 4,940 2,860 6,626 
引当金 (3) 5,395 5,784 5,047 
未払営業税およびその他の税金 　 5,419 4,939 4,280 
その他 　 14,991 14,409 23,640 
合計 　 86,452 138,016 128,647 

(1) 未払利息
当行グループ 

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

顧客預り金 43,207 64,510 62,662 
銀行およびその他の金融機関からの預り金 1,198 1,809 2,837 
銀行およびその他の金融機関からの借入金 146 167 45 
発行債務証券 16 22 1,105 
買戻し条件契約に基づいて売却されたされた金融資産 119 4 113 
合計 44,686 66,512 66,762 

当行
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
顧客預り金 43,209 64,513 62,662 
銀行およびその他の金融機関からの預り金 1,198 1,809 2,837 
銀行およびその他の金融機関からの借入金 146 167 45 
発行債務証券 16 22 1,105 
買戻し条件契約に基づいて売却されたされた金融資産 119 4 113 
合計 44,688 66,515 66,762 

(2) MOFに対する未払金
中国農業銀行の不良資産の処分に関する諸問題についてのMOF通達（財金[2008]第138号）に基づき、MOFは、不良資
産の管理および処分を行うために当行を任命した。2008年1月1日以降、MOFは、当該不良資産の受益者となっており、
当該不良資産の処分および回収から生じるあらゆる収入について権利を有している。MOFに対する未払金額は、当行
がMOFに代わり不良資産の譲渡を行ったことにより回収した収入を表している。
 
(3) 引当金

 
当行グループおよび当行 

(単位：百万人民元)
12月31日現在

 2007年 2008年 2009年

 訴訟引当金 その他 合計 訴訟引当金 その他 合計 訴訟引当金 その他 合計
1月1日現在 2,777 2,830 5,607 2,819 2,576 5,395 2,829 2,955 5,784 
増加 432 － 432 1,053 1,017 2,070 1,182 163 1,345 
戻入 (45) － (45) (826)(582)(1,408)(634)(985)(1,619)
目的使用 (345)(254)(599)(217) (56) (273)(403) (60) (463)
合計 2,819 2,576 5,395 2,829 2,955 5,784 2,974 2,073 5,047 

 
37．払込済/株式資本

当行グループおよび当行 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

注記 2007年 2008年 2009年
1月1日現在  121,944 121,612 260,000 
中國長城資産管理公司への移転 (1) (332) (7) － 
資本再構築 II. 3 － 8,395 － 
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匯金公司による出資 II. 4 － 130,000 － 
12月31日現在 (2) 121,612 260,000 260,000 

(1）中國長城信託投資公司の資本譲渡に関するMOFの書簡（財金[2000]第111号）に従い、当行は、中國長城資産管理
公司に資本を移転した。

(2）MOFおよび匯金公司は、中国農業銀行股?有限公司を共同で設立した。MOFおよび匯金公司は、額面金額1人民元の
発起人株を130,000百万株ずつ保有している。MOFからの出資額は、Ⅱに記載の財務再編完了時点および株式有限
会社設立時点では、130,000百万人民元であった。匯金公司からの出資は、130,000百万人民元の現金で支払われ
た。MOFおよび匯金公司が保有する株式はすべて、中国政府に代わり保有されている。当該出資額についてはデロ
イト・トウシュ・トーマツ・シーピーエー・リミテッド（德勤華永會計師事務所有限公司）が検証を行い、
2008年12月25日付で出資検証報告書德師報(驗)字(08)第0034号が発行された。

 

38．投資再評価準備金
当行グループおよび当行 

(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年

総額 税効果
税効果
考慮後 総額 税効果

税効果
考慮後 総額 税効果

税効果
考慮後

1月1日現在 1,257 (296)961 (10,354)2,588 (7,766)23,132 (5,840)17,292 
売却可能金融資産の公正価値
の変動に係る(損失)/利得 (11,820)2,936 (8,884)33,490 (8,429)25,061 (13,146)3,331 (9,815)
売却可能金融資産の処分/減
損に係る純損益への組替調整
額 209 (52)157 (4) 1 (3)(3,804)951 (2,853)
12月31日現在 (10,354)2,588 (7,766)23,132 (5,840)17,292 6,182 (1,558)4,624 
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39．利益準備金および(累積欠損金)/利益剰余金
　当行の(累積欠損金)/利益剰余金の変動
 
(単位：百万人民元)   

 2007年 2008年 2009年
1月1日現在  (889,463) (846,086)10,677
当期純利益  43,38351,59164,892
準備金の資本組入 II.3 － (34,497)－ 
資本再編 II.3 － 840,859 －
利益剰余金繰入額  － (1,187)(6,489)
一般および法廷準備金繰入額 VI.40 (6) (3) (10,695)
12月31日現在  (846,086)10,67758,385

 
中国の関連法令に従い、当行は、純利益の10%を分配不能な法定利益準備金に振り替えることが義務付けられてい
る。法定利益準備金の残高が株式資本の50%に到達した時点で、当該準備金への振替を終了することができる。
 
40．一般および法定準備金
 
MOF発行の金融機関の貸倒債権に係る一般引当金に関する措置(財金[2005]第49号)および金融機関に対する財務
規則の適用指針(財金[2007]第23号)に従い、当行は、潜在的な未だ識別されていない減損損失に備え、個別および集
合的貸倒引当金に加えて、資本の部に一般準備金を設定および維持することが義務付けられている。一般準備金は、
当該指針が定めるリスク資産の合計額の1%を下回ってはならない。
中国の関連規制に従い、ABC-CA Fund Management Co., Ltd.（当行の子会社であり、主としてファンド育成、分配お
よび資産運用を営む。）は、純利益の一定額を一般準備金に充当することが義務付けられている。 
2007年、2008年および2009年12月31日終了事業年度において、当行グループは、中国および国外の管轄地域の規則に
従い、6百万人民元、7百万人民元および10,708百万人民元を、それぞれ一般および法定準備金に振り替えた。
 

41．現金および現金同等物
連結キャッシュ・フロー計算書上の現金および現金同等物には、当初の満期が3ヶ月未満の以下の残高が含まれて
いる。 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
現金 43,499 44,168 48,896 
中央銀行預け金 90,677 120,131 103,893 
当初の満期が3ヶ月未満の銀行およびその他の金融機関に対する預け金 9,499 51,388 44,805 
当初の満期が3ヶ月未満の売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 135,102 237,278 95,561 
当初の満期が3ヶ月未満の銀行およびその他の金融機関への貸出金 35,413 35,599 36,145 
合計 314,190 488,564 329,300 

 
42．セグメント情報 
事業セグメントは、取締役会および関連経営委員会（最高経営意思決定者）がセグメントに資源を配分し、業績を
評価するために定期的に検討する、当行グループの構成単位に係る内部報告を基礎として識別される。当行グループ
の最高経営意思決定者は、資源の配分および業績評価のために、3つの異なる財務情報についてレビューを行ってい
る。3つの異なる財務情報とは、(i)所在地域別、(ii)事業活動別および(iii)アルゴ関連（農村部および都市部）別銀
行業務に基づく財務情報である。
 
セグメント資産および負債、セグメント収益および損益は、中国企業に適用される会計規則および規定に従った当
行グループの会計方針に基づき測定される。セグメントの会計方針と当財務情報作成の際に適用された方針との間
に大きな相違はない。
 
セグメント間取引は、一般的な取引条件に基づいて行われている。内部手数料および振替価格は、市場レートを参
照して決定され、各セグメントの業績に反映されている。内部手数料および振替価格の調整から生じる内部受取利息
および支払利息は、「セグメント間受取利息/支払利息」に計上される。第三者との取引から生じる受取利息および
支払利息は、「外部受取利息/支払利息」に計上される。
 
セグメント収益、損益、資産および負債には、セグメントに直接帰属する項目だけでなく、合理的な基準で配賦可能
な項目も含まれる。
(a) 地域別セグメント

地域別セグメントの内訳は、以下の通りである。 
-　本店
-　長江デルタ：上海市、江蘇省、 浙江省、寧波市を含む。 
-　珠江デルタ：広東省、深?市、福建省、厦門市を含む。 
-　環渤海：北京市、天津市、河北省、山東省、青島市を含む。
-　中国中部：山西省、湖北省、河南省、湖南省、江西省、海南省、安徽省を含む。 
-　中国西部：重慶市、四川省、貴州省、雲南省、陝西省、甘粛省、青海省、寧夏回族自治区、新彊ウイグル自治
区、新彊生産建設兵団、チベット自治区、内モンゴル自治区、広西チワン族自治区を含む。 

-　中国東北部：遼寧省、黒竜江省、吉林省、大連市を含む。 
-　国外およびその他：国外支店および在外子会社を含む。　 
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(単位：百万
人民元)

           

2007年 本店 
長江デ
ルタ

珠江デ
ルタ 環渤海 中国中部 中国西部 中国東北部

国外およ
び

その他 
セグメント

合計 消去 連結合計 

外部受取利息 66,708 51,359 25,410 32,989 21,783 41,873 7,891 2,022 250,035 － 250,035 
外部支払利息 (1,617)(19,901)(13,027)(14,780)(13,871)(15,712)(5,375)(1,569)(85,852)－ (85,852)
セグメント間
(支払利息)/
受取利息 (46,736)4,392 9,193 7,534 12,220 8,822 4,575 － － － － 
受取利息純額 18,355 35,850 21,576 25,743 20,132 34,983 7,091 453 164,183 － 164,183 
受取報酬およ
び手数料 1,141 4,641 4,462 3,669 3,571 5,063 1,336 38 23,921 － 23,921 
支払報酬およ
び手数料 (127) (208)(160) (146) (89) (144) (52) － (926) － (926)
受取報酬およ
び手数料純額 1,014 4,433 4,302 3,523 3,482 4,919 1,284 38 22,995 － 22,995 
トレーディン
グ業務利
得/(損失)純
額 2,984 － － － － － － (16) 2,968 － 2,968 
純損益を通じ
て公正価値で
測定するもの
として指定さ
れた金融商品
に係る損失純
額 (1,227) － － － － － － (17) (1,244) － (1,244)
投資有価証券
に係る(損
失)/利得純額 (11) 25 1 2 4 6 － 6 33 － 33 
その他の営業
(費用)/収益、
純額 (12,639)1,581 1,674 824 962 1,159 331 624 (5,484) － (5,484)
営業収益 8,476 41,889 27,553 30,092 24,580 41,067 8,706 1,088 183,451 － 183,451 
営業費用 (3,296)(14,497)(9,808)(11,549)(11,845)(17,391)(6,052)(182)(74,620)－ (74,620)
資産に係る減
損損失 (9,989)(2,034)(461)(5,236)(4,585)(5,427)(2,728)(114)(30,574)－ (30,574)
営業(損失)/
利益 (4,809)25,358 17,284 13,307 8,150 18,249 (74)792 78,257 － 78,257 
関連会社の損
失持分 － － － － － － － － － － － 
税引前当期純
(損失)/利益 (4,809)25,358 17,284 13,307 8,150 18,249 (74)792 78,257 － 78,257 
法人所得税費
用 (34,470)
当期純利益 43,787 
セグメント資
産 2,866,937 1,349,448 838,815 914,971 731,730 1,062,898 222,803 42,056 8,029,658 (2,735,676)5,293,982 
内：関連会社
に対する持分 － － － － 223 － － － 223 － 223 
配賦されな
かった資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 11,524 
資産合計 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 5,305,506 

セグメント負
債 (2,849,298)(1,364,814)(915,228)(1,019,741)(966,112)(1,233,349)(352,923)(39,937)(8,741,402)2,735,676 (6,005,726)
配賦されな
かった負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (27,385)
負債合計 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (6,033,111)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
補足情報 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
信用コミット
メント 29,149 216,790 117,288 145,884 87,221 104,382 13,526 9,935 724,175 － 724,175 
営業費用に含
まれる減価償
却費および償
却費 (753)(1,273)(1,053)(1,137)(1,310)(1,695)(577)(17) (7,815) － (7,815)
資本的支出 2,256 2,542 1,032 1,786 1,992 2,472 736 28 12,844 － 12,844 
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(単位：百万
人民元)

           

2008年 本店 
長江デ
ルタ

珠江デ
ルタ 環渤海 中国中部 中国西部 中国東北部

国外およ
び

その他 
セグメント

合計 消去 連結合計 

外部受取利
息 107,083 63,934 30,916 38,531 24,529 48,497 6,837 1,528 321,855 － 321,855 
外部支払利
息 (2,212)(27,979)(18,130)(22,182)(20,138)(22,794)(7,353)(1,064)(121,852)－ (121,852)
セグメント
間(支払利
息)/受取利
息 (46,638) 1,411 8,806 7,363 14,278 9,290 5,490 － － － － 

受取利息純
額 58,233 37,366 21,592 23,712 18,669 34,993 4,974 464 200,003 － 200,003 
受取報酬お
よび手数料 1,028 5,154 4,467 3,925 4,013 4,959 1,203 45 24,794 － 24,794 
支払報酬お
よび手数料 (97) (255) (243) (129) (80) (146) (46) － (996) － (996)

受取報酬お
よび手数料
純額 931 4,899 4,224 3,796 3,933 4,813 1,157 45 23,798 － 23,798 
トレーディ
ング業務(損
失)/利得純
額 (5,741) 1,805 102 196 510 1,884 429 (80) (895) － (895)
純損益を通
じて公正価
値で測定す
るものとし
て指定され
た金融商品
に係る損失
純額 (3,531) － － － － － － (72) (3,603)－ (3,603)
投資有価証
券に係る利
得純額 287 3 6 10 12 3 － 3 324 － 324 
その他の営
業(費用)/収
益、純額 (9,538) 1,016 577 643 820 654 160 57 (5,611)－ (5,611)

営業収益 40,641 45,089 26,501 28,357 23,944 42,347 6,720 417 214,016 － 214,016 
営業費用 (3,506)(21,093)(14,308)(16,419)(19,129)(26,426)(9,011)(283)(110,175)－ (110,175)
資産に係る
減損損失 (10,538)(5,962)(8,088)(6,889)(4,724)(11,638)(3,597)(42)(51,478)－ (51,478)

営業利
益/(損失) 26,597 18,034 4,105 5,049 91 4,283 (5,888)92 52,363 － 52,363 
関連会社の
損失持分 － － － － (14) － － － (14) － (14)

税引前当期
純利益/(損
失) 26,597 18,034 4,105 5,049 77 4,283 (5,888)92 52,349 － 52,349 

法人所得税
費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (896)
当期純利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 51,453 
セグメント
資産 4,128,292 1,565,536 1,055,448 1,134,722 1,115,727 1,434,709 363,744 40,902 10,839,080 (3,841,836)6,997,244 
内：関連会
社に対する
持分 － － － － 155 － － － 155 － 155 
配賦されな
かった資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 17,107 
資産合計 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 7,014,351 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
セグメント
負債 (3,913,905)(1,533,043)(1,043,150)(1,120,040)(1,107,838)(1,419,263)(368,020)(39,153)(10,544,412)3,841,836 (6,702,576)
配賦されな
かった負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (21,234)
負債合計 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (6,723,810)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
補足情報 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
信用コミッ
トメント 42,157 233,162 121,005 141,534 108,039 108,798 12,743 14,144 781,582 － 781,582 
営業費用に
含まれる減
価償却費お
よび償却費 (956)(2,165)(1,549)(1,660)(1,952)(2,319)(757)(65)(11,423)－ (11,423)
資本的支出 1,727 2,546 1,185 3,641 2,216 2,945 833 60 15,153 － 15,153 
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(単位：百万
人民元)

           

2009年 本店 
長江デ
ルタ

珠江デ
ルタ 環渤海 中国中部 中国西部 中国東北部

国外およ
び

その他 
セグメント

合計 消去 連結合計 

外部受取利
息 101,607 54,781 28,269 34,018 23,618 46,162 6,918 774 296,147 － 296,147 
外部支払利
息 (1,853)(27,090)(17,250)(21,465)(18,550)(20,772)(7,298)(230)(114,508)－ (114,508)
セグメント
間(支払利
息)/受取利
息 (75,091)10,426 11,199 14,831 17,154 14,416 7,065 － － － － 
受取利息純
額 24,663 38,117 22,218 27,384 22,222 39,806 6,685 544 181,639 － 181,639 
受取報酬お
よび手数料 2,371 8,300 5,851 5,425 5,767 7,695 1,825 51 37,285 － 37,285 
支払報酬お
よび手数料 (125) (533) (266) (197) (194) (248) (82) － (1,645)－ (1,645)
受取報酬お
よび手数料
純額 2,246 7,767 5,585 5,228 5,573 7,447 1,743 51 35,640 － 35,640 
トレーディ
ング業務利
得/(損失)純
額 1,648 (594) (41) (45) (237) (230) (59) 2 444 － 444 
純損益を通
じて公正価
値で測定す
るものとし
て指定され
た金融商品
に係る利得
純額 1,988 1 － － － － － 63 2,052 － 2,052 
投資有価証
券に係る(損
失)/利得純
額 (639) 4 458 1 1 1 － 1 (173) － (173)
その他の営
業収益、純額 447 870 536 491 418 496 260 517 4,035 － 4,035 
営業収益 30,353 46,165 28,756 33,059 27,977 47,520 8,629 1,178 223,637 － 223,637 
営業費用 (6,600)(20,874)(14,632)(15,899)(17,153)(25,369)(8,524)(516)(109,567)－ (109,567)
資産に係る
減損損失 3,756 (14,468)(7,525)(4,800)(4,173)(10,924)(1,946)(62)(40,142)－ (40,142)
営業利
益/(損失) 27,509 10,823 6,599 12,360 6,651 11,227 (1,841)600 73,928 － 73,928 
関連会社の
損失持分 － － － － － － － － － － － 
税引前当期
純利益/(損
失) 27,509 10,823 6,599 12,360 6,651 11,227 (1,841)600 73,928 － 73,928 
法人所得税
費用 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (8,926)
当期純利益 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 65,002 
セグメント
資産 3,519,719 2,005,530 1,320,291 1,639,041 1,334,025 1,829,768 484,841 54,413 12,187,628 (3,324,699)8,862,929 
内：関連会
社に対する
持分 － － － － 141 － － － 141 － 141 
配賦されな
かった資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 19,659 
資産合計 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 8,882,588 

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
セグメント
負債 (3,276,178)(1,983,925)(1,305,493)(1,621,290)(1,321,346)(1,809,390)(489,893)(51,684)(11,859,199)3,324,699 (8,534,500)
配賦されな
かった負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (5,163)
負債合計 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 (8,539,663)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
補足情報 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
信用コミッ
トメント 52,834 321,714 204,089 259,806 140,753 180,647 35,329 26,511 1,221,683 － 1,221,683 
営業費用に
含まれる減
価償却費お
よび償却費 (990)(2,140)(1,292)(1,519)(1,814)(2,177)(717)(126)(10,775)－ (10,775)
資本的支出 1,167 6,573 1,358 4,353 1,799 3,857 1,117 166 20,390 － 20,390 
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(b) 事業別セグメント
当行グループは、多様な銀行業務および関連金融サービスを提供している。顧客に提供される商品およびサービス
は、以下の4つの事業セグメントに分けられる。
法人向け銀行業務
法人向け銀行業務セグメントは、法人、政府機関および金融機関に対して、金融商品およびサービスを提供してい
る。商品およびサービスの範囲には、法人向け融資、貿易金融、預金商品およびその他の種類の法人向け仲介サービス
が含まれる。
個人向け銀行業務
個人向け銀行業務セグメントは、個人の顧客に対して、金融商品およびサービスを提供している。商品およびサービ
スの範囲には、個人向け融資、預金商品、カード事業、個人向け資産運用サービスおよびその他の種類の個人向け仲介
サービスが含まれる。
資金運用業務 
当行グループの資金運用業務は、自己の勘定のため、または顧客に代わり、短期金融市場取引または買戻し条件付取
引、負債性商品投資を行い、デリバティブのポジションを保有している。
その他
その他は、上記セグメントのいずれにも直接該当しない株式投資および当行グループの残りの業務、および合理的
な基準で配賦できない本店の特定の資産、負債、収益または費用からなる。 

 
(単位：百万人民元)      

2007年
法人向け
銀行業務 

個人向け
銀行業務 

資金運用
業務 その他 

セグメント
および連結
合計 

外部受取利息 163,427 32,928 53,680 － 250,035 
外部支払利息 (28,654)(49,369)(7,829) － (85,852)
セグメント間(支払利息)/受取利息 (50,697)63,631 (12,872)(62) － 
受取利息純額 84,076 47,190 32,979 (62)164,183 
受取報酬および手数料 11,348 12,573 － － 23,921 
支払報酬および手数料 (560) (366) － － (926)
受取報酬および手数料純額 10,788 12,207 － － 22,995 
トレーディング業務利得純額 － － 2,968 － 2,968 
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定
された金融商品に係る損失純額 － － (1,244) － (1,244)
投資有価証券に係る利得純額 － － 33 － 33 
その他の営業収益/(費用)、純額 1,728 1,616 (10,498)1,670 (5,484)
営業収益 96,592 61,013 24,238 1,608 183,451 
営業費用 (33,086)(35,137)(5,753)(644)(74,620)
資産に係る減損損失 (27,110)(4,890)1,502 (76)(30,574)
営業利益 36,396 20,986 19,987 888 78,257 
関連会社の損失持分 － － － － － 
税引前当期純利益 36,396 20,986 19,987 888 78,257 
法人所得税費用 　 　 　 　 (34,470)
当期純利益 　 　 　 　 43,787 
セグメント資産 2,380,398 476,893 2,432,986 3,705 5,293,982 
内：関連会社に対する持分 － － － 223 223 
配賦されなかった資産 　 　 　 　 11,524 
資産合計 　 　 　 　 5,305,506 

　 　 　 　 　
セグメント負債 (2,372,601)(3,052,823)(579,726)(576)(6,005,726)
配賦されなかった負債 　 　 　 　 (27,385)
負債合計 　 　 　 　 (6,033,111)

　 　 　 　 　
補足情報 　 　 　 　 　
信用コミットメント 651,010 73,165 － － 724,175 
営業費用に含まれる減価償却費および償却費 (2,450)(4,279)(1,086) － (7,815)
資本的支出 4,026 7,032 1,786 － 12,844 
(単位：百万人民元)      

2008年
法人向け
銀行業務 

個人向け
銀行業務 

資金運用
業務 その他 

セグメント
および連結
合計 

外部受取利息 190,177 44,669 87,009 － 321,855 
外部支払利息 (37,438)(74,756)(9,658) － (121,852)
セグメント間(支払利息)/受取利息 (46,332)81,462 (35,088)(42) － 
受取利息純額 106,407 51,375 42,263 (42)200,003 
受取報酬および手数料 9,095 15,699 － － 24,794 
支払報酬および手数料 (428) (568) － － (996)
受取報酬および手数料純額 8,667 15,131 － － 23,798 
トレーディング業務損失純額 － － (895) － (895)
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定
された金融商品に係る損失純額 － － (3,603) － (3,603)
投資有価証券に係る利得純額 － － 307 17 324 
その他の営業収益/(費用)、純額 1,301 1,490 (8,999)597 (5,611)
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営業収益 116,375 67,996 29,073 572 214,016 
営業費用 (43,054)(54,012)(12,616)(493)(110,175)
資産に係る減損損失 (40,480)(1,003)(9,995) － (51,478)
営業利益 32,841 12,981 6,462 79 52,363 
関連会社の損失持分 － － － (14) (14)
税引前当期純利益 32,841 12,981 6,462 65 52,349 
法人所得税費用 　 　 　 　 (896)
当期純利益 　 　 　 　 51,453 
セグメント資産 2,673,949 547,169 3,773,085 3,041 6,997,244 
内：関連会社に対する持分 － － － 155 155 
配賦されなかった資産 　 　 　 　 17,107 
資産合計 　 　 　 　 7,014,351 

　 　 　 　 　
セグメント負債 (2,477,527)(3,830,744)(393,932)(373)(6,702,576)
配賦されなかった負債 　 　 　 　 (21,234)
負債合計 　 　 　 　 (6,723,810)

　 　 　 　 　
補足情報 　 　 　 　 　
信用コミットメント 692,797 88,785 － － 781,582 
営業費用に含まれる減価償却費および償却費 (3,343)(6,292)(1,788) － (11,423)
資本的支出 4,435 8,346 2,372 － 15,153 
(単位：百万人民元)      

2009年
法人向け
銀行業務 

個人向け
銀行業務 

資金運用
業務 その他 

セグメント
および連結
合計 

外部受取利息 163,987 31,702 100,458 － 296,147 
外部支払利息 (34,176)(71,062)(9,270) － (114,508)
セグメント間(支払利息)/受取利息 (27,152)96,417 (69,273) 8 － 
受取利息純額 102,659 57,057 21,915 8 181,639 
受取報酬および手数料 20,668 16,617 － － 37,285 
支払報酬および手数料 (685) (960) － － (1,645)
受取報酬および手数料純額 19,983 15,657 － － 35,640 
トレーディング業務利得純額 － － 444 － 444 
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定
された金融商品に係る利得純額 － － 2,052 － 2,052 
投資有価証券に係る(損失)/利得純額 － － (179) 6 (173)
その他の営業収益、純額 463 900 1,877 795 4,035 
営業収益 123,105 73,614 26,109 809 223,637 
営業費用 (40,820)(56,483)(12,016)(248)(109,567)
資産に係る減損損失 (37,118)(7,289)4,255 10 (40,142)
営業利益 45,167 9,842 18,348 571 73,928 
関連会社の損失持分 － － － － － 
税引前当期純利益 45,167 9,842 18,348 571 73,928 
法人所得税費用 　 　 　 　 (8,926)
当期純利益 　 　 　 　 65,002 
セグメント資産 3,318,792 921,938 4,621,486 713 8,862,929 
内：関連会社に対する持分 － － － 141 141 
配賦されなかった資産 　 　 　 　 19,659 
資産合計 　 　 　 　 8,882,588 

　 　 　 　 　
セグメント負債 (3,415,474)(4,592,356)(525,325)(1,345)(8,534,500)
配賦されなかった負債 　 　 　 　 (5,163)
負債合計 　 　 　 　 (8,539,663)

　 　 　 　 　
補足情報 　 　 　 　 　
信用コミットメント 1,047,513 174,170 － － 1,221,683 
営業費用に含まれる減価償却費および償却費 (2,918)(6,124)(1,733) － (10,775)
資本的支出 5,527 11,587 3,276 － 20,390 

 
(c) 農村部および都市部別セグメント
農村部および都市部での銀行業務からなる当行グループの事業セグメントは、以下の通りである。
農村部での銀行業務
当行の農村部での銀行業務は、中国全土にわたる2,048の農村部に位置する準支店および22の第二級支店を通じ
て、農村部、農業および農民に金融商品およびサービスを提供することを目的としている。商品およびサービスは、主
として、貸出、預金、銀行カード、および仲介サービスからなる。
都市部での銀行業務 
都市部での銀行業務は、農村部での銀行業務では取り扱っていないその他すべての業務、国外事業および子会社か
らなる。 
(単位：百万人民元)      

2007年
農村部での
銀行業務 

都市部での
銀行業務 

セグメント
合計 消去 連結合計 

外部受取利息 51,696 198,339 250,035 － 250,035 
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外部支払利息 (33,207)(52,645)(85,852)－ (85,852)
セグメント間受取利息/（支払利息) 18,149 (18,149)－ － － 
受取利息純額 36,638 127,545 164,183 － 164,183 
受取報酬および手数料 8,974 14,947 23,921 － 23,921 
支払報酬および手数料 (133) (793) (926) － (926)
受取報酬および手数料純額 8,841 14,154 22,995 － 22,995 
トレーディング業務利得純額 － 2,968 2,968 － 2,968 
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定
された金融商品に係る損失純額 － (1,244)(1,244) － (1,244)
投資有価証券に係る利得/(損失)純額 75 (42) 33 － 33 
その他の営業収益/(費用)、純額 2,171 (7,655)(5,484) － (5,484)
営業収益 47,725 135,726 183,451 － 183,451 
営業費用 (30,644)(43,976)(74,620)－ (74,620)
資産に係る減損損失 (7,647)(22,927)(30,574)－ (30,574)
営業利益 9,434 68,823 78,257 － 78,257 
関連会社の損失持分 － － － － － 
税引前当期純利益 9,434 68,823 78,257 － 78,257 
法人所得税費用 　 　 　 　 (34,470)
当期純利益 　 　 　 　 43,787 
セグメント資産 1,911,160 3,445,169 5,356,329 (62,347)5,293,982 
内：関連会社に対する持分 － 223 223 － 223 
配賦されなかった資産 　 　 　 　 11,524 
資産合計 　 　 　 　 5,305,506 

　 　 　 　 　
セグメント負債 (2,223,520)(3,844,553)(6,068,073)62,347 (6,005,726)
配賦されなかった負債 　 　 　 　 (27,385)
負債合計 　 　 　 　 (6,033,111)

　 　 　 　 　
補足情報 　 　 　 　 　
信用コミットメント 124,745 599,430 724,175 － 724,175 
営業費用に含まれる減価償却費および償却費 (2,969)(4,846)(7,815) － (7,815)
資本的支出 2,928 9,916 12,844 － 12,844 
(単位：百万人民元)      

2008年
農村部での
銀行業務 

都市部での
銀行業務 

セグメント
合計 消去 連結合計 

外部受取利息 62,889 258,966 321,855 － 321,855 
外部支払利息 (48,514)(73,338)(121,852)－ (121,852)
セグメント間受取利息/(支払利息) 45,953 (45,953)－ － － 
受取利息純額 60,328 139,675 200,003 － 200,003 
受取報酬および手数料 10,671 14,123 24,794 － 24,794 
支払報酬および手数料 (255) (741) (996) － (996)
受取報酬および手数料純額 10,416 13,382 23,798 － 23,798 
トレーディング業務損失純額 － (895) (895) － (895)
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定
された金融商品に係る損失純額 － (3,603)(3,603) － (3,603)
投資有価証券に係る利得純額 73 251 324 － 324 
その他の営業収益/(費用)、純額 1,208 (6,819)(5,611) － (5,611)
営業収益 72,025 141,991 214,016 － 214,016 
営業費用 (45,757)(64,418)(110,175)－ (110,175)
資産に係る減損損失 (12,824)(38,654)(51,478)－ (51,478)
営業利益 13,444 38,919 52,363 － 52,363 
関連会社の損失持分 － (14) (14) － (14)
税引前当期純利益 13,444 38,905 52,349 － 52,349 
法人所得税費用 　 　 　 　 (896)
当期純利益 　 　 　 　 51,453 
セグメント資産 2,715,177 4,356,869 7,072,046 (74,802)6,997,244 
内：関連会社に対する持分 － 155 155 － 155 
配賦されなかった資産 　 　 　 　 17,107 
資産合計 　 　 　 　 7,014,351 

　 　 　 　 　
セグメント負債 (2,703,498)(4,073,880)(6,777,378)74,802 (6,702,576)
配賦されなかった不能負債 　 　 　 　 (21,234)
負債合計 　 　 　 　 (6,723,810)

　 　 　 　 　
補足情報 　 　 　 　 　
信用コミットメント 145,165 636,417 781,582 － 781,582 
営業費用に含まれる減価償却費および償却費 (4,897)(6,526)(11,423)－ (11,423)
資本的支出 4,175 10,978 15,153 － 15,153 
(単位：百万人民元)      

2009年
農村部での
銀行業務 

都市部での
銀行業務 

セグメント
合計 消去 連結合計 

外部受取利息 57,708 238,439 296,147 － 296,147 
外部支払利息 (41,830)(72,678)(114,508)－ (114,508)
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セグメント間受取利息/(支払利息) 54,575 (54,575)－ － － 
受取利息純額 70,453 111,186 181,639 － 181,639 
受取報酬および手数料 14,146 23,139 37,285 － 37,285 
支払報酬および手数料 (453)(1,192)(1,645) － (1,645)
受取報酬および手数料純額 13,693 21,947 35,640 － 35,640 
トレーディング業務利得純額 2 442 444 － 444 
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定
された金融商品に係る利得純額 － 2,052 2,052 － 2,052 
投資有価証券に係る利得/(損失)純額 54 (227) (173) － (173)
その他の営業収益/(費用)、純額 1,159 2,876 4,035 － 4,035 
営業収益 85,361 138,276 223,637 － 223,637 
営業費用 (46,892)(62,675)(109,567)－ (109,567)
資産に係る減損損失 (17,524)(22,618)(40,142)－ (40,142)
営業利益 20,945 52,983 73,928 － 73,928 
関連会社の損失持分 － － － － － 
税引前当期純利益 20,945 52,983 73,928 － 73,928 
法人所得税費用 　 　 　 　 (8,926)
当期純利益 　 　 　 　 65,002 
セグメント資産 3,235,103 5,712,643 8,947,746 (84,817)8,862,929 
内：関連会社に対する持分 － 141 141 － 141 
配賦されなかった資産 　 　 　 　 19,659 
資産合計 　 　 　 　 8,882,588 

　 　 　 　 　
セグメント負債 (3,217,406)(5,401,911)(8,619,317)84,817 (8,534,500)
配賦されなかった負債 　 　 　 　 (5,163)
負債合計 　 　 　 　 (8,539,663)

　 　 　 　 　
補足情報 　 　 　 　 　
信用コミットメント 262,452 959,231 1,221,683 － 1,221,683 
営業費用に含まれる減価償却費および償却費 (3,978)(6,797)(10,775)－ (10,775)
資本的支出 5,296 15,094 20,390 － 20,390 

 
43．関連当事者取引
(1) 当行とMOFとの取引
2007年、2008年および2009年12月31日現在、MOFは当行の払込済/株式資本の100%、50%および50%を直接所有してい
た。
MOFは国務院の管轄下にある省庁の1つで、主に国家の歳入および歳出、ならびに課税政策について責任を負ってい
る。MOFの支配または監督下にある企業または法人は、主に金融機関、政府の省庁および政府系機関である。当行グ
ループは、MOFが支配、共同支配または重要な影響を行使している会社はどれも、当行グループの関連当事者とみなさ
れないと考えている。 
 
Ⅱに記載の財務再編を除き、当行グループは、通常の事業の過程において、MOFに対して以下の残高および取引を有
している。 

短期国債および特別国債 
(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年
12月31日現在 449,448 492,640 565,085 

MOFに対する債権 
(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年
12月31日現在 － 665,093 635,539 

MOFに対する未収利息 
(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年
12月31日現在 － 1,412 － 

仕組預金
(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年
12月31日現在 584 547 546 

MOFに対する未払金 
(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年
12月31日現在 － 26,027 5,891 

MOFからの預り金 
(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年
12月31日現在 23,250 8,384 20,477 

その他の負債—証憑式国債の償還 
(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年
12月31日現在 652 818 792 

受取利息純額
(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年
受取利息 17,312 42,386 37,909 
支払利息 (343) (131) (284)
受取利息純額 16,969 42,255 37,625 
(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年
その他の営業費用 6,718 6,158 － 
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受取報酬および手数料
(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年
受取報酬および手数料 212 420 4,481 

国債の引受および償還義務
国債の引受および償還義務については、Ⅵ.注記44(7)で開示されている。

 
(2) 当行と匯金公司との取引
匯金公司は、中国投資有限責任公司の完全子会社であり、登記資本552,117百万人民元で中国北京市に設立された。
匯金公司は、国務院の認可を受けて特定の株式投資を保有するために設立された会社であり、その他の営業活動には
従事していない。匯金公司は中国政府に代わり、当行に対して法的権利および義務を行使する。
 
2008年および2009年12月31日現在、匯金公司は、当行の払込済/株式資本の50%を直接所有していた。匯金公司との取
引は、通常の取引価格に基づく価格で、通常の取引条件に従い、通常の事業の過程において行われている。
当行グループは、匯金公司と通常の営業取引を行っている。詳細は以下の通りである。 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
FVTPLによる金融負債 － 5,840 4,014 

(3) 当行とその関連会社との取引
関連会社に対する残高

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

顧客への貸出金 330 300 300 
顧客からの預り金 (8) (2) (1)

経営者の見解では、当行と関連会社間の取引から純損益に与える重要な影響は生じなかった。
(4) 当行と政府管轄または政府関連企業との取引　 
当行グループは、通常の事業の過程における取引条件に従い、政府管轄または政府関連企業と多様な銀行取引を
行っている。取引には、主に信用および保証の提供、預金の預入および受入、為替関連サービス、ならびに政府発行の
国債の引受ならびに国債の購入および償還に係る代行業務が含まれる。 
(5) 主要経営者との取引 
主要経営者とは、当行グループの活動を計画、指示および管理する権利ならびに責任を有する者である。
 
各事業年度における取締役およびその他の主要経営者の報酬は、以下の通りである。
(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年
給料、賞与および福利厚生費 8.71 8.41 8.36 

 
2010年6月11日に基礎となる財務書類が取締役会により承認された際の2009年度についての主要経営者の報酬パッ
ケージの総額は、中国政府の承認を前提とした当行による見積額であった。中国政府による承認後、総額17.37百万人
民元の報酬パッケージが、2010年6月13日の株主総会で承認された。経営者は、引当が行われていない追加の報酬額は
当行グループの2009年12月31日終了事業年度の財務書類に重要な影響を及ぼさないと考えている。

 
(6) 当行と年金基金との取引
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
顧客からの預り金 － － 6,339 

    
2007年 2008年 2009年

支払利息 － － 28 

 
44．偶発負債およびコミットメント
(1) 訴訟
当行グループは、通常の事業の過程から生じた特定の訴訟に、被告として関与している。2007年、2008年および2009
年12月31日現在、それぞれ2,819百万人民元、2,829百万人民元および2,974百万人民元の引当金が、裁判所の判決また
は顧問弁護士の助言に基づいて設定されていた。当行グループの経営者は、法的助言を基に、当該訴訟の結果が当行
グループの財政状態および経営成績に重要な影響を及ぼすことはないと考えている。当行グループ内部または外部
の法律の専門家の助言を受けて設定された訴訟損失引当金については、Ⅵ.注記36(3)「引当金」で開示されている。
(2) 資本コミットメント

当行グループ 
(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度

2007年 2008年 2009年
契約済だが払込未了 2,122 4,135 6,217 
承認済だが契約未締結 259 1,262 1,102 
合計 2,381 5,397 7,319 

当行
(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度

2007年 2008年 2009年
契約済だが払込未了 2,122 4,134 6,217 
承認済だが契約未締結 259 1,262 1,102 
合計 2,381 5,396 7,319 

(3) 信用コミットメント
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当行グループおよび当行
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
貸出コミットメント 338,283 403,839 744,524 

̶当初満期1年未満 25,041 41,667 50,650 
̶当初満期1年以上 313,242 362,172 693,874 

信用状 51,983 38,780 53,933 
保証状 129,214 149,837 151,355 
支払承諾 204,695 189,126 271,871 
合計 724,175 781,582 1,221,683 

信用コミットメントは、クレジット・カードおよび顧客に付与される通常の与信枠を表している。当該与信枠は、
貸出金の名目で、または信用状、支払承諾または保証状の発行を通じて設定される場合がある。 
(4) オペレーティング・リース債務
各報告期間の末日現在、当行グループおよび当行は、以下の解約不能オペレーティング・リース債務を有してい
る。 

当行グループ 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
1年以内 839 1,103 1,271 
1年超2年以内 570 914 1,087 
2年超3年以内 478 742 919 
3年超 2,114 2,621 3,174 
合計 4,001 5,380 6,451 

当行
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
1年以内 839 1,097 1,266 
1年超2年以内 570 914 1,083 
2年超3年以内 478 742 916 
3年超 2,114 2,621 3,174 
合計 4,001 5,374 6,439 

(5) 信用コミットメントに関する信用リスクを加重した金額　 
当行グループおよび当行

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

信用コミットメント 342,273 384,091 527,386 

 
 
信用リスクを加重した金額は、CBRCが発行した指針に従い計算された金額であり、とりわけ、取引相手先の信用度
および満期特性によって変動する。偶発負債およびコミットメントについてのリスクは0%から100%の範囲で加重さ
れる。
(6) 担保

担保提供資産
Ⅵ.注記31「買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産」に記載の、当行グループおよび当行が買戻し条件付
契約に基づく担保として差し入れた資産の帳簿価額は、以下の通りである。

当行グループおよび当行
 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
債務証券 68,503 25,830 22,389 
手形 1,390 2,601 69,611 
顧客への貸出金 3,988 7,045 9,071 
合計 73,881 35,476 101,071 

2007年、2008年および2009年12月31日現在、当行グループが買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産の帳簿
価額純額は、それぞれ73,391百万人民元、35,090百万人民元および100,812百万人民元であった。買戻し条件付契約は
すべて、その発効日から12ヶ月以内に期限が到来する。
 
さらに、当行グループおよび当行が担保として差し入れた債務証券、ならびにその他の銀行および金融機関とのデ
リバティブ取引の合計額は、2007年、2008年および2009年12月31日現在、それぞれ3,462百万人民元、2,452百万人民元
および8,603百万人民元であった。 

担保受入
担保として受け入れた現金および証券の一部は、売戻し契約に基づく資産の購入および有価証券貸付事業に関連
して、転売または担保に再提供することができる。当行グループが受け入れた担保の公正価値は、2007年、2008年およ
び2009年12月31日現在、それぞれ8,520百万人民元、56,901百万人民元および75,425百万人民元であった。このうち、
当行グループが既に売却または再担保提供を行った担保の公正価値はそれぞれ1,409百万人民元、2,301百万人民元
および51,107百万人民元であり、当行グループは当該担保を返還する義務を有している。 
(7) 国債の引受および償還コミットメント 
当行グループはMOFから委託され、一部の国債を引き受けている。国債の投資家は、満期前のいつの時点においても
債券を額面金額で償還する権利を有しており、当行グループはそのような償還の取扱業務を行っている。償還価格
は、早期償還の取り決めに従い、国債の額面金額に未払いの利息を加えて計算される。
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2007年、2008年および2009年12月31日現在、当行グループが早期償還を取扱った国債の額面金額は、それぞれ
62,500百万人民元、51,400百万人民元および59,378百万人民元である。これらの債券の当初満期は1年から5年と様々
である。PBOCが設定する預金の基準金利が当該債券の表面金利を下回っていることから、当行グループの経営者は、
当該債券の早期償還の金額は当行グループにとって重要ではないと見込んでいる。
 
MOFは当該債券の早期償還のための資金調達を、償還の都度は行わないが、満期到来時には元本および利息の決済
を行う。
(8) その他の債務証券の引受債務

当行グループおよび当行
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
引受債務 － 4,000 － 

 
45．配当
関連期間において、配当の支払または配当議案の提出は行われなかった。2010年4月21日に、株主に対する20十億人
民元の現金配当が臨時株主総会で承認された。 

　　次へ
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Ⅶ．財務リスク管理
 

1．　　 概観
 

当行グループの主なリスク管理は、リスクを許容範囲内で維持し、規制上の要件を満たすことにある。 
 
当行グループは、リスク管理方針を策定し、適切で最新の情報システムを用いて、リスクの識別、分析、監視および
報告を行うためのリスク管理体制を備えている。当行グループは、市場、商品および新たな最良の実務の変化に対応
するよう、そのリスク管理方針およびシステムを定期的に見直している。
 
当行グループがさらされるリスクのうち最も重要な種類は、信用リスク、市場リスクおよび流動性リスクである。
市場リスクには、金利リスク、為替リスクおよびその他の価格リスクが含まれる。
 
2．　　 リスク管理の枠組み

 
取締役会は、当行グループのリスク選好度全般を設定し、リスク管理の目的および戦略の見直しを行い承認するこ
とに責任を負う。
 
この枠組みにおいて、当行グループの上級経営者は、リスクのあらゆる側面の管理(リスク管理戦略、イニシアティ
ブおよび与信方針の実施ならびにリスク管理に関連する内部規則、方法および手続の承認を含む。)に対する全般的
な管理責任を負っている。当行グループのリスク管理部は、金融商品から生じるリスクを監視する手続を実施してい
る。

 
3．　　 信用リスク

 
3.1　　 信用リスク管理

 
信用リスクは、顧客または取引相手先の義務の不履行から生じることがある、潜在的な損失を表している。信用リ
スクは、未承認のまたは不適切な資金の貸出、コミットメントまたは投資を生じさせる業務上の怠慢からも発生する
ことがある。当行グループの主要な信用リスクは、貸出金および債権、資金業務および信用リスクのエクスポー
ジャーに関連するオフバランス項目から発生する。
 
当行グループは、信用調査および提案、与信限度額の見直し、貸出の実行、貸出実行後の監視ならびに不良債権の管
理を含む、標準化された与信管理手続を実施している。当行グループは、与信管理手続の厳格な遵守、顧客調査の強
化、信用格付け、貸出承認および貸出実行後の監視、担保による貸出金のリスク低減効果の向上、不良債権の処理の加
速化ならびに与信管理システム(以下「CMS」という。)の継続的な性能向上により、信用リスク管理を強化している。
 
信用関連資産ならびに銀行およびその他の金融機関への預け金に係る信用リスクのエクスポージャーとは別に、
資金業務から生じる信用リスクは、許容できる信用の質を有する取引相手先の選択(入手可能な場合には、外部の信
用格付情報への参照によるものを含む。)により管理される。さらに、当行グループは金融保証サービスを顧客に提供
しており、このサービスにより、顧客が契約条件に基づく履行を怠った際に、当行グループが顧客の代わりに支払い
を要求されることがある。金融保証から生じるリスクは、貸出金に関連するリスクに類似している。従って、当該取引
は、同じリスク管理手続および方針の対象である。

 
3.2　　 減損の評価

 
減損の評価における重要な要素
 

当行グループは、CBRCが発行した貸出金の信用リスクの分類に関する指針に基づいて信用リスクを伴う資産の質
を測定し管理している。当該指針は、貸出金を5段階の貸出金区分、すなわち、正常先(正常)、要注意先(関注)、破綻懸
念先(次級)、実質破綻先(可疑)および破綻先(損失)に分類することを要求している。破綻懸念先、実質破綻先および
破綻先の区分に分類された貸出金は、不良債権とみなされる。貸出金の減損評価において考慮される主な要素は、貸
出金返済の蓋然性ならびに元本および利息の回収可能性であり、これは、借手の返済能力、信用記録、返済の意思、予
測される収益性、保証または担保および返済の法的責任に関連している。減損損失引当金は適宜、集団的にまたは個
別に評価される。
 
当行グループが顧客への貸出金を分類する5段階の区分は、以下の通りである。

 
正常先(正常)　　　借手には、貸出条件の履行能力がある。元本および利息を満額で適時に返済する能力　を懸念する

理由はない。
 

要注意先(関注)　　借手には、現在のところ貸出金の返済能力があるが、特定の要因が返済に悪影響を与える可能性
がある。

 
破綻懸念先(次級)　借手の貸出金返済能力には問題があり、借手は、元本および利息を返済するために、通常の営業

収益に全面的に頼れるとは限らない。担保処分または保証を実行したとしても、損失が発生す
る可能性がある。

 
実質破綻先(可疑)　借手は、元本および利息を満額で返済することができず、担保処分または保証を実行したとし
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ても重要な損失の認識が必要となる見込みである。
 
破綻先(損失)　　　可能なすべての手段を実施し、法的救済方法をすべて駆使しても、元本および利息のごく一部し

か回収できないか、または全額回収不能である。
 

当行グループの金融資産に係る減損損失の見積りに関する会計方針は、IV.10 (1)「金融資産の減損」に記載され
ている。

 
3.3　　 保有する担保またはその他の信用補完を考慮前の、信用リスクに対する最大エクスポージャー

 
信用リスクに対する最大エクスポージャーは、各報告期間の末日現在の当行グループに対する信用リスクのエク
スポージャーを表している。ただし、保有する担保またはその他の信用補完は考慮されていない。各報告期間の末日
現在の信用リスクに対する最大エクスポージャーは、連結財政状態計算書に認識されている各金融資産およびVI.注
記44「偶発負債およびコミットメント」に開示されている信用コミットメントの帳簿価額で表示されている。
 
以下は、信用リスクに対する最大エクスポージャーの要約である。

 
当行グループ

(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度
2007年 2008年 2009年

中央銀行預け金 893,5151,101,7161,468,910
銀行およびその他の金融機関への預け金 16,432 62,668 61,693
銀行およびその他の金融機関への貸出金 52,498 44,479 49,435
トレーディング目的保有金融資産 8,340 19,688 15,346
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産 8,865 20,329 96,830
デリバティブ金融資産 10,207 7,151 4,678
売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 144,848246,370421,093
顧客への貸出金 2,709,1923,014,9844,011,495
売却可能金融資産 528,086799,647729,895
満期保有投資 532,816576,323883,915
債権として分類される債務証券 229,743892,532890,199
その他の金融資産 27,538 32,936 35,621
小計 5,162,0806,818,8238,669,110
オフバランス項目
信用コミットメント 724,175781,5821,221,683
合計 5,886,2557,600,4059,890,793
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当行
(単位：百万人民元) 12月31日終了事業年度

2007年 2008年 2009年
中央銀行預け金 893,5151,101,7161,468,867
銀行およびその他の金融機関への預け金 16,098 61,853 61,285
銀行およびその他の金融機関への貸出金 52,498 44,700 49,435
トレーディング目的保有金融資産 8,340 19,688 15,346
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産 8,865 20,264 96,830
デリバティブ金融資産 10,207 7,151 4,678
売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 144,848246,370421,093
顧客への貸出金 2,709,1923,014,9514,011,386
売却可能金融資産 528,086799,647729,895
満期保有投資 532,816576,323883,915
債権として分類される債務証券 229,743892,532890,199
その他の金融資産 27,485 32,874 35,551
小計 5,161,6936,818,0698,668,480
オフバランス項目
信用コミットメント 724,175781,5821,221,683
合計 5,885,8687,599,6519,890,163

当行グループは、信用リスクのエクスポージャーを許容水準まで低減するために特定の方針および信用補完実務
を実施しており、そのうち最も典型的なのは、担保および保証の取得によるものである。許容される担保の金額およ
び種類は、借手の信用リスク評価により決定される。当行グループは、特定の担保の種類についての許容基準および
評価パラメーターに関する指針を定めている。
 
取得した担保の主な種類は以下の通りである。

 
・　個人顧客向けの住宅ローンは、一般に居住用不動産に対する抵当権で担保されている。
・　その他の個人向け貸出ならびに法人向け貸出金は、主に借手の不動産およびその他の資産に対する請求権で担
保されている。

・　リバース・レポ取引は、主に債券、手形、貸出金または有価証券により担保されている。
 

当行グループは、担保の市場価値を定期的に監視し、必要な場合には原契約に従って追加担保を要求する。
 

3.4　　 顧客への貸出金
 

下記の表は、顧客への貸出金についてのリスクの集中を産業別および地域別に表示している。
 
(1）顧客への貸出金の内訳の産業別分析

 
当行グループ

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

金額

小計に占
める割合
(%) 金額

小計に占
める割合
(%) 金額

小計に占
める割合
(%)

法人向け貸出金
鉱業 73,1962.5 69,8342.6 98,0242.9
製造業 1,007,82933.8 821,25831.2 954,76028.6
電力、ガスおよび水道 344,97011.6 384,31414.6 421,30312.6
建設業 83,5722.8 85,2803.2 102,1233.0
運輸、物流および郵便業 162,3085.4 203,8097.7 314,8729.4
情報システム、コンピュータ・サービスおよび
ソフトウェア業 31,2051.0 38,6631.5 28,3160.8
小売および卸売業 344,11911.5 203,5767.7 263,9637.9
不動産業 353,13011.8 342,23713.0 434,92613.1
リース業、商業およびサービス業 112,2383.8 67,2042.5 147,8794.4
水、環境および公益事業 77,2622.6 91,0633.5 155,6294.6
その他 393,14813.2 328,41612.5 426,93612.7
小計 2,982,977100.02,635,654100.03,348,731100.0
個人向け貸出金
住宅ローン 298,85860.8 319,50568.8 497,95063.1
個人事業ローン 92,75818.9 78,42816.9 105,95313.4
個人消費者ローン 40,0908.2 42,2999.1 85,60010.8
クレジット・カード 4,4170.9 7,9011.7 14,1181.8
その他 55,07411.2 16,3723.5 85,83510.9
小計 491,197100.0 464,505100.0 789,456100.0
顧客への貸出金総額 3,474,174 3,100,159 4,138,187

当行 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
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金額

小計に占
める割合
(%) 金額

小計に占
める割合
(%) 金額

小計に占
める割合
(%)

法人向け貸出金
鉱業 73,1962.5 69,8342.6 98,0242.9
製造業 1,007,82933.8 821,25831.2 954,76028.6
電力、ガスおよび水道 344,97011.6 384,31414.6 421,30312.6
建設業 83,5722.8 85,2803.2 102,1233.0
運輸、物流および郵便業 162,3085.4 203,8097.7 314,8729.4
情報システム、コンピュータ・サービスおよび
ソフトウェア業 31,2051.0 38,6631.5 28,3160.8
小売および卸売業 344,11911.5 203,5767.7 263,9637.9
不動産業 353,13011.8 342,23713.0 434,92613.1
リース業、商業およびサービス業 112,2383.8 67,2042.5 147,8794.4
水、環境および公益事業 77,2622.6 91,0633.5 155,6294.6
その他 393,14813.2 328,41612.5 426,93612.7
小計 2,982,977100.02,635,654100.03,348,731100.0
個人向け貸出金
住宅ローン 298,85860.8 319,50568.8 497,95063.1
個人事業ローン 92,75818.9 78,42816.9 105,95313.4
個人消費者ローン 40,0908.2 42,2999.1 85,60010.8
クレジット・カード 4,4170.9 7,9011.7 14,1181.8
その他 55,07411.2 16,3393.5 85,72510.9
小計 491,197100.0 464,472100.0 789,346100.0
顧客への貸出金総額 3,474,174 3,100,126 4,138,077

(2）顧客への貸出金の内訳の地域別分析

 
当行グループ 

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

金額

小計に占
める割合
(%) 金額

小計に占
める割合
(%) 金額

小計に占
める割合
(%)

法人向け貸出金
本店 107,6363.6 140,9875.3 121,8993.6
長江デルタ 691,70023.1 741,27828.2 894,86826.7
珠江デルタ 372,76812.5 352,28813.4 446,59713.3
環渤海 507,47817.0 437,35916.6 601,19118.0
中国中部 467,63915.7 306,36811.6 407,55512.2
中国西部 634,47721.3 557,14121.1 739,59222.1
中国東北部 183,5876.2 81,0393.1 109,2193.3
国外 17,6920.6 19,1940.7 27,8100.8
小計 2,982,977100.02,635,654100.03,348,731100.0
個人向け貸出金
本店 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
長江デルタ 147,17030.0 155,46833.5 252,86732.1
珠江デルタ 90,34618.4 95,82120.6 167,32121.2
環渤海 69,69814.2 67,27114.5 104,36913.2
中国中部 47,5529.7 35,4757.6 80,60110.2
中国西部 114,65423.3 101,06121.8 162,04520.5
中国東北部 21,7644.4 9,3692.0 22,1392.8
国外およびその他 13 ̶ 40 ̶ 114 ̶
小計 491,197100.0 464,505100.0 789,456100.0
顧客への貸出金総額 3,474,174 3,100,159 4,138,187
 

当行 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年

金額

小計に占
める割合
(%) 金額

小計に占
める割合
(%) 金額

小計に占
める割合
(%)

企業向け貸出金
本店 107,6363.6 140,9875.3 121,8993.6
長江デルタ 691,70023.1 741,27828.2 894,86826.7
珠江デルタ 372,76812.5 352,28813.4 446,59713.3
環渤海 507,47817.0 437,35916.6 601,19118.0
中国中部 467,63915.7 306,36811.6 407,55512.2
中国西部 634,47721.3 557,14121.1 739,59222.1
中国東北部 183,5876.2 81,0393.1 109,2193.3
国外 17,6920.6 19,1940.7 27,8100.8
小計 2,982,977100.02,635,654100.03,348,731100.0
個人向け貸出金
本店 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ ̶
長江デルタ 147,17030.0 155,46833.5 252,86732.1
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珠江デルタ 90,34618.4 95,82120.6 167,32121.2
環渤海 69,69814.2 67,27114.5 104,36913.2
中国中部 47,5529.7 35,4757.6 80,60110.2
中国西部 114,65423.3 101,06121.8 162,04520.5
中国東北部 21,7644.4 9,3692.0 22,1392.8
国外 13 ̶ 7 ̶ 4 ̶
小計 491,197100.0 464,472100.0 789,346100.0
顧客への貸出金総額 3,474,174 3,100,126 4,138,077

(3）顧客への貸出金総額の内訳の契約上の満期別および担保の種類別の分析
当行グループ 

(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

1年未満
1年以上
5年以内 5年超 合計

無担保貸出金 369,070159,594166,783695,447
支払保証付貸出金 562,142228,662191,798982,602
担保付およびその他の保証付貸出金

̶資産およびその他の不動産担保付貸出金 592,301393,356367,9301,353,587
̶その他の担保付貸出金 274,31431,514136,710442,538

合計 1,797,827813,126863,2213,474,174
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

1年未満
1年以上
5年以内 5年超 合計

無担保貸出金 420,862173,794155,715750,371
支払保証付貸出金 263,408139,666251,977655,051
担保付およびその他の保証付貸出金

̶資産およびその他の不動産担保付貸出金 461,188331,862394,7881,187,838
̶その他の担保付貸出金 310,96424,246171,689506,899

合計 1,456,422669,568974,1693,100,159
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

1年未満
1年以上
5年以内 5年超 合計

無担保貸出金 261,892231,768302,949796,609
支払保証付貸出金 537,988265,127298,5461,101,661
担保付およびその他の保証付貸出金

̶資産およびその他の不動産担保付貸出金 576,790418,080567,2711,562,141
̶その他の担保付貸出金 441,63427,790208,352677,776

合計 1,818,304942,7651,377,1184,138,187

当行 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

1年未満
1年以上
5年以内 5年超 合計

無担保貸出金 369,070159,594166,783695,447
支払保証付貸出金 562,142228,662191,798982,602
担保付およびその他の保証付貸出金

̶資産およびその他の不動産担保付貸出金 592,301393,356367,9301,353,587
̶その他の担保付貸出金 274,31431,514136,710442,538

合計 1,797,827813,126863,2213,474,174
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

1年未満
1年以上
5年以内 5年超 合計

無担保貸出金 420,862173,794155,715750,371
支払保証付貸出金 263,408139,666251,977655,051
担保付およびその他の保証付貸出金

̶資産およびその他の不動産担保付貸出金 461,155331,862394,7881,187,805
̶その他の担保付貸出金 310,96424,246171,689506,899

合計 1,456,389669,568974,1693,100,126
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

1年未満
1年以上
5年以内 5年超 合計

無担保貸出金 261,892231,768302,949796,609
支払保証付貸出金 537,988265,127298,5461,101,661
担保付およびその他の保証付貸出金

̶有形固定資産およびその他の不動産担保付貸出金 576,680418,080567,2711,562,031
̶その他の担保付貸出金 441,63427,790208,352677,776

合計 1,818,194942,7651,377,1184,138,077

(4）延滞した貸出金
当行グループおよび当行 

(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在
90日以内
(90日目を
含む）

91日以上
360日以内

361日以上
3年以内 3年超 合計

無担保貸出金 997 2,227 3,041248,184254,449
支払保証付貸出金 13,81816,18146,786148,156224,941
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担保付およびその他の保証付貸出金      

̶資産およびその他の不動産担保付貸出金 27,74921,55565,542194,053308,899

̶その他の担保付貸出金 4,218 2,852 4,197 4,00815,275
合計 46,78242,815119,566594,401803,564
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

90日以内
(90日目を
含む）

91日以上
360日以内

361日以上
3年以内 3年超 合計

無担保貸出金 1,348 701 390 182 2,621
支払保証付貸出金 11,2698,855 6,193 214 26,531
担保付およびその他の保証付貸出金      

̶有形固定資産およびその他の不動産担保付貸
出金

24,43018,7347,295 317 50,776

̶その他の担保付貸出金 3,268 2,701 876 65 6,910
合計 40,31530,99114,754 778 86,838
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

90日以内
(90日目を
含む）

91日以上
360日以内

361日以上
3年以内 3年超 合計

無担保貸出金 1,398 337 872 168 2,775
支払保証付貸出金 4,917 4,37514,427 489 24,208
担保付およびその他の保証付貸出金      

̶有形固定資産およびその他の不動産担保付貸
出金 13,7468,54021,422 507 44,215

̶その他の担保付貸出金 356 3,047 3,512 37 6,952

合計 20,41716,29940,2331,20178,150
注：貸出金の元本または利息のいずれかが各期間の期日を1日でも経過した場合、当該貸出金の全額が延滞した貸出金に分類されている。 

(5）顧客への貸出金の信用の質
当行グループ

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

延滞も減損もしていない(ⅰ) 2,626,0852,945,1654,003,287
延滞しているが減損していない(ii) 29,236 20,927 14,659
減損している(iii) 818,853134,067120,241
小計 3,474,1743,100,1594,138,187
控除：顧客への貸出金に係る減損損失引当金 (764,982)(85,175)(126,692)
顧客への貸出金 2,709,1923,014,9844,011,495

当行
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
延滞も減損もしていない(ⅰ) 2,626,0852,945,1324,003,177
延滞しているが減損していない(ii) 29,236 20,927 14,659
減損している(iii) 818,853134,067120,241
小計 3,474,1743,100,1264,138,077
控除：顧客への貸出金に係る減損損失引当金 (764,982)(85,175)(126,691)
顧客への貸出金 2,709,1923,014,9514,011,386

(ⅰ）延滞も減損もしていない貸出金

 
当行グループ 

(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在
正常 関注 合計

法人向け貸出金 1,985,939237,7882,223,727
個人向け貸出金 393,290 9,068 402,358
合計 2,379,229246,8562,626,085
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

正常 関注 合計
法人向け貸出金 2,144,489363,4092,507,898
個人向け貸出金 421,597 15,670 437,267
合計 2,566,086379,0792,945,165
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

正常 関注 合計
法人向け貸出金 2,941,136297,5903,238,726
個人向け貸出金 749,987 14,574 764,561
合計 3,691,123312,1644,003,287

当行 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

正常 関注 合計
法人向け貸出金 1,985,939237,7882,223,727
個人向け貸出金 393,290 9,068 402,358
合計 2,379,229246,8562,626,085
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(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在
正常 関注 合計

法人向け貸出金 2,144,489363,4092,507,898
個人向け貸出金 421,564 15,670 437,234
合計 2,566,053379,0792,945,132
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

正常 関注 合計
法人向け貸出金 2,941,136297,5903,238,726
個人向け貸出金 749,877 14,574 764,451
合計 3,691,013312,1644,003,177

(ⅱ）延滞しているが減損していない貸出金
当行グループおよび当行

(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

30日以内
(30日目を含む)

30日超
60日以内

(60日目を含む)

60日超
90日以内

(90日目を含む) 合計
担保の
公正価値

法人向け貸出金 6,990 1,429 841 9,260 12,202
個人向け貸出金 14,686 3,348 1,942 19,976 36,399
合計 21,676 4,777 2,783 29,236 48,601
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

30日以内
(30日目を含む)

30日超
60日以内

(60日目を含む)

60日超
90日以内

(90日目を含む) 合計
担保の
公正価値

法人向け貸出金 3,623 241 148 4,012 4,857
個人向け貸出金 11,618 3,117 2,180 16,915 27,496
合計 15,241 3,358 2,328 20,927 32,353
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

30日以内
(30日目を含む)

30日超
60日以内

(60日目を含む)

60日超
90日以内

(90日目を含む) 合計
担保の
公正価値

法人向け貸出金 720 39 77 836 1,085
個人向け貸出金 10,323 2,253 1,247 13,823 20,836
合計 11,043 2,292 1,324 14,659 21,921

(ⅲ）減損した貸出金
当行グループおよび当行

(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在
帳簿価額 減損引当金 純額

個別評価 749,989 (668,130)81,859
集合的評価 68,864 (63,349) 5,515
合計 818,853 (731,479)87,374
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

帳簿価額 減損引当金 帳簿価額
個別評価 123,744 (43,141) 80,603
集合的評価 10,323 (4,219) 6,104
合計 134,067 (47,360) 86,707
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

帳簿価額 減損引当金 帳簿価額
個別評価 109,169 (55,596) 53,573
集合的評価 11,072 (5,039) 6,033
合計 120,241 (60,635) 59,606

以下を含む。
(単位：百万人民元) 12月31日現在

2007年 2008年 2009年
個別に減損を評価 749,989 123,744 109,169
個別に減損を評価（%） 21.59% 3.99% 2.64%
担保の公正価値 46,445 21,394 18,349

(ⅳ）減損した顧客への貸出金の内訳の地域別分析

 
当行グループおよび当行 

(単位：百万人民元) 12月31日現在
2007年 2008年 2009年

金額
 

合計に占
める割合
(%)

金額
 

合計に占
める割合
(%)

金額
 

合計に占
める割合
(%)

本店 4,8730.6 2,1281.6 2,1271.8
長江デルタ 52,0976.4 22,19816.6 22,19418.5
珠江デルタ 86,03910.5 14,55710.9 14,88812.4
環渤海 122,10814.9 21,28715.9 19,64216.3
中国中部 233,08828.5 17,96813.4 16,08613.4
中国西部 197,79624.2 48,17835.9 38,84032.3
中国東北部 122,39514.8 7,3645.5 6,1465.1
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国外およびその他 457 0.1 387 0.2 318 0.2
合計 818,853100.0 134,067100.0 120,241100.0

 
(6）返済が繰延べされた貸出金

 
返済が繰延べされた貸出金は、返済期間の変更および繰延から生じる。返済が繰延べされた貸出金については、監
視が継続される。2007年12月31日、2008年12月31日および2009年12月31日現在、返済が繰延された貸出金は、それぞれ
合計32,271百万人民元、11,197百万人民元および11,675百万人民元であった。

 
(7）信用補完計画に基づいて担保権が実行された資産
 
当行グループでは、当該資産をVI.注記25.で開示している。

 
3.5　　 債務証券

 
(1）債務証券の信用の質

 
当行グループ 

(単位：百万人民元) 12月31日現在

 2007年 2008年 2009年
延滞も減損もしていない (ⅰ) 1,283,0062,291,3892,606,881
延滞しているが減損していない ̶ ̶ ̶
減損している（ⅱ） 25,348 17,358 9,173
小計 1,308,3542,308,7472,616,054
控除：減損引当金 (513) (274) (210)

1,307,8412,308,4732,615,844

当行 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

 2007年 2008年 2009年
延滞も減損もしていない (ⅰ) 1,283,0062,291,3242,606,881
延滞しているが減損していない ̶ ̶ ̶
減損している（ⅱ） 25,348 17,358 9,173
小計 1,308,3542,308,6822,616,054
控除：減損引当金 (513) (274) (210)

1,307,8412,308,4082,615,844

(ⅰ）延滞も減損もしていない債務証券
当行グループ 

(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在
 FVTPLとして

指定された
金融資産

 
売却可能
金融資産 満期保有投資

債権として
分類される
債務証券 合計

国債 3,777 354,270287,953 ̶ 646,000
公共機関および準政府機関債 2,150 113,437229,810 ̶ 345,397
金融機関債 6,124 24,043 10,453 5,606 46,226
社債 2,935 13,881 2,232 746 19,794
特別国債 ̶ ̶ ̶ 93,300 93,300
証憑式国債 ̶ ̶ ̶ 29,979 29,979
PBOCの指定短期債 ̶ ̶ ̶ 99,988 99,988
PBOCの特別短期債 ̶ ̶ ̶ 112 112
信託会社発行の信用手形 2,210 ̶ ̶ ̶ 2,210
合計 17,196 505,631530,448229,7311,283,006
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

FVTPLとして
指定された
金融資産

 
売却可能
金融資産 満期保有投資

債権として
分類される
債務証券 合計

国債 19,806 588,386330,239 ̶ 938,431
公共機関および準政府機関債 5,533 153,342227,204 ̶ 386,079
金融機関債 4,118 17,061 11,395 7,180 39,754
社債 2,850 26,054 5,211 ̶ 34,115
特別国債 ̶ ̶ ̶ 93,300 93,300
証憑式国債 ̶ ̶ ̶ 26,849 26,849
PBOCの指定短期債 ̶ ̶ ̶ 99,992 99,992
PBOCの特別短期債 ̶ ̶ ̶ 112 112
MOFに対する債権 ̶ ̶ ̶ 665,093665,093
信託会社発行の信用手形 7,664 ̶ ̶ ̶ 7,664
合計 39,971 784,843574,049892,5262,291,389
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

FVTPLとして
指定された
金融資産

 
売却可能
金融資産 満期保有投資

債権として
分類される
債務証券 合計

国債 18,389 476,700536,566 ̶ 1,031,655
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公共機関および準政府機関債 24,620 157,027263,890 ̶ 445,537
金融機関債 6,245 18,164 41,504 9,306 75,219
社債 8,797 70,713 40,288 ̶ 119,798
特別国債 ̶ ̶ ̶ 93,300 93,300
証憑式国債 ̶ ̶ ̶ 22,092 22,092
PBOCの指定短期債 ̶ ̶ ̶ 119,744119,744
PBOCの特別短期債 ̶ ̶ ̶ 112 112
MOFに対する債権 ̶ ̶ ̶ 635,539635,539
貯蓄国債 ̶ ̶ ̶ 10,101 10,101
信託会社発行の信用手形 53,784 ̶ ̶ ̶ 53,784
合計 111,835722,604882,248890,1942,606,881

当行 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

FVTPLとして
指定された
金融資産

 
売却可能
金融資産 満期保有投資

債権として
分類される
債務証券 合計

国債 3,777 354,270287,953 ̶ 646,000
公共機関および準政府機関債 2,150 113,437229,810 ̶ 345,397
金融機関債 6,124 24,043 10,453 5,606 46,226
社債 2,935 13,881 2,232 746 19,794
特別国債 ̶ ̶ ̶ 93,300 93,300
証憑式国債 ̶ ̶ ̶ 29,979 29,979
PBOCの指定短期債 ̶ ̶ ̶ 99,988 99,988
PBOCの特別短期債 ̶ ̶ ̶ 112 112
信託会社発行の信用手形 2,210 ̶ ̶ ̶ 2,210
合計 17,196 505,631530,448229,7311,283,006
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

FVTPLとして
指定された
金融資産

 
売却可能
金融資産 満期保有投資

債権として
分類される
債務証券 合計

国債 19,806 588,386330,239 ̶ 938,431
公共機関および準政府機関債 5,533 153,342227,204 ̶ 386,079
金融機関債 4,053 17,061 11,395 7,180 39,689
社債 2,850 26,054 5,211 ̶ 34,115
特別国債 ̶ ̶ ̶ 93,300 93,300
証憑式国債 ̶ ̶ ̶ 26,849 26,849
PBOCの指定短期債 ̶ ̶ ̶ 99,992 99,992
PBOCの特別短期債 ̶ ̶ ̶ 112 112
MOFに対する債権 ̶ ̶ ̶ 665,093665,093
信託会社発行の信用手形 7,664 ̶ ̶ ̶ 7,664
合計 39,906 784,843574,049892,5262,291,324
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

FVTPLとして
指定された
金融資産

 
売却可能
金融資産 満期保有投資

債権として
分類される
債務証券 合計

国債 18,389 476,700536,566 ̶ 1,031,655
公共機関および準政府機関債 24,620 157,027263,890 ̶ 445,537
金融機関債 6,245 18,164 41,504 9,306 75,219
社債 8,797 70,713 40,288 ̶ 119,798
特別国債 ̶ ̶ ̶ 93,300 93,300
証憑式国債 ̶ ̶ ̶ 22,092 22,092
PBOCの指定短期債 ̶ ̶ ̶ 119,744119,744
PBOCの特別短期債 ̶ ̶ ̶ 112 112
MOFに対する債権 ̶ ̶ ̶ 635,539635,539
貯蓄国債 ̶ ̶ ̶ 10,101 10,101
信託会社発行の信用手形 53,784 ̶ ̶ ̶ 53,784
合計 111,835722,604882,248890,1942,606,881

(ⅱ）減損した債務証券
当行グループおよび当行 

(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

売却可能金融資産 満期保有投資
債権として分類
される債務証券 合計

公共機関および準政府機関債 2,949 1,834 ̶ 4,783
金融機関債 19,502 898 ̶ 20,400
社債 4 ̶ 161 165
合計 22,455 2,732 161 25,348
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

売却可能金融資産 満期保有投資
債権として分類
される債務証券 合計

公共機関および準政府機関債 1,811 1,536 ̶ 3,347
金融機関債 12,993 907 ̶ 13,900
社債 ̶ 20 91 111
合計 14,804 2,463 91 17,358
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在
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売却可能金融資産 満期保有投資
債権として分類
される債務証券 合計

公共機関および準政府機関債 2,188 952 ̶ 3,140
金融機関債 5,103 838 ̶ 5,941
社債 ̶ ̶ 92 92
合計 7,291 1,790 92 9,173

(2) 債務証券の信用格付けおよび信用リスク特性別の分析
当行グループおよび当行 

(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在
格付なし AAA AA A A未満 合計

国債 644,869 51 75 1,005 ̶ 646,000
公共機関および準政府機関債 323,53524,908 465 1,002 174 350,084
金融機関債 1,38940,76516,7187,164 322 66,358
社債 1,151 2,363 737 14,789 770 19,810
特別国債 93,300 ̶ ̶ ̶ ̶ 93,300
証憑式国債 29,979 ̶ ̶ ̶ ̶ 29,979
PBOCの指定短期債 99,988 ̶ ̶ ̶ ̶ 99,988
PBOCの特別短期債 112 ̶ ̶ ̶ ̶ 112
信託会社発行の信用手形 2,210 ̶ ̶ ̶ ̶ 2,210
合計 1,196,53368,08717,99523,9601,2661,307,841

当行グループ
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

格付なし AAA AA A A未満 合計
国債 923,49813,922 74 937 ̶ 938,431
公共機関および準政府機関債 371,02316,315 99 1,755 179 389,371
金融機関債 1,38629,26813,1377,291 2,43853,520
社債 985 20,347 131 11,3701,30834,141
MOFに対する債権 665,093 ̶ ̶ ̶ ̶ 665,093
特別国債 93,300 ̶ ̶ ̶ ̶ 93,300
証憑式国債 26,849 ̶ ̶ ̶ ̶ 26,849
PBOCの指定短期債 99,992 ̶ ̶ ̶ ̶ 99,992
PBOCの特別短期債 112 ̶ ̶ ̶ ̶ 112
信託会社発行の信用手形 7,664 ̶ ̶ ̶ ̶ 7,664
合計 2,189,90279,85213,44121,3533,9252,308,473

当行 
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

格付なし AAA AA A A未満 合計
国債 923,49813,922 74 937 ̶ 938,431
公共機関および準政府機関債 371,02316,315 99 1,755 179 389,371
金融機関債 1,38629,26813,1377,226 2,43853,455
社債 985 20,347 131 11,3701,30834,141
MOFに対する債権 665,093 ̶ ̶ ̶ ̶ 665,093
特別国債 93,300 ̶ ̶ ̶ ̶ 93,300
証憑式国債 26,849 ̶ ̶ ̶ ̶ 26,849
PBOCの指定短期債 99,992 ̶ ̶ ̶ ̶ 99,992
PBOCの特別短期債 112 ̶ ̶ ̶ ̶ 112
信託会社発行の信用手形 7,664 ̶ ̶ ̶ ̶ 7,664
合計 2,189,90279,85213,44121,2883,9252,308,408

当行グループおよび当行 
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

格付なし AAA AA A A未満 合計
国債 1,028,4072,537 77 634 ̶ 1,031,655
公共機関および準政府機関債 409,64435,817 707 2,307 190 448,665
金融機関債 2,72358,8208,483 9,885 1,13881,049
社債 1,76472,2388,14634,8722,783119,803
MOFに対する債権 635,539 ̶ ̶ ̶ ̶ 635,539
特別国債 93,300 ̶ ̶ ̶ ̶ 93,300
証憑式国債 22,092 ̶ ̶ ̶ ̶ 22,092
貯蓄国債 10,101 ̶ ̶ ̶ ̶ 10,101
PBOCの指定短期債 119,744 ̶ ̶ ̶ ̶ 119,744
PBOCの特別短期債 112 ̶ ̶ ̶ ̶ 112
信託会社発行の信用手形 53,784 ̶ ̶ ̶ ̶ 53,784
合計 2,377,210169,41217,41347,6984,1112,615,844

　　次へ
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4．　　 流動性リスク
 

流動性リスクとは、期限到来時の負債の決済に資金が調達できないリスクである。これは、資産および負債の
キャッシュ・フローまたは満期の不一致により生じることがある。
 
当行グループの資産・負債管理部は、以下により流動性リスクを管理している。

 
・　資産・負債構造の最適化
 
・　預金基盤の安定性の維持
 
・　将来キャッシュ・フローの事前の予測の実施および適切な流動性資産ポジションの評価
 
・　当行グループ内の内部資金移動の効率的な仕組みの維持

 
(1）金融資産および負債の残存期間の分析

 
下記の表は、各報告期間の末日現在の金融資産および負債を、契約上の残存期間ごとに満期の分析を行った要約で
ある。

当行グループ 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

延滞/
期日未定 要求払

1ヶ月
以内

1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月
以内

1年超
5年以内 5年超 合計

現金および中央銀行預け金 802,838134,176 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 937,014
銀行およびその他の金融機関への
預け金 ̶ 12,457 16 2,321 1,638 ̶ ̶ 16,432
銀行およびその他の金融機関への
貸出金 ̶ ̶ 27,87016,650 7,223 755 ̶ 52,498
トレーディング目的保有金融資産 ̶ ̶ 150 701 3,469 2,037 1,983 8,340
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融資産 ̶ ̶ 891 679 2,282 3,483 1,530 8,865
デリバティブ金融資産 ̶ ̶ 252 456 6,030 472 2,997 10,207
売戻し条件付契約に基づき保有す
る金融資産 ̶ ̶ 115,28319,820 9,745 ̶ ̶ 144,848
顧客への貸出金 54,743 ̶ 140,030302,325986,714617,303608,0772,709,192
売却可能金融資産 4 ̶ 73,09475,671 48,432162,990169,152529,343
満期保有投資 ̶ ̶ 130 30,295107,476266,662128,253532,816
債権として分類される債務証券 612 ̶ 1,584 5,600 21,050105,45195,446229,743
その他の金融資産 1,804 4,194 3,691 7,984 9,865 ̶ ̶ 27,538
金融資産合計 860,001150,827362,991462,5021,203,9241,159,1531,007,4385,206,836

中央銀行からの借入金 ̶ ̶ (115)(150,602)(122) (28) ̶ (150,867)
銀行およびその他の金融機関から
の預り金 ̶ (241,442)(8,032)(3,071)(12,846)(17,658)(13,569)(296,618)
銀行およびその他の金融機関から
の借入金 ̶ ̶ (24,590)(4,856) (601) (145) (183)(30,375)
デリバティブ金融負債 ̶ ̶ (544) (503) (1,836)(1,454)(2,957)(7,294)
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (442) (539) (2,799)(3,353)(3,355)(10,488)
買戻し条件付契約に基づいて売却
した金融資産 ̶ ̶ (69,075)(2,182)(2,134) ̶ ̶ (73,391)
顧客からの預り金 ̶ (3,083,863)(355,895)(414,180)(1,063,698)(366,335)(3,223)(5,287,194)
発行債務証券 ̶ ̶ (8) (197) (1,966)(1,983) ̶ (4,154)
その他の金融負債 ̶ (29,476)(9,141)(8,400)(16,454)(12,668)(43) (76,182)
金融負債合計 ̶ (3,354,781)(467,842)(584,530)(1,102,456)(403,624)(23,330)(5,936,563)
ネット・ポジション 860,001(3,203,954)(104,851)(122,028)101,468755,529984,108(729,727)

 
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

延滞/
期日未定 要求払

1ヶ月
以内

1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月
以内

1年超
5年以内 5年超 合計

現金および中央銀行預け金 981,585164,299 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 1,145,884
銀行およびその他の金融機関への
預け金 ̶ 55,161 2,077 750 4,680 ̶ ̶ 62,668
銀行およびその他の金融機関への
貸出金 ̶ ̶ 18,41820,112 4,063 1,886 ̶ 44,479
トレーディング目的保有金融資産 ̶ ̶ ̶ 726 5,627 10,071 3,264 19,688
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融資産 ̶ ̶ 2,008 2,492 9,008 6,198 623 20,329
デリバティブ金融資産 ̶ ̶ 268 470 1,162 989 4,262 7,151
売戻し条件付契約に基づき保有す
る金融資産 ̶ ̶ 186,38750,891 9,092 ̶ ̶ 246,370
顧客への貸出金 21,400 ̶ 130,212314,8691,198,698652,129697,6763,014,984
売却可能金融資産 3 ̶ 107,05287,284176,371270,739158,756800,205
満期保有投資 ̶ ̶ 2,676 5,649 59,454350,556157,988576,323
債権として分類される債務証券 6 ̶ 2,837 7,007 15,429105,360761,893892,532
その他の金融資産 692 3,688 3,790 11,214 13,551 1 ̶ 32,936
金融資産合計 1,003,686223,148455,725501,4641,497,1351,397,9291,784,4626,863,549
中央銀行からの借入金 ̶ ̶ (35) (251) ̶ (28) ̶ (314)
銀行およびその他の金融機関から
の預り金 ̶ (184,067)(13,600)(15,557)(30,581)(45,967) ̶ (289,772)
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銀行およびその他の金融機関から
の借入金 ̶ ̶ (23,785)(8,115)(1,937)(136) (158)(34,131)
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (6,469)(3,457)(4,466)(6,194)(2,091)(22,677)
買戻し条件付契約に基づいて売却
した金融資産 ̶ ̶ (28,708)(3,120)(3,262) ̶ ̶ (35,090)
デリバティブ金融負債 ̶ ̶ (551)(2,691)(1,209)(1,733)(5,350)(11,534)
顧客からの預り金 ̶ (3,348,589)(397,990)(525,213)(1,372,789)(447,400)(5,447)(6,097,428)
発行債務証券 ̶ ̶ (7) (972) (2,827)(1,344) ̶ (5,150)
その他の金融負債 ̶ (60,352)(10,236)(14,294)(24,714)(17,940)(77)(127,613)
金融負債合計 ̶ (3,593,008)(481,381)(573,670)(1,441,785)(520,742)(13,123)(6,623,709)
ネット・ポジション 1,003,686(3,369,860)(25,656)(72,206)55,350877,1871,771,339239,840

(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

延滞/
期日未定 要求払

1ヶ月
以内

1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月
以内

1年超
5年以内 5年超 合計

現金および中央銀行預け金 1,211,017152,789 ̶ ̶ ̶ 154,000 ̶ 1,517,806
銀行およびその他の金融機関への
預け金 ̶ 42,798 5,100 9,435 4,360 ̶ ̶ 61,693
銀行およびその他の金融機関への
貸出金 ̶ ̶ 35,572 3,942 9,439 482 ̶ 49,435
トレーディング目的保有金融資産 ̶ ̶ 1,230 2,062 5,086 5,564 1,404 15,346
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融資産 ̶ 41 1,105 6,959 35,77238,48914,46496,830
デリバティブ金融資産 ̶ ̶ 190 156 677 566 3,089 4,678
売戻し条件付契約に基づき保有す
る金融資産 ̶ ̶ 147,267229,38044,446 ̶ ̶ 421,093
顧客への貸出金 17,146 ̶ 200,279453,5471,297,465997,4731,045,5854,011,495
売却可能金融資産 487 ̶ 103,35778,280156,748259,684131,826730,382
満期保有投資 ̶ ̶ 22,32892,358149,928416,376202,925883,915
債権として分類される債務証券 7 ̶ ̶ 22,967108,41122,171736,643890,199
その他の金融資産 735 2,385 5,946 12,83013,616 109 ̶ 35,621
金融資産合計 1,229,392198,013522,374911,9161,825,9481,894,9142,135,9368,718,493
中央銀行からの借入金 ̶ (30) ̶ ̶ ̶ (28) ̶ (58)
銀行およびその他の金融機関から
の預り金 ̶ (267,459)(39,212)(75,431)(45,172)(146,675) ̶ (573,949)
銀行およびその他の金融機関から
の借入金 ̶ ̶ (18,249)(6,162)(1,685) (67) (149)(26,312)
トレーディング目的保有金融負債 ̶ (56) ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (56)
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (46,283)(18,602)(46,341)(2,537) (80)(113,843)
買戻し条件付契約に基づいて売却
した金融資産 ̶ ̶ (75,094)(10,561)(15,157) ̶ ̶ (100,812)
デリバティブ金融負債 ̶ ̶ (160) (202) (550)(1,140)(5,638)(7,690)
顧客からの預り金 ̶(4,492,349)(319,646)(602,158)(1,602,159)(479,593)(1,713)(7,497,618)
発行債務証券 ̶ ̶ ̶ ̶ (1,354)(28,848)(24,977)(55,179)
その他の金融負債 ̶ (49,081)(12,233)(11,503)(23,195)(23,701) (3)(119,716)
金融負債合計 ̶(4,808,975)(510,877)(724,619)(1,735,613)(682,589)(32,560)(8,495,233)
ネット・ポジション 1,229,392(4,610,962)11,497187,29790,3351,212,3252,103,376223,260
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当行 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

延滞/
期日未定 要求払

1ヶ月
以内

1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月
以内

1年超
5年以内 5年超 合計

現金および中央銀行預け金 802,838134,083 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 936,921
銀行およびその他の金融機関への
預け金 ̶ 12,204 16 2,274 1,604 ̶ ̶ 16,098
銀行およびその他の金融機関への
貸出金 ̶ ̶ 27,87016,650 7,223 755 ̶ 52,498
トレーディング目的保有金融資産 ̶ ̶ 150 701 3,469 2,037 1,983 8,340
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融資産 ̶ ̶ 891 679 2,282 3,483 1,530 8,865
売戻し条件付契約に基づき保有す
る金融資産 ̶ ̶ 115,28319,820 9,745 ̶ ̶ 144,848
デリバティブ金融資産 ̶ ̶ 252 456 6,030 472 2,997 10,207
顧客への貸出金 54,743 ̶ 140,030302,325986,714617,303608,0772,709,192
売却可能金融資産 4 ̶ 73,09475,671 48,432162,990169,152529,343
満期保有投資 ̶ ̶ 130 30,295107,476266,662128,253532,816
債権として分類される債務証券 612 ̶ 1,584 5,600 21,050105,45195,446229,743
その他の金融資産 1,805 4,141 3,691 7,984 9,864 ̶ ̶ 27,485
金融資産合計 860,002150,428362,991462,4551,203,8891,159,1531,007,4385,206,356

中央銀行からの借入金 ̶ ̶ (115)(150,602)(122) (28) ̶ (150,867)
銀行およびその他の金融機関から
の預り金 ̶ (241,442)(8,032)(3,071)(12,847)(17,658)(13,569)(296,619)
銀行およびその他の金融機関から
の借入金 ̶ ̶ (24,590)(4,856) (601) (145) (183)(30,375)
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (442) (539) (2,799)(3,353)(3,355)(10,488)
買戻し条件付契約に基づいて売却
した金融資産 ̶ ̶ (69,075)(2,182)(2,134) ̶ ̶ (73,391)
デリバティブ金融負債 ̶ ̶ (544) (503) (1,836)(1,454)(2,957)(7,294)
顧客からの預り金 ̶ (3,083,863)(355,895)(414,180)(1,063,698)(366,335)(3,223)(5,287,194)
発行債務証券 ̶ ̶ (8) (197) (1,966)(1,983) ̶ (4,154)
その他の金融負債 ̶ (28,932)(9,142)(8,400)(16,454)(12,667)(43) (75,638)
金融負債合計 ̶ (3,354,237)(467,843)(584,530)(1,102,457)(403,623)(23,330)(5,936,020)
ネット・ポジション 860,002(3,203,809)(104,852)(122,075)101,432755,530984,108(729,664)

(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

延滞/
期日未定 要求払

1ヶ月
以内

1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月
以内

1年超
5年以内 5年超 合計

現金および中央銀行預け金 981,585164,141 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 1,145,726
銀行およびその他の金融機関への
預け金 ̶ 54,444 2,050 741 4,618 ̶ ̶ 61,853
銀行およびその他の金融機関への
貸出金 ̶ ̶ 18,41820,112 4,284 1,886 ̶ 44,700
トレーディング目的保有金融資産 ̶ ̶ ̶ 726 5,627 10,071 3,264 19,688
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融資産 ̶ ̶ 1,943 2,492 9,008 6,198 623 20,264
デリバティブ金融資産 ̶ ̶ 268 470 1,162 989 4,262 7,151
売戻し条件付契に基づき保有する
金融資産 ̶ ̶ 186,38750,891 9,092 ̶ ̶ 246,370
顧客への貸出金 21,400 ̶ 130,212314,8691,198,665652,129697,6763,014,951
売却可能金融資産 3 ̶ 107,05287,284176,371270,739158,756800,205
満期保有投資 ̶ ̶ 2,676 5,649 59,454350,556157,988576,323
債権として分類される債務証券 6 ̶ 2,837 7,007 15,429105,360761,893892,532
その他の金融資産 692 3,626 3,790 11,21413,551 1 ̶ 32,874
金融資産合計 1,003,686222,211455,633501,4551,497,2611,397,9291,784,4626,862,637

中央銀行からの借入金 ̶ ̶ (35) (251) ̶ (28) ̶ (314)
銀行およびその他の金融機関から
の預り金 ̶ (184,067)(13,600)(15,557)(30,581)(45,967) ̶ (289,772)
銀行およびその他の金融機関から
の借入金 ̶ ̶ (23,785)(8,115)(1,937)(136) (158)(34,131)
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (6,469)(3,457)(4,466)(6,194)(2,091)(22,677)
買戻し条件付契約に基づいて売却
した金融資産 ̶ ̶ (28,708)(3,120)(3,262) ̶ ̶ (35,090)
デリバティブ金融負債 ̶ ̶ (551)(2,691)(1,209)(1,733)(5,350)(11,534)
顧客からの預り金 ̶(3,348,589)(397,987)(525,213)(1,372,737)(447,400)(5,447)(6,097,373)
発行債務証券 ̶ ̶ (7) (972)(2,827)(1,344) ̶ (5,150)
その他の金融負債 ̶ (60,033)(10,236)(14,294)(24,713)(17,940)(77)(127,293)
金融負債合計 ̶(3,592,689)(481,378)(573,670)(1,441,732)(520,742)(13,123)(6,623,334)
ネット・ポジション 1,003,686(3,370,478)(25,745)(72,215)55,529877,1871,771,339239,303

(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

延滞/
期日未定 要求払

1ヶ月
以内

1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月
以内

1年超
5年以内 5年超 合計

現金および中央銀行預け金 1,210,974152,788 ̶ ̶ ̶ 154,000 ̶ 1,517,762
銀行およびその他の金融機関への
預け金 ̶ 42,390 5,100 9,435 4,360 ̶ ̶ 61,285
銀行およびその他の金融機関への
貸出金 ̶ ̶ 35,572 3,942 9,439 482 ̶ 49,435
トレーディング目的保有金融資産 ̶ ̶ 1,230 2,062 5,086 5,565 1,403 15,346
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融資産 ̶ 41 1,105 6,959 35,77238,48814,46596,830
デリバティブ金融資産 ̶ ̶ 190 156 677 566 3,089 4,678
売戻し条件付契約に基づき保有す
る金融資産 ̶ ̶ 147,267229,38044,446 ̶ ̶ 421,093
顧客への貸出金 17,146 ̶ 200,279453,5471,297,356997,4731,045,5854,011,386
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売却可能金融資産 487 ̶ 103,35778,280156,748259,684131,826730,382
満期保有投資 ̶ ̶ 22,32892,358149,928416,376202,925883,915
債権として分類される債務証券 7 ̶ ̶ 22,967108,41122,171736,643890,199
その他の金融資産 697 2,385 5,926 12,82013,616 107 ̶ 35,551
金融資産合計 1,229,311197,604522,354911,9061,825,8391,894,9122,135,9368,717,862

中央銀行からの借入金 ̶ (30) ̶ ̶ ̶ (28) ̶ (58)
銀行およびその他の金融機関から
の預り金 ̶ (268,304)(39,212)(75,431)(45,172)(146,675) ̶ (574,794)
銀行およびその他の金融機関から
の借入金 ̶ ̶ (18,249)(6,162)(1,685) (67) (149)(26,312)
トレーディング目的保有金融負債 ̶ (56) ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (56)
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (46,283)(18,602)(46,341)(2,537) (80)(113,843)
買戻し条件付契約に基づいて売却
した金融資産 ̶ ̶ (75,094)(10,561)(15,157) ̶ ̶ (100,812)
デリバティブ金融負債 ̶ ̶ (160) (202) (550)(1,140)(5,638)(7,690)
顧客からの預り金 ̶(4,492,221)(319,646)(602,158)(1,602,111)(479,593)(1,713)(7,497,442)
発行債務証券 ̶ ̶ ̶ ̶ (1,354)(28,848)(24,977)(55,179)
その他の金融負債 ̶ (48,688)(12,233)(11,503)(23,195)(23,698) (3)(119,320)
金融負債合計 ̶(4,809,299)(510,877)(724,619)(1,735,565)(682,586)(32,560)(8,495,506)
ネット・ポジション 1,229,311(4,611,695)11,477187,28790,2741,212,3262,103,376222,356

(2) 割引前契約上のキャッシュ・フローの分析
 

下記の表は、デリバティブ以外の金融資産および金融負債のキャッシュ・フローを、各報告期間の末日現在の契約
上の残存期間ごとに表示している。表上の金額は、割引前契約上のキャッシュフローである。
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当行グループ 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

延滞/
期日未定 要求払

1ヶ月
以内

1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月
以内

1年超
5年以内 5年超 合計

デリバティブ以外の金融資産 
現金および中央銀行預け金 802,838134,615 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 937,453
銀行およびその他の金融機関への
預け金 ̶ 12,457 16 2,366 1,683 ̶ ̶ 16,522
銀行およびその他の金融機関への
貸出金 ̶ ̶ 27,99016,927 7,359 755 ̶ 53,031
トレーディング目的保有金融資産 ̶ ̶ 186 695 3,641 2,568 2,368 9,458
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融資産 ̶ ̶ 897 765 2,387 4,009 1,665 9,723
売戻し条件付契約に基づき保有す
る金融資産 ̶ ̶ 115,92620,33010,042 ̶ ̶ 146,298
顧客への貸出金 747,656 ̶ 147,224323,1541,071,954789,132992,3404,071,460
売却可能金融資産 4 ̶ 74,86377,34558,536209,537229,377649,662
満期保有投資 ̶ ̶ 2,480 34,252128,264317,788173,883656,667
債権として分類される債務証券 612 ̶ 1,592 6,329 25,663112,67495,864242,734
その他の金融資産 ̶ 3,755 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 3,755
デリバティブ以外の金融資産合計 1,551,110150,827371,174482,1631,309,5291,436,4631,495,4976,796,763

デリバティブ以外の金融負債
中央銀行からの借入金 ̶ ̶ (115)(150,602)(122) (28) ̶ (150,867)
銀行およびその他の金融機関から
の預り金 ̶ (241,448)(8,216)(3,413)(14,483)(21,187)(17,021)(305,768)
銀行およびその他の金融機関から
の借入金 ̶ ̶ (24,598)(4,857)(609) (155) (196)(30,415)
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (441) (566)(2,849)(3,866)(5,237)(12,959)
買戻し条件付契約に基づいて売却
した金融資産 ̶ ̶ (69,306)(2,300)(2,616) ̶ ̶ (74,222)
顧客からの預り金 ̶(3,086,778)(364,159)(432,770)(1,120,371)(425,174)(3,252)(5,432,504)
発行債務証券 ̶ ̶ (8) (211)(2,026)(2,119) ̶ (4,364)
その他の金融負債 ̶ (26,555)(4,940) ̶ ̶ ̶ ̶ (31,495)
デリバティブ以外の金融負債合計 ̶(3,354,781)(471,783)(594,719)(1,143,076)(452,529)(25,706)(6,042,594)
ネット・ポジション 1,551,110(3,203,954)(100,609)(112,556)166,453983,9341,469,791754,169

(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

延滞/
期日未定 要求払

1ヶ月
以内

1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月
以内

1年超
5年以内 5年超 合計

デリバティブ以外の金融資産 
現金および中央銀行預け金 981,585164,305 ̶ 566 ̶ ̶ ̶ 1,146,456
銀行およびその他の金融機関への
預け金 ̶ 55,330 2,079 765 4,782 ̶ ̶ 62,956
銀行およびその他の金融機関への
貸出金 ̶ ̶ 18,55120,324 4,400 1,951 ̶ 45,226
トレーディング目的保有金融資産 ̶ ̶ 1 759 5,904 10,964 3,550 21,178
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融資産 ̶ ̶ 2,015 2,639 9,347 6,743 814 21,558
売戻し条件付契約に基づき保有す
る金融資産 ̶ ̶ 186,88051,209 9,224 ̶ ̶ 247,313
顧客への貸出金 42,901 ̶ 137,219333,3341,285,932835,1701,172,7553,807,311
売却可能金融資産 3 ̶ 107,55989,751189,565305,341179,131871,350
満期保有投資 ̶ ̶ 3,594 10,52577,098408,009184,258683,484
債権として分類される債務証券 6 ̶ 2,852 7,742 43,739205,394991,7011,251,434
その他の金融資産 ̶ 2,986 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 2,986
デリバティブ以外の金融資産合計 1,024,495222,621460,750517,6141,629,9911,773,5722,532,2098,161,252

デリバティブ以外の金融負債
中央銀行からの借入金 ̶ ̶ (35) (252) ̶ (28) ̶ (315)
銀行およびその他の金融機関から
の預り金 ̶ (184,497)(13,700)(15,985)(32,391)(50,262)(23)(296,858)
銀行およびその他の金融機関から
の借入金 ̶ ̶ (23,788)(8,128)(1,980)(151) (171)(34,218)
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (6,422)(3,704)(5,240)(6,667)(1,560)(23,593)
買戻し条件付契約に基づいて売却
した金融資産 ̶ ̶ (28,791)(3,194)(3,434) ̶ ̶ (35,419)
顧客からの預り金 ̶ (3,350,271)(412,961)(556,425)(1,451,842)(531,128)(5,572)(6,308,199)
発行債務証券 ̶ ̶ (7) (991)(2,863)(1,363) ̶ (5,224)
その他の金融負債 ̶ (58,241)(2,860) ̶ ̶ ̶ ̶ (61,101)
デリバティブ以外の金融負債合計 ̶ (3,593,009)(488,564)(588,679)(1,497,750)(589,599)(7,326)(6,764,927)
ネット・ポジション 1,024,495(3,370,388)(27,814)(71,065)132,2411,183,9732,524,8831,396,325

(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

延滞/
期日未定 要求払

1ヶ月
以内

1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月
以内

1年超
5年以内 5年超 合計

デリバティブ以外の金融資産 
現金および中央銀行預け金 1,211,017152,789 ̶ 596 2,733161,214 ̶ 1,528,349
銀行およびその他の金融機関への
預け金 1 42,801 5,115 9,526 4,472 ̶ ̶ 61,915
銀行およびその他の金融機関への
貸出金 ̶ ̶ 35,580 3,972 9,666 493 ̶ 49,711
トレーディング目的保有金融資産 ̶ ̶ 1,251 3,925 3,557 6,138 1,507 16,378
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融資産 ̶ 41 1,237 5,484 39,62043,50818,482108,372
売戻し条件付契約に基づき保有す
る金融資産 ̶ ̶ 147,650230,34945,058 ̶ ̶ 423,057
顧客への貸出金 50,206 ̶ 210,802477,4431,395,4201,263,1971,719,4425,116,510
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売却可能金融資産 487 ̶ 103,96480,858190,060293,868152,744821,981
満期保有投資 ̶ ̶ 23,24897,363170,737477,848238,8341,008,030
債権として分類される債務証券 7 ̶ ̶ 23,616133,842108,381934,6101,200,456
その他の金融資産 76 2,383 1,017 11 5 2 ̶ 3,494
デリバティブ以外の金融資産合計 1,261,794198,014529,864933,1431,995,1702,354,6493,065,61910,338,253

デリバティブ以外の金融負債
中央銀行からの借入金 ̶ (30) ̶ ̶ ̶ (28) ̶ (58)
銀行およびその他の金融機関から
の預り金 ̶ (267,606)(39,456)(76,114)(45,902)(159,079)̶ (588,157)
銀行およびその他の金融機関から
の借入金 ̶ ̶ (18,393)(6,216)(1,686) (68) (164)(26,527)
トレーディング目的保有金融負債 ̶ (56) ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (56)
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (46,351)(18,821)(46,973)(2,699)(107)(114,951)
買戻し条件付契約に基づいて売却
した金融資産 ̶ ̶ (75,201)(10,669)(15,298) ̶ ̶ (101,168)
顧客からの預り金 ̶ (4,495,021)(325,203)(615,418)(1,648,619)(541,629)(1,731)(7,627,621)
発行債務証券 ̶ ̶ ̶ (1) (4,258)(36,080)(30,000)(70,339)
その他の金融負債 ̶ (46,262)(6,627) (1) (2) (62) ̶ (52,954)
デリバティブ以外の金融負債合計 ̶ (4,808,975)(511,231)(727,240)(1,762,738)(739,645)(32,002)(8,581,831)
ネット・ポジション 1,261,794(4,610,961)18,633205,903232,4321,615,0043,033,6171,756,422

当行 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

延滞/
期日未定 要求払

1ヶ月
以内

1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月
以内

1年超
5年以内 5年超 合計

デリバティブ以外の金融資産 
現金および中央銀行預け金 802,838134,522 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 937,360
銀行およびその他の金融機関への
預け金 ̶ 12,204 16 2,319 1,649 ̶ ̶ 16,188
銀行およびその他の金融機関への
貸出金 ̶ ̶ 27,99016,927 7,359 755 ̶ 53,031
トレーディング目的保有金融資産 ̶ ̶ 186 695 3,641 2,568 2,368 9,458
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融資産 ̶ ̶ 897 765 2,387 4,009 1,665 9,723
売戻し条件付契約に基づき保有す
る金融資産 ̶ ̶ 115,92620,33010,042 ̶ ̶ 146,298
顧客への貸出金 747,656 ̶ 147,224323,1541,071,954789,132992,3404,071,460
売却可能金融資産 4 ̶ 74,86377,34558,536209,537229,377649,662
満期保有投資 ̶ ̶ 2,480 34,252128,264317,788173,883656,667
債権として分類される債務証券 612 ̶ 1,592 6,329 25,663112,67495,864242,734
その他の金融資産 ̶ 3,702 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 3,702
デリバティブ以外の金融資産合計 1,551,110150,428371,174482,1161,309,4951,436,4631,495,4976,796,283

デリバティブ以外の金融負債
中央銀行からの借入金 ̶ ̶ (115)(150,602)(122) (28) ̶ (150,867)
銀行およびその他の金融機関から
の預り金 ̶ (241,448)(8,216)(3,413)(14,483)(21,187)(17,021)(305,768)
銀行およびその他の金融機関から
の借入金 ̶ ̶ (24,598)(4,857)(609) (155) (196)(30,415)
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (441) (566)(2,849)(3,866)(5,237)(12,959)
買戻し条件付契約に基づいて売却
した金融資産 ̶ ̶ (69,306)(2,300)(2,616) ̶ ̶ (74,222)
顧客からの預り金 ̶ (3,086,779)(364,159)(432,770)(1,120,371)(425,175)(3,251)(5,432,505)
発行債務証券 ̶ ̶ (8) (211)(2,026)(2,119) ̶ (4,364)
その他の金融負債 ̶ (26,010)(4,940) ̶ ̶ ̶ ̶ (30,950)
デリバティブ以外の金融負債合計 ̶ (3,354,237)(471,783)(594,719)(1,143,076)(452,530)(25,705)(6,042,050)
ネット・ポジション 1,551,110(3,203,809)(100,609)(112,603)166,419983,9331,469,792754,233

(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

延滞/
期日未定 要求払

1ヶ月
以内

1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月
以内

1年超
5年以内 5年超 合計

デリバティブ以外の金融資産 
現金および中央銀行預け金 981,585164,147 ̶ 566 ̶ ̶ ̶ 1,146,298
銀行およびその他の金融機関への
預け金 ̶ 54,613 2,052 756 4,720 ̶ ̶ 62,141
銀行およびその他の金融機関への
貸出金 ̶ ̶ 18,55120,324 4,621 1,951 ̶ 45,447
トレーディング目的保有金融資産 ̶ ̶ 1 759 5,904 10,964 3,550 21,178
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融資産 ̶ ̶ 1,950 2,639 9,347 6,743 814 21,493
売戻し条件付契約に基づき保有す
る金融資産 ̶ ̶ 186,88051,209 9,224 ̶ ̶ 247,313
顧客への貸出金 42,901 ̶ 137,219333,3341,285,899835,1701,172,7553,807,278
売却可能金融資産 3 ̶ 107,55989,751189,565305,341179,131871,350
満期保有投資 ̶ ̶ 3,594 10,52577,098408,009184,258683,484
債権として分類される債務証券 6 ̶ 2,852 7,742 43,739205,394991,7011,251,434
その他の金融資産 ̶ 2,924 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 2,924
デリバティブ以外の金融資産合計 1,024,495221,684460,658517,6051,630,1171,773,5722,532,2098,160,340

デリバティブ以外の金融負債
中央銀行からの借入金 ̶ ̶ (35) (252) ̶ (28) ̶ (315)
銀行およびその他の金融機関から
の預り金 ̶ (184,497)(13,700)(15,985)(32,391)(50,262)(23)(296,858)
銀行およびその他の金融機関から
の借入金 ̶ ̶ (23,788)(8,128)(1,980)(151) (171)(34,218)
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (6,422)(3,704)(5,240)(6,667)(1,560)(23,593)
買戻し条件付契約に基づいて売却
した金融資産 ̶ ̶ (28,791)(3,194)(3,434) ̶ ̶ (35,419)
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顧客からの預り金 ̶ (3,350,275)(412,958)(556,425)(1,451,789)(531,105)(5,594)(6,308,146)
発行債務証券 ̶ ̶ (7) (991)(2,863)(1,363) ̶ (5,224)
その他の金融負債 ̶ (57,918)(2,860) ̶ ̶ ̶ ̶ (60,778)
デリバティブ以外の金融負債合計 ̶ (3,592,690)(488,561)(588,679)(1,497,697)(589,576)(7,348)(6,764,551)

ネット・ポジション 1,024,495(3,371,006)(27,903)(71,074)132,4201,183,9962,524,8611,395,789

(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

延滞/
期日未定 要求払

1ヶ月
以内

1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月
以内

1年超
5年以内 5年超 合計

デリバティブ以外の金融資産 
現金および中央銀行預け金 1,210,974152,788 ̶ 596 2,733161,214 ̶ 1,528,305
銀行およびその他の金融機関への
預け金 ̶ 42,393 5,115 9,526 4,472 ̶ ̶ 61,506
銀行およびその他の金融機関への
貸出金 ̶ ̶ 35,580 3,972 9,666 493 ̶ 49,711
トレーディング目的保有金融資産 ̶ ̶ 1,251 3,925 3,557 6,138 1,507 16,378
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融資産 ̶ 41 1,237 5,484 39,62043,50818,482108,372
売戻し条件付契約に基づき保有す
る金融資産 ̶ ̶ 147,650230,34945,058 ̶ ̶ 423,057
顧客への貸出金 50,206 ̶ 210,802477,4431,395,3101,263,1971,719,4425,116,400
売却可能金融資産 487 ̶ 103,96480,858190,060293,868152,744821,981
満期保有投資 ̶ ̶ 23,24897,363170,737477,848238,8341,008,030
債権として分類される債務証券 7 ̶ ̶ 23,616133,842108,381934,6101,200,456
その他の金融資産 39 2,383 997 1 5 ̶ ̶ 3,425
デリバティブ以外の金融資産合計 1,261,713197,605529,844933,1331,995,0602,354,6473,065,61910,337,621

デリバティブ以外の金融負債
中央銀行からの借入金 ̶ (30) ̶ ̶ ̶ (28) ̶ (58)
銀行およびその他の金融機関から
の預り金 ̶ (268,451)(39,456)(76,114)(45,902)(159,079)̶ (589,002)
銀行およびその他の金融機関から
の借入金 ̶ ̶ (18,393)(6,216)(1,686) (68) (164)(26,527)
トレーディング目的保有金融負債 ̶ (56) ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (56)
純損益を通じて公正価値で測定す
るものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (46,351)(18,821)(46,973)(2,699)(107)(114,951)
買戻し条件付契約に基づいて売却
した金融資産 ̶ ̶ (75,201)(10,669)(15,298) ̶ ̶ (101,168)
顧客からの預り金 ̶ (4,494,893)(325,203)(615,418)(1,648,570)(541,629)(1,731)(7,627,444)
発行債務証券 ̶ ̶ ̶ (1) (4,258)(36,080)(30,000)(70,339)
その他の金融負債 ̶ (45,869)(6,627) (1) (2) (59) ̶ (52,558)
デリバティブ以外の金融負債合計 ̶ (4,809,299)(511,231)(727,240)(1,762,689)(739,642)(32,002)(8,582,103)
ネット・ポジション 1,261,713(4,611,694)18,613205,893232,3711,615,0053,033,6171,755,518

すべての負債および未実行の貸出コミットメントの決済に使用可能な資産には、現金、中央銀行預け金、銀行およ
びその他の金融機関への預け金、銀行およびその他の金融機関への貸出金ならびにトレーディング目的保有金融資
産が含まれる。通常の事業の過程において、顧客の要求払い預金の大部分について、預け入れが継続されることが見
込まれる。さらに、当行グループは、期日が到来した負債の弁済のために、必要があれば売却可能金融資産を売却する
ことも可能である。

 

 
　　次へ

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

359/588



(3）デリバティブのキャッシュ・フロー
 

(ⅰ）純額で決済されるデリバティブ
 

純額で決済されるデリバティブは、主に金利に関連している。下記の表は、当行グループのデリバティブ金融商品
ポジションの純額を関連期間の末日現在の契約上の残存期間別に表示している。表上の金額は、割引前契約上の
キャッシュ・フローである。

当行グループおよび当行 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

1ヶ月未満 
1ヶ月以上
3ヶ月以内 

3ヶ月超
12ヶ月以内

1年超
5年以内 5年超 合計

金利デリバティブ (94) 14 (48) (108) (92) (328)
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

1ヶ月未満
1ヶ月以上
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月以内

1年超
5年以内 5年超 合計

金利デリバティブ (34) (82) (307)(1,237)(665)(2,325)
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

1ヶ月未満
1ヶ月以上
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月以内

1年超
5年以内 5年超 合計

金利デリバティブ 2 (66) (175)(583)(180)(1,002)

 
(ⅱ）総額で決済されるデリバティブ

 
総額で決済される当行グループのデリバティブは、為替デリバティブに関連している。下記の表は、当該ポジショ
ンを各報告期間の末日現在の契約上の残存期間別に表示している。表上の金額は、割引前契約上のキャッシュ・フ
ローである。

当行グループおよび当行 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

1ヶ月以内
1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月以内

1年超
5年以内 5年超 合計

為替レート関連のデリバティブ
̶インフロー 61,50926,562143,52817,5751,291250,465
̶アウトフロー (61,711)(26,674)(139,210)(18,386)(1,291)(247,272)
合計 (202)(112)4,318 (811) ̶ 3,193

(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

1ヶ月以内
1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月以内

1年超
5年以内 5年超 合計

為替レート関連のデリバティブ
̶インフロー 22,59621,428111,99834,9851,359192,366
̶アウトフロー (22,640)(21,395)(110,967)(36,050)(3,854)(194,906)
合計 (44) 33 1,031(1,065)(2,495)(2,540)
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

1ヶ月以内
1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月以内

1年超
5年以内 5年超 合計

為替レート関連のデリバティブ
̶インフロー 50,35729,702103,0046,3401,556190,959
̶アウトフロー (50,340)(29,830)(103,060)(7,260)(2,829)(193,319)
合計 17 (128) (56) (920)(1,273)(2,360)
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(4）オフバランス項目

 
当行グループのオフバランス項目には、主に貸出コミットメント、信用状、保証状および手形引受が含まれる。下記
の表は、オフバランス項目の金額を残存期間別に表示している。

 
当行グループおよび当行

(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

1年以内
1年超
5年以内 5年超 合計

貸出コミットメント 221,93132,53183,821338,283
信用状 48,721 3,262 ̶ 51,983
保証状 21,35436,44871,412129,214
支払承諾 204,695 ̶ ̶ 204,695
合計 496,70172,241155,233724,175

2008年12月31日現在

(単位：百万人民元) 1年以内
1年超
5年以内 5年超 合計

貸出コミットメント 289,58643,49370,760403,839
信用状 34,872 2,361 1,547 38,780
保証状 37,00740,01172,819149,837
支払承諾 189,126 ̶ ̶ 189,126
合計 550,59185,865145,126781,582

2009年12月31日現在

(単位：百万人民元) 1年以内
1年超
5年以内 5年超 合計

貸出コミットメント 564,12831,404148,992744,524
信用状 51,630 2,294 9 53,933
保証状 41,09937,07373,183151,355
支払承諾 271,871 ̶ ̶ 271,871
合計 928,72870,771222,1841,221,683
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5．　　 市場リスク
 

市場リスクは、当行グループのオンバランス業務およびオフバランス業務に関連して、金利、為替レートおよび株
価を含む、市場相場の変動から生じる損失のリスクである。市場リスクは、当行グループの自己勘定業務と顧客向け
業務の双方から生じる。
 
当行グループは、法人向けおよび個人向け銀行業務から生じる金利リスクおよび資金業務から生じるその他の価
格リスクに主にさらされている。金利リスクは、当行グループの業務の多くに内在し、利付資産と有利子負債との金
利更改日の不一致から主に生じる。
 
当行グループの為替リスクは、為替エクスポージャーに関連する損失のリスクである。これは、外貨建資産および
負債に係る取引によって生じ、為替レートの変動に起因する。
 
当行グループでは、トレーディングおよび投資のポートフォリオに関して、コモディティおよび株価による市場リ
スクは重要性が低いと考えている。

 
(1）為替リスク

 
当行グループは主に人民元で業務を行い、一部の取引については、米ドル、香港ドル、およびより少ない程度をその
他の通貨で行っている。外貨建取引は、主に当行グループの財務エクスポージャーおよび在外営業活動体から生じ
る。
 
人民元の対米ドル為替レートは、管理された変動相場制に基づいている。人民元の対米ドル為替レートは、過去２
年間にわたり徐々に上昇している。香港ドルの為替レートは米ドルに固定されているため、人民元の対香港ドル為替
レートは、人民元の対米ドル為替レートの変動と連動して変動する。
 
すべての金融資産および負債を通貨別に分析した内訳は以下の通りである。

 
当行グループ 

(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

人民元
米ドル

人民元相当額
香港ドル
人民元相当額

その他の通貨
人民元相当額 合計

現金および中央銀行預け金 929,814 5,477 1,206 517 937,014
銀行およびその他の金融機関への預け金 7,776 4,696 511 3,449 16,432
銀行およびその他の金融機関への貸出金 13,586 38,536 201 175 52,498
トレーディング目的保有金融資産 8,340 ̶ ̶ ̶ 8,340
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融資産 2,318 3,812 2,366 369 8,865
デリバティブ金融資産 2,881 5,261 466 1,599 10,207
売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 140,574 4,274 ̶ ̶ 144,848
顧客への貸出金 2,624,13867,557 11,844 5,6532,709,192
売却可能金融資産 451,43474,329 1,577 2,003 529,343
満期保有投資 518,98012,496 515 825 532,816
債権として分類される債務証券 229,585 151 ̶ 7 229,743
その他の金融資産 25,913 1,159 411 55 27,538
金融資産合計 4,955,339217,74819,097 14,6525,206,836
中央銀行からの借入金 (150,867) ̶ ̶ ̶ (150,867)
銀行およびその他の金融機関からの預り金 (286,262)(8,672)(1,628) (56)(296,618)
銀行およびその他の金融機関からの借入金 (8,850)(11,160)(8,700)(1,665)(30,375)
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融負債 (3,570)(6,307) (611) ̶ (10,488)
デリバティブ金融負債 (3,832)(1,462) (372) (1,628)(7,294)
買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資
産 (41,820)(31,239) (80) (252)(73,391)
顧客からの預り金 (5,212,853)(55,114)(9,834)(9,393)(5,287,194)
発行債務証券 ̶ (1,096)(3,058) ̶ (4,154)
その他の金融負債 (74,147)(1,203) (776) (56) (76,182)
金融負債合計 (5,782,201)(116,253)(25,059)(13,050)(5,936,563)
ネット・ポジション (826,862)101,495(5,962)1,602(729,727)
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(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

人民元
米ドル

人民元相当額
香港ドル
人民元相当額

その他の通貨
人民元相当額 合計

現金および中央銀行預け金 1,139,8074,535 943 599 1,145,884
銀行およびその他の金融機関への預け金 6,130 52,973 1,255 2,310 62,668
銀行およびその他の金融機関への貸出金 20,042 21,842 994 1,601 44,479
トレーディング目的保有金融資産 19,688 ̶ ̶ ̶ 19,688
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融資産 16,062 2,722 1,178 367 20,329
デリバティブ金融資産 1,394 3,954 258 1,545 7,151
売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 246,370 ̶ ̶ ̶ 246,370
顧客への貸出金 2,937,68559,911 11,898 5,4903,014,984
売却可能金融資産 692,196104,550 1,252 2,207 800,205
満期保有投資 553,72920,987 451 1,156 576,323
債権として分類される債務証券 892,526 ̶ ̶ 6 892,532
その他の金融資産 31,845 940 55 96 32,936
金融資産合計 6,557,474272,41418,284 15,3776,863,549
中央銀行からの借入金 (314) ̶ ̶ ̶ (314)
銀行およびその他の金融機関からの預り金 (273,457)(14,358)(1,554) (403)(289,772)
銀行およびその他の金融機関からの借入金 (15,210)(15,382)(2,488)(1,051)(34,131)
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融負債 (16,754)(5,470) (453) ̶ (22,677)
デリバティブ金融負債 (769) (7,346) (266) (3,153)(11,534)
買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資
産 (28,045)(6,531) (15) (499)(35,090)
顧客からの預り金 (6,028,548)(47,627)(12,835)(8,418)(6,097,428)
発行債務証券 ̶ (1,246)(3,904) ̶ (5,150)
その他の金融負債 (121,222)(5,665) (514) (212)(127,613)
金融負債合計 (6,484,319)(103,625)(22,029)(13,736)(6,623,709)
ネット・ポジション 73,155168,789(3,745)1,641 239,840
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

人民元
米ドル

人民元相当額
香港ドル
人民元相当額

その他の通貨
人民元相当額 合計

現金および中央銀行預け金 1,510,8435,154 1,088 721 1,517,806
銀行およびその他の金融機関への預け金 19,879 37,272 784 3,758 61,693
銀行およびその他の金融機関への貸出金 19,591 29,522 87 235 49,435
トレーディング目的保有金融資産 15,346 ̶ ̶ ̶ 15,346
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融資産 87,963 5,768 2,793 306 96,830
デリバティブ金融資産 1,421 1,281 178 1,798 4,678
売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 420,922 171 ̶ ̶ 421,093
顧客への貸出金 3,860,236122,87422,842 5,5434,011,495
売却可能金融資産 679,88346,116 949 3,434 730,382
満期保有投資 858,16824,682 393 672 883,915
債権として分類される債務証券 890,193 ̶ ̶ 6 890,199
その他の金融資産 33,868 1,637 43 73 35,621
金融資産合計 8,398,313274,47729,157 16,5468,718,493
中央銀行からの借入金 (58) ̶ ̶ ̶ (58)
銀行およびその他の金融機関からの預り金 (445,618)(126,165)(1,165)(1,001)(573,949)
銀行およびその他の金融機関からの借入金 (5,600)(11,853)(7,087)(1,772)(26,312)
トレーディング目的保有金融負債 (56) ̶ ̶ ̶ (56)
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融負債 (109,385)(4,367) (84) (7) (113,843)
デリバティブ金融負債 (1,904)(2,423) (160) (3,203)(7,690)
買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資
産 (69,557)(30,677)(501) (77)(100,812)
顧客からの預り金 (7,404,694)(69,921)(12,934)(10,069)(7,497,618)
発行債務証券 (49,955)(342) (4,882) ̶ (55,179)
その他の金融負債 (118,388)(804) (409) (115)(119,716)
金融負債合計 (8,205,215)(246,552)(27,222)(16,244)(8,495,233)
ネット・ポジション 193,09827,925 1,935 302 223,260

当行 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

人民元
米ドル

人民元相当額
香港ドル
人民元相当額

その他の通貨
人民元相当額 合計

現金および中央銀行預け金 929,721 5,477 1,206 517 936,921
銀行およびその他の金融機関への預け金 7,776 4,696 177 3,449 16,098
銀行およびその他の金融機関への貸出金 13,586 38,536 201 175 52,498
トレーディング目的保有金融資産 8,340 ̶ ̶ ̶ 8,340
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融資産 2,318 3,812 2,366 369 8,865
デリバティブ金融資産 2,881 5,261 466 1,599 10,207
売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 140,574 4,274 ̶ ̶ 144,848
顧客への貸出金 2,624,13867,557 11,844 5,6532,709,192
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売却可能金融資産 451,43474,329 1,577 2,003 529,343
満期保有投資 518,98012,496 515 825 532,816
債権として分類される債務証券 229,585 151 ̶ 7 229,743
その他の金融資産 25,860 1,159 411 55 27,485
金融資産合計 4,955,193217,74818,763 14,6525,206,356
中央銀行からの借入金 (150,867) ̶ ̶ ̶ (150,867)
銀行およびその他の金融機関からの預り金 (286,263)(8,672)(1,628) (56)(296,619)
銀行およびその他の金融機関からの借入金 (8,850)(11,160)(8,700)(1,665)(30,375)
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融負債 (3,570)(6,307) (611) ̶ (10,488)
デリバティブ金融負債 (3,832)(1,462) (372) (1,628)(7,294)
買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資
産 (41,820)(31,239) (80) (252)(73,391)
顧客からの預り金 (5,212,853)(55,114)(9,834)(9,393)(5,287,194)
発行債務証券 ̶ (1,096)(3,058) ̶ (4,154)
その他の金融負債 (74,051)(1,230) (301) (56) (75,638)
金融負債合計 (5,782,106)(116,280)(24,584)(13,050)(5,936,020)
ネット・ポジション (826,913)101,468(5,821)1,602(729,664)
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

人民元
米ドル

人民元相当額
香港ドル
人民元相当額

その他の通貨
人民元相当額 合計

現金および中央銀行預け金 1,139,6494,535 943 599 1,145,726
銀行およびその他の金融機関への預け金 6,053 52,973 517 2,310 61,853
銀行およびその他の金融機関への貸出金 20,042 21,842 1,215 1,601 44,700
トレーディング目的保有金融資産 19,688 ̶ ̶ ̶ 19,688
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融資産 15,997 2,722 1,178 367 20,264
デリバティブ金融資産 1,394 3,954 258 1,545 7,151
売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 246,370 ̶ ̶ ̶ 246,370
顧客への貸出金 2,937,65259,911 11,898 5,4903,014,951
売却可能金融資産 692,196104,550 1,252 2,207 800,205
満期保有投資 553,72920,987 451 1,156 576,323
債権として分類される債務証券 892,526 ̶ ̶ 6 892,532
その他の金融資産 31,783 940 55 96 32,874
金融資産合計 6,557,079272,41417,767 15,3776,862,637
中央銀行からの借入金 (314) ̶ ̶ ̶ (314)
銀行およびその他の金融機関からの預り金 (273,457)(14,358)(1,554) (403)(289,772)
銀行およびその他の金融機関からの借入金 (15,210)(15,382)(2,488)(1,051)(34,131)
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融負債 (16,754)(5,470) (453) ̶ (22,677)
デリバティブ金融負債 (769) (7,346) (266) (3,153)(11,534)
買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資
産 (28,045)(6,531) (15) (499)(35,090)
顧客からの預り金 (6,028,493)(47,627)(12,835)(8,418)(6,097,373)
発行債務証券 ̶ (1,246)(3,904) ̶ (5,150)
その他の金融負債 (121,129)(5,665) (288) (211)(127,293)
金融負債合計 (6,484,171)(103,625)(21,803)(13,735)(6,623,334)
ネット・ポジション 72,908168,789(4,036)1,642 239,303
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

人民元
米ドル

人民元相当額
香港ドル
人民元相当額

その他の通貨
人民元相当額 合計

現金および中央銀行預け金 1,510,7995,154 1,088 721 1,517,762
銀行およびその他の金融機関への預け金 19,710 37,272 545 3,758 61,285
銀行およびその他の金融機関への貸出金 19,591 29,522 87 235 49,435
トレーディング目的保有金融資産 15,346 ̶ ̶ ̶ 15,346
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融資産 87,963 5,768 2,793 306 96,830
デリバティブ金融資産 1,421 1,281 178 1,798 4,678
売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 420,922 171 ̶ ̶ 421,093
顧客への貸出金 3,860,127122,87422,842 5,5434,011,386
売却可能金融資産 679,88346,116 949 3,434 730,382
満期保有投資 858,16824,682 393 672 883,915
債権として分類される債務証券 890,193 ̶ ̶ 6 890,199
その他の金融資産 33,798 1,637 43 73 35,551
金融資産合計 8,397,921274,47728,918 16,5468,717,862
中央銀行からの借入金 (58) ̶ ̶ ̶ (58)
銀行およびその他の金融機関からの預り金 (445,759)(126,165)(1,869)(1,001)(574,794)
銀行およびその他の金融機関からの借入金 (5,600)(11,853)(7,087)(1,772)(26,312)
トレーディング目的保有金融負債 (56) ̶ ̶ ̶ (56)
純損益を通じて公正価値で測定するものとし
て指定された金融負債 (109,385)(4,367) (84) (7) (113,843)
デリバティブ金融負債 (1,904)(2,423) (160) (3,203)(7,690)
買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資
産 (69,557)(30,677)(501) (77)(100,812)
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顧客からの預り金 (7,404,518)(69,921)(12,934)(10,069)(7,497,442)
発行債務証券 (49,955)(342) (4,882) ̶ (55,179)
その他の金融負債 (118,329)(804) (72) (115)(119,320)
金融負債合計 (8,205,121)(246,552)(27,589)(16,244)(8,495,506)
ネット・ポジション 192,80027,925 1,329 302 222,356

下記の表は、人民元の直物為替レートおよび先物為替レートが他の全通貨に対して5%上昇または下落した場合の、
税引前当期純利益に対する潜在的影響額を示している。 

 
当行グループ 

(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年
税引前当期純利益 税引前当期純利益 税引前当期純利益

5%上昇 (4,557) (8,120) (1,335)
5%下落 4,557 8,120 1,335

当行
(単位：百万人民元) 2007年 2008年 2009年

税引前当期純利益 税引前当期純利益 税引前当期純利益
5%上昇 (4,562) (8,105) (1,305)
5%下落 4,562 8,105 1,305

税引前当期純利益への影響額は、外貨建貨幣性資産および負債の正味ポジションならびに通貨デリバティブに対
する人民元の為替レートの変動の影響により生じる。
 
税引前当期純利益に対する影響額は、各報告期間の末日現在における当行グループの外貨および通貨デリバティ
ブのポジション純額が変動しないという仮定に基づいている。当行グループは、将来の為替相場の動向に関する経営
者の予測に基づき、為替エクスポージャーの積極的な管理およびデリバティブの適切な使用を通じて為替リスクを
低減している。従って、上記の感応度分析は実際の状況と異なることがある。

 
(2）金利リスク

 
当行グループの金利リスクは、利付資産と有利子負債との間の契約上の満期および金利更改の不一致により生じ
る。当行グループの利付資産および有利子負債は、主に人民元建てである。PBOCは、人民元による預金金利の上限およ
び人民元による貸出金利の下限を含む、人民元の基準金利を設定している。
 
当行グループは、金利リスクを以下によって管理している。

 
・　PBOCの基準金利に影響を与える可能性のあるマクロ経済的要因の定期的な監視
・　利付資産と有利子負債との間の契約上の満期および金利更改の不一致の最小化
・　PBOCの現行の基準金利を参照した、利付資産および有利子負債に係る金利幅の増大

 
下記の表は、当行グループの金融資産および負債を契約上の金利更改日と満期日のいずれか早い方で要約したも
のである。
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当行グループ 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

1ヶ月以内
1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月以内

1年超
5年以内 5年超 無利息 合計

現金および中央銀行預け金 848,936 ̶ ̶ ̶ ̶ 88,078937,014
銀行およびその他の金融機関への預け金 10,314 2,320 1,638 ̶ ̶ 2,160 16,432
銀行およびその他の金融機関への貸出金 28,317 16,736 7,445 ̶ ̶ ̶ 52,498
トレーディング目的保有金融資産 356 1,605 3,748 1,377 1,254 ̶ 8,340
純損益を通じて公正価値で測定するもの
として指定された金融資産 1,474 3,008 2,826 1,252 296 9 8,865
デリバティブ金融資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 10,207 10,207
売戻し条件付契約に基づき保有する金融
資産 115,28319,820 9,745 ̶ ̶ ̶ 144,848
顧客への貸出金 1,081,410567,1121,059,805 398 467 ̶ 2,709,192
売却可能金融資産 104,54089,550 70,601143,421119,970 1,261 529,343
満期保有投資 18,628 52,318191,285195,56875,017 ̶ 532,816
債権として分類される債務証券 746 1,612 6,214 125,85995,300 12 229,743
その他の金融資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 27,538 27,538
金融資産合計 2,210,004754,0811,353,307467,875292,304129,2655,206,836

中央銀行からの借入金 ̶ (49) ̶ ̶ ̶ (150,818)(150,867)
銀行およびその他の金融機関からの預り
金 (257,907)(2,522)(35,835)(354) ̶ ̶ (296,618)
銀行およびその他の金融機関からの借入
金 (24,248)(4,822)(1,092) (7) (206) ̶ (30,375)
純損益を通じて公正価値で測定するもの
として指定された金融負債 (4,464)(1,017)(3,446) (240) (325) (996)(10,488)
デリバティブ金融負債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (7,294)(7,294)
買戻し条件付契約に基づいて売却した金
融資産 (69,224)(2,033)(2,134) ̶ ̶ ̶ (73,391)
顧客からの預り金 (3,365,948)(414,181)(1,063,698)(366,334)(3,222)(73,811)(5,287,194)
発行債務証券 (644) (2,426) (824) (260) ̶ ̶ (4,154)
その他の金融負債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (76,182)(76,182)
金融負債合計 (3,722,435)(427,050)(1,107,029)(367,195)(3,753)(309,101)(5,936,563)
金利ギャップ (1,512,431)327,031246,278100,680288,551(179,836)(729,727)

(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

1ヶ月以内
1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月以内

1年超
5年以内 5年超 無利息 合計

現金および中央銀行預け金 1,053,751 ̶ ̶ ̶ ̶ 92,1331,145,884
銀行およびその他の金融機関への預け金 54,008 750 4,659 ̶ ̶ 3,251 62,668
銀行およびその他の金融機関への貸出金 18,763 20,319 5,397 ̶ ̶ ̶ 44,479
トレーディング目的保有金融資産 ̶ 1,509 5,779 9,578 2,822 ̶ 19,688
純損益を通じて公正価値で測定するもの
として指定された金融資産 2,790 3,950 9,371 3,973 199 46 20,329
デリバティブ金融資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 7,151 7,151
売戻し条件付契約に基づき保有する金融
資産 186,38750,891 9,092 ̶ ̶ ̶ 246,370
顧客への貸出金 1,168,670631,1591,211,979 925 2,251 ̶ 3,014,984
売却可能金融資産 125,48998,320211,561237,575126,699 561 800,205
満期保有投資 20,627 40,637135,693256,313123,053 ̶ 576,323
債権として分類される債務証券 ̶ 2,844 7,221 120,568761,893 6 892,532
その他の金融資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 32,936 32,936
金融資産合計 2,630,485850,3791,600,752628,9321,016,917136,0846,863,549

中央銀行からの借入金 ̶ (49) ̶ ̶ ̶ (265) (314)
銀行およびその他の金融機関からの預り
金 (187,988)(28,566)(32,251)(40,967) ̶ ̶ (289,772)
銀行およびその他の金融機関からの借入
金 (29,700)(2,722)(1,466) (3) (240) ̶ (34,131)
純損益を通じて公正価値で測定するもの
として指定された金融負債 (9,589)(3,699)(3,219)(3,248) (170) (2,752)(22,677)
デリバティブ金融負債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (11,534)(11,534)
買戻し条件付契約に基づいて売却した金
融資産 (28,708)(3,120)(3,262) ̶ ̶ ̶ (35,090)
顧客からの預り金 (3,666,787)(525,113)(1,372,789)(447,491)(5,447)(79,801)(6,097,428)
発行債務証券 (473) (2,469)(2,208) ̶ ̶ ̶ (5,150)
その他の金融負債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (127,613)(127,613)
金融負債合計 (3,923,245)(565,738)(1,415,195)(491,709)(5,857)(221,965)(6,623,709)
金利ギャップ (1,292,760)284,641185,557137,2231,011,060(85,881)239,840
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(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

1ヶ月以内
1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月以内

1年超
5年以内 5年超 無利息 合計

現金および中央銀行預け金 1,241,274 ̶ ̶ 154,000 ̶ 122,5321,517,806
銀行およびその他の金融機関への預け金 45,728 9,435 4,360 ̶ ̶ 2,170 61,693
銀行およびその他の金融機関への貸出金 36,031 4,983 8,421 ̶ ̶ ̶ 49,435
トレーディング目的保有金融資産 1,541 2,805 4,666 5,231 1,103 ̶ 15,346
純損益を通じて公正価値で測定するもの
として指定された金融資産 1,710 8,844 34,761 37,115 14,379 21 96,830
デリバティブ金融資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 4,678 4,678
売戻し条件付契約に基づき保有する金融
資産 147,267229,55144,275 ̶ ̶ ̶ 421,093
顧客への貸出金 1,490,9281,051,0951,466,9402,274 258 ̶ 4,011,495
売却可能金融資産 114,82492,144154,616246,819121,492 487 730,382
満期保有投資 43,602134,106218,857315,713171,637 ̶ 883,915
債権として分類される債務証券 ̶ 22,967108,41122,171736,644 6 890,199
その他の金融資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 35,621 35,621

金融資産合計 3,122,9051,555,9302,045,307783,3231,045,513165,5158,718,493

中央銀行からの借入金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (58) (58)
銀行およびその他の金融機関からの預り
金 (423,608)(73,384)(39,326)(36,421) ̶ (1,210)(573,949)
銀行およびその他の金融機関からの借入
金 (18,249)(6,162)(1,685) (67) (149) ̶ (26,312)
トレーディング目的保有金融負債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (56) (56)
純損益を通じて公正価値で測定するもの
として指定された金融負債 (46,283)(18,602)(46,341)(1,768) (80) (769)(113,843)
デリバティブ金融負債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (7,690)(7,690)
買戻し条件付契約に基づいて売却した金
融資産 (75,094)(10,561)(15,157) ̶ ̶ ̶ (100,812)
顧客からの預り金 (4,719,663)(602,155)(1,624,749)(457,002)(1,713)(92,336)(7,497,618)
発行債務証券 (621) (2,959)(5,337)(21,285)(24,977) ̶ (55,179)
その他の金融負債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (119,716)(119,716)
金融負債合計 (5,283,518)(713,823)(1,732,595)(516,543)(26,919)(221,835)(8,495,233)
金利ギャップ (2,160,613)842,107312,712266,7801,018,594(56,320)223,260

当行 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在

1ヶ月以内
1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月以内

1年超
5年以内 5年超 無利息 合計

現金および中央銀行預け金 848,843 ̶ ̶ ̶ ̶ 88,078936,921
銀行およびその他の金融機関への預け金 10,104 2,274 1,604 ̶ ̶ 2,116 16,098
銀行およびその他の金融機関への貸出金 28,317 16,736 7,445 ̶ ̶ ̶ 52,498
トレーディング目的保有金融資産 356 1,605 3,748 1,377 1,254 ̶ 8,340
純損益を通じて公正価値で測定するもの
として指定された金融資産 1,474 3,008 2,826 1,252 296 9 8,865
デリバティブ金融資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 10,207 10,207
売戻し条件付契約に基づき保有する金融
資産 115,28319,820 9,745 ̶ ̶ ̶ 144,848
顧客への貸出金 1,081,410567,1121,059,805 398 467 ̶ 2,709,192
売却可能金融資産 104,54089,550 70,601143,421119,970 1,261 529,343
満期保有投資 18,628 52,318191,285195,56875,017 ̶ 532,816
債権として分類される債務証券 746 1,612 6,214 125,85995,300 12 229,743
その他の金融資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 27,485 27,485
金融資産合計 2,209,701754,0351,353,273467,875292,304129,1685,206,356

中央銀行からの借入金 ̶ (49) ̶ ̶ ̶ (150,818)(150,867)
銀行およびその他の金融機関からの預り
金 (257,908)(2,522)(35,835)(354) ̶ ̶ (296,619)
銀行およびその他の金融機関からの借入
金 (24,248)(4,822)(1,092) (7) (206) ̶ (30,375)
純損益を通じて公正価値で測定するもの
として指定された金融負債 (4,464)(1,017)(3,446) (240) (325) (996)(10,488)
デリバティブ金融負債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (7,294)(7,294)
買戻し条件付契約に基づいて売却した金
融資産 (69,224)(2,033)(2,134) ̶ ̶ ̶ (73,391)
顧客からの預り金 (3,365,948)(414,181)(1,063,698)(366,334)(3,222)(73,811)(5,287,194)
発行債務証券 (644) (2,426) (824) (260) ̶ ̶ (4,154)
その他の金融負債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (75,638)(75,638)
金融負債合計 (3,722,436)(427,050)(1,107,029)(367,195)(3,753)(308,557)(5,936,020)
金利ギャップ

(1,512,735)326,985246,244100,680288,551(179,389)(729,664)
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(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

1ヶ月以内
1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月以内

1年超
5年以内 5年超 無利息 合計

現金および中央銀行預け金 1,053,593 ̶ ̶ ̶ ̶ 92,1331,145,726
銀行およびその他の金融機関への預け金 53,305 740 4,599 ̶ ̶ 3,209 61,853
銀行およびその他の金融機関への貸出金 18,763 20,319 5,618 ̶ ̶ ̶ 44,700
トレーディング目的保有金融資産 ̶ 1,509 5,779 9,578 2,822 ̶ 19,688
純損益を通じて公正価値で測定するもの
として指定された金融資産 2,790 3,950 9,306 3,973 199 46 20,264
デリバティブ金融資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 7,151 7,151
売戻し条件付契約に基づき保有する金融
資産 186,38750,891 9,092 ̶ ̶ ̶ 246,370
顧客への貸出金 1,168,670631,1591,211,946 925 2,251 ̶ 3,014,951
売却可能金融資産 125,48998,320211,561237,575126,699 561 800,205
満期保有投資 20,627 40,637135,693256,313123,053 ̶ 576,323
債権として分類される債務証券 ̶ 2,844 7,221 120,568761,893 6 892,532
その他の金融資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 32,874 32,874
金融資産合計 2,629,624850,3691,600,815628,9321,016,917135,9806,862,637

中央銀行からの借入金 ̶ (49) ̶ ̶ ̶ (265) (314)
銀行およびその他の金融機関からの預り
金 (187,988)(28,566)(32,251)(40,967) ̶ ̶ (289,772)
銀行およびその他の金融機関からの借入
金 (29,700)(2,722)(1,466) (3) (240) ̶ (34,131)
純損益を通じて公正価値で測定するもの
として指定された金融負債 (9,589)(3,699)(3,219)(3,248) (170) (2,752)(22,677)
デリバティブ金融負債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (11,534)(11,534)
買戻し条件付契約に基づいて売却した金
融資産 (28,708)(3,120)(3,262) ̶ ̶ ̶ (35,090)
顧客からの預り金 (3,666,787)(525,113)(1,372,737)(447,491)(5,447)(79,798)(6,097,373)
発行債務証券 (473) (2,469)(2,208) ̶ ̶ ̶ (5,150)
その他の金融負債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (127,293)(127,293)
金融負債合計 (3,923,245)(565,738)(1,415,143)(491,709)(5,857)(221,642)(6,623,334)
金利ギャップ (1,293,621)284,631185,672137,2231,011,060(85,662)239,303

(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

1ヶ月以内
1ヶ月超
3ヶ月以内

3ヶ月超
12ヶ月以内

1年超
5年以内 5年超 無利息 合計

現金および中央銀行預け金 1,241,274 ̶ ̶ 154,000 ̶ 122,4881,517,762
銀行およびその他の金融機関への預け金 45,320 9,435 4,360 ̶ ̶ 2,170 61,285
銀行およびその他の金融機関への貸出金 36,031 4,983 8,421 ̶ ̶ ̶ 49,435
トレーディング目的保有金融資産 1,541 2,805 4,666 5,231 1,103 ̶ 15,346
純損益を通じて公正価値で測定するもの
として指定された金融資産 1,710 8,844 34,761 37,115 14,379 21 96,830
デリバティブ金融資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 4,678 4,678
売戻し条件付契約に基づき保有する金融
資産 147,267229,55144,275 ̶ ̶ ̶ 421,093
顧客への貸出金 1,490,9281,051,0951,466,8312,274 258 ̶ 4,011,386
売却可能金融資産 114,82492,144154,616246,819121,492 487 730,382
満期保有投資 43,602134,106218,857315,713171,637 ̶ 883,915
債権として分類される債務証券 ̶ 22,967108,41122,171736,644 6 890,199
その他の金融資産 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ 35,551 35,551
金融資産合計 3,122,4971,555,9302,045,198783,3231,045,513165,4018,717,862

中央銀行からの借入金 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (58) (58)
銀行およびその他の金融機関からの預り
金 (424,453)(73,384)(39,326)(36,421) ̶ (1,210)(574,794)
銀行およびその他の金融機関からの借入
金 (18,249)(6,162)(1,685) (67) (149) ̶ (26,312)
トレーディング目的保有金融負債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (56) (56)
純損益を通じて公正価値で測定するもの
として指定された金融負債 (46,283)(18,602)(46,341)(1,768) (80) (769)(113,843)
デリバティブ金融負債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (7,690)(7,690)
買戻し条件付契約に基づいて売却した金
融資産 (75,094)(10,561)(15,157) ̶ ̶ ̶ (100,812)
顧客からの預り金 (4,719,536)(602,155)(1,624,700)(457,002)(1,713)(92,336)(7,497,442)
発行債務証券 (621) (2,959)(5,337)(21,285)(24,977) ̶ (55,179)
その他の金融負債 ̶ ̶ ̶ ̶ ̶ (119,320)(119,320)
金融負債合計 (5,284,236)(713,823)(1,732,546)(516,543)(26,919)(221,439)(8,495,506)
金利ギャップ (2,161,739)842,107312,652266,7801,018,594(56,038)222,356
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下記の表は、各報告期間の末日現在の当行グループの利付資産および有利子負債のポジションに基づき、全通貨の
イールド・カーブが上方または下方に100ベーシス・ポイント平行移動した場合の、当行グループの受取利息純額お
よび資本に対する潜在的影響額を表している。

当行グループ 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日 2008年12月31日 2009年12月31日

受取利息純額 資本 受取利息純額 資本 受取利息純額 資本
+100 ベーシス・ポイント (10,842)(12,764)(9,315)(17,431)(12,516)(14,826)
-100 ベーシス・ポイント 10,84213,743 9,315 18,714 12,51615,851

当行 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日 2008年12月31日 2009年12月31日

受取利息純額 資本 受取利息純額 資本 受取利息純額 資本
+100 ベーシス・ポイント (10,846)(12,764)(9,323)(17,431)(12,527)(14,826)
-100 ベーシス・ポイント 10,84613,743 9,323 18,714 12,52715,851

受取利息純額に対する感応度分析は、期末日現在で保有する金融資産および金融負債の構成が変化しないという
仮定のもとでの、金利の合理的に可能な変動に基づいている。
 
資本に対する感応度分析は、金利の合理的に可能な変動調整後の、期末日現在の固定利付売却可能金融資産の変動
に対する影響額である。
 

　　次へ
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6．　　 資本管理
 

資本管理に対する当行グループの目的は、以下の通りである。
 

・　当行グループが、株主の利益およびその他の利害関係者の便益を継続して提供することができるよう、継続企
業として存続する当行グループの能力を保護すること。

・　当行グループの安定および成長を支えること。
・　リスクに基づく効率的なアプローチにより資本を配分し、リスク調整後の株主への利益を最大化すること。
・　十分な資本基盤を維持し、当行グループの事業の発展を支えること。

 
CBRCは、商業銀行の自己資本比率および中核的自己資本比率がそれぞれ8%および4%を下回らないことを要求して
いる。商業銀行では、補完的自己資本が中核的自己資本の100%を超過してはならず、また補完的自己資本に含まれる
長期劣後負債が中核的自己資本の50%を超過してはならない。トレーディング勘定の総ポジションがオンバランスお
よびオフバランスの資産合計の10%または85億人民元を超過する場合、商業銀行は、市場リスク資本を設定しなけれ
ばならない。現在、当行グループはすべての法的および規制上の要件に従っている。
 
オンバランスのリスク加重資産は、各資産および取引相手先の性質に従って測定され、各資産および取引相手先に
関連する信用リスク、市場リスクおよびその他のリスクの見積りを反映するものであり、有効な担保または保証が考
慮されている。潜在的損失のより高い偶発性を反映するために調整を加えたうえで、オフバランスのエクスポー
ジャーも同様に処理される。市場リスク資本調整額は、標準的手法を用いて算定される。

 
当行グループは、商業銀行の自己資本比率の管理方法の修正に係る中国銀行業監督管理委員会の決定、銀行および
金融機関による「企業会計基準」導入後の自己資本比率の算定に係る関連問題に対する中国銀行業監督管理委員会
の通達、およびCBRCが規定したその他の関連規則に従って自己資本比率を算定している。
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在 2009年12月31日現在

当行グループ 当行 当行グループ 当行
中核的自己資本比率 (1) 8.04% 8.00% 7.74% 7.69%
自己資本比率 (2) 9.41% 9.36% 10.07% 10.01%
自己資本の構成要素
中核的自己資本：
株式資本 260,000260,000260,000260,000
利益準備金ならびに一般および法定準備金 1,251 1,247 18,448 18,431
当期未処分利益 12,022 10,677 59,817 58,385
少数株主持分 96 ̶ 106 ̶

273,369271,924338,371336,816
補完的自己資本：
減損貸出金に対する一般引当金 37,815 37,815 66,057 66,056
売却可能金融資産の
　公正価値変動準備金 (3) 8,646 8,646 2,312 2,312
長期劣後債 ̶ ̶ 50,000 50,000

46,461 46,461 118,369118,368
控除項目控除前自己資本合計 319,830318,385456,740455,184
控除：
連結対象外の株式投資 (347) (779) (197) (1,333)
その他の控除項目 ̶ ̶ (16,194)(16,194)
控除項目控除後自己資本合計 319,483317,606440,349437,657
リスク加重資産および市場リスク資本調整額 (4) 3,396,3013,394,2174,373,0064,370,842

(1）中核的自己資本比率は、中核的自己資本純額(非連結の持分投資の50%を控除後)をリスク加重資産に市場リスク
資本調整額を加えた額で除して算定されている。

 
(2）自己資本比率は、控除項目控除後の総自己資本をリスク加重資産に市場リスク資本調整額を加えた額で除して
算定されている。

 
(3）売却可能金融資産の公正価値のプラスの正味変動累積額から生じる準備金は中核的自己資本から差し引かれ、
当該残高の50%が補完的自己資本に含まれる。

 
(4）市場リスク資本調整額は、市場リスク資本の12.5倍に相当する。
 
Ⅷ．金融商品の公正価値

 
金融資産および金融負債の公正価値は、以下の通り算定される。

 
・　標準的な条件を備え、活発で流動性のある市場において取引される金融資産および金融負債の公正価値は、市

場相場の買呼値および売呼値を参照してそれぞれ算定される。 
 
・　その他の金融資産および金融負債(デリバティブを除く。)の公正価値は、観察可能な直近の市場取引および類

似の商品に対するディーラーの気配値を用いた割引キャッシュ・フロー分析に基づく、一般に認められた価
格決定モデルに従って算定される。
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・　デリバティブの公正価値は、相場価格を用いて算定される。相場価格が入手できない場合、オプション以外のデ
リバティブについては商品の残存期間の適切なイールド・カーブを使用した割引キャッシュ・フロー分析
が用いられ、オプションのデリバティブについてはオプション価格決定モデルが用いられる。

 
・　金融保証契約の公正価値は、オプション価格決定モデルを用いて算定される。当該モデルにおける主な仮定は、

市場に基づく信用情報から推定された、特定の取引相手先ごとのデフォルト率および債務不履行が発生した
場合の損失の額である。

 

下記の表は、財政状態計算書において公正価値で表示されていない金融資産および負債の帳簿価額ならびに公正
価値を要約している。帳簿価額が公正価値に近似している金融資産および負債(中央銀行預け金、銀行およびその他
の金融機関への預け金、銀行およびその他の金融機関への貸出金、売戻し条件付契約に基づいて保有する金融資産、
中央銀行からの借入金、銀行およびその他の金融機関からの借入金、買戻し条件付き契約に基づいて売却した金融資
産ならびに発行譲渡性預金証書等)は、下記の表には含まれていない。

当行グループ 
(単位：百万人民元) 2007年12月31日 2008年12月31日 2009年12月31日

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値
金融資産
顧客への貸出金 2,709,1922,709,1133,014,9843,015,0294,011,4954,011,504
満期保有投資 532,816543,994576,323608,739883,915894,861
債権として分類される債務証券 229,743226,929892,532896,889890,199891,458

3,471,7513,480,0364,483,8394,520,6575,785,6095,797,823
(単位：百万人民元) 2007年12月31日 2008年12月31日 2009年12月31日

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値
金融負債
銀行およびその他の金融機関からの
預り金 296,618296,585289,772289,859573,949574,025
顧客からの預り金 5,287,1945,281,4826,097,4286,114,9897,497,6187,507,370
発行劣後債 ̶ ̶ ̶ ̶ 49,95547,155

5,583,8125,578,0676,387,2006,404,8488,121,5228,128,550
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当行
(単位：百万人民元) 2007年12月31日 2008年12月31日 2009年12月31日

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値
金融資産
顧客への貸出金 2,709,1922,709,1133,014,9513,014,9964,011,3864,011,395
満期保有投資 532,816543,994576,323608,739883,915894,861
債権として分類される債務証券 229,743226,929892,532896,889890,199891,458

3,471,7513,480,0364,483,8064,520,6245,785,5005,797,714
(単位：百万人民元) 2007年12月31日 2008年12月31日 2009年12月31日

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値
金融負債
銀行およびその他の金融機関からの
預り金 296,619296,585289,772289,859574,794574,870
顧客からの預り金 5,287,1945,281,4826,097,3736,114,9347,497,4427,507,194
発行劣後債 ̶ ̶ ̶ ̶ 49,95547,155

5,583,8135,578,0676,387,1456,404,7938,122,1918,129,219

財政状態計算書に認識された公正価値測定
 
下記の表は、当初認識後に公正価値で測定された金融商品を、公正価値が観察可能である程度に基づいてレベル1
からレベル3にグループ分けして分析したものである。

 
・　レベル1の公正価値測定は、同一の資産または負債の活発な市場における相場価格(無調整)から算出される。
 
・　レベル2の公正価値測定は、資産または負債について、レベル1に含まれる相場価格以外の、直接的に観察可能な

インプット(すなわち価格としてのインプット)、または間接的に観察可能なインプット(すなわち価格から
算出されたインプット)から算出される。

 
・　レベル3の公正価値測定は、資産または負債について、観察可能な市場データに基づかないインプット(観察不

能なインプット)を含む評価手法により算出される。
当行グループおよび当行 

(単位：百万人民元) 2007年12月31日現在
レベル1 レベル2 レベル3 合計

トレーディング目的保有金融資産 ̶ 8,340 ̶ 8,340
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産 831 4,914 3,120 8,865
売却可能金融資産 12,863494,40021,940529,203
デリバティブ金融資産 ̶ 7,010 3,19710,207
資産合計 13,694514,66428,257556,615
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (10,488)(10,488)
デリバティブ金融負債 ̶ (3,801)(3,493)(7,294)
負債合計 ̶ (3,801)(13,981)(17,782)

当行グループ
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

レベル1 レベル2 レベル3 合計
トレーディング目的保有金融資産 ̶ 19,688 ̶ 19,688
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産 750 11,2338,34620,329
売却可能金融資産 83,905706,4519,657800,013
デリバティブ金融資産 ̶ 2,494 4,657 7,151
資産合計 84,655739,86622,660847,181
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (22,677)(22,677)
デリバティブ金融負債 ̶ (2,907)(8,627)(11,534)
負債合計 ̶ (2,907)(31,304)(34,211)

当行 
(単位：百万人民元) 2008年12月31日現在

レベル1 レベル2 レベル3 合計
トレーディング目的保有金融資産 ̶ 19,688 ̶ 19,688
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産 750 11,1688,34620,264
売却可能金融資産 83,905706,4519,657800,013
デリバティブ金融資産 ̶ 2,494 4,657 7,151
資産合計 84,655739,80122,660847,116
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債 ̶ ̶ (22,677)(22,677)
デリバティブ金融負債 ̶ (2,907)(8,627)(11,534)
負債合計 ̶ (2,907)(31,304)(34,211)

当行グループおよび当行 
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

レベル1 レベル2 レベル3 合計
トレーディング目的保有金融資産 ̶ 15,346 ̶ 15,346
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産 2,04039,13355,65796,830
売却可能金融資産 39,599688,9501,631730,180
デリバティブ金融資産 ̶ 1,193 3,485 4,678
資産合計 41,639744,62260,773847,034
トレーディング目的保有金融負債 (56) ̶ ̶ (56)
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純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債 ̶ (2,022)(111,821)(113,843)
デリバティブ金融負債 ̶ (1,228)(6,462)(7,690)
負債合計 (56)(3,250)(118,283)(121,589)

当期に、レベル1とレベル2の間での振り替えは発生しなかった。
 
金融資産および負債のレベル3の公正価値測定に関する調整は以下の通りである。

当行グループおよび当行 
(単位：百万人民元) 純損益を通じて公正

価値で測定するもの
として指定された金
融資産 

売却可能金融資
産 

デリバティブ金
融商品(純額)

純損益を通じて公正
価値で測定するもの
として指定された金
融負債 

2007年1月1日現在 893 26,713 (281) (15,275)
以下に認識 9 (6,925) (533) (643)
̶純利益/(損失) 9 2,663 (533) (643)
̶その他の包括利益 ̶ (9,588) ̶ ̶
購入 2,226 4,774 ̶ ̶
発行 ̶ ̶ ̶ (4,432)
決済 (8) (2,622) 518 9,862
レベル3への/(からの)振り替え ̶ ̶ ̶ ̶
2007年12月31日現在 3,120 21,940 (296) (10,488)
2007年12月31日現在保有資産/負債に
ついて純損益に含められた当期利得ま
たは損失 2 (6,926) 808 (700)
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当行グループおよび当行 
(単位：百万人民元) 純損益を通じて公正

価値で測定するもの
として指定された金
融資産 

売却可能金融資
産 

デリバティブ金
融商品、純額 

純損益を通じて公正
価値で測定するもの
として指定された金
融負債 

2008年1月1日現在 3,120 21,940 (296) (10,488)
以下に認識 (200) (9,809) (3,327) (3,016)
̶純(損失)/ 利益 (200) (1,593) (3,327) (3,016)
̶その他の包括利益 ̶ (8,216) ̶ ̶
購入 7,460 168 ̶ ̶
発行 ̶ ̶ ̶ (16,537)
決済 (2,034) (2,642) (347) 7,364
レベル3への/(からの)振り替え ̶ ̶ ̶ ̶
2008年12月31日現在 8,346 9,657 (3,970) (22,677)
2008年12月31日現在保有資産/負債に
ついて純損益に含められた当期利得ま
たは損失 (204) (9,808) (3,389) (2,434)

当行グループおよび当行 

(単位：百万人民元)

純損益を通じて公正
価値で測定するもの
として指定された金
融資産 

売却可能金融資
産 

デリバティブ金
融商品、純額 

純損益を通じて公正
価値で測定するもの
として指定された金
融負債 

2009年1月1日現在 8,346 9,657 (3,970) (22,677)
以下に認識 448 3,750 901 1,468
̶純利益 448 3,554 901 1,468
̶その他の包括利益 ̶ 196 ̶ ̶
購入 51,537 1,560 ̶ 1
発行 ̶ ̶ ̶ (106,499)
決済 (4,435) (12,760) 92 15,886
レベル3からの振り替え (239) (576) ̶ ̶
2009年12月31日現在 55,657 1,631 (2,977) (111,821)
2009年12月31日現在保有資産/負債に
ついて純損益に含められた当期利得ま
たは損失 303 21 630 1,517

 
B.後発事象

 
2010年4月21日に、MOF、匯金公司、当行および全国社会保障基金理事会(the National Council for Social
Security Fund、以下「NCSSF」という。)により調印された「中国農業銀行股?有限公司株式の引受に関する合意」
に従って、NCSSFは、当行の株式資本10十億株を1株当たり額面1人民元で引き受けた。引受後、NCSSFは、当行の登録株
式総数の3.70%を保有した。

 
C.期末日後の財務書類
 
2009年12月31日より後の期間に関して、当行グループ、当行およびその子会社の監査済財務書類は作成されていな
い。
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中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

467/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

468/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

469/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

470/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

471/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

472/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

473/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

474/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

475/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

476/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

477/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

478/588



 
　　次へ

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）
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EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

480/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

481/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

482/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

483/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

484/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

485/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

486/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

487/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

488/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

489/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

490/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

491/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

492/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

493/588



 
　　次へ

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）
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EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

495/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

496/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

497/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

498/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

499/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

500/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

501/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

502/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

503/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

504/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

505/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

506/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

507/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

508/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

509/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

510/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

511/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

512/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

513/588



 
　　次へ

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

514/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

515/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

516/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

517/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

518/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

519/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

520/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

521/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

522/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

523/588



 
　　次へ

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

524/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

525/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

526/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

527/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

528/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

529/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

530/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

531/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

532/588



EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

533/588



２【主な資産・負債及び収支の内容】

「第二部-第３-７ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。

 

３【その他】

（１）後発事象

「第二部-第６-１ 財務書類-B」を参照のこと。

 

（２）訴訟

「第二部-第３-４ 事業等のリスク」を参照のこと。

　　次へ

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

534/588



（３）その他
 
a.　無監査中間財務情報
 
以下に掲載する情報は、2010年3月31日に終了した期間の当行グループの無監査中間財務情報である。附属書類Ⅰ
(訳者注：原文の掲載箇所)に掲載されている、報告会計士であるデロイト・トウシュ・トーマツ(香港の公認会計士
事務所)が作成した会計士報告書の一部を形成するものではなく、情報提供のみを目的としてここに掲載されてい
る。
 
中間財務情報のレビュー報告書
 
中国農業銀行股?有限公司
取締役会　御中 
 
序文
 
私どもは、Ⅱ-2頁からⅡ-41頁(訳者注：原文の頁数)に掲載されている中間財務情報、すなわち、2010年3月31日現
在の中国農業銀行股?有限公司(以下「銀行」という。)およびその子会社(以下、総称して「銀行グループ」とい
う。) の要約連結財政状態計算書、および同日に終了した3ヶ月間の関連する要約連結損益計算書、要約連結包括利益
計算書、要約連結所有者持分変動計算書および要約連結キャッシュ・フロー計算書、ならびに説明のための一定の注
記についてレビューを行った。国際会計基準第34号「中間財務報告」(以下「IAS第34号」という。)に準拠して当中
間財務情報を作成し開示する責任は、銀行の取締役にある。私どもの責任は、合意された契約条件に従い、私どものレ
ビューに基づいて当中間財務情報に対する結論を表明し、組織としての会社取締役会のみに私どもの結論を報告す
ることにある。私どもの報告には他のいかなる目的もない。私どもは、当報告書の内容に関して他のいかなる個人に
対する責任を引き受けることも義務を負うこともない。
 
レビューの範囲
私どもは、香港レビュー業務基準第2400号「財務書類のレビュー業務」に準拠してレビューを行った。中間財務情
報のレビューは、主として財務および会計に関する事項に責任を有する者に対して実施される質問、分析的手続その
他のレビュー手続により行われており、香港監査基準に準拠して実施される監査に比べ著しく狭い範囲で行われた
ため、レビューにより、監査で識別することができるすべての重要な事項に私どもが気付いたという保証は得られな
かった。従って、私どもは監査意見の表明は行わない。 
結論
私どもが実施したレビューにおいて、当中間財務情報がIAS第34号に準拠して作成されていないと考えられる事項
がすべての重要な点において認められなかった。
 
デロイト・トウシュ・トーマツ
公認会計士事務所
香港
 
[2010年6月30日]

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）
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要約連結損益計算書
2010年3月31日に終了した3ヶ月間
     以下に終了した3ヶ月間

注記

 2010年
3月31日
(無監査)

 2009年
3月31日
(無監査)

 
 

 百万
人民元

 百万
人民元

      
受取利息 Ⅲ. 1 81,220 69,804
支払利息 Ⅲ. 1 (27,672) (28,369)
受取利息純額    53,548 41,435
受取報酬および手数料 Ⅲ. 2 11,162 9,235
支払報酬および手数料 Ⅲ. 2 (305) (195)
受取報酬および手数料純額    10,857 9,040
トレーディング業務利得純額 Ⅲ. 3  793 970
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品に係る
利得/(損失)純額 Ⅲ. 4 

 
551 (249)

投資有価証券に係る利得純額    25 147
その他の営業収益、純額   561 742
営業収益    66,335 52,085
営業費用 Ⅲ. 5  (26,047) (20,715)
資産に係る減損損失 Ⅲ. 6  (8,500) (7,077)
営業利益    31,788 24,293
税引前純利益    31,788 24,293
法人所得税費用 Ⅲ. 7  (6,809) (6,259)
純利益    24,979 18,034
以下に帰属:       

当行の持分所有者    24,970 18,031
非支配持分    9  3

   24,979 18,034
1株当たり利益       
(単位：1株当たり1人民元)       
—基本的 Ⅲ. 8  0.10 0.07

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）
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要約連結包括利益計算書
2010年3月31日に終了した3ヶ月間
 
    以下に終了した3ヶ月間

  注記

 2010年
3月31日
(無監査)

 2009年
3月31日
(無監査)

 

 

 百万
人民元

 百万
人民元

      
純利益   24,979 18,034
      
その他の包括利益：      
売却可能金融資産に係る公正価値評価利得/(損失)      

—当期間に発生した公正価値評価利得/(損失)   3,180 (7,646)
—売却可能金融資産の処分/減損処理時に純損益へ振り替えた金
額  

 
(42) (456)

在外営業活動体の換算に係る為替差額   3  41
売却可能金融資産に係る法人所得税   (776) 2,014
当期間のその他の包括利益(税効果後)   2,365 (6,047)
当期間の包括利益合計   27,344 11,987
以下に帰属する包括利益合計:      

当行の持分所有者   27,335 11,984
非支配持分   9  3
   27,344 11,987

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）
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要約連結財政状態計算書
2010年3月31日現在
 

  注記

 2010年
3月31日
（無監査）

 2009年
12月31日
（監査済）

   百万人民元  百万人民元
      
資産      

現金および中央銀行預け金 Ⅲ. 9  1,679,042 1,517,806
銀行およびその他の金融機関への預け金 Ⅲ. 10  67,902 61,693
銀行およびその他の金融機関への 貸出金 Ⅲ. 11  84,443 49,435
トレーディング目的保有金融資産 Ⅲ. 12  22,228 15,346
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融
資産 Ⅲ. 13 

 
101,667 96,830

売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 Ⅲ. 14  456,796 421,093
デリバティブ金融資産 Ⅲ. 15  4,375 4,678
顧客への貸出金 Ⅲ. 16  4,316,787 4,011,495
売却可能金融資産 Ⅲ. 17  569,329 730,382
満期保有投資 Ⅲ. 18  1,145,214 883,915
債権として分類される債務証券 Ⅲ. 19  839,605 890,199
関連会社に対する持分  141 141
有形固定資産  110,512 111,973
繰延税金資産 Ⅲ. 29  19,615 19,659
その他の資産 Ⅲ. 20  81,831 67,943

資産合計   9,499,487 8,882,588
       
負債    

中央銀行からの借入金   58 58
銀行およびその他の金融機関からの預り金 Ⅲ. 21  565,295 573,949
銀行およびその他の金融機関からの借入金 Ⅲ. 22  32,225 26,312
トレーディング目的保有金融負債 Ⅲ. 23  68 56
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融
負債 Ⅲ. 24 

 
91,546 113,843

買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産 Ⅲ. 25  103,981 100,812
デリバティブ金融負債 Ⅲ. 15  6,712 7,690
顧客からの預り金 Ⅲ. 26  8,100,382 7,497,618
未払人件費 Ⅲ. 27  28,906 29,938
税金負債   9,595 5,163
発行債務証券 Ⅲ. 28  57,059 55,179
その他の負債 Ⅲ. 30  133,381 129,045

負債合計   9,129,208 8,539,663
      
資本      

株式資本   260,000 260,000
投資再評価準備金 Ⅲ. 31  6,986 4,624
利益準備金   7,676 7,676
一般および法定準備金   10,776 10,772
利益剰余金    84,783 59,817
為替換算準備金    (67) (70)

当行の持分所有者に帰属する持分    370,154 342,819
非支配持分    125 106
資本合計    370,279 342,925
        
資本および負債合計   9,499,487 8,882,588

 
　　次へ

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）
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要約連結所有者持分変動計算書
2010年3月31日に終了した3ヶ月間

 
  当行の持分所有者に帰属する持分合計   

注記
株式資本 利益準備金

一般および
法定準備金

利益剰余金
投資再評価
準備金

為替換算
準備金

小計
非支配持
分

合計

  
百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

百万人民
元
百万人民元

百万人民
元

百万人民元

2010年1月1日現在（監査済） 260,000 7,676 10,772 59,817 4,624 (70)342,819106 342,925 

純利益 － － － 24,970 － － 24,970 9 24,979
その他の包括利益 － － － － 2,362 3 2,365 － 2,365

当期間の包括利益合計 － － － 24,9702,362 3 27,335 9 27,344
           
非支配株主からの拠出  － － － － － － － 10 10
利益準備金繰入額  － － － － － － － － －
一般および法定準備金繰入額  － － 4 (4) － － － － －

2010年3月31日現在（無監査） 260,0007,67610,77684,7836,986 (67)370,154125 370,279

           

 
  当行の持分所有者に帰属する持分合計   

注記
株式資本 利益準備金

一般および
法定準備金

利益剰余金
投資再評価
準備金

為替換算
準備金

小計
非支配持
分

合計

  
百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元 百万人民元

百万人民
元
百万人民元

百万人民
元

百万人民元

2009年1月1日現在（監査済）  260,0001,187 64 12,02217,292 (120)290,445 96 290,541

純利益  － － － 18,031 － － 18,031 3 18,034
その他の包括利益  － － － － (6,088) 41 (6,047)－ (6,047)

当期間の包括利益合計  － － － 18,031(6,088) 41 11,984 3 11,987
           
利益準備金繰入額  － － － － － － － － －
一般および法定準備金繰入額  － － 2 (2) － － － － －

2009年3月31日現在（無監査）  260,0001,187 66 30,05111,204 (79)302,429 99 302,528

純利益  － － － 46,961 － － 46,961 7 46,968
その他の包括利益  － － － － (6,580) 9 (6,571)－ (6,571)

当期間の包括利益合計  － － － 46,961(6,580) 9 40,390 7 40,397
           
利益準備金繰入額  － 6,489 － (6,489) － － － － －
一般および法定準備金繰入額  － － 10,706(10,706) － － － － －

2009年12月31日現在（監査済）  260,000 7,676 10,772 59,817 4,624 (70)342,819106 342,925 

 
 
　　次へ
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要約連結キャッシュ・フロー計算書
2010年3月31日に終了した3ヶ月間

 
    以下に終了した3ヶ月間

  注記

 2010年
3月31日
（無監査）

 2009年
3月31日
（無監査）

 
 

 百万
人民元

 百万
人民元

      
営業活動によるキャッシュ・フロー      
税引前純利益   31,788 24,293
調整:      

無形資産およびその他の資産の償却費   381 374
有形固定資産の減価償却費   2,388 2,242
資産に係る減損損失   8,500 7,077
投資有価証券から生じた受取利息   (18,609) (18,279)
減損した金融資産から生じた受取利息   (377) (471)
発行劣後債に係る支払利息   453 －
投資有価証券の売却 による利得純額   (25) (147)
有形固定資産およびその他の資産の売却による利得純額   (52) (63)
為替換算差損   730 690

運転資本の変動前営業活動によるキャッシュ・フロー   25,177 15,716
中央銀行預け金ならびに銀行およびその他の金融機関への預け金の増加
純額  

 
(146,518)

 
(52,677)

銀行およびその他の金融機関への貸出金の増加純額   (1,556) (13,322)
顧客への貸出金の増加純額   (313,549) (576,852)
中央銀行からの借入金の減少純額   －  (207)
顧客からの預り金ならびに銀行およびその他の金融機関からの預り金の
増加純額  

 
595,986

 
979,054

その他の営業資産の減少/(増加)   114,574 (343,126)
その他の営業負債の(減少)/増加   (11,272) 1,813
営業活動によるキャッシュ収入   262,842 10,399
法人所得税支払額   (3,108) (2,005)
営業活動による正味キャッシュ収入   259,734 8,394
投資活動によるキャッシュ・フロー      
投資有価証券の売却/償還により受領した現金   352,732 234,074
投資有価証券に係る利益により受領した現金   10,966 17,119
その他の投資活動により受領した現金   406 322
投資有価証券の購入のために支払った現金   (404,786) (291,905)
有形固定資産およびその他の資産の購入のために支払った現金   (2,075) (1,729)
投資活動による正味キャッシュ支出   (42,757) (42,119)
財務活動によるキャッシュ・フロー      
非支配株主による拠出   10 －
財務活動による正味キャッシュ収入   10 －
現金および現金同等物の増加/(減少)純額   216,987 (33,725)
現金および現金同等物の期首残高   329,300 488,564
現金および現金同等物に対する為替レートの変動の影響   (610) (518)
現金および現金同等物の期末残高 Ⅲ. 32 545,677 454,321
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2010年3月31日に終了した3ヶ月間の要約連結財務情報に対する注記
(金額は、別途記載がある場合を除き、百万人民元を表す。)
 
Ｉ．開示の基礎
 
当要約連結財務書類は、国際会計基準第34号「中間財務報告」(以下「IAS第34号」という。)に準拠して作成され
ている。
 
Ⅱ．重要な会計方針
 
当要約連結財務書類は、公正価値で測定する一部の金融商品を除き、取得原価基準で作成されている。当要約連結
財務書類で使用されている会計方針は、国際財務報告基準(以下「IFRS」という。)に準拠して作成された、2009年12
月31日に終了した事業年度の当行グループの財務書類に使用された方針と首尾一貫している。
 
当中間期間において、当行グループは、2010年1月1日に開始した当行グループの事業年度に適用される、国際会計
基準審議会(以下「IASB」という。)が公表した多数の新基準および改訂基準、修正および解釈指針(以下「新IFRSま
たは改訂IFRS」という。)を初めて適用している。
 
新IFRSまたは改訂IFRSの適用は、当期間および過去の期間に重要な影響を与えなかった。従って、修正は必要とな
らなかった。
 
当行グループは、公表されたがまだ発効していない、以下の新基準、改訂基準、修正および解釈指針を早期適用して
いない。
 

IFRS(修正) 2010年5月公表の「IFRSの改善」
1 
(IFRS第1号の修正を除く。)

IAS第32号(修正) 「株主割当で発行された新株予約権の分類」
2

IFRS第1号(修正) 「初度適用企業に対するIFRS第7号の比較情報開示の限定的免除」
3

IFRS第9号 「金融商品」
5

IFRIC第14号(修正) 「最低積立要求額の前払い」
4

IFRIC第19号 「資本性金融商品による金融負債の消滅」
3

1
 2010年7月1日および2011年1月1日以降に開始する事業年度から適宜適用
2
 2010年2月1日以降に開始する事業年度から適用
3 
2010年7月1日以降に開始する事業年度から適用
4 
2011年1月1日以降に開始する事業年度から適用
5 
2013年1月1日以降に開始する事業年度から適用
 

IFRS第9号「金融商品」は、金融資産の分類および測定に関する新たな要求を導入するもので、2013年1月1日以降
開始する事業年度から適用となり、早期適用も認められる。当該基準は、IAS第39号「金融商品：認識および測定」の
適用対象の認識したすべての金融資産を、償却原価または公正価値のいずれかで測定することを要求している。特
に、負債性投資で、(i)契約に基づくキャッシュ・フローの回収を保有目的とする事業モデルにおいて保有され、かつ
(ii)元本および元本残高に係る利息の支払いのみからなる、契約に基づくキャッシュ・フローを伴うものは、原則と
して償却原価で測定される。その他の負債性投資および資本性投資はすべて、公正価値で測定される。経営者の見解
では、IFRS第9号の適用は、当行グループの金融資産の分類および測定に重要な影響を与える見込みである。
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Ⅲ．要約連結財務書類に対する注記
 
1.　　　受取利息純額

(単位：百万人民元)   以下に終了した3ヶ月間
2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

受取利息
顧客への貸出金 54,631 46,356
内訳：法人向け貸出金 42,032 37,584

個人向け貸出金 10,963 6,439
割引手形   1,636 2,333

債権として分類される債務証券  6,905 6,899
満期保有投資   7,264 5,645
売却可能金融資産 4,451 5,762
中央銀行預け金 5,807 3,836
売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産ならびに
銀行およびその他の金融機関に対する貸出金/預け
金 2,036 1,144

トレーディング目的保有金融資産 99 126
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定さ
れた金融資産 27 36

小計 81,220 69,804
  

支払利息   
顧客からの預り金 (24,489)(26,859)
銀行およびその他の金融機関からの預り金/借入金な
らびに買戻し条件付契約に基づいて売却した金融
資産 (2,718)(1,469)

純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定さ
れた金融負債 － (16)

発行債務証券 (465) (25)
中央銀行からの借入金 － －

小計 (27,672)(28,369)
受取利息純額 53,548 41,435
 
受取利息に含まれる減損金融資産に係る未収利息 377 471

 
2.　　　受取報酬および手数料純額
 

(単位：百万人民元) 以下に終了した3ヶ月間
2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

受取報酬および手数料
決済および清算手数料 3,371 2,794
代理人手数料 3,120 3,436
銀行カード手数料 1,357 1,028
コンサルタントおよびアドバイザリー報酬 2,331 1,422
信用コミットメント手数料 254 124
エレクトロニック・バンキング・サービス手数料 448 221
保管およびその他の信託サービス報酬 202 128
その他 79 82

小計 11,162 9,235
支払報酬および手数料   

銀行カード手数料 (85) (93)
決済および清算手数料 (118) (59)
その他のサービス報酬 (102) (43)

小計 (305) (195)
合計 10,857 9,040
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3.　　　トレーディング業務利得純額

 
(単位：百万人民元) 以下に終了した3ヶ月間

2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

為替デリバティブに係る利得純額 607 391
金利デリバティブに係る利得純額 43 781
トレーディング目的保有の債務証券に係る利得/(損失)純額 78 (209)
その他 65 7
合計 793 970

 
4.　　　純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品に係る利得/（損失）純額

 
(単位：百万人民元) 以下に終了した3ヶ月間

2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

債務証券に係る利得/(損失)純額 557 (228)
金融保証契約に係る利得/(損失)純額 1 (5)
その他 (7) (16)
合計 551 (249)

 
5.　　　営業費用

 
(単位：百万人民元)  以下に終了した3ヶ月間

  注記

2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

人件費 (1) 13,803 10,949
一般営業管理費 5,822 4,079
営業税および付加金 3,638 2,981
減価償却費および償却費 2,769 2,616
その他 15 90
合計   26,047 20,715

 
(1)　　人件費

 
(単位：百万人民元) 以下に終了した3ヶ月間

2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

給与、賞与および従業員福利厚生費 9,075 7,167
社会保険料 2,388 1,552
住宅補助 973 767
労働組合費および従業員教育費 374 312
補足的退職給付 － 595
早期退職給付 89 84
その他 904 472
合計 13,803 10,949
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6.　　　資産に係る減損損失

 
(単位：百万人民元)  以下に終了した3ヶ月間

 

2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

顧客への貸出金  8,624 6,700
売却可能金融資産  (67) 398
満期保有投資 18 (5)
債権として分類される債務証券 － (1)
有形固定資産 2 －
銀行およびその他の金融機関への貸出金 (16) 4
その他の資産 (61) (19)
合計 8,500 7,077

7.　　　法人所得税費用
(単位：百万人民元)  以下に終了した3ヶ月間

  

2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

法人所得税費用の内訳：
当期間の法人所得税   

－中国の法人所得税 7,515 5,921
－香港の法人所得税 26 15

小計   7,541 5,936
繰延税金(Ⅲ.注記29を参照)   

－当期間 (732) 323
小計   (732) 323

合計 6,809 6,259

 
中国の法人所得税は、当期間および前期間の課税所得の見積額の25%で計算されている。その他の管轄地域で発生
する税金は、関連する管轄地域の現行の税率で計算されている。
 
2010年3月31日および2009年3月31日に終了した3ヶ月間の税金費用から要約連結損益計算書の純利益への調整は、
以下のとおりである。

 
(単位：百万人民元)  以下に終了した3ヶ月間

注記

2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

税引前純利益 31,788 24,293
適用される法定税率(25%)で計算された税金 7,947 6,073
税務上の損金不算入費用による税効果  (14) 1,143
税務上の益金不算入収益による税効果 (1) (1,110) (949)
国外機関に対する異なる税率の影響  (14) (8)
法人所得税費用  6,809 6,259
 
(1）税務上の益金不算入収益は、短期債の受取利息を表す。
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8.　　　　1株当たり利益
基本的１株当たり利益の計算は以下のとおりである。

  以下に終了した3ヶ月間
2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

利益：
当行の持分所有者に帰属する当期間の純利益
（単位：百万人民元） 24,970 18,031

  
株式数：   
発行済株式数（単位：百万株） 260,000260,000

  
基本的１株当たり利益 （単位：人民元） 0.10 0.07

両期間において潜在的な普通株式はなかったため、希薄化後1株当たり利益は表示されなかった。

 
9.　　　現金および中央銀行預け金

(単位：百万人民元)

注記

2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

現金  56,745 48,896
中央銀行への法定預金準備金 (1) 1,289,3431,137,696
中央銀行への剰余預金準備金 (2) 111,497 103,893
中央銀行へのその他の預け金 (3) 221,457 227,321
合計  1,679,0421,517,806

 
(1）当行グループは、主として中国人民銀行(以下「PBOC」という。)に法定預金準備金を預け入れている。これには、人民元準備預金および外
貨準備預金が含まれている。法定預金準備金を当行グループの日々の営業活動のために使用することはできない。2010年3月31日現在、
PBOCへの法定預金準備金は、適格人民元預金の16.5%(2009年12月31日現在：15.5%)で計算され、顧客からの外貨預金の5%(2009年12月31
日現在：5%)で計算された。他の国の中央銀行に預け入れられる法定預金準備金は、現地の規制当局により決定され、利息は生じない。
PBOCに預け入れられる外貨準備預金には、利息は生じない。

(2）剰余預金準備金は、主として決済のためにPBOCで維持されている。
(3）これは、主としてPBOCへの定期預金および財政預金である。PBOCへの財政預金には利息が生じない。
(4）個別に開示されているものを除き、PBOCへのその他の預金には全てPBOCの実勢金利により利息が生じる。

 
10.　　 銀行およびその他の金融機関への預け金

 
(単位：百万人民元) 2010年

3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

預入先：   
国内の銀行 35,930 22,476
その他の国内の金融機関 919 357
国外の銀行 31,053 38,860

 67,902 61,693
減損損失引当金 － －
合計 67,902 61,693

 
2010年3月31日現在、当行グループは、金融デリバティブ取引を行うために国外の銀行に合計1,958百万人民元
(2009年12月31日現在：ゼロ)の預金を差し入れていた。2009年12月31日現在、当行グループは、中国為替取引システ
ム（以下「CFETS」という。）に保証金として合計81百万人民元の預金を差し入れていた。
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11.　　 銀行およびその他の金融機関への貸出金
(単位：百万人民元) 2010年

3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

貸出先：   
国内の銀行 16,944 11,991
その他の国内の金融機関 15,505 7,940
国外の銀行 51,994 29,520

 84,443 49,451
減損損失引当金 － (16)
合計 84,443 49,435

 
12.　　 トレーディング目的保有金融資産 
(単位：百万人民元)

注記

2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

トレーディング債務証券の発行体：    
政府  14,481 8,858
公共機関および準政府機関  4,449 3,596
金融機関  － 311
一般事業会社  3,298 2,581

合計  22,228 15,346
内訳：    

香港で上場  － －
香港以外で上場 (1) 22,228 15,346
非上場  － －

合計  22,228 15,346

 
(1）中国国内の銀行間債券市場で売買される債務証券は、「香港以外で上場」に含まれている。

 
13.　　 純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産 
(単位：百万人民元)

注記

2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

指定された債務証券の発行体：    
政府  9,003 9,531
公共機関および準政府機関  10,953 21,024
金融機関  4,531 5,934
一般事業会社  8,780 6,216

金融保証契約  8 21
信託会社発行の信用手形  68,354 53,784
その他  38 320
合計  101,667 96,830
内訳：    

香港で上場  88 85
香港以外で上場 (1) 28,773 38,960
非上場  72,806 57,785

合計  101,667 96,830
(1）中国国内の銀行間債券市場で売買される債務証券は、「香港以外で上場」に含まれている。
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14.　　 売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産
(単位：百万人民元) 2010年

3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

担保の種類別内訳：   
債券 275,686 298,321
為替手形 171,965 117,113
顧客への貸出金 9,145 5,659

合計 456,796 421,093

 
15.　　 デリバティブ金融資産/(負債)

 
当行グループは、トレーディング、資産・負債管理および顧客向け業務を目的として、為替レート、金利および貴金
属に関連するデリバティブ金融商品の取引を行っている。
 
当行グループが保有するデリバティブ商品の契約/想定元本の金額および公正価値は、以下の表に記載されてい
る。金融商品の契約/想定元本の額は、要約連結財政状態計算書に計上された商品の公正価値と比較する際の基礎を
提供するが、関連する将来キャッシュ・フローの額または商品の現在の公正価値を必ずしも示すものではなく、従っ
て信用または市場リスクに対する当行グループのエクスポージャーを示すものでもない。デリバティブ商品はその
条件に関連する市場金利、為替レート、または商品価格の変動により、有利（資産）または不利（負債）となる。デリ
バティブ金融資産および負債の公正価値の合計は、大幅に変動する場合がある。 

 
(単位：百万人民元) 2010年3月31日現在

（無監査）

 契約/
想定元本

公正価値

 資産 負債
為替レート関連のデリバティブ    

為替予約 173,5511,632 (1,910)
通貨スワップ 133,636 440 (412)
クロスカレンシー・スワップ 12,052 1,445 (2,626)
通貨オプション 88 5 －

小計  3,522 (4,948)
金利関連のデリバティブ    

金利スワップ 114,381 801 (1,716)
その他の金利関連のデリバティブ 846 2 (13)

小計  803 (1,729)
その他のデリバティブ 1,299 50 (35)
デリバティブ金融資産/(負債)合計  4,375 (6,712)

 
(単位：百万人民元) 2009年12月31日現在

(監査済)

 契約/
想定元本

公正価値

 資産 負債
為替レート関連のデリバティブ    

為替予約 110,4671,546 (2,271)
通貨スワップ 100,550 411 (374)
クロスカレンシー・スワップ 12,503 1,729 (3,140)
通貨オプション 81 2 (1)

小計  3,688 (5,786)
金利関連のデリバティブ    

金利スワップ 113,644 932 (1,864)
その他の金利関連のデリバティブ 751 － (15)

小計 932 (1,879)
その他のデリバティブ 1,008 58 (25)
デリバティブ金融資産/(負債)合計 4,678 (7,690)
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16.　　 顧客への貸出金 
(1)　　 顧客への貸出金の内訳

(単位：百万人民元) 2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

法人向け貸出金   
貸出金 3,351,8342,994,794
割引手形 179,725 353,937

小計 3,531,5593,348,731
個人向け貸出金   

住宅ローン 579,612 497,950
クレジット・カード 17,667 14,118
その他 322,957 277,388

小計 920,236 789,456
貸出金総額 4,451,7954,138,187
個別評価 (56,314) (55,596)
集合的評価 (78,694) (71,096)
減損損失引当金 (135,008)(126,692)
顧客への貸出金 4,316,7874,011,495

(2)　　 顧客への貸出金に係る集合的および個別評価別の内訳 
(単位：百万人民元) 減損が識別された貸出金 (B)

引当金が集合
的に評価され
る貸出金(A) 

引当金を集合
的に評価 

引当金を個別
に評価 小計 合計 

貸出金総額に
対して減損が
識別された貸
出金が占める
割合(%) 

2010年3月31日現在(無監査)       
貸出金総額 4,342,25210,206 99,337 109,5434,451,795 2.46
減損損失引当金 (73,683)(5,011)(56,314)(61,325)(135,008) 
顧客への貸出金 4,268,569 5,195 43,023 48,2184,316,787 
2009年12月31日現在(監査済)       
貸出金総額 4,017,94611,072 109,169 120,2414,138,187 2.91
減損損失引当金 (66,057)(5,039)(55,596)(60,635)(126,692) 
顧客への貸出金 3,951,889 6,033 53,573 59,6064,011,495 

 
(A) 引当金が集合的に評価される貸出金とは、減損が明確に識別されなかった貸出金である。
 
(B) 減損が識別された貸出金の総額には、減損の事実に関する客観的証拠が存在し、減損損失が生じ、かつ、
個別または集合的に評価される貸出金が含まれる。
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(3)　　 顧客への貸出金に係る減損損失引当金の増減
 

(単位：百万人民元) 2010年
個別評価引当金 集合的評価引当金 合計

1月1日現在 55,596 71,096 126,692
繰入額 984 7,640 8,624
償却 (7) － (7)
過去の期間に償却した貸出金の繰入額 4 1 5
引当金に係る割引の振戻し (328) (39) (367)
その他の振り替え 66 － 66
為替差額 (1) (4) (5)
3月31日現在(無監査) 56,314 78,694 135,008

 
(単位：百万人民元) 2009年

個別評価引当金 集合的評価引当金 合計
1月1日現在 43,141 42,034 85,175
繰入額 15,025 29,264 44,289
償却 (1,036) (34) (1,070)
過去の期間に償却した貸出金の繰入額 20 6 26
引当金に係る割引の振戻し (1,551) (173) (1,724)
為替差額 (3) (1) (4)
12月31日現在(監査済) 55,596 71,096 126,692

 
17.　　 売却可能金融資産

(単位：百万人民元)

注記

2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

債務証券の発行体：    
政府  315,120 476,700
公共機関および準政府機関  152,054 159,215
金融機関  23,599 23,267
一般事業会社  78,022 70,713

小計  568,795 729,895
資本性金融商品  534 487
合計  569,329 730,382
内訳：    

香港で上場  2,141 1,886
香港以外で上場 (1) 565,155 726,600
非上場  2,033 1,896

合計  569,329 730,382
 
(1）　 中国国内の銀行間債券市場で売買される債務証券は、「香港以外で上場」に含まれている。
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18.　　 満期保有投資
 

(単位：百万人民元)

注記

2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

債務証券の発行体：    
政府  774,670 536,566
公共機関および準政府機関  285,168 264,842
金融機関  41,717 42,342
一般事業会社  43,789 40,288

  1,145,344 884,038
減損損失引当金  (130) (123)
合計  1,145,214 883,915
内訳：    

香港で上場  221 141
香港以外で上場 (1) 1,144,309 883,070
非上場  684 704

合計  1,145,214 883,915
 
(1）　 中国国内の銀行間債券市場で売買される債務証券は、「香港以外で上場」に含まれている。

 
19.　　 債権として分類される債務証券

(単位：百万人民元) 注記

2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

MOFに対する債権 (1) 606,558 635,539
特別国債 (2) 93,300 93,300
証憑式国債  21,278 22,092
長期割引国債  10,190 10,101
PBOCの指定短期債 (3) 98,831 119,744
PBOCの特別短期債  112 112
金融機関債  9,330 9,306
社債  93 92
  839,692 890,286
減損損失引当金  (87) (87)
合計  839,605 890,199
(1）中国農業銀行の不良資産の処分に関する諸問題についてのMOF通達（財金[2008]第138号）に従って行われたMOFに対する不良資産の処分から生
じた当該債権は、2008年1月1日から始まる15年にわたり年利3.3%でMOFから返済される予定である。

(2）特別国債とは、2028年満期、固定年利2.25%の譲渡不能債券である。これは、自己資本比率を改善するため、1998年にMOFが旧中国農業銀行に対して
元本総額933億人民元で発行したものである。

(3）当行がPBOCから取得した短期債は、以下の通りである。

 
(単位：百万人民元)

   
2010年

3月31日現在
2009年

12月31日現在

発行日 期間 年利 (%) 公正価値 帳簿価額 帳簿価額

2007年3月9日 3年 3.07 21,000 － 20,999
2007年5月11日 3年 3.22 25,000 24,998 24,998
2007年7月13日 3年 3.60 19,000 18,997 18,997
2007年8月17日 3年 3.69 12,000 11,998 11,998
2007年9月7日 3年 3.71 23,000 22,997 22,997
2009年9月15日 1年 ゼロ・クーポン債 20,000 19,841 19,755

120,000 98,831 119,744

 
PBOCの承認を得ずに、上記短期債を借入金の担保として譲渡または差し入れることはできない。
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20.　　 その他の資産

 
(単位：百万人民元) 2010年

3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

営業債権  6,087 3,494 
未収利息  42,092 32,127 
担保権実行資産  9 － 
無形資産  1,491 1,580 
土地使用権  24,881 25,062 
処分予定の資産  11 11 
その他 　 7,260 5,669 
合計 　 81,831 67,943 

 
21.　　 銀行およびその他の金融機関からの預り金 

(単位：百万人民元) 2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

預り金：
国内の銀行 218,956 284,899 
その他の国内の金融機関 342,747 285,518 
国外の銀行 1,077 379 
その他の国外の金融機関 2,515 3,153 

合計 565,295 573,949 

 
22.　　 銀行およびその他の金融機関からの借入金

(単位：百万人民元) 2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

借入先：   
国内の銀行 10,631 11,241 
国外の銀行 21,594 15,071 

合計 32,225 26,312 

 
23.　　 トレーディング目的保有金融負債
 

(単位：百万人民元) 2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

債券のジョート・ポジション 68 －
金のショート・ポジション － 56 
合計 68 56 
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24.　　 純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融負債 
(単位：百万人民元)

注記 

2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

金融保証契約 　 756 770 
仕組預金 　 678 1,127 
元本保証の資産運用商品 (1) 89,422 109,924 
その他 (2) 690 2,022 
合計 (3) 91,546 113,843 
(1) 当行グループは、元本保証の資産運用商品を顧客に販売することにより得た金額を、FVTPLによる金融負債として指定している。2010年3月31日現在、当
行グループが発行した元本保証の資産運用商品の公正価値は、当該資産運用商品の保有者に満期日に支払われる契約上の金額を777百万人民元(2009
年12月31日現在：1,071百万人民元)下回っていた。

(2) 2010年3月31日および2009年12月31日現在、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融商品の公正価値は、契約満期日に支払われ
る契約上の金額と近似していた。

(3) 2010年3月31日および2009年3月31日に終了した3ヶ月間に、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された当行グループの金融負債の公正
価値に、信用リスクの変動に起因する重要な変動はなかった。

 
25.　　 買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産

 

(単位：百万人民元) 2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

担保の種類別内訳：   
債券 32,478 22,385
為替手形 52,377 69,356
顧客への貸出金 19,126 9,071

合計 103,981 100,812

 
 
26.　　 顧客からの預り金
(単位：百万人民元)

注記

2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

要求払預金
法人顧客 　 2,315,005 2,168,775 
個人顧客 　 2,152,701 1,992,301 

定期預金 　  　
法人顧客 　 861,282 743,589 
個人顧客 　 2,551,633 2,373,160 

預り証拠金 (1) 144,705 129,525 
その他（未達の仕向送金および送金を含む） 　 75,056 90,268 
合計 8,100,382 7,497,618 

 
(1)　　 証拠金が必要とされる業務/商品別内訳 
(単位：百万人民元) 2010年

3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

銀行引受手形 70,626 74,002 
保証状 11,185 9,161 
信用状 11,786 9,185 
個人保証 5,806 4,413 
その他 45,302 32,764 
合計 144,705 129,525 

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

552/588



27.　　 未払人件費
(単位：百万人民元)

注記

2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

給料、賞与および手当 　 9,320 10,669
社会保険料 　 759 574
住宅補助 　 344 260
労働組合費および教育研修費 　 1,415 1,256
早期退職給付 (1) 15,388 15,879
その他 　 1,680 1,300
合計 　 28,906 29,938
(1)　早期退職給付
早期退職給付に関して純損益に認識された額は、以下の通りである。 
(単位：百万人民元) 2010年

3月31日に終了した
3ヶ月間
(無監査)

2009年
12月31日に終了した

1年間
(監査済)

利息費用 87 331
当期間に認識された数理計算上の差損/ (益) 2 (250)
早期退職従業員年金制度の掛金に係る給付債務の現在価値 － 369
早期退職給付費用の割増額 － 330
合計 89 780
数理計算に用いられた主な仮定は、以下の通りである。 

2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

割引率 2.50% 2.50%
医療費の年平均上昇率 8.00% 8.00%
補助金の年上昇率 8.00% 8.00%
通常退職年齢   
̶男性 60歳 60歳
̶女性 55歳 55歳

 
28.　　 発行債務証券

 
2010年3月31日に終了した3ヶ月間に、重要な債務証券の発行、買戻しおよび償還はなかった。 
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29.　　 繰延税金資産
要約連結財政状態計算書の表示上、一部の繰延税金資産および繰延税金負債は相殺されている。
以下の表は、認識された主な繰延税金資産および繰延税金負債ならびにそれらの当期間および過去の期間における
増減を示している。 
(単位：百万人民元) 減損損失

引当金 早期退職給付 未払人件費 引当金 
金融商品の公
正価値の変動 その他 合計 

2010年1月1日現在 12,600 3,970 2,660 1,008 (580) 1 19,659
純損益への貸方/(借方)計上額 1,469 (123) (333) 4 (289) 4 732
その他の包括利益への借方計上額 － － － － (776) － (776)
2010年3月31日現在(無監査) 14,069 3,847 2,327 1,012 (1,645) 5 19,615

 
(単位：百万人民元) 減損損失

引当金 早期退職給付 未払人件費 引当金 
金融商品の公
正価値の変動 その他 合計 

2009年1月1日現在 13,087 4,472 720 1,040 (4,057)1,845 17,107
純損益への(借方) /貸方計上額 (487) (502) 1,940 (32) (805) (1,844)(1,730)
その他の包括利益への貸方計上額 － － － － 4,282 － 4,282
2009年12月31日現在(監査済) 12,600 3,970 2,660 1,008 (580) 1 19,659

 
30.　　 その他の負債
 

(単位：百万人民元) 2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

未払利息 67,153 66,762 
MOFに対する未払金 5,423 5,891 
清算および決済中の項目 18,656 13,361 
休眠口座 4,963 3,056 
証券購入未払金 － 6,626 
引当金 4,828 5,047 
未払営業税およびその他の税金 4,284 4,282 
その他 28,074 24,020 
合計 133,381 129,045 

 
31.　　 投資再評価準備金
(単位：百万人民元) 2010年3月31日に終了した3ヶ月間（無監査）

総額 税効果 税効果考慮後
1月1日現在 6,182 (1,558) 4,624
売却可能金融資産の公正価値の変動に係る利得/(損失) 3,180 (787) 2,393
売却可能金融資産の処分/減損に係る純損益への組替調整額 (42) 11 (31)
3月31日現在 9,320 (2,334) 6,986

 
(単位：百万人民元) 2009年12月31日に終了した1年間（監査済）

総額 税効果 税効果考慮後
1月1日現在 23,132 (5,840) 17,292
売却可能金融資産の公正価値変動に係る(損失) /利得 (13,146) 3,331 (9,815)
売却可能金融資産の処分/減損に係る純損益への組替調整額 (3,804) 951 (2,853)
12月31日現在 6,182 (1,558) 4,624
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32.　　 現金および現金同等物
要約連結キャッシュ・フロー計算書上の現金および現金同等物には、当初の満期が3ヶ月未満の以下の残高が含ま
れている。 
(単位：百万人民元) 2010年

3月31日現在
(無監査)

2009年
3月31日現在
(無監査)

現金 56,745 47,399
中央銀行預け金 111,497 181,918
当初の満期が3ヶ月未満の銀行およびその他の金融機関に対する預け金 50,279 50,445
当初の満期が3ヶ月未満の売戻し条件付契約に基づき保有する金融資産 263,488 150,353
当初の満期が3ヶ月未満の銀行およびその他の金融機関への貸出金 63,668 24,206
合計 545,677 454,321

33.　　 セグメント情報 
事業セグメントは、取締役会および関連経営委員会（最高経営意思決定者）がセグメントに資源を配分し、業績を
評価するために定期的に検討する、当行グループの構成単位に係る内部報告を基礎として識別される。当行グループ
の最高経営意思決定者は、資源の配分および業績評価のために、3つの異なる財務情報についてレビューを行ってい
る。3つの異なる財務情報とは、(i)所在地域別、(ii)事業活動別および(iii)アルゴ関連（農村部および都市部）別銀
行業務に基づく財務情報である。
 
セグメント資産および負債、セグメント収益および損益は、中国企業に適用される会計規則および規定に従った当
行グループの会計方針に基づき測定される。セグメントの会計方針と当財務書類作成の際に適用された方針との間
に大きな相違はない。
 
セグメント間取引は、一般的な取引条件に基づいて行われている。内部手数料および振替価格は、市場レートを参
照して決定され、各セグメントの業績に反映されている。内部手数料および振替価格の調整から生じる内部収益およ
び費用は、「セグメント間受取利息/支払利息」に計上される。第三者との取引から生じる受取利息および支払利息
は、「外部受取利息/支払利息」に計上される。
 
セグメント収益、損益、資産および負債には、セグメントに直接帰属する項目だけでなく、合理的な基準で配賦可能
な項目も含まれる。
(a)　　地域別セグメント

地域別セグメントの内訳は、以下の通りである。 
-　　本店
-　　長江デルタ：上海市、江蘇省、浙江省、寧波市を含む。 
-　　珠江デルタ：広東省、深?市、福建省、厦門市を含む。 
-　　環渤海：北京市、天津市、河北省、山東省、青島市を含む。
-　　中国中部：山西省、湖北省、河南省、湖南省、江西省、海南省、安徽省を含む。 
-　　中国西部：重慶市、四川省、貴州省、雲南省、陝西省、甘粛省、青海省、寧夏回族自治区、新彊ウイグル自

治区、新彊生産建設兵団、チベット自治区、内モンゴル自治区、広西チワン族自治区を含む。 
-　　中国東北部：遼寧省、黒竜江省、吉林省、大連市を含む。 
-　　国外およびその他：国外支店および在外子会社を含む。
 

　　次へ
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2010年3月31日に終了した3ヶ月間
 
(単位：百万人民元)

        

 本店 長江デルタ 珠江デルタ 環渤海 中国中部 中国西部
中国東北

部

国外およ
び

その他
セグメントおよ
び連結合計

外部受取利息 26,27715,044 8,040 9,477 6,870 13,1352,136 241 81,220
外部支払利息 (1,139)(6,397)(4,034)(5,154)(4,240)(4,882)(1,751)(75) (27,672)
セグメント間(支払利息)/受取利
息 (21,931)3,560 3,189 4,198 4,637 4,486 1,781 80 －
受取利息純額 3,207 12,207 7,195 8,521 7,267 12,7392,166 246 53,548
受取報酬および手数料 1,095 2,805 1,600 1,513 1,807 1,940 338 64 11,162
支払報酬および手数料 (30) (62) (47) (40) (40) (53) (22) (11) (305)
受取報酬および手数料純額 1,065 2,743 1,553 1,473 1,767 1,887 316 53 10,857
トレーディング業務利得/(損失) 1,078 (98) 42 (18) 45 (247) (40) 31 793
純損益を通じて公正価値で測定
するものとして指定された金融
商品に係る利得/(損失)純額 544 (1) － － － － － 8 551
投資有価証券に係る利得/(損失)
純額 20 － － － － (2) － 7 25
その他の営業(費用)/収益、純額 (120) 259 134 116 55 58 20 39 561
営業収益 5,794 15,110 8,924 10,092 9,134 14,4352,462 384 66,335
営業費用 (1,055)(5,408)(3,595)(3,920)(4,046)(6,175)(1,736)(112) (26,047)
資産に係る減損損失 27 (1,354)(831)(1,594)(1,690)(2,363)(697) 2 (8,500)
営業利益 4,766 8,348 4,498 4,578 3,398 5,897 29 274 31,788
税引前純利益 4,766 8,348 4,498 4,578 3,398 5,897 29 274 31,788
法人所得税費用         (6,809)
純利益         24,979
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2009年3月31日に終了した3ヶ月間
 
(単位：百万人民元)

        

 本店 長江デルタ 珠江デルタ 環渤海 中国中部 中国西部
中国東北

部

国外およ
び

その他
セグメントおよ

び連結合計
外部受取利息 24,38313,366 6,609 7,767 5,395 10,5721,488 224 69,804
外部支払利息 (2,797)(6,395)(3,930)(4,227)(4,501)(4,776)(1,662)(81) (28,369)
セグメント間(支払利息)/受取利
息 (18,688)2,448 2,994 3,297 4,337 3,858 1,723 31 －
受取利息純額 2,898 9,419 5,673 6,837 5,231 9,654 1,549 174 41,435
受取報酬および手数料 1,198 1,404 1,428 1,204 1,556 1,898 516 31 9,235
支払報酬および手数料 (27) (57) (37) (20) (19) (27) (8) － (195)
受取報酬および手数料純額 1,171 1,347 1,391 1,184 1,537 1,871 508 31 9,040
トレーディング業務利得/(損失) 2,569 (881) (58) (24) (131) (426) (88) 9 970
純損益を通じて公正価値で測定
するものとして指定された金融
商品に係る(損失)/利得純額 (253) － － － － － － 4 (249)
投資有価証券に係る利得純額 143 2 2 － － － － － 147
その他の営業収益、純額 133 119 122 94 151 41 70 12 742
営業収益 6,661 10,006 7,130 8,091 6,788 11,1402,039 230 52,085
営業費用 (1,051)(4,225)(2,522)(3,092)(3,440)(4,889)(1,398)(98) (20,715)
資産に係る減損損失 (574)(1,129)(738)(1,245)(1,024)(1,838)(523) (6) (7,077)
営業利益 5,036 4,652 3,870 3,754 2,324 4,413 118 126 24,293
税引前純利益 5,036 4,652 3,870 3,754 2,324 4,413 118 126 24,293
法人所得税費用         (6,259)
純利益         18,034
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(b)　　事業別セグメント
当行グループは、多様な銀行業務および関連金融サービスを提供している。顧客に提供される商品およびサービス
は、以下の4つの事業セグメントに分けられる。
法人向け銀行業務
法人向け銀行業務セグメントは、法人、政府機関および金融機関に対して、金融商品およびサービスを提供してい
る。商品およびサービスの範囲には、法人向け融資、貿易金融、預金商品およびその他の種類の法人向け仲介サービス
が含まれる。
個人向け銀行業務
個人向け銀行業務セグメントは、個人の顧客に対して、金融商品およびサービスを提供している。商品およびサー
ビスの範囲には、個人向け融資、預金商品、カード事業、個人向け資産運用サービスおよびその他の種類の個人向け仲
介サービスが含まれる。
資金運用業務 
当行グループの資金運用業務は、自己の勘定のため、または顧客に代わり、短期金融市場取引または買戻し条件付
取引、負債性商品投資を行い、デリバティブのポジションを保有している。
その他
その他は、上記セグメントのいずれにも直接該当しない株式投資および当行グループの残りの業務、および合理的
な基準で配賦できない本店の特定の資産、負債、収益または費用からなる。
 
2010年3月31日に終了した3ヶ月間
 

(単位：百万人民元) 法人向け
銀行業務 

個人向け
銀行業務 

資金運用
業務 その他 

セグメント
および連結合計

外部受取利息 43,95811,39625,848 18 81,220
外部支払利息 (9,190)(17,554)(928) － (27,672)
セグメント間(支払利息)/受取利息 (1,429)23,182(21,753)－ －
受取利息純額 33,33917,024 3,167 18 53,548
受取報酬および手数料 3,646 7,516 － － 11,162
支払報酬および手数料 (133) (172) － － (305)
受取報酬および手数料純額 3,513 7,344 － － 10,857
トレーディング業務利得純額 － － 793 － 793
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指
定された金融商品に係る利得純額 － － 551 － 551
投資有価証券に係る利得純額 － － 25 － 25
その他の営業収益、純額 50 112 308 91 561
営業収益 36,90224,480 4,844 109 66,335
営業費用 (9,728)(13,382)(2,844)(93) (26,047)
資産に係る減損損失 (6,396)(2,169) 65 － (8,500)
営業利益 20,778 8,929 2,065 16 31,788
税引前純利益 20,778 8,929 2,065 16 31,788
法人所得税費用     (6,809)
純利益     24,979
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2009年3月31日に終了した3ヶ月間
 

(単位：百万人民元) 法人向け
銀行業務 

個人向け
銀行業務 

資金運用
業務 その他 

セグメント
および連結合計

外部受取利息 39,842 6,321 23,640 1 69,804
外部支払利息 (7,717)(19,986)(666) － (28,369)
セグメント間(支払利息)/受取利息 (6,496)23,137(16,641)－ －
受取利息純額 25,629 9,472 6,333 1 41,435
受取報酬および手数料 5,702 3,533 － － 9,235
支払報酬および手数料 (44) (151) － － (195)
受取報酬および手数料純額 5,658 3,382 － － 9,040
トレーディング業務利得純額 － － 970 － 970
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指
定された金融商品に係る利得純額 － － (249) － (249)
投資有価証券に係る利得純額 － － 147 － 147
その他の営業収益、純額 113 112 347 170 742
営業収益 31,40012,966 7,548 171 52,085
営業費用 (7,894)(10,318)(2,427)(76) (20,715)
資産に係る減損損失 (5,773)(908) (396) － (7,077)
営業利益 17,733 1,740 4,725 95 24,293
税引前純利益 17,733 1,740 4,725 95 24,293
法人所得税費用     (6,259)
純利益     18,034

 
(c)　　農村部および都市部別セグメント
農村部および都市部での銀行業務からなる当行グループの事業セグメントは、以下の通りである。
農村部での銀行業務
当行の農村部での銀行業務は、中国全土にわたる2,048の農村部に位置する準支店および22の第二級支店を通じ
て、農村部、農業および農民に金融商品およびサービスを提供することを目的としている。商品およびサービスは、主
として、貸付、預金、銀行カードおよび仲介サービスからなる。
都市部での銀行業務 
都市部での銀行業務は、農村部での銀行業務では取り扱っていないその他すべての業務、国外事業および子会社か
らなる。 
 
2010年3月31日に終了した3ヶ月間
 

(単位：百万人民元) 農村部での
銀行業務 

都市部での
銀行業務 

セグメント
および連結合計 

外部受取利息 17,01564,205 81,220
外部支払利息 (9,867)(17,805) (27,672)
セグメント間受取利息/(支払利息) 11,758(11,758) －
受取利息純額 18,90634,642 53,548
受取報酬および手数料 4,707 6,455 11,162
支払報酬および手数料 (77) (228) (305)
受取報酬および手数料純額 4,630 6,227 10,857
トレーディング業務利得純額 4 789 793
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指
定された金融商品に係る利得純額 － 551 551
投資有価証券に係る利得純額 13 12 25
その他の営業収益、純額 271 290 561
営業収益 23,82442,511 66,335
営業費用 (11,338)(14,709) (26,047)
資産に係る減損損失 (3,211)(5,289) (8,500)
営業利益 9,275 22,513 31,788
税引前純利益 9,275 22,513 31,788
法人所得税費用 　 　 (6,809)
純利益 　 　 24,979

 
2009年3月31日に終了した3ヶ月間
 

(単位：百万人民元) 農村部での
銀行業務 

都市部での
銀行業務 

セグメント
および連結合計 

外部受取利息 12,85556,949 69,804
外部支払利息 (10,700)(17,669) (28,369)
セグメント間受取利息/(支払利息) 10,881(10,881) －
受取利息純額 13,03628,399 41,435
受取報酬および手数料 2,958 6,277 9,235
支払報酬および手数料 (50) (145) (195)
受取報酬および手数料純額 2,908 6,132 9,040
トレーディング業務利得純額 － 970 970
純損益を通じて公正価値で測定するものとして指
定された金融商品に係る損失純額 － (249) (249)

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

559/588



投資有価証券に係る利得純額 16 131 147
その他の営業収益、純額 164 578 742
営業収益 16,12435,961 52,085
営業費用 (8,896)(11,819) (20,715)
資産に係る減損損失 (2,238)(4,839) (7,077)
営業利益 4,990 19,303 24,293
税引前純利益 4,990 19,303 24,293
法人所得税費用 　 　 (6,259)
純利益 　 　 18,034

 
34.　　 関連当事者取引
(1)　　 当行とMOFとの取引
2010年3月31日現在、MOFは当行の株式資本の50%(2009年12月31日現在：50%)を直接所有していた。
MOFは国務院の管轄下にある省庁の1つで、主に国家の歳入および歳出、ならびに課税政策について責任を負ってい
る。MOFの支配または監督下にある企業または法人は、主に金融機関、政府の省庁および政府系機関である。当行グ
ループは、MOFが支配、共同支配または重要な影響を行使している会社はどれも、当行グループの関連当事者とみなさ
れないと考えている。 
 
当行グループは、通常の事業の過程において、MOFに対して以下の残高および取引を有している。 
 

短期国債および特別国債 
(単位：百万人民元) 2010年

（無監査）
2009年
（監査済）

3月31日/12月31日現在 574,416 565,085

 
MOFに対する債権 

(単位：百万人民元) 2010年
（無監査）

2009年
（監査済）

3月31日/12月31日現在 606,558 635,539 

MOFに対する未収利息 
(単位：百万人民元) 2010年

（無監査）
2009年
（監査済）

3月31日/12月31日現在 5,082 － 
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仕組預金
(単位：百万人民元) 2010年

（無監査）
2009年
（監査済）

3月31日/12月31日現在 － 546 

MOFに対する未払金 
(単位：百万人民元) 2010年

（無監査）
2009年
（監査済）

3月31日/12月31日現在 5,423 5,891 

MOFからの預り金 
(単位：百万人民元) 2010年

（無監査）
2009年
（監査済）

3月31日/12月31日現在 24,989 20,477 

その他の負債—証憑式国債の償還 
(単位：百万人民元) 2010年

（無監査）
2009年
（監査済）

3月31日/12月31日現在 5,936 792 

受取利息純額
(単位：百万人民元) 以下に終了した3ヶ月間

 

2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

受取利息 9,414 9,115
支払利息 (43) (79)
受取利息純額 9,371 9,036

受取報酬および手数料
(単位：百万人民元) 以下に終了した3ヶ月間

 

2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

受取報酬および手数料 587 2,198

国債の引受および償還義務
国債の引受および償還義務については、Ⅲ.注記35(6)で開示されている。
 
(2)　　 当行と中央匯金投資有限責任公司(以下「匯金公司」という。)との取引
匯金公司は、中国投資有限責任公司の完全子会社であり、登記資本552,117百万人民元で中国北京市に設立され

た。匯金公司は、国務院の認可を受けて特定の株式投資を保有するために設立された会社であり、その他の営業活動
には従事していない。匯金公司は中国政府に代わり、当行に対して法的権利および義務を行使する。
 
2010年3月31日現在、匯金公司は、当行の株式資本の50%(2009年12月31日現在：50%)を直接所有していた。匯金公司
との取引は、通常の取引価格に基づく価格で、通常の取引条件に従い、通常の事業の過程において行われている。
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当行グループは、匯金公司と通常の営業取引を行っている。詳細は以下の通りである。 
(単位：百万人民元) 2010年

3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

FVTPLによる金融負債 － 4,014 

(3)　　 当行とその関連会社との取引
関連会社に対する残高

(単位：百万人民元) 2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

顧客への貸出金　　 300 300 
顧客からの預り金 (1) (1)

経営者の見解では、当行と関連会社間の取引から純損益に与える重要な影響は生じなかった。
(4)　　 当行と政府管轄または政府関連企業との取引　 
当行グループは、通常の事業の過程における取引条件に従い、政府管轄または政府関連企業と多様な銀行取引を
行っている。取引には、主に信用および保証の提供、預金の預入および受入、為替関連サービス、ならびに政府発行の
国債の引受ならびに国債の購入および償還に係る代行業務が含まれる。 
(5)　　 主要経営者との取引 
主要経営者とは、当行グループの活動を計画、指示および管理する権利および責任を有する者である。
 
報告期間における取締役およびその他の主要経営者の報酬は、以下の通りである。
(単位：百万人民元) 以下に終了した3ヶ月間

 

2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

給料、賞与および福利厚生費 2.38 1.88

2010年6月11日に基礎となる財務書類が取締役会により承認された際の2009年度についての主要経営者の報酬
パッケージの総額は、中国政府の承認を前提とした当行による見積額であった。中国政府による承認後、総額17.37百
万人民元の報酬パッケージが、2010年6月13日の株主総会で承認された。経営者は、引当が行われていない追加の報酬
額は当行グループの2009年12月31日終了事業年度の財務書類に重要な影響を及ぼさないと考えている。
 
(6)　　 当行と年金基金との取引
(単位：百万人民元) 2010年

3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

顧客からの預り金 6,374 6,339

  
(単位：百万人民元) 以下に終了した3ヶ月間

2010年
3月31日
(無監査)

2009年
3月31日
(無監査)

支払利息 21 N/A

35.　　 偶発負債およびコミットメント
(1)　　 訴訟
当行グループは、通常の事業の過程から生じた特定の訴訟に、被告として関与している。2010年3月31日現在、3,039
百万人民元(2009年12月31日現在：2,974百万人民元）の引当金が、裁判所の判決または顧問弁護士の助言に基づい
て設定されていた。当行グループの経営者は、法的助言を基に、当該訴訟の結果が当行グループの財政状態および経
営成績に重要な影響を及ぼすことはないと考えている。
 
(2)　　 資本コミットメント

(単位：百万人民元)

2010年
3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

契約済だが払込未了 5,937 6,217 
承認済だが契約未締結 1,169 1,102 
合計 7,106 7,319 

 
(3)　　 信用コミットメント

 
(単位：百万人民元) 2010年

3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

貸出コミットメント 851,135 744,524 
̶当初満期1年未満 51,036 50,650 
̶当初満期1年以上 800,099 693,874 

信用状 58,114 53,933 
保証状 156,943 151,355 
支払承諾 279,383 271,871 
合計 1,345,5751,221,683 

信用コミットメントは、クレジット・カードおよび顧客に付与される通常の与信枠を表している。当該与信枠は、
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貸出金の名目で、または信用状、支払承諾または保証状の発行を通じて設定される場合がある。 
(4)　　 オペレーティング・リース債務
各報告期間の末日現在、当行グループは、以下の解約不能オペレーティング・リース債務を有している。 
(単位：百万人民元) 2010年

3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

1年以内 928 1,271 
1年超2年以内 1,091 1,087 
2年超3年以内 968 919 
3年超 3,615 3,174 
合計 6,602 6,451 

 
(5)　　 担保

担保提供資産
Ⅲ.注記25「買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産」に記載の、当行グループが買戻し条件付契約に基づ
く担保として差し入れた資産の帳簿価額は、以下の通りである。

 
(単位：百万人民元) 2010年

3月31日現在
(無監査)

2009年
12月31日現在
(監査済)

債券 32,447 22,389 
手形 52,558 69,611 
顧客への貸出金 19,126 9,071 
合計 104,131 101,071 

2010年3月31日現在、当行グループが買戻し条件付契約に基づいて売却した金融資産の帳簿価額純額は、103,981百
万人民元(2009年12月31日現在：100,812百万人民元)であった。買戻し条件付契約はすべて、その発効日から12ヶ月
以内に期限が到来する。
 
さらに、当行グループが担保として差し入れた債券、ならびにその他の銀行および金融機関とのデリバティブ取引
の合計額は、2010年3月31日現在6,323百万人民元(2009年12月31日現在：8,603百万人民元)であった。 

担保受入
担保として受け入れた現金および証券の一部は、売戻し契約に基づく資産の購入および有価証券貸付事業に関連
して、転売または担保に再提供することができる。当行グループが受け入れた担保の公正価値は、2010年3月31日現
在、75,206百万人民元(2009年12月31日現在：75,425百万人民元)であった。このうち、当行グループが既に売却また
は再担保提供を行った担保の公正価値は25,214百万人民元(2009年12月31日現在：51,107百万人民元)であり、当行
グループは当該担保を返還する義務を有している。 
 
(6)　　 国債の引受および償還コミットメント 
当行グループはMOFから委託され、一部の証憑式国債を引き受けている。国債の投資家は、満期前のいつの時点にお
いても債券を額面金額で償還する権利を有しており、当行グループはそのような償還の取扱業務を行っている。償還
価格は、早期償還の取り決めに従い、国債の額面金額に未払いの利息を加えて計算される。
 
2010年3月31日現在、当行グループが早期償還を取扱った国債の額面金額は、60,070百万人民元(2009年12月31日現
在：59,378百万人民元)である。これらの債券の当初満期は1年から5年と様々である。PBOCが設定する預金の基準金
利が当該債券の表面金利を下回っていることから、当行グループの経営者は、当該債券の早期償還の金額は当行グ
ループにとって重要ではないと見込んでいる。
 
MOFは当該債券の早期償還のための資金調達を、償還の都度は行わないが、満期到来時には元本および利息の決済
を行う。
 
36.　　 配当
両期間において、配当の支払または配当議案の提出は行われなかった。2010年4月21日に、株主に対する20十億人民
元の現金配当が臨時株主総会で承認された。
 
37.　　 後発事象
2010年4月21日に、MOF、匯金公司、当行および全国社会保障基金理事会(the National Council for Social 
Security Fund、以下「NCSSF」という。)により調印された「中国農業銀行股?有限公司株式の引受に関する合意」
に従って、NCSSFは、当行の株式資本10十億株を1株当たり額面1人民元で引き受けた。引受後、NCSSFは、当行の登録株
式総数の3.70%を保有した。

 
　　次へ
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b.　無監査補足的財務情報
 
以下に記載された情報は、報告会計士である香港の公認会計士事務所、デロイト・トウシュ・トーマツが作成した
会計士報告書の一部を構成しておらず、ここでは情報提供目的でのみ含まれている。
 
補足財務情報（無監査）
（金額は別途記載がある場合を除き、百万人民元を表す。）
 
香港上場規則および銀行業の開示規則に従って、当行グループは以下の補足情報を開示する。
 
1.　　　流動性比率

 
  12月31日現在

2007年 2008年 2009年
         
人民元建流動資産の人民元建流動負債に対する比率   37.04% 44.79% 40.99%
外貨建流動資産の外貨建流動負債に対する比率   130.65% 220.82% 122.54%

 
2.　　　通貨の集中

 
  百万人民元に相当する金額
  米ドル 香港ドル その他 合計
2007年12月31日現在        
直物資産 170,021 39,851 17,802 227,674 
直物負債 (102,544)(39,368)(15,692)(157,604)
先物（買建） 140,59011,27911,961163,830
先物（売建） (211,208)(5,087)(11,795)(228,090)
オプションのネット・ポジション (75) －　 74 (1)
（ショート）/ロングのネット・ポジション (3,216)6,675 2,350 5,809
構造的ネット・ポジション (58,483)(679) (534)(59,696)
2008年12月31日現在     
直物資産 238,710 35,544 15,241 289,495 
直物負債 (55,332)(34,705)(12,917)(102,954)
先物（買建） 132,0522,574 12,292146,918
先物（売建） (147,258)(3,155)(14,567)(164,980)
オプションのネット・ポジション 3 －　 (3) －　
ロングのネット・ポジション 168,175 258 46 168,479
構造的ネット・ポジション (166,077)82 (1,481)(167,476)
2009年12月31日現在     
直物資産 256,865 41,615 22,417 320,897 
直物負債 (207,227)(41,031)(17,763)(266,021)
先物（買建） 61,405 5,358 3,435 70,198
先物（売建） (58,759)(3,859)(6,465)(69,083)
オプションのネット・ポジション 41 －　 (10) 31 
ロングのネット・ポジション 52,325 2,083 1,614 56,022
構造的ネット・ポジション (36,212)75 (1,442)(37,579)

 
 
3.　　　クロス・ボーダー債権

 
当行グループは、主に中国本土で事業活動を行っており、中国本土以外の第三者に対する債権の全てをクロス・
ボーダー債権としている。
クロス・ボーダー債権には、中央銀行預け金、銀行およびその他の金融機関に対する貸出金、トレーディング目的
保有金融資産、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された金融資産、顧客への貸出金、売戻し条件付
契約に基づき保有する金融資産、売却可能金融資産、満期保有投資および債権として分類される債務証券が含まれて
いる。
クロス・ボーダー債権は、国別又は地域別に開示されている。国又は地理的地域は、クロス・ボーダー債権総額
（リスク移転考慮後）の10％以上を構成する場合に報告される。当該債権が取引相手先の国とは異なる国の当事者
に保証されている場合、又は当該債権が本店を別の国に有する銀行の国外の支店に対するものである場合に限り、リ
スク移転が行われる。

 
(単位：百万人民元) 銀行および

その他の金融機関
公共機関 その他 合計

2007年12月31日現在     
中国本土を除くアジア太平洋 24,071 251 22,496 46,818
　- このうち香港に帰属する金額 4,038 76 16,825 20,939
欧州 47,397 643 174 48,214
南北アメリカ 39,778 36,088 1,154 77,020
アフリカ － － － －
合計 111,24636,982 23,824172,052

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

564/588



     
(単位：百万人民元) 銀行および

その他の金融機関
公共機関 その他 合計

2008年12月31日現在     
中国本土を除くアジア太平洋 14,808 257 24,857 39,922
　- このうち香港に帰属する金額 3,926 76 18,011 22,013
欧州 13,502 6,480 58 20,040
南北アメリカ 39,582 82,053 1,067 122,702
アフリカ － － － －
合計 67,892 88,790 25,982182,664
     
(単位：百万人民元) 銀行および

その他の金融機関
公共機関 その他 合計

2009年12月31日現在     
中国本土を除くアジア太平洋 20,732 269 32,533 53,534
　- このうち香港に帰属する金額 2,302 77 25,631 28,010
欧州 28,554 3,749 652 32,955
南北アメリカ 57,525 28,823 898 87,246
アフリカ 81 － － 81
合計 106,89232,841 34,083173,816

 
4.　　　延滞資産

 
顧客に対する延滞貸出金総額

 
(単位：百万人民元) 12月31日現在

  2007年 2008年 2009年
延滞期間別の顧客に対する貸出金総額        
　3ヶ月未満   46,782 40,315 20,417
　3ヶ月～6ヶ月   15,757 13,303 3,873
　6ヶ月～12ヶ月   27,058 17,688 12,426
　12ヶ月超   713,967 15,532 41,434
合計   803,564 86,838 78,150
       
割合      
　3ヶ月未満   5.82% 46.42% 26.12%
　3ヶ月～6ヶ月   1.96% 15.32% 4.96%
　6ヶ月～12ヶ月   3.37% 20.37% 15.90%
　12ヶ月超   88.85% 17.89% 53.02%
合計   100.00% 100.00% 100.00%
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４【国際財務報告基準と日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違】 

 

本書記載の財務書類は、国際財務報告基準（以下「IFRS」という。）に準拠して作成されている。IFRSは、日本にお

いて一般に公正妥当と認められる会計原則(以下「日本の会計原則」という。)とはいくつかの点で相違しており、そ

の主な相違は以下に要約されている。

 

(1) 会計方針の統一

 

国際財務報告基準（以下、「IFRS」という。）では、連結財務書類は、同一環境下で行われた同一の性質の取引等に

ついて、統一的な会計方針を用いて作成される。在外子会社の財務書類は、それぞれの国で認められている会計原則

を使用して作成されている場合でも、連結に先立ち、親会社が使用する会計原則に一致させるよう必要なすべての修

正および組替が行われる。関連会社についても、同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、その投資会社

と異なる会計方針を用いている場合、その関連会社の財務書類が投資会社により持分法を適用して利用される際に、

関連会社の会計方針を投資会社の会計方針に一致させるような修正が行われる。

 

日本では、連結財務諸表を作成する場合、同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、親会社および子会

社が採用する会計処理の原則および手続は、原則として統一しなければならない。ただし、実務対応報告第18号「連

結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（以下、「実務対応報告第18号の当面の取

扱い」という。）により、2008年4月1日以降開始する事業年度から在外子会社の財務諸表がIFRSまたは米国会計基準

（US GAAP）に準拠して作成されている場合は、一定の項目の修正（のれんの償却、退職給付会計における数理計算

上の差異の費用処理、研究開発費の支出時費用処理など）を条件に、これを連結決算手続上利用することができる。

 

関連会社についても、原則的に、同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、投資会社（その子会社を含

む）および持分法を適用する被投資会社が採用する会計処理の原則および手続は、原則として統一することが望ま

しいとされている。2008年3月10日に、企業会計基準第16号「持分法に関する会計基準」および実務対応報告第24号

「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」が公表された。企業会計基準第16号では、同一環境下で行

われた同一の性質の取引等について、投資会社および持分法を適用する被投資会社が採用する会計処理の原則およ

び手続は、原則として統一することと規定された。ただし、実務対応報告第24号により、在外関連会社については、当

面の間、実務対応報告第18号で規定される在外子会社に対する当面の取扱いに準じて行うことができる。企業会計基

準第16号および実務対応報告第24号は、2010年4月1日以後開始する事業年度から適用され、それ以前の早期適用も認

められている。

 

(2) 連結の範囲

 

IFRSでは、3つの連結方法、すなわち支配を有する会社に対する連結法、共同支配の事業体に対する比例連結法また

は持分法、および重要な影響力を行使する会社に対する持分法が適用される。支配とは、ある企業の活動から便益を

得るために、当該企業の財務方針および営業方針を左右する力であり、重要な影響力とは、投資先の財務および経営

方針を支配も共同支配もしていないが、それらの方針の決定に関与する力をいう。

また、特別目的事業体（以下「SPE」という。）については、解釈指針委員会(以下「SIC」という。)解釈指針第12号

「連結―特別目的事業体」により、事業体とSPEとの実質的な関係が、事業体によりSPEが支配されていることを示し

ている場合には、その事業体はSPEを連結しなければならない。
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日本では、実質支配力基準により連結範囲が決定され、支配の及ぶ会社の財務諸表は連結される。また、重要な影響

力を行使することができる会社に対しては、持分法が適用される。日本では、比例連結法は認められていないため、共

同支配事業体は持分法により会計処理される。

 

特別目的会社については、「連結財務諸表制度における子会社および関連会社の範囲の見直しに係る具体的な取

扱い」において、特別目的会社が、適正な価額で譲り受けた資産から生ずる収益を当該特別目的会社が発行する証券

の所有者に享受させることを目的として設立され、当該特別目的会社の事業がその目的に従って適切に遂行されて

いるときは、当該特別目的会社に対する出資者および当該特別目的会社に資産を譲渡した会社（以下「出資者等」

という。）から独立しているものと認め、出資者等の子会社に該当しないものと推定され、連結の対象となっていな

い。ただし、企業会計基準適用指針第15号「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」に基づき、前述で連

結対象とならない特別目的会社について、出資者等は、当該特別目的会社の概要、当該特別目的会社を利用した取引

の概要、当期に行った当該特別目的会社との取引金額または当該取引の期末残高等の一定の開示が求められる。な

お、当該適用指針に対する2008年6月20日の改正により四半期での取扱いが明確にされた。当該改正は2008年4月1日

以後開始する事業年度（当該事業年度を構成する中間期又は四半期を含む）から適用されている。

 

(3) 少数株主持分（または非支配持分）

 

IFRSでは、IFRS第3号「企業結合」により、少数株主持分については、被買収企業の純資産の結合日時点の時価に、

少数株主持分割合を乗じて算出される（全面時価評価）。

2008年1月にIFRS第3号が改訂され、従来の少数株主持分が非支配持分という呼称に変更され、以下のいずれかにより

測定される。

　　(a) 取得日における非支配持分の公正価値。

　　(b) 取得日における被取得企業の識別可能純資産に対する非支配持分比率相当額。

　当該改訂は2009年7月1日以後開始事業年度から適用になり、早期適用が認められている。

　IAS第27号「連結および個別財務書類」に基づき、少数株主持分は連結貸借対照表上、資本に親会社持分とは別に表

示される。連結損益計算書上で表示される「純利益」には「少数株主に帰属する純利益」および「親会社株主に帰

属する純利益」が含まれる。「純利益」の後に「少数株主に帰属する純利益」および「親会社株主に帰属する純利

益」が区分して開示される。

 

日本では、少数株主持分は、全面時価評価法によるほか、子会社の個別貸借対照表上の簿価純資産に少数株主持分

割合を乗じて算出する方法も認められている（部分時価評価法）。IFRSとのコンバージェンスの観点から、2008年12

月26日に、企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」が公表され、2010年4月1日以後実施される企業結

合から適用され、早期適用も認められている。同基準により、連結貸借対照表の作成にあたっては、子会社の資産およ

び負債のすべてを支配獲得日の時価により評価する方法（全面時価評価法）により評価することが要求される。

　企業会計基準第5号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」に基づき、少数株主持分は純資産の部に

計上される。連結損益計算書上では、少数株主損益は純利益前の個別項目として表示され、純利益には親会社の株主

に帰属する利益のみが含まれる。

 

(4) 資産の減損

 

非金融資産の減損
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IFRSでは、非流動資産の減損の兆候が認められ、その回収可能価額（正味売却価格と使用価値（割引後の見積将来

キャッシュ・フローの現在価値）のいずれか高い金額）が帳簿価額を下回ると見積られる場合に、その差額を減損

損失として認識する。一定の条件が満たされた場合、のれんに対して認識された減損を除き、減損損失の戻入が要求

される。なお、耐用年数を確定できない無形資産やのれんについては、減損の兆候の有無にかかわらず、毎年減損テス

トを実施しなければならない。

 

日本では、「固定資産の減損に係る会計基準」に従い、資産の減損の兆候が認められ、かつ割引前将来キャッシュ

・フローの総額（20年以内の合理的な期間に基づく）が帳簿価額を下回ると見積られる場合において、回収可能価

額（正味売却価額と使用価値（継続的使用と使用後の処分によって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローの

現在価値）のいずれか高い方の金額）と帳簿価額の差額につき減損損失を計上する。減損損失の戻入は認められな

い。

 

金融資産の減損

 

IFRSでは、金融資産（貸出金および債権、売却可能投資）が減損しているという客観的証拠（例えば、発行体の重

大な財政的困難、利息もしくは元本の支払不履行または遅滞）の有無について各報告日に評価される。

 

貸出金および債権：損失の額は、資産の帳簿価額とその見積将来キャッシュ・フローの現在価値との差額として

測定される。

 

売却可能投資：売却可能持分投資の場合、有価証券の取得価額を下回る公正価値の著しい下落または長期的にわ

たる下落が減損の客観的証拠である。売却可能投資に関する客観的証拠が存在する場合、累積損失は資本から除去さ

れ、損益計算書に認識される。売却可能持分投資の減損損失の戻入は、資本において行われ、その他のすべての金融商

品の減損損失の戻入は、損益計算書に認識される。

 

日本では、公正価値が入手可能な金融資産（売買目的有価証券を除く。）について、償却原価で計上される金融資

産（貸出金および債権を除く。）の公正価値が帳簿価額（償却原価）を下回って著しく下落した場合、当該資産の帳

簿価額は公正価値まで減額される。

 

損失の額は当期純利益に認識される。減損損失の戻入は認められない。

 

(5) セグメント情報

 

IFRSでは通常、セグメント別の業績を評価し、資源の各セグメントへの配分を決定するために企業内部で使用され

ている財務情報の開示が要求される。また、経営者による経営上の意思決定のために企業内部で使用されているか否

かを問わず、企業の製品・サービス（または同種の製品・サービスのグループ別）の収益に関する情報、企業が収益

を計上し、資産を保有する国別の情報、および主要顧客に関する情報の開示が要求されている。

 

日本では、セグメント情報の作成に用いる会計処理方法は外部向け報告用の会計方針と同一であり、事業の種類別

(すなわち、同種の製品・サービスのグループ別)セグメント情報、国または地域別により区分した所在地別セグメン

ト情報、および海外売上高が開示される。2008年3月21日付けで、企業会計基準第17号「セグメント情報等の開示に関

する会計基準」が公表された。この基準は、IFRSと同様のマネジメント・アプローチを導入したものであり、2010年4
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月1日以後開始する事業年度から適用される。

 

(6) 退職後給付

 

IFRSで認められた方法に従い、確定給付型退職後給付制度について、制度資産の公正価値と制度負債の現在価値の

差額は、貸借対照表の資産または負債として認識される。数理計算上の損益は資本に認識され、所有者持分変動計算

書に計上される。

 

前期末現在における未認識数理計算上の正味累積額が、a)前期末現在の退職給付債務の現在価値の10％とb) 前期

末現在の年金資産の公正価値の10％のいずれか大きい方の金額を超過する場合、当該超過額は制度加入従業員の予

想平均残存勤務期間にわたり認識されなければならない（コリドー・アプローチと称する）。

 

退職給付債務の割引率は、貸借対照表日現在の優良社債の市場利回りを参照して決定される。

 

日本では、確定給付型退職後給付制度について、過去勤務債務、数理計算上の差異および会計基準変更時差異の遅

延認識が認められているため、退職給付債務に未認識過去勤務債務および未認識数理計算上の差異を加減した額か

ら年金資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する。なお、当該未認識項目について一括して損益処

理することも選択可能である。退職給付に係る費用は、数理計算上の差異の費用処理額も含め、特定の場合を除いて、

営業費用として損益計算書に計上される。

 

日本では、数理計算上の損益の認識に関して、前述のようなコリドー・アプローチは採用されていない。

 

退職給付債務等の割引率は、安全性の高い長期の債券の利回りを基礎として決定される。安全性の高い長期の債券

の利回りとは長期の国債、政府機関債および優良社債の利回りをいう。なお、割引率は、一定期間の債券の利回りの変

動を考慮して決定することができる。2008年７月31日に企業会計基準第19号「『退職給付に係る会計基準』の一部

改正（その3）」が公表され、割引率の基礎とする安全性の高い長期の債券の利回りとは、期末における長期の国債、

政府機関債および優良社債の利回りとされ、割引率は一定期間の利回りの変動を考慮して決定されるのではなく、期

末における利回りを基礎とすることが明示された。同基準は2009年4月1日以後開始する事業年度の年度末に係る財

務諸表から適用されている。

 

(7) 研究開発費

 

IFRSでは、研究費は発生時に費用計上される。開発費は、一定の基準を満たし、かつ経済的便益の享受が期待される

場合に、資産計上され見積経済的耐用年数にわたり償却される。

 

日本では、すべての研究開発支出は発生時に費用計上しなければならない。

 

(8) 取得した仕掛中の研究開発

 

IFRSでは、IFRS第3号「企業結合」に基づき、取得した仕掛中の研究開発については、識別可能性の要件を満たす限

り、その企業結合日における時価に基づいて資産計上される。

 

EDINET提出書類

中国農業銀行股イ分有限公司(E24593)

有価証券届出書（通常方式）

569/588



日本では、「企業結合に係る会計基準」に従い、取得企業が取得対価の一部を研究開発費に配分した時は、当該金

額を配分時に費用処理する。国際的な会計基準とのコンバージェンスの観点から、2008年12月26日に、企業会計基準

第21号「企業結合に関する会計基準」および企業会計基準第23号「『研究開発費等に係る会計基準』の一部改正」

が公表され、2010年4月1日以後実施される企業結合から適用され、早期適用も認められている。同基準により、企業結

合の取得対価の一部を研究開発費等に配分して費用処理する会計処理が廃止され、取得した仕掛中の研究開発につ

いても、企業結合日時点において識別可能なものは、その企業結合日における時価に基づいて資産計上される。

 

(9) 包括利益計算書

 

IFRSでは、2009年1月1日付で適用されたIAS第１号の改訂に従い、所有者持分の変動はすべて「所有者持分変動計

算書」において表示され、為替換算、キャッシュ・フロー・ヘッジおよび売却可能金融商品等の所有者以外の持分の

変動については「包括利益計算書」で表示される。

 

日本では、包括利益計算書に関する会計基準はなく、純資産の部に直接計上される項目は株主資本等変動計算書に

おいて表示される。

 

(10) 金融資産の認識の中止

 

IFRSでは、企業が金融資産の実質的にすべてのリスクおよび経済価値を移転した場合、当該金融資産の認識を中止

する。企業が譲渡資産に対する支配を保持していない場合には、企業は譲渡資産の認識の中止を行う。

 

日本では、譲渡金融資産の財務構成要素ごとに、支配が第三者に移転しているかどうかの判断に基づいて、当該金

融資産の認識の中止がなされる。

 

(11) 固定資産の再評価

 

　IFRSでは、IAS第16号「有形固定資産」により、当初認識後の有形固定資産の測定として、再評価モデルを適用する

ことができる。再評価モデルでは、再評価額（再評価実施日における公正価値）から、その後の減価償却累計額およ

び減損損失累計額を控除した額で計上される。

 

　日本では、有形固定資産は取得原価で計上される。特別の法律によらなければ資産の再評価は認められていない。

 

(12) 金融保証

 

IFRSでは、金融保証契約については、当初は公正価値で計上し、その後は、IAS第37号「引当金、偶発負債および偶発

資産」に従って決定される金額と当初認識額からIAS第18号「収益」に従った償却費を差引いた後の金額とのいず

れか高い方の金額で計上することを要求している。

 

日本では、金融資産または金融負債の消滅の認識の結果生じる債務保証を除いて、保証を当初より公正価値で貸借

対照表に計上することは求められていない。銀行の場合には、第三者に負う保証債務は偶発債務として額面金額を支

払承諾勘定に計上し、同時に銀行が顧客から得る求償権を偶発債権として支払承諾見返勘定に計上する。保証に起因

して、将来の損失が発生する可能性が高く、かつその金額を合理的に見積ることができる場合には、債務保証損失引
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当金を計上する。

 

(13) 金融商品の公正価値の開示

 

IFRSでは、IFRS第7号「金融商品：開示」に基づき、企業はすべての金融資産および金融負債について主に以下に

ついて開示することが要求されている。

 

(a) 重要な金融商品についての情報

(b) 金融商品から生じるリスクの性質および程度についての情報。

 

同基準書は、IASBが「金融商品に関する開示の改善（IFRS第7号「金融商品：開示」の改訂）」の改訂を公表した

2009年3月に改訂された。2009年1月1日付で適用され、当該改訂は公正価値ヒエラルキー（つまり、すべての金融商品

を関連する定義に基づいたレベル1、2、および3への分類）を含む公正価値測定および流動性リスクに関する開示の

改善を要求している。

 

日本では、デリバティブ取引に係るリスクの内容およびリスク管理体制等の取引の状況、ならびに有価証券および

デリバティブ取引の時価等の開示が要求されている。2008年3月10日付けで、企業会計基準第10号「金融商品に関す

る会計基準」が改正され、上記の開示に関する要件を金融商品全般に広げている。すなわち、金融商品の状況に関す

る事項および金融商品の時価等に関する事項を開示しなければならない。この改正基準は2010年3月31日以後終了す

る事業年度の年度末に係る財務諸表から適用され、それ以前の早期適用も認められている。

 

(14) 金融商品の評価

 

IFRSでは、IAS第39号「金融商品：認識および測定」が金融資産および金融負債を以下のように測定することを企

業に要求している。

 

・　損益を通じて公正価値により測定する金融資産は公正価値で測定し、公正価値の変動は損益認識される。

・　売却可能金融資産は貸借対照表上に公正価値で測定される。売却可能金融資産にかかる公正価値の変動は資本

に直接認識される。

・　貸出金および債権は償却原価で測定される。

・　満期保有投資は償却原価で測定される。

・　金融負債（公正価値オプションおよび負債であるデリバティブ取引を除く）は実効金利法による償却原価で

測定される。

 

また、IAS第39号では、一定の要件を満たす場合、企業は、金融資産を当初損益を通じて公正価値により測定する金

融資産に分類することで、公正価値で測定し、公正価値の変動額を損益認識することができる（公正価値オプショ

ン）。

 

日本では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、金融資産および金融負債は以下のように測

定される。

 

・　売買目的有価証券は、公正価値で測定し、公正価値の変動は損益認識される。
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・　個別財務諸表においては、子会社株式および関連会社株式は、取得原価で計上される。

・　満期保有目的の債券は取得原価または償却原価で測定される。 

・　売買目的有価証券、満期保有目的の債券、子会社株式および関連会社株式以外の有価証券（「その他有価証

券」）は、公正価値で測定し、公正価値の変動額は、a) 純資産に計上され、売却、減損あるいは回収時に損益計

算書へ計上される、もしくはb) 個々の証券について、公正価値が原価を上回る場合には純資産に計上し、下回

る場合には損益計算書に計上する。

・　時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券については、それぞれ次の方法による。(1) 社債その

他の債券の貸借対照表価額は、債権の貸借対照表価額に準ずる。(2) 社債その他の債券以外の有価証券は取得

原価をもって貸借対照表価額とする。

・　貸出金および債権は取得原価または償却原価で測定される。

・　金融負債は債務額で測定される。ただし社債については償却原価法に基づいて算定された価額で評価しなけれ

ばならない。

 

IFRSで認められる公正価値オプションに関する会計基準はない。

 

(15) 金融商品の分類変更

 

IFRSでは、2008年10月13日に、IAS第39号「金融商品: 認識および測定」およびIFRS第７号「金融商品：開示」が

改訂され、これらの改訂基準のもとでは、一定の条件の充足を条件に適格となる金融資産は、事業体が当面または満

期まで当該資産を保有する意思および能力を有する場合に「損益を通じて公正価値で測定」および「売却可能」の

区分から他の区分へ分類変更することができる。これらの改訂基準は、2008年7月1日より適用となった。

 

日本では、売買目的または売却可能（その他有価証券）から満期保有目的への分類変更は認められず、売買目的か

ら売却可能（その他有価証券）への分類変更については、2008年12月より前は、限られた状況（事業体の経営者がト

レーディング業務の廃止を決定した場合に、当該事業体は売買目的として分類した有価証券をすべて、売却可能（そ

の他有価証券）に分類変更することができる。）においてのみ認められていた。ただし、2008年12月5日に実務対応報

告第26号「債券の保有目的区分に関する当面の取扱い」が公表され、一定の条件を充足する場合に限り、上記の保有

目的区分の変更が認められ、公表日から2010年3月31日までの間適用されていた。

 

(16) 収益認識基準

 

IFRSでは、将来の経済的便益が企業に流入する可能性が高く、これらの便益が信頼性をもって測定されうる時に収

益が認識される。収益は受領する対価の公正価値により測定しなければならない。取引から生ずる収益の額は、通常、

当該取引当事者間の契約により決定され、企業が許容した値引きや割戻しの額を考慮した後の公正価値により測定

される。物品販売、役務提供、利息、ロイヤルティおよび配当についてそれぞれ認識基準を規定している。

 

日本では、収益認識について特に規定がないが、企業会計原則の実現主義の原則に基づいている。物品販売につい

ては実務上、出荷基準が広く採用されている。割賦販売について、販売基準以外にも回収基準・回収期限到来基準も

容認されている。

 

(17) 貴金属
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IFRSでは、トレーディング目的の貴金属は、現物商品または有価証券の形態で保有する商品にかかわらず、トレー

ディング・ポートフォリオに認識されて公正価値で測定される。

 

日本では、現物商品に係るデリバティブ取引の対象となる貴金属は、トレーディング・ポートフォリオに分類され

時価評価され、現物として保有する貴金属は低価法で評価されていた。その後、企業会計基準第９号「棚卸資産の評

価に関する会計基準」の公表により、トレーディング目的で保有する貴金属は、市場価格に基づく価額をもって貸借

対照表価額とし、帳簿価額との差額（評価差額）は、当期の損益として処理されることとなった。同基準は2008年4月

1日以後開始する事業年度から適用されている。

 

(18) 担保権行使資産

 

IFRSでは、担保権行使資産は、当初、内外双方の情報源に基づくポートフォリオベースの時価で認識される。関連す

る再評価損益はすべて損益計算書に認識される。

 

日本では、設定された担保権を実行し取得した資産については、その資産の内容に応じて該当する会計処理に従

う。

 

(19) 繰延税金

 

IFRSでは、IAS第12号「法人所得税」において、企業が財務書類上で資産および負債を流動・非流動に区分してい

るときも、繰延税金資産および繰延税金負債を流動資産および流動負債に分類することを禁じている。

 

日本では、繰延税金資産については流動資産または投資その他の資産として、繰延税金負債については流動負債ま

たは固定負債として表示することが要求されている。
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第７【外国為替相場の推移】

１【最近５年間の事業年度別為替相場の推移】

 （1人民元当たり、単位：円）

決算年月 2005年 2006年 2007年 2008年 2009年

最高 15.02 15.24 16.24 16.12 14.72

最低 12.35 13.69 14.53 12.80 12.59

平均 13.42 14.58 15.47 14.83 13.70

期末 14.55 15.24 15.61 13.22 13.55

 
出所：国家外為管理局（2005年7月21日まで）、中国人民銀行（2005年7月22日以降2006年1月3日まで）および中国外貨取引セン

ター（2006年1月4日以降）が公表している人民元／100円のデータを基に、円／人民元ベースに換算したものである。

 

２【最近６月間の月別為替相場の推移】

    （1人民元当たり、単位：円）

月別
2009年

12月

2010年

1月

2010年

2月

2010年

3月

2010年

4月

2010年

5月

最高 13.55 13.69 13.44 13.62 13.81 13.90

最低 12.66 13.12 13.09 12.98 13.50 13.16

平均 13.14 13.37 13.22 13.26 13.68 13.47

 
出所：中国外貨取引センターが公表している人民元／100円のデータを基に、円／人民元ベースに換算したものである。

 

３【最近日の為替相場】

1人民元＝13.38円（2010年5月31日）

出所：中国外貨取引センターが公表している人民元／100円のデータを基に、円／人民元ベースに換算したものである。
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第８【本邦における提出会社の株式事務等の概要】

以下は、Ｈ株式に関する株式事務、権利行使の方法および関連事項の概要である。

 

１．本邦における株式事務等の概要

（１）株式の名義書換取扱場所および名義書換代理人

日本においては、Ｈ株式の名義書換取扱場所または名義書換代理人は存在しない。

Ｈ株式の取得者（以下「実質株主」という。）は、その取得窓口となった金融商品取引業者（以下「窓口金融商品
取引業者」という。）との間に外国証券取引口座約款（以下「約款」という。）を締結する必要があり、当該約款に
より、実質株主の名義で外国証券取引口座（以下「取引口座」という。）が開設される。売買取引の実行、売買代金の
決済、証券の保管およびＨ株式に関するその他の取引に関する事項はすべてこの取引口座を通じて処理される。この
場合、取引の実行、売買代金の決済および外国証券取引に関するその他の支払いについての各事項はすべて当該契約
の各条項に従い処理される。

 

（２）株主に対する特典

なし

 

（３）株式の譲渡制限

Ｈ株式に譲渡制限はない。

 

（４）その他株式事務に関する事項

　(a)　株券の保管

取引口座を通じて保有されるＨ株式は、窓口金融商品取引業者を代理する香港における保管機関（以下「現地保
管機関」という。）またはその名義人の名義で登録され、現地保管機関により保管される。

 

　(b)　配当等基準日

当行から配当等を受け取る権利を有する実質株主は、当行の取締役会が配当支払い等のために定めた基準日現在
においてＨ株式を実質的に所有する者である。

 

　(c)　事業年度の終了

毎年12月31日

 

　(d)　公告

日本においてはＨ株式に関する公告は行われない。

 

　(e)　実質株主に対する株式事務に関する手数料

実質株主は、窓口金融商品取引業者の定めるところにより、約款に規定された手続および関連行為のための費用と
して、取引口座を維持するための管理費を支払う。さらに、実質株主は、約款に規定されたその他の費用を支払う可能
性もある。
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２．本邦における実質株主の権利行使方法

（１）実質株主の議決権の行使に関する手続

議決権の行使は、実質株主が窓口金融商品取引業者を通じて行う指示に基づき、現地保管機関またはその名義人が
行う。他方、実質株主が指示をしない場合、現地保管機関またはその名義人は実質株主のために保有されているＨ株
式について議決権を行使しない。

 

（２）配当請求等に関する手続

　(a)　現金配当の交付手続

約款に従い、現金配当は、窓口金融商品取引業者が現地保管機関またはその名義人から一括受領し、取引口座を通
じて実質株主に交付する。

 

　(b)　株式配当等の交付手続

株式分割により割り当てられたＨ株式は、現地保管機関またはその名義人の名義で登録され、窓口金融商品取引業
者はかかるＨ株式を取扱口座を通じて処理する。ただし、実質株主から別段の要請がない限り、売買数が香港におけ
る売買単位未満の端数のＨ株式については、窓口金融商品取引業者を代理する現地保管機関により香港で売却され、
その純手取金は、窓口金融商品取引業者が現地保管機関またはその名義人から一括受領し、取引口座を通じて実質株
主に支払う。

株式配当により割り当てられたＨ株式は、実質株主から別段の要請がない限り、窓口金融商品取引業者を代理する
現地保管機関により香港で売却され、その純手取金は、窓口金融商品取引業者が現地保管機関またはその名義人から
一括受領し、取引口座を通じて実質株主に支払う。

 

（３）株式の譲渡に関する手続

実質株主は、その持株の保管替えまたは売却注文をなすことができる。実質株主と窓口金融商品取引業者との間の
決済は円貨または窓口金融商品取引業者が応じうる範囲内の外貨による。窓口金融商品取引業者は、国内店頭取引に
ついてのＨ株式の決済を口座の振替によって行い、Ｈ株式の取引の結果として現地保管機関のＨ株式数残高に増減
が生じた場合には、Ｈ株式の名義書換の手続に従って香港の登録機関において当該Ｈ株式の譲渡手続がとられる。

 

（４）新株引受権

実質株主が保有するＨ株式について新株引受権が与えられる場合には、新株引受権は、通常、窓口金融商品取引業
者を代理する現地保管機関により香港で売却され、その純手取金は、窓口金融商品取引業者が現地保管機関またはそ
の名義人から一括受領し、取引口座を通じて実質株主に支払う。

 

（５）本邦における配当等に関する課税上の取扱い

本邦における課税上の取扱いの概要は以下の通りである。

　(a)　配当

当行から株主に支払われる配当は、日本の税法上、配当収入として取り扱われる。日本の居住者たる個人または日
本の法人に対して支払われる当行の配当金については、当該配当金額（中国における当該配当の支払いの際に中国
またはその地方政府の源泉徴収税が徴収される場合、当該控除後の金額）につき、当該配当の支払いを受けるべき期
間に応じ、以下の表に記載された源泉徴収税率に相当する金額の日本の所得税および住民税が源泉徴収される。
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配当課税の源泉徴収税率

 

配当を受けるべき期間 日本の法人 日本の居住者たる個人

2009年1月1日～2011年12月31日 所得税7％ 所得税7％、住民税3％

2012年1月1日～ 所得税15％ 所得税15％、住民税5％

 

日本の居住者たる個人は、当行から株主に支払われる配当については、源泉徴収がなされた場合には確定申告をす
る必要はなく、また当該配当については、配当金額の多寡に関係なく確定申告の対象となる所得金額から除外するこ
とができる。

2009年1月1日以降に当行から株主に支払われる配当については、日本の居住者たる個人は、申告分離課税を選択す
ることが可能である。申告分離課税を選択した場合の確定申告の際の税率は、2009年1月1日から2011年12月31日まで
に当行から当該個人株主に支払われる配当については10％（所得税7％、住民税3％）、2012年1月1日以降に当行から
当該個人株主に支払われる配当については20％（所得税15％、住民税5％）であるが、かかる配当所得の計算におい
ては、2009年分以後における上場株式等の株式売買損を控除することができる。

なお、配当控除（個人の場合）および受取配当益金不算入（法人の場合）の適用はない。中国において課税された
税額は、配当につき確定申告した場合には日本の税法の規定に従い外国税額控除の対象となりうる。

 

　(b)　売買損益

1)　居住者である個人株主の株式の売買によって生じた株式売買益は、原則として所得税の対象となり、株式売買
損は、他の株式売買益から控除することができる。また、2009年分以後における上場株式等の株式売買損につ
いては、当行株式およびその他の上場株式等の配当所得の金額（申告分離課税を選択したものに限る。）か
ら控除することができる。

2)　当行株式の内国法人株主については、株式の売買損益は、課税所得の計算上益金に算入される。

 

　(c)　相続税

日本の税法上日本の居住者である実質株主が、中国で発行された株式を相続または遺贈によって取得した場合、日
本の相続税法によって相続税が課されるが、国外で日本の相続税に相当する税が課される等、一定の要件を充たして
いるときには、外国税額控除が認められることがある。

 

（６）実質株主に対する諸通知

当行が登録株主に対して行う通知および通信は、現地保管機関またはその名義人に対してなされる。現地保管機関
はこれを窓口金融商品取引業者に送付する義務があり、窓口金融商品取引業者はこれをさらに各実質株主に送付す
る義務がある。実費は実質株主に請求される。ただし、実質株主がその送付を希望しない場合または当該通知もしく
は通信の性格上重要性が乏しい場合には、送付することなく窓口金融商品取引業者の店頭に備え付け、実質株主の閲
覧に供される。
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第９【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当行の発行する有価証券は金融商品取引法第24条第1項第1号および第2号に該当しないため、該当事項はない。

 

２【その他の参考情報】

該当なし
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第三部【提出会社の保証会社等の情報】

第１【保証会社情報】

該当なし

 

第２【保証会社以外の会社の情報】

該当なし

 

第３【指数等の情報】

該当なし
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第四部【特別情報】

第１【最近の財務書類】

該当なし
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第２【有価証券の様式】

 

[表面]

発行日　　　　　　券面番号　　　　　　RUN／TFR番号　　　　　登録　　　　Ｈ株式数

 

[ロゴ]

中国農業銀行股?有限公司
*

(中華人民共和国において株式有限会社として設立)

Ｈ株券

 

中国農業銀行股?有限公司（以下「当行」という。）は、2009年1月15日付で、中華人民共和国において中国会社

法(以下に定義される。)に従って、営業許可証番号100000000005472にて株式有限会社として設立された。

 

　当行の登録資本は、1株当たり額面金額1.00人民元の国内株式(以下「国内株式」という。)および1株当たり額面金

額1.00人民元の国外上場外国株(以下「Ｈ株式」という。）に分割される。国内株式およびＨ株式はそれぞれ、当行

株主総会において同等の議決権を有する。ただし、国内株式の所有者のみに付与された権利を変更もしくは廃止す

る場合、またはＨ株式所有者のみに付与された権利を変更もしくは廃止する場合はこの限りでない。

 

本証書は、下記の者が、当行の定款（以下「定款」という。）および下記の要項に従い、下記に詳述されるとおり、当

行登録資本の全額払込済Ｈ株式の所有者として登録されていることを証する。

 

┌　　　　　　　┐

 コード：   

└　　　　　　　┘ Ｈ株式数：   

   

上記日付において当行の証券専用印を押印の上交付された。

［　署名　］

 

 取締役会会長  

本Ｈ株券を添付し、かつ、定款の規定に従わない限り、

上記のＨ株式の譲渡につき登録することができない。

当行の登記上の住所：中華人民共和国 100005 北京市東城区建国門内大街69号

香港Ｈ株式登録機関：コンピュータシェア香港インベスター・サービシズ・リミテッド

香港ワンチャイ、クイーンズロード・イースト183、ホープウェルセンター17階

1712号室～1716号室　

 

要項

当行株式を取得することにより、上記Ｈ株式所有者は、

(Ⅰ)　当行および当行のその他の各株主と以下につき合意し、また当行はかかる当行の登録株主およびその

他の各株主と以下につき合意する。すなわち、1993年12月29日の第8期全国人民代表大会常務委員会第5回

会議において制定され、1994年7月1日に施行され、その後の改正、追加その他の変更を含む中国の会社法

(中華人民共和国会社法。以下「中国会社法」という。)、1994年8月4日に中国国務院により制定され、その
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後の改正、追加その他の変更を含む株式有限会社による株式の国外募集および上場に関する特別規定、定

款ならびにその他の中国法および行政規則(その後の改正を含む。)を遵守し、またはそれらに準拠するこ

と。

(Ⅱ)　当行、その他の各株主、取締役、監査役、マネージャーおよび役員との間で以下につき合意し、また当行

自身のためまたは各取締役、監査役、マネージャーおよび役員を代理して、当行は、当行の各株主との間で

以下につき合意する。すなわち、定款または中国会社法もしくは当行に関するその他の関連する法律およ

び行政規則により付与される権利もしくは課される義務から生じるすべての紛争および請求を定款に従

い仲裁に付託すること、および仲裁への付託が仲裁廷に対する公開審議の開催および仲裁判断の公表の

権限を与えたものとみなされ、かつ、かかる仲裁判断が最終的かつ確定的であること。

(Ⅲ)　当行および当行のその他の各株主との間で、当行Ｈ株式がその株主により自由に譲渡することができ

ることにつき合意する。

(Ⅳ)　当行に対し、当行が各株主を代理して、当行の各取締役、監査役および役員との間で、当該取締役、監査

役および役員が定款に記載される株主に対する義務を遵守し、それに従うことに承諾する旨の契約を締

結する権限を付与する。
*
 識別目的のみ
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［裏面］

 

譲渡書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 中国農業銀行股?有限公司
*

売主の株式仲介人 買主の株式仲介人  

1 2  

  売主の株式仲介人 買主の株式仲介人

3 4 11 12

5 6 13 14

7 8 15 16

9 10 17 18

右に記載された対価によって、裏面の「譲渡人」欄に記載された「登録株式所有者」は一定の条

件に従い、現在「譲渡人」が所有する本株券に表章されたＨ株式を下記「譲受人」に譲渡し、譲

受人はここに上記の条件に従いＨ株式を受領し保有することに同意する。

対価  

譲受人

氏名(英語)

（姓を先に記載）

楷書のこと

 

 

 

注：(a)姓、名、その他名称を含む完全な譲受人の氏名、(b)完全

な住所(共同株主は最初に記載される譲受人の住所のみを記入

すればよい。)

氏名

(中国語)

 

 

 

 

 

 

１） １）

２） ２）

３） ４） ３） ４）

英文住所

建物名・室号
 

既存株主　はい　/　いいえ

 

道路名・

団地名・階
 職業   

区域・市・

郵便番号
 国名  電話番号   

配当の指示

(ある場合)

銀行名

  口座番号     

支店名/住所        

下記の日付における譲渡の当事者が署名する。

立会人       

　署名   日付   

　住所       

　職業       

   譲渡人署名   

立会人       

　署名       

　住所       

　職業   譲受人署名   

* 
識別目的のみ
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第３【保証会社及び連動子会社の最近の財務諸表又は財務書類】

該当なし
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「当期連結財務諸表に対する監査報告書」を参照のこと。
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提出本文書の「第二部　企業情報　第6　経理の状況　1　財務書類－会計士報告書」を参照のこと。
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該当なし
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該当なし
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